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平成１９年度事業報告（総括）

２

項目ページ 総括

第１会務報告

４～１２

第２会員状況

１３～１４

20年３月末現在正会
□

貝 2,674病院（対前年-16）

708,358床（-1,472）

賛助会員477会員（-18）

第３会議

1５ /■、＝ 8８

総会２回193名出席常任理事会８回363名

代議員会２回８１名

理事会４回264名

(常任理事会と合同開催）

第４委員会・部会

８９～１８４

23委員会（５小委員会）

開催回数147回出席1,076名

第５研究会

１８５

2研修会開催２回（対前年＋ｌ）

参加者3,028名（＋2,300）

第６セミナー

1８６ 〆、-' 1８９

3セミナー開催７回（対前年十４）

参加者855名（-145）

第７予防医学活動

1９０ 戸、‐ 1９９

指定施設（19.1）受診者（18.1～18.12）

日ドック508病院（対前年＋１）250,938名

日ドック158施設（対前年-37）2,769,662名

機能評価認定132施設

第８診療情報管理課

程通信教育

２００～２０９

入学生2,860名（第71期1,552名、第72期1,308名）（対前年-85）

卒業生1,924名（第66期721名、第67期1,208名）（対前年-856）

認定者総数診療録管理士2,231名（第１～43回生）

診療情報管理士13,404名（第44～67回生、特別補講937名含む）

計15,635名（対前年十1,929）

第９病院経営管理者

養成課程通信教

青210～211

入学生５３名（第30回生）（対前年＋７）

卒業生３６名（第28回生）（対前年

認定者総数536名（対前年十36）

５）

第１０第57回日本病院

学会

２１２

６月１４～１５日つくば国際会議場（エポカルつくば）参加者4,600名（延べ）

学会長藤原秀臣（総合病院土浦協同病院病院長

￣￣

ﾗアーーマ

日本病院会茨城県支部支部長）

｢医療と社会の豊かな共生と新たな創造」

記念講演１，市民公開講座ｌ、特別講演４，シンポシウム７，－股演題519、

その他3３

第１ｌ日本診療録管理

１学会

２１３～２１９

理事会３回６７名評議員会１回９９名

各種委員会１７回159名

生涯教育研修会（第28回～第33回）参加者（2,269名）



３

項目ページ 総括

第'’第33回日本診療

２録管理学会

220～２２１

９月１３～１４日京都（ホテルグランヴイア京都）参加者2,151名

学術大会長武田隆男（武田病院グループ会長）
￣￣

ﾌ戸－－マ ｢患者本位の医療と診療録管理における国際協力」

＿診療記録のあり方と「ICD」普及支援一

学術大会長講演１、特別講演ｌ、教育講演１

シンポシウム２，一般演題112、ポスターセッション8０

第１２国際モダンホス

ピタルショウ

2007

２２２～２３７

７月１１～１３日東京ピツクサイト（通算34回）

出展社368社（対前年-24）来場者77,600人（対前年＋900）

第１３国際活動

238～２６３

国際病院連盟理事会1月フランス５月フランス11月韓国

アジア病院連盟理事会７月韓国

海外視察研究会諸般の事情により開催を見送った

第１４広報

264～２７５

日本病院会ニュース 第753号～774号（22回発行）

日本病院会雑誌第54巻４号～55巻３号（12回発行）

ジャパン・ホスピタルズNo.２５ＪＵＬＹ２００６（１回発行）

第１５医療従事者無料

職業紹介所

276

求職０件求人14件

(医師12件、看護師３件、その他１件）

第１６統計'情報室

２７７～２８７

発行「平成19年度病院概況調査報告書」

｢平成19年度診療報酬改定影響度調査」

第１７認定個人情報保

護団体

288

苦’盾処理依頼件数１件

相談・問い合わせ件数６件

第１８他団体との連絡

協議及び連合

289～３０９

総合部会開催12回191名

委員会４２回350名

研究・認定センター関係１回５名

第１９日本病院団体協

議会

310～３６１

代表者会議12回開催

実務者会議１１回開催

ワーキンググループ３回開催

第２０要望・提言

３６２～４５８

総数２４回（日病７，四病協１１，日病協６）

定款・定款施行細則

選挙規程

●

459～４６５

役員・委員名簿

466～５２３

役員名簿委員会委員名簿他



第１会務報告

新代議員会において理事、監事、代議員会議長・同副議長が選出。同日の新理

事会において会長、副会長、常任理事が選出。山本修三会長は、「病院医療の

再生」を掲げ２期目のスタート。

山本会長は新執行部にあたり、前執行部の副会長、新副会長を交え活動方針、

各種委員会構成、担当副会長、委員長の選任、顧問、参与の選出を協議。

来年４月から施行される「特定健診・保健指導」の保険者義務化に備え、「人間

ドック健診情報管理指導士」の養成を本会と日本人間ドック学会共同で開始。

中山耕作（第９代会長）先生がご逝去。

地域医療委員会（林雅人委員長）が「勤務医に関する意識調査報告書」（5,636

人)、「医師確保に係る調査報告書」（576病院）を取りまとめた。

山本会長主催のＷＨＯの第１回ＩＣＤ改訂運営会議の歓迎レセプションを都内で開

催。

ICＤ（国際疾病分類）の見直し作業を行うＷＨＯの第１回ＩＣＤ改訂運営会議が神奈

川県・小田原市で開催。

日本病院団体協議会（日病協）代表者会議で議長に鮫島健（日本精神科病院協

会会長)氏、副議長に山本修三日病会長が推薦され、日病協３期目がスタート。

新年度初回の四病協・総合部会が開催され、１９年度の運営方針・活動内容を検

討、関係団体等の委員派遣を承認。

平成19年度第１回常任理事会で日本医師会中川俊男常任理事から「日本医師会

グランドデザイン2007-総論一」についての講演会を実施。今期の活動方針と

して、医療政策と健康保険制度と診療報酬、国民医療費財源の確保を柱とした

６項目を了承した。

平成19年春の叙勲に宮崎忠昭副会長、山浦伊裟吉理事、大家他喜雄元理事が受
二二

早。

公明党「医師不足問題対策本吉ﾛ」で村上信乃昌'1会長、林雅人常任理事が病院勤

務医を取り巻く加重労働の実態等の問題点を提起。

河野稔元副会長（河野臨床医学研究所、富田浜病院前理事長）がご逝去。

国民医療推進協議会（唐澤iii羊人会長）主催の「国民医療を守る全国大会」が

東京・九段会館ホールで開催され、山本会長が理事として参加。

四病協・総合部会は「平成20年度税制改正要望の重点事項（公益法人制度改革

関係)」を合意し、翌日、日本医師会唐澤会長に提出。

平成１９年度代議員会・総会を実施。山本会長から、「病院医療の再生と質の向上

を目指して」等６項目にわたる活動方針を示す。平成18年度事業報告、収支決

算、顧問（継続８名、新規３名）・参与（継続10名、新規２名)、名誉会員（７

名）を承認。

桜井立良代議員（奈良県）が患者から暴漢を受け、山本会長名による励ま

しの電報を実施。

３月２４日

４月３日～４日

３日

４日

１１日

１５日

１７日～１８日

２４日

２５日

２８日

２９日

５月 １０日

１６日

１８日

２３日

２６日

６月 ６日

４



曰病協は｢医療費抑制政策からの転換を求める」｢平成20年度診療報酬改定要望」

を柳澤伯夫厚労大臣省に提出。

四病協は、「診療報酬改定に向けて（声明)」を厚生労働記者会、厚生日比谷ク

ラブに提出。

第57回日本病院学会（藤原秀臣学会長）が茨城県・つくば市メインテーマ「医

療と社会の豊かな共生と新たな倉Ｉ造」で開催。参加者は延べ5,000人。

感染対策チームの養成を目的とした「感染制御講習会」を実施。

中山耕作先生の「お別れ会」を日本病院会、聖隷浜松病院、㈱日本病院共済会、

中山家の共催でグランドプリンスホテル新高輪において実施。

山本会長は国際モダンホスピタルショウのオープニングセッションで「これか

らの医療制度下における病院の役割」と題し講演。

国際モダンホスピタルショウ2007（主催：日本病院会、日本経営協会）が東京

ピックサイトで開催ざれ内外368社、77,600人が来場。

新潟県中越沖地震の被災会員に対し山本会長名でのお見舞い電報を実施、新潟

県支部（渡部透支部長）を通じ被害状況を調査。

四病協・総合部会で研修・認定センターの解散を了承。

山本会長から、会議冒頭、新潟県中越沖地震の被災会員施設に対するお'悔やみ

が述べられた。

第４回定例常任理事会で、役員各位に19年６月に閣議決定された「規制改革推

進のための３カ年計画（医療関係)」のＩＴ化の推進、医師確保、資格制度等、

経営、医療費・医療制度についてアンケートを実施し、今後の方向として参考

とした。

平成19年度病院長・幹部職員セミナー（担当：加藤正弘江戸川病院理事長）

を東京・アルカディア市ケ谷で開催。参加者272施設、333名。

四病協･総合部会で「メディカルスクール検討会｣が設置(担当団体は日精協)。

日病協に設置された｢病院経営の実態把握のためのワーキンググループ(座長：

猪口雄二全日病副会長)」は「病院経営の現況調査」を９月中に実施し、集計、

公表する方針を示す。

常任理事会で先月実施した「規制改革推進のための３ヵ年計画（医療関係)」の

アンケート調査結果を基に問題点を協議、検討。

第48回日本人間ドック学会学術大会(中村治雄学会長)がメインテーマを｢Aim

highinEdo」と題し中央区・ロイヤルパークホテルで開催。全国から3,500人

の参加。

新事務局長に小林桂雄を任命。

WHO-FIC（世界保健機関国際疾病分類ファミリー）の第２回アジア・パシフイ

ツクネットワーク会議を京都市で開催。１３ケ国39名の関係者が出席し、アジ

ア・太平洋地域へのＩＣＤ普及の目標を確認した。

第33回日本診療録管理学会学術大会（武田隆男学会長）がメインテーマ「患

者本位の医療と診療録管理における国際協力～診療記録のあり方と「ICD」普

７日

８日

１４日～１５日

１６日～１７日

７月８日

１１日

１１日～１３日

１７日

２５日

２８日

８月２日～３日

２２日

２４日

２９日

３０日～３１日

９月１日

１０日～１１日

１３日～１４日

５



及支援～」と題し京都市で開催、参加者は全国から2,151名（延べ4,197名)。

茨城県支部（藤原秀臣支部長）総会が茨城県・土浦市で開催。シンポジウム「病

院医療の現状と医療改革への展望」と題し、執行部から池澤康郎副会長、石井

暎禧常任理事がシンポジストとして出席。

日病協から病院代表として委員参画していた石井暎禧委員が２年間の任期満了

を終え退任。邊見公雄委員は継続。

「規制改革推進のための３ヵ年計画（医療関係)」に関連した未検討事項①低額

払い方式への移行促進②医療費総枠拡大財源③保険免責制導入④地域医療支

援病院の存続を協議。役員各位の意見を基に山本会長が委員参画している日本

学術会議を通じ、意見提出することとした。

病院経営管理者養成課程通信教育の第28回生認定式（36名の修了）をアルカデ

ィア市ヶ谷で実施。

日病協は「病院経営の現況調査」による前回のマイナス改定による病院経営の

悪化の状況を舛添厚労大臣、士田中医協会長等に提出した。

第２回「医療の質を考えるセミナー」を愛知県病院協会の後援を得、名古屋市

で開催。

山本修三日病協副議長が、自民党の医療紛争処理のあり方検討会に出席し、「診

療行為に関連した死亡の死因究明等のあり方に関する試案一第二次試案一」

にほぼ賛成とし、医療安全調査委員会（仮称）に届出された場合は、医師法第

21条の届出が不要となることが法制上、明確とされることを要望した。

民間病院部会調査で実施した「患者の病院選択動向調査」「看護師の入退職状況

に関する調査」の概要を常任理事会で加藤正弘部会長から報告。調査結果から、

病院医師の主治医機能、病院における公・私病院間での役割（機能）について

の差は無かったと説明。

四病協、医療研修推進財団による診療情報管理課程通信教育の第67回診療情報

管理士認定式がアルカディア市ケ谷で開催。今回の認定者は、1,208名で合格

率は62％・

織本正慶名誉会員（東京都）が逝去。

高知県支部（細木秀美支部長）主催の講演会に会長・畠||会長が出席し、高知県

下の会員等との意見交換を実施。（152名の参加）

国民医療推進協議会（会長：唐澤群人）主催の国民医療を守る決起大会に山本

会長が出席。

日病協は、「平成20年度診療報酬改定について」の要望を舛添厚生労働大臣に提

出。

第８回常任理事会で「新たな医療計画制度」について厚労省・医政局・佐藤敏

信指導課長から構想説明を受け、役員各位との質疑応答を実施。

全国共同行動推進会議（案）が紹介され、本会として積極的に取り組むことを

確認した。

第８回常任理事会終了後に平成19年度秋の叙勲受章された西村昭男理事の祝賀

１４日

２８日

２９日

２９日

10月 １５日

１９日

11月 １日

１７日

１７日

２５日

２７日

12月 ５日

７日

１５日

１５日
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会を開催。

日病協は、「病院の看護配置基準に関する要望書」を厚労省に提出。

日本病院会ニュースの新春号の年頭所感で、低医療費政策と病院で働く医師の

絶対数の不足により、医師の地域偏在、科別偏在が進行し病院医療、地域医療

の崩壊急速に進んでいると現状を述べ、良質、高度な医療と安全な医療を確保

するためには、医師の数でなく、医学教育、研修医制度、専門医制度の在り方

を根本的に見直す必要があると述べた。新春座談会の記事としては、「これか

らの医療の展開一医療提供体制のあり方と医師の役害１－」をテーマに取り上

げ、藤原秀臣司会のもと山本修三会長、齊藤壽－常任理事、相川直樹、渡辺俊

介両参与が出席した。

南溢元理事（奈良県）がご逝去。

新年賀詞交歓会を帝国ホテルで開催し、国会議員、厚生労働省、日本医師会、

病院団体等から多数の出席をいただいた。

日病協の代表者会議終了後に記者会見を実施し、自民党が提案した「診療行為

に係る死因究明制度等について（案)」の是非について傘下団体の役員各位に

実施した調査結果の概要を山本副議長から説明。

日本経営協会と本会が主催している国際モダンホスピタルシヨウ2008の開催概

要についての記者説明会を実施。会期は2008年７月１６日（水）～１８日（金）で

東京ピックサイトにおいて開催。

中野進元代議員（京都府）がご逝去。

定例常任理事会において（財）日本医療機能評価機構産科医療補償制度運営

組織準備室上田茂室長から「産科医療補償制度」についての説明を受け、

役員各位との質疑応答を実施。

2009年（l/1～12/31）のＷＨＯ事業（WHOのＩＣＤの普及、ICD-lOの改正、ICD-

11の改訂）として30万米ドルの支援を承認。

遠山正道元理事（千葉県）がご逝去。

第４回理事会において平成１９年度補正予算（案)、平成20年度事業計画（案)、

平成20年度収支予算（案)、理事（２名）の交替が承認され、同日の代議員会、

総会に上程することとなった。

公益法人制度改革関連法が20年12月１日に施行され、平成25年11月３０日までの

５年の問に「公益社団法人」か「一般社団法人」に移行することとなり、「公

益法人制度見直しに係るプロジェクト委員会」を設置し対応を図ることとした。

委員構成は、総務委員会委員に有識者として、石井孝宜監事、五十嵐邦彦公認

会計士とした。

小林桂雄事務局長が退任を承認。

代議員会・総会で山本会長から、挨拶として、今回の診療報酬改定は、「医療全

体で0.42％のプラス改定であったが、トータル的には0.82％引き下げというマ

イナス改定であり、病院医療再生はなし得ない」と述べ、２０年度の診療報酬改

定の検証、改定のあり方を検討、医療費の財源確保、医療の質の向上に向けた

１８日

１日1月

４日

１５日

２５日

３０日

２月 ９日

２３日

２８日

２２日３月

２２日

２２日

２２日

７



「専門医制度」の実現等を挙げた。２０年度の事業推進にあたり重点項目として、

①病院医療の再生②医療保険制度と診療報酬体系の検討③人材育成④情報提

供の推進⑤組織の充実・強化⑥その他の重要項目（地球温暖化対策、医療ＩＴ

化）について逐一説明があった。

代議員会・総会で平成19年度補正予算（案)、平成20年度事業計画（案)、平成

20年度収支予算（案)、理事（２名）の交替が承認された。緊急提案として、

古川俊治参議院議員の追加委嘱を承認。総会終了後に「診療行為に係る死因

究明制度の倉|｣設の現況」と題し堺秀人（神奈川県病院事業管理者・病院事業

２２日

庁長）の特別講演を実施した。

日病協の議長に山本修三会長が選任。４月 １日

１日 新事務局長として横山 直一局長が就任。

８



庶務・人事

１．理事

(退任）

東京都三宅

東京都山浦

(新任）

東京都中井

和歌山県小西

元武蔵野赤十字病院長

九段坂病院顧問

祥三

伊裟吉

１９年12月３１日

20年３月２２日

修
裕 九段坂病院院長２０年３月２２日

日本赤十字社和歌山医療センター２０年３月２２日

２代議員

(退任）

大阪府

兵庫県

鹿児島県

広島県

(就任）

大阪府

兵庫県

前高槻赤十字病院院長

公立社総合病院長

済生会川内病院長

博愛病院理事長

19年５月２６日

１９年５月２６日

１９年５月２６日

20年３月２２日

見滋樹

村興亜

場泰忠

杉敬久

人
西
馬

局

今岡真義

竹内秀雄

大阪府成人病センター総長

公立豊岡病院組合立豊岡病院長

19年５月２６日

19年５月２６日

３．委員長

（退任）

秋山洋

(就任）

堺常雄

国際委員会 19年11月３０日

国際委員会 １９年12月１日

４委員

（退任）

三宅祥三

（就任）

今岡真義

医療制度委員会 20年３月２２日

医療制度委員会 20年３月１日

５支部長

（退任）

森田信人

（就任）

三浦將司

福井県支部長 19年６月１３日

福井県支部長 １９年６月１３日

９



６平成１９年春の叙勲・褒章受章者

(本会役員）

瑞宝中綬章宮崎忠昭副会長（長野県）

瑞宝小綬章山浦伊裟吉理事（東京都）

(会貝）

瑞宝中綬章大家他喜雄元理事（石川県）

瑞宝双光章神谷美佐子大阪医科大学附属病院看護部長Ｃ

瑞宝双光章小林美治総武病院看護部長（千葉県）

瑞宝双光章廣瀬イチ子東海記念病院看護部長（愛知県）

瑞宝双光章柳瀬和子関東労災病院看護部長（神奈川県）

瑞宝単光章中山セツ子愛染橋病院看護部長（大阪府）

瑞宝単光章古田共吹慈恵中央病院看護助手（岐阜県）

(大阪府）

７．平成１９年秋の叙勲・褒章受章者

（本会役員）

藍綬褒章青木洋三理事（和歌山県）

瑞宝中綬章西村昭男理事（北海道）

(会員）

藍綬褒章河崎建人水間病院長（大阪府）

瑞宝小綬章官軒富夫新生病院長（兵庫県）

瑞宝双光章茶木朱美中部労災病院看護部長

瑞宝双光章初瀬部千代関西労災病院看護部長

瑞宝単光章三宅峯子香川労災病院看護部長

(愛知県）

(兵庫県）

(香川県）

８平成１９年・桜を見る会/春の園遊会

桜を見る会元原禾Ｉ武常任理事参加

園遊会武田惇先生参加

19年４月１４日

19年４月２６日

９事務局

（異動）

事務局長 小林桂雄１９年９月１日

(出向）

日本人間ドック学会

日本人間ドック学会

日本人間ドック学会

中
滝

彬
繁
奈

19年４月１日

１９年４月１日

19年４月１日

田
澤
澤

直
佳

岩

(退職）

1０－



事務局長

日本人間ドック学会

林桂雄

澤佳奈

小
岩 20年３月３１日

20年３月３１日
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役員等所掌分担の一覧

平成19年４月～平成20年３月

、耐一
面嗣一Ｉﾄ
ｰ￣
ｍＴ－
…￣Ｌ
￣￣
晒一

Ｌ

1２－

役職氏名 所掌委員会・部会等（日病関係） 審議会・委員会等（厚労省他）

(会長）

山本修三

総括

日病協代表者会議、四病協総合部会、ＡＨＦ

理事、ＩＨＦ理事

医師の需給に関する検討会委員、国民医療推進協議会理事、日本医療法人協会特別顧問、

全国公私病院連盟顧問、新医師臨床研修評価に関する研究会理事、日露医学医療交流財

団理事、日本医療保険事務協会理事、医療経済フォーラムジャパン正会員、医療機器セ

ンター理事、国際医療技術交流財団理事、医療研修推進財団理事、日本医学会日本専門

医審議会委員、神奈)||県病院協会顧問、日本臨床衛生検査技師会認定センター中央委員

会委員、日本学術会議連携委員、日本健康科学学会組織委員会委員、全国社会保険協会

連合会社会保険病院運営審議会委員、野口英世アフリカ賞募金委員

(畠'１会長）

池澤康郎

総務（長)、公益法人制度見直しに係るプ

ロジェクト委員会（長)、日本診療録管理

学会理事、政治連盟（畠'１)、四病協総合部

会

医療関連サービス基本問題検討会委員、日本医療機能評価機構研修委員会、医療関連サ

ービス振興会評議員・委員、外科系学会社会保険連合世話人・委員、医療と法律研究協

会評議員、日本経営協会顧問会議委員・評議員

(副会長）

佐藤眞杉

感染症対策（長)、日本診療録管理学会理

事、四病協総合部会、政治連盟（長）

日本医療機能評価機構企画運営委員会、医療経済研究・社会保険福祉協会評議員、大阪

大学大学院医学系研究科医療経営教育実証プロジェクト委員、医業経営の非営利等に関

する検討会委員、私立病院等における地球温暖化対策自主行動計画策定プロジェクト委

員会委員

(副会長）

堺常雄

国際（長)、

拾連盟（畠'|)、

日本診療録管理学会理事、政

四病協総合部会、ＡＨＦ理事、

治験に関する懇談委員、医療情報システム開発センター監事、日本医薬情報センター評
議員

(副会長）

大井利夫

日本診療録管理学会理事長､診療`情報管理

士教育（長)、政治連盟（副)、四病協総合

部会

疾病、傷害及び死因分類専門委員会委員、レセプトオンライン請求検討委員会委員、医
事法関係検討委員会委員､医療技術評価総合研究医療サービスセンター運営委員会委員、

日本医療機能評価機構理事、改定部会委員、医療とニューメディアを考える会世話人、

社会保険診療報酬支払基金診療報酬'情報マスター検討会委員、医療と法律研究協会評議
員、医療ＩＴ推進協議会企画委員

(畠'1会長）

村上信乃

日本診療録管理学会理事、四病協総合部会 社会保障審議会医療部会委員・臨時委員、医療安全対策連絡会議委員、治験拠点病院活

`性化事業医療機関評価会議委員、日本医師会病院委員会委員、医療事故防止センター運

営委員会委員、日本建築防災協会評議員、外科系学会社会保険連合処置委員会委員、日
本防災士機構評議員、予防行政のあり方に関する検討会委員、消防計画作成ガイドライ

ン等検討ワーキンググループ委員、日本医療機能評価機構評議員、日本消防検定協会消
火栓等操作`性評価委員会委員、消防科学センター大規模地震対策消防計画審査マニュア
ル作成委員会委員

(畠'|会長）

宮崎忠昭

日本診療録管理学会理事、政治連盟（副)、

四病協総合部会

保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会委員、ハンセン病問題に

関する検証会議委員、「ぽすぴたる」実行委員会委員、日本災害医療支援機構理事、日本
ホスヒ･ス・緩和ケア研究振興財団理事、医学中央雑誌flI行会理事、日本防災情報機構評

議員、新エネルギー・産業技術総合開発機構NEDO技術委員、公衆衛生振興会理事

(常任理事）

林雅人 地域医療（長） 医療関連サービス振興会委員

宮崎瑞穂
日本診療録管理学会理事 日本救急医療財団理事、医療情報システム開発センター評議員、外科系学会社会保険連

合委員

石井暎禧
医療制度（副)、日本診療録管理学会理事、

日病協実務者

中医協委員、小児科・産科における医療資源の集約化・重点化に関する委員

梶原優

広報宣伝部（長） 国交省ユニバーサルデザインの考え方に基づくバリアフリーのあり方を考える懇談会委

員、国際厚生事業団尼人看護師・介護福祉士人材マネジメント手引き検討委員会委員、
日本医業経営コンサルタント協会理事、委員、外科系学会社会保険連合委員

近藤達也 倫理（長)、

齊藤壽－
統計情報（長)、日病協実務者（長)、囚病

協委員

内科系学会社会保険連合代表、医療関連サービス振興会理事・委員

荏原光夫 日本メディカル給食協会評価認定委員

末永裕之

松本隆利

武田隆久 インターネット（長） 医療関連サービス振興会委員

小)||嘉誉 病院経営管理者教育（長)、四病協委員

大道道大
ＩＴシステム（長)、日本診療録管理学会理

事

医療とニューメディアを考える会世話人

元原利武

土井章弘
中小病院(長)、病院経営管理者教育（副)、

日本診療録管理学会理事

中島豊爾

安藤文英

宮崎久義 医療安全（長） 医療機器センター医療機器安全管理技術講習委員会委員

須古博信

(理事）

関口令安 医療経済・税制（長）

高橋正彦 救急医療（長）

宮下正弘 予防医学（長）

藤原秀臣 ニュース編集（長）

岡留健一郎 臨床研修（長）

崎原宏 医療経済・税制（副)、四病協委員

渡部透 地域医療（副）

原義人 ニュース編集（畠'１)、四病協委員

中佳一 四病協委員

(監事、顧問、参与等）

奈良正治 日本人間ドック学会理事長

柏戸正英 政治連覗監事

加藤正弘 民間病院（長)、政治連盟監事 社会保険診療報酬委員会委員

邊見公雄 医療制度（長)、

星和夫 雑誌編集（長)、日本診療録管理学会監事

有賀徹 病院幹部医養成（長）

佐合茂樹 事務管理者（長）

秋山洋 AHF理事



第２会員の状況 １．経営主体別の会員数 (20.3.31）

日本病院会の会員数は、平成19年度

１年間で、新規に入会した会員が38病

院、一方、閉院等で退会した会員が５４

病院、差し引き16病院の減となり、平

成20年３月末で2,674病院である。

2,674会員の病床数は708,358床で、

公的が918病院・342,116床、私的が

1,756病院・366,242床であり、公的と

私的の比率は病院数で35対65、病床数

で49対51となっている。病院種別では

一般が2,574病院､精神は80％以上精神

病床を含めるとlOO病院､病床種別では、

一般が564,708床､療養が82,722床とな

る。

また、全国の病院数（平成19年12月

現在、8,844病院・’’618,145床）と比

較すると、日本病院会の組織率は病院

数において30％、病床数では44％であ

る。一般病床（全国912,196床）につい

ては62％の組織率となる。

なお、賛助会員（Ａ会員、Ｂ会員、

Ｃ会員）の１年間の推移は、合計１８会員

の減少であった。

－１３

経営主体別 病院数 病床数

総数
2，６７４

１００．０％

7０８，３５８

100.0％

厚生労働省

独国立病院機構

国立大学法人

労働者健康福祉機構

その他

８

1４６

７

2４

２

４
９
８
３
２

７
０
８
８
３

１
８
７
９
６

７
７
９
７

５
８
５
９

５

(国・小計） 1８７ 8０，３８６

都道府県

市町村

9３

2７４

９
９

８
４

１
１

，
７

９
５

３
９

(自治体・小計） 3６７ １３４，３３８

日赤

済生会

北海道社会事業協会

厚生連

国民健康保険団体連合会

全国社会保険協会連合会

厚生団

船員保険会

健康保険組合及び連合会

共済組合及び連合会

国民健康保険組合

１
３

９
７

４
９８

１
３４

７
３
１
１

１４

１

４
０
４
１
０
０
８
６
９
０
０

０
６
６
０
７
４
０
１
１
９
２

３
９
９
９
１
３
８
８
６
１
３

７
ソ

，
？
７

７
７

８
１

２
２
２

２
４

３
２

３
１

１

(その他公的・小計） 3６４ １２７，３９２

公的・計
9１８

34.3％

3４２，１１６

48.3％

公益法人

医療法人

学校法人

社会福祉法人

医療生協

会社

その他法人

個人

６
５
８
９
１
２

？

１

４
９
８
４
７
３

５
５
２
４
１
７

６
８
６
７
０
４
６
５

６
９
６
１
８
５
０
５

９
６
１
１
４
９
７
１

７
７
７
７
７
７
３
９

２
９
７
５
５
０
６
８

５
２
３
１

１

２

私的・計
１，７５６

65.7％

3６６，２４２

51.7％



３種類別会員数及び病床数２都道府県別会員数

（20.3.31） (20.3.31）

４病床規模別会員数

(20.3.31）

５賛助会員

(20.3.31）

1４－

病院種別 病院数内訳

総数 2,674

般 2,574

精神 1００
精神病床１００％７６

同80％以上２４

結核 ０
結核病床100％０

同80％以上０

療養病床を有する

病院
1,001（再掲）

地域医療支援病院 111 （再掲）

病床種別 病床数

総数 7０８，３５８
般
養
神
核
症
染

｜
療
精
結
感

564,708

8２，７２２

5１，３３８

8,270

1，３２０

総数 2，６７４

道
森
手
城
田

海北
青
岩
宮
秋

１
２
７
８
９

１
２
１
２
２

１

形
島
城
木
馬

山
福
茨
栃
群

８
４
７
４
７

１
４
５
３
４

玉
葉
京
川
潟

奈

埼
千
東
神
新

8９

1３３

２３９

１３５

8１

山
川
丼
梨
野

富
石
福
山
長

９
４
０
１
３

２
２
３
２
４

阜
岡
知
重
賀

岐
静
愛
三
滋

4２

８０

1２６

4３

２９

都
阪
庫
良
山

一泉

歌

大
兵
奈
和

8５

２１０

１５１

4２

４９

取
根
山
島
口

鳥
島
岡
広
山

７
４
６
８
６

１
１
６
５
３

島
川
媛
知
岡

徳
香
愛
高
福

０
３
４
８
２

１
２
３
３
０
１

賀
崎
本
分
崎

佐
長
熊
大
宮

１１

７
３
１
３

４
４
２
１

鹿児島

沖縄

５
８

３
１

病床規模
会員

病院数構成割合 病床数構成害Ｉ合

総数 2,674100.0％ 708,358100.0％

2０

３１

４１

戸、.ｿﾞ

戸、‐

'■、‐

3０

４０

５０

５１～1００

101～１５０

１５１～２００

２０１～３００

３０１～４００

４０１～５００

５０１～６００

６０１～７００

７０１～８００

８０１～９００

901床以上

％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％

９
９
５
０
０
０
８
０
８
８
８
３
７
６

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

０
０
２
６
４
６
５
４
８
４
２
１
０
１

１
１
１
１
１

３
３
６

２
２
６
８
５
８
２
４
４

２
７
２
２
７
３

４
３
４
４
３
２

８
６
４
９
４

２
７
３
１
４

１

％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％

１
１
４
７
７
９
９
０
８
９
９
６
３
７

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

０
０
０
４
６
０
４
８
４
９
６
３
２
６

１
１
１
１

９２６

７
０
７
１
６
３
８
５
９
８
６
６
３

２
６
１
７
１
８
３
１
５
９
９
９
５

８
０
０
６
２
６
４
７
８
１
２
９
７

７
７
７
７
７
７
９
９
９
７
９
７

３
３
７
７
５
７
４
９
９
５
５
７

３
４
７
０
２
０
６
４
２
１
４

１
１
１

種別 平成19年３月３１日 平成20年３月３１日 増減

賛助会員Ａ

ﾉノＢ

ﾉノ，

1１２

３４０

4３

9８

3３７

4２

－１４

－３

－１

計 495 4７７ －１８



会 議第３

総会

第１回総会

平成19年５月２６日（士）ロイヤルパークホテル出席者110名

山本会長から、会議冒頭、日本病院会の活動方針が示された。

Ｉ病院医療の再生と質の向上を目指して

（１）医療政策：医療の質の向上と安全の確保、および病院経営基盤の充実により、国民・患

者の求める医療に対応できる医療環境の整備。

（２）健康保険制度と診療報酉１１１：必要な医療が適切に提供でき、質の向上と安全の確保につな

がる制度と診療報酬'。

（３）医療費財源の確保：医療の進歩と高齢者の増加により国民医療費は確実に増加、疾病予

防とともに必要な医療費確保のための公費投入の拡大。

Ⅱ上記の活動に必要な委員会の活性化と中医協対応

Ⅲ組織強化活動と会員サービスの推進

Ⅳ学会、各種セミナー、人材育成、研修事業の推進

Ｖ国際活動の推進

Ⅵ内部業務の見直しと活性化

１．平成18年度事業報告書（案）の承認に関する件

原案どおり承認

２．平成18年度収支決算書(案)の承認に関する件

原案どおり承認

３．顧問・参与等の委嘱に関する件

顧問11名、参与12名、名誉会員７名を承認した。

名誉会員要件①「副会長歴任者で役員歴５期以上歴任（16.5.22)」と追加（案）②「常任

理事歴任者で役員歴７期以上歴任した者及びこれに準ずる者（19.5.26)」が提案ざれ下記７

名が名誉会員として承認。

（名誉会員①に準ずる）

武田隆男、奈良昌治両先生

（名誉会員②に準ずる）

土屋章、福井順、織本正慶、秋山洋、福田浩三各先生

４役員報酬に関する件

趣旨を承認し、平成19年度の取扱とした。

平成18年度収支決算書(案)の概要

（一般会計）

収入の部

(単位：円）

１５



１．会費収入

２．事業収入

３．賛助会員会費並に寄付金

４．雑収入

５．繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．委員会・部会

２．資料整備費

３．ニュース発行費

４雑誌発行費

５．インターネット運営費

６．医療費対策及び病院大会費

3０３，９５８，３７０

９，６９５，８６０

３０，１３８，２６０

３１，４１９，８０９

５４３，０８６，４００

９１８，２９８,６９９

７４，４６４，２２７

９９２，７６２，９２６

５０，８９５，８３５

４５８，８００

２２，３７１，０４６

５２，３２１，７７８

６，９５４，５６７

３，７０４，９４４

４，４５０，６２２

２６，５３２，０００

７７，４３７，８００

４２，６３５，３３６

２９２，０７５，０１５

２５，０００，０００

０

６０４，８３７，７４３

３１３，４６０，９５６

３８７，９２５，１８３

四病院団体協議会

助成金

負担金

会議費

事務所費

繰入金支出

予備費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

●
●
●
●
●
●
●

７
８
９
、
Ⅱ
皿
旧

（事業特別会計）

収入の部

１．事業収入

２．雑収入

３．繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．研修研修会費

２．通信教育

３．セミナー

４．海外視察研究会

7２１，８６７，６４４

９４，３２６

０

７２１，９６１，９７０

６９，２３８，２７６

７９１，２００，２４６

５，４３８，００２

３８６，５７１，８５２

１７，９３１，６４９

２４０，６００

１６－



統計`情報関係費

事務所管理費

需用費

繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

●
●
●
●

｜‐（｜卸）（」【”）［〉””．．（ｕ）（”）

９，３４４，１７１

０

０

340,000,000

７５９，５２６，２７４

△37,564,304

３１，６７３，９７２

(1)基本財産

収入の部

１．受取禾Ｉ息

２．一般会計より繰入収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

6９．４３４

０

６９，４３４

１９０，２３５，７９１

１９０，３０５，２２５

０

６９，４３４

１９０，３０５，２２５

(2)退職手当積立金

収入の部

１．受取禾Ｉ息

２．一般会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．一般会計へ繰入金支出

３．一般会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

１０４，５９０

５，０００，０００

５，１０４，５９０

１９８，５５０，７３９

２０３，６５５，３２９

３，０８６，４００

０

３，０８６，４００

２，０１８，１９０

２００，５６８，９２９

(3)ＩＨＦ国際交流基金

収入の部

１．受取禾Ｉ息

２．一般会計より繰入金収入

当期収入合計

４７，２１６

２０，０００，０００

２０，０４７，２１６

1７－



前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

Ｌ国際交流関係費

２．負担金

３．一般会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

(4)事業安定推進基金

収入の部

１．受取禾Ｉ息

２．一般会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．支払手数料

２．一般会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

1４１，９４６，４２２

１６１，９９３，６３８

１６，６７０，９６８

２，３４３，５３６

０

１９，０１４，５０４

１，０３２，７１２

１４２，９７９，１３４

３６０，１９８

０

３６０，１９８

８０７，１０３，８８０

８０７，４６４,０７８

０

２００，０００，０００

２００，０００，０００

△199,639,802

６０７，４６４，０７８

※特別講演「後期高齢者医療について」
はら のりひさ

厚生労働省保健局医療課長原徳壽

※特別講演の終了後、会員各位との懇親・懇談会を実施。

第２回総会

平成20年３月22日（士）平成20年３月２２日（士）ロイヤルパークホテル３階「ロイヤルＣ」の間

出席者83名

山本会長から、会議冒頭、日本病院会の活動方針として重点５項目が示された。

１．病院医療の再生

・医療提供体制の充実・強化対策

・地域医療の確保

２．医療保険制度と診療報酬体系の検討

・高齢者に対する適切な医療の確保

・医師の技術量を適切に反映した診療報酬の構築に向けた検討

1８－



・医療費に関する国民的展開に向けた方策の検討

・診療報酬|改定に向けた対応

３．人材育成

・初期、後期臨床研修の充実・強化、専門医育成

・医師以外の医療従事者の質的向上方策

４．情報提供の推進

.「ニュース」「雑誌」のさらなる利活用方策

・マスコミ対策、広報

・会員病院に対する情報強化

５．組織の充実・強化

・組織の拡充（会員勧誘）

・事務局体制の見直し

・人事の活性化

Ｌ平成19年度補正予算(案)の承認に関する件

原案どおり承認

（一般会計）

収入の部

１．会費収入

２．事業収入

３．賛助会員会費並に寄付金

４．雑収入

５．繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．委員会・部会

２．資料整備費

３．ニュース発行費

４．雑誌発行費

５．インターネット運営費

６．医療費対策及び病院大会費

７．四病院団体協議会

８．助成金

９．負担金

１０．会議費

１１．事務所費

１２．繰入金支出

(単位：円）

３０２，１００，０００

１０，５１６，０００

３０，５００，０００

１１，７３０，０００

３５２，０７５，０００

７０６，９２１，０００

３８７，９２５，０００

１，０９４，８４６，０００

５４，４５５，０００

８５０，０００

２８，８６１，０００

６７，４６８，０００

１１，９００，０００

４，５００，０００

２，７１２，０００

２８，００２，０００

４０，０００，０００

５１，８００，０００

３２４，６５６，０００

４２５，０００，０００
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１３．予備費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

0

1,040,204,000

△333,283,000

５４，６４２，０００

（事業特別会計）

収入の部

1．事業収入

２．雑収入

３．繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

Ｌ研究研修会費

２．通信教育

３．セミナー

４海外視察研究会

５．統計情報関係費

６．事務所管理費

７．需用費

８．繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

764,780,000

５６０，０００

０

７６５，３４０，０００

３１，６７３，０００

７９７，０１３，０００

１３，７４６，０００

３９１，１６０，０００

３５，８７０，０００

２７０，０００

３，２８４，０００

６０８，０００

０

３５２，０７５，０００

７９７，０１３，０００

△31,673,000

０

※特別会計中、基本財産、退職手当積立金、については、補正予算は無し。

（１）ＩＨＦ国際交流基金

収入の部

１．受取利息４９，０００

２．一般会計より繰入金収入20,000,000

当期収入合計20,049,000

前期繰越収支差額127,596,000

収入合計147,645,000

支出の部

国際交流関係費27,000,000

負担金2,915,000

一般会計へ繰越金支出０

当期支出合計29,915,000

－２０－



当期収支差額

次期繰越収支差額

△9,866,000

１１７，７３０，０００

(2)事業安定推進基金

収入の部

１．受取利息

２．一般会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

支払手数料

一般会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

５，０００

400,000,000

400,005,000

６０７，１０８，０００

１，００７，１１３，０００

０

０

０

４００，００５，０００

１，００７，１１３，０００

２．平成20年度事業計画（案）の承認に関する件

原案どおり承認

重点項目の設定

（１）病院医療の再生

①医療提供

②医療保険制度と診療報酬体系の検討

③人材育成

④情報提供の推進

⑤組織の充実・強化

⑥その他の重要事項

３．平成20年度収支予算（案）の承認に関する件

原案どおり承認

（一般会計）（単位：円）

収入の部

1．会費収入304,482,000

２．事業収入６，３１５，０００

３賛助会員会費並に寄付金29,500,000

４雑収入8,400,000

５．他会計より繰入金収入267,053,000

当期収入合計615,750,000

前期（一般）繰越収支差額54,642,000
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収入合計

支出の部

１．事業費各種

２．助成・負担金

３．会議費

４事務諸費

５．他会計へ繰入金支出

６．予備費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

6７０，３９２，０００

2１７，０６８，０００

７２，１００，０００

４９，２００，０００

２９９，９００，０００

２５，０００，０００

１，０００，０００

６６４，２６８，０００

４８，５１８，０００

６，１２４，０００

△

（事業特別会計）

収入の部

１．事業収入

２．雑収入

当期収入合計

前期(一般)繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費各種

２．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

6１１，５４０，０００

５６０，０００

６１２，１００，０００

０

６１２，１００，０００

5４５，０４７，０００

６７，０５３，０００

６１２，１００，０００

０

０

（１）基本財産特別会計

収入の部

Ｌ雑収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

３６０，０００

３６０，０００

１９０，８６１，０００

１９１，２２１，０００

０

３６０，０００

１９１，２２１，０００

(2)退職手当積立金

収入の部
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１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

４００，０００

５，０００，０００

５，４００，０００

９９，３６８，０００

１０４，７６８，０００

０

５，４００，０００

１０４，７６８，０００

(3)ＩＨＦ国際交流基金

収入の部

１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

1．事業費各種

２．負担金

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

２４０，０００

２０，０００，０００

２０，２４０，０００

１１７，７３０，０００

１３７，９７０,０００

２７，０００，０００

２，９１５，０００

２９，９１５，０００

△9，６７５，０００

１０８，０５５，０００

(4)事業安定推進某今

収入の部

１．雑収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

５００，０００

５００，０００

１，００７，１１３，０００

１，００７，６１３，０００

２００，０００，０００

２００，０００，０００

△199,500,000

８０７，６１３，０００

４．理事の交替に関する件

原案どおり承認

（経営主体：日本赤十字社）
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旧）三宅祥三（元武蔵野赤十字病院院長）

新）小西裕（日本赤十字社和歌山医療センター院長）

（経営主体：共済組合及びその連合）

旧）山浦伊裟吉（国家公務員共済組合連合会九段坂病院顧問）

新）中井修（国家公務員共済組合連合会九段坂病院院長）

緊急提案

５．顧問の追加委嘱について

古川俊治参議院議員の追加委嘱を承認。

※特別講演「診療行為に係る死因究明制度の創設の現況」

堺秀人神奈川県病院事業管理者・病院事業庁長

※特別講演を終了し、会員各位との懇親・懇談会を終了した。

代議員会（詳細については、総会の報告を参照）

第１回代議員会

平成17年５月２８日（士）ホテルメトロポリタンエドモント

Ｌ平成１８年度事業報告書（案）の承認に関する件

出席者39名

原案どおり承認

２．平成18年度収支決算書(案)の承認に関する件

原案どおり承認

３．顧問・参与等の委嘱に関する件

顧問１１名、参与12名、名誉会員7名を承認。

４．役員報酬に関する件

趣旨を承認し、平成１９年度の取扱とした。

第２回代議員会

平成20年３月22日（士）ロイヤルパークホテル

１．平成19年度補正予算(案)の承認に関する件

原案どおり承認

２．平成20年度事業計画（案）の承認に関する件

原案どおり承認

３．平成20年度収支予算（案）の承認に関する件

原案どおり承認

４．理事の交替に関する件

２名の交替を承認

５．参与の追加委嘱について

古川俊治参議院議員の追加委嘱を承認

出席者42名

－２４－



理事会

第１回理事会

平成19年５月２６日（士）ロイヤルパークホテル平成19年５月２６日（士）ロイヤルパークホテル３階「ロイヤルＣの問」出席者58名

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の入会８件、退会６件、賛助会員退会７件、特別会員Ａ入会１件を承認。

５月２６日現在、正会員2,688会員（公的929会員、私的1,759会員）賛助会員487会員（Ａ会

員111会員、Ｂ会員335会員、Ｄ会員41会員）特別会員Ａ２会員。

２．各団体からの依頼について

下記依頼事項について承認。

（継続：協賛、後援依頼）

①第29回第２種ME技術実力検定試験」（日本生体医工学会）協賛依頼

②第14回日本療養病床協会全国研究会（日本療養病床協会）後援依頼

③第18回全国介護老人保険施設愛知大会（全国老人保健施設協会）後援依頼

３．平成18年度事業報告書（案）について

事前送付した事業報告書を基に、会員状況、委員会・部会の活動、通信教育事業、各種学

会の開催概要、国際活動等について概要説明が実施され、本会が認定個人情報保護団体とし

て３月に厚生労働大臣に認可された旨の報告がされた。原案を了承し、代議員会、総会に上

程することを承認した。

４．平成18年度収支決算書（案）について

一般会計、特別会計の収支について逐一説明、内容を承認した。代議員会、総会に上程。

５．顧問・参与等の委嘱について

顧問（継続依頼８名、新規依頼３名)、参与（継続依頼１０名、新規依頼２名）の委嘱（案）

について提案があり、協議の結果、原案を承認し、代議員会、総会に上程。

６．代議員の交代について

下記代議員の交代を承認した。

①大阪府

（新）今岡真義（都道府県・大阪府成人病センター総長）

（旧）人見滋樹（日赤・高槻赤十字病院前院長）

②兵庫県

（新）竹内秀雄（市町村・公立豊岡病院組合立豊岡病院院長）

（旧）西村興亜（市町村・公立社総合病院院長）

７．人間ドック健診施設機能評価の認定について

７施設の指定を承認した。

８．役員報酬について

「役員報酬の支給」が緊急提案ざれ協議の結果、承認。代議員会、総会に上程。

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について
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本会の活動基本方針（案）について協議を行い、了承。基本方針実現のため22の委員会を

設置し、迅速な対応を図るとした。代議員会、総会で発表。

活動基本方針

I、病院医療の再生と質の向上を目指して

１．医療政策

医療の質の向上と安全の確保、および病院経営基盤の充実により、国民・患者の求

める医療に対応できる医療環境の整備

１）病院の医師・看護師確保に関する活動・提言

医師、看護師の定着政策、数と質の確保、地域偏在、科偏在の解消、医師の雇用

と労働環境の改善等

２）病院、診療所の機能分化と患者中心のシームレスな医療提供体制の構築

地域医療を支える中小病院の役割と位置付け等

３）地域の状況を踏まえた医療提供体制の確保と連携

地域の状況に見合った医療提供体制の構築

４）医療機関の情報提供推進

地域住民、医療機関同士が必要な｣情報を適切に提供利用できる仕組みの構築

５）医療事故処理制度と無過失保障制度の創設

医師が安心して働ける制度、国民、患者の信頼に結びつく制度の構築

６）研修医制度（初期・後期）の充実と適切な専門医制度の構築

医師の実力が養成され、国民の信頼に結びつく専門医政殿構築

７）その他必要な事項

２．健康保険制度と診療報酬｜

必要な医療が適切に提供でき、質の向上と安全の確保につながる制度と診療報酬

ｌ）国民皆保険の適切な維持を推進

高齢者に対する適切な医療、地域の状況を踏まえた制度と報酬、先進医療・新薬

導入の迅速化推進等

２）診療報酬のプラス改定要求

国民の要望、医学の進歩、高齢社会等に見合った診療報酬

病院における医師、看護師の労働環境改善に必要な診療報酬

３）診療コストと技術料を適切に反映する診療報酬

４）国民・患者にわかりやすい仕組み

５）医療と介護のシームレスな連携に結びつく制度の構築

３．医療費財源の確保

医療の進歩と高齢者の増加により国民医療費は確実に増加

疾病予防とともに必要な医療費確保のため公費投入の拡大

Ⅲ上記の活動に必要な委員会の活性化と中医協対応

急激な動きに対応可能な体制の整備

Ⅲ、組織強化活動と会員サービスの推進

情報提供、研修会、会員の意見を拝聴する仕組みの強化
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地域病院協会及び他団体との連携強化

Ｎ学会、各種セミナー、人材育成、研修事業の推進

日本病院学会、日本診療録管理学会、日本人間ドック学会等

臨床研修指導医研修､安全管理者養成研修､感染管理養成研修､診療情報管理士養成、

病院事務管理者養成

Ｖ・国際活動の推進

WHO:ICＤ改定推進､AHF/IHF関連活動及びその活動を通じて世界における日本病院会の

位置付けを確保

Ⅵ、内部業務の見直しと活性化

情報収集・分析機能の充実、人材育成、人事交流と協力体制の構築

ＩＴ化の推進、医療界の激しい動きに対応可能な体制の整備等

〔報告事項〕

１．各委員会関係の開催報告について

（１）日本人間ドック学会

①第１回特定健診・特定保健指導対策委員会報告（４月２７日）人間ドック健診情報管理

指導士の研修会７月28～２９日、８月４～５日で開催予定､６月２３日に講師勉強会を開催。

②人間ドック健診施設機能評価票作成ワーキンググループ（４月２７日）健診施設機能評

価Ver、２．０のスタート時期を平成20年４月１日に予定。学会の取り組みを再検討。

③評価基準の重点項目設定検討ワーキンググループ（５月１０日）約70項目ある中項目の

うち、３０項目を重点項目に抽出し、評価部会内規とした。

④基本問題検討会（５月１０日）人間ドック健診情報管理指導士の養成、厚生科学研究費

の申請結果、経済産業省「ヘルスケア基盤整備事業」公募等の報告。

⑤人間ドック健診施設機能評価委員会（５月１０日）７施設を認定し累計153施設となる。

（２）医療材料調査打合せ会（５月８日）

調査結果を外保連の手術委員会、日病協・実務者会議へ提出。要望の参考資料とする。

病院経営分析調査の集計結果を報告。

（３）病院経営管理者協議会

①理事会（５月１９日）平成18年度の事業報告、決算報告を行い、１９年度事業報告と収支

予算について協議。

②研修会（５月１９日）「情報の乱用と病院経営」「緊急時のマスコミ対応の原貝Ｉ」「患者

はなぜ怒る。クレーム・暴力の対応」の講演があり、６０名の参加があった。

③総会平成18年度の事業報告、決算報告を行い、１９年度事業報告と収支予算について

協議し了承。

④編集委員会（５月１９日）病院経営管理者協議会会誌「JHAC」の巻頭言等について検討。

（４）ニュース編集小委員会（５月１８日）

紙面の企画・立案について検討。「日本病院会ニュース編集理念」（案）が提示。

（５）日本診療録管理学会生涯教育委員会（５月２２日）

平成19年度スケジュール計画の提示。６月３０日大阪、７月７日東京、７月２８日福岡、秋
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の研修会は９月１３日に京都で開催。

（６）コーディング勉強会

５月期の東京・大阪での開催報告。６教室で172人の参加。

２．四病協関係の会議開催報告について

（１）医療保険・診療報酬委員会（５月１１日）

今後の委員会活動について検討。四団体会長会談の意向に沿って開催。

（２）理事長債務保証のあり方に関する勉強会（５月２３日）

厚労省医政局指導課長より第五次医療法改正の説明があり、非営利性の徹底として、残

余財産の帰属先を制限し、個人を除外。新設医療法人は財団又は持分なしの社団に限定。

福祉機構・医療契約課長より、個人の連帯保証を徴給しない融資制度を創設したい旨説

明。

（３）総合部会（５月２３日）

病院医療の危機、医療費の拡大等、医療提供体制が危機的状況にあることを病院団体と

してアピールするための声明（案）を提示。臨床研修について、臨床研修費補助金の分配

方法について問題提起。厚労省、文科省、日医との関係を含め検討。平成20年度税制改正

要望の重点事項について検討し、６項目について了承。扱いは医法協会長に一任。

（４）日医・四病協懇談会（５月２３日）

「骨太の方針2007」について検討。財源確保のために与党等への働きかけを確認。医師

確保については、医療費抑制政策が医師不足・偏在問題を招いたとし、ＯＥＣＤ各国との比較

でも医師不足である現状を訴えた。

３．日病協諸会議の開催報告について

（１）診療報酬実務者会議（５月１６日）

平成20年度診療報酬改定要望事項について検討｡重点要望項目に｢高齢者医療のあり方｣、

一般要望事項に「一般病棟入院基本料Ｉ（７対１）」を追加。

（２）代表者会議（５月２５日）

平成20年度診療報酬|改定要望事項の提出先について検討｡｢診療行為に関連した死亡に係

る死因究明等のあり方に関する検討会」について、堺秀人検討委員から報告。「産科医療

補償制度運営組織準備委員会」について、日本医療機能評価機構より審議状況説明。

分娩により障害等が生じた患者に対する救済、紛争の早期解決、事故原因分析による産

科医療の質向上を図る仕組みを創設する。医療機関や助産所単位の任意加入であることか

ら１００％加入による財政基盤確立が重要。

第２回理事会

平成１９年６月１３日（水）つくば市・オークラフロンテイアホテルつくば１階「昴」の問

出席者68名

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の入会４件、正会員の退会１件、正会員の退会撤回２件、賛助会員の退会１件の届

出について協議した結果、届出を承認。
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６月１３日現在、正会員2,691会員（公的929会員、私的1,762会員)、賛助会員486会員（Ａ会

員１１０会員、Ｂ会員335会員、Ｄ会員41会員)、特別会員Ａ２会員。

２．各団体からの依頼について

下記依頼事項について協議した結果、依頼を承認。

（新規：後援、委員就任）

①「野口英世アフリカ賞」（内閣府）の募金委員就任推薦者：山本修三会長

②シンポジウム「医療と法律の共生を目指して」（医療と法律研究協会）の後援および評

議員の委嘱依頼推薦者：池澤康郎、大井利夫両畠'１会長

（継続：後援）

①第８回治療食献立・調理技術コンテスト（日本メディカル給食協会）の後援名義使用

②秋田県病院大会（秋田県病院協会）の後援依頼

３．第59回日本病院学会の開催について

開催の提案があり、了承。

・開催年度平成21年・開催地熊本県

・学会長宮崎久義（独立行政法人国立病院機構熊本医療センター長）

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について

日病協の動向として、「医療費抑制政策からの転換を求める（要望)｣、平成20年度診療報酬

改定要望を柳澤伯夫厚生大臣に提出。改定要望事項は、団体を構成する１１団体の共通事項と

しての一致を見た。

Ｌ総括的提言①病院医療の危機②公的医療費の拡大③診療報酬連携を踏まえた診

療報酬体系④医療技術の適正な評価。

Ⅱ重点要望事項①入院基本料の見直し②手術技術（料）の適正評価③後期高齢者医

療の在り方。

Ⅲ．一般要望事項①一般病棟入院基本料１（７対１）の見直し②医療期間間の連携に

対する評価③ＩＴに対する評価④外来看護加算の新設⑤時間外・休日・深夜加算の

評価の見直し⑥患者が複数の診療科を受診した場合の初診料および再診料・外来診療

料の見直し⑦再診料及び外来診療料の格差是正⑧精神関連要望事項⑨NST(栄養サ

ポート）⑩医療安全への点数評価⑪亜急性期入院医療管理料の見直し⑫在宅療養

支援機能⑬リハビリテーション⑭小児科・産科連携診療の評価⑮DPC関連要望事

項

四病協の「診療報酬改定に向けて（声明)」と併せ、役員各位との意見交換を実施。

２．その他

（１）「総合医」及び「総合科」について

現在、厚労省で検討している診療科名の標楴に関連し、「総合医」「総合科」について役

員各位に意見を求めた｡現在の診療科は年齢区分により名称付けを行っているものもあり、

患者にとって分かりにくい現状。患者の立場になって分かりやすい診療科等の名称に統一

することを基本に医療制度委員会で検討することを諮問。
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(2)終末期医療の決定プロセスに関するガイドラインについて

厚生労働省の検討会で最終的なガイドラインが取りまとめられた。ポイントは、①終末

期の患者さんの意思を優先する。②決定のプロセスに当たっては、医師の独断を避ける。

ガイドライン（解説編）に対する意見提出を役員各位に依頼。

〔報告事項〕

１．各委員会関係の開催報告について

（１）日本診療録管理学会編集委員会（５月２９日）

①会誌「診療録管理」第19巻第２．３号の編集について。

②学術大会特集号の取扱いについての概要報告。

（２）日本診療録管理学会理事会（６月８日）

①平成19年度事業計画及び収支予算（案）の報告。

②理事・監事・評議員の改選に関する事項。

③名誉会員の推薦について、学術大会長を歴任した３学会長を名誉会員とした。

（３）診療情報管理課程通信教育後期スクーリング

８会場で15,542名の参加。

（４）診療情報管理課程通信教育コーディング勉強会

３会場１０１名の参加。

（５）医療制度委員会（６月５日）

①副委員長に石井暎禧常任理事を選出、今後の検討課題としては、ＤＰＣとDRG/PPSの

比較検討、後期高齢者医療制度のあり方、国民皆保険制度を踏まえての今後の医療提

供体制、医療提供体制と診療報酬の関係を取り上げた。会長・副会長からの諮問を実

施。

②医療事故紛争とＡＤＲの在り方について、「過誤」「事故」の定義を検討。

③報告事項として、中医協の動向報告、委員提案としてとＤＰＣ準備病院の拡大、病院機

能による病院の整理と医療システムについて。

（６）臨床研修指導医養成講習会（６月８日～１０日）

参加者数50名（修了者49名）

２．四病協関係の会議開催報告について

医業経営・税制委員会（６月１１日）

平成20年度税制改正要望（公益法人制度改革関係）については前年同様とし、重点事項

には、消費税における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し、医療機関に対する事業

税の特例措置の存続・拡充、病院用建物等の耐用年数の短縮の３事項。医療法人制度関係

の重点事項としては、持分ある医療法人が非営禾'１性を明確化させた新たな医療法人に移行

する場合の非課税措置、社会医療法人の医業収益非課税等を挙げた。要望は、四病協の統

一意見として提出。

３．中医協の開催報告について

薬価専門部会（５月３０日）

2008年度の薬価制度改革に向けての議論を本格的に開始。改定に際し、今後、製薬医薬
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品卸から意見聴取を図り１２月には制度改革案の取りまとめを実施。

４．医事法関係検討委員会（５月２５日）

唐澤会長より諮問のあった「医師・患者関係についての法的再検討」の報告書作成を検討

し、報告書は今年の暮れの作成を目指す。

５．（財）日本医療機能評価機構の諸会議報告（６月１日）

企画運営委員会（第１回）は、病院機能評価認定に関する運用要項の改定、平成18年度事

業実績報告及び収支決算報告が承認された。継続的質改善・質保証システム検討会（第２回）

では、内部評価の基本事項、内部評価オーガナイザーの養成が了承。

６．２００７年第15回IFHRO（診療録協会国際連盟）大会関連事業（５月26日～３１日）

韓国で開催したIFHROの総会（３年に一度開催）で執行委員が選出。次回（2010年・イタ

リア)。IFHRO大会では基調講演（３題)、演題発表（101題）があり、３７ケ国約１０００名の参加。

７．日本病院会の顧問について

５月の代議員会、総会で顧問として承認された武見敬三参議院議員から、本会の主務官庁

の副大臣を就任している理由による辞退申し出があり、了承。

８７月期常任理事会の開催場所変更

平成19年７月２８日（士）午後１時～５時中央区・ロイヤルパークホテル

９．中山耕作先生のお別れ会

下記、開催要領の説明、役員各位への出席依頼を実施。

・日時平成19年７月８日（日）午後２時～

・会場グランドプリンスホテル新高輪「飛天」の間

10．支部長の交代（福井県支部）
みうらしょうじ

（新）三浦將司ネ畠井県済生会病院院長

事務局福井市和田中町舟橋７－１福井県済生会病院内

電話0776-23-111
もりたのぶと

（前）森田信人ネ三井県立病院院長

第Ｓ回理事会

平成20年１月１５日（火）１３：００～１６：５０帝国ホテル本館２階「牡丹」の問出席者72名

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の退会２件、賛助会員の入会1件について協議し、承認。

１月１５日現在、正会員2,681会員（公的929会員、私的1,752会員）賛助会員480会員（Ａ会

員101会員、Ｂ会員336会員、Ｄ会員43会員）特別会員Ａ３会員。

２．各団体からの依頼について

下記依頼事項について審議した結果、依頼を承認。

（継続：後援及び協賛４件）

①第１９回全国介護老人保健施設大会（京都）の後援

②日本健康科学学会第24回学術大会の協賛及び一般演題募集の機関紙掲載

③第１４回第１種ＭＥ技術実力検定試験及び講習会の協賛
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※講習会の協賛のみ承認した。

④がん痙痛緩和と医療用麻薬の適正使用推進のための講習会の後援

（継続：委員２件）

①日本救急医療財団の理事の再任

宮崎瑞穂常任理事（20年４月１日～22年３月３１日）

②社会保険病院運営審議会委員の再任

山本修三会長（20年１月２２日～22年１月２１日）

３．人間ドック健診施設機能評価の認定について

７施設の紹介後、指定を協議した結果、承認した。

４．診療情報管理士認定試験等に関する指定申請について

ｌ施設の紹介後、指定を協議した結果、承認。

〔報告事項〕

Ｌ各委員会関係の開催報告について

（１）雑誌編集委員会（12月２０日）

①雑誌１月号及び２月号の企画・編集について検討。

②広告掲載について、広告の内容の見直しを検討。

③英文誌の作成については、NO26号の発刊の報告。

（２）国際委員会（12月２１日）

①2007年第２回AHF理事会の開催について報告。山本AHF会長から韓国Ｋｉｍ氏への引き

継ぎを実施。事務局の引継ぎは2008年前半に実施。

②2007年IHF理事会について、第１回理事会の報告、第２回理事会の報告。

③2007年IHF韓国大会の開催報告について、開会式には、韓国厚生大臣のほか関係閣僚

の出席があり、総勢で3000名以上の参加。

④秋山前国際委員長には委員会顧問として委員会活動への参画を依頼。

（３）統計情報委員会（12月２５日）

今後の活動については、政策提言に資する調査、病院機能の向上及び病院経営の改善に

役立つ調査を実施することとし、ＤＰＣについての調査（案）を検討。

（４）救急医療委員会（１月８日）

①救急医療アンケート調査について､19年10月に実施した調査結果を今後活用するため、

経営主体別、病床区分、地域別、等を勘案し集計する。

②アンケート調査の今後の活用については、第58回日本病院学会（山形市）でのシンポ

ジウム、日本病院会雑誌への掲載等での活用を了承。

③第58回日本病院学会でのシンポジウムについて、「病院医療の崩壊と救急医療（仮称)」

を予定し、アンケートの調査結果発表、問題提起等を予定。

（５）地域医療委員会（１月９日）

①当面の諸問題について、継続課題とした医師不足、看護師不足、病院経営問題等の意

見交換を実施。

②いわゆる「混合診療」について、松本委員から提出された「混合診療解禁には全面的
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に反対します」を委員会として賛同。

③次期診療報酬改定について、改定内容についての委員問での意見交換を実施。

④来年度の委員会の活動テーマについて、女性職員（医師、看護師等）の労働環境対応

を取り上げ、委員の業務分担を検討。

(6)医療制度委員会（１月９日）

①中医協の開催報告（12月１４日）は協議事項での関連事項のため省略。

②平成20年診療報酬改定説明会を３月１０（月）に東京（運営担当：全国公私病院連盟)、

３月１３日（木）に神戸市で開催。公的医療政策の方向と関連する事柄として、経済学

（経済学的見地）の医療改革への導入を検討。混合診療の法的根拠の検証等を検討。

(7)病院幹部医養成委員会（１月９日）

平成20年度「医療の質を考えるセミナー（第１回)」は６月２０日（金）～２１日（士）に札

幌医科大学記念ホールで開催。内容は、厚生労働省から「地方都市における救急医療の現

状と対策」と題しての基調講演、病院見学は、医療法人医仁会中村記念病院とし、ＤＰＣ

データ活用に関するワークショップも企画。

(8)人間ドック施設認定小委員会/人間ドック健診施設機能評価委員会合同委員会（１月１０

日）

①人間ドック健診施設機能評価について、申請状況は、１月１０日現在、276施設、累積認

定施設184施設の現状報告。

②サーベイヤー候補については、就任予定の３名については適格者とし、一般公募の実

施により約50名の応募の方々については次回の委員会で検討。

③医師会主催の特定健診等打合せについては、日医総研から提出された第三者評価機関

設置について、各団体で内容を再検討。

④健保連との指定契約施設については、１施設（兵庫県・大久保病院）の指定報告を了

承。

(9)日本診療録管理学会・編集委員会（12月１７日）

①会誌｢診療録管理(第１９巻第３号)」の編集については、国際疾病分類に関する内容(科

研事業究報告）等の内容紹介、１月下旬の発刊の進捗状況報告。

②第20巻第１号の編集については、９月に京都で開催した学術大会での基調講演（ベデ

ルハン・ウースタン先生)、教育講演（大井理事長）を掲載。

③査読協力委員については、新評議員（103名）に依頼し、内諾（52名）の方々への委嘱

（任期：19年９月１４日～平成22年総会まで）を実施。

④優秀論文については、委員会で第１．３巻から優秀論文を選出し、翌年の総会で表彰。

⑤ロゴマークについては、会誌を利用し、公募を実施。

(１０）日本診療録管理学会・生涯教育委員会（12月２１日）

①今後の研修のあり方については､夏･冬の研修ごとに開催地区を決め各支部長に依頼。

②第４回「診療情報管理士指導者」認定については、募集期間を４月１日（火）～１５日

（火）の２週間に変更、書類審杳、認定授与式等の予定（案）を披露。

(１１）診療情報管理士教育委員会・分類小委員会（１月８日）

平成19年度後期からの教育については、教科書の改定、リポート問題集（自学習用)、分
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類法指導者のための勉強会等について概要報告。

（12）診療情報管理課程通信教育・診療情報管理士教育委員会（１月１０日）

①２月１７日実施の第１回全国一斉認定試験は、受験者数3,364名、全国16会場、７２名で対

応。

②スクーリングについて、受講生に向けての情報提供、お知らせ用のＤＶＤを作成。

③大学・専門学校指定については、視察報告、申請状況等の報告を了承。

④内部規定について：問題作成、スクーリング等の謝金に関する内部規定を検討。

（13）診療情報管理士教育委員会・専門課程小委員会（１月１１日）

①平成19年度後期の教育について、教科書を各章項目別に修正、加筆する改定を了承。

②診療情報管理士アンケートの実施について、第２回診療情報管理士現況調査の報告書

作成にあたり現状と問題点を加味した調査を実施。

（14）診療情報管理士教育委員会・コーディング勉強会

１３教室・312名の参加。平成１９年４月１日から１２月２２日までの総計は、142教室、３，６２８

名。

２．四病協関係の会議開催報告について

（１）総合部会（12月１９日）

平成20年度診療報酬改定の基本的事項の考え方の一部修文、医療政策の方向性、４つの

視点（患者の生活の質、医療機能の分化・連携、重点領域の評価、効率化）の現状を認識

し対応すべきとし、医療保険部会と医療部会の連名による「平成20年度診療報酬|改定の基

本方針」を公表。中医協の開催報告（１１/30,12/５，１２/７，１２/14,12/17)。「野口アフリカ

賞」の募金支援については各団体での対応とされたが、本会では辞退とした。

（２）医療保険・診療報酬委員会（第９回．１月４日）

後期高齢者医療制度における主治医制度のあり方について検討。後期高齢者医療制度の

創設では、外来医療に「総合的に診る医師」の導入が検討され、診療所の医師が想定され

ているため、病院外来の医師も同じ取扱とするよう厚生労働省保険局長に要望を実施。

３．日病協諸会議の開催報告について（12月１８日）

代表者会議：中医協の報告（12/5～12/14)、第29回診療報酬実務者会議の報告が提出。１２

月７日には日病協として、平成20年度診療報酬改定の要望書を提出。診療行為に係る死因究

明制度等については、本協議会から堺秀人先生に委員参画していただき、随時現状報告があ

り、現在は最終段階の取りまとめに入っている旨の報告。医療安全全国共同行動“いのちを

護るパートナーシップ（日本版１００Ｋ),，の説明があり、運動を推進することについて役員各

位の意見を伺った結果、役員会の賛同を得た。

４．第１１回産科医療補償制度運営組織準備委員会の開催報告について（12月１９日）

委員会報告書（素案）について概要説明。①本制度に関する基本的な考え方②補償の仕

組み③補償の対象のなる者④個別審査の実施⑤重症度⑥除外基準⑦推計数⑧補

償の水準等の概要説明。

５．日本医療機能評価機構・理事会の開催報告について（12月２１日）

産科医療補償制度の運営組織を医療機能評価機構内に設置する方向で準備。寄付行為の一

部変更、主たる事務所の移転、評議員の選出の件が審議され、原案通り承認の報告。
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６．中医協について

１月１６日以降は診療報酬改定の個別項目の検討に入り、具体的な点数が検討される旨の説

明。

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について

（１）死因究明制度について

１２月の常任理事会で行った「診療行為に係る死因究明制度等について」に関するアンケ

ートの結果報告として、１月９日現在の回答は85名（回収率48.3％)。調査結果のポイント

としては、①医療安全委員会の設置、および構成委員。②届出する医療関連死の範囲。

③刑事手続きとの関係が挙げられる。自民党の「診療行為に係る死因究明制度等について

（12月２１日）」について概要説明後、役員各位から意見拝聴した。その結果、委員会の設置

に関して内閣府に設置されている行政委員会、イギリスのコロナー制度の現状、第三者機

関の定義についての意見交換。届出する範囲について、医師法第21条の現状および医療事

故死の定義と刑事手続きが明確化されていない現状。医療事故における場合の刑事訴訟の

免責等について意見交換が実施された。役員からの意見を取りまとめ、本会の考え方とし

て対応することを確認。

（２）診療報酬改定について

中医協委員の邉見委員長から中医協の現状､今後の進め方等について報告いただき対応。

（３）地域医療委員会からの問題提起について

林常任理事から、今回の診療報酬改定率十0.38％では十分な救急医療体制を構築するこ

とは出来ないとの問題提起があった。この件に関し、出席役員から、中小病院への配慮、

病院の生き残り、診療報酬の配分等の意見交換があった後、山本会長から、診療報酬改定

に際して、本会としては、改定内容を検証し、次回改定に役立たせる対応が必要不可欠で

あることから早速、対応を図りたいとした。

第４回理事会

平成20年３月２２日（士）東京都・千代田区・ロイヤルパークホテル３階「ロイヤルＡ・Ｂ」

の問出席者66名

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の入会４件、正会員の退会12件、賛助会員の入会４件、賛助会員の退会５件につい

て協議した結果、届出を承認。平成20年３月２２日現在、正会員2,681会員（公的924会員、私的

1,750会員)、賛助会員477会員（Ａ会員98会員、Ｂ会員337会員、Ｄ会員42会員)、特別会員４会

員。

２．各団体からの依頼について

下記依頼事項の内容説明後、各種依頼を審議した結果、承認。

（継続：協賛）
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①自治体総合フェア2008（日本経営協会）の協賛名義

②第３０回ＭＥ技術講習会（日本生体医工学会他）の協賛

③シンポジウム2008「日本の医療をよりよくするために」（医療と法律研究協会）後援

３．人間ドック健診施設機能評価の認定について

４施設の紹介後、指定を協議した結果、承認。

４．平成19年度補正予算（案）の承認に関する件

本年度補正予算について協議した結果、１９年度補正予算（案）を承認し、代議員会、総会

へ上程。

５．平成20年度事業計画（案）の承認に関する件

２０年度は重点項目を挙げ、効率的な運営を図り本会の目的達成に取り組みたいとし、骨子

（案）について説明。日本医師会の「私立病院における地球温暖化対策自主行動計画策定プ

ロジェクト委員会」について、本会としては私立病院に限らず、「病院」として削減の自主行

動計画に賛同し､重点項目に組み入れた旨の説明。提案説明の後､地域医療という観点から、

精神科医療に関する委員会設置の提案があり、提案を検討。協議の結果、平成20年度事業計

画（案）を承認し、代議員会、総会に上程。

(重点項目）

１．病院医療の再生

（１）医療提供体制の充実・強化対策

（２）地域医療の確保

（３）終末期医療について

２．医療保険制度と診療報酬体系の検討

（１）高齢者に対する適切な医療の確保

（２）医師の技術料を適切に反映した診療報酬の構築に向けた検討

（３）医療費に関する国民的論議展開に向けた方策の検討

（４）診療報酬|改定に向けた対応

３．人材育成

（１）初期、後期臨床研修の充実・強化、専門医育成

（２）医師以外の医療従事者の質的向上方策

４情報提供の推進

（１）「ニュース｣、「雑誌」のさらなる利活用方策

（２）マスコミ対策、広報

（３）会員病院に対する情報強化

５．組織の充実・強化

（１）組織の拡充（会員勧誘）

（２）事務局体制の見直し

（３）人事の活'性化

６．その他の重要項目

（１）地球温暖化対策について

（２）医療のＩＴ化について
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６．平成20年度収支予算（案）の承認に関する件

収支予算（案）の編成について、前年同様に顧問税理士、公認会計士よりの指摘・指導を

受け、当年度の収入額に見合う支出を計上することを基本とした単年度予算決算処理方式に

より、前年度、前々年度の実績を参考とし、事業活動に支障をきたすことのないよう検討予

算編成した旨の説明。協議の結果、平成20年度収支予算（案）を承認し、代議員会、総会に

上程。

７．理事の交替について

理事に２名の欠員を生じたことかにら、定款施行細貝Ｉ第10条：補欠役員の選出「理事又は

監事に欠員が生じた場合、会長は、当該役員の残任期間について後任の候補者を代議員会あ

るいは臨時代議員会に推薦し、承認を求めることができる」の規定により、本日開催の代議

員会に議案提出したい旨の提案があり、協議の結果、承認され、議案上程。

経営主体日本赤十字社旧）三宅祥三（前武蔵野赤十字病院院長）

新）小西裕（日本赤十字社和歌山医療センター院長）

共済組合及びその連合会旧）山浦伊裟吉（国家公務員共済組合連合会九段坂病院顧問）

新）中井修（国家公務員共済組合連合会九段坂病院院長）

８．事務局長の人事について

定款第16条の３「会長は、理事会の承認を経て、事務局長の任免を行う」と規定。厚労

省の人事異動により、小林桂雄事務局長の３月３１日付退職、下記の新事務局長採用について

本理事会で承認。

新事務局長４月１日付採用横山直一

９．公益法人制度について

公益法人制度改革関連法が平成20年１２月１日に施行されることにより、本会が「公益社団

法人」か「一般社団法人」に移行することとなる。移行の申請期間は、平成25年11月３０日ま

での５年間。早急に「公益法人制度見直しに係るプロジェクト委員会（仮称)」を設置し対応

を検討。有識者の立場として、石井孝宜監事、五十嵐邦彦公認会計士の委員を想定している

旨の提案があり、協議の結果、承認。

10．診療情報管理士認定試験等に関する指定申請等について

下記施設の指定内容について提案があり、協議の結果、指定を承認。

（診療'情報管理士認定試験に関する専門学校の指定）

・大阪府・大阪医療技術学園専門学校（言語聴覚士学科）

（診療情報管理士認定試験指定専門学校）

・福岡県・大原簿記公務員専門学校小倉校（医療管理３年制学科）

１１．顧問の委嘱について

定款第14条の３により、顧問および参与は、この会に功労ある者、又は学識経験ある者の

中から、代議員会の承認を経て、会長が委嘱。今回新たに、古川俊治参議院議員を推薦した

い旨の提案があり、協議の結果、提案を承認し、本日開催の代議員会に追加議案提出。

〔報告事項〕

１．各委員会関係の開催報告について

各委員会の開催報告が述べられ、了承された。
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(1)地域医療委員会（第５回・３月５日・報告者：林常任理事）

①平成20年度事業計画（重点項目）について、山本会長から委員会への要請実施。

②本年度の当委員会活動について、継続検討議題は、勤務医不足の対応、高齢者医療の充

実、地域医療ネットワーク、集約化の問題点、地域医療崩壊を防ぐ対応、地域医療とＩＴ

化。新規検討課題として、地域の精神科医療、女』性医師、看護師確保対策。

③医師不足、看護師不足について、地方紙の記事を参考に委員による意見交換を実施。

④院内保育所・託児施設の現状に係る調査について、委員からの調査（案）が提示された

が、日医の調査の重複を避けるため、今後の検討課題とした。地域における精神科医療

の問題として、一般精神科病院が成り立つような具体的な提言取りまとめを実施する。

委員構成は、中島委員に一任。

⑤後期高齢者医療制度について、松本委員から提出された後期高齢者医療制度に関する考

え方については、医療制度委員会との意見摺り合わせを実施して対応。

(2)医療経済・税制委員会（第１０回．３月５日・報告者：関口理事）

①平成20年度事業計画（重点項目）について、山本会長から委員会への要請実施。

②平成21年度税制改正に関する要望について、重点要望項目（国税）に－部文言の追加を

実施。

③来年度の活動テーマについて、委員会として掲げた事項に山本会長から要請のあった事

項を追加。

④病院経営分析調査について、調査集計項目案を検討。

⑤その他として、タバコ税の引き上げ運動の現状報告、大村委員が執筆した「医療立国論」

の紹介、四病協の医業経営・税制委員会の現状報告。

(3)診療情報管理士教育委員会（第５回.３月６日・報告者：大井副会長）

①平成20年度の通信教育課の事業計画について、通信教育課、診療録管理学会、WHO-FIC

等の活動（案）を検討、了承。

②通信教育郵送試験について、２月１６日に66期生以前を対象とした会場試験、１７日は「診

療情報管理士」全国一斉試験の開催報告。

③大学・専門学校指定について、指定大学・指定専門学校および申請校の変更等を了承。

(4)専門課程小委員会（第７回.３月６日・報告者：大井副会長）

①平成20年度の教育について、教科書の改訂、リポート問題集およびリポート提出用問題

等を検討。

②第２回診療情報管理士アンケートについて、３月末までに報告書の作成を予定。

(5)日本診療録管理学会第３回理事会（第３回．３月７日・報告者：大井副会長）

①第33回学術大会について、決算報告、監査報告、平成19年度事業報告、２０年度

事業計画（案）を承認。

②委員会の審議事項について、編集委員会（優秀論文の内規)、定款規約検討委員会（運営

内規）の検討事項について承認。

③第36回学術大会の開催については、平成22年は、夏川周介（長野県・佐久総合病院院長）

評議員に大会長を願うこととし、評議員会、総会に上程。

④長期会費未納者の取扱について､会貝Ｉ第９条に貝りり２年以上の滞納者を退会処理とした。
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⑤会費値上げの件について検討し、値上げを承認し、総会に諮る。

(6)コーディング勉強会（平成19年５月１１日～３月２４日開催分・報告者：大井副会長）

１７会場・116回．4,793人の参加。

(7)インタターネット委員会（第３回．２月２８日・報告者：大井副会長）

①当委員会の今後の活動方針について、山本会長から委員会への要請実施。

②第58回日病学会での委員会シンポジウム企画について、テーマ「新医療計画施行１医療

機能情報提供制度～それぞれの取組み状況～」と題し、基調講演を大井副会長が担当、

シンポを企画。

③日病ロゴマークについては公募とし、委員会での検討とした。

④視察調査について、３月２７日に京都府府立医科大学、医仁会武田病院を予定。

(8)予防医学委員会（第１回．３月４日・報告者：宮下理事）

①今後の活動について、日本人間ドック学会の独立に伴い、委員会としては、包括的な予

防医学への取組みを行う。

②４月１日から実施される「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準」につい

て日病会員に対し積極的な情報提供を図る。

(9)人間ドック施設認定小委員会/評価委員会合同委員会（第12回．３月１３日・報告者：

宮下理事）

①人間ドック健診施設機能評価について、４施設の指定申請を委員会で了承、日病理事会

への提案。サーベイヤー委員会報告として、サーベイヤーの資格要件（就任、更新）を

検討。

②日本医師会主催の特定健診等関係団体の打ち合わせ会について、３月１０日に開催し、本

会からは宮崎副会長、宮下理事が出席。

③健保連との指定契約施設については、日本病院会での指定承認を受けた８施設を指定。

(１０）臨床研修委員会（第２回．３月４日・報告者：岡留理事）

①平成20年度の活動方針について、山本会長から後期研修のあり方について検討要請。

②平成21年度の「臨床研修指導医養成講習会」について、第１回（21.6/12～6/14)、２回

（21.9/11～9/１３)、３回（2112/11～１２/13)、４回（22.3/12～3/14）を予定。

③臨床研修における後期研修について、文科省が推進する「大学病院連携型高度連携医療

人養成推進事業」の概要を説明後、委員との意見交換を実施。現状を踏まえ、初期研修

の見直し、後期研修については、３年計画で現状分析を図叺本会の提言として取りま

とめる。

(11）臨床研修指導医養成講習会の開催報告（第４回.２０．３/１４～3/１６．報告者：岡留理事）

参加者数48名（修了者48名）の開催報告が実施。

(12）救急医療委員会（第５回．３月１０日・報告者：高橋理事）

①緊急医療アンケート調査の活用について、調査結果を第58回および第５9回日本病院学会

においてシンポジウムでの報告と、日病雑誌等への掲載を図った旨の情報提供。

②救急医療アンケート調査については、１９年10月に実施した調査の最終的な取りまとめを

実施。

③平成20年度以降における活動について、今回の診療報酬改訂における救命救急センター
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の影響度を元に地域医療を含めて検討。

（13）病院経営管理者教育委員会（第２回．３月１４日・報告者：佐藤副会長）

①平成19年度通信教育課の事業報告について、事業報告を了承。

②平成20年度の活動方針について、山本会長から、医療界における事務長等の病院経営管

理者養成、人材確保体制への対応について要請。

③当委員会の呼称について意見交換を実施。本年度は現状の名称とし、新執行部での検討

課題。

（14）病院経営管理者協議会理事会（第３回．３月１８日・報告者：佐藤副会長）

①会員の入退会、理事立候補・推薦等。

②協議事項は役員改選として、現理事12名に加え、新たに推薦された２名及び本会役員と

して佐藤副会長、小川常任理事を加え16名での新体制とした。

③日病の事務管理者委員会との合同開催で、６月１３日（金）に東京で緊急報告「今後の医

療への傾向と対策（仮題)」、基調講演「診療報酬改定が示す医療の将来（仮題)」等を予

定。

（15）事務管理者委員会（第２回.３月１８日・報告者：佐藤副会長）

①事務管理者研修会の開催報告について、第１回研修会は、331名の参加。

②平成20年度診療報酬|改定について、影響度等を調査し、会員各位への情報を提供する。

アンケートの送付は４月上旬、６月１３日の研修会において中間報告を予定。

（16）医療制度委員会（第１０回．３月１９日・報告者：邉見委員長）

①委員の交替について、三宅委員の退任に伴い今岡真義（大阪府立成人病センター総長）

の就任報告。

②東京地方裁半Ｉ所で半|｣決が出された健康保険受給権確認請求事件の判決（いわゆる「混合

診療」について）について意見交換を実施。委員会としては、経済財政諮問会議での意

見に拘らず、会としての対応検討した結果、３年前に本会が発表した「混合診療」の考

え方を改めて出すべきであるとの意見一致。

③医療機関に於ける関係職種間の役害'１分担実態調査について、４月以降に予定している調

査項目等を再確認。

④高橋アドバイザーから、週刊医学界新聞に連載中の「小さな政府」の記事内容について

の紹介。

⑤平成20年度診療報酬改定説明会について、３月１０日（東京3,262名)、３月１３日（神戸2,835

名）での開催報告を了承。

⑥平成20年度診療報酬改定アンケート（事務管理者委員会）について、４月以降に事務管

理者委員会が予定している旨の報告。

２．四病協諸会議の開催報告について

（１）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第10回．２月２７日）

（２）総合部会（第１１回．２月２７日）

（３）メディカルスクール検討会（第３回．２月２８日）

重要な事柄であり、安易に取りまとめせず、日病としてのスタンスを決め、４月に入り

検討。
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（４）医療保険・診療報酬|委員会（第11回．３月７日）

（５）医業経営・税制委員会（第９回.３月１９日）

３．日病協諸会議の開催報告について

本日の協議事項の診療報酬改定の中で報告。

４．（財）日本医療機能評価機構の各種会議の開催報告について

（１）２月２９日（金）医療情報センター運営委員会

平成19年度の事業実績（中間報告)、診療ガイドラインの情報提供として新たに「医療提

供者向け」１０疾患、「一般向け」２疾患を掲載し、現在、４３疾患、１２疾患が掲載、参考にさ

れたい。

（２）３月２１日（金）第３回理事会・評議員会

産科医療補償制度運営組織準備委員会の報告書（案）を基に検討され、引き続き「産科

医療補償制度の創設」を医療機能評価機構で検討することとなった。倉Ｉ設は、２０年12月を

目途。機構の組織が20年４月から－部変更となる旨の報告。

５．厚生労働省第２回評価系開発ワーキンググループの開催報告について

「病院におけるＩＴ導入に関する評価系（案)」を検討し、ＷＧでは了承した旨の報告。

６．WHO-FICに関する2007年の報告書及び2009年の支援継続について

ＷＨＯにＩＣＤの普及、改善（ICD-10の改正、ICD-llの改訂）事業を支援するため、３０万米

ドル（約3,300万円）の支援を前回の常任理事会で了承、本理事会で検討した結果、支援を了

承。

７．第９回医療情報システム開発センター理事会の開催報告について

３月１８日（火）の理事会で平成19年度の変更事業計画（案)、２０年度事業計画、同年収支予

算、（案）が審議され、了承されている旨の報告。

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について

下記協議事項について、これから代議員会､総会を開催ため、現状についての報告とした。

（１）診療報酬体系のあり方について

日病協として､医療費総枠を拡大するために社会保障費2,200億円の削除の撤廃を検討し

ている。

（２）医師不足対策について

民主党、山井和貝Ｉ衆議院議員の「医療供給体制に関する質問主意書」（今国会の答弁）の

紹介。答弁の中で、山井議員は政府に対し「医師は基本的に足りている認識か」と質問。

福田総理は「医師数は総数としても充足している状況にはないものと認識している｡」と回

答。政府が初めて医師不足を認めたことになる。

（３）救急医療体制について

先ほど救急医療委員会で報告されたように、緊急医療アンケート調査を実施しており、

集計結果を基に地域医療と救急医療体制の現状を検討。

（４）医療機能情報提供制度について

平成１９年12月に規制改革会議から、医療機関を選択するという患者の権禾Ｉの一環から、

医療機関の'情報公開が求められた。各都道府県で56項目にわたる情報提供||直次実施してお
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り、２０年度から施行。

(上記に対する意見）

･診療報酬改定について、厚労省は「あれをやりなさい、これをやりなさい」という政策だ

が、ほとんどが病院の持ち出しになっていると現状を指摘。医療や従事者の質向上にはカ

ネが必要だと「ヒト・モノ・カネ」の考え方を示し、日病も2200億円の削減は論外など、

メディアを使って訴えるべき。

･経済財政諮問会議での抑圧的議論、根拠のない議論で医療費抑制を抑制したことが日本の

医療崩壊の原因。

第１回常任理事会

平成19年４月２８日（士）社団法人日本病院会５階会議室出席者37名

会議冒頭に日本医師会・中川俊男常任理事より、「グランドデザイン2007-総論一」についての

講演を実施。

〔特別講演〕日本医師会グランドデザイン2007について

（慨要）

第1章あるべき医療の実現に向けて－

第２章国民のニーズにこたえる医療提供体制一

第３章医療保険制度のあり方一

第４章社会保障財源の可能性について－

グランドデザイン2007を武器に、６月の財政審の建議、夏以降の来年度予算の概算要求、

年末の診療報酬改定を戦っていく姿勢を表明。日病常任理事等との意見交換実施。

中山耕作前会長がご逝去された旨の報告後、出席者全員による黙祷を実施。黙祷後、１９年

度からの新任畠Ｉ会長、新任常任理事を紹介。今年度より各支部長も出席し活性化を図る゜

〔承認事項〕

1．会員の入退会について

正会員の入会４件、退会８件、賛助会員の入会２件（Ｂ会員２件)、退会３件、特別会員の

入会１件の届出を承認。

４月２８日現在、正会員2,686会員（公的930会員、私的1,756会員)、賛助会員494会員（Ａ会

員111会員、Ｂ会員341会員、Ｄ会員42会員)、特別会員Ａ１会員。

２．各団体からの依頼について

下記の依頼事項について協議し、依頼を承認。

（継続：協力・後援依頼）

①第１１回日本医業経営コンサルタント学会後援（日本医業経営コンサルタント協会）

②全国認知症高齢者グループホーム大会後援（全国認知症グループホーム協会）

③MEDIS-DC教育講座後援（医療情報システム開発センター）

④蓄熱月間協賛（ヒートポンプ・蓄熱センター）

⑤HOSPEXJapan-医療・福祉のための専門展示会協賛（日本能率協会他）

⑥平成19年度「愛の血液助け合い運動」後援（厚労省医薬食品局）
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３．人間ドック健診施設機能評価の認定について

５施設について実査し認定を承認。

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について

（１）日本病院会の活動方針について

今期の活動方針として、医療政策と健康保険制度と診療報酬、国民医

柱とし、下記６項目を検討、内容を承認。

Ｌ病院医療の再生と医療の質・安全の向上を目指して。

Ⅱその活動に必要な委員会等の活'性化と中医協対応。

Ⅲ組織強化活動と会員サービスの推進。

Ⅳ、学会、各種セミナー、人材育成、研修事業の推進。

Ｖ・国際活動の推進。

Ⅵ内部業務の見直しと活性化。

（２）平成19年度の日本病院会各種委員会について

委員会を４種とし、下記委員会を設定。

Ｌ総務企画に関する委員会

①総務委員会②倫理委員会③国際委員会④民間病院部会

Ⅱ医療政策・病院経営に関する委員会

①医療制度委員会②医療経済・税制委員会③地域医療委員会

④統計情報委員会⑤ＩＴシステム委員会⑥中小病院委員会

Ⅲ、教育・研修に関する委員会

①医療安全対策委員会②救急医療委員会③感染症対策委員会

④病院幹部医養成委員会⑤事務管理者委員会⑥臨床研修委員会

⑦予防医学委員会⑧診療情報管理士教育委員会

⑨病院経営管理者教育委員会

Ⅳ、情報発信に関する委員会

①雑誌編集委員会②ニュース編集委員会③インターネット委員

国民医療費財源の確保を

①雑誌編集委員会②ニュース編集委員会③インターネット委員会

(3)関係省庁、各種団体への委員派遣について

現行の委員派遣と併せ退任された役員の後任（案）が紹介され、原案を承認。

(4)名誉会員について

原案を承認し、５月２６日（士）の代議員会、総会に上程。

(5)顧問・参与について

原案を承認し、５月２６日（土）の代議員会、総会に上程。

〔報告事項〕

１．各委員会、研究研修会の開催報告について

（１）日本人間ドック学会

①特定健診・特定保健指導対策委員会報告（第４回.３月２６日）
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３月26日開催の第６回厚労省検討会において、標準的な健診・保健指導プログラムの

確定版が出されたことを報告。４月２０日に東京で説明会の開催を決定。

②日本人間ドック学会理事会（第２回．３月３０日）

第47回の学会報告（沖縄）と第48回の開催概要説明（東京)。第50回の記念大会は山門

理事に依頼し内定。第８回の人間ドック認定医予定者は115名。更新者は45名。平成１８

年度会計収支決算見込みと19年度予算修正の説明。事務局強化の説明。

（２）予防医学委員会/人間ドック健診施設機能評価合同委員会（第１回．４月１２日）

人間ドック健診施設機能評価は、聖隷佐倉市民病院等５施設を新たに認定。累積認定数

は148施設。特定健診・特定保健指導施設機能評価事業を１０月1日より申請開始し、実施ス

ケジュールを継続して検討。

（３）特定健診・特定保健指導研修会開催報告（４月20日）

４月２０日に東京厚生年金会館・東京で開催され、参加者は1,916名。

（４）雑誌編集小委員会（第６回．３月２７日、第1回．４月２４日）

日病雑誌５月号と６月号の企画編集を行った。会長・副会長の座談会の企画。広告料の

見直しと広告依頼を積極的に行うことを決定。

（５）日本診療録管理学会理事会（第４回．３月２７日）

平成１８年度の事業報告案と19年度の事業計画案、収支予算案を審議、原案どおり確認。

７ブロックの各支部長候補と学識経験者評議員候補について説明。会費について検討し、

平成20年４月より現行の5000円から8000円へ値上げが了承され総会へ諮る。平成18年度の

コーディング勉強会報告として１５会場101回の開催で3,521名の参加。

（６）臨床研修指導医養成委員会（第１回.４月１６日）

平成19年度より主催が四病協から日本病院会に変更となり年４回の開催予定について説

明。講習会開催日（現状３日）の短縮の検討、定員（現状50名）の増員を検討。

（７）日本病院学会シンポジウム打合会（４月１８日）

第57回日本病院学会でのシンポジウム「防ごう！病院医療の崩壊」の発表順を検討。終

末期医療のガイドラインについて意見交換、中医協報告。

（８）病院幹部医会養成委員会（第１回．４月１９日）

第１回医療の質を考えるセミナーの分担を検討。第２回について検討、平成19年１０月１９

日（金）、名古屋第二赤十字病院研修ホールで開催が決定。

（９）第１回医療の質を考えるセミナー開催報告

４月２０日に昭和大学病院臨床講堂・東京で開催。216名の参加。

（10）医療材料調査打合せ会（４月２０日）

手術時の医療材料に関する調査がまとまり、４月２３日に外保連会議に調査結果報告を行

う旨の説明。

２．中医協の開催報告について

（１）診療報酬|基本問題小委員会（第92回.３月２８日）

｜曼性期入院評価分科会の中間報告の説明。診療報四WＩ上の医療区分、ＡＤＬ区分は実際のコ

ストと差があることの指摘。認知機能障害加算の必要』性についての検討。

（２）総会（第103回．４月１８日）
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「後期高齢者医療の在り方に関する基本的考え方」について説明。本来は後期高齢者の

診療報酬をどうするかという諮問に対し、この報告では触れていないことを指摘。平成２０

年度診療報酬改定に向けたスケジュールの説明。病院団体に具体的な点数が示されること

は考えられず、個々の項目でどの様な姿勢で臨むのか方針決定の必要性を説明。

３．四病協諸会議の開催報告について

（１）総合部会（第12回.３月２８日、第１回．４月２５日）

第12回厚労省労働基準局より、ホルムアルデヒドのリスク評価結果と対策について説

明。四病協研修・認定センターの解散手続きについて西澤会長より説明があり、解散はす

るが今後とも各団体相互の交流を図ることを提案、賛同を得た。厚労省の医療施設体系の

あり方に関する検討会等２つの審議会の報告。

第１回医療情報システム開発センターからの「クリティカルパス情報交換委員会」委

員の派遣依頼について、宮崎敏夫・浦添総合病院理事長を推薦。日病の役員改選に伴い、

派遣委員の変更が提案ざれ了承。厚労省の医療施設体系のあり方に関する検討会等４つの

審議会の報告。平成19年度の運営方針を協議し、意見交換を諮った。

（２）日医・四病協懇談会（第６回．３月２８日）

医療制度改革の当面の課題として、日医は、小児科・産婦人科問題、地域医療、療養病

床の再編などを挙げ、病院団体の理解と支援を求めた。日医グランドデザイン2007の総論

が示され説明。

（３）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第３回.３月28日、第４回．４月25日）

第３回：社会福祉振興・試験センターの保証部長より、債務保証制度についての説明。

福祉医療機構の福祉貸付金借入時の保証人等、債務保証の目的や制度の概要を説明。

第４回：福祉医療機構の医療契約課長より、債務保証のあり方について説明。企画課長

から老健、病院、診療所で99％を占め1163億円に達していると融資実績の説明。

（４）治療費未払問題検討委員会（第14回．３月２９日）

未収金対策マニュアルの構成、分担を検討。事前の防止マニュアルと事後の回収マニュ

アルの２部構成とし、前者については作業部会で検討し、月末を目途に作成。

（５）治療費未払問題検討委員会作業部会（第１回.３月２９日、第２回.４月２６日）

第１回：６月を目途に未収金の発生防止マニュアルをまとめることを確認。次回までに

各委員でマニュアル案を作成。

第２回：マニュアルの構成について検討。防止対策として６項目。発生原因のQ&A14項

目を盛り込む。今後は検討、見直しを行う。

（６）医療保険・診療報酬委員会（第１回.４月６日）

平成20年度診療報酬改定要望項目を四病協としてまとめ、その草案が提示。救急医療体

制の評価や医療療養病床等についてなど全９項目。総合部会での承認ののち、保険局医療

課に提出予定。その他、中医協など３つの審議会の報告。

（７）医業経営・税制委員会（第１回．４月１１日）

平成19年度税制改正要望について結果報告。社会保険診療報酬の非課税制度の見直しは

実現しなかったが、事業税の特例措置や消却限度額の引き上げなどの減税が実現した項目

もある。消費税のあり方について意見交換。
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４．日病協諸会議の開催報告について

（１）ＤＰＣのあり方に関するワーキンググループ（第１回.３月26日、第２・回４月２３日）

第１回：直近の課題として１．平成20年度診療報酬|改定へ向けての要望。２．調整係数

廃止後の対応について。厚労省保険局医療課・福田祐典企画官の講演の後、意見交換。

第２回：厚労省保険局医療課・宇都宮啓企画官出席のもと、平成20年度診療報酬改定

へ向けての要望詳細を検討。

（２）高齢者医療のあり方に関するワーキンググループ（第１回３月２６日、第２回４月９日）

第１回：平成20年度診療報酬改定へ向けての要望を直近の課題とし、５月の実務者会議ま

でまとめる。委員間で意見交換実施。

第２回：平成20年度診療報酬改定へ向けての要望と、「高齢者医療のあり方」報告書につ

いて検討。後者については執筆分担を決め、早期に中間発表を実施予定。

（３）診療報酬実務者会議（第２２回・４月１８日）

平成20年度診療報酬改定要望について検討。重点要望事項は入院基本料の見直しと手術

料の見直しの２項目。一般要望事項は全14項目とした。これに総括提言を加え３本柱とす

る。その他、中医協報告と２つのワーキンググループの活動報告。

（４）代表者会議（第32回.４月２４日）

日本看護協会会長を招き、新人看護師問題や看護師の確保･定着について懇談。その後、

議長と副議長の選出。議長には鮫島健・日本精神科病院協会会長、畠'1議長には山本修三・

日本病院会会長を推薦し、本人の了承と各委員からの賛同を得た。

５．終末期医療の決定のプロセスのあり方に関する検討会（第３回）の開催報告について

「終末期医療に関するガイドライン（たたき台)」について説明。インフォームドコンセン

トが重要と指摘した上で、医療の中止などは医師や看護師など複数の職種の医療従事者によ

る「医療・ケアチーム」による慎重な半'1断を要するとし、医師の独断を防ぐ趣旨。

６．地域医療支援中央会議（第１回）の開催報告について

４月１０日開催の会議で、日病が実施した医師確保に係る調査報告と勤務医に関する意識調

査報告があった旨の説明。

７．産科医療補償制度運営組織準備委員会の開催報告について

裁判外解決制度に向けて無過失の医療過誤や医療事故に対して補償していくという趣旨説

明。６月末までに脳性麻原に関する調査を実施し、調査専門委員会で医学的資料を作成、準

備委員会に上げる。

８．日本医師会・医事法関係検討会委員会の開催報告について

目的は、医師に関わる法律を見直し、問題点を明らかにするためと説明。医師の応召義務

等の問題等、非常に多くの法律への対応が前に進まない状況。年内の取りまとめ目途。

９．医療情報システム開発センター理事会の開催報告について

主に19年度事業計画の報告として、厚労省からの受託事業６つ、その他の受託事業６つ、

補助金対象事業２つ、自主事業９つ等。

１０．第５回国民医療推進会議・総会の開催報告について

国民運動として５月１８日に「国民医療を守る全国大会」の開催が決定との説明。日本の医

療を守る行動であり、多くの医療・職能団体に参加を呼びかけている。
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11．第57回日本病院学会について

つくば市で開催される第57回の日本病院学会（藤原秀臣学会長）から開催概要の説明。日

程は６月１４日、１５日。テーマは「医療と社会の豊かな共生と新たな創造｣。プログラムは、学

会長講演、招待講演（日本医師会長)、会長講演（山本会長）のほか、記念講演を１題、特別

講演を４題、教育講演を１題、市民公開講座の開催とシンポジウム７件、ワークショップ１２

件。ランチョンセミナーは17題、一般演題519題、口演318題、ポスタ-201題。なお、特別展

示・実演としてロボットスーツを予定。

12．ＷＨＯ第１回ＩＣＤ改訂運営委員会関連事業報告について

４月１５日から２４日まで日本で行われた会議について報告。ＷＨＯはICD-lOからICD-llに改

定する取り組みを行っていて、そのための改定運営会議である。日本関係者との意見交換、

ビジネスプランの討議等を行い、2015年にICD-llが発布される予定。科学研究費の報告で

は、会員病院における退院時サマリーと死亡診断書について、医師と診療情報管理士の正確

度を調査。問題が無しは20％、残り２０％は何らかの意見あり。

第２回常任理事会（第１回理事会を参照）

平成19年５月26日（士）ロイヤルパークホテル３階「ロイヤルＣの問」出席者58名

第ｓ回常任理事会（第２回理事会を参照）

平成19年６月１３日（水）つくば市オークラフロンテイアホテルつくば「昴の問」

出席者68名

第４回常任理事会

平成19年７月28日（士）ロイヤルパークホテル２階「有明の間」出席者55名

山本会長から、新潟県中越沖地震による会員施設の被害に対しお'悔やみが述べられた。

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の入会４件、正会員の退会４件、正会員の退会撤回１件、賛助会員の退会３件（Ａ

会員２件、Ｂ会員１件)、の届出を協議した結果、届出を承認。

７月２８日現在、正会員2,691会員（公的929会員、私的1,762会員)、賛助会員484会員（Ａ会

員108会員、Ｂ会員334会員、Ｄ会員42会員)、特別会員Ａ２会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼等について

下記依頼事項について協議した結果、依頼を承認。

（継続：後援）

①関西ホスピタルショウ2007（日本経営協会）後援名義使用

②第36回日本医療福祉設備学会（日本医療福祉設備協会）後援名義使用

③平成19年度ペースメーカー関連業務習得セミナー第１期、Ⅱ期（日本臨床工学技士会）後

援依頼

④救急の日2007（日本救急医療財団）後援名義使用

⑤平成１９年度運動療法機能訓練技能講習会（全国病院理学療法協会）後援名義使用
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⑥在宅人工呼吸器に関する講習会（医療機器センター）協賛名義使用

⑦第９回フォーラム医療の改善活動全国大会ｉｎ長野（医療のＴＱＭ推進協議会）後援名義使用

⑧第６回医療機関広報フォーラム（日本広報協会）後援名義使用

⑨健康強調月間（健康保険組合連合会）協力名義使用

⑩フードシステムソリューション2007（フードシステムソリューション実行委員会）協賛名

義使用

⑪医療ガス保安管理技術者講習会（医療機器センター）協賛名義使用

（継続：委員交代）

①「ぽすぴたる!」実行委員会（健康保険組合連合会）委員

推薦者：宮崎忠昭副会長

（新規：委員）

①尼人（インドネシア）看護師・介護福祉士人材マネジメント手引き（仮称）検討委員会（国

際厚生事業団）委員就任

推薦者：梶原優常任理事

②医療機器安全管理技術講習委員会（仮称）（医療機器センター）委員就任

推薦者：宮崎久義常任理事

３．人間ドック健診施設機能評価の認定について

７施設について紹介があり、指定を検討した結果、依頼を承認。

４．第一四半期、一般会計及び特別会計収支報告、監査報告について

平成19年度第１四半期一般会計、特別会計の収支報告および監査報告を承認。

５．診療情報管理課程通信教育の新規口座開設について

診療情報管理課程通信教育の受講生増加に伴い、受講料、認定料を適正に管理するため、

銀行、郵便振替口座の新設を図ることの提案があり、協議の結果、承認。

６．診療情報管理士認定試験に関する大学の指定申請について

大学から認定試験に関する指定申請依頼があり、協議の結果、承認。

〔協議事項〕

Ｌ規制改革等について

平成19年６月２２日に閣議決定された「規制改革推進のための３か年計画」に関し、役員各

位の考えを聴取。現在、医療の崩壊、厳しい病院経営の現状下であり、閣議決定された規制

改革推進のための三ヵ年計画では、「医療関係」として、①情報②ＩＴ化、事務効率化③保険

者、保険運営、審査支払等④診療報酬⑤経営の近代化等⑥医薬品・医療材料、承認審査等⑦

教育、臨床研修、資格、派遣等⑧その他（医療計画、救急医療、小児医療、医療事故対策等）

が計画された。医療分野として、（１）医療のＩＴ化では、レセプトのオンライン請求化の期限

内完全実施（平成20年度から||頃次義務化、平成23年度当初から原貝|｣完全オンライン化）（２）

医療従事者の資格制度の見直しの事項では、株式会社による医業経営の解禁等、株式会社の

経営する医療機関の取扱可能範囲の拡大（平成19年度以降検討）等々の計画が明記。これら

の計画等を含め、役員各位の考えを伺うため、アンケート調査を実施した後、役員各位との

意見交換を実施。
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(1)ＩＴ化の推進

①オンライン請求の促進

②医療・研究等のためのレセプトデータ蓄積、

③健康ＩＴカード

(2)医師確保

①医師の人員配置標準の撤廃

②管理者要件の義務化

③大学定員の増員（入学枠の拡大）

④メディカルスクールの設置

(3)資格制度等

①行政処分を受けた医師への再教育の義務付け

②免許更新制の導入

③専門医制度の整理

④専門医に対する診療報酬|上の評価

⑤病院への総合診療医の導入

⑥医療従事者の労働者派遣の緩和

(4)経営

①株式会社の医療機関への参入

②外国人医師の受入促進

③外国人看護師の受入促進

④後発医薬品使用促進

(5)医療費・医療制度

①欧米諸国承認医薬品の国内承認促進

②定額払い方式への移行促進（DPC→DRG）

③医療費総枠拡大財源として税金、保険料の引

④保険免責制の導入

⑤地域医療支援病院の存続

利用

保険料の引き上げ、 患者負担の増額

〔報告事項〕

１．各委員会、研究研修会の開催報告について

(1)第３回・４回人間ドック施設認定小委員会/人間ドック健診施設機能評価委員会合同委

員会（６月１４日・７月１２日）

人間ドック健診施設機能評価に関しての申請状況、施設の審議結果として４件の指定承

認を行った旨の報告。

(2)第２９．３０回病院経営管理通信教育．l年次後期試験・前期スクーリング報告（７月９日

～１３日、７月１６日～２０日）

７月９日（月）～１３日（金）、７月１６日（月）～２０日（金）。会場：アルカディア市ケ谷。

出席者数：１年次生延べ477名、２年次生延べ632名。

(3)感染症対策委員会（第１回.６月２５日）
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平成19年度感染制御講習会：６月１６日～１７日に開催した第１クールの開催報告。第２ク

ール（11/3～４日人第３クール（20年２月１６日～１７日）の今後の開催要領報告。当講習会

は、実施してから５年が経過し、フオローアップの必要も考え、Ｑ＆Ａの冊子を作成し教育

の一環とすることとした旨の報告。

(4)診療情報管理士教育委員会（第１回．７月２日）

①平成18年度活動報告について

②平成19年度通信教育事業について：各委員会の委員構成として、基礎課程小委員会（７

名)、専門課程小委員会（９名)、分類小委員会（８名）とした。

③認定試験について：２０年２月１７日開催の認定試験対応を報告、了承。

④大学・専門学校指定について：指定大学、専門学校の継続審議、申請および取り消し等

について検討。

⑤新潟県中越沖地震の受講生への対応について：教材等を災害で紛失した受講生に対し無

料提供を実施。

(5)診療情報管理士教育委員会・診療情報管理士教育事業に関する説明および意見交換会

（７月２日）診療情報管理士教育委員会委員長、委員と大学・専門学校69名を集め、

診療情報管理士に関する国内外の現状、診療情報管理士認定試験の実施要領、大学・専門

学校指定制度等について説明を実施した旨の報告。

(6)日本診療録管理学会生涯教育委員会（第２回.７月１５日）

「診療情報管理士指導者」試験及び合否について、書類審査を合格した６名の受験者に

検定試験、小論文試験を実施し、５名が合格となり、９月１３日の理事会承認後、１３日の総

会で認定証授与を実施する旨の報告。

(7)日本診療録管理学会国際疾病分類委員会（第１回.７月１８日）

国際疾病分類委員会及び診療情報管理の体制協力医師（診療情報管理士・講師）との体

制として、日本病院会WHO(ICD）支援のほか５つの業務への正・副担当委員を選任した旨

の報告。

(8)診療情報管理課程通信教育コーデング勉強会（6/１０～7/２１日開催分）

３２会場、787名の参加。

(9)医療制度委員会（第２回．７月４日）

医療過誤」と「医療事故」についての定義づけを議論し「医療事故はアクシデントなど

のすべてを含み、医療過誤は医療事故の一部である」ことを確認。６月20口に開催された

第４回産科医療補償制度運営組織準備委員会では、前回委員会で検討された論点の整理案

を基に意見交換を実施。

(１０）臨床研修委員会（第１回.７月９日）

臨床研修指導医講習会、臨床研修委員会の議事運営を協議。臨床研修制度の実態把握の

ため、初期研修の評価、指導医養成講習会のあり方、後期研修への取組み、医師不足問題

等についてアンケート調査を実施することとした旨の報告。

(11）雑誌編集委員会（第１回．７月１０日）

日病雑誌８月号及び９月号の企画・編集を検討。今年度の委員会の方針について検討の

結果、各種制度委員会の動向、アンケート調査を掲載するため委員会から各委員長に依頼
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するとの報告。

（12）地域医療委員会（第１回．７月１１日）

当日の委員会では、副委員長の選任を協議し、渡部透先生を選任。継続検討課題であっ

た地域医療の問題点を中心に検討し、①地域医療支援病院を残すのか、②地域医療ネット

ワーク（集約化の問題点)、③看護師問題について討議、意見交換を実施した旨の報告。

（13）救急医療委員会（第１回.７月１８日）

山本会長から救急医療に特化した医療現場で問題となっている医師不足、地域医療等に

関し討議願いたい旨の要請。委員問で当面の諸問題の意見交換を実施し、医療現場での問

題点を把握するため、アンケート調査を行うこととした旨の報告。

（14）病院幹部医養成委員会（第２回．７月１７日）

①10月１９日(金)開催の第２回医療の質を考えるセミナーの参加状況と今後の運営を協議。

②次回セミナーとして、平成20年５月２２日（木）～２３日（金）に札幌医科大学記念ホール、

施設見学としては、中村記念病院を予定。

（15）ＩＴシステム委員会（第１回．７月２４日）

携帯版「健康日記（仮称)」の対応について検討し保留扱いとした。２０年４月から義務化

される400床以上の病院（561会員）に対し「レセプト電算処理に対応する医事業務支援シ

ステムの追加的な改修・組替費用」の実態調査を実施。今後の委員会活動として、「電子カ

ルテのコアの部分の共通化」について意見交換。

（16）ニュース編集委員会（第１回.７月２５日）

６月２２日に試行的に実施した編集委員会の体制（編集理念、編集方針、中期編集計画）

について検討。役割と目的に応じ、「ニュース編集委員会」と「ニュース編集会議」を設置

し、機関紙の充実を図る。

（１７）医療経済・税制委員会（第３回．６月２１日・第４回．７月１７日）

手術時の医療材料に関する調査を実施し、各術式の手術症例件数の多い上位10病院の材

料費を検証。病院経営分析調査の報告書（案）を検討。平成20年税制改正に関する要望と

して、四病協として取りまとめた要望事項の概要説明、四病協として検討した治療費未払

金問題検討会の活動報告を日病雑誌に掲載する旨の報告。

２．四病協諸会議の開催報告について

（１）総合部会（第３回.６月２７日、第４回.７月２５日）

四病協の動向報告として、四病協と日病協の関連から、改めて、四病協のあり方を検討

すべき時期とし、四病協として実施している研修事業は各団体で実施に変更。診療報酬問

題は今後、日病協で検討する。

（２）四病協・研修・認定センター理事会（第１回.６月２８日）

①解散に伴う決算報告：平成18年度、１９年度瀬の収支決算報告を承認。

②残余財産の処分について：総合部会で均等分配することを承認されている。

③解散決議：７月２５日の総合部会での承認後、行政官庁への事業廃止届出を実施。

（３）医療保険・診療報酬|委員会（第３回.７月６日）

①今後の委員会活動について：日病協の診療報酬改定要望事項に取り上げられなかった項

目（４項目・仮称）の対応を図ることとした。
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ａ）精神科重症合併症治療病棟の新設（日精協・原稿作成）

ｂ）地域一般病棟の具体化（全日病・原稿作成）

ｃ）病院経営における地域格差問題（全日病・原稿作成）

ｄ）医師不足の解消策（日病・原稿作成）

②中医協等の報告について：慢性期入院医療の包括評価調査分科会（6/28)、介護施設等の

在り方に関する委員会（6/20）の審議状況を報告。

③大阪府病院協会と大阪府私立病院協会で実施した「療養病床転換に関する緊急アンケー

ト」の調査結果に基づき要望書（療養病床転換に関する要望書）を作成。

（４）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第６回．６月２７日、第７回.７月２５日）

明治安田生活福祉研究所から投資ファンドについての講演、福祉医療機構企画指導部か

ら一般病院、療養型病院、精神科病院の参考指標についての説明。

（５）治療費未払問題検討委員会（第４回．６月２８日）

マニュアル（案）について：記載内容の検討を実施。厚労省の検討会の進捗状況、当委

員会の開催状況に合わせ「未収金発生防止マニュアル」の完成期日を再検討。

（６）医業経営・税制委員会（第３回.７月１８日）

平成20年度税制改正要望事項について、移行税制の項目については税制改正重点項目と

は別に、緊急要望を行う。

ａ）平成20年度税制改正要望（重点項目）

①消費税における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し

②医療機関に対する事業税の特例措置の存続・拡充

③社会医療法人の医業収益非課税等

④病院用建物等の耐用年数の短縮

ｂ）医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望として、経過措置型医療法人が社

会医療法人や基金拠出型医療法人に移行する場合の非課税措置についての要望を７月

１１日に厚生労働大臣、日本医師会に提出した旨の報告。

（７）日本医師会・四病協懇談会（７月２５日）

「医療施設体系のあり方に関する検討会」の「これまでの議論を踏まえた整理｣、医師確

保に関し政府・与党の「緊急臨時的医師派遣システム｣、健康ＩＴカード（案）と社会保障

カード（案)、後発医薬品の使用促進について等の意見交換を実施。

３．日病協諸会議の開催報告について

（１）実務者会議

（第24回．６月２０日）

①中医協の開催報告について：５月３０日（水）開催の総会、薬価専門、保険医療材料専

門部会、６月２０日（水）開催の診療報酬基本問題小委員会、診療報酬改定結果検証

部会の動向について報告。

②平成20年度診療報酬改定要望事項等について：「医療費抑制政策からの転換を求める

（要望)」、「平成20年度診療報酬改定要望」を６月７日に厚生労働大臣、保険局長、医

療課長への提出。翌日、日本医師会、中医協委員、厚生労働副大臣あてに要望実施を

図った旨の報告。
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③今後の診療報酬実務者会議の活動について：要望事項を提出し、今後の活動について

出席者との意見交換を実施。

（第25回．７月１８日）

①中医協の開催報告について：６月２７日（水）開催の総会、薬価専門、７月１１日（水）

開催の診療報酬|基本問題小委員会、総会、保険医療材料専門部会、７月１８日（水）開

催の診療報酬基本問題小委員会、総会の動向について報告。

②当面の諸問題について：「病院の危機的状況の実態」について１１団体の調査を実施し取

りまとめる。ワーキンググループの立ち上げ、平成18年度以降の病院経営に関する実

態資料が提出可能な６団体からワーキンググループ委員の推薦依頼。９月初旬に病

院共通の問題把握、調査、データ作成し医療経済実態調査報告が中医協に提示される

前に公表する。

(2)代表者会議

（第34回．６月２２日）

①日病協要望の実施報告について：「医療費抑制政策からの転換を求める（要望)｣、「平

成20年度診療報酬改定要望」の実施方向に関し出席者との意見交換を実施

②診療報酬実務者会議（第24回）の報告について：６月２０日の会議報告を了承。

③中医協の報告について：５月３０日、６月２０日の開催報告を了承。

（第35回．７月１８日）

①厚生労働省からの依頼について：近日実施予定の「インフルエンザに伴う異常な行動

に関する調査」の概要説明、協力依頼を了承。

②診療行為に関連した死亡に係る死因究明の在り方に関する検討会報告について：７月

２６日（第６回）での主な議論の論点報告があり、８月１０日までに中間取りまとめを実

施し来年度の概算要求に載せる予定となった旨の報告を了承。

（ア）診療関連死の死因究明を行う組織として、純粋な医学的な観点からの死因究明、

医療事故の発生に至った根本原因の分析、インフォームドコンセントをはじめとし

た患者・遺族と医療従事者とのコミュニケーション等の評価。

（イ）診療関連死の届出制度のあり方について：医師法21条に関しての医療側、警察

側の考え方について内容報告。

③第25回診療報酬|実務者会議の報告について：７月１８日の開催報告として、病院の危機

的実態の調査の取りまとめに伴うワーキンググループの立ち上げ報告。

④中医協の開催報告について：６月２７日、７月１１日、１８日の開催概要報告を了承。

中医協の開催報告について４．中医協の開I崔報告について

診療報酬基本問題小委員会（６月２０日（水））：生体部分肝移植に関する保険適用の要件緩

和、診療報酬改定結果検証部会では、ニコチン依存症管理料に係る禁煙成功率の実態調査報

告、後発医薬品の使用実態調査、セカンドオピニオンの問題、生活習慣病の問題、紹介率の

要件の廃止、医療安全、透析医療等に係る１９年度の特別調査実施等の報告。

薬価専門部会（６月２７日（水））：諸外国との薬価、材料費の格差問題の実態報告。平成１７

年度実施の医薬品価格調査、特定保健医療材料価格調査を平成19年度にも実施する。

診療報酬基本問題小委員会（７月１１日（水））：平成18年度ＤＰＣ導入の影響評価に関する調
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査結果およびその評価。

総会：平成18年５月と１９年５月の７：ｌ入院基本料の届出医療機関の推移として、従来１０：

１であった施設が７：１として届出された傾向にある旨報告。

保険医療材料専門部会：薬価は除々に内外格差が縮まっているが、保険材料は、余り下が

っていない現状。アジア地域における医療材料価格等に係る調査の現状報告。

診療報酬基本問題小委員会（７月１８日（水））：医療機関のコスト調査分科会からの報告と

して、平成18年度の医療機関の部門別収支に関する調査研究結果報告が提出。結果報告は、

医療支出と支出のバランスが掲載されており、全体的な傾向としては、入院部門はややプラ

スであるが、外来部門はややマイナスという傾向。

総会:アジア地域における医療材料価格等に係る調査として､文献および実地調査を韓国、

タイ、フィリピン、文献調査をシンガポール、台湾に実施したと報告。

５．産科医療補償制度運営組織準備委員会の開催報告について（６月20日（水）、７月１７日（火））

補償の仕組み、運営組織、原因分析・再発防止についての検討結果状況報告。機構の中に原

因分析の委員会を設置、徹底的に検討の上、結果等情報公開を予定。

６．第57回日本病院学会の開催報告について（６月１４日（木）～１５日（金）つくば市）会

長講演､特別講演､シンポジウム､一般演題、ランチョンセミナー等で565題､参加者は約5,000

人であった旨の報告。

７．第９回医事法関係検討委員会の開催報告について（６月２２日（金））

医師を取り巻く医師関係に関する法律問題を検討。委員会としての報告書作成を年度末に

向け準備しているとの現状報告。

８．病院における薬剤師の業務および人員配置に関する検討会の開催報告について（６月２６日

（火））薬剤師の人員配置の現状把握として実態調査を行いその結果報告を検討。今後、この

調査結果を元に課題を取り上げ検討される旨の報告。

９．日本医療機能評価機構医療情報サービスセンター運営委員会（第１１回）の開催報告につ

いて（７月７日（士)）平成18年度の事業実績等について検討。情報公開として、１８年度診

療ガイドラインMindsコンテンツ（38疾患を五十音順）を掲載。

10.2007国際モダンホスピタルシヨウの開催報告について（７月１１日～１３日）

３日間で７万7,600人の参加、諸外国を含め368社の出展。オープニングセッションで山本

会長が「これからの医療制度下における病院の役割」と題し講演実施。日病コーナーには会

員の廃院（平成14年以降からの診療所への変更）状況、勤務医に関する意識調査報告（地域

医療委員会で実施）の概要をパネル化し参加者への情報提供。

11．中山耕作先生お別れ会の開催報告について７月８日（日）

お別れ会は、品川・グランドプリンスホテル新高輪「飛天」を会場として聖隷福祉事業団

（実行委員長：聖隷浜松病院堺常雄院長)、（社）日本病院会（副実行委員長：山本修三

会長)、（株）日本病院共済会（副実行委員長：大道學社長）の三者で執り行い約250名の参

加があった旨の報告。

12．第33回日本診療録管理学会学術大会の進捗状況について９月１３日（木）～１４日（金）

京都市で開催される学術大会（学会長：武田隆男先生）の進捗状況として、演題が200

題を超え、事前申し込みも約1,000名となった旨の報告。
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13．病院長・幹部職員セミナーの進捗状況について８月２日（木）～３日（金）

（１日目）①民間病院部会が実施した「入院・外来受診に関するアンケート調査」の速報

報告、②シンポジウム「患者が“診る，，～国民の求める病院とは～」（シンポジスト：山本修

三会長、加藤良夫弁護士、厚労省医療案全推進室：佐原康之室長・座長：大井禾Ｉ夫畠'１会長､）

（２日目）①基調講演「医療崩壊を食い止めろ!立ち上がれ病院管理者」（済生会栗橋病院：

本田宏畠']院長・座長：池澤康郎畠'１会長）②「日本の医療の問題点～アメリカとの対比で分析

する～」（新潟大学脳研究所総合脳研究センター中田カセンター長・座長：佐藤眞杉副会

長）③「日本の医療の問題点～諸外国との対比で分析する～」（慶応義塾大学医学部：池上直

己教授・座長：村上信乃副会長）④「どうなる日本の医療」（国立保健医療科学院：篠崎英夫

院長・座長：加藤正弘代議員会議長）

第５回常任理事会

平成１９年８月２９日（水）ロイヤルパークホテル２階「春海の問」出席者49名

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の入会、５件、正会員の退会４件、賛助会員（Ｄ会員）の入会１件、賛助会員の退

会（Ａ会員２件、Ｂ会員１件）の届出について協議した結果、届出を承認。

８月２９日現在、正会員2,692会員（公的930会員、私的1,762会員）賛助会員（Ａ会員１０６会

員、Ｂ会員333会員、Ｄ会員43会員)、特別会員２会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼等について

下記依頼事項について協議した結果、依頼を承認。

（継続：後援および協賛）

①第57回日本理学療法学会（全国病院理学療法協会）の後援名義使用

②平成19年度治験コーディネーター養成研修（医薬品医療機器総合機構）の後援名義使用

③第24回ニューメンブレンテクノロジーシンポジウム2007（日本能率協会）の協賛名義使

用

④平成19年度臨床検査普及月間（日本衛生検査所協会）の協賛名義使用

⑤MEDIS-DC講演会（医療情報システム開発センター）の後援名義使用

（新規：委員推薦）

①「私立病院等における地球温暖化対策自主行動計画策定プロジェクト委員会」委員の推

薦（日本医師会）推薦者：佐藤眞杉副会長

３．人間ドック健診施設機能評価の認定について

２施設の指定を協議した結果、指定を承認。

４．事務局長人事について

本年３月末で空席となっていた事務局長の後任について厚生労働省から、推薦を受けたの

で、定款第16条の３項の規定により任免について承認の可否を実施。その結果、理事総数６６

名中、６０名の賛成を得、新事務局長の任命を承認。

採用月日：平成19年９月１日付新事務局長名：小林桂雄氏
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〔協議事項〕

1．当面の諸問題について

前回の常任理事会で実施した、規制改革推進のための３ヵ年計画に関してのアンケート調

査結果を元に現状説明、問題点等を取り上げ協議。

（１）ＩＴの促進：オンライン請求の促進、医療・研究等のためのレセプトデータ蓄積、利用

は全体では賛成､健康ＩＴカード（仮称）の導入については、公的、私的とも過半数が賛成。

（２）医師確保：

①医師の人員配置基準の撤廃については、全体で、４３．９％の賛成、反対29.3％、保留26.8％

という現状。昭和22年の配置基準が現在に至っていることに疑問。

②管理者要件の義務化は、公的55.6％、私的43.8％が賛成し、全体では、賛成48.8％、反

対26.8％

③大学定員の増員（入学枠の拡大）は全体で60.5％が賛成し反対が20.9％

④メディカルスクールの設置は、全体では、賛成57.1％、反対14.3％。（理解の相違により

不確定な結果と考察)。四病協で委員会を立ち上げ検討する。

（３）資格制度：

①行政処分を受けた医師への再教育の義務化は全体で賛成86％、反対７％

②免許更新制の導入は、公的では、賛成27.8％、反対22.2％、保留50％であり、私的では、

賛成23.5％、反対41.2％、保留35.3％ということであり、全体的には、賛成25.6％、反

対32.6％、保留41.9％であり、反対の方が多いという現状

③専門医制度の整理は90.7％が賛成と回答。

④専門医に対する診療報酬上の評価は全体で81.4％が賛成。

⑤病院への総合診療医の導入は公私別、全体（賛成714％）でも賛成という傾向。

⑥医療従事者の労働者派遣の緩和は、私的では賛成が52.9％と過半数を超えているが、公

的では、３８．９％が賛成という現状。

（４）経営：

①株式会社の医療機関への参入は、公的94.4％、私的88.2％が反対で全体的にも88.4％が

反対という現状。

②外国人医師の受入促進は、全体では、賛成が37.2％、反対37.2％と同数であったが、外

国人看護師の受入促進は、賛成が51.2％という現状。

③後発医薬品使用促進は、公私を含め全体でも賛成が多数。

（５）医療費・医療制度：

①欧米諸国承認医薬品の国内承認促進は、公私を含めほとんどが賛成を示す。

②定額払い方式への移行促進（DPC→DRG）は公私とも半数が賛成。

③－１医療費総枠拡大財源を税金での対応することは、役員全員が賛成。

③－２保険料の引き上げでの対応は、全体で賛成78.7％、反対38.5％。

③－３患者負担の増額での対応は、全体で、反対71.1％、賛成38.5％。

④保険免責制の導入：反対は、公的52.9％（賛成35.3％)、私的82.4％（賛成17.6％)、で

全体では反対が65.9％、賛成２４４％。

⑤地域医療支援病院の存続は、公私別では、反対が過半数を超えた。
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以上のアンケート調査結果の概要説明後、役員各位から、問題点について意見拝聴を図叺

今後の執行部での検討材料とした。

〔報告事項〕

１．各委員会等の開催報告について

（１）診療情報管理士教育委員会・専門課程小委員会（第１回．８月２日）

①専門課程小委員会の運営について：委員構成、業務分担（案）を了承。

②平成19年度の教育について：教科書の改訂、リポート問題集・提出用問題、認定試験の

作間等を検討。

（２）診療情報管理士教育委員会・分類小委員会（第１回．８月３日）

①分類小委員会の運営について

②平成19年度の教育について：教科書、リポート問題集、スクーリング、コーデング勉強

会等を検討。

（３）診療情報管理士教育委員会・基礎課程小委員会（第１回．８月３日）

①平成19年～21年度の運営方針について：各担当章の割当、主担当を検討、必要に応じ、

副担当者を選任。

②平成19年度の教育について：教科書に７章「精神および行動の傷害｣、１１章に「皮層およ

び皮下組織の疾患」を追加。

③平成19年度認定試験について。

（４）診療情報管理課程通信教育・コーデング勉強会

①平成19年７月２２日～８月１９日に15教室で379名の参加。

（５）日本診療録管理学会・国際疾病分類委員会・ＩＣＤの向上に関する協力者会議（８月７日）

①IＣＤの向上に関する協力者86名に対しICD-ll改訂に向けての協力依頼を実施。

②講演：「IＣＤ改訂の方向性とわが国の対応について」首藤健治（厚労省大臣官房統計情

報部ＩＣＤ室長）を実施。

③グループディスカッション「IＣＤ改訂に向けて日本診療録管理学会の意見出し」を実施

し、当学会としてICD-ll改訂に向けて具体的にどのよう対応するかを検討。

（６）日本診療録管理学会・国際疾病分類委員会（第２回．８月７日）

①国際疾病分類委員会及び診療情報管理の体制協力医師（診療情報管理士・通信教育講師）

との体制づくりについて：ＩＣＤ改訂に向けて日本診療録管理学会の意見を集約し厚労省

ＩＣＤ室に報告。

②ICD-lOアップデート意見出しの進捗状況報告について:厚労省ＩＣＤ室から依頼のあった

意見出しに関する概要報告を実施。

（７）日本診療録管理学会・編集委員会（第２回．８月８日）

①会誌「診療録管理」第19巻第２号の編集について：第33回日本診療録管理学会学術大会

の特集号として準備。

②第19巻第３号の編集について：国際疾病分類に関すること（科研報告等）等の掲載企画

を了承。

（８）日本診療録管理学会第28～30回診療情報管理士生涯教育研修会
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①第28回：６月30日（士）大阪

②第29回：７月７日（士）東京

③第30回：７月２８日（ｔ）福岡。

（９）病院経営管理者教育委員会（第１回．８月７日）

①通信教育内容の確認

②新体制委員会における病院経営管理教育③今後の活動について等。

（１０）医療制度委員会（第３回．８月８日）

①当面の諸問題について：後発医薬品に関し、日本薬剤師会の山本畠'1会長から、講演「薬

剤師の視点から見た後発医薬品」実施後、参加委員との意見交換

②各委員からの提案等について：「病院機能による病院の整理と医療システム」として、病

院機能としての評価の必要↓性について問題提起。吉川洋氏の理論については、理論

内容について委員問で再検討を実施。

③医療界の現状におけるワンフレーズについて、次回委員会で再検討。

（１１）第５回人間ドック施設認定小委員会/人間ドック健診施設機能評価委員会合同委員会

（８月９日）

①人間ドック健診施設機能評価について：８月９日現在、250施設からの受審申請があり、

累積認定施設は167施設。

②人間ドック健診施設機能評価票作成のため等のワーキンググループ開催報告として、書

面審査票等で一部見直しの意見があったが、委員長一任として、Ver2.0案をサーペイヤ

ー委員会等に公表することで了承。

③その他：機能評価認定施設の問題に対応し要件を再検討。

（１２）救急医療委員会（第２回.８月２４日）

平成20年７月３日～４日に山形市で開催の日本病院学会で行う「救急医療に関する」シ

ンポジウムに際し、会員に事前アンケートを実施。その項目を検討。

２．四病協諸会議の開催報告について

（１）治療費未払問題検討委員会（第５回．７月３１日）

マニュアルの構成（案）案の検討。

（２）医療保険・診療報酬|委員会（第４回.８月３日）

①中医協の報告について：７/１１，７/１８，７/３０，８/1の報告を了承。

②平成20年度診療報酬改定に対する要望について：地域一般病棟、地域の実情を反映でき

る診療報酬体系の構築、医学部入学定員増加に係る要望、精神科重症合併症治療病棟の

新設等が提出され、－部修正の上、総合部会へ提出。

（３）総合部会（第５回．８月２２日）

①医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書（案）について：社会保険・診療

報酬委員会から提出された内容説明。その結果、厚生労働省（保険局、医政局)、各種医

療団体、国会議員への要望実施することを賛同。

②メディカルスクール検討会の設置について：東京都にメディカルスクール有識者検討会

が設置された。四病協としても委員会を設置し、検討を図る゜

③日医・四病協懇談会について：９月に予定した懇談会を１０月24日に変更。
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④その他：（ア）独立行政法人福祉医療機構の融資に関する要望書（案)、「理事長の債務保

証のあり方に関する勉強会」の現状報告、医法協が取りまとめた「独立行政法人福祉医

療機構の融資制度の見直し緩和を図ること」を元に一部修正を図り各団体で再検討。

（イ）医師法21条について：医師法第21条の問題点を再検討することとし、次回の総合

部会での検討事項と決定。

３．日病協諸会議の開催報告について

（１）代表者会議（第36回．８月２４日）

①診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討会について：これまで

の議論の整理（案)、各委員から追加提出された事項を紹介。厚労省は、今年度内に検討

会の意見を取りまとめ、来年の通常国会に法案提出する予定。

②病院医療の実態ワーキンググループからの提案について：ワーキンググループで実施予

定の「病院経営の現況調査（仮称)」の実施要領（案)、調査票（案）を検討し、原案を

了承。

③各団体の病院経営に関する調査結果について：加盟11団体中、平成18以降の経営状態を

調査・発表している６団体の調査結果を要約し、資料提出。

④中医協の報告について：８/１，８/8の開催概要の説明。

４．中医協の開催報告について

平成20年度診療報酬改定について、厚労省が“議論のためのたたき台”の検討項目例（案）

を作成したことを報告。検討項目として、①より良い医療提供を目指すための評価②患者

の視点に重視③医療技術の適正な評価④革新的新薬・医療機器等イノベーションの適切な

評価と後発品の促進使用⑤それ以外の重要項目として、歯科診療の特性を踏まえた適正な

評価の検討、ＤＰＣの在り方の検討。２０年度診療報酬改定に向けたスケジュール（案）の概

要報告。

５．病院における薬剤師の業務および人員配置に関する検討会の開催報告について

（７月30日（月））「病院における薬剤師の業務および人員配置に関する検討会の報告書」

の一部を抜粋し説明。人員配置として、薬剤師のあるべき業務と役割を踏まえ人員配置を検

討。当該病院の規模や機能に応じて、個々の病院で必要な医薬品関連の業務が実施されるの

に十分な薬剤師数を確保していくことが重要。

６．日本医師会社会保険診療報酬|委員会の開催報告について（6/６，８/l）

平成20年診療報酬改定要望事項をとりまとめ、唐澤会長に答申した旨の報告。最重点要望

事項としては、入院基本料全般に対する正当な評価、初診料・再診料の引き上げ、病診連携

体制の構築等、また、重点的に検討すべき問題点として、７：ｌ入院基本料の見直し、療養

入院医療の制限と医療機関の経営難等を挙げている旨の報告を了承。

７．平成１９年度病院長・幹部職員セミナーの開催報告について８月２日（木）～３日（金）

アルカディア市ヶ谷で開催した病院長・幹部職員セミナーの開催報告。

参加者333名（262施設）

８月２日（木）

①基調講演「病院、入院・外来患者へのアンケート調査の結果報告」

②シンポジウム「患者が“診る，，～国民の求める病院とは～」
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③基調講演「このままでいいの？日本の医療」

④講演「日本の医療の問題点～アメリカとの対比で分析する～」

８月３日（金）

①講演「日本の医療の問題点～諸外国との対比で分析する～」

②講演「どうなる日本の医療」

８．(財)日本医療機能評価機構産科医療補償制度運営組織準備委員会の開催報告について（８

月27日（月））これまでの議論を踏まえた検討の方向性（案）を検討。補償の対象者は、「通

常の妊娠・分娩にもかかわらず、脳性麻痙になった場合」とされ、原因分析及び再発防止等

の取組みとして｢調査専門委員会」を設置。「産科医療補償制度設計に係る医学的調査報告書」

により、まとめについて概要報告。

９．その他

①日本学術会議のシンポジウムについて（８月30日（木））

公開シンポジウム「医療を崩壊させないために～医療のシステムのゆくえ～」の案内、

参加呼びかけ。

②内保連のシンポジウムの案内について（９月１日（士)）

三保連（内保連、外保連、看保連）合同シンポジウム「医療の崩壊を防ぐためには？～

三保連からの提言～」の案内、参加呼びかけ。

③第33回日本診療録管理学会学術大会の開催について（９月１３日（木）～１４日（金））

京都市で開催される学術大会（武田隆男学会長）の案内、参加呼びかけ。

第６回常任理事会

平成19年９月２９日（士）社団法人日本病院会５階会議室出席者45名

〔承認事項〕

Ｌ会員の入退会について

正会員の入会、２件、正会員の退会４件、特別会員Ａの入会１件、賛助会員入会１件、賛

助会員退会１件の届出について協議した結果、届出を承認。

９月２９日現在、正会員2,690会員（公的930会員、私的1,760会員)、特別会員Ａ３会員、賛

助会員482会員（Ａ会員106会員、Ｂ会員333会員、Ｄ会員43会員）

２．関係省庁および各団体からの依頼等について

下記依頼事項について逐一説明があり、協議した結果、依頼を承認。

（継続：後援・協賛等）

①平成19年秋季全国火災運動（消防庁）の協力依頼

②市民フォーラム「こころの健康と総合病院・大学病院の精神科」（精神医学講座担当者会

議他）後援依頼

③日本健康科学学会シンポジウムの協賛依頼

④第19回「国民の健康会議」（全国公私病院連盟）の協賛依頼

⑤第29回フード・ケータリングショー（日本能率協会）の協賛名義使用依頼

⑥コージェネレーション2007（日本コージエネレーシヨンセンター）協賛名義使用依頼

（継続：委員）
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①日本健康科学学会・組織委員会委員の就任依頼

候補者：山本修三会長

３．人間ドック健診施設機能評価の認定について

２施設の指定依頼を協議した結果、指定を承認。

〔協議事項〕

1．当面の諸問題について

前回（８月２９日）の常任理事会で「規制改革推進のための３カ年計画に関するアンケート

調査｣について､未検討となっていた下記事項についての再検討｡本日の継続審議を踏まえ、

再度役員各位にアンケートを図り、当会の今後の活動方針の糧とする。また、本会の病院

医療、地域医療再生に向けての事業活動の一環として、日本学術会議に「医療のイノベーシ

ョン委員会～持続可能な医療の再生に向けて～」の委員会が９月２８日に発足。医師の偏在、

医療の質等々を検討し、学術会議でのオーソライズした考え方として来年の４月までに取り

まとめ、内閣総理大臣に提出するもの。当委員会に山本会長が委員参画したことにより、本

会としての諸問題に対する見解を提出する機会が生まれたとの報告。さらに、アメリカの医

療崩壊を描いた映画「シッコ」が話題提供された。

（継続検討事項）

１９．定額払い方式への移行促進（DPC→DRG）

２０．医療費総枠拡大財源として

①税金

②保険料の引き上げ

③患者負担の増額

２１．保険免責制の導入

２２．地域医療支援病院の存続

〔報告事項〕

1．各委員会等の開催報告について

下記委員会等の開催報告があり、了承された。

（１）臨床研修指導医養成講習会の開催報告（第２回．９月７日～９日）

会場：日本病院会会議室参加人数：４９名

（２）医療経済・税制委員会（第５回．９月１１日）

①手術時の医療材料に関する調査について：委員各位の意見を踏まえ、報告書（案）を作

成。当該報告書の主張をエッセンスとして取りまとめ、集計結果における説明文を整理

し、調査の目的、対象病院、内容、方法等についての概要説明。

②病院経営分析調査について：平成１７年度の決算分析については、報告書概要を全会員に

送付。平成18年度の決算分析については、調査表を９月２１日に送付する。

③平成20年度税制改正に関する要望書について：今後予定される医療関係団体合同のヒア

リングについては、四病協・医業経営税制委員会が一本化して対応を図る゜

（３）診療情報管理士教育委員会・専門課程小委員会（第２回．９月１２日）
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①平成１９年度の教育について：教科書の改定、リポート問題集、提出用問題を検討。

②第２回診療情報管理士現況調査の中間報告について：総認定者13,706名中12,492名に対

し調査を実施した結果、回答数4,162件（33.3％）であり、今年度中に報告書の取りまと

め実施。

(4)日本診療録管理学会・診療情報管理士生涯教育研修会（第31回．９月１３日）

テーマ：診療情報管理士のためのやさしい解剖学シリーズⅣ「呼吸器」

参加者数475名。

(5)診療情報管理課程通信教育・平成１９年度前期試験報告（９月23日）

９会場、2,195名の受験者（基礎：189、専門1,913、編入53、認定40名）

(6)診療情報管理課程通信教育・平成19年度前期試験報告（８月２０日～９月１５日）

２３教場、628名の参加。

(7)第６回人間ドック施設認定小委員会・人間ドック健診施設機能評価委員会（合同委員

会・９月１３日）

①人間ドック健診施設機能評価について：９月１３日現在､256施設の受審申請があり、うち、

累積認定施設は169施設。

②４施設の審議について承認、２施設を保留。

③海外施設の機能評価受審について：台湾からの受審依頼を了承し､対応を図る。その他、

サーベイヤー委員会の開催報告、今後のスケジュールを検討。

(8)中小病院委員会（第１回．９月１４日）

①情報交換会の開催として、平成20年２月９日（士）に岡山県で実施。

②第58回日本病院学会（山形県）時に委員会としてのシンポジウムを実施。

(9)医療制度委員会（第４回．９月１９日）

①医道審議会・医師分科会医師臨床研修部会の開催報告について：９月６日の部会概要

報告を了承。

②中医協等の開催報告について：７月～９月の議論について意見交換。ＤＰＣ対象病院とし

て５つの基準（特定集中治療室管理料、救命救急入院料、病理診断料、麻酔管理料、画

像診断管理加算一を算定）を紹介、ＤＰＣ評価分科会では、短期間で再入院率の高い病院

からヒアリングを実施した旨の報告

③各委員からの会提案・意見について：医療政策を反転させるためのキャッチフレーズを

検討。

(10）雑誌編集委員会（第６回．９月２５日）

①雑誌１０月号および11月号の企画・編集について検討。５７回日病学会時の優秀、優良演題

の推薦を各常任理事に依頼実施。

②英文広報誌の作成については、第57回日病学会で講演した山本会長の「病院医療～アジ

アと日本～」を掲載。

(１１）民間病院部会（第１回．９月２６日）

①「患者の病院選択動向調査」報告書（案）の検討について：公表（広報誌への掲載、記

者会見等）を検討の結果、会長・副会長会議に委ねる。

②「看護師入退職及び採用コストについての調査」：役員を主とした49施設に対し看護師の

－６２－



平成１８年度採用実数、１９年度の採用計画数について調査を実施。

（12）地域医療委員会（第２回．９月２７日）

①厚労省･伊東芳郎医療計画推進指導官から｢改正医療法における医療提供体制の考え方、

４疾病（がん、脳卒中、急'性心筋梗塞、糖尿病)、５事業（救急医療、災害医療、へき地

医療、周産期医療、小児医療）の医療体制について説明を受け、委員との意見交換を実

施。

②当面の諸問題として、継続検討課題である医師不足、看護師不足、病院経営問題等につ

いて、過去１年以内の地方紙の記事を参考資料とし、地域特性、全国的な共通事項を整

理し検討を図る。

２．四病協諸会議の開催報告について

（１）医業経営・税制委員会（第４回．９月５日）

①新たな医療法人への移行時の移行税制と現時点での対応策について：移行時の税制に関

する情報について意見交換を行い、会員各位への調査を実施。

②控除対象外消費税について、消費税を原貝Ｉ課税とした場合、診療所では新たに職員１名

を雇用する必要‘性が生じるという日医の考え方に対し、反対意見足多数。

（２）医療保険・診療報酬|委員会（第５回．９月７日）

①医療提供体制及び診療報酬|のあり方に冠する提案書について：８月３０日に厚労省、総務

省、文科省３省により医師の養成（数）の推進が決定したことから本報告書の「医学部

入学定員の増加」の取扱いを協議。

②日病協「病院経営の現況調査」及び「各団体の病院経営に関する調査結果の要約（案)」

について：医療関係だけでなく、一般マスコミにも実態報告として提供。

③中医協等の報告について：中医協（8/29)、社保審・後期高齢者医療の在り方に関する

特別部会（9/4）の現状報告。

（３）メディカルスクール検討会（準備会）（第１回．９月１９日）

本件取組みに対しての各団体の意思を確認し、実務的な委員候補者の人選を実施。本準

備会は、総合部会の前１時間に開催。

（４）総合部会（第６回．９月１９日）

①厚労省・医政局佐原康之医療安全推進室長から、「診療行為に関連した死亡に係る死因究

明等のあり方に関する検討会」の検討状況報告。

②医師法第21条について：平成13年３月に四病協・医療安全対策委員会が医師法第21条に

規定された「異常死の届出」中間報告について、見解が現状に即さなくなった理由から、

各団体から３名推薦し「医療安全対策委員会」を設置。

②独立行政法人福祉医療機構の融資に関する要望書（案）について：療養病床転換支援金

貨付制度（仮称）の対象施設を「当該療養病床を持つ医療機関」に限らず、全ての医療

機関に拡大、貸付金は低利とする。

③報告事項：メディカルスクール検討会（9/１９)、厚労省・医療用の流通改善に関する懇談

会（8/28)、厚労省・医道審議会医師分科会医師臨床研修部会（9/6）の概要説明報告を

実施。

④医療提供体制および診療報酬|のあり方に関する提案書（案）について：医療保険・診療
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報酬委員会では３省が既に全都道府県を対象に医学部定員増を図ることで決定されてい

るが、既にプレス発表後であり文言を修正のうえ再提出とする。

⑤厚労省・社会保障審議会医療部会の報告について：９月１４日の部会報告として、「後期高

齢者医療の診療報酬体系の骨子（案)」の「外来医療について（主治医)」は開業医だけ

を対象とするのかの問題提起等、後期高齢者医療についには問題点が多々あり、厚労省

に説明を依頼。

（５）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第８回.９月１９日）

①税制改正要望について：厚労省医政局総務課から、平成20年度概算要求事項、福祉医療

貸付における保証人の徴求免除について説明。保証人の徴求免除対象を訂正することを

意見提出。

②20年度厚労省税制改正要望から、改正医療法に基づく新たな医療法人への円滑な移行を

促すための要望として４項目を決定。

③当勉強会の中間報告取りまとめについて：中間報告案の連帯保証人のあり方に係る検討

経緯について社会医療法人についてのみ検討してきた旨の記述を訂正。

④要望書について：福祉機構の融資制度に対する要望を総合部会に提出した報告。

３．日病協諸会議の開催報告について

（１）病院医療の実態ワーキンググループ（第２回．９月１４日）

①「病院経営の現況調査」の集計結果を基に意見交換を実施。

（２）診療報酬実務者会議（第26回．９月１９日）

①日病協代表者会議（7/２７，８/24）の開催報告。

②中医協の開催報告（8/８，８/１９，８/29)。

③病院医療の実態ワーキンググループの開催報告：「病院経営の現況調査」の集計結果を基

に協議した結果､次期診療報酬改定における病院医療に対する十分な報酬増､都道府県・

地域の実`情に合わせた産婦人科・小児科・救急医療などに対する公私の区別の補助等、

多面的な施策が必要とされ、９月２５日の代表者会議に上程。

④今後の実務者会議の開催について：原貝Uとして、毎月第３水曜の14～16時の開催とし、

検討課題は日病協の活動を活性化するための方策。

（３）代表者会議（第37回.９月２５日）

①社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会について：厚労省・社会保障カード推

進室長から、平成23年度中を目途に導入予定とし、近く厚労省が委員会を設置する旨の

報告。

②第26回診療報酬実務者会議の開催報告について：「病院経営の現況調査報告（案)」の概

要報告。調査報告をどのようにして公表するかを検討。

③中医協の開催報告について：８/2９（診療報酬基本問題小委員会、総会)、９/１９（総会、保

険医療材料専門部会）の報告を了承。

④医療の質・安全学会（第２回学術集会）からの依頼について：１１月２３日～２５日開催の医

療の質・安全学会（理事長：高久史麿自治医科大学学長）の後援を了承。

⑤近畿病院団体連合会からの要望事項について紹介。

４．中医協の開催報告について
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総会（９月１９日（水））：平成20年度改定に向けた検討スケジュールとして、入院医療に係

る評価、産科医療、小児医療、救急医療等の協議予定について報告。

診療報酬|調査専門組織・ＤＰＣ評価分科会（９月１２日）：医療機関別の「３日以内及び４～７

日以内の再入院」の現状が資料提出。

分科会（９月２７日）：診断群分類の決定方法の在り方に関する医療機関へのヒアリング実施

を検討。保険医療材料専門部会（第30回)、薬価専門部会（第40回)、の資料提出。

５．社会保障審議会医療部会の開催報告について（９月１４日（金））

「後期高齢者医療の診療報酬|体系の骨子（案）（タタキ台)」として(1)後期高齢者にふさわ

しい医療(基本的事項)、(2)後期高齢者医療の診療報酬に反映すべき事項として①外来医療、

②入院医療③在宅医療④終末期医療が明記されていることから、診療報酬上の評価について

検討。

６．(財)日本医療機能評価機構産科医療補償制度運営組織準備委員会の開催報告について（９

月１９日(水)）調査報告書に関し各委員との意見交換を実施｡補償対象等に係る論点を検討。

未熟性の基準として、出生体重１，８００９以下、在胎週数33週以下の方向との報告。

７．第33回日本診療録管理学会学術大会の開催報告について（９月１３日（木）～１４日（金））京

都市で開催した学術大会（学会長：武田隆男先生）2,151名の参加報告。

８．日本診療録管理学会の役員改選について

９月１２日（水）に開催した評議員会において名誉会員５名の就任決定。９月１３日（木）の

総会においては副理事長２名、理事17名、監事２名、評議員103名、支部長、委員会委員長が

承認の報告。

９．WHO-FICアジアパシフイックネットワーク会議の開催報告について

９月１０日（月）～11日（火）に１３カ国（39名）で開催し、WHO、厚労省から日本病院会に対

し支援への謝辞があった。WHO-FICの概要説明として、アジア・パシフィックネットワーク

の活動は、普及委員会に属し、アジア・太平洋地域への「普及」を主目的とすることを確認。

本会議議長は首藤健治氏がさらに１年の任期、共同議長は韓国のキム氏が選任され任期を２

年とした。事務局は引続き日病に置いた旨の概要報告。

１０．第48回日本人間ドック学会学術大会の開催報告について（８月３０口（木）～３１日（金））

東京・日本橋で開催された学術大会（学会長：中村治雄先生）は一般演題299題、3,561名

の参加者（有料入場者）で無事終了。第49回の学術大会は、２０年９月１１日（木）～１２日（金）

に徳島市で開催。

１１．日本医師会医事法検討委員会の開催報告について（９月２１日（金））

唐澤会長から諮問のあった「医師・患者関係の法的再検討」の答申報告書（案）を検討し、

最終取りまとめ向けての委員会活動をしている旨の報告。

12．短時間正社員制度導入推進事業について

厚生労働省では、短時間正社員制度の導入を検討。これは単年度の事業であり、本会に検

討委員会を設置し、モデル病院を２施設選定、短時間』性社員制度を導入し、成果調査（事業

終了）する内容。各役員施設で本事業に協力できる場合は、事務局に連絡。

13．その他

①第30回日本ＰＯＳ医療学会記念大会の開催について
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・日時2008年３月８日（士）～９日（日）

・開催地東京（高田馬場）

・予定シンポジウム「チーム医療と連携医療はＰＯＳで」

②医療の質・安全学会第２回学術集会からの依頼について

１１月２５日（日）にＷＨＯとの共催で、国際シンポジウム「２１世紀の医療と医療システムを

求めて」が開催。患者本位の医療を目指し患者・市民の医療参画を支える地域社会の活動

と医療機関の取組みの推薦を公募している旨の報告。

第７回常任理事会

平成19年１０月２７日（士）社団法人日本病院会５階会議室出席者43名

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

前回の役員会（９月２９日）以降の入退会の届出について、正会員の入会１件、賛

入会１件、賛助会員の退会１件について協議した結果、届出を承認。

平成19年１０月２７日現在、正会員2,691会員、賛助会員482会員Ａ会員１０５会員

334会員、Ｄ会員４３会員、特別会員３会員

２．関係省庁および各団体からの依頼等について

下記依頼事項について紹介後、協議した結果依頼事項を承認。

（継続：後援３件）

①バリアフリー2008（大阪府社会福祉協議会）の後援名義

②第１１回脂質栄養シンポジウム（日本栄養・食糧学会関東支部）の後援名義

③第17回シンポジウム（医療関連サービス振興会）の後援名義

（新規：後援２件）

①地域医療研究会2007（地域医療研究会）の後援名義

②日本医療機器学会大会の後援名義

３．診療情報管理士認定試験に関する指定申請について

１施設の指定依頼の届出、調査報告結果について検討の結果、承認。

４．一般会計および特別会計第２四半期会計報告、監査報告について

平成19年度第２四半期一般会計、特別会計の収支報告、監査報告を承認。

賛助会員の

Ｂ会員

〔報告事項〕

1．各委員会等の開催報告について

（１）診療情報管理士教育委員会（１０月９日（火））

①平成１９年度前期試験の結果報告について：９月２３日に実施した全国一斉試験①平成１９年度前期試験の結果報告について：９月２３日に実施した全国一斉試験（受験者総

数2,197名）の合否判定を実施。合格者は1,208名。

②各小委員会のスクーリング講師について：７名の委員に加えての増員を了承。

③大学・専門学校指定について：申請５校、学校名変更１校、指定取り下げ２校を協議し、

申請校については、視察を実施する。

(2)診療情報管理課程通信教育・コーディング勉強会（9/１６～１０/16）
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開催実施報告：１９教室、515名の受講。平成19年度10月１６日迄総数は、９９教室2,582名の

受講。

(3)医療制度委員会（10月１０日（水））

①中医協等の開催報告について

②各委員からの意見提案・報告について：（ア）地方における医師不足対策が緊急課題とな

っている現状から、ユニバーサルサービスという考え方を利用し、理論武装を図ること

が提案。（イ）日病協の広報活動についての意見交換を実施。

(4)医療経済・税制委員会（10月１１日（木））

①手術時の医療材料に関する調査について:取りまとめた報告書を日病雑誌12月号に掲載、

協力施設には、雑誌の別刷りを送付。

②病院経営分析調査について：会員への調査を実施し、回答は１０月１９日回収し、調査小委

員会で集計作業。

③平成20年度・税制改正に関する要望について：９月２１日に、自民党・政務調査会税制調

査会あてに税制改正要望書を提出した旨の報告。

④「疾病又は事業ごとの医療体制」「医療法人制度改革」に関する説明会に開催について：

地域医療、医療経済税制両委員会の合同企画により、１１月１６日（金）に東京（日本青年

館）で開催する旨の報告。

⑤厚労省・医療機関の未収金問題に関する検討会報告について：１０月５日に開催し、未収

金の発生防止マニュアルの作成を検討。四病協全加盟病院を対象に、診療科、原因分類

ごとの件数、金額等の調査実施を予定。

⑥四病協・医業経営税制委員会について：医療用医薬品の流通改善に関する懇談会の質疑

応答で、卸では医薬品購入の仕切り価格に消費税が付加されているにも拘わらず、医療

機関ではさらに消費税を支払っている現状を問題視。

(5)事務管理者委員会（１０月１１日（木））

①平成19年度の活動について：診療報酬改定の方向性を見極め、病院経営に関する研修会

を病院経営管理者協議会と日本病院会との合同で開催することを決定。

②平成20年度の事業活動について：診療報酬改定の影響度、改定に関しての現場の意見収

集を図った速報を検討。

(6)日病･人間ドック施設認定小委員会･人間ドック健診施設機能評価委員会合同会議(１０

月１１日（木））

①人間ドック健診施設機能評価について：２施設の補充審査、１施設を保留とした

②健保連等との指定契約について：日本人間ドック学会での機能評価認定、日病で承認し

た９施設を健保連等との指定を実施。

(7)医療安全対策委員会（10月１５日（月））

①医療安全講習会の開催に関するアンケート調査について：アンケート調査の結果として

開催日、プログラム内容に関する調査結果報告。

②養成事業について：講習会の内容は、専従の医療安全管理者（リスクマネージャー）の

養成として、（ア）年間（最低）４０時間（イ）計８日の教育研修とした。厚労省通知の「専

従の医療安全管理者」は、医師・看護師または薬剤師などの医療有資格者であり、受講
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対象者については今後の検討課題。

（８）ニュース編集委員会（10月１７日（水））

①今後の編集方針について：山本会長はじめ執行部の全体の方向・流れを把握する等の方

針を確認。

②ニュースの企画・立案について：来年４月から「会長談話コーナー」を開設する。

③「新春座談会」のテーマ、人選について：山本会長に相談の上、対応。

④編集協力委員（各種委員会委員長）への働きかけについて：従来掲載していた「ハロー！

委員会」をリニューアルし12月１０日号からスタートする。

⑤寄稿について：第１弾として、看護分野に関し網野寛子氏に依頼。

⑥１０月、１１月号の紙面構成について：平成20年度診療報酬改定に関するポイント、見通し

等を石井暎禧前中医協委員から論評願う。

（９）病院幹部医養成委員会（10月１８日（木））

①平成19年度「医療の質を考えるセミナー（第２回)」の開催要領について：開催に際して

の最終確認、当日の参加者は86施設、１１１名。

②平成20年度第１回｢医療の質を考えるセミナー｣の企画について:平成20年６月２０日（金）

～２１日（士）に北海道で開催。企画（テーマ)、後援等を検討。

（10）ＩＴシステム委員会からの案内（１２月２０日（木））

ＩＴシステム関連ショールーム見学会を予定。参加希望者は、１０月３１日（水）までにＩＴ

システム委員会へ申し込みのこと。

（１１）民間病院部会からの報告（報告者：加藤正弘部会長）

①患者病院選択動向調査および看護師の入退職状況に関する報告書の取扱いについて：報

告書の取扱いは、サマリーを添付の上、日比谷クラブ、厚生労働記者会へ配布、協力施

設への報告、日病ニュースへの概要掲載を実施。社会保障審議会医療部会委員である村

上副会長から、患者が考えている「主治医」について医療部会へ資料提出を図りたい旨

の説明、提案。

②非会員施設への入会勧誘について:150床以上の急性期を担う非会員施設一覧が参考資料

として配布され、役員各位への勧誘依頼。

２．四病協諸会議の開催報告について

（１）医業経営・税制委員会（10月３日（水））

①新たな医療法人への移行時の移行税制と現時点での対応策について：厚労省から基金拠

出型医療法人への移行申請について説明。引き続き委員会での検討を図る゜

②控除対象外消費税について：厚労省の税制改正要望事項に「消費税を含む税体系の見直

しが行われる場合は、社会保険診療報酬等に係る消費税に関する仕組み、負担等を含め

そのあり方について速やかに検討する」項目が入った点を確認。

③厚労省・医療用医薬品の流通改善に関する懇談会について：問題点を整理した上での対

応を図ることが必要とされ、大塚委員長に総合部会での対応依頼。

（２）治療費未払問題検討委員会（10月４日（木））

未収金防止マニュアル案の検討。

（３）医療保険・診療報酬委員会（10月５日（金））

－６８－



①「医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書」について：９月２６日の総合部

会での議論を踏まえ提案書（修正版）を検討した結果、（ア）医学部入学定員の更なる増

加（イ）地域の実`盾を反映できる診療報酬体系の構築（ウ）「地域一般病棟」制度の創設

（エ）「精神科重症合併治療病棟」の新設とした。

②日病協「病院経営の現況調査」報告について：概要の報告。

③中医協等の報告について：西澤委員の就任報告、診療報酬基本問題小委員会での論点説

明。

（４）メディカルスクール検討会（１０月２４日（水））

①当委員会の趣旨について：新委員として、福井吹矢（聖路加国際病院)、中田力（新潟

大学）を追加。四病協としての基本的な考え方、検討項目について検討。

（５）総合部会（１０月２４日（水））

①都市計画法に基づく開発許可制度運用指針の改正について：厚労省医政局指導課川平眞

善課長補佐から「都市の秩序ある整備を図るための都市計画法の一部を改正する法律」

の公布（18.5.31）に伴い、社会福祉施設、医療施設等に関しても開発許可制度が必要と

なった旨の説明。

②産科医療補償制度運営組織準備委員会（１０．９）について：産科で生じた脳性麻痙への無

過失補償制度倉'1設について議論されたが、結論は出ていない現状等の報告。

③医療安全対策委員会の中間報告書について：平成13年３月に医療安全対策委員会が取り

まとめた中間報告を時代の流れに沿った内容に見直しを図。

④日医・私立病院における地球温暖化対策自主行動計画策定プロジェクト委員会の報告：

平成17年４月に閣議決定された京都議定書の目標達成計画を受け、医療関係について、

私立病院のエネルギー消費等の実態把握をし、対応を図る。

（６）日医・四病協懇談会（10月２４日（水））

①緊急医師確保対策について：厚労省の平成20年度予算概要に組み込まれた緊急医師確保

対策費を基に議論を実施。

②後期高齢者医療制度について：後期高齢者医療の診療報酬体系の骨子を議論。

③診療報酬について：社会保障費の自然増を2,200億円削減論について問題提起、プラス改

定に向け医療側の意見を統一しての対応、国民に対しての理解等を得る広報活動の必要

性を確認。

３．日病協諸会議の開催報告について

（１）診療報酬実務者会議（１０月１７日（水））

①病院経営の現況調査の報告について：病院医療の実態ＷＧが中心にまとめた「病院経営の

現況調査」を１０月１５日に厚労省に提出、趣旨説明を実施。

②当面の諸問題について：診療報酬|、医療制度等に関する各病院団体の意見を中医協委員

に伝え、要望実施を推進する必要I性がある。特に、７対１入院基本料の確保については

「病院医療の看護度はどうあるべきか」を検討するＷＧ立ち上げ。

③日病協のホームページ開設について：当協議会の活動現状を情報提供する必要』性から、

実務者会議では、賛同を得、代表者会議に諮る。

（２）代表者会議（１０月２３日（火））
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①病院経営の現況調査の報告について：１０月１５日に厚労省への提出、記者会見の実施、１７

日には国会議員へ提出した旨の報告。

②中医協の報告について：正式に中医協委員に就任した西澤、邉見両委員の紹介、活動へ

の期待を確認

③診療報酬実務者会議（第27回）の報告について：実務者会議に設置されている「高齢者

医療」「DPC」「病院医療の実態」のＷＧ現状報告。

④自民党・医療紛争処理のあり方検討会について：厚労省の「診療行為に関連した死亡に

係る死因究明等の在り方に関する検討会」での審議を踏まえ、自民党から日病協を代表

し日病・山本会長へのヒアリング依頼があった。

⑤社会保障審議会医療保険部会への委員参画について：委員参画の要望の提案後、医療部

会、医療保険部会での協議内容が類似している現状を厚労省に伝え対応。

４．中医協の開催報告について

中医協で論点となった事項についての概要報告。

①診療報酬基本問題小委員会（１０月３日（水））：中医協が１９年１月に建議した「７対１入

院基本料の医療機関の届出」の報告。

②診療報酬基本問題小委員会（10月１２日（金））：社会保障審議会後期高齢者医療の在り方

に関する特別部会で検討された「後期高齢者医療の診療報酬体系の骨子」が披露。

③総会：平成18年度診療報酬|改定結果検証に係る調査報告、１９年度の特別調査（速報）の

資料提出。

④診療報酬基本問題小委員会（１０月２６日（金））：後期高齢者医療の在宅医療等として、診

療報酬体系の骨子で方向性が示された。

⑤調査実施小委員会（10月26日（金））：第16回医療経済実態調査結果（速報）が提出され、

平成17年と今回（19年）の公・私、経営主体別の医業収入状況について概要説明を実施。

診療報酬調査専門組織・ＤＰＣ評価分科会の報告として、１２日（金）は、再入院率に関し

６病院からのヒアリングの実施、平成19年度ＤＰＣ評価分科会での特別調査、ヒアリング

を踏まえた対応を検討。

⑥評価分科会（10月２２日（月））：ＤＰＣ対象病院のあり方について検討され、慢性期の入院

患者の多い施設は、２０年改定の際の見直し対象となることが危｣倶。ＤＰＣの望ましい要件

別の手術、化学療法、放射線治療の害'１合を示し、診療報酬基本問題小委員会に提出した

旨の報告。

5．第１回「尼人看護師・介護福祉士人材マネジメント手引き（仮称)」検討会の開催報告につ

いて

国際厚生事業団に「尼人看護師・介護福祉士人材マネジメント手引き（仮称)」が設置され

’０月１５日（月）に初会合を実施。

６．自民党・厚生労働部会厚生関係団体委員会の開催報告について（１０月２２日（月））

平成20年度予算要望のヒアリングがあり、本会として次の予算要望３項目を提示。

①国民医療費を少なくとも日本を除くＧ６の対ＧＤＰ比平均１０．７％（2005年）までに増やす

こと。

②国民人口10万人当たりの現場に働く医師数をＧ６の平均値290人に増やすこと。
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③公立・公的病院と同様に救急医療を行っている民間病院には自治体等が公立病院と見合

った補助金を出すこと。税制改正要望８項目（重点要望１項目、国税関係４項目、地方

税関係３項目）を提出した旨の報告。

７．日本医師会の委員会開催報告について（１０月１９日（金））

「私立病院等における地球温暖化自主行動計画策定プロジェクト委員会」の初回委員会が

開催。私立病院（公立病院を除く全ての医療機関）が使用している二酸化炭素を発生させる

エネルギーの消費量、削減活動を事業所毎に調査し、地球温暖化対策樹種行動計画を策定す

ることが目的。１１月までに調査（案）の検討、１月に行動計画の策定、３月に報告書として

取りまとめを予定。

〔協議事項〕

1．当面の諸問題について

協議前に、１０月１７日に開催された経済財政諮問会議で、舛添厚生労働大臣から、本会の地

域医療委員会で取りまとめた「勤務医に関する意識調査」の勤務医の勤務時間（１週間の実

態、勤務時間が増えた理由）が資料提出された旨の報告。

中医協での議論が具体的な検討に入ってきて、重要な時期になっている。会としては、医

療制度、診療報酬等に関しての問題点の把握のために各種調査をしており、これらの資料を

糧として政府、関係省庁等に主張すべき点は主張する。舛添厚労大臣が地域医療委員会で

取りまとめた本会の調査報告を抜粋し、経済諮問会議に提出されたということは大変有意義

なことであり、継続性を保ってゆきたい。また、日病協で取りまとめた「病院経営の現況調

査」の記者発表を厚労省で実施した際には、多数の取材人が集まり、資料の取り扱いは有効

に活用する旨述べられた。

本日の協議は、近日開催される社会保障審議会医療部会で「平成20年度診療報酬改定の基

本方針」が予想されるので、それに対する意見交換を実施。

（主な論点）

①医療機能の分化・連携の推進。（外来縮小に向けた病院の入院医療）

②在宅医療の推進。

③４疾患５事業の推進。（地域医療支援病院、地域一般病棟、緩和ケア病棟等）

④自殺対策。（精神科医療と連携する自殺防止の救急外来）

⑤後期高齢者医療の診療報酬体系の骨子について等。

第Ｓ回常任理事会

平成19年11月１７日（士）社団法人日本病院会５階会議室出席者46名〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の退会が３件の紹介後、協議した結果、届出を承認。

平成１９年11月１７日現在、正会員2,688会員、賛助会員482会員、Ａ会員（105会員)、Ｂ会員

（334会員)、Ｄ会員（43会員)、特別会員３会員

２．関係省庁および各団体からの依頼等について

下記依頼事項について協議した結果、依頼事項を承認。
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（継続：後援）

①医療安全推進週間（厚生労働省）の後援依頼

②第４回へルシー・ソサエティ賞の後援依頼

（新規：後援）

①「エイズ予防啓発活動」（日本臨床衛生検査技師会）の後援依頼

②医療安全推進セミナー（医療安全推進実行委員会）の後援依頼

③会員施設への“臨床工学技士の業務紹介DVD”（日本臨床工学技士会）送付の協力依頼

（新規：委員）

①コーディングワーキンググループ委員の推薦（外科系学会社会保険委員会連合）依頼。

委員は、日本診療録管理学会から、大井禾'１夫理事長、鈴木荘太郎畠Ｉ理事長、川合省三委

員長の３名を選任。

３．人間ドック健診施設機能評価認定施設の指定について

８施設の指定承認を協議の結果、指定を承認。

４診療`情報管理士認定試験等に関する指定申請について

指定依頼の届出に基づき実地調査を行った結果、指定に値するとのことで、協議の結果、

１施設を認定指定大学に承認。

〔協議事項〕

1．混合診療問題について

平成19年１１月７日の東京地裁半'１決で“混合診療の禁止は根拠がない，,とのことから保険適

用除外は違法との見解が示されたことについて、日病のスタンスを明確にしたいとして協議

実施。主な意見は次のとおり。

・混合診療問題は診療そのものが禁止ではなく、支払い方法の問題にすぎない。

・一連の医療行為すべてを保険適用という原則の制度のため、国民皆保険制度を守るな

ら、混合診療の全面自由化は反対せざるを得ない。

・半Ｉ決文は“混合診療を禁止した法文はない。だから禁止するわけにはいかない，，と言っ

ており、“混合診療のあり方の問題は、次元が別の問題，,。

・全面解禁して、医療を市場の自由競争に委ねると自由診療の部分が広がり、保険導入部

分が減少。そのため患者は民間医療保険への加入を迫られ、結果、民間医療保険会社は

利益を上げ、国民負担となる医療費総額は増大する。

・市場原理に委ねる危険｣性があり、絶対に避けるべき。

・医師や病院、国が適切な治療法と判断したことに対し、社会保険料を支払っていて患者

はそれを受ける権利がある。本来は保険でカバーすべきもの。

・全額全部を自由診療にしないといけないということがおかしい。評価医療に取り入れる

ものと、健康保険法から省くべき治療も検討すべき。

・混合診療は国民にとってマイナスであるということを３年前に議論し尽くした。オピニ

オンリーダーである日本病院会が、国民に誤解を与えかねない混合診療全面解禁には反

対である意思を示し、しかるべきところに発言すべき。

山本会長は、記者会見も視野に入れ対応していきたいとまとめた。
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２．死因究明について

医療関連死については医師法21条で届け出ることになっているが、何かあると全て21条を

根拠に届けでなければならない状況があり、医学的判断と再発防止に向けての議論をすべ<

第三者機関の立ち上げが必要とした。そのための委員会が立ち上がり、日病協からも東海大

学の堺先生を選任しており、この度､第二次試案が発表された｡２０年４月に向け法改正をし、

事故調査委員会なるものも立ち上がっており、そこに医療関連死を報告することになってい

る。２１条とは切り離した考え方で整理されている。

そこで、第二次試案の重要ポイントとして、届出範囲等、様々な問題点について、意見を

募った。

・第二次試案で、“不幸にも診療行為に関連した予期しない死亡…，’とある。医師の言う

“反省，，と患者側弁護士のいうそれとでは全く違う。

・事故調査委員の中には患者側の弁護士がいるように、医療側の代表者もいるべき。

・届出の義務化は医療の萎縮に繋がる。

・病院管理者の立場から、＋分に説明をしても患者側が理解してもらえないのが困るの

で、第三者機関が究明することは患者にも理解が得られるので重要なこと。

・平成13年４月に四病協・医療安全対策委員会が異状死の取扱いについて中間答申案を作

成し、病院団体の意見として採用されているが、見直しの必要性がある。

・事故調査委員会が国に設置されるが、それがいいのか。

・届出の範囲としての記述が暖昧である。

・医療機関の誰が届け出る義務なのかが不明確。

・法医学会のガイドラインが医師法21条を拡大解釈し、全ての医療関連死を警察に届け

ようと示したもの。

．この問題を最初に取り上げた学術会議の報告書でも、調査委員会に相当するものは第三

者機関。それぞれの専門領域の有識者が集まる委員会で良い。

・中立性、継続'性を持たせる意味で医療事故調査委員会を国に置くことは必要だが、国が

個々の問題に関わるとは思えない。実際には都道府県の行政や医師会、病院協会が関わ

るのではないか。

山本会長はこれらの意見を受け、日病協として「診療行為に関連した死亡の死因究明等の

あり方に関する要望」をまとめたことを説明した。この制度が発足した場合は日病協として

専門家の派遣等を協力する旨、要望していると説明。

３．診療報酬改定について

財政調整は平行線の状態であり、支払い側は医療費財源を薬価から半分、保険組合の財政

調整で残りの半分を捻出する案に反対を示している。一方で日医は5.7％の引き上げ、病院団

体は前回の改定前まで戻すという主張。診療報酬改定はある事項を強弁すると、予想外のと

ころで削られる構造があると指摘。また病院の半数近くが赤字で自治体病院は90％以上が赤

字の状態は総枠を広げる以外に策はないとして、意見を募った。

.フランス政府の医師不足の対策として年間3800人の医学部生を7500人に増員する計画を

５年間続けると決定。医療が国にとって大事と言うことを表している。

・地域・へき地でも働きたい医師は多く、産科や小児科をやりたい医師も多い。ただ、地
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域の病院の実態は彼らの思いを成し遂げることができない環境であり、給与面も含め、

医療職種を大勢雇用できる環境整備が必要。

・医師の診療行為以外の雑務が多く、医療秘書や診療情報管理士で環境改善する。

・イギリスのサッチャー政権下は乱暴な医療費カットで医者のモラル低下を招き、ブレア

政権下は国民医療費が５年間で１．６倍程度になった

・日本は若い医師は必死になって頑張っている。

・日病協での活動として、入院料と手術料のアップを最重点項目に絞り込んだ。

・医療経済・税制委員会が取りまとめた手術材料の調査結果では手術を行えば行うほど病

院に損が発生する結果。一生懸命行えば、赤字が増える構造では病院育たない。

以上の意見に対し、社会保障審議会・医療部会の状況は、財務省が診療報酬をマイナス改

定にしようという案であり、人件費や物価が4.4％下降しているのに診療報酬の実態は0.8％

しか下がっていないという。1999年と昨年とでは100床当たりの職員数は10.9％増えており、

状況に貝'1って医療費が増えるべきと、医療部会で訴えるとした。

〔報告事項〕

１．各委員会等の開催報告について

（１）雑誌編集委員会（10月３０日（火））

①日病雑誌１１月号及び'２月号の企画・編集について

②新春座談会について

③平成20年度の「巻頭言」「支部だより」の執筆者を検討。

（２）平成19年度「感染制御講習会（第２クール)」開催報告（11月３日（士）～４日（日））

昭和大学（上條講堂）で開催し、516名（会員452名、非会員64名）の参加報告。

（３）ＩＴシステム委員会（11月６日（火））

①レセプト電算状況調べの調査報告について

②ＩＴシステム委員会の在り方について

（４）第８回日本人間ドック施設認定小委員会･人間ドック健診施設機能評価委員会合同委員

会（11月８日（木））

①人間ドック健診施設機能評価について：８施設の指定認定を承認。

②認定更新（案）について、手順、手続き、費用、更新後の認定有効期間を検討

③日医主催の特定健診・特定保健指導の協議会準備会について

④健保連との指定契約について：機能評価認定施設承認された２施設を指定契約。

（５）医療経済・税制委員会（11月８日（木））

①手術時の医療材料に関する調査について

②平成20年度予算・税制改正に関する要望について

③「疾病又は事業ごとの医療体制」及び医療法人制度改革のその後」に対応する研修会の

実施について：１１月１６日（金）に東京・日本青年館で実施。

④来年度の委員会活動について：病院経営分析調査、税制改正要望の継続実施。手術時の

医療材料に関する調査は２年毎に調査実施とした。

（６）日本診療録管理学会・国際疾病分類委員会（11月１３日（火））
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①社会保障審議会統計分科会・疾病、傷害及び死因分類専門委員会について：ICD-llへの

改訂に向け、本学会から意見提出した件について厚労省から回答。

②平成19年度厚生労働科学研究（山本班）作業について：コーディングの実態把握のデー

タ提供を実施し、132施設から回答。２月中に分析、報告を取りまとめ

③各担当作業について：新体制により、各担当（主・副）委員を選任。

④国際疾病分類委員会への協力者について：診療情報管理士の取得された医師から協力体

制を得ることとし、１９年度11月の認定者から実施する。

（７）医療制度委員会（１１月１４日（水））

①中医協および社会保障審議会等の諸会議の開催報告。

②委員からの提案・報告について：広報戦略についての意見交換を実施。

③混合診療について：１１月７日の混合診療に関する東京地裁の判決について検討。

（８）地域医療委員会（11月１４日（水））

①地域医療、医療経済・税制両委員会で企画した「疾病又は治療ごとの医療体制」「医療法

人制度改革のその後」の説明会の開催概要説明。

②当面の諸問題について：継続課題である医師不足、看護不足等に関して意見交換。

（９）「疾病又は治療ごとの医療体制」「医療法人制度改革のその後」に関する説明会の開催

報告（１１月１６日（金））日本青年館で開かれ148施設193名の参加。

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療保険・診療報酬委員会（１１月２日（金））

１０月１１日に実施した「医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書」について

報告。医学部定員増員や地域一般病棟制度の倉Ｉ設について提案したことについて、医政局・

三川総務課長、保険局・原医療課長から回答があった旨の報告。

②医業経営・税制委員会（11月７日（水））

新たな医療法人への移行時の税制について、その対応策を検討。

３．日病協諸会議の開催報告について

平成20年度診療報酬改定に向けた緊急打合せ会（１１月６日（火））

日医が5.7％のプラス改定を要望したことを受け、日病協での対応を検討。検討の結果、前

回改定のマイナス分3.16％の引き上げを要望することした。日病協会員病院の約43％が赤字

であること、医師を募集しても１人も採用できなかった病院が26％もあるという危機的状況

にある。

４．中医協の開催報告について

今後のスケジュール

・１０月３１日（水）診療報酬|基本問題小委員会、総会

・１１月２日（金）診療報酬基本問題小委員会

７日（水）診療報酬基本問題小委員会、診療報酬改定結果検証部会

９日（金）診療報酬基本問題小委員会

・１２日（月）診療報酬調査専門組織・ＤＰＣ評価分科会

・１４日（水）診療報酬基本問題小委員会、総会

・１６日（金）診療報酬|基本問題小委員会
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５．社会保障審議会医療部会の開催報告について（１０月３１日（水））

平成20年度の診療報酬改定に向けた検討がざ、全体の構成として論点は、

①改定の基本方針は、平成18年度改定時の「基本的な医療政策の方向性」を踏まえつつ、

継続性を重視する観点から、前回の視点を基礎として整理。

②地域医療の確保・充実のため、産科・小児科を始めとする病院勤務医の現状を踏まえ、

病院勤務医の負担軽減を図ることに特に重点を置く。

６．自民党・医療紛争処理のあり方検討会の開催報告について（11月１日（木））

山本会長が日病協副議長の立場で｢診療行為に係る死因究明制度｣のヒアリングに出席し、

診療行為に関連した死亡の死因究明等のあり方に関して｢新設される医療事故調査委員会(仮

称)」は、その中立性、継続I性および信頼↓性確保の点から国の組織として整備すること」とし

た要望を実施。

７．公明党「平成20年度税制改正等の要望についての要請懇談会」開催報告について（11月１２

日（月））医療崩壊の危機にある地域医療提供体制への問題を取り上げ、医師数を人口１０

万人当たりＧ６の平均値290人まで増加させること､救急医療を実施している民間病院に対し

ても補助金をだしてもらうことを要望実施。

８．第９回産科医療補償制度運営組織準備委員会の開催報告について（11月１４日（水））

求償に係る論点として、本制度における病院等の「補償責任」と民法上の損害賠償責任の

現状を挙げ、損害賠償金との調整、原因分析との関係を検討。

９．２００７年WHO-FICネットワーク会議の開催報告について（10月２８日（日）～１１月３日（士)）

イタリア・トリエステで開催され、４０ケ国159名の参加があった。本会の支援協力によりス

タートした改定運営会議では、ICD-ll改定に向けWHO-FICメンバーとの意見交換を実施。次

回開催は、2008年１０月２６日～１１月２日にインド・ニューデリー。

10．IHF、ＡＨＦ諸会議の開催報告について（１１月５日（月）～11月８日（木）韓国）

ＡＨＦの山本会長から、次期会長のキム先生（韓国）へ引継ぎ。次回理事会は、2008年11月

に韓国・ソウルで開催。ＩＨＦ理事会は、参加者2,100名（海外から500名)。理事の選出につい

て、立候補者８名（定員５名）に対し選挙を実施した結果、山本会長は理事に就任。国際委

員会の委員長は、秋山委員長から堺副会長に交代。

11．平成19年秋の叙勲、褒章の受章について

平成19年秋の叙勲、褒章に本会役員である西村昭男（叙勲)、青木洋二（褒章）両理事が栄

誉に浴された旨の報告。

１２．代議員の退任について

鹿児島県の代議員である馬場泰忠（済生会川内病院院長）先生が５月３１日で退任された

旨の報告。

第９回常任理事会

平成19年１２月１５日（士）ロイヤルパークホテル２階「有明」の間出席者47名

９月29日に入会された医療法人小林病院小林良樹院長（埼玉県）を紹介し、施設紹介

をいただいた。また、厚生労働省から「新たな医療計画制度」を構築するための意見を伺いたい

との依頼があり、厚生労働省・医政局佐藤敏信指導課長が来られ説明を受けた。平成20年４
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月から実施される医療計画策定に際し､県単位での傾向を把握したいとし本日出席の役

の病院の現状のアンケート調査を実施。

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の入会１件、正会員の退会６件、賛助会員の退会４件について協議した読

会を承認。

平成19年１２月１５日現在、正会員2,683会員、賛助会員479会員（Ａ会員：１０１会員、

335会員、Ｄ会員：４３会員)、特別会員３会員

２．関係省庁および各団体からの依頼等について

下記依頼事項の説明後、協議の結果、依頼を承認。

（継続：後援依頼）

①第１１回国際福祉健康産業展（名古屋国際見本市委員会）

②生活習'慣病予防週間（厚生労働省）

（新規：協力依頼）

①分娩を取り扱う助産所の嘱託医師および嘱託する病院または診療所の確保

（厚生労働省）ホームページを活用して会員への周知。

（新規：委員推薦）

①院内検体検査業務に係る検討会（医療関連サービス振興会）の委員

武田隆久常任理事を推薦。

３．人間ドック健診施設機能評価認定施設の指定について

５施設の認定を承認１２月１５日現在184施設を認定

４．診療情報管理士認定試験等に関する指定申請について

し本日出席の役員に､個々

賛助会員の退会４件について協議した結果、入退

Ｂ会員

5施設の指定を承認。

〔報告事項〕

各委員会等の開催報告について

(1)中小病院委員会（11月２２日（木））

①情報交換会について：平成20年２月９日（士）岡山市で開催。

②第58回日本病院学会時のシンポジウム：テーマは「中小病院は地域医療を守る」

(2)雑誌編集委員会（１１月２２日（木））

①雑誌１２号及び１月号の企画・編集について。

②投稿について：「勤務医の診療外業務軽減への取組み」の投稿を１２月号に掲載。

③英文広報誌の作成について：作成に向けた現状報告を了承。

(3)日本人間ドック学会理事会（11月２６日（月））

①第48回日本人間ドック学会の開催報告：招待演題２題、教育講演８題、一般公｜

題、一般演題229題で計319題を集め参加者3,748人で開催。

②評議員及び役員選出委員会の設置等：評議員及び役員選出委員会委員選出報告。

③法人創設50周年記念事業準備室の設置について：準備室を日本コンベンション．

１．

｢中小病院は地域医療を守る｣。

一般公開講座２

：人創設50周年記念事業準備室の設置について：準備室を日本コンベンションサービス

(株）内に設置。
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④定款施行細貝|｣の－部変更について：事業に関する細則の一部改正を承認。

⑤人間ドック健診情報管理指導士の養成：2,134名の研修を終了、人間ドックアドバイザー

認定は1,850名等。

(4)第９回人間ドック施設認定小委員会/人間ドック健診施設機能評価委員会合同委員会

（12月７日（金））

①人間ドック健診施設機能評価について：８施設を承認

②健保連等との指定契約について：日病で指定した８施設の指定契約を実施。等。

(5)日本診療録管理学会・支部長会議（１１月30日（金））

支部設置の経緯と承認について：経緯報告、各支部の現状報告を了承。

(6)診療情報管理士教育委員会（12月１日（士)）

①通信教育郵送試験について：１９年度前期郵送試験について

②「診療情報管理士」認定試験について：２０年２月１７日（日）に１５会場一斉に実施。

③大学・専門学校指定について：指定大学・指定専門学校および申請校の変更。

(7)診療情報管理課程通信教育・全国講師会（12月１日（士)）

診療情報管理課程通信教育に関する現状報告等。

(8)診療情報管理課程通信教育・前期スクーリング結果（19年８月１９日～11月２７日分）

８会場、４８日間で延べ15,264人の参加。

(9)）診療情報管理課程通信教育・コーディング勉強会（19年１１月１１日～11月２６日分）

１６教室・358名の参加。

(１０）医療経済・税制委員会（12月６日（木））

①平成20年度予算・税制改正に関する要望について：１１月１２日の公明党での懇談会での要

望実施報告。

②｢疾病又は事業ごとの医療体制」「医療法人制度改革のその後」に関する説明会について：

１１月１６日に東京・日本青年館での開催報告。

③来年度の当委員会の活動テーマについて：病院経営分析調査、手術時の医療材料に関す

る調査等の継続活動を了承等。

(１１）インターネット委員会（12月１０日（月））

①今後の活動方針について：従来の活動を継承し、さらなる情報発信の質を向上。

②第58回日病学会時のシンポジウム開催について：７月３日に「新医療計画施行1医療機能

情報提供制度～それぞれの取組状況～」と題し開催。

③視察調査について：候補施設を選出し、年２～３回を予定。

④日病のロゴマーク策定について

(１２）医療制度委員会（１２月１２日（水））

①厚労省の諸会議開催について

②各委員からの提案事項について：混合診療への対応策を検討。

③長期戦略について：長期展望と併せ現状への打開策への対応を確認。

④病院勤務の職種に関する実態調査について：組織医療の観点から入院基本料等の算定根

拠を模索するため、役員に調査を実施予定。

(13）臨床研修指導医養成講習会（12月７日～９日）
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講習会は、参加者数50名（修了者48名)。

2．四病協諸会議の開催報告について

（１）医療従事者対策委員会（11月２２日（木））

①看護職員に関する調査について：従来からの懸案事項であった看護師不足の現状把握調

査を再検討。

②今後の委員会活動について：委員各位からの意見提出を実施。

（２）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（11月２８日（水））

①厚生労働省医政局から20年度税制改正（社会医療法人に係る非課税措置存続）等の現

状報告を受けた。

②福祉医療機構からの具体的改革案の説明。

（３）総合部会（１１月２８日（水））

①未収金に関するアンケート調査について：厚労省の「医療機関の未収金問題に関する検

討会」の報告。

②産業廃棄物適正処理推進基金への出えんについて：環境省適正処理不法投棄対策室から

の依頼説明。各団体での判断に委ねる。

③医療情報システム開発センター「プライバシー審査委員会」委員の継続：四病協を代表

し日病の宮崎副会長就任。（任期：平成20年１月１日～12月３１日）

④19年12月以降の総合部会の開催について：当番団体は医療法人協会とし、12月

１９日、１月２３日（日医懇談会も開催)、２月２７日、３月２６日（日医懇談会も開催)。

⑤厚労省医政局から「開発許可制度運用指針の改正」について：前回の説明後の改正の変

更、質疑応答の補足説明が実施。

⑥社会医療法人に係る非課税措置等の創設について：理事長の債務保証のあり方勉強会で

の現状報告。

（４）日本医師会・四病院団体協議会懇談会（１１月２８日（水））

①平成20年度診療報酬|改定について：改定に関する現状報告。

②療養病床から転換した介護老人保健施設：現行の基準の問題点等を挙げ意見交換。

③混合診療について：再浮上した混合診療問題へ日医、病院団体の対応等を再確認。

④都市計画法に基づく開発許可制度運用指針の改正について：都市計画法の改正により医

療施設の建築等を含む全医療機関が都道府県知事の許可対象となる等説明。

⑤「がん医療における緩和ケアに関する医師の意識調査」：案文が示され協力要請。

（５）医療安全対策委員会（11月３０日（金））

①委員長の選出について：日病大井副会長が委員長に選任。

②委員会の設置経緯について:平成13年に四病協が取りまとめた中間報告から６年経過し、

見直しの必要性と厚労省の診療行為に関連した死亡の死因究明等の在り方に関する試案

（第二次試案）での問題点を検討。

③今後の委員会運営について：厚労省の第二次試案、自民党の「医療紛争処理のあり方検

討会」も視野に入れて検討し、委員各位の考え方を再確認する。

（６）医業経営・税制委員会（12月５日（水））

新たな医療法人への移行時の移行税制と現時点での対応策および社会医療法人について、
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厚労省、財務省等の現状報告、社会医療法人の法人税を非課税とする運動展開の必要性に

ついて意見提出。

（７）医療保険・診療報酬委員会（１２月７日（金））

①中医協等の開催報告について：11/7～12/7の中医協の開催報告。

②後期高齢者医療制度における主治医制度のあり方について:｢後期高齢者医療制度におけ

る「主治医」について（案)」が提示、委員に対し修正等の申し出を実施。

（８）メディカルスクール検討会（１２月１２日（水））

①講演「アメリカの医学制度についての現状と課題」を中田力（新潟大学脳研究所・統

合脳機能センター長）氏から受けた。

②今後の検討会の進め方：９月目途に文科省、厚労省を説得。毎月第４木曜定期開催。

３．日病協諸会議の開催報告について

（１）診療報酬実務者会議

（11月２１日（水））

①１０月23日に開催した代表者会議の概要報告。

②平成20年度診療報酬改定に向けた緊急打ち合わせ報告。

③入院医療の看護配置基準を検討するＷＧの活動報告。

（12月１２日・第２9回）

①入院基本料の看護配置基準について：「病院の看護師配置に関する要望書（案)」が提出

され検討。

（２）入院医療の看護師配置基準を検討するワーキンググループ（11月２２曰（木））

（３）入院医療の看護師配置基準を検討するワーキンググループ（12月１１日（火））

（４）代表者会議（１１月３０日（金））

①社会保障審議会医療部会の報告

②中医協の報告：中医協委員から診療報酬基本問題小委員会及び総会の開催報告。

③平成20年度診療報酬改定に向けた緊急打合せ会報告について：：現状の診療報酬体系で

は、国民が安心できる病院医療体制を確保することは困難という趣旨で要望。

④自民党・医療紛争処理のあり方検討会の報告：１１月１日のヒアリングに日病協副議長と

して山本会長が日病協で了承された要望書を資料提出。

⑤厚労省・診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討会報告

⑥医療安全全国共同行動“いのちを護るパートナーシップ（日本版100Ｋ),，の概要（案)。

４．中医協の開催報告について

邉見委員長（中医協委員)、齊藤常任理事から、下記報告。

①11月２１日（水）診療報酬基本問題小委員会：ＤＰＣ評価分科会として基本問題小委員

会に意見提出した内容の紹介。

総会：平成20年度診療報酬改定に関する意見の説明。診療側は、過去３年連続マイナス

改定の現状から、病院、診療所、薬局の経営が極めて厳しい現状を述べ、存続するために

診療報酬の大幅な引き上げを要望。

②１１月２８日（水）診療報酬基本問題小委員会：療養病床から転換した介護老人保健施設に

おける医療サービスの給付調整における論点、療養病棟入院基本料等の論点、高齢者医
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療（病歴管理、外来医療)、後期高齢者の初・再診療について検討。総会：平成１９年４月

～８月の医療費の伸び率は3.0％で､制度改正や診療報酬改定との影響のない平成17年度

の伸び率（対前年度対比）と同程度の伸び率である。医薬品価格調査（薬価本調査）の

速報値（平均乖離率は約6.5％)、特定保険医療材料価格調査（材料価格本調査）の速報

値(平均乖離率は約8.9％)の調査結果を基に平成20年度診療報酬改定の整理が示された。

③１１月30日（金）診療報酬基本問題小委員会：急性期医療に係る評価として７対１入院基

本料における医師の評価を検討要件とした。

保険医療材料専門部会：平成20年度保険医療材料制度改革の方向性（案）が提示。

④12月３日（月）診療報酬調査専門組織・医療技術評価分科会：資料提供。

⑤１２月５日（水）診療報酬基本問題小委員会：後発医薬品使用促進のための環境整備の骨

子（案）が提示。薬価専門部会：関係業界からの意見聴取の実施報告。

⑥12月７日（金）診療報酬基本問題小委員会：後期高齢者の診療報酬の在り方等の論点、

短期滞在手術基本料の見直しの現状と診療報酬上の評価について。

⑦12月７日（金）ＤＰＣ評価分科会：平成１９年度ＭＤＣ毎作業班診断群分類の見直し（案）が

提示され、診療報酬改定に向けた診断群分類の見直し検討。

⑧12月１２日（水）診療報酬基本問題小委員会：コンタクトレンズ検査料の施設基準として

の初診・再診の見直しを検討、肝炎患者に係る治療対策、薬局における服薬支援等に関

しする事例紹介。

⑨12月１４日（金）診療報酬基本問題小委員会：入院医療の評価の在り方、在宅医療を支援

する病院の評価会について。総会：後発医薬品使用促進のための環境整備の骨子、改

定に関する支払側、診療側の意見書が提出。

社会保障審議会医療部会の開催報告について（11月２２日（木）、１１月２９日（木））５．社会保|章審議会医療部会の開ｉ崔報告について（11月２２日（木）、１１月２９日（木））

２９日の部会では、平成20年度診療報酬改定の基本方針（案）が提出ざれ検討。

①急性期入院医療における診断群分類別包括評価（DPC）の対象病院の在り方や拡大等。

②我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の評価の在り方につ

いて検討する視点が追加となった旨の説明。

６．日本医療機能評価機構第１回改定部会の開催報告について（11月１９日（月））

現行の総合版評価項目Ver５０に対する関係団体からの意見、要望の検討、改定部会の基本

的な考え方（案）を検討。

７．経済産業省第１回評価系開発サブワーキンググループの開催報告（１１月２１日（水））

当会議の発足経緯は、保健医療情報標準化会議内にサブとして設置。議題は、医療機関の

特』性を考慮し、目的に応じた情報化を評価するための指標（評価系）の開発。

８．第10回産科医療補償制度運営組織準備委員会の開催報告について（１１月２８日（水））

審査、原因分析・再発防止（案）が提出。書類審査及び審査委員会のあり方汀専門家が医

学的な観点で事例を検証・分析する原因分析、委員会の役割、再発防止の委員会の役害||、本

制度においての「求償」のあり方等について検討。

９．日本病院会高知県支部講演会・意見交換会の開催報告について（１１月２７日（火））

高知市に会長・副会長が出向き、講演会、高知県下の会員等との意見交換を実施。152名の

参加があり、質疑応答では高知県下の現状を知り、有意義であった旨の報告６
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１０．社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会（第１回作業部会）（１１月２０日（火））

関係団体のヒアリングが実施ざれ出席｡カードの仕組み､導入のメリット等が示されたが、

意見としては、メリットばかり先行し、デメリットが述べられていない等の意見。2011年の

カード導入に向け、今後具体的な検討に入る旨の報告。

１１．国民医療を守る決起大会の開催報告について（１２月５日（水））

地域医療を守る医療費の確保、医師・看護師等の不足の解消、高齢者のための療養施設の

確保、患者の負担増反対、混合診療絶対反対の５項目を決議として採択。当日は2008年診療

報酬のプラス改定も決議され、200名を超える国会議員が参加。

12．日本医師会医事法関係検討会の開催報告について（１２月７日（金））

唐澤会長から諮問された「医師・患者関係の法的再検討～国による規制と医師の自律を中

心に～」の答申（案）について最終の取りまとめを行った旨の報告。

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について

（１）医療安全全国共同行動“いのちを護るパートナーシップ'’１００Ｋ日本版について

医療の質･安全学会が提案している100Ｋ日本版の概要説明。アメリカが実施した１０万人の

命を救えキャンペーンは、全米約７害|]の病院が賛同し47の州で55の全国ネットワークができ

た。日本では東北大学の上原教授が研究をしており、先般、日本病院団体協議会がキャンペ

ーンに協力することを決めたため、先日の会長・副会長会議で本件を検討した結果、本会と

しても参加することでの意見一致を見た経緯があり、出席者の意見拝聴を実施｡協議の結果、

日本病院会としても積極的に医療安全全国共同行動に取り組んで行くことを承認。

（慨要）

主催：全国共同行動推進会議（案）

準備期間から総括期間予定：準備：2007年１２月～2008年４月、キャンペーン期間：2008年

５月～2009年12月（20ケ月）、実施期間：2008年５月～2010年３月《総括期間：2010年１月～

３月

目的：（１）医療の質・安全向上の取組み成果を可視化

（２）医療の質・安全の向上を目指す取組みの普及

（３）医療に対する患者・市民の信頼の回復

（２）死因究明制度について

自民党・医療紛争処理のあり方検討会で取りまとめた「診療行為に係る死因究明制度等

について（案)」について、役員各位にはアンケートを実施し、それを取りまとめ本会の方

向性の参考としたいと述べ、出席者から意見拝聴。

２．その他

①後期高齢者医療制度における「主治医」について

後期高齢者医療制度の創設に際して外来医療に「主治医制」の導入が検討され、構想で

は診療所の医師に限定だが、四病協の各種アンケートでは、病院外来の医師は主治医機能

を果たしているという結果。協議の結果、四病協としては、「主治医」は、診療所と病院の

外来を同じ取扱いにすることとして要望を検討。
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②S-QUE院内研修１０００,日本病院会会員向けサービスについて

衛星通信を用いて各種研修会を開催することにより、諸経費の負担が軽減出るシステム

があるので、会員サービスの一環として対応を検討。

第１０回常任理事会（第３回理事会を参照）

第１１回常任理事会

平成20年２月２３日（士）社団法人日本病院会５階会議室出席者41名

開会に際し、（財）日本医療機能評価機構の産科医療補償制度運営組織準備委員会が取りまと

めた産科医療補償制度について産科医療補償制度運営組織準備室上田茂室長から説明実

施。

〔承認事項〕

１．会員の入退会について

正会員の入会５件、正会員の退会４件、賛助会員の退会１件について協議した結果、届出

を承認。平成20年２月２３日現在、正会員2,682会員（公的928会員、私的1,754会員）賛助会員

（Ａ会員：101会員、Ｂ会員：336会員、Ｄ会員42会員)、特別Ａ会員３会員

２．各団体からの依頼について

下記依頼事項について説明があり、検討の結果承認。

（継続：後援・協賛依頼）

①平成20年度「看護の日」及び「看護週間」の協賛（厚生労働省）

②第56回日本医療社会事業全国大会ならびに第２8回日本医療社会事業学会に対する後

援（(社）日本医療社会事業協会）

③全国３都市で開催する「ホスピタルショウ2008」に対する特別協力・後援依頼

（社）日本経営協会）

④第１２回日本医業経営コンサルタント学会の後援（社）日本医業経営コンサルタント協会）

⑤CSR/コンブライアンス・ソリューション2008の協賛（(社）日本経営協会）

（継続：委員委嘱）

①（財）日本医薬情報センターの評議員の継続就任依頼

（新規：後援・協賛依頼）

①「健康と医療フォーラム2008」～日本の医療のあり方を探る～の後援（日本経済新聞社）

②危機管理実践フォーラム「病院の危機管理と医療弁護士の役割」の後援（医療と法律研究

協会）

（新規：委員委嘱）

①企画委員の推薦（医療ＩＴ推進協議会）推薦候補者：大井禾|｣夫副会長

②大規模地震対策消防計画審査マニュアル作成委員会委員の推薦

③〃部会員の推薦（財）消防科学センター）

④平成２０年度「大学病院連携型高度医療法人養成推進事業」選定（準備）委員会委員

候補者の推薦（文部科学省高等教育局）

３．人間ドック健診施設機能評価の認定について
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７施設を実査し認定を承認。

４診療情報管理士認定試験等に関する指定申請について

診療情報管理士認定試験受験指定専門学校調査の報告があり、３施設を指定。

５．平成１９年度第３四半期会計報告および監査報告について

第３四半期の一般会計、特別会計の会計報告後、石井監事から監査報告があり、承認。

６．２００９年のＷＨＯ支援事業について

ＷＨＯのＩＣＤの普及、ICD-lOの改正、ICD-llの改訂を図るため、WHO-FICへの協力事業を

前年度同様に行いたい旨の説明。協議の結果、提案を承認。

７．代議員の退任および所属施設の名称変更について

下記について報告があり、内容を承認。

（退任）広島県高杉敬久（医療法人・元スマイル博愛病院）

（病院名変更）奈良県桜井立良

新名称：医療法人・奈良西部病院旧名称：奈良公園中央病院

〔協議事項〕

Ｌ平成20年度診療報酬改定について

要望事項は、日病協を中心に検討を図り対応実施。日病協は、昨年６月に20年診療報酬改

定要望事項を厚生労働省等に要望。同年12月に医療費の総枠決定、内閣府が改定率決定。医

療費配分、主要改定項目の概要について説明。改定内容の検証を図りたい。

2．平成19年度補正予算（案）について

補正予算については、昨年３月２４日の代議員会・総会において「年度途中で新規事業の実

施が確定し、大幅に予算額との相違が生じた場合には、各事業の最終の実施状況、予算の執

行状況を踏まえ、年度末の理事会、代議員会・総会において認定、議決をお願いする」こと

でご了承を得ている。協議の結果、提出された補正予算（案）を承認し、３月２２日（士）の

代議員会、総会において議案提出。

3．平成20年度事業計画（案）および収支予算（案）について〔山本会長、池澤畠'１会長〕

平成20年度の事業計画（案）として、新規事業を中心にし、①地域医療に関する事項とし

て、各都道府県下の医療事情を把握するための調査、研究を実施②社会保障制度および医療

保険制度等の調査研究に関し、診療報酬と医師の業務に伴う「診療報酬」について原点に戻

り１年かけて検討。後期高齢者医療に関する調査研究を新規事業とした。③国際活動の事項

として、ＷＨＯを含め国際的な活動への協力を実施。④広報活動に関し、会員各位へ的確な情

報提供を充実。⑤日病協が発足４年経過により、今後のあり方を検討。⑥予防医学の推進の

事項として､本年４月から実施される特定健診･特定保健指導の円滑な実施に向けての活動。

さらに、死因究明問題、診療報酬の項目の評価についても検討する。

２０年度収支予算（案）は、前年度、前々年度の実績を参考とし、事業活動に支障をきたす

ことのないよう、予算要望を検討精査し予算編成している。各事業が拡大、厳しい予算編成

となり事業安定推進基金特別会計から繰入を予定。予算の修正手続きは、各事業の最終の実

施状況､予算の執行状況を踏まえ平成20年度末の理事会､代議員会および総会において認定、

議決をしたい。協議の結果、提出された事業計画（案)、収支予算（案）を承認し、３月２２
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日（士）の理事会、代議員会、総会に議案提出。

４．死因究明制度について

自民党の「診療行為に係る死因究明制度等について（案）（11/30医療紛争処理のあり方検

討会)」に対し日病協が実施したアンケート調査の概要説明。四病協「医療安全対策委員会」

では、厚労省の死因究明等検討会で検討されている「医療安全調査委員会（仮称)」、「医師怯

第21条に基づく届出」等の取りまとめ作業に入ったと報告。医療事故発生時の届出の現状、

新制度（案)、医療安全調査委員会（仮称）の運営および委員構成、刑事手続き、調査報告書

について意見交換を実施。

〔報告事項〕

1．各委員会等の開催報告について

１）医療安全委員会（第３回.１月２１日）

「医療安全管理者養成講習会」の開催日程を発表。第１クール6/13～6/１４、第２クール

９/１９～9/20、第３クール12/19～12/20．定員を300名東京で開催。

２）日本診療録管理学会定款規約検討委員会（１月２２日）

学会の新事業に対応できる会貝１や施行細則を検討｡平成15年の会員数は3,000人だったが、

１９年は5,000人と成長。社会に開かれた学術団体への発展を目的に、将来のあり方について

専門家を招き勉強会を開く。

３）日本診療録管理学会倫理委員会（２月５日）

「日本診療録管理学会診療録記載指針」について報告。厚労省の「医師及び医療関係職

と事務職員等との間等での役割分担の推進について」は、診療,盾報管理士の業務のあり方

に多大な影響が考えられると予測

４）日本診療録管理学会第32,33回診療情報管理士生涯教育研修会

第32回が広島で249名、３３回が東京で553名を集め開催。

５）日本診療録管理学会国際疾病分類委員会（第４回．２月２１日）

社保審・統計分科会の疾病、傷害及び死因分類専門委員会の説明。外保連のコーディン

グワーキンググループの会議の説明。WHO-FICネットワーク会議にて死因コーダーのトレ

ーナー試験を実施。日本でも同様のパイロットテストを実施する。

６）分類法指導者のための勉強会（２月３日）

各講師に対し、レベルアップと指導方法、解釈の標準化を図る目的で勉強会を実施。

７）専門課程小委員会（第６回．２月２１日）

教科書（第３版）の改訂作業を行う。重複項目の見直し、章の追加等を行う。

８）診療情報管理士認定試験（第１回.２月１７日）

診療情報管理士認定試験について報告。全国１６会場、３２教室。受験生は延べ3,104名。

９）コーディング勉強会

ｌ/18～2/9の報告。３０教室参加者数は720名。平成１９年度累積では172教室、4,323名。

１０）中小病院委員会（第３回・１月２４日）

岡山県病院協会と共催で行った情報交換会の報告。特別講演は厚労省保険局医療課宇

都宮企画官による「地域医療を担う中小病院への期待｣。シンポジウムは「地域医療を担う
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病院の経営戦略｣。６７施設141名の参加。

１１）雑誌編集委員会（第１０回．１月24日、第１１回.２月２１日）

日病雑誌、２，３、４月号の企画編集について報告。第57回日本病院学会の優秀演題、

19年10月の医療の質を考えるセミナーの講演やシンポジウムを掲載予定。

12）病院経営管理者協議会（第２回.１月25日）

２０年度事業計画にについて報告。総会１回、理事会３回、研修会２回を開催、機関誌の

年２回の発行を予定。２０年度は役員改選である旨の説明。

１３）事務管理者研修会

１月25日の研修会について報告。厚生労働省医政局指導課、伊東芳郎指導官の「医療制

度改革の動向」の他、２題の講演。参加者330名。

14）第29,30回病院経営管理通信教育前期試験・後期スクーリング

１月１４日～１８日、１月２１日～２５日に第29回生（２年次生）前期試験３科目40名、スクー

リング11科目478名。第30回生（１年次生）前期試験３科目47名、スクーリング１１科目５５１

名の参加報告。

15）第５８回日本病院学会ワークシヨツプ打合会（２月２１日）

７月４日開催のワークショップの企画について報告。テーマは「DPC時代に適応する病

院経営手法の提案」を予定。

１６）ＩＴシステム委員会（第３回.１月２９日）

ＩＴシステム関連ショールーム見学会の報告。ＮＴＴコムウェア（株)、ＮＴＴ東日本（株）を

見学。看護ペンや地域医療関連システム、遠隔病理診断支援システムなどが説明。

17）国際委員会（２月４日）

今後の活動方針として、ＡＨＦ・ＩＨＦ関係諸国とさらなる連携、協力体制を図る旨の報告。

新規委員として近藤達也先生(国立国際医療センター院長)、原義人(青梅市立総合病院長）

を承認。

18）救急医療委員会（第４回．２月８日）

昨年１０月に行った救急医療アンケート調査について報告。「概要」「救急体制」「スタッフ

体制」「救急医療の実績」「救急医療の問題点」に分けて取りまとめる。第58回日本病院学

会でのシンポジウムについては、委員会委員５人をシンポジストと、救急医療をテーマに

報告する旨説明。

19）病院幹部医養成委員会（第５回.２月１３日）

６月２０，２１日の第１回セミナー（札幌)、１０月３１日の第２回セミナー（横浜）について説

明。第２回会場は済生会横浜市東部病院。テーマは「地域中核病院における医療崩壊の現

状と対策」「DPCデータの活用とデータマネジメント」等。

20）医療制度委員会（第９回．２月１３日）

医療機関に於ける関係職種間の役割分担実態調査について報告。調査対象は日病役員。

医療費増加を正当化するためには、経済学による理論の裏付けが必要と指摘。

21）診療報酬小委員会（第１回.２月１３日）

３月上旬に診療報酬点数の告示、通知が発出されることに先駆け、２月末までに新旧点

数の置き換え作業を実施。改定の影響度を試算、影響が大きい項目については該当する通
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知文の書き換えを厚労省に求める資料とする。

２２）人間ドック施設認定/機能評価合同委員会（第11回．２月１４日）

１月２１日に開催された日医主催の特定健診の打合会で、日医総研より特定健診等実施機

関の第三者評価機関設置に向けての枠組みが示されたと説明。

２３）医療経済・税制委員会（第９回.２月１４日）

２１年度税制改正要望について報告。重点要望項目は医療機関の消費税損税の解消とし、

その他、国税４項目、地方税３項目などを要望する。また、２０年度の委員会活動として、

１．手術時の医療材料の調査、２．病院経営分調査、３．税制改正要望、４．予算要望、

５．社会保障カードの検討、６．消費税改革の実現、７．医療制度委員会と共同で、将来

の政策提言等、７項目を掲げた。

２４）平成１９年度「感染制御講習会」第３クール

２月１６，１７日の講習会の開催報告。参加者は503名。

２５）平成19年病院運営実態分析調査の概要について

本会と全国公私病院連盟で毎年６月を対象に共同調査を実施。６月中の１病院当たり外

来患者数の推移、１００床当たりの総収益/医業収益/入院収入/外来収入の年次推移等につい

て報告。

２．四病協諸会議の開催報告について

１）総合部会（第１０回．１月２３日）

「後期高齢者医療制度における「総合的に診る医師」について（要望)」を１月１１日に、

厚労省水田邦雄保健局長宛に提出した旨の報告。厚生労働省医政局より二川総務課長、佐

原医療安全推進室長を招き、死因究明制度の説明を受けた旨の報告。

２）メディカルスクール検討会（第２回．１月２４日）

中田力・新潟大学統合脳機能研究センター長から、アメリカにおける医学教育の現状に

ついて講話を受けた旨の報告。次回は松谷前医政局長を招き、医科大学設立の具体的な方

策について説明を受ける予定。

３）医療保険・診療報酬委員会（第10回.２月１日）

四病協として「後期高齢者医療制度における「総合的に診る医師」について（要望)」を

１月１１日に、厚労省水田邦雄保健局長宛に提出の報告。対応した原徳壽保険局医療課長か

ら、後期高齢者のフリーアクセスを制限するものではないとの回答。

４）医業経営・税制委員会（第８回.２月６日）

中小企業の事業承継税制について検討の報告。今後も制度の理解を深めながら検討。２０

年度税制改正要望の結果として、社会医療法人の非課税措置等、要望の数項目で実現。

５）医療安全対策委員会（第２回．２月８日）

厚生労働省医政局、佐原医療安全推進室長を招き、死因究明制度の説明を受け、意見交

換を図った旨の報告。これら意見を踏まえ、四病協の見解の報告書をとりまとめる。

６）医療従事者対策委員会（第２回．２月２２日）

２０年度看護職員確保対策予算ついて検討。厚労省医政局、古川浩二看護課長補佐を招き

意見交換した報告。今後の検討課題は勤務医の過労死止対策、医師確保策。

３．日病協諸会議の開催報告について
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１）実務者会議（第30回.１月１６日）

後期高齢者医療制度における外来医療について検討。病院団体の調査では多くの外来患

者が病院外来の医師を主治医、かかりつけ医と認識している現状を説明。後期高齢者医療

制度における「総合的に診る医師」は病院外来医師も同様の取り扱いにすべき。

ＤＰＣの調整係数のあり方や医療制度のあり方を議論したうえで、患者本位の医療が提供

される診療報酬体系を構築する必要性を今後の検討課題とした。

２）代表者会議（第41回．１月２５日）

診療行為に係る死因究明制度等について、岡本浩二・厚労省大臣官房参事官を招き説明

を受けた旨の報告。制度に対する疑問点はあるものの、日病協としては制度に大方賛成。

３）第４２回代表者、第３１回実務者合同会議（２月２２日）

死因究明制度と医療安全全国共同行動（日本版100Ｋキャンペーン）について報告。日病

協代表として「診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討会」に出

席している堺秀人先生は､医師免許を持つ者として全員一緒｡"医療事故をどう取り扱うか、

新しい制度をどう作るかという点に関しては大同団結した，，となれば社会に対し大きな説

得力を持つと説明。日本版１００Ｋキャンペーンについて、医療の質・安全学会副理事長の上

原鳴夫先生よりキャンペーンの概要説明があり、キャンペーンの呼びかけ団体となること

等について日病協に依頼。

４．中医協の開催報告について

１月１６日（診療報酬基本問題小委員会）から２月１３日（総会）までの各種会議の関係

資料を配布。協議事項では「診療報酬改定」を検討。

５．第１２回産科医療補償制度運営組織準備委員会について

日本医療機能評価機構､産科医療補償制度運営組織準備室の上田茂室長より制度の説明。

６．第５回医療情報の提供のあり方等に関する検討会の開催報告について

２月６日（水）の開催報告として、平成１９年１２月に規制改革会議から規制改革推進のため

の答申が出た。最も自分に適した医療機関を選択することは患者の権禾Uであり、そのために

医療機関の情報公開が必須となる。平成19年４月から各医療機関は都道府県に56項目にわた

る情報提供を||直吹実施し､平成20年度からは各都道府県が診療機能情報提供制度を実施する。

その準備状況についての現状報告。

７．評価系開発ワーキンググループについて

東京大学大学院准教授の山本隆一先生らを中心にとりまとめた「医療情報システムの導入

に関する評価系の開発」はＩＴ導入の目的、事務作業の効率化、医療従事者問の情報提供や共

有など多岐にわたっていると説明。厚労省医政局の医療機器・情報室の保健医療情報標準会

議・ワーキンググループとの連携を保ちながら３月上旬目途に取りまとめる。

第１２回常任理事会（第４回理事会を参照）
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第４委員会

Ａ五部

●

医療制度委員会

１．開催回数１２回

①医療制度委員会１０回

②日本病院学会シンポジウム打合せ会１回

③いわゆる「混合診療」に関する検討会１回

２．出席者数延べ151名

３．協議事項

１）委員会の運営について

①委員の交代について（平成20年３月１日付）

三宅洋二委員→今岡真義委員

※三宅委員が委員退任のため

２）当面の諸問題について

①DPC（対象病院の拡大等）について

②麻酔管理料について

③四病協「平成20年度診療報酬改定要望書（第１報)」（案）について

④看護師不足に関する緊急是正要望書（案）について

⑤終末期医療について

⑥医療事故紛争とＡＤＲのあり方について

⑦「医療過誤」と「医療事故」について

⑧「病院機能による病院の整理と医療システム」について

⑨ふたたび吉川洋氏の理論について

１

⑩「医療費抑制策を反転させるために」および「キャッチフレーズ」について

⑪公的医療政策の方向と関連する事柄について

⑫地方の医師不足とユニバーサルサービスほかについて

⑬米国における診療所のコンピニ化について

⑭広報戦略に関して

⑮日病の長期戦略について

⑯健康保険受給権確認請求事件の半Ｉ決について（いわゆる「混合診療」につい⑯健康保険受給権確認請求事件の判決について（いわゆる「混合診療」について）

⑰医療機関に於ける関係職種間の役割分担実態調査について

３）講演および意見交換について

①後発医薬品に関して

山本信夫・日本薬剤師会副会長

４）厚生労働省、日本医師会、四病院団体協議会等の関連委員会について

(厚生労働省）

①「中医協」開催報告

②「社会保障審議会・医療部会」開催報告

③「医道審議会医師分科会医師臨床研修部会」開催報告

－８９－



（日本医療機能評価機構）

①「産科医療補償制度運営組織準備委員会」開催報告

５）その他

①第57回日本病院学会シンポジウム（｢防ごう１１病院医療の崩壊｣）について

②平成20年度診療報酬改定説明会開催報告

４．総評

○第57回日本病院学会（平成19年６月１４，１５日・茨城県つくば市開催）において、医療制度委員

会企画・運営のシンポジウム『防ごう１１病院医療の崩壊」を開催。健康保険組合連合会対

馬忠明専務理事（中医協委員)、慶応大学商学部権丈善一教授、日本経済新聞渡辺俊介

論説委員、日本病院会石井暎禧医療制度副委員長（中医協委員）をシンポジストに迎え、

それぞれの立場からのご意見をいただき、山本修三日本病院会会長、藤原秀臣第57回日本

病院学会学会長を含めた、会場を埋めた聴講者との意見交換も実施した（６月１５日：つくば国

際会議場中ホール聴講者約200名)。

○山本信夫・日本薬斉Ｉ師会昌'１会長（日本医薬品情報学会監事・中医協委員）を招き、「薬剤師の視

点から見た後発医薬品』というテーマでご講演いただき、意見交換を行った。山本曰薬副会

長は、「後発医薬品に関してはさまざまな議論があり、問題点がとりあげられている。しかしな

がら品質は担保されているので、積極的に使ってほしいとは言わないまでもあまり冷たい目で

見ることなく、患者の状態に合わせて必要な医薬品を使っていただきたい」と述べた。

なお、この後、平成20年度診療報酬改定においては、後発医薬品の使用促進のため、処方せん

様式が変更され、後発医薬品への変更に差し支えがある場合に、処方医が署名等をすることと

なった。

○本委員会アドバイザーより、マスコミや、医療界以外に向けての情報発信やその対応が課題で

あることを常々言われ、委員会において各議題を検討する際には、その点も踏まえて協議して

きた。各委員が多方面でそれを広め続けた結果が、今般の平成20年度診療報酬改定での「産科

や小児科をはじめとする病院勤務医の負担の軽減｣に少なからずつながったのではなかろうか。

本委員会に寄せられる期待は大きいので、引き続き、活発な議論が望まれるところである。

１－１診療報酬小委員会

１．開催回数２回

２．出席者数延べ29名

３．協議事項

ｌ）当面の諸問題について

①中医協について

②診療報酬改定説明会について

③点数置き換えについて

④１００問100答集について

－９０－



⑤平成20年度診療報酬改定内容についての疑義

４．総評

○診療報酬改定説明会（3/１０・東京会場、３/１３・神戸会場）において、参加者から提出された質

問事項の整理を行い、講師への質疑応答に対応。説明会終了後、１００問100答集をまとめ、日病

ニュースを通して周知を図る予定。

○医療制度委員長からの依頼により、新点数での置き換え作業を実施。不確定な要素が多く、粗

い試算となったが、医療制度委員長へ報告した。

２医療経済。税制委員会

１．開催回数１０回

２出席者数延べ81人

３．協議項目

（１）手術時の医療材料に関する調査について

（２）平成17年度病院経営分析調査について

（３）平成18年度病院経営分析調査について

（４）平成20年度税制改正に関する要望について

（５）平成20年度予算・税制改正に関する要望について

（６）平成21年度税制改正に関する要望について

（７）「疾病又は事業ごとの医療体制」および「医療法人制度改革のその後」に対応する研修

会の実施について

（８）来年度の活動テーマについて

（９）山本会長からの平成20年度事業重点項目の説明について

（10）その他

４．総評

○手術時の医療材料に関する調査について

前年度に実施した当該調査の報告書がまとまった。調査対象234病院に調査表を発送し、９８

病院から回答を得た。有効回答数は86件（有効回答率36.8％)。

○税制改正に関する要望について

平成20年度要望は、重点要望項目（国税）が１項目、引き続き、医療機関の消費税損税の解

消を訴えた。要望項目は国税４，地方税３項目とした。社会医療法人にかかる法人税の非課税

が実現された。

○平成17年度病院経営分析調査について

前年度に実施した当該調査の報告書がまとまった｡調査対象2,545病院に調査表を発送し､554

病院から回答を得た（回収率218％)。定点観測病院についてみると、９８病院に調査依頼したの

に対し、７８病院より回答を得た（回収率79.6％)。

○平成18年度病院経営分析調査について

調査の具体的作業主体として、病院経営分析調査小委員会を設置し、新規調査項目として｢診

療科の日当点（入院と外来)」を追加した。2,538病院に調査表を発送し、609病院から回答を得
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た。現在集計作業中であり、来年度に調査報告書をまとめる。

○「疾病又は事業ごとの医療体制」および「医療法人制度改革のその後」に対応する研修会に

ついて

昨年１１月１６日に東京・日本青年館にて開催。関口委員長が座長を務め、講師に厚労省医政局

指導課・伊東芳郎医療計画推進指導官、金森勝徳医療法人指導官を招いた。

－９２－



病院経営分析報 告書

(平成１７年度の決算分析）

概要版

平成１９年９月

社団法人曰

医療経済．

本病院

税制委員

会

会貝
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病院経営分析報告書（平成１７年度決算分析）

－概要版一

社団法人曰本病院会

医療経済｡税制委員会

はじめに

遅くなりましたが、平成１７年度の病院経営分析報告書をまとめました。調査施設数は、公的病院９

１８、私的病院１，６２７にお願いして、公的病院３４３（37.4％)、私的病院２１１（13.0％)から回

答をいただきました。有効回答は５５４病院で、前回に比して１１病院とわずかながら増加しており

ます。このうち一般病院は４０３、ケアミックス病院１１８、療養病院１４、精神病院１９でした。

徳島県を除く都道府県で医療を続けている病院の報告です。

今回から一般病院での支払方式による、ＤＰＣ病院と出来高病院との比較も行っております。

経営状況をみますと、先ず損益状況ですが、一般病院で黒字なのは、公的で34.9％、私的で55.0％

です。ケアミックス病院の黒字は公的で41.5％，私的で68.3％でした。療養病院と精神病院は母数が

少ないので省きます。一般病院での支払方式でみますとＤＰＣ病院の黒字病院比率は、公的で57.7％、

私的で56.3％でした。出来高病院の比率は公的で28.8％、私的で54.1％で、公的病院のＤＰＣ病院の

黒字比率が出来高病院の黒字比率の約２倍を示しております。私的病院での差はみられません。支払

方式でみますと公的のＤＰＣ病院の方が出来高病院より経営効率で有利となっております。

さらに医薬分業実施病院は､一般公的で34.7％が黒字で､私的では52.0％が黒字となっております。

非実施病院では一般公的で44.4％が黒字で､私的では70.0％が黒字となっており,この回答病院群では

非実施の方が経営上有利な結果が出ております。

平均病床利用率は、公私病院ともに８４％近辺で差はみられません。病床規模別では、公私病院とも

２００床以下では８０％と低く，５００床以上では８８％を超えております。平均在院日数をみますと、

公的１７．９日私的18.0日と差はみられません。一日平均単価でみますと、入院単価の公的病院では３

８，２９４円、私的病院で３８，７１３円です。外来単価の公的病院では１０，９４１円、私的病院

では１０，６８８円で入院・外来とも公私で差はみられません。

一般病院の支払い方式による比較をみますと、ＤＰＣ病院と出来高病院との在院日数は、１５．２日対

18.7日、一日平均単価は入院で、４４，７７０円対３６，６８０円、外来では１１，４９６円対９，

９６１円で、いずれもＤＰＣ病院の方が出来高病院より経営上効率よい結果となっております。

最後に、今回ご回答を寄せていただきました会員病院には改めて感謝申し上げます。また、今回の

分析に際しては、医療経済・税制委員会作業委員会の方々、並びに日本病院会事務局の方々に一方な

らぬご苦労をおかけしましたことをご報告いたします。

社団法人日本病院会

医療経済・税制委員会

委員長関口令安
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【損益状況】

1.損益状況からみた基礎数値

１，一般病院

２、ケアミックス病院

赤字

３、精神病院

赤字黒字

４、療養病院

赤字

－９５－

区分 全体
公的

全体 黒字 赤字

私的

全体 黒字 赤字

集計施設数（病院）

病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

389

378.1

320.7

788.2

９
０
４
７

６
．
．
。

２
７
３
８

１
５
９

４
３
８

9４

422.2

366.5

931.1

1７５

414.3

346.4

881.4

1２０

291.3

247.6

540.1

6６

296.3

262.2

614.1

5４

285.1

229.7

450.9

区分 全体
公的

全体 黒字 赤字

私的

全体 黒字 赤字

集計施設数（病院）

病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

６
２
０
５

１
．
．
。

１
０
９
７

６
０
８

２
２
４

5３

329.0

267.8

684.2

2２

365.5

309.0

715.2

１３
１
６
１

●
●
●

３
８
２

０
３
６

３
２
６

３６
３
１
８

●
●
●

２
６
０

０
５
１

２
１
３

３４
１
６
５

●
●
●

７
７
６

８
４
７

１
１
２

2０

235.1

172.6

377.6

区分 全体
公的

全体 黒字 赤字

私的

全体 黒字 赤字

集計施設数（病院）

病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

９１
９
１
０

●
●
の

４
０
６

６
１
７

３
３
１

1２

425.8

331.8

224.3

３
７
４
６

●
●
●

７
６
１

９
２
２

６
５
２

９

335.1

267.0

225.2

７
７
７
６

●
●
●

０
６
６
６

２
２

９７

５
０
３
４

●
●
●

１
１

４
５

２
２

５６

２
０
５
１

●
●
●

０１３

７
８

９
０

２
１

区分 全体
公的

全体 黒字 赤字

私的

全体 黒字 赤字

集計施設数（病院）

病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

３１
２
０
０

●
●
●

３
１
５

６
８
４

１

１
０
２
６

●
●
●

５
１
４

４
４
１

０
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１
０
２
６

●
●
●

５
１
４

４
４
１

２１
０
６
７

●
●
●

３
４
７

７
８
４

１

８
６
６
８

●
●
●

４
８
２

８
８
４

１

４
８
５
３

●
●
●

９４１

７
６

７
５



2．公的・私的病院別にみた黒字病院の比率

施設数施没数

５５０２６９

６８３４１．５

７１．４２５．０

６６７

－９６－

区分

公的

施設数

黒字の病院

施設数 比率

私的

施設数

黒字の病院

施設数 比率

般病院総数 269 9４ 34.9 1２０ 6６ 55.0

病
床
規
模

2０

1００

へ‐

宍、－

99床

199床

200～２９９床

300～３９９床

400～４９９床

500床～

０
０
７
０
８
３

１
３
３
５
４
９

２
８
７
６
８
２

１
１
１
３

０
７
９
０
５
４

●
●

●
●

●
●

０
６
５
２
７
４

２
２
４
３
３
３

３
９
８
３
２
５

２
２
１
２
１
１

３
６
１
１

９
２１
７
９

５
２
０
２
３
０

●
●

●
●

●
●

６
５
０
２
８
０

５
５
５
５
５
６

都
道
府
県
プ
ロ
ツ
ク

道
北
東
都
陸
海
幾
国
国
縄

北
沖

海
一
尺
・越

州

北
東
関
東
信
東
近
中
四
九

５
１
０
６
５
３
１
２

１
３
５
１
３
４
３
１

９
７２

３
２
８
１
１

４
６

５
０
１
１

６
４

６１

０
７
０
０
１
９
３
０
４
３

●
●

●
●

●
●

●
●

●
●

０
８
６
５
７
４
２
０
４
９

２
３
３
２
１
３
３
５
４
５

３
７

１
４

２
１

７
２
９
１
２

９
３

５１

２
２

４１
６
３
７

４１
５
２

１１

７
６
７
９
９
３
３
６
７
３

●
●

●
●

●
●

●
●

●
●

６
８
６
２
２
８
８
５
６
３

６
２
６
４
４
５
４
５
６
７

ケアミックス病院総数 5３ 2２ 4１．５ 6３ 4３ 68.3

精神病院総数 1２ ３ 25.0 ７ ５ ７１．４

療養病院総数 １ 0 0.0 1２ ８ 66.7



【経営分析集計】

１－１、病院の種類別 般病院《総括表》

公的・私的病院 私的病院

E~｢~薑~三丁~;F~季

公的病院
分区

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率Ｍ）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）
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減価償却費率（％）
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総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）
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従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ〈％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）
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１－Ⅱ、病院の種類別ケアミックス病院《総括表》

公的・程的病院 公的病院 私的病院
分区

赤字

【基礎】

施設数

許可病床数

実働病床数

許可病床数（一般病床）

実働病床数（一般病床）

許可病床数（療養病床医療保険）

実働病床数（療養病床医療保険）

許可病床数（療養病床介護保険）

実働病床数（療養病床介護保険）

１日平均入院患者数

１日平均外来患者数

従業員数

医師数

看護師数

医師平均年齢

看護師平均年齢

【機能性】

病床利用率（一般病床）

病床利用率（療養病床医療保険）

病床利用率（療養病床介護保険）

外来／入院比

平均在院日数（一般病床）

平均在院日数（療養病床医療保険）

平均在院日数（療養病床介護保険）

患者100人当たり従業員数

患者100人当たり医師数

患者100人当たり看護師数

患者１人１日当たり入院収益

患者１人１日当たり外来収益

【収益性】

医業収益対医業利益率

人件費率（役員報酬を含む）

材料費率

経費率

委託安率

減価償却費率

経常収益対支払利息率

総収益対総利益率（当期純利益率）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与受

医師１人当たり年間給与受

看護師１人当たり年間給与費

従業員１人当たり年間医業収益

医師１人当たり年間医業収益

労働生産性Ｉ

労働分配率Ｉ

労働牛産性Ⅱ

労働分配率Ⅱ
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６，５７７
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６，２６０

１８，０８９

４，８２８
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１７０，１６３

６，８６６

９２．３

８，９３１

７０．９

７，１０２

１６，４９３

５，２３９

１１，９５９

１３３，０９２

６，２３１

１１７．６

８，３６７

８７．６

７，２６３

１５，８１７

５，２０７

１３，１８２

１４４，６１２

６，７５０

１１１．３

８，７７４

８５．３

６，８８３

１５，９０７

４，９０２

１４，６６３

１６４，０６１

７，４６７

９３．５

９，４３７

７４．０
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５，４４７

12,096

130,349
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１２３．８
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6,058
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８，５８１
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５，８７９

１９，４６０

４，７８０
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１７３，７９１

６，４９４

９１．６

８，６１９

69.0

６，３９９

１７，６９２

４，８９８

１１，７１９

１３７，６６３

６，１９９

１０５．９

８，５００

７７．１

－９８－



１－Ⅲ、病院の種類別療養病院《総括表》

公的・猛的病院 私的病院公的病院
分区

全体 全体 赤字

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

許可病床数（療養病床医療保険）（床）

許可病床数（療養病床介護保険）（床）

実働病床数（床）

実働病床数（療養病床医療保険）（床）

実働病床数（療養病床介護保険）（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率（療養病床医療保険）（％）

病床利用率（療養病床介護保険）（％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（療養病床医療保険）（日）

平均在院日数（療養病床介護保険）（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者1CO人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託安寧（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）
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229,069
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１－Ⅳ、病院の種類別精神病院《総括表》

公的・私的病院 公的病院 私的病院

E~F蔦~三下;F~季
分区

赤字

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率〈％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）
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１

５
０
６
３
４
４
８
４
４
４

●
●
●
●
●
●
●
●
●

１
５
１
５
２
８
８
８
８

４
１
５
６
７

５
４
３

２
２
２

１

2

310.0

310.0

297.5

108.1

243.1

１０．４

１０３．１

５５．６

４５．９

８６．２

０．６２

262.8

６６．２

４．３

３６．２

１５，８７８

７，８７０

９１．７

０．３３

346.6

６１．７

３．７

２７．４

１４，８０４

８，６７４

８２．４

０．８０

209.5

６９．０

４．６

４１．７

１６，５６１

７，３０７

８３．７

０．７７

１８６．５

６５．７

４．７

４１．６

１６，３８４

７，１５７

８３．７

０．７７

１８６．５

６５．７

４．７

４１．６

１６，３８４

７，１５７

81.0

0.89

１８４．２

６８．１

４．９

４４．０

１６，７４５

７，４９５

９１．９

０．４２

１９３．２

５８．６

４．２

３４．５

１５，３００

６，１４１

９２．１

０．３１

４１５．５

６７．１

３．３

２５．２

１４，８６４

９，５８０

９１．５

０．２６

４６１．８

６３．９

３．４

２２．０

１４，４３１

１０，５７３

９４．６

０．４１

３２３．１

７３．４

３．３

３１．６

１５，７３１

５，６０９

５
２
９
０
７
３
１
８

●
●
●
●
●
●
●
０

６
９
１
３
５
５
１
５

５
１
１

２
９
７
４
２
６
５
９

●
●
●
●
●
●
●
０

８
６
５
９
７
７
３
５

３
９
１

８
０
１
９
６
７
５
０

０
●
●
●
●
●
●
●

０
１
４
０
６
６
２
１

２
８
１
１

１
９
１
１
６
５
１
８

●
●
●
●
●
●
●
●

６
５
３
９
６
７
３
４

３
９
１

１
９
１
１
６
５
１
８

●
●
●
●
●
●
●
●

６
５
３
９
６
７
３
４

３
９
１

５
３
２
２
０
４
９
５

●
●
●
●
●
●
●
●

４
８
９
９
６
６
０
０

６

－４５．２

１０５．１

１４．４

９．１

６．８

７．９

３．６

－６．６

２
４
８
０
４
２
５
６

●
●
●
●
●
◆
●
●

３
５
５
４
６
５
１
５

５
１
１

２
７
６
３
５
７
２
９

●
●
●
●
●
●
●
●

７
３
３
５
５
４
１
８

５
１
１

９
５
４
６
８
６
９
８

●
●
●
●
●
●
●
●

６
９
１
０
８
６
２
２

一
５
２
１

６，２７７

１３，５３５

５，４７７

１０，３２８

１９１，０３５

６，８５６

９０．５

８，６４６

７１．６

８，８２１

１７，２６４

６，８４４

９，８４４

１７２，２９７

６，１０３

１４９．５

７，６２１

１２０．０

８，８４８

１３，３４２

６，６８１

９，６３６

１５１，７８０

６，５１９

１４２．４

７，９１５

１１６．３

８，８４８

１３，３４２

６，６８１

９，６３６

１５１，７８０

６，５１９

１４２．４

７，９１５

１１６．３

７，８３１

１５，８１４

６，３１２

１０，０３２

１７９，５８４

６，４１３

１２５．２

８，０４３

１００．０

７，９６２

１２，３９１

５，３８５

１１，５９９

１６９，０６０

７，９６９

９９．０

９，７６８

８１．０

９，１４４

１３，６５９

７，１１３

8,982

146,020

５，９７５

１５８．７

７，２２１

１２９．５

５，７９８

２０，７５８

５，５７３

１０，８２４

２３５，１９１

６，２１９

９３．６

８，２７７

７０．３

5,013

１４，３９２

５，５４５

9,374

207,516

６，０２１

８４．２

７，８０４

６４．５

７，３６７

３３，４８９

５，６３０

１３，７２３

２９０，５４１

６，６１５

１１２．５

９，２２３

８１．９

－１００－



Ⅱ－１，在院日数別支払方式ＤＰＣ 股病院

《全施設（公的・私的病院)、総括表》

公的・私的病院 ～１１．９日 12.0日～１２．９日

菫~葎T~菫~季~T－ラド~季
分区

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率（％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）

２
１
８
９
５
８
０
５
５
３

８
．
・
・
・
・
．
．
．
．

２
９
１
０
９
５
６
０
４

８
５
１
８
９
０
５
４
３

４
４
４
９
６
１
３

６
３
８
５
０
９
９
０
５
３

４
．
・
・
．
．
．
．
．
．

０
４
９
９
８
４
２
０
３

７
４
０
９
９
０
５
４
３

４
４
４
９
６
１
３

６
１
９
１
７
８
２
３
５
５

３
．
・
・
・
・
．
．
．
．

７
８
５
６
０
５
２
０
５

９
７
１
５
０
０
６
４
３

４
４
４
９
７
１
３

４
８
５
３
７
９
４
９
５
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●

９
８
９
６
２
０
２
９
４

１
７
４
７
９
９
３
３
３

４
２
３
８
６

３

３
３
０
２
６
９
２
１
９
７

●
●
■
●
●
●
●
●
●

６
３
６
３
４
０
３
７
０

７
０
１
９
３
１
０
３
３

４
３
４
９
８
１
４

１
０
０
６
２
０
０
０
２
７

０
●
●
●
●
●
●
●
●

０
５
８
６
７
１
２
４
３

５
０
４
２
６
３
２
４
４

２
２
１
５
２

１

３
０
０
５
６
７
９
０
９
４

０
●
●
●
●
●
●
●
●

５
２
０
４
０
５
９
７
２

２
１
３
２
９
１
５
３
３

５
５
４
３
６
１
３

９

１

３
０
０
５
６
７
９
０
９
４

●
●
●
●
●
●
●
●
●

５
２
０
４
０
５
９
７
２

２
１
３
２
９
１
５
３
３

５
５
４
３
６
１
３

ワ

１

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
０
０
０
０
０

８５．７

２．４０

１５．３

９５．５

１３．２

４８．５

４４，７７０

１１，４９６

86.0

２．３５

１５．２

９７．３

１３．６

49.2

46,256

１１，４０９

８５．３

２．４７

１５．３

９３．３

１２．７

４７．６

４２，６８０

１１，６１３

８１．７

２．６６

１１．７

１０８．２

１３．８

５１．３

４９，３５０

１４，９７４

８４．８

２．３７

１１．７

１１６．８

１５．２

５５．９

５３，５６６

１５，８８０

８４．１

３．０４

１２．５

７９．７

１３．１

42.5

47,957

９，７８１

７２．５

３．５４

１１．７

８２．４

９．６

３７．７

３６，７０１

１２，２５８

８４．１

３．０４

１２．５０

７９．７

１３．１

42.5

47,957

９，７８１

０
０
０
０
０
０
０
０

・
０
・
畷
．
．

０
．
０
０
０
０

０

０
０
８
３
６
０
３
９

●
●
●
●
●
●
●
■

１
０
８
０
６
６
１
１

一
５
２
１

４
９
７
７
９
２
９
５

０
●
●
●
●
●
●
●

３
７
８
９
５
５
０
３

４
２

２
７
１
０
６
０
９
１

●
●
●
●
●
●
●
●

７
２
９
１
７
７
１
０

’
５
２
１

１
３
８
５
２
１
０
８

■
●
●
●
●
●
●
●

２
５
０
９
７
５
１
８

４
３

９
３
１
４
９
３
８
１

●
●
●
●
●
■
●
●

２
４
０
０
６
５
０
２

４
３
１

１

５
４
０
５
１
５
６
２

●
●
●
●
●
●
●
●

沿
娼
鋼
６
８
４
１
１

２
６
５
６
４
７
１
１

●
０
０
●
●
●
●
■

３
５
２
７
６
４
０
３

４
３

２
６
５
６
４
７
１
１

●
●
●
●
●
●
●
●

３
５
２
７
６
４
０
３

４
３

０
０
０
０
０
０
０
０

己
●
●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
０
０
０
０

７，２４８

１３，６６９

５，０４６

１４，６７６

１１４，６１０

７，１４６

１０４．０

９，５９７

76.0

７，０７７

１３，６８５

４，９１０

１５，０８０

１１４，６５３

７，６０６

９３．８

９，９３９

７１．５

７，４６９

１３，６４５

５，２２５

１４，１０９

１１４，５４８

６，４７９

１１８．３

９，０９９

８２．５

６，６７７

１３，３２３

５，１７０

１４，８０１

１１５，５９０

7,012

９５．６

９，４６９

７０．８

６，５５０

１２，９１０

４，９４０

１４，８７５

１１２，２６９

７，０２１

９３．７

９，５８５

６８．６

７，０５９

１４，５６２

５，８６０

14,577

125,552

６，９８５

１０１．１

９，１２０

７７．４

７，３９９

１１，５５５

５，２０４

１６，２５５

１０５，６５７

７，９１３

９３．５

１０，１８４

７３．０

７，３９９

１１，５５５

５，２０４

１６，２５５

１０５，６５７

７，９１３

９３．５

１０，１８４

７３．０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

●
●

０
０

－１０１－



14.0日～１４．９日 日～１５．９日13.0日～１３．９日

重圧Ｔ三-二-F；F~Ｚ
区 分

赤字

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人)

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢〈才）

【機能性】

病床利用率（％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費〈千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）

８

４９１．３

４８４．１

428.6

1,099.9

728.9

９１．７

388.1

３８．３

３３．８

６
７
８
９
７
９
３
３
７
６

２
．
．
．
．
．
．
．
．
．

５
１
８
７
７
６
６
０
４

６
５
９
３
２
０
４
４
３

４
４
３
９
６
１
３

１８

505.3

４８３．１

４４８．４

１，１７５．５

７４５．４

１０１．６

382.6

３９．５

３３．５

１８

505.3

４８３．１

４４８．４

１，１７５．５

７４５．４

１０１．６

382.6

３９．５

３３．５

１０

５１６．５

482.3

４６４．２

１，２４２．７

758.5

１０９．５

378.3

４０．８

３３．３

１４

440.9

432.6

385.7

900.5

636.2

122．１

３４０．１

４０．７

３４．１

２
６
３
３
０
５
８
４
６
２

１
．
・
・
．
．
．
．
．
．

４
４
４
５
７
７
３
０
５

９
７
１
８
１
８
５
４
３

４
４
４
９
６

３

６
３
３
１
９
０
８
８
７
４

●
●
●
●
●
●
●
●
●

４
２
７
０
９
５
７
９
０

０
０
４
１
４
０
０
３
３

５
５
４
０
８
１
４

Ｊ

１

５
８
２
１
８
９
１
６
６
５

●
●
●
●
●
●
●
●
●

９
９
３
４
６
４
６
０
１

７
５
２
４
１
８
２
４
３

３
３
３
９
６

３

１
７
３
７
８
５
９
９
２
０

１
．
．
．
．
．
．
．
・
・

７
７
０
０
３
５
０
０
１

４
３
９
８
４
９
７
４
３

４
４
３
９
７

３

８９．８

２．５３

１４．６

９７．７

１３．５

48.9

49,495

10,560

８６．６

２．９３

１４．６

８８．３

１０．１

45.3

43,027

13,043

８６．５

２．１４

１５．４

９５．２

１４．４

５０．７

４５，０３１

１１，０２２

８７．８

２．０８

１５．５

９９．０

１５．７

５１．８

４７，９４６

１１，３２７

８４．４

２．２２

１３．５

１０７．５

１３．４

５１．５

４４，３４４

１０，９６３

９１．８

３．２０

１３．７

８３．８

１０．５

４１．８

４７，９８１

１０，９１４

８８．４

２．７２

１４．６

９３．５

１２．０

47.3

47,070

11,624

８８．４

２．７２

１４．６

９３．５

１２．０

47.3

47,070

11,624

８５．１

２．２２

１５．３

９０．３

１２．８

４９．４

４１，５８７

１０，６６０

８７．８

２．６７

１３．６

９６．８

１２．１

４７．１

４５，７９９

１０，９４４
３
９
６
４
２
１
４
５

●
●
●
●
●
●
●
●

０
８
０
０
６
５
１
０

’
４
３
１

３
９
６
４
２
１
４
５

●
●
●
●
●
●
●
●

０
８
０
０
６
５
１
０

’
４
３
１

８
４
４
３
７
９
７
５

●
●
●
●
●
●
●
●

４
０
０
１
６
５
１
２

－
５
３
１

０
８
０
３
４
７
０
１

●
●
●
●
●
●
●
●

２
９
９
０
７
６
１
０

’
４
２
１

９
２
４
２
３
９
５
０

●
●
●
●
●
●
●
●

⑩
矼
妬
、
６
４
１
２

６
４
１
５
１
４
７
２

●
●
●
●
●
●
●
●

２
１
５
１
５
４
０
１

５
２
１

１
９
１
０
７
４
８
０

●
●
●
●
●
●
●
●

５
０
８
３
７
５
２
３

一
５
２
１

１
９
７
８
８
６
１
９

●
●
●
●
●
●
●
●

３
７
０
９
５
４
１
２

４
３

５
４
２
６
５
３
２
２

●
●
●
●
●
●
●
●

３
７
８
０
６
５
０
４

４
２
１

９
３
８
８
４
３
５
７

●
●
●
●
●
●
●
●

７
２
９
９
８
８
１
４

’
５
２

７，５５８

１５，０５７

５，０５７

１６，２９７

１２１，９７１

８，１３３

９３．３

１０，５９７

７１．９

７，５０３

１３，６９５

５，１４５

１４，９１０

２５，６６４

６，７６１

１１１．２

９，４００

７９．７

７，２７５

１３，５７５

5,040

１４，９０２

１０８，７０８

７，１０３

１０５．６

９，６７４

７６．１

６，９１２

１３，４５８

４，８００

１５，０８９

１０６，２４５

７，５１４

９２．６

１０，０４６

６９．４

６，８７０

１３，６１９

４，６４１

13,493

108,017

６，７２６

１０２．５

９，２２８

７４．６

６，６１８

１３，３２６

４，５２７

１２，９１８

０７，１０７

６，９５６

９５．２

９，１１３

７２．９

７，１７４

１４，０５９

４，８１３

１４，１８４

１０９，１１０

６，４５０

１１１．３

９，３６７

７６．５

７，５３３

１４，４６１

５，０９８

１５，７７７

１２３，３５６

７，６１９

100.0

１０，１４８

７４．８

７，５３３

１４，４６１

５，０９８

１５，７７７

１２３，３５６

７，６１９

100.0

１０，１４８

７４．８

７，７３６

１３，７０２

５，３２０

１４，６６４

１１１，３７７

６，５８０

１２２．１

９，２００

８４．７

－１０２－



16.0日～１６．９日 17.0日～１７．９日 18.0日～１８．９日

二F-F惠~季~F宗~菫
区 分

【基礎】

施設数

許可病床数

実働病床数

１日平均入院患者数

１日平均外来患者数

従業員数

医師数

看護師数

医師平均年齢

看護師平均年齢

【機能性】

病床利用率

外来／入院比

平均在院日数

患者100人当たり従業員数

患者100人当たり医師数

患者100人当たり看護師数

患者１人１日当たり入院収益

患者１人１日当たり外来収益

【収益性】

医業収益対医業利益率

人件費率（役員報酬を含む）

材料費率

経費率

委託費率

減価償却費率

経常収益対支払利息率

総収益対総利益率（当期純利益率）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費

医師１人当たり年間給与費

看護師１人当たり年間給与費

従業員１人当たり年間医業収益

医師１人当たり年間医業収益

労働生産性Ｉ

労働分配率Ｉ

労働生産性Ⅱ

労働分配率Ⅱ

ｊ院
１
１
１
Ｊ
Ｊ
１
１
Ｊ
ｊ

病
昧
昧
い
い
い
い
い
け
は

く １
８
５
９
７
３
３
９
９
２

１
．
．
．
．
．
．
．
・
・

４
２
９
３
８
５
６
１
８

５
４
４
３
６
４
７
４
３

５
５
４
８
８
１
３

3

313.3

310.0

243.8

667.7

513.2

５４．１

２３１．１

４２．８

３６．１

８
４
８
２
９
１
４
６
６
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●

５
９
７
５
７
９
１
１
９

４
２
２
９
５
７
３
４
３

６
６
５
８
９
１
４

３
３
０
８
１
４
３
９
５
１

●
●
●
●
●
●
●
●
●

０
８
９
７
６
２
４
０
２

８
５
９
７
５
８
１
４
３

４
４
３
７
５

３

２
０
０
０
９
６
０
３
０
５

●
、
●
●
●
●
●
●
●

０
５
６
９
９
８
７
１
１

５
４
９
５
０
７
７
４
３

４
４
３
６
５

２

１

５４１．０

484.0

４０７．３

１，０１１．６

６５０．１

９０．８

３９０．１

３９．７

３３．３

３

ilDJ
６４９．７

608.0

５４２．８

１，１９５．６

889.2

１１０．４

478.2

４１．４

３３．４

Ｊ
１
１
１
１
１
１
１

％
倍
日
人
人
人
円
円

く
く
く
く
く
く
く
く

８０．９

２．０２

１６．３

１０８．０

１５．７

５２．３

４２，８５１

１３，７０５

７８．２

２．８５

１６．４

９３．９

１１．６

49.8

42,536

15,762

８２．０

１．７１

１６．３

１１１．５

１７．２

５３．３

４２，９６９

１２，９３３

８２．０

１．９８

１７．５

８８．６

１１．７

４９．５

４３，１２３

９，２１３

８１．０

１．７３

１７．８

８９．３

１１．４

48.0

40,238

８，２０９

８４．１

２．４８

１７．１

８７．３

１２．２

５２．４

４８，８９３

１１，２２２

８７．８

２．１３

１８．４

８８．８

１０．８

４８．２

４１，１７６

１３，４４２

８７．８

２．１３

１８．４

８８．８

１０．８

４８．２

４１，１７６

１３，４４２

０
０
０
０
０
０
０
０

・
０
．
．
．
．

０
．
０
０
０
０

０

１
１
１
１
１
Ｊ
１
１

％
％
％
％
％
％
％
％

く
く
く
く
く
く
く
く

２
５
０
８
３
０
５
１

●
●
●
●
●
●
●
●

６
４
８
０
６
６
１
０

一
５
２
１

６
５
５
８
７
９
２
４

●
●
●
●
●
●
●
●

１
８
２
６
５
４
０
１

４
３

１
１
１
４
５
５
０
３

●
●
●
●
●
●
●
●

０
７
６
２
６
６
２
０

１
５
２
１

－２．７

４７．６

２７．１

９．１

７．２

１１．７

３．３

－１．７

７
１
０
１
８
２
０
７

●
●
●
●
●
●
●
●

２
８
４
９
５
０
３
１

４
２

１

４
４
４
１
９
７
７
５

●
●
●
●
●
●
●
●

３
６
３
９
９
４
３
８

１
４
３

１

５
８
７
９
７
４
０
３

０
●
●
●
●
●
●
●

１
５
４
７
４
５
１
１

４
３

５
８
７
９
７
４
０
３

●
●
●
●
●
●
●
●

１
５
４
７
４
５
１
１

４
３

０
０
０
０
０
０
０
０

０
●
●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
０
０
０
０

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

（％）

(千円）

（％）

７，６７７

１３，６６７

５，２８４

１３，５９９

１２３，０５９

６，７００

１１７．２

９，０３４

８３．９

８，５５１

１５，３８４

５，２７４

１７，０９８

１４１，５１０

８，６８８

９７．３

１０，９０３

７７．６

７，４５８

１２，９３１

５，２８８

１２，６００

１１３，８３４

６，１３２

１２２．８

８，５００

８５．７

７，１４５

１２，５８８

４，８７６

１５，２０８

１１２，８１１

６，６２４

１０９．９

９，１３３

７８．３

６，６８６

１２，５８８

４，５８８

１４，１２４

１１２，８１１

７，０７４

９４．５

９，１８８

７２．８

8,062 ７，２７９

１４，１６４

５，１０２

１５，９８３

１３１，１２８

７，４８３

９７．０

９，４５６

７６．６

７，２７９

１４，１６４

５，１０２

１５，９８３

[３１，１２８

７，４８３

９７．０

９，４５６

７６．６

０
０
０
０
０
０
０
０
０

●
●

０
０

５，４５０

１７，３７７

5,726

140.8

9,023

８９．４

－１０３－



20.0日～
分区

赤字全体

【基礎】

施設数

許可病床数

実働病床数

１日平均入院患者数

１日平均外来患者数

従業員数

医師数

看護師数

医師平均年齢

看護師平均年齢

【機能性】

病床利用率

外来／入院比

平均在院日数

患者100人当たり従業員数

患者100人当たり医師数

患者100人当たり看護師数

患者１人１日当たり入院収益

患者１人１日当たり外来収益

【収益性】

医業収益対医業利益率

人件費率（役員報酬を含む）

材料養率

経費率

委託費率

減価償却費率

経常収益対支払利息率

総収益対総利益率（当期純利益率）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費

医師１人当たり年間給与費

看護師１人当たり年間給与費

従業員１人当たり年間医業収益

医師１人当たり年間医業収益

労働生産性Ｉ

労働分配率Ｉ

労働生産性Ⅱ

労働分配率Ⅱ

ｊ院
悶
閖
川
幻
刈
刈
刈
れ
れ

病
く
く
く
く
く
く
く
く
く

く２
５
５
５
６
１
５
２
３
５

０
●
●
●
●
●
●
●
●

９
９
９
７
８
９
６
１
６

３
３
０
１
８
２
１
４
３

２
２
２
６
２

１

３

２１８．７

２１０．３

１９０．７

５５２．１

２７４．４

27.1

110.0

４３．２

３７．３

１
０
０
０
２
０
４
７
０
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●

７
２
３
１
７
２
７
７
９

７
５
５
２
４
２
９
４
３

１
１
１
４
２

１
１
１
１
１
１
１
１

％
倍
日
人
人
人
円
円

く
く
く
く
く
く
く
く

８０．６

２．９３

２２．４

７６．８

７．７

29.4

29,967

５，８５２

８５．９

２．７５

２３．０

８４．２

７．６

33.3

28,870

５，５０５

７７．９

３．０２

２２．１

７３．２

７．８

27.4

30,515

６，０２６

Ｊ
１
１
１
１
１
１
１

％
％
％
％
％
％
％
％

く
く
く
く
く
く
く
く

７
５
３
２
７
７
３
７

●
●
●
Ｂ
●
●
●
●

３
４
５
８
４
５
２
１

１
５
１

４

７
５
３
２
７
７
３
５

●
●
●
●
●
●
●
●

３
２
５
８
４
５
２
２

１
５
１

１

58.4

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

(％）

(千円）

(％）

５，９６２

１３，１２６

５，１４２

１０，９１０

１０８，３０７

７，６２４

９０．７

９，０６７

６７．２

６，１２７

１２，１４２

５，１８１

１１，５４１

１０９，２７７

７，６２４

９０．７

９，０６７

６７．２

５，６３２

１５，０９３

５，０６２

９，６４６

１０６，３６８

－１０４－



Ⅱ－Ⅱ,在院日数別支払方式出来高一般病院

《全施設（公的・私的病院)、総括表》

公的・私的病院 ～１３．９日 14.0日～１４．９日

二~FiE-F真~二Ｔ諄~三
区 分

赤字

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数〈人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率（％）

外来／入院比（倍)

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与受（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）

９
６
１
５
８
０
６
４
１
２

８
．
．
．
．
．
．
．
．
．

２
３
６
９
５
４
２
７
２
６

４
２
８
１
２
５
３
４
３

３
３
２
７
４

２

１０４

３１１．３

２９７．６

２６９．８

６７７．３

３９６．６

５０．４

２１３．５

４２．５

３５．８

’85

361.7

342.1

300.5

737.4

439.6

５３．９

２５１．１

４１．９

３６．４

８
１
５
７
０
８
６
６
８
０

３
．
・
・
．
．
．
．
．
．

２
０
９
９
０
８
９
１
５

２
１
７
４
３
５
３
４
３

３
３
２
７
４

２

２
８
５
８
５
９
９
３
６
５

２
。
・
・
．
．
・
・
．
．

６
７
０
２
５
５
９
２
４

６
５
３
９
６
４
９
４
３

２
２
２
５
３

１

６
１
３
９
３
１
０
０
７
５

１
．
．
．
．
．
．
．
．
．

８
３
６
４
０
６
５
０
５

９
８
４
６
２
７
９
４
３

３
３
３
９
５

２

０
８
０
２
９
５
４
９
１
１

４
．
．
．
．
．
．
．
．
．

６
０
８
８
２
７
１
１
５

７
５
２
０
１
６
８
４
３

３
３
３
９
５

２

５
８
７
０
７
８
３
１
６
１

１
．
．
．
．
．
．
．
．
．

７
５
３
８
９
８
７
０
５

３
８
０
２
８
６
５
４
３

３
２
３
９
４

２

５
２
６
３
０
２
８
８
３
１

２
．
．
．
．
．
．
．
．
．

０
８
３
７
６
６
６
１
５

０
８
４
９
２
６
９
４
３

４
３
３
８
５

２

８３．７

２．６５

１８．７

８３．１

９．４

４４．５

３６，６８０

９，９６１

８４．６

２．６７

１８．３

８４．０

９．３

４２．５

３７，５１１

１０，３０７

８３．２

２．６４

１９．０

８２．６

９．４

45.7

36,219

９，７６４

８３．３

２．９３

１１．６

８６．７

１０．５

４５．７

４０，４５１

１０，５４０

８１．４

２．７９

１１．０

９１．４

１０．１

４６．２

４０，６８０

１１，０１１

８６．０

３．１３

１２．４

８０．４

１１．０

４５．０

４０，１５２

９，８９１

８７．１

３．０９

１４．３

８３．６

１０．６

44.5

40,868

９，３８９

８８．６

３．４７

１４．３８

８１．４

１０．４

40.3

39,875

９，６２８

８６．２

２．８６

１４．３

８４．９

１０．７

４７．１

４１，４６３

９，２４６

－５．９

５５．４

２６．１

１０．４

７．８

６．７

２．１

－２．５

３
８
５
５
０
１
６
８

●
●
●
●
●
●
●
０

３
９
５
０
７
５
１
２

４
２
１

０
５
５
３
３
７
４
４

●
●
●
●
●
●
●
●

１
８
６
０
８
７
２
５

１
５
２
１

８
８
５
６
２
６
６
８

０
●
●
●
●
●
●
●

１
１
５
０
８
５
１
１

’
５
２
１

７
１
９
８
９
８
９
４

●
●
●
●
●
●
●
●

４
５
６
９
７
６
１
０

－
５
２

２
９
９
９
１
１
６
７

●
●
●
●
●
●
●
●

３
０
６
９
７
６
１
１

５
２

８
４
０
７
４
３
１
４

●
●
●
●
●
●
●
●

９
７
７
９
８
７
２
幻

一
５
２

４．３

４８．９

２４．２

１１．５

７．１

４．１

１．３

４．３

９
６
４
４
８
７
０
４

●
●
●
●
●
●
●
●

９
５
７
９
９
７
２
１

一
５
２

７，５９３

１４，９９７

５，３４１

１４，１１７

１２８，４３２

６，９３１

１１１．９

９，４１９

８１．５

７，１３７

１４，９０８

５，１８４

１４，６５９

１３５，６３３

７，６１９

９３．８

１０，１３９

７０．８

７，８５０

１５，０４６

５，４３０

13,796

124,202

６，５２４

１２２．５

８，９９４

８７．９

７，３４４

１４，７５１

５，２２０

１４，７１５

１２６，１００

７，２９１

１０３．８

９，９８１

７４．７

６，７６５

１４，６６２

４，９５１

１４，５３９

１３６，０５１

７，６１３

８８．８

１０，２２０

６６．２

８，１４０

１４，８６７

５，５９０

１４，９５７

１１２，４１６

６，８４９

１２４．３

９，６５３

８６．３

７，７４４

１５，０２８

５，４８７

１４，４３９

１１６，４２８

７，０２７

１１１．２

９，５１１

８１．６

７，３０７

１４，１１６

５，２１２

１４，８７５

１１６，５０５

７，７２０

９４．８

１０，１７０

７２．４

７，９９９

１５，５０４

５，６３０

１４，１６７

１１６，３７９

６，６０５

１２１．２

９，１０９

８７．３

－１０５－



16.0日～１６．９日 17.0日～１７．９日15.0日～１５．９日

禿下;F~Ｚ
分区

赤字

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率（％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率〈％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与受（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）

６
４
３
３
２
５
６
３
９
０

１
。
・
・
．
．
．
．
．
．

１
３
３
５
０
７
９
０
５

５
１
９
７
４
４
４
４
３

３
３
２
６
４

２

９
６
９
０
３
０
４
０
８
８

２
．
．
．
．
．
．
．
．
．

９
０
６
９
９
３
８
１
６

４
４
７
４
２
６
０
４
３

４
４
３
９
５

３

０
６
０
７
７
７
１
４
０
２

１
．
・
・
．
．
．
．
．
．

３
０
３
１
４
３
０
３
５

４
４
９
５
６
５
５
４
３

３
３
２
８
４

２

１
９
５
７
８
４
０
３
６
６

３
．
．
．
．
．
．
．
．
．

６
２
５
８
０
１
５
１
５

８
６
２
５
８
６
６
４
３

３
３
３
７
４

２

５
９
９
４
１
０
３
４
４
２

１
．
．
．
．
．
．
．
．
．

４
４
０
８
３
５
２
２
６

２
１
６
４
２
７
８
４
３

４
４
３
８
５

２

１９

505.4

４９４．０

４１９．３

１，０００．６

５６２．８

６８．８

338.3

４１．１

３７．６

０
４
０
４
４
５
６
７
３
７

１
．
．
．
．
．
・
・
．
．

３
０
９
５
２
９
２
１
４

１
１
６
４
２
６
９
４
３

４
４
３
９
５

２

３
３
５
４
７
４
８
８
２
１

３
．
．
．
．
．
．
．
．
．

２
５
８
５
９
０
２
１
６

１
０
４
４
３
７
１
４
３

４
４
３
８
５

３

３
６
６
３
９
４
５
０
２
７

４
。
．
．
．
．
．
．
．
．

２
６
３
８
５
０
８
１
５

１
０
５
６
３
７
０
４
３

４
４
３
８
５

３

８４．８

２．２９

１６．５

８５．８

１０．４

４６．１

３８，５３０

１０，９０９

８５．３

２．２４

１６．５

９１．２

９．１

49.5

38,814

12,026

８４．８

２．６８

１７．４

８０．９

９．２

４５．５

３７，２３５

１１，０６４

８３．４

２．６５

１５．５

８４．９

１０．９

４８．８

３９，７８２

１０，１１３

８５．１

２．２６

１６．５

８８．６

９．７

４７．９

３８，６７７

１１，４６７

８３．８

３．０８

１７．３

８５．８

９．２

４５．１

３８，０４７

１２，４２５

８５．２

２．４７

１７．５

７８．３

９．２

45.8

36,807

10,348

８４．８

２．６０

１５．５

８３．２

１０．７

47.2

40,389

10,066

８９．４

２．４５

１５．５

７７．７

１０．２

42.3

42,390

９，９１７

－１２．３

５８．３

２７．５

１０．４

８．６

７．５

２．２

－８．６

－１．８

５１．７

２８．１

１０．２

６．６

６．３

１．７

－１．２

５
２
５
３
１
６
６
０

●
●
●
●
●
●
●
０

２
７
７
０
７
５
１
２

４
２
１

－６．１

５６．５

２８．６

１０．１

６．２

７．０

１．７

－４．２

０
９
３
６
３
８
５
１

●
０
０
●
●
●
■
●

６
２
８
９
８
６
２
３

－
５
２

０
３
３
８
７
０
７
５

●
●
●
●
●
●
●
●

２
７
９
９
７
５
１
１

４
２

８
２
３
１
８
９
７
９

●
●
●
●
●
●
●
●

２
８
９
８
７
４
２
１

４
２

４
６
８
５
７
７
９
５

０
●
●
●
●
●
●
●

９
５
７
９
８
７
２
５

一
５
２

４
９
９
８
５
９
３
２

●
●
●
●
●
●
●
●

９
５
７
９
８
６
２
６

一
５
２

７，５８１

１６，０２４

５，１８９

１４，１４０

１４６，５５０

６，８０７

１１２．４

9,086

８３．９

７，８２９

１５，０１２

５，３７３

１５，１３８

１３５，８２２

７，０９５

１１２．４

９，７６０

８０．８

８，２１２

１４，７０４

５，５６７

１４，３３１

１１５，３９８

６，８１１

１２０．９

９，４２５

８６．８

７，２４２

１５，０１１

５，１３８

１４，４６５

１３６，４８７

７，０２９

１０３．７

９，４１８

７７．３

６，８５４

１３，９２７

5,083

14,790

126,424

７，２６８

９４．３

９，７７３

７０．２

７，２０１

１５，５６４

５，０３２

15,705

148,830

７，４６５

９６．６

１０，１８４

７０．６

８，１６０

１４，７２２

５，５５３

１４，８４０

１２８，９７６

６，９００

１２０．６

９，５３６

８６．２

８，１２８

１４，７６４

５，５４４

１４，８４５

１１７，７８１

７，１５１

１１４．８

９，７６３

８３．４

７，８５９

１４，９４２

５，４７７

16,490

125,409

８，１７２

９６．５

１０，７８０

７３．４

－１０６－



18.0日～１８．９日 19.0日～１９．９日 20.0日～２１．９日

三下而烹~三Ｔ；F~季
分区

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率〈％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率〈％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）

０
０
７
５
１
０
３
６
５
９

３
．
．
．
．
．
．
．
．
．

８
８
６
０
３
９
７
２
５

３
０
８
５
１
４
２
４
３

３
３
２
７
４

２

１
５
３
２
３
０
０
２
２
５

１
．
．
．
．
．
．
．
．
．

７
６
６
６
５
４
０
２
５

４
４
２
５
１
３
６
４
３

２
２
２
５
３

１

９
５
９
５
３
７
１
６
６
１

１
．
．
．
．
．
．
．
．
．

０
４
１
２
９
８
６
２
６

９
４
２
６
６
５
６
４
３

３
３
３
８
４

２

18

240.2

231.2

196.2

463.5

281.7

３１．０

１５２．１

４４．０

３６．６

４
５
５
１
３
６
７
５
１
９

●
●
●
●
●
●
●
●
●

４
４
３
２
９
９
６
６
４

５
５
１
４
８
２
５
４
３

２
２
２
４
２

１

４
１
６
４
６
５
４
８
３
２

１
．
．
．
．
．
．
．
．
．

６
４
１
９
９
１
０
３
７

３
２
９
６
７
３
５
４
３

２
２
１
４
２

１

５２
８
９
１
９
２
７
９
８
７

●
●
●
●
●
●
●
●
●

５
３
７
７
９
３
６
１
７

８
５
２
６
９
３
７
４
３

２
２
２
５
２

１

６
０
０
０
７
５
３
９
２
２

●
●
●
●
●
●
●
●
●

７
１
０
２
７
０
２
１
０

８
７
４
８
７
２
０
４
４

１
１
１
３
１

１

９１
０
１
６
４
７
２
１
０
１

●
●
●
●
●
●
●
●
●

７
０
４
６
９
８
３
２
７

１
８
５
２
３
３
０
４
３

３
２
２
６
３

２

８４．０

２．７４

１８．４

７９．９

８．８

４１．９

３３，７０１

９，３５１

８６．１

２．６２

１８．４

８２．１

８．４

38.6

32,397

９，５８１

８２．７

２．８１

１８．４

７８．６

９．１

43.8

34,456

９，２１１

８１．７

２．７０

１９．４

８３．０

８．０

43.0

33,631

８，４８９

８３．７

２．２４

１９．５

８７．２

７．７

45.3

37,092

８，１４０

８１．１

２．８４

１９．４

８１．８

8.0

42.3

32,566

８，５９７

７９．７

２．８４

２０．７

７２．４

７．６

40.6

30,315

８，１１３

７５．５

３．５１

２０．８

６９．０

６．９

３７．６

３０，０７２

７，９０１

８１．０

２．６３

２０．７

７３．６

７．９

４１．６

３０，３９１

８，１８４

-５．１

５５．５

２４．３

９．３

８．０

７．９

２．１

－２．１

３
３
４
０
８
２
３
４

●
●
の
●
●
●
●
●

４
０
３
０
６
５
１
３

５
２
１

－１０．５

５８．６

２４．９

８．９

８．７

９．５

２．５

－５．３

８
２
７
１
４
４
７
１

●
●
●
●
●
●
●
●

６
７
４
１
７
６
１
２

’
５
２
１

－１０．１

５９．６

２４．７

１１．０

７．８

７．３

２．８

－８．８

２
７
０
７
８
３
０
．
７

●
●
●
●
●
。
●
●
●

２
７
３
９
６
４
２
０

５
２

３
２
３
４
２
２
０
９

℃
Ｄ
Ｃ
●
●
●
●
●

３
０
５
１
８
８
３
１

１
６
２
１

１

９
５
６
４
２
５
５
９

●
●
●
●
●
●
●
●

１
３
４
９
５
５
１
５

５
２

３
２
８
５
１
７
７
４

●
●
●
●
●
●
●
●

９
８
４
１
８
６
１
４

’
５
２
１

７，６３３

１４，９６１

５，２９０

１４，０１０

１２７，９５２

６，９２８

１１２．４

９，３４５

８２．５

６，９９０

１５，１７２

４，８３２

１３，９５８

１３５，３７７

７，５５１

９２．３

９，８５２

７０．６

８，００５

１４，８３９

５，５５５

１４，０３９

１２３，６５３

６，５６８

１２４．１

9,052

８９．４

７，２７７

１５，９２８

５，２６７

１２，５６６

１３０，９３４

６，０８１

１２０．４

８，４３９

８５．８

７，６４４

１３，９７１

５，２３２

１３，０９１

１２５，８８６

６，３７４

１２３．３

８，７２７

８８．５

７，８９９

１５，６３１

５，２２０

１３，８１６

１４２，２３３

７，６７４

９２．５

９，９３８

７９．１

７，５５８

１３，４８３

５，２３６

12,850

120,438

５，９４０

１３０．２

８，３２４

９１．７

７，１６４

１５，９０２

５，２４５

１２，６７２

１３５，１１６

６，３１１

１１４．７

８，５６７

８３．６

６，７９７

１５，７７８

５，１５０

13,016

148,708

７，０５６

９６．４

８，９８０

７６．３

－１０７－



22.0日～２４．９日

二-7m:~壹諄~二

25.0日～
区 分

赤字赤字

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率（％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）

10

185.7

171.9

133.9

317.1

204.8

１７．４

１０６．２

４２．４

３７．２

２１

２４０．３

２２６．２

１８９．５

１９６．６

２１２．１

１９．４

１１２．８

４５．５

39.0

７
０
９
１
３
７
７
２
３
１

●
●
●
●
●
●
●
●
●

７
１
３
８
３
３
２
６
０

７
６
３
８
４
２
３
４
４

２
２
２
１
２

１

14

221.9

208.4

167.7

200.7

195.0

17.3

103.0

４５．１

３８．５

14

182.1

172.2

138.1

317.5

198.9

17.4

102.0

４２．７

３７．２

４
０
０
４
６
１
２
６
３
２

●
●
●
●
●
●
●
●
●

３
３
８
８
４
７
１
３
７

７
７
４
１
８
１
９
４
３

１
１
１
３
１

８０．１

２．３５

２３．３

９１．０

８．１

４６．５

３１，６９１

１０，７９１

７９．８

１．７７

４６．４

８５．５

７．３

４０．５

２８，５５１

９，７１１

８５．９

１．０２

５３．９

８８．７

７．２

３７．０

３１，８６９

９，９７０

８１．１

２．２９

２３．２

８６．２

７．８

43.6

30,854

10,733

８３．６

２．１２

２２．９

７４．１

６．９

36.6

28,763

10,587

７６．４

２．１５

４２．７

８３．８

７．３

４２．３

２７，１２９

９，６１２

２
４
０
４
２
９
６
７

●
●
●
●
●
●
●
●

４
２
８
５
５
４
１
３

５
１
１

７
５
４
３
８
４
６
７

●
●
●
●
●
●
●
●

０
９
８
０
７
６
２
０

１
５
２
１

９
４
４
０
９
３
４
２

●
●
●
ロ
●
●
●
●

３
８
５
０
６
５
１
３

４
２
１

２
９
６
４
２
０
０
３

０
●
●
●
●
●
●
●

７
５
９
０
８
７
３
２

１
６
２
１

７
６
８
０
１
８
４
６

●
●
●
●
●
●
●
●

７
０
９
４
６
６
２
３

一
６
１
１

６
３
８
２
６
９
８
２

●
●
●
●
●
●
●
●

４
５
０
３
６
７
２
７

１
６
２
１

７，０１９

１５，９０４

４，９７８

１２，２４２

１４０，６４５

６，２８５

１１１．４

８，２７９

８４．４

６，６２８

１７，１６５

４，９４６

13,780

148,603

７，１７９

９２．８

９，５２１

６９．８

７，１９２

１５，５２５

４，９９１

１１，５５８

１３７，１０８

５，７７３

１２２．１

７，５７０

９２．７

７，４４７

１５，６４９

５，６９２

１２，４９３

１４６，９２５

６，７８０

１１８．２

９，２７４

８５．３

７，５３３

１５，７０６

６，５４４

１３，４５１

１７０，６５２

８，３０７

９２．５

１１，３８９

７０．０

７，４０７

１５，６１８

５，２３４

１１，８８３

１３３，０８４

５，９４８

１３２．１

８，１２１

９３．６

－１０８－



Ⅲ－１、医薬分業実施病院の種類別一般病院《総括表》

公的・私的病院 公的病院 私的病院

E-F三-三Ｔ諄~三
分区

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢〈才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率（％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数〈人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）
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２
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４，９２１

１３，４９１
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６６．３

６，４９２

１４，１８１

４，６７７

１１，８４９

１１４，２０３

５，７７６

１１４．３

８，４１７

７７．９

－１０９－



Ⅲ－Ⅱ、医薬分業非実施病院の種類別一般病院《総括表》

公的・私的病院 公的病院 私的病院

百F薑~二一;F~三
分区

【基礎】

施設数（病院）

許可病床数（床）

実働病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

従業員数（人）

医師数（人）

看護師数（人）

医師平均年齢（才）

看護師平均年齢（才）

【機能性】

病床利用率（％）

外来／入院比（倍）

平均在院日数（日）

患者100人当たり従業員数（人）

患者100人当たり医師数（人）

患者100人当たり看護師数（人）

患者１人１日当たり入院収益（円）

患者１人１日当たり外来収益（円）

【収益性】

医業収益対医業利益率（％）

人件費率（役員報酬を含む）（％）

材料費率（％）

経費率（％）

委託費率（％）

減価償却費率（％）

経常収益対支払利息率（％）

総収益対総利益率（当期純利益率）（％）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費（千円）

医師１人当たり年間給与費（千円）

看護師１人当たり年間給与費（千円）

従業員１人当たり年間医業収益（千円）

医師１人当たり年間医業収益（千円）

労働生産性Ｉ（千円）

労働分配率Ｉ（％）

労働生産性Ⅱ（千円）

労働分配率Ⅱ（％）
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－１１０－



定点観測病院

【損益状況】

基礎数値からみた定点比較

１、一般病院

引上Iムエ参191.羽Ｐ員ﾖL司昌~懇＄

２，ケアミックス病院

二1斗△均外来患者勢

３、精神病院

=Iユ脾]参リグ1やﾖﾆﾉ目F1ｽﾞ彗尋Ⅲ

－１１１－

区分

集計施設数（病院）

病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

区分

集計施設数（病院）

病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

区分

集計施設数（病院）

病床数（床）

１日平均入院患者数（人）

１日平均外来患者数（人）

１７年度決算

全体 黒字 赤字

１５年度決算

全体 黒字 赤字

１３年度決算

全体 黒字 赤字

7３

467.7

480.7

1１４５．２

2７

５１１．１

462.8

1１２９．０

4６

443.1

490.8

1１５４．４

6６

457.8

405.7

1０２１．４

2５

440.2

407.1

988.6

４１

468.5

404.9

1０４１．４

6７

457.2

404.2

1190.8

3０

469.1

429.7

1322.7

3７

447.5

383.7

1084.5

１７年度決算

全体 黒字 赤字

１５年度決算

全体 黒字 赤字

１３年度決算

全体 黒字 赤字

４
０
２
６

●
●
●

１
５
５

９
４
８

１
１
３

２
０
６
７

●
●
●

５
３
７

８
２
７

１
１
２

２
０
８
５

●
●
●

７
６
３

９
６
９

１
１
４

１１

７
４
４

●
●

●

８
２
２

０
５
７

４
３
７

５

534.0

467.3

90.8

６

304.3

256.7

658.8

０１
１
１
２

０
●

●

９
１
７

１
７
７

４
３
９

４

609.0

562.8

1304.7

６

292.5

243.3

758.9

１７年度決算

全体 黒字 赤字

１５年度決算

全体 黒字 赤字

１３年度決算

全体 黒字 赤字

１
０
２
７

●
●
●

０
３
１

５
８
３

３
２
１

０
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１

350.0

283.2

1３１．７

１
０
８
６

●
●
●

０
９
５

５
２
４

３
３
１

０
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１

350.0

329.8

145.6

１
０
６
４

●
●
●

０
８
０

５
３
４

３
３
１

０
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１

350.0

338.6

140.4



－１１２－

１２年度決算 １１年度決算 １０年度決算 ９年度決算

全体 黒字 赤字 全体 黒字 赤字 全体 字 赤字 全体 黒字 赤字

８６
０
６
０

●
●

●

３
２
６

５
０
８

４
４
１
１

3４

475.1

428.2

1268.8

3４

430.9

377.0

1１０３．１

7７

4５１．３

403.1

1１６０．５

4０

440.2

4０１．１

1200.7

3７

463.4

405.1

1１１７．２

7７

4５１．４

404.9

1１４９．７

１３

２
１
１

●
●

●

２
７
３

９
５
２

４
４
３
１

4６

423.9

369.7

１０３２．９

７７
８
３
６

●
●

●

１
０
８

５
０
３

４
４
１
１

3２

4５１．７

408.6

1１７９．５

５４
８
４
５

●
●

●

１
４
９

５
９
０

４
３
１
１

１２年度決算 １１年度決算 １０年度決算 ９年度決算

全体 黒字 赤字 全体 黒字 赤字 全体 黒字 赤字 全体 黒字 赤字

９
２
９
８

●
●
●

０
９
８

３
８
１

４
３
０
１

４

348.5

342.4

852.8

５

495.6

428.0

1151.5

１

350.0

336.0

135.0

０
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１

350.0

336.0

135.0

１２年度決算 １１年度決算 １０年度決算 ９年度決算

全体 黒字 赤字 全体 黒字 赤字 全体 黒字 赤字 全体 黒字 赤字

１
０
８
１

●
●
●

０
１
９

５
３
３

３
３
１

０
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１
０
８
１

●
●
●

０
１
９

５
３
３

３
３
１

１
０
０
０

●
●
●

０
６
５

５
３
３

３
３
１

０
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１
０
０
０

●
●
●

０
６
５

５
３
３

３
３
１

１
０
１
９

●
●
●

０
３
０

５
２
３

３
３
１

１
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１
０
１
９

●
●
●

０
３
０

５
２
３

３
３
１

１

350.0

300.3

126.3

１
０
０
０

●
●
●

０
０
０

１
０
３
３

●
●
●

０
０
６

５
０
２

３
３
１



【経営分析】

病院の種類別一般病院《総括表》

公的・私的病院

１７年度決算分 １５年度決算 １３年度決算

ＥＴ薑~三~T弓F~三

区

【基礎】

施設数

許可病床数

実働病床数

１日平均入院患者数

１日平均外来患者数

従業員数

医師数

看護師数

医師平均年齢

看護師平均年齢

【機能性】

病床利用率

外来／入院比

平均在院日数

患者100人当たり従業員数

患者100人当たり医師数

患者100人当たり看護師数、

愚者１人１日当たり入院収益

患者１人１日当たり外来収益

【収益性】

医業収益対医業利益率

人件費率（役員報酬を含む）

材料費率

経費率

委託費率

減価償却費率

経常収益対支払利息率

総収益対総利益率（当期純利益率）

【生産性】

従業員１人当たり年間給与費

医師１人当たり年間給与費

看護師１人当たり年間給与費

従業員１人当たり年間医業収益

医師１人当たり年間医業収益

労働生産性】

労働分配率Ｉ

労働隼走性Ⅱ

労働分配率Ⅱ

ｊ院
痢
飼
い
い
い
い
い
お
れ

病
ｌ
く
く
く
く
く
く
く
く

３
７
１
７
２
４
５
４
９
９

７
．
．
．
．
．
．
．
．
．

７
５
０
５
６
０
８
０
５

６
５
８
４
２
８
３
４
３

４
４
４
１
６

３
Ｆ

１

２７

５１１．１

５１０．３

462.8

1,129.0

７１５．１

１００．１

378.9

３９．８

３４．９

４６

４４３．１

424.4

４９０．８

１，１５４．４

572.0

６９．０

３１４．６

４１．５

３６．４

７
２
９
２
８
２
７
６
２
０

６
．
．
．
．
．
．
．
．
．

７
０
４
０
３
９
１
９
５

５
５
０
９
８
６
２
３
３

４
４
４
１
５

３
？

１

６
８
５
７
４
４
４
９
５
８

６
．
。
。
。
。
。
。
。
。

７
１
５
１
０
５
８
０
４

５
５
０
２
０
７
２
４
３

４
４
４
０
６

３
，

１

25

440.2

434.1

407.1

988.6

562.1

71.1

303.1

３９．６

３４．２

１
５
２
９
４
９
９
０
０
２

４
．
．
．
．
．
．
．
．
．

８
２
４
１
２
７
４
１
５

６
６
０
４
２
７
４
４
３

４
４
４
０
６

３

，

１

０
１
７
７
７
９
３
６
２
２

３
．
。
。
。
。
。
。
。
。

９
４
９
２
４
１
６
８
４

６
６
２
２
３
７
３
３
３

４
４
４
３
６

３
，

１

７
５
７
７
５
４
３
９
０
７

３
．
。
。
。
。
。
。
。
。

７
９
３
４
１
８
９
０
５

４
３
８
８
４
６
０
４
３

４
４
３
０
５

３
Ｊ

１

ｊ
ｊ
Ｊ
１
１
Ｊ
ｊ
ｊ

％
倍
日
人
人
人
円
円

く
く
Ｉ
く
く
Ｉ
Ｉ
く

８４．６

２．９１

１７．２

８２．３

１０．３

44.7

39,681

10,628

８７．４

２．５８

１６．３

８４．４

１１．７

45.5

42,888

１１，８９２

８３．２

３．０９

１７．７

８１．１

９．５

44.2

37,899

９，９２６

８７．９

２．５２

２３．２

８８．４

１０．４

４５．９

４１，９９７

１１，５８０

８９．０

３．０９

１８．９

７２．２

８．５

39.4

37,653

９，２２９

８８．０

３．０９

１８．９

７１．２

ａ７

４０．０

３７，１８１

9,028

８７．５

２．７４

１９．５

８１．５

９．１

42.9

37,398

10,083

８７．２

２．８８

１７．１

７７．０

８．３

40.9

34,373

９，１７０

９０．１

３．０８

１８．８

７３．５

８．１

38.6

38,240

９，４７９

Ｊ
１
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

％
％
％
％
％
％
％
％

く
く
く
く
く
く
く
く

３
２
９
０
４
９
８
８

●
●
●
●
●
●
●
Ｃ

ｌ
３
８
９
７
５
１
１

一
５
２

４
７
９
３
０
０
３
３

●
●
●
●
●
●
●
●

２
７
０
８
６
５
１
２

４
３

１
３
８
４
２
４
１
３

●
●
●
●
●
●
●
●

８
６
７
９
８
６
２
４

－
５
２

３
８
８
２
７
３
３
７

●
●
●
●
●
●
●
●

５
５
９
８
５
５
１
４

４
２

６
８
１
９
３
５
７
９

●
●
●
●
●
●
●
●

７
７
７
８
７
６
２
１

’
５
２

３
５
２
０
６
１
１
９

●
●
●
●
●
●
●
●

２
１
９
９
６
６
２
０

－
５
２

７
９
４
０
８
１
０
５

●
●
●
Ｃ
Ｏ
●
●
●

３
６
０
９
４
５
１
３

４
３

２
３
２
０
０
８
９
３

●
●
●
●
●
●
●
●

７
５
８
９
８
６
２
１

－
５
２

８
２
１
７
７
０
１
６

●
●
●
●
●
●
●
●

２
３
８
８
６
６
２
０

－
５
２

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

(千円）

（％）

(千円）

(％）

７，７０３

１４，３０７

５，３６１

１４，７８６

１２２，３３４

６，９６６

106.0

９，３３７

７７．５

７，４８６

１３，３４６

５，２７６

１５，８００

１１９，７６７

７，２９３

８６．９

９，５４８

６３．８

７，８３７

１４，８７１

５，４１２

１４，１８６

１２３，７８５

６，７６６

１１７．３

９，２０７

８５．５

７，１０１

１４，７５４

５，３２６

１６，００４

１３６，８２４

８，１９６

９０．５

１０，３５２

７１．０

７，５７７

１４，３４６

５，４０１

１３，２９７

１２７，４３７

６，６１３

１１５．０

８，７１３

８６．９

７，８１９

１４，５５５

５，７８９

１７，６０５

１３３，９１８

７，５０９

１０５．３

９，８７８

７９．５

７，２２０

１５，４７８

５，６８９

20,587

140,803

７，８５１

９２．５

９，９８１

７２．７

８，３０５

１３，８３２

５，８６７

１５，１８８

１２８，３３６

７，２３２

１１５．６

９，７９５

８５．０

７，３８８

１４，５０９

５，３７３

１４，３７０

１３１，２２２

７，２４１

１０５．７

９，３６３

８０．９

－１１３－



公的・私的病院

１１年度決算 １０年度決算 ９年度決算１２年度決算

重圧可~薑~三－F;Ｉ 赤字

３７

463.4

454.8

４０５．１

１，１１７．２

558.6

６５．８

308.9

４０．８

３５．３

７７

４５１．３

444.7

４０３．１

１，１６０．５

573.6

６７．３

306.4

４０．２

３４．８

０
２
３
１
７
５
６
０
７
２

４
．
・
・
・
・
．
．
・
・

０
５
１
０
７
８
４
９
４

４
３
０
０
８
６
０
３
３

４
４
４
２
５

３

。
、

１

０
２
３
１
７
５
６
０
７
２

４
．
・
・
・
・
．
．
・
・

０
５
１
０
７
８
４
９
４

４
３
０
０
８
６
０
３
３

４
４
４
２
５

３

。
、

１

７７

４５１．４

４４５．１

404.9

1,149.7

563.2

６４．７

３１

492.2

４８１．６

４５７．１

１，３２３．１

687.2

７６．８

４６

423.9

420.6

369.7

1,032.9

479.6

５６．６

７７

４５１．８

444.7

４００．３

１，１３８．６

554.2

６２．５

３２

４５１．７

437.4

４０８．６

１，１７９．５

６１７．５

６７．６

４５

４５１．８

450.0

３９４．４

１，１０９．５

509.2

５８．９

８
０
０
６
０
４
１
８
５
４

６
．
．
．
．
．
．
．
．
．

３
７
２
６
７
８
６
０
４

５
４
０
８
７
６
１
４
３

４
４
４
１
５

３

ｐ

１

３４

475.1

467.2

428.2

1,268.8

633.6

７３．６

３３１．４

３９．３

３２．９

３４

430.9

426.7

３７７．０
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病院経営分析調査表の記入要領
く調査表①＞
１．病院の概要

１.調査対象年度は平成17年度です。

２.併設の病院がある場合には､回答用紙をコピーして頂き､病院ごとの数値を記入して下さい。

３.回答欄に．のある箇所は小数点第１位まで記入して下さい。（小数点第2位以下四捨五入）

４.調査項目

【１】病院の種類 該当する病院の種別を○で囲んで下さい。

ｌ)一般病院下記以外の病院

２)ケアミックス病院療養病床を病棟単位で有している病院

３)精神病院精神病床を80％以上有する病院

４)結核病院結核病床を80％以上有する病院

５)療養病院療養病床を80％以上占める病院

該当する開設者区分を○で囲んで下さい。

該当する病院の支払形式を○で囲んで下さい。

該当する17年度の機能を○で囲んで下さい。（複数回答可）

17年度について記入して下さい。

医療法の規定に基づき使用許可を得ている病床数を記入して下さい｡年度の途中に病床数に増減がある場合は､年度の

平均値を記入し数値を○で囲んで下さい。

実働可能な病床数を記入して下さい｡年度の途中に病床数の増減がある場合には､年度の平均値を記入し数値を○で

囲んで下さい。

平均在院日数＝年間在院患者延数／（(年岡新入院患者数十年間退院患者数)÷2）＊人間ドック･正常分娩者数は除き、

病床利用率＝年間在院患者延数／年間実働病床延数Ｘ１００社会保険診療報餌算定基準に基

づき算定して下さい。

平成17年度について記入して下さい。

＊医療事業＊介護事業

入院＝（年間在院患者延数＋年間退院患者延数）／３６５入院＝（年間在院患者延数＋年岡退院患者延数）／３６５

外来＝年間外来患者延数／年間外来診療日数入院外＝年間居宅患者延数／年間居宅サービス実日数

入院対外来比＝１日外来患者数／１日平均入院患者数入院対人院外比＝１日居宅患者数／１日平均入院患者数

(2)の外来患者数とは､複数科を受診した場合でも1人として計上して下さい。

平成１７年度の外来診療日数・居宅サービスの実日数を記入して下さい。

経営主体

支払方式

病院の機能

基礎．機能性

許可病床数

【２】

【３】

【４】

【５】

実働病床数

平均在院日数

病床利用率

【６】患者数

（１）１日平均患者数

１日平均外来患者数

年間外来診療日数

職員構成

職員数

（２）

（３）

【７】

＊毎月末職員数の平均値を医師･看護師･その他の職員に分け記入して下さい。但し､非常勤職員数は病院

で定める週労働時間で常勤換算して下さい。

＊医療事業･介護事業に分けていない病院は、医療事業に記入して下さい。

*週労働時間が32時間を下回る病院は､換算する分母を32時間で計算して下さい。

＊当直に当たる非常勤医師については､病院で定める週労働時間の2倍を分母にして換算して下さい。

週労働時間が32時間未満の病院の場合は､分母を64時間にし換算して下さい。

＊看護師とは､保健師､助産師､看護師､唯看護師を言う。

毎月末職種別の常勤者の平均年齢及び平均勤続年数を記入して下さい。

該当する実施状況を○で囲んで下さい。

実施している施設は､該当する院外処方せん発行率を実施状況を○で囲んで下さい。

院外処方せん発行枚数

平均年齢／勤続年数

【８】院外処方

院外処方せん発行率＝ ×１００
外来の院内処方せん発行枚数＋院外処方せん発行枚数

1人室より４人室以下までの各部屋数､それぞれの平均室料差額について､医療事業･介護事業を問わず

記入して下さい。

【９】部屋数．室料差額

【10】経路別入院患者

経路の割合 入院患者の入院に至るまでの経路を百分比でご記入下さい。日当直簿又は退院サマリーから年間又は月間の数値を表

して下さい。

該当項目が重なっている場合は、２．３．４．の順位にして下さい｡例えば時間外に診療所から紹介された患者が救急車

で運ばれた場合は２.救急車に入れて下さい｡院内出生は５.その他に入れて下さい。

前項の経路の割合のうち､３.他院からの紹介割合を紹介施設別に百分比でご記入下さい。

電子カルテ及びオーダリングシステムの導入状況について､該当する番号を○で囲んで下さい。

平成17年度に国及び都道府県･上部団体から受けた､補助金及び受託料の金額の多い順に名称と金額を記入して下さい。

各項目の委託状況について､該当する番号を○で囲んで下さい。

他院からの紹介割合

IＴ関連の導入状況

補助金及び受託料の状況

外部委託実施状況

【11】

【12】

【13】
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損益状況については､調査表②､③のいずれか一方にご回答ください。

く調査表②新病院会計準則の導入施設＞
Ⅱ損益状況（平成17年度損益計算書）

１.平成17年度の決算書に基づき記入して下さい。

２.金額は､全て千円単位で記入して下さい。（千円未満は四捨五入）科目の金額がない場合には「Ｏ」と記入して下さい。

３.介護療養型医療施設の施設サービス､短期入所療養介護の収益については｢入院診療収益｣に記入し､居宅介護サービスの収益については｢その他

医薬収益｣に記入して下さい。

４.介護事業の収益と費用について医療事業と区分表示されていない病院は､医療事業の項目のみの記入で結構です。

５.○医業・介護事業収益※１．２は､科目に含まれる補助金等を右の項目(※1.2他会計負担金･補助金等の補助金(別掲))に別掲して下さい。

６.○医業・介護事業費用※３．４は､各科目の医師･看護師･その他職員給与を右の項目(※３．４職種別給与(別掲))に別掲して下さい。

７．０医業・介護事業費用※５は、前項､【１３】外部委託状況の委託費用について､右の項目※５外部委託費用(別掲))に別掲して下さい。

８.勘定科目

医業収益（介護事業についても準じて処理して下さい｡）医業・介護事業収益

入院診按収益

外来診捺収益

保健予防活動収益

受検萱
目収益ロ刀

医業外収益及び臨時収益（介護事業についても準じて処理して下さい｡）医業・介護事業外収益

及び臨時収益

医業費用（介護事業についても準じて処理して下さい｡）医業・介護事業費用

－１１６－

勘定科目 説明

入院診療収益
入院患者の診療､療養に係る収益(医療保険､公費負担医療､公害医療､労災
保険、自動車損害賠償責任保険、自費診療､介護保険等）

室１ｓ・差額収益 特ズ二療養費の対象となる特別の療養環境の提供に係る収益

外来診療収益 外来患者の診療､療養に係る収益(医療保険､公費負担医療､公害医療､労災
保険、自動車損害賠償責任保険、自費診療等）

保健予防活動収益
各種の健康診断､人間ドック､予防接種､妊産婦保健指導等保健予防活動に係
る収益

受託検査
・施設利用収益

他の医療機関から検査の委託を受けた場合の検査収益及び医療設備器機を他
の医療機関の利用に供した場合の収益

その他の医業収益
文書料等上記に属さない医業収益(施設介護及び短期入所療養介護以外の介
護報酬を含む）

保険等査定減 社会保険診療報酬支払基金などの審査機関による審査減額

勘定科目 説明

医業外収益

受取利息･配当金

有価証券売却益

患者外給食収益

運営費補助金収

施設設備補助金収益

患者外給食収益

その他の医業外収益

預貯金､公社債の利息、出資金等に係る分配金

売買目的等で所有する有価証券を売却した場合の売却益

従業員等患者以外に提供した食事に対する収益

運営に係る補助金､負担金

施設設備に係る補助金､負担金のうち、当該会計期間に配分された金額

従業員等患者以外に提供した食事に対する収益

前記の科目に属さない医業外収益

臨時収益

固定資産売却益

その他の臨時収益

固定資産の売却価額がその帳簿価額を超える差額

前記以外の臨時的に発生した収益。

勘定科目 説明

材料費

医薬品費

診療材料費

医療消耗器具備品費

給食用材料費

(ア)投薬用薬品の費消額

(イ)注射用薬品(血液,プラズマを含む)の費消額

(ウ)外用薬､検査用試薬､造影剤など前記の項目に属さない薬品の費消額

カテーテル､縫合糸､酸素､ギブス粉､レントゲンフイルム､など1回ごとに消費す
る診療材料の費消額

診療､検査､看護､給食などの医療用の器械,器具及び放射性同位元素のうち、
固定資産の計上基準額に満たないもの､または1年内に消費するもの

患者給食のために使用した食品の費消額
給与費

給料

賞与

賞与引当金繰入額

退職給付費用

法定福利費

病院で直接業務に従事する役員･従業員に対する給料､手当

病院で直接業務に従事する従業員に対する確定済賞与のうち、当該会計期間
に係る部分の金額

病院で直接業務に従事する従業員に対する翌会計期間に確定する賞与の当該
会計期間に係る部分の見積額

病院で直接業務に従事する従業員に対する退職一時金､退職年金等将来の退
職給付のうち、当該会計期間の負担に属する金額(役員であることに起因する部
分を除く）

病院で直接業務に従事する役員･従業員に対する健康保険法､厚生年金保険
法､雇用保険法､労働者災害補償保険法､各種の組合法などの法令に基づく
事業主負担額

委託費外部に委託した業務の対価としての費用

設備関係費

減価償却費

その他設備関係費

器機賃借料

地代家賃

車両関係費

その他

固定資産の計画的･規則的な取得原価の配分額

固定資産に計上を要しない器機等のリース､レンタル料

土地､建物などの賃借料

救急車､検診車､巡回用自動車､乗用車､船舶などの燃料､車両検査、自動車
車損害賠償責任保険、自動車税等の費用

修繕費、固定資産税､器機保守料､器機設備保険料



(注1)医薬品について､購入時には貯蔵品等の資産科目で処理し､出庫の時点で費用化している病院は､出庫分を
医薬品費として計上して下さい。

医業・介護事業外費用

及び臨時費用

医業外費用及び臨時費用（介護事業についても準じて処理して下さい｡）

損益状況については､調査表②､③のいずれか一方にご回答ください。

く調査表③旧病院会計準則の適用施設＞
Ⅱ損益状況（平成17年度損益計算書）

１.平成17年度の決算書に基づき記入して下さい。

２.金額は､全て千円単位で記入して下さい。（千円未満は四捨五入）科目の金額がない場合には「Ｏ」と記入して下さい。

３.介護療養型医療施設の施設サービス､短期入所療養介護の収益については｢入院診療収益｣に記入し､居宅介護サービスの収益については｢その他

医業収益｣に記入して下さい。

４.介護事業の収益と費用について医療保険事業と区分表示されていない病院は､医療保険事業の項目のみの記入で結構です。

５.○医業･介護事業収益※１．２．３は､各科目に含まれる補助金等を右の項目(※1.2.3他会計負担金･補助金等の補助金(別掲))に別掲して下さい。

６．０医業・介護事業費用※４．５は､各科目の医師･看護師･その他職員給与を右の項目(※4.5職種別給与(別掲))に別掲して下さい。

７.○医業･介護事業費用※６は､前項､【１３】外部委託状況の委託費用について､右の項目※６外部委託費用(別掲))に別掲して下さい。

８.勘定科目

医薬・介護事業収益 医業収益（介護事業についても準じて処理して下さい｡）

勘定科目

人院診族収益

室料差額収益

外来診療収益

保健予防収益

相談収益

その他医業収益

医業・介護事業外収益

及び特別利益

医業外収益及び特別利益（介護事業についても準じて処理して下さい｡）

受取利息・配当金

有価証券売却益

患者外給食収益

－１１７－

勘定科目 説明

研究研修費

研究費

研修費

研究材料(動物､飼料などを含む)、研究図書等の研究活動に係る費用
講習会参加に係る会費､旅費交通費､研修会開催のために招聰した講師に対
する謝金等職員研修に係る費用費

費
費
費
料
費
費
課

費
他

経

生
通

公
厚

交
信
険
際
会

の

税
利

費

福
旅
通
保
交
諸
租

雑
そ

福利施設負担額､厚生費など従業員の福利厚生のために要する法定外福利費
(ア）看護宿舎､食堂､売店など福利施設を利用する場合における事業主負担

(イ）診療､健康診断などを行った場合の減免額､その他衛生､保健､慰安､修
養､教育訂ll練などに要する費用、団体生命保険料及び慶弔に際して一定の基
準により支給される金品などの現物給与。

業務のための出張旅費｡ただし､研究､研修のための旅費を除く。
電信電話料､インターネット接続料､郵便料金など通信のための費用

生命保険料､病院責任賠償保険料など保険契約に基づく費用。ただし､福利厚
生費､器機設備保険料､車両関係費に該当するものを除く。

接待費及び慶弔など交際に要する費用

各種団体に対する会費､分担金などの費用

印紙税､登録免許税､事業所税などの租税及び町会費などの公共的課金として
の費用。ただし､固定資産税等､車両関係費､法人税･住民税及び事業税負担
額､課税仕入れに係る消費税及び地方消費税相当部分に該当するものは除
く｡

振込手数料､院内託児所費､学生に対して学費､教材費などを負担した場合の
看護師養成費など経費のうち前記に属さない費用。ただし､金額の大きいものに
ついては独立の科目を設ける。

職員被服費､消耗品費､消耗器具備品費､会議費､水道光熱費､宣伝広告費、
医業貸倒損失等(控除対象外消費税等負担額､本部費配賦額)、前記以外の
費用

勘定科目 説明

医業外費用

診療費減免額

医業外貸倒損失

患者外給食用材料費､支払利息､有価証券売却損、医業外貸倒引当金繰入額
等

患者に無料または低額な料金で診療を行う場合の割引額など

医業未収金以外の債権の回収不能額のうち､貸倒引当金で填補されない部分
の金額

臨時費用
固定資産売却損､固定資産除却損､災害損失等､前記以外の臨時的に発生し
た費用

勘定科目 説明

入院診療収益 社会保険給付部分（患者一部負担金を含む）
室料差額収益 差額ベット代、

外来診療収益
初診料に係る特定療養費

社会保険給付部分（患者一部負担金を含む）
保健予 坊収益 各種健康診断､予防接種等集団的保健予防活動に係わる収益
医療相談収益 人間ドック､妊産婦保健指導等個別的保健予防活動に係わる収益

その他医業収益
各種文書料､消毒料､洗濯料､瓶代

公害､労災、自賠責保険の収益
保 険等査定減 社会保険診療報酬支払基金事務所などの審査機関による審査減額

勘定科目 説明

受取利息・配当金
預貯金の利息、

出資金に係る分配金

有価証券売却益 一時的に所有する有価証券の売却収益
患者外給食収益 従業員､付き添い人の給食収入



(注1)救急医療等に対する補助金収入は､今回の調査では医薬外収益に記入して下さい。

医業費用（介護事業についても準じて処理して下さい｡）医業・介護事業費用

(注2)医薬品について､購入時には貯蔵品等の資産科目で処理し､出庫の時点で費用化している病院は､出庫分を
医薬品費として計上して下さい。

医薬外費用及び特別損失（介護事業についても準じて処理して下さい｡）医業・介護事業外費用

及び特別損失

く調査表④新･旧病院会計準則の適用施設共通＞

Ⅲ､財政状態（平成17年度貸借対照表）

１.平成17年度の決算書に基づき記入して下さい。

２.金額は､全て千円単位で記入して下さい。（千円未満は四捨五入）科目の金額がない場合には「Ｏ」と記入して下さい。

３.勘定科目

流動資産資産の部

－１１８－

勘定科目 説明

医業外費用
患者外給食用材料費

支払利息､有価証券売却損、

診療費減免
自由診療患者に対する無料診療等の免除額

保険診療患者に対する無料診療等の免除額

貸倒損失
自由診療患者に対する貸倒金

保険診療患者に対する貸倒金

特別損失

勘定科目 説明

現金・預金

現金､他人振出当座小切手､送金小切手､郵便振替小切手､送金為替手形、
預金手形(預金小切手)、郵便為替証書､郵便振替貯金払出証書､期限到来公
社債利札､官庁支払命令書等の現金と同じ性質をもつ貨幣代用物及び小口現
金など

当座預金､普通預金､通知預金､定期預金､定期積金､郵便貯金､郵便振替貯
金､外貨預金､金銭信託その他金融機関に対する各種掛金など｡ただし､契約
期間が1年を超えるものは｢その他の資産｣に含める。

医業未収金 医業収益に対する未収入金(手形債権を含む）

勘定科目 説明

その他医業外収益

駐車料､福利厚生施設運営収入､院内託児所収益､家屋貸付収益(寮･社宅は除く)、

治験の協力謝金

土地の貸付料

無償譲受け、医療事故保険金､救急医療等に対する補助金収入(注1）

特別利益

固定資産売却益

前期損益修正益

補助金・負担金

その他の特別利益

建物､器具､備品等譲渡益に係る売却益

土地の売却益

保険診療分償却済未収入金回収額

保険外診療分償却済未収入金回収額

他会計からの補助金･負担金･繰入金･分担金

転売以外の目的で保有する有価証券の売却益

法人税還付金

勘定科目 説明

給与費
賃金、 給与､手当、賞与､退職金､通勤手当

法定福利費

材料費
医薬品費(注2)、給食材料費､診療材料費、 医療消耗器具備品費

診療材料費（身体障害者用物品/税法14条の3第１項の物品）

費
費
費
費
費
料
費
費
費

経

生
通

厚
交
信
輌
借
際
会

利
費

福
旅
通
車
賃
交
諸
雑

職員被服費､消耗品費､消耗器具備品費､会議費､光熱水費､修繕費､宣伝広告費

租税公課､保険料（損害保険等）

従業員旅行費､法定外福利費

寮･社宅の敷地の地代及び家賃､生命保険料､慶弔金

業務上の出張費

電信電話料､振込手数料､葉書､切手代

国際電信電話料､携帯電話料等

燃料､車輌検査､修理費用

自動車税､重量税、自動車保険料

建物･駐車場の賃借料､リース料

寮･社宅の敷地の地代及び家賃、

贈答品代､接待費(宴会費･ゴルフ代等）

慶弔金､商品券､ビール券

対価性のある分担金､スポーツクラブの会費

各団体に対する通常の会費､入会金

税理士等の報酬､支払荷造費

法令に基づく手数料､利子割引料､寄付金

委託費

研究研修費

旅費交通費

研究材料費､謝金､図書費､研究雑費

業務上の国内旅行

業務上の海外旅行

減価償却費

役員報酬

通勤手当

法定福利費

賃金､給与､手当、賞与､退職金



固定資産

流動負債負債の部

勘定科ロ

買掛金

未払金

固定負債

退職給付；当金

の他固定負債

純資産の部 純資産

勘定科目
一

Ｐ．

○窓口負担金の未収金状況

１.平成17年度の医療費窓口負担金の未収金について､入院･外来別に記入して下さい。

対象は平成17年４月～平成18年３月の1年間で発生した患者負担金のうち、平成18年９月30日現在､支払いがなされていないものです。

２.都道府県等から受けた補填金がありましたら記入して下さい。

○平成17年度の固定資産取得について

①平成17年度に取得した固定

資産等について

平成17年度に取得した固定資産等について､取得金額を記入して下さい。

※土地取得時の仲介手数料等は｢その他の資産｣に計上して下さい。

②平成17年度通常期と異なる

固定資産取得について

１，新・増改築状況の有無を○で囲んで下さい。

2,他高額な医療機器等の取得の有無を○で囲んで下さい。

また、取得された資産を記入して下さい。

－１１９－

勘定科目 説明

有価証券
国債､地方債､株式､社債､証券投資信託の受益証券などのうち時価の変動に
より利益を得ることを目的とする売買目的有価証券

棚卸資産
医薬品､診療材料､給食用材料､貯蔵品(医療消耗器具備品、その他の消耗品
及び消耗器具備品)のたな卸高

その他の流動資産
未収金､前渡金､前払費用、未収収益､短期貸付金､役員従業員短期貸付金、
他会計短期貸付金､その他の流動資産(立替金､仮払金など）

貸倒引当金
医業未収金､未収金､短期貸付金などの金銭債権に関する取立不能見込額の
引当額

勘定科目 説明

有形固定資産

建物

構築物

医療用器械備品

その他器械備品

車両及び船舶

土地

建設仮勘定

その他有形固定資産

(ｱ)診療棟､病棟､管理棟､職員宿舎など病院に属する建物

(ｲ)電気､空調､冷暖房､昇降機､給排水など建物に附属する設備

貯水池､門､塀､舗装道路､緑化施設など建物以外の工作物及び土木設備で
あって土地に定着したもの

治療､検査､看護など医療用の器械､器具､備品など(ファイナンス･リース契約
によるものを含む）

その他前掲に属さない器械､器具､備品など(ファイナンス･リース契約によるもの
を含む）

救急車､検診車､巡回用自動車､乗用車､船舶など(ファイナンス･リース契約に
よるものを含む）

病院事業活動のために使用している土地

有形固定資産の建設､拡張､改造などの工事が完了し稼動するまでに発生する
請負前渡金､建設用材料部品の買入代金など

放射性同位元素､その他の固定資産(立木竹など前掲の科目に属さないもの）

形固定資産
借地権､ソフトウェア､その他の無形固定資産(電話加入権､給湯権､特許権な
ど前掲の科目に属さないもの）

その他の資産

有価証券(国債､地方債､株式､社債､証券投資信託の受益証券などのうち満
期保有目的の債券､その他有価証券及び市場価格のない有価証券)、長期貸
付金､役員従業員長期貸付金､他会計長期貸付金､長期前払費用､その他の
固定資産

貸倒引当金 長期貸付金などの金銭債権に関する取立不能見込額の引当額

勘定科目 説明

買掛金医薬品､診療材料､給食用材料などたな卸資産に対する未払債務
未払金器械､備品などの償却資産及び医業費用等に対する未払債務

短期借入金
公庫､事業団､金融機関などの外部からの借入金で、当初の契約において１年
以内に返済期限が到来するもの

曾与引当金 支給対象期間に基づき定期に支給する従業員賞与に係る引当金

その他流動負債
支払手形､役員従業員短期借入金､他会計短期借入金､未払費用、前受金、
預り金､巡業員預り金､前受収益､その他の流動負債(仮受金など前掲の科目
に属さない債務等であって、１年以内に期限が到来するもの）

勘定科目 説明

長期借入金
公庫､事業団､金融機関などの外部からの借入金で、
を超えて返済期限が到来するもの

当初の契約において１年

長期未払金
器械､備品など償却資産に対する未払債務(リース契約による債務を含む)のう
ち支払期間が１年を超えるもの

退職給付引当金
退職給付に係る会計基準に基づき従業員が提供した労働用益に対して将来支
払われる退職給付に備えて設定される引当金

その他固定負債
役員従業員長期借入金､他会計長期借入金、
負債(前掲の科目に属さない債務等であって、

長期前受補助金､その他の固定
期間が１年を超えるもの）

勘定科目 説明

純資産額資産と負債の差額
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病院経営分析に関する調査表調査表①

１．病院の概要 社団法人

曰亦病院会
【１】病院の種類（該当する種別を○で囲んで下さい｡） )apanHospitalA量sodation

【２】経営主体（該当する開設者を○で囲んで下さい｡）

動省・[到立病！ 、

９．厘柴岡１０．船保全脇８ゴ亦ｂ・が

1合及び連合１３．国保組合建保組合及びi車台

【３】支払方式（該当する種別を○で囲んで下さい｡）

【４】病院の機能（該当する17年度の機能を○で囲んで下さい。複数回答可）

【５】基礎・機能性

【６】患者数

１７年度

(1)１日平均患者数（人）

(3)年間外来診療日数（日）(2)１日平均外来患者数（人）

※(2)の外来息者数とは＿複数が

受診した場合でも1人として計上し
て下さい。

－１２０－

※(2)の外来患者数とは､複数科を

0１ １．一般病院２．ケアミツクス病院３．精神病院４．結核病院５．療養病院

0２

１．公的

２．私的

１．国（厚生労働省･国立病院機構･国立大学法人･その他）

2.都道府県３.市町村４．日赤５.済生会６.厚生連７．北社協８.全社連９.厚生団１０.船保会

11.健保組合及び連合１２.共済組合及び連合１３.国保組合

1.公益法人２.医療法人（社団・財団・特定・特別）３.学校法人４.社会福祉法人５.会社６.その他法人

7.個人

0３ １．ＤＰＣ対象病院および試行的適用病院２．出来高病院

－－￣￣

0４

１.特定機能病院２．地域医療支援病院３．臨床研修指定病院(単独型／管理型）

４．臨床研修指定病院(協力型）５．臨床研修指定病院(単独型／管理型･協力型）６．救急告示病院（２次救急医療機関）

７．救急告示病院（３次救急医療機関）８．開放型病院９．急性期入院加算１０．急性期特定入院加算

１１．回復期リハビリテーション病棟入院料１２．亜急性期入院医療管理料

１３．緩和ケア（入院）１４．緩和ケア（外来）１５．緩和ケア（入外）１６．短期滞在手術基本料（１）

１７．短期滞在手術基本料（Ⅱ）１８．血液透析（入院）１９．血液透析（外来）２０．血液透析（入外）

般 精神 結核 感染症
療養病床

医療保険 介護保険

ﾘハピリテー

ション
計

0５ 許可病床数（床）
！’１ １１１ １１１ １１１ ’１１ １１１ ’’１ ’１１１

0６ 実働病床数(床）
ｌｌｌ １１１ １１１ １１１ ’１１ １１１ １１１ １１１１

0７ 平均在院日数（日）
１１． ’１． ’１． １１． ｜’． １１． ｜’。 Ｉ’１゜

0８ 病床利用率（%）
ｌＩｏ １１。 １１。 １１。 ’１。 １１。 １１。 １１１。

事業区分 入院 外来 入院対外来比

0９ 医療事業
ｉｌｌ． ’１１゜

１：

1０ 介護事業
１１１。 １１１。

１：

蝿 医療事業
１１

1１ 医療事業
１１！。
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【７】職員構成（職員数は非常勤職員は規定で定める労働時間で常勤換算して下さい｡）

医療事業 介護事業

平均年齢

（

均勤続年数

（￣）

平均年齢

（才）

平均勤続年数

（）

師医
● ●

看護師
● ● ● ●

その他の職員
●

【８】院外処方 1.実施している施設の院外処方せん発行率（該当する院外処方せん発行率を○で囲んで下さい｡）

※実施し、る施設

院外処方せん発行率についても回

【９】部屋数.室料差額

【10】経路別入院患者 【11】ＩＴ関連の導入状況

－３｣ﾛﾑ院Z山ら叫剛二割台(100.o％）

【１２】補助金・受託料等の状況 【13】外部委託実施状況（各項目の該当する委託状況を○で囲んで下さい｡）
(単位:千円）

※平成17年度に国及び都道府県･上部団体から受けた､補
助金及び受託料の金額の多い順に名称と金額を記入して
下さい。

－１２１－

答下さい。

部屋数 平均室料

118 1人部屋
１１１ １１９１１

円

1９ 2人部屋
１１１ １１１１１

円

2０ ３～４人部屋
１１１ ｌｌＨｌＩ

円

ｉ：ｉ；￣￣

2鰯lJi蕊 蕊溌騨麹４

電子カルテシステム オーダリングシステム

1.導入している

2.近々に導入する

3.導入計画中

4.導入予定なし

1.導入している

2.近々に導入する

3.導入計画中

4.導入予定なし

錘
２
髄
２

(1)診療所より

(2)病院より

(3)福祉施設より

(4)その他

１１．

％

１１゜

％

’１．

％

１１．

％

補助金等の名称 金額

2５

1．

2．

3．

4．

5．

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

１０’１１１１

’１１１１１１

ＩロｌＩＨＩＩ

１

検

査

２
絵
食

３
寝
具

４
医
療
事
務

５
情
掃

６
廃
棄
物
処
理

７
保
守

８
寝
具
等
洗
濯

９
物
品
管
理

（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
〉

2６ 全面委託 １ １ １ １ １ １ 1 １ １

2７ －部委託 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２

Z８ 委託してない ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３

D:Ｉ

1７

1．全科

２．－部
(1)７５％以上．（２）５０％以上．

(3)２５％以上．（４）２５％未満．

1６

１．実施している

2．実施していない
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調査表②＜新病院会計準貝Uの適｢目施設＞
損益状況については、調査表②し③のいずれか一方をご選択ください．

Ⅱ損益状呪（平成17年度損益計算書）
●

※金額は､全て千円単位で記入して下さい。

○医業・介護業収益 (単位:千円）

医療事業 介護事業
1.2他会計負担金･補助金等の補助金(別掲）

科目に含まれる補助金･受託料等を計上して下さい。

※

震外収益・特別木ＩＨｉＩ

’
葡助金収租

晒設設備補助金収翻

蔭健予防7舌動収刊

繭言，口和・・

の他の迭業収石

｜’
１

１－］

総収益の計

※3.4職種別給与(別掲）

常勤･非常勤職員給与を職種別に計上して下さい。○医業・介護事業費用 (単位:千円）

可動職貝

’

'１
－

外部委託費用(別掲）

前項､【１３】外部委託状況の委託費用について計上し
て下さい。 （単位9千円）

(注）※3.4.5の各合計額は左の勘定科目の

決算額と等しくなります。

－１２２－

◆医業外収益・特別利益 (単位2千円）

◆常勤職員給与（単位:千円）

◆非常勤職員給与
(蛍付二千円）

勘定科目
決算額

(総売上）
医療事業 介護事業

医

業

・
介
護
事
業
収
益

入院診療収益

室料差額収益

外来診療収益

保健予防活動収益

受託検査･施設利用収益

その他の医業収益

計

合計

ｌｌｉｌｌＲｌｌ

ｌｌｌＩＩＩ１ｉ

｛’9 ｌｌ１ｌ

Ｉｌ１ｉｌｌｌｌ

ｌｌｌＩｌｌｌｌ

｜ｌｉｌｌｌＩ１

ｉｌｉＩＩｌｌｌ

△， ｜ｉ｛’’’１

ｌｌｌｉｌｌｌｌ

ｉｌｌｌｉＩｌ

ｌｌｌｌＫｌ１

’’１１１１

ＩｌＩｉｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

△ ｌｌｌｌｌＩ

ｌｌｌｌｌｌｌ

ｉｌｌｌＫ（’

１１１ＩＲＩ！

ｌｌｌｌｉｌｌ

lＩＩｌｌＩｌ

ｌｌｌｌｉｌｌ

ＩｌｌｌｉｌＩ

ＩｌｌｌｌＩｌ

△， ＩＩｌｌＩｉ

ｌｌｌｌｉｌｌ

医業外収益
※１

ｌｌｌＩｌｌｌｌ Ｉｌｌｌｌｌｌ ｌｌｌｌｌ１ｌ

臨時収益
※２

ｌｌＩ１１ｌＩ１ ｜ｌｌｌｌｌｌ ｌｌｌｌｌｌＩ

検査
ｌ（１１１１（｛

給食
ＩｉｌｌＩＩＩｌ

寝具
’１１１１１１（

医療事務
ＩｉｌｌＩｌｌＩ

清掃
１ｌｌｌＩｉｌｉ

廃棄物処理
ｌｌｌｌｌｌｌｌ

保守
ＩｌＩ１ｌｌｌｌ

寝具等洗濯
ＩｌＩｌＩｌｌｌ

物品管理(SPD）
ＩＩｌｌｌｌｌｌ

その他
ＩＩＩｌｌｌｌｌ

合計
Ｉｌｌｌｌｌｌｌ

運営補助金収益
１１１ ｉ１ｉ

施設設備補助金収益
ＩＩｌｌ ’’１

その他
ＩＩｌｌ１ｉｌＩ

合計
ＩＩｌｌｌｌｌｌ

勘定科目
決算額
(給仕入）

医療事業 介護事業

医
業
・
介
議
事
業
費
用

計〈ロ

ｉｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｉ｝ＩＩＩｌ

ｌｌｉｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｉｌｌｌｌＩ

※３

ｌ１ｌｌｌｌｌｌ

※４

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌＩｌｌ

Ｉ１ｌＩＩＩ１１

１１１１１１１１

｜ｌｌｌｌｌＩｌ

※５

Ｉｌｌ１ｌｌｌｌ

Ｉ１ｌＩｌｌｌｌ

Ｉ１ｌ１Ｉｌｌｌ

ｉｉｌ１ｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌＩＩｌ

Ｉｌ８Ｉｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌＩＩｌ

ＩｌｌｌｌｉＩ

ｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｉｌｌ

Ｉｌｌｌｌ１ｌ

ＩｌｌｌｌｌＩ

ｌｌＩｌｌＩｌ

lｌｌ１ｌｌＩ

１１１１１’１

ｌｌＩｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌ

ＩｌｌｌｌＩＩ

ｌＩｉｌｌｌＩ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌＩ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ＩｌＩＩＩｌＩ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ＩｌｌｌＨｌｌ

ｌｌｌｌｉｌｌ

ｌＩｌｌｉｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ｌｌＩｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ＩＩＩｌｌｌｌ

ｌｌｌｌＫｌｌ

ＩｌｌｌｉｌＩ

ｌｌｌｌｉｌｌ

ｌｌｌｌｌｌＩ

ｌｌＩｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ｌｉｌｌＲＩｌ

ＩｌｌｌＲｌＩ

ＩＩｌ｝Ｋｌｌ

医業外費用
ｌｌｌＩｌｌｌｌ lｌｌｌｌｌｌ ＩｌｌｌＨＩｌ

◆支払利息（再掲）
ｌｌｌＩｌｌＩＩ ｜ｌｌｌｌｌｌ ＩｌｌｌｌｌＩ

臨時費用
ｌｌｉｌｌｌｌｌ ｌｌｌｌｌｌＩ ＩｌｌＩｉｌＩ

総費用の計
Ｉｉｌｌｌｌｌｌ ｌＩｌｌｉＩｌ ｌＩｌＭｌｌ

医師給与
ｌｌＩｌｌｌｌｌ

看護師給与
ＩｌＩｌｌＩｌｉ

その他職員給与
ｉＩｌｌｌＩｌｌ

合計
｜（ｌｉＩＨｌ１

医師給与
Ｉｉｌｌｌｌｌｌ

看護師給与
Ｉ１ｌｌＩｌｌ１

その他職員給与
ｌｌｌｌｌｉｌｌ

合計
ｌｌｌｌｌｌｌｌ
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調査表③＜１日界面院会計準則の適用施設＞
損益状況については、宙査表②し③のいずれか一方をご日駅ください．

Ⅱ損益状祝（平成17年度損益計算書）

※金額は､全て千円単位で記入して下さい。

○消費税の処理方法（該当する番号を○で囲んで下さい｡）

○医業・介護事業収益 １．税込経理２．税抜経理(単位:千円）

･２．３他会計負担金.補助金等の補助金(別掲）

科目に含まれる補助金･受託料等を計上して下さい。

※１
動淀７Ｆが

の他迭弓冨収盃

屑助金･科囿助金

DHuの補助令

圭栗外収益・特別木l｣益
（単位:千Ｆ

の補助金

１１１

総収益の計

※4.5職種別給与(別掲）

(単位:千円）常勤･非常勤職員給与を職種別に計上して下さい。○医業・介護事業費用

医療事業 介護事業
勤職只巌

冒冒隻帥給弓

常勤：

外部委託費用(別掲）
前項､【１４】外部委託状況の委託費用

１１１１

(注）※４．５．６の各合計額は左の勘定科目の
決宜類し等Ｌ＜たり生-ｵｰｰ

－１２３－

◆その他医業収益 (蛍付2千l工i）

◆医業外収益・特別利益 (還付2千I工l）

◆常勤職員給与（単位:千円）

◆非常勤職員給与（璽付2千円）

について計上して下さい。（箪位二千円）

勘定科目
決算額

(総売上）
医療事業 介護事業

医
業
・
介
護
事
業
収
益

入院診療収益

室料差額収益

外来診療収益

保健予防収益

医療相談収益

その他医業収益

計

合計

’１３１１１１１

ｌｌｉｌｌｉｌＩ

ｌｌ３ＩＩｌｌｌ

ＩｌｌＩＩｌＩＩ

ＩＩＫ１１ｌ１Ｉ

※１

ｌｌｉＩｌｌＩＩ

ＩＩｉｌｌｉＩ

△， ＩｌＩｌｉＩｌ

ｌＩｉｌｌｌｌｌ

１１）’１１１

ＩＩｌｌｌＩｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌ

ｉｌ１ｌＩｌｌ

ｉｌｌｌｌｌｌ

｜ｌ１ｌｌｌｌ

今 ｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌＩｌＩ

Ｉｌｌｉｌｌｌ

１１１１１１１

ＩＩＩｌｌｌｌ

ｌｌｌｌＩＩ１

ＩｌｌＩｌｌｌ

’’’’’’１

△， ｌｌｌｌｌｌ

｜ｌｌｌｌｌｌ

医業外収益
※２

１１１１１１１１ ＩｌｌｌＩｌｌ Ｉｌｌｌｌｌｌ

特別利益
※３

ＩＩｌｌｌｌｌＩ ＩｌｌｌＩｌｌ ＩＩｌｌｌｌｌ

他会計補助金･補助金’
ｌｉｉｉＩｆｌｉ

補助金･受託料
Ｉ１ｉＩｌｉｌＩ

その他の補助金等Ｉ ＩＩｉｌｌｉｌｌ

合計
ｌＩＫＩＩｌ１１

他会計補助金･補助金
ｌＩｌｌｌｌＩＩ

補助金･受託料
ＩｌｌＩｌｌＩＩ

その他の補助金等
ＩＩｉｌｌｌＩＩ

合計
ＩｌｌＩｌｉＩＩ

勘定科目
決算額
（給仕入）

医療事業 介護事業

医
業
・
介
議
事
業
費
用

給

与

費

常勤職員給与

非常勤職員給与

|退職給与引当金繰入

法定福利費

計

材

料

費

医薬品費

給食用材料費

|診療材料費

医療消耗器具備品費

計

経費

委託費

研究研修費

減価償却費

役員報酬

その他医業費用

合計

※４

ｌＩｉＩＩｌｌｌ

※５

ｌＩｌｌｌｉｌｌ

ｌｌ３１１ｌＩＩ

ＩＩｉ１ＩｉｌＩ

ＩＩｉｌｌｉｌＩ

１１１１１１１Ｉ

ＩＩｌｌｌｌＩＩ

ｌｌｌｌＩｌＩｉ

ＩｌｉＩＩｌｌＩ

ＩＩｉｌｌｌｌｌ

ｌＩｌＩｌ９１ｌ

※６

ＩｌｉＩｌ１ＩＩ

ｌｌｉＩｌｌｌｌ

Ｉｌｉ１ＩＮＩｌ

ＩＩＫＩＩＩＩＩ

ｌｌＨＩｌｌＩｌ

ＩＩ３Ｉ１ＫＩＩ

ＩｌｌＩｌｌｌ

ＩｌＩｌｌｌｌ

ＩｌｌｌＩｉＩ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ＩＩｌＩｌｌｌ

ＩｌｌｌＩｌＩ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

｜ＩｌｌＩ１ｌ

｜ｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｉ

｜ＩＩ ＩＩ！

ＩＩＩＩｌｌｌ

Ｉｌｌｌｌｌｌ

ｉｌｌｌｌｌｌ

ＩＩ１ＩＩＩＩ

Ｉｌｌｌｌｌ１

Ｉｌｌｌｌｌｌ

｜ｌｌｌｌｌｌ

ｉＩｌＩＩ１Ｉ

ＩＩＩＩｌｌｌ

ｌｌｌｌＩｌｌ

’’’１１１１

ＩＩ１ＩＩｌｌ

ｌｌｌＩｌｌｌ

ｌＩ１Ｉｌｌｌ

ＩｌｌＩｌｌｌ

１１１ １１１

ｌｌｌｌＩＩ１

ＩｌｌＩｌｌｌ

ｉＩｌＩｌｌｌ

医業外費用
Ｉｌ９ｌｌｌｌｌ Ｉｌｌｌｌｌｌ Ｉｌｌｌｌｌｌ

◆支払利息（再掲）
lＩｉｉｌｌｌｌ ＩｌｌｌＩ１ｉ ｜ｌｌｌｌｌｌ

特別損失
ｌＩｌｌＩｌｌｌ １１１１１１１ ＩＩｌＩｌｌｉ

総費用の計
l１ｉＩＩｌＩＩ Ｉｌｌｌｌｌｌ ’’’１１１１

医師給与
ＩＩｉＩＩｌＩｉ

看護師給与
ｌ１ｌＩＩｉＩｌ

その他職員給与
ＩＩｌＩｌｉｌｌ

合計
ｌＩｌｌｌｉＩＩ

医師給与
ＩｌｉｌｌＫｌＩ

看護師給与
ＨｌＩｉＩｌ

その他職員給与
ＩｌＫＩＩｌｌＩ

合計
｜Ｉｉｌｌｌｌｌ

検査
ｌＩｌｌＩｌｌｌ

給食
ｌＩ１ｌｌｌＩｌ

寝具
ｌｌｌｌｌｌｌＩ

医療事務
Ｉｌｉｌｌｉｌｌ

清掃
ＩＩＫＩＩｉＩＩ

廃棄物処理
ＩＩｌＩ１ｉＩｌ

保守
ＩＩＫｌＩｉＩＩ

寝具等洗濯
ＩｌｌｌｌｉＩｌ

物品管理(SPD）
｜ＩｌＩＩｉＩｌ

その他
Ｉｌｌｌｌｌ１Ｉ

合計
ＩｌｉＩ１ｌ１１



日本病院会医療経済･税制委員会回答用

調査表④＜新・旧病院会計準貝Uの適用施設共通＞

Ⅲ、財政状祝（平成17年度貸借対照表）

※金額は､全て千円単位で記入して下さい。

０ 重ｲ立:十Ｐ＝

「００１０００１０１日》

一
〈
ロ
を
一

一場ス、。一
一知ナ割一
一損刊悩一
一蝋いば一
一
当
は
付
一

０
０
Ｉ
０
０
－
ｊ
０
Ｉ
０
０
Ｉ
。

○過去10年間で病院事業収益の規模､構造について大きな影響を与えた病院施策

（例）平成１０年12月外来分離

－１２４－

○貸借対照表（単位:千円）

|TＩ

資産の部 負債の部

勘定科目 金額 勘定科目 金額

流

動

資

産

現金･預金
｢~~￣－－－－－

|医業未収金
|有価証券

棚卸資産

その他流動資産

Ⅱ貸倒引当金

計

固
定
資
産

計

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

ＩｌｌｌＩＩｌｌ

Ｉ１１ｌＩｌｌｌ

ＩＩｌｌｌＩＩｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

△Ｉ ＩｌｌＩｌｌＩ

ＩＩｌｌＩＩｌｌ

ＩｌＨｌｌＩＩｌ

ＩＩＨｌＩＩＩＩ

ＩＩｌｌＩＩｌｌ

ＩＩｌｌＩｌｌｌ

ＩＩｌｌｌｌｌｌ

Ｉ１ｌｌＩＩｌＩ

ＩＩｌｌｌＩｌｌ

ＩｌｌｌｌｌＩ（

/凡
ｌｌｌＩＩＩＩ

ＩＩｌｌｌＩＩｌ

ＩＩｌｌＩＩＩｌ

ＩＩｌｌＩＩＩｌ

△， ＩＫｌＩＩｌｌ

ＩＩｌｌｌｌｌｌ

流

動

負

債

|買掛金

|未払金

短期借入金

賞与引当金

Ⅱその他流動負債

計

ｌｌｌｌｌｌ１１

ｌｌＲｌｌｌＩｌ

ｌｌＩｉｌｌｌｌ

ｌＩｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

固

定

負

債

長期借入金

長期未払金

|退職給付(与)引当金

その他固定負債

計

ｌＩｌｌｌｌｌＩ

ｌｌＩｌｌｌＩｌ

ｌＩｌｌｌｌ１１

’’１１｛ｌＩｌ

ｌＩｌｌｌｌＩＩ

負債合計
ｌＩｌｌｌｌＩｌ

純資産の部

勘定科目 金額

純資産額
’’’’１１１１

(うち、当期純利益又は当期純損失）
ｌＩｌｌｌｌｌｌ

純資産合計
ｌＩｌｌｌｌｌｌ

資産合計 ｌｌｌｌＩｌｌｌ 負債及び純資産合計
ｌＩｌＩｌｌＩｌ

時期 病院施策

1．

2．

3．

4．

5．



日本病院会医療経済･税制委員会回答用

○窓口負担金の未収金状況

(1)平成17年度に発生した医療費窓口負担金の未収金
(単位:千円）

｢~~~~~~~~~--~~~￣~~－－－~--~~~~~~---~~~~￣~~~~~~~~~~－－－~---．

'2005年４月～2006年３月の1年間で発生した患者負担金のう12
12006年９月30日現在､支払いがなされていないものを対象

(2)都道府県等の事業として､未収金補填制度の有無について

･補填金事業の名称と補填金額･補填率について（単位:千円）

(3)未収金発生防止及び回収方法として､該当する番号をＯで囲んで下さい。（複数回答可）

○平成17年度の固定資産取得について

(2)新築･増改築による資産取得の有無について胡中取得の固序腎圃 革ｲYr:千一円

(有・無）

(3)その他高額な医療機器等の資産取得の有無について

(有・無）

住所〒 FＡＸＴＥＬ

代表者病院名

役職 氏名

回答者 (ｅｘ ）Ｅ－ｍａｉｌ

ご協力ありがとうございました。

－１２５－

-Ｆ－→

(1)期中取得の固定資産（単位:千円）

医療事業 介護事業 合計

入院
ｉｌｌｌｌｌｌ Ｉｌｌｌｌｌｌ Ｉｌｌｌｌｌｌ

外来
ｌｉｌｌｌｌｌ ｌｌｌ１ｌｌｌ ｌｌｌｌｌｌｌ

計
Ｉｌｌｉｌ ｜ｉｌ（Ｉｉｌ ｜ｌｌｌｌｉｌ

補填事業の名称 補填金 補填率

33醗

1．

2．

3．

4．

5．

ｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌＩ

ｌｉｌｌｌｌｌ

’１Ⅱ１１１

ｌｌｌｌｌｌｌ

｜｛ ●

％

１１ ●

％

｜’ ●

％

｜’ ●

％

｜｛．
％

3２

1．有一

2．無

3４

１．デピット･クレジットカードでの決済（病院が支払うカード会社への手数料：

２．電話による催促３．封書による催促４．訪問による催促

● ％）

５．内容証明にて督促６．弁護士名で督促７.少額訴訟制度等による請求８．債権回収会社に委託する

９．特にしていない１０．その他（）

勘定科目 取得金額

建物
｜Ｉｌｌｌｌｌｌ

構築物
ＩＩＩＩｌｌｌｌ

医療用器械備品
ｌｌｌＩｌｌｌｌ

その他器械備品
ｌＩｌｌｌｌｌｌ

車両及び船舶
ｌＩｌｌｌｌｌＩ

土地
ｉＩｌｌｌ３ｉｌ

建設仮勘定
１１１１１１’１

その他の資産
ｌ１Ｉ１１ｌｌＩ

合計
ｌＩｌｌｌｌ１ｌ



手術時の医療材料に関する調査

報 !蔓⊇
口 書

平成 19 年 10 月

社団法人 日 本 病 院

医 療 経 済 ･税 制 委 員
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はじめに

現行の診療報酬体系では、手術料は本来の技術料（人件費）のほかに医療

材料費も包括して設定されており、それゆえに医療機関に多大な負担を押し

付けているのではないかとの指摘が以前からなされていた。そして前回の医

療経済・税制委員会の調査（平成１６年）の結果でも、保険請求できない医

療材料の割合が予想以上に多いことが明らかになった。

さらに、提出された資料を検討する過程において、自動縫合器・吻合器や

超音波凝固切開装置については、実際の現場での使用実態と診療報酬は乖離

しているのではないかとの疑問も生じてきた。それを受けて本委員会では、

再度エピデンスのある調査を行う必要性があると判断した。

前回調査は首都圏の病院に限定した調査であったが、今回は調査対象を全

国に拡大した。それとともに、より信懸性の高いデータを得るべく調査方法

に工夫を加え、各医療機関における現時点での医療材料の使用実態と、それ

に対する診療報酬が適正なものであるか否かを検討することとした。

－１２７－



１．調査目的

厚生労働省は、従来から医療材料費は手術点数に含まれているという見解であるが、

最近の手術では、特殊縫合糸やデイスポ製品など高額な材料が多く使われるようにな

った。その状況を日本病院会の医療経済・税制委員会で、平成１６年に術式別医療材料

費の経費を試算したところ手術点数に包括されていて、保険請求できない医療材料の

割合が予想以上に多いことが明らかになった。

また、自動縫合器・自動吻合器・超音波凝固切開装置については、診療報酬で加算

請求が認められているが、使用個数が少なく制限されていたり、請求点数が購入価格

の２５％-30％程度に抑えられているのが実態で、臨床での使用実態と請求額が合わな

いなどの問題点が指摘されている。

そこで今回、調査対象病院を拡大し、信懸性あるデータをもとに手術時の医療材料

の使用状況について実態を明らかにするべく調査を行った。

２．調査対象病院

日本病院会に加盟する全国の病院にアンケート調査表を郵送し有効回答を得た２３

４病院とした（表２)。

３．調査内容

平成１８年４月１日－１９年１月３１日の間に実施された２７対象手術における、

各病院で使用された医療材料の標準的な品目について調査した（表１）。

４．調査方法

前回の調査方法に加え、さらに信懸性あるデータを得ることを目的として調査方法

に工夫を加えた。すなわち、ＣＤ－Ｒへの入力方法を、【参照】に「医療材料の種類を次

の４項目に括りましたので、これにもとづきご記入ください」と明記して、Ｉ．【衛生

材料】Ⅱ．【手術操作に関するもの】Ⅲ【その他術中・術後に必要なもの（手術費に

包括されるもの)】Ⅳ．【保険請求可能な特定保険医療材料】に分別しての記入をお願

いした。さらに具体的な記入例を提示し回答をお願いした。この結果、回収数９８件

のうち有効回答数が８６件（８７．８％）であった。さらに回答内容の精査検討を行う

にあたって効果的であった。

－１２８－



答 要領）（回

○ＣＤ－Ｒを２枚お送りいたしました。１枚は｢①回答用紙データデイスク(入力フォーム)』、

もう１枚は「②返信用ディスク』（空ＣＤ－Ｒ）となっております。

回答用紙をエクセルシートにて用意しました。はじめに、『①回答用紙データデイスク

（入力フォーム)」をＣＤ－Ｒの中からデスクトップ等へ保存してからお使いください。

○別添の参照にもとづき区分けした医療材料を※記入例をご参考のうえ、２７の手術につ

いて、各術式の症例数、商品名・品番、消費した個数、購入単価（税込み）をご入力く

ださい。

※記入例をご参考下さい。

○データ入力後、『②返信用ディスク」（空ＣＤ－Ｒ）の中に、ファイル名に名前（病院名）

を付けて保存し、提出先までお送りください。

○締め切りは２月２３日（金）を目途としておりますが、問に合わない場合は２月中まで

にご提出ください。

○入力方法は貴病院の購入価格に消費税を加え、小数点第二位までを記入してください。

ディスポ材料は基本的にはシングルユーズの価格です。また、医療材料を特定するため、

製品名、品番の記入もお願いします。

○手術の調査内容については、調査対象期間に行われた１件あたりの標準的なデータを入

力してください。

○麻酔（気管内チューブ、硬膜外麻酔のセットなど）については記入しないでください。

○メス刃については、デイスポ製品のみを記入してください。替え刃のみを使用の場合は

替え刃だけの購入価格を記入。本体全てがディスポ製品の場合は本体を記入してくださ

い。また、電気メスも同様です。

○チューブ類の材料については、２４時間以上体内に留置した場合、算定できる医療材料

もありますので、所定の欄（Ⅳ．【保険請求可・特定保険医療材料】）に当該手術に使用

した特定保険医療材料の全てを記入してください。

○手術で使用するドレープについては、ラージサイズ、スモールサイズを問わず全てを記

入してください。また、布製で繰り返し消毒しているドレープは記入しないでください。

○特定のパック製品（箱単位）に関しては、データの誤差を少なくするため、お手数です

が、内容物がわかるように中身の１個単価を税込みで記入してください。しかし、パッ

クによって各メーカーからの値引率が異なる場合が発生すると思います。１個単価の割

合が出せない場合は「○○パック」と記入していただきますが、品名はわかるように記

入してください。

－１２９－



（参照）

医療材料の種類を次の４項目に括りましたので、これにもとづきご記入ください。

【衛生材料】

～バック、～セット（ex・開腹バック、脳外科セットなど）

ドレープ（ディスポーザブルのみ）

器械台カバー

各種ガーゼ類

タオル類

包帯、弾性包帯

綿球

絆創膏

その他

Ｉ．

【手術操作に関するもの】

メス刃

シリンジ

電気メス

電極、モニター電極、対極板、バイポーラコード

ナイフ

縫合糸（実際使用した本数）

スキンステープラー

血管テープ

内視鏡手術関連

その他

Ⅱ．

【その他術中・術後に必要なもの（手術費に包括されるもの)】

術者用キャップ・マスク・ガウン・手袋

皮膚ペン

メスクリーナー

チューブ類、カテーテル類

輸液・輸血セット、三方活栓

各種ボトル

各種バック

ストッキネット

エスマルヒ

眼内レンズ

その他

Ⅲ．

【保険請求可能な特定保険医療材料】

持続的注入・排液・排気用導管（体内留置）

微繊維性コラーゲン

骨・関節修復及び欠損補綴用人工材料

脳動脈瘤手術クリップ

心臓手術用カテーテル

組織代用人工繊維布

ディスポーザブル自動吻合・自動縫合器

２４時間留置静脈針

その他

Ⅳ．

－１３０－



調査対象期間症例数Ⅲい-Ｈ１，｣加「551件（記入例①）
衝式名：Ｋ６５７２冒全摘衛（胃悪性区毎手術）

単■(購入衝
説込み

（円）

種込み信一綱一一一一一一一一一一》一 lｉlil
滅菌トレープ吸水エンポス

1３１

商品名・品番
単伍(購入低）
我込み

個数
金額（円）
種込み

Ｉ．【衛生材弱】
ガーゼ デグー. 子 (10枚） 1２００ 2０ 24000

Ｘ線ガーゼ 1３ 6４ 6０ 818 4０

Yガーゼ 1９ 6０ ２ ３９ 2０

ガーゼ四つ折 1０３ 0０ １ 1０３ 0０

綿球 綿球（＃40） ３ 0０ ８ 2４ 0０

綿球（＃20） ３ 0０ 1０ 3０ 0０

タオル 紐つきタオル 704 0０ ３ 2,112 00

シーツ デイスポシーツDS-1018FA 1６０ OＯ １ 1６０ 0０

台カバー メイヨ板カバー 422 0０ １ 422 00

ドレープ類 外科用開腹パック 3,507 0０ １ 3,507 0０

･全面ドレープ翼付×１

･オイフテープ×２

･滅菌ドレープ吸水エンポス×１

包帯 弾包１０ 24500 １ 24500

絆創膏 サージカルテープ1530-2 29820 ４ 1,192.80

その他 滅菌７ ﾐケット 1１３００ １ 1１３００

Ⅱ．【手衝操作に関するもの】
メス刃 替刃メスＮＯ１１ 33.57 ２ 67.14

替刃メスNO2１ 3８ 8０ １ 3８ 8０

対極板 バリーラブ対極板Ｅ7507 1,200 00 １ 1,200 0０

電気メス 亜気メス本体 2,800 0０ １ 2,800 0０

電気メス先 324 0０ ２ 648 0０

電極 ブルーセンサーＩＭＯ－Ｓ 2７ 3０ ３ ８１ 9０

シリンジ シリンジ１０mlSS-10ESZ ８ 3０ ２ 1６ 6０

シリンジ５mlSS-50ESZ 5５ 0０ ２ 1１０ 0０

縫合糸（実際使用数） 絹糸3-0（45cm） 1５０ 0０ ２ 300 0０

絹糸2-0（45cm） 1５０ 0０ ２ 300 0０

絹糸1-0（45cm） 1５０ 0０ １ 1５０ 0０

絹糸3-0（60cm） 1５０ 0０ ２ 300 0０

絹糸2-0（60cm） 1５０ 0０ ２ 300 0０

絹糸1つ（65cm） 1５０ 0０ １ 1５０ 0０

ブラックシルク3-0 2,317 0０ １ 2,317 0０

バイクリル３－ＯＪ７７２Ｄ 3,166 0０ １ 3,166 0０

プローリン（２－０） 598 0０ １ 598 0０

dｆ 角田（7号） 1０１ 0０ １ 1０１ 0０

スキンステープラー 3Mスキンステープラー３９９５ 2,669 0０ １ 2,669 0０

血管テープ ベッセルテープ 305 0０ ２ 610 0０

その他 メスクリーン1209017 237 0０ １ 237 0０

Ⅲ． 【その他衡中・街後に必要なもの（：乎猪費に包括されるもの） 」

ガウン他 術者用キャップMCS201 3５４３ ４ 141.72

術者用ガウン 421 0０ ４ 1,684 0０

手術用手袋 7４ 0０ ８ 592 0０

チューブ・カテーテル類 尿道カテーテル（シェリダン） 4,326 0０ １ 4,326 0０

精密ウロバッグ 2,000 0０ １ 2,000 0０

吸弓lチューブ31225 435 7５ １ 435 7５

輸液・輸血 輸液セット 1８４ 0０ １ 1８４ 0０

輸血セット 6３ 0０ １ 6３ 0０

三方活栓 6０ 0０ ２ 1２０ 00

エクステンションチューブ１００ 1３０ 0０ １ 1３０ 0０

加温コイル 650 0０ １ 650 0０

ストッキネット ストッキネット4号 240 0０ １ 240 0０

ストッキネット5号 292 0０ ２ 584 0０

その他 ディスポ廃液容器 1０７ 0０ １ 1０７ 0０

１V． 【保険藩求可能な特定俣瞳星空材料】
持絞的排液・排気用導管 プリーツドレーンMD45108 84798 ２ 1,695.96

ペンローズドレーン０１２１０１ 255 5７ ２ ５１１ 1４

自動吻合・自動縫合器 リニアカツター５５ 23,436 0０ １ 23,436 0０

リニアカッター５５替刃 18,596 0０ ２ 37,192 0０

リニアカツター７５ 25,634 0０ １ 25,634 00

リニアカツター７５替刃 20,213 0０ ２ 40,426 0０

EEA2５ 53,393 OＯ １ 53,393 00

EEA2９ 53,393 0０ １ 53,393 0０

２４時間留置静脈針 エラスター針16Ｇ 220 0０ １ 220 0０

合計 272,325 4１



己（記入例②）
衛式名：K177(2)笛動脈頚部クリツピング（2箇所以上）

調査対象期間症例数(H18.4.1～Ｈ19.1.31）

単■(購入後
税込み

（円）

汲込み

０
０
０
０
０
０
０
０

ｍ
ｍ
叩
、
印
加
叩
叩
叩
調
刀
叩
叩
叩
叩
扣
卯
卯
叩
側
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
叩
叩
叩
、
叩
、
叩
叩
叩
叩
叩

０
０
６
３
９
０
０
０

２
０
９
１
６
５
５
０

妬
卵
ね
別
別
、
巧
詣
卵
８
川
卯
宛
匝
ｍ
１
ｍ
Ｍ
顕
妬
即
刈
巫
鯛
佃
脆
卯
肥
弱
“
Ｍ
卵
究
“
叩

６
２
１

７
７
１

２
４

５
５
９

２
２
１

８
８
７

１
２
２
１
８
８
２

４
８
５
２
１

５
４
３
８
４
１
１

１ ０
１

１
１
９

２ ３
７
８

メスハントコントロールプラ130305

デイスポシリンン20mｌＳＳ２０ＥＳＺ

【その伯衡中指後に必要なもの（手衡受に包

吸引チューブ（住友ぺクライト）

－１３２－

商品名・品番 単■(購入伝）
種込み

個数
金額（円）
通込み

I．【衛生材料】
ガーゼ Ｘｐガーゼ10枚入り14636 26200 ２ 52400

Ｘｐガーゼ20枚入り14611 420 ＯＯ ２ 84000

Yカットガーゼ 1９ 6０ ２ 39.20

綿球 綿球2０ １ 3０ ３ 3.90

綿球4０ ６ 9０ ８ 5５ 2０

シーツ ベンシーッＮｏｌ 575 0０ ２ 1,150 00

ペンシーツＮＯ２ 575 0０ ２ 1,150 00

ドレープ類 開頭セット 1０，９１０ 0０ １ 10,910 00

器械台トレー（小）

開頭用全面ドレープ

滅菌後レープ（特大）

メッキンポケット

･器械台カバー

包帯 弾包１０cｍ 24500 ２ 495.00

絆創膏 サージカルテープ 1５３０－２ 29820 ４ 1,19280

その他 減 菌7 《ケット 1１３００ １ 1１３００

、 【手缶操作に関するもの】
メス刃 替刃メスNo.１０ 3１５０ １ 31.50

替刃メスＮｏ．１１ 3１ 5０ １ 3１ 5０

対極板 バリーラブ対極板Ｅ7505 882 0０ １ 882 00

近気メス 竃メスハンドコントロールプラス130305 1,875 0０ １ 1,875 00

メス電極ブレード138112 725 0０ １ 725 00

電極 モニター電極 3８ 0０ ３ 1１４ 0０

シリンジ ディスア ミシリンジ10mlSS-10ESZ ６ 3９ １ ６ 3９

ディスフ ミシリンジ20mlSS-20ESZ 1１ 7１ ２ 2３ 4２

縫合糸（実際使用数） シルク３－OlAO3SW50 1９０ 0０ ３ 570 0０

サージロン３つ1918-4170 236 0０ ２ 472 00

バイクリル２つjlO5T 1,262 0０ ２ 2,524 00

台 外科強湾台 1０７ 0０ ３ 3２１ 00

注射針18Ｇ １ 4０ １ １ 4０

スキンステープラー スキンステープラー3995-35Ｗ 1,837 5０ １ 1,837 5０

その他 パーフオレータ－２６－１２２１ 9,804 9０ １ 9,804 9０

メスクリーナー 236 0０ １ 236 0０

Ⅲ．【その他術中・缶後に必要なもの（：手衝丑に包括されるもの）】
ガウン他 衛者用キャップHCS201 35.43 ４ 141.72

術者用ガウン 421 0０ ４ 1,684 00

手術用手袋 7４ 0０ ８ 592 00

チューブ・カテーテル類 ウロメーターバック 892 0０ １ 892 0０

吸弓lチューブ（住友ペークライト） 595 0０ １ 595 0０

輸液・輸血 輸液セットTY-A3003027 ２４９ 0０ １ 249 00

輸血セットTB-A200L 1０５ 0０ １ 1０５ 00

トップ三方活栓 9０ 0０ １ 9０ 00

エクステンシヨンチユーブX3-WL50 88.20 ２ 1７６ 4０

その他 ﾛR弓lバック300,1 53500 ３ 1,605 0０

『
〃 ミーンワツクス＃900 464.10 １ 464 1０

1Vさ【保険缶求可能な特定保険医空材料】
クリップ 杉田クリップ 23,38400 １ 23,38400

持続的排液・排気用導管 Jバックドレーン（10Fr） 7,859 0０ １ 7,859 00

脳室ドレナージチューブ 8,436 0０ １ 8,436 00

２４時間留置静脈６ サーフロー台 .（18G） 1４１ 0０ ２ 282 00

サーフロー& ．（20G） 1０８ 0０ １ 1０８ 00

その他

合衝 82,591493



（記入例③）調査対象期間症例数Ⅲい-H1,13,)「551件
衛式名：Ｋ８８８(2)子宮附属器匡狢摘出街[両側］（腹腔銭によるもの）

単■(購入缶
租込み

（円）

税込み

！
→
』
’
一
一

ンドカツター交換用カートリッジTR45G

[に包括される１ の）【その他衡中衛後に必要なもの（手衡】

持鹸的排液・排気用導管

その他
公
ロ

－１３３－

商品名。品番
単缶(購入缶）
通弧み

個数
金額（円）
税込み

Ｌ【衛生材料】
ガーゼ Ｘ線入りガーゼＮＯ７ 1３００ 3０ 3９００

綿球 綿球（＃40） 1３ 9３ 3０ ４１７ 9０

綿球（＃20） 1３ 9３ 2０ 278 6０

綿球（＃14） 1３ 9３ 2０ 278 6０

ワンショットプラス３０ 262 0０ １ 262 0０

タオル 吸水タオル 9５ 0０ １ 9５ 0０

シーツ デイスポシーツDS-1018FA 1６０ 0０ １ 1６０ 0０

ドレープ（ディスポのみ） HOGY全面ドレープ茂付 3,400 0０ １ 3,400 00

その他

Ⅱ．【手衡操作にＩ するもの】
メス刃 替刃メスNO2１ 3８８０ １ 3８８０

替刃メスＮＯ１１ 3３ 5７ １ 3３ 5７

メス先ホルダーＥ2400 262 1６ １ 262 1６

対極板 ユニバーサルプレート９１３５ 830 0０ １ 830 0０

電極 レッドタツド２５７０ 7５ 0０ ３ 225 0０

シリンジ シリンジ２０mlSS-20ESZ ９ 4３ ２ 1８ 8６

シリンジ１０mlSS-20ESZ ８ 3６ １ 8．３６

シリンジ５mＩＳＳ⑩5sＺ ６ 0９ １ 6０９

縫合糸（実際使用数） ナイロンブレードクロ３－０ 1５ 7５ １ 1５ 7５

シルクブレードGAO1SW 1２２ 6４ 1０ 1,226 4０

針付糸バイクリル１－ＯＪ３４０Ｈ ５１８ 2９ ３ ５１８ 2９

台 注射& ･１８Ｇ ３ 0０ ５ 1５ 0０

ヌ,キンステープラー スキンステープラー3995-5Ｗ 1,837 5０ １ 1『837 5０

内視餓手術用 トロツカー１２ｍ512s、 11,265 0０ １ 11,265 0０

12nUnスレッドＴ５１２ 1,080 0０ １ 1,080 00

エンドカッターATB4５ 42,000 0０ １ 42,000 0０

エンドカッター交換用カートリッジTR45G 22,312 5０ １ 22,312 5０

エンドループPDSⅡEZ10G 3,867 1５ １ 3,867 1５

リデユーサーHS512 955 0０ ２ 1,910 0０

その他 ナイフクリーナー 9８ 1８ １ 9８ 1８

皿．【その他衡中・街後に必要なもの（』孚缶毎に包括されるもの）】

ガウン等 衛者用キャップMCS201 3５４３ ２ 7０８６

衛者用キャップIICS103 5４ 3３ １ 5４ 3３

衛者用ガウンＨＧＹ－１４ 4５１ 5０ ３ 1,354 5０

手術用手袋 6０ 3７ ３ 1８１ 1１

チューブ・カテーテル類 ウロガードUD-BE3012 290 ００ １ 290 0０

吸弓|カテーテル 1６１ OＯ １ 1６１ 0０

輸液・輸血 輸液セットjY-A603CJ 2１ 6３ １ ２１ 6３

XテンションチューブＸ2－５０ 3５ 3６ ３ 1０６ 0８

その他

】V＿
Ｐ

Ｌ b険簸求可能な特定僅磯医客材料】
持紋 |孫沼【・凄気閉導官 ペンローズNo.8501-8Ｎ 24600 １ 246.00

その他

合齢 94,9鰯２２



５．調査対象手術

調査対象手術は、表１に示すとおりである。前回調査時の３６項目から２７項目に絞

った。

区表１
区分番号 点数

１
Ｊ
１
Ｊ
Ｊ
１
Ｊ
１
１
Ｊ
Ｊ
１
１
Ｊ
１
Ｊ
１
Ｊ
１
Ｊ
Ｊ
１
１
１
Ｊ
１

２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
Ⅱ
皿
旧
皿
砠
肥
Ⅳ
旧
旧
別
Ⅲ
犯
朋
叫
妬
肥
酊

く
く
く
く
く
く
く
ｌ
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

蝋
Ｋ５１４

２２０００

L1lli
－１３４－

区分番号

』
●
〃
７

Ｖ 式 」点数

(１） ＫＯ７９

１

２ 靭帯断裂形成手術（関節鏡下によるもの）

(十字靭帯）

20,800

(２） ＫＯ８１１ 人工骨頭挿入↑テ（股） 1５，０００

(３） ＫＯ８２１ 人工関節置換↑テ（膝） 22,300

(４） Ｋ１６４１ 頭蓋内血腫除去ウｻﾞ（硬膜外のもの） 24,400

(５） Ｋ１６９２ 頭蓋内腫瘍摘出↑
、￣

i「 (その他のもの） 82,000

(６） Ｋ１７７２ 脳動脈瘤頚部クリッピング（２箇所以一二） 8４，１００

(７） Ｋ１７８ 脳血管内三 三ｹ

豈
丁

40,900

(８） Ｋ２８２１ 水晶体再建術（眼内レンズを挿入する場合） 1２，１００

(９） Ｋ３５８ 上顎洞筋骨洞根本手術 14,500

(10） Ｋ４７６５ 乳腺悪性腫瘍手術

(乳房切除術(腋窩鎖骨下部郭清を伴うもの）・胸筋切除を併施しないもの）

2７，１００

(11） Ｋ５１３ 胸腔鏡下肺切除術 37,500

(12） Ｋ５１４１ 肺悪性腫瘍手術（肺葉切除又はこれに満たないもの） 36,900

(13） Ｋ５１４

２

２ 胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術（リンパ節郭清を伴うもの） 58,000

(14） Ｋ５４９ 経皮的冠動脈ステント留置術 22,000

(15） Ｋ５５２

２

２ 冠動脈、大動脈バイパス移植術（２吻合以上のもの） 89,700

(16） Ｋ５５５１ 弁置換術（１弁のもの） 57,000

(17） Ｋ６３３５ ヘルニア手術（鼠径ヘルニア） 5,530

(18） Ｋ６５７２ 胃全摘術（悪性腫瘍手術） 58,300

(19） Ｋ６７２ 胆嚢摘出術 1５，２００

(20） Ｋ６７２ ２ 腹腔鏡下胆嚢摘出術 20,300

(21） Ｋ７１８ 虫垂切除術 6,210

(22） Ｋ７１９３ 結腸切除術（全切除、亜全切除又は悪性腫瘍手術） 3２，７００

(23） Ｋ８０１１ 膀胱単純摘除術（腸管禾|｣用の尿路変更を行うもの） 35,800

(24） Ｋ８４３ 前立腺悪性腫瘍手術 3１，６００

(25） Ｋ８７２ ２ 腹腔鏡下子宮筋腫摘出（核出）術 25,300

(26） Ｋ８８８１ 子宮附属器腫瘍摘出術（両側）開腹によるもの 9,300

(27） Ｋ８８８２ 子宮附属器腫瘍摘出術（両側）腹腔鏡によるもの 1８，６００



６．回収成績

調査対象病院は表２に示すとおりである。前回調査対象病院は、関東近辺にある３６

病院を対象として調査したが、今回は、日本病院会の経営分析調査など、種々調査に

協力をいただいている、２３４病院に発送し９８病院から回収された。その内の８６病院か

らの有効回答を得た。回収率は41.9%、有効回答率は36.8%であった（表２)。

区表２

発送数 回収数 回収率(船） 有効回答数 有効回答率(96）

２３４ 41.9％ ３６．８％

２０３ ３９９％ ６９ 34.0％

３２１％ 27.2％

49.5％ ４０ 43.0％

36.4％

２００％

００％００％

００％

５４．８％ 54.8％

６２．５％ ６２．５％

43.8％ 43.8％

－１３５－

発送数 回収数 回収率(％） 有効回答数 有効回答率(船）

全体 234 9８ 41.9％ 8６ 36.8％

公的病院

'都道府県･市町村

曰赤

済生会

厚生連

健保連

共済及連合

203

8１

9３

1１

1５

２

１

8１

2６

4６

４

５

0

０

39.9％

32.1％

49.5％

36.4％

33.3％

0.0％

0.0％

6９

2２

4０

４

３

0

0

34.0％

27.2％

43.0％

36.4％

200％

0.0％

0.0％

私的病院

|公益法人

医療法人

学校法人

その他法人

3１

８

1６

１
６

1７

５

７

１
４

54.8％

62.5％

43.8％

100.0％

66.7％

1７

５

７

１

４

54.8％

625％

43.8％

100.0％

66.7％



７．集計結果

各施設において手術項目ごとに、Ｉ【衛生材料】＋Ⅱ【手術操作に関するもの】＋

Ⅲ【その他術中・術後に必要なもの(手術費に包括されるもの)】の合計を算出し、そ

の中間値に対する医療材料費率を見たのが表３である。

回答施設数は、手術項目により１６施設から８１施設まで差がみられた。さらに、

各手術項目における各施設の調査期間中における手術件数を表４に示す。最少件数は

１例から最大件数２，１３５例に及ぶ手術(水晶体再建術)がある（表４)。

五

１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
２
２
２
２
２
２
２
２

1３６

区分番号 手術点数

Ａ

回答施設数

Ｂ

手術料に包括される
医療材料費
(中間値）

Ｃ －

－

材料費率

Ｃ

Ａ×１０
×１００

１ ＫＯ79-21 20,800 4０ 37,855 18.20％

２ ＫＯ8１１ 15,000 7３ 39,688 26.46％

３ ＫＯ8２１ 22,300 7０ 42,448 19.03％

４ Ｋ1６４１ 24,400 4７ 59,712 24.47％

５ Ｋ1６９２ 82,000 4９ 65,991 8.05％

６ Ｋ1７７２ 84,100 4８ 66,979 7.96％

７ Ｋ1７８ 40,900 3０ 43,188 10.56％

８ Ｋ2８２１ 1２，１００ 6４ 71,607 59.18％

９ Ｋ358 14,500 5１ 1４，１７２ 9.77％

1０ K4７６５ 27,100 6３ 26,639 9.83％

1１ Ｋ513 37,500 5１ 47,159 12.58％

1２ Ｋ5１４１ 36,900 3９ 52,748 14.29％

1３ K5１４－２２ 58,000 2９ 50,465 8.70％

1４ Ｋ549 22,000 3８ 38,191 17.36％

1５ Ｋ552-22 89,700 3１ 167,827 18.71％

1６ Ｋ5５５１ 57,000 3３ 122,666 21.52％

1７ K6３３５ 5,530 8０ 14,574 26.35％

1８ K6５７２ 58,300 7８ 43,684 7.49％

1９ K672 15,200 7１ 32,140 21.14％

2０ K672-2 20,300 8１ 102,998 50.74％

2１ K718 6,210 7８ 1５，１１０ 24.33％

2２ K7１９３ 32,700 7６ 39,882 12.20％

2３ K8０１１ 35,800 1６ 119,404 33.35％

2４ K843 31,600 5６ 51,625 16.34％

2５ Ｋ872-2 25,300 1８ 88,657 35.04％

2６ K8８８１ 9,300 6１ 23,997 25.80％

2７ K8８８２ 18,600 4１ 87,266 46.92％



区

１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
２
２
２
２
２
２
２
２ 【

－１３７－

区分番号 手術件数

合計 中間値 最大値 最小値 平均値

１ KO7９－２１ 383 ５ 8４ １ 9.6

２ KO８１１ 1,633 2４ 4８ １ 2２４

３ KO8２１ 1,099 1４ 6２ １ 1５．７

４ Ｋ1６４１ 255 ３ 2８ １ 5.4

５ Ｋ1６９２ 486 ８ 3４ １ 9.9

６ Ｋ1７７２ 232 ３ 3０ １ 4.8

７ Ｋ1７８ 327 ５ 1００ １ 1０．９

８ Ｋ2８２１ 1８，９１６ 203 2１３５ ５ 295.6

９ Ｋ358 842 1２ 5９ １ 1６．５

1０ K4７６５ 1,186 1３ 8６ １ 1８．８

1１ Ｋ５１３ 1,321 1６ 233 １ 25.9

1２ Ｋ5１４１ 386 ６ 4０ １ 9９

1３ Ｋ5１４－２２ 479 1０ ４１ １ 1６．５

1４ Ｋ549 4,221 7４ 455 ４ 1１１．１

1５ Ｋ552-22 792 1９ 1６２ １ 25.5

1６ Ｋ5５５１ 599 1４ 1０７ １ 1８．２

1７ K6３３５ 6,570 7０ 412 ４ 82.1

1８ K6５７２ 1,039 1２ 3８ １ 1３．３

1９ Ｋ672 1,500 1５ ９１ １ 21.1

2０ K672-2 3,776 3７ 1９０ １ 46.6

2１ Ｋ718 2,233 2４ 1０６ １ 28.6

2２ K7１９３ 2,454 3１ 9７ ２ 32.3

2３ K8０１１ 4２ ２ 1５ １ ２６

2４ K843 867 1２ 8３ １ 1５．５

2５ K872-2 238 ７ 5１ １ 1３．２

2６ K8８８１ 2,442 3４ 1４２ １ 40.0

2７ K8８８２ 1,291 1３ 545 １ 31.5



手術料に包括される医療材料費率

材料費率は7.49-59.18％の間に分布し手術項目によってかなりの差がみられた。材

料費率を、ほぼ妥当とされる１０％未満、やや問題となる１０－２５％未満、医療機

関の持ち出しが顕著と思われる２５％以上の３群に分けてみると、１０％未満は６手

術項目（２２％)に過ぎない。１０－２５％未満が１３手術項目（４８％）と約半数を占

める。２５％以上の材料費率の手術項目がなんと８手術項目（３０％)もあった。さら

に注目すべきは、腹腔鏡下胆嚢摘出術（K672-2）においては、材料費が５０％を超え

ていることである。また、ヘルニア手術（鼠径）（K633-5）や虫垂切除術（K718）な

どの最も基本的かつ、特殊手術材料が少ない手術においても材料費率がほぼ２５％か

かっているが、これは基本的な手術に対する保険点数の設定が低いことに原因がある

（表５)。

外科系学会社会保険委員会連合(外保連)発行の、手術報酬に関する外保連試案［第６

版］平成１７年１１月によれば、手術の技術度、協力者数、所要時間を勘案した人件費

でみると、ヘルニア手術（鼠径）（K633-5）［手術点数５，５３０点］の人件費は、協力医

師１人・協力看護師２人・手術時間１時間の算定で４１，２５０円、手術料に包括される医

療材料費が14,574円（26.35％)、合計５５，８２４円で手術点数５，５３０点を超えている。

虫垂切除術(K718）［手術点数6,210点］の人件費は、協力医師１人・協力看護師２人・

手術時間１時間の算定で48,390円、手術料に包括される医療材料費が１５，１１０円

（24.33％)、合計６３，５００円で手術点数６，２１０点を超えている。子宮附属器腫瘍摘出術

開腹によるもの（K８８８１）［手術点数9,300点］の人件費は、協力医師３人・協力看

護師２人・手術時間２時間の算定で186,540円、手術料に包括される医療材料費が

23,997円（25.80％)、合計210,537円で手術点数９，３００点を大きく超えている。それ

では、材料費率がほぼ妥当とされる１０％未満の手術では如何か。脳動脈瘤頚部クリ

ッピング（２箇所以上）（K１７７２）［手術点数84,100点］の人件費は、協力医師２人・

協力看護師２人・手術時間10時間の算定で1,268,400円、手術料に包括される医療材

料費が６６，９７９円（7.96％)、合計1,335,379円で手術点数84,100点を超えている。乳

腺悪性腫瘍手術（K４７６５）［手術点数27,100点］の人件費は、協力医師２人・協力看

護師2人･手術時間４時間の算定で386,880円､手術料に包括される医療材料費が26,639

円（9.83％)、合計413,519円で手術点数27,100点を超えている。

以上、５つの手術について述べたが、今回の調査対象２７手術の全てにおいて、費

Ｓ，

用（人件費十材料費）は収入（手術料）を上回っており、もはや材料費率云々の問題

にとどまらず、不当に低く抑えられた技術料も問題にしない訳にはいかないだろう。

手術をすればするほど費用が持ち出しになっている現実が明快である（表６)。

次に、各項目の手術件数上位１０病院に絞って検討してみると、この傾向はさらに

顕著となる。１０％未満は５手術項目（18.5％)に減少し、１０－２５％未満が１１手

術項目(40.7％)、２５％以上が１１手術項目に増加し、明らかに材料費率が右にシ

フトしており、手術数の多い施設ほど材料費率が増加している。すなわち、手術を実

施すればするほど材料費率が増える傾向になっている (表７)。

手術料に包括される医療材料費率を施設数の分布状況で見ると、腹腔鏡胆嚢摘出術

－１３８－



（K672-2）が４１／８１（50.6％）でこれに次、さらに腹腔鏡による子宮付属器腫瘍

摘出術（K８８８２）でも１７／４１（41.5%）と、鏡視下手術における手術材料費が高額

になることが判明した。さらに、腹腔鏡下胆嚢摘出術（K672‐２）と腹腔鏡による子宮

付属器腫瘍摘出術（K８８８２）においては、材料費率が１００%を超えている施設が５施設

もあった（表８)。

以上の手術料に包括される医療材料費率を、前回調査結果と比較し、表９に示す。

２７手術項目のうち前回と諸条件で一致する２０手術項目について検討した。２０項目の

うち、１６手術項目で材料費率が上昇している（表９)。腹腔鏡による子宮付属器腫瘍摘

出術（K８８８２）については、手術点数が１０．７％上昇したため、中間値では低下してい

るが、材料費としては５，６２０円上昇している。中間値で低下している４手術項目

は、３項目が肺の手術であり、他は胃全摘術である。胸腔鏡下肺切除術（K513）18.3％

（58,000円)、肺悪性腫瘍手術（K５１４１）5.1％（18,000円)、胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術

（K514-2）５．１％（28,000円)、胃全摘術（K657-2）16.9％（100,000円）といずれの

手術においても手術点数が上昇していることと、自動縫合器・吻合器加算が認められ

ている手術で、特殊材料費率が吸収されている為と考えられる（表９)。

－１３９－
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Ｏ
１
２
３
４

５
６
７
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９
０
１
２
３
４
５
６
７

１
２
３
４
５
６
７
８
９

１
１
１
１
２
２
２
２
２
２
２
２

１
１
１
１
１

１

［
※①Ｏ～１０％②１０～25％③２５％～

1４０

材料費率

区1分番号； 術Ｔ■〕■式 ① ② ③ (%）

１ KO7９－２１ 靭帯断裂形成手術(関節鏡下によるもの）（十字靭帯） ０ 18.2％

２ KO８１１ 人工骨頭挿入術(股） ０ 26.5％

３ KO8２１ 人工関節置換術(膝） ０ 19.0％

４ Ｋ1６４１ 頭蓋内血腫除去術(硬膜外のもの） ０ 24.5％

５ Ｋ1６９２ 頭蓋内腫瘍摘出術(その他のもの） ０ 8.0％

６ Ｋ1７７２ 脳動脈瘤頚部クリッピング(２箇所以上） ○ 8.0％

７ Ｋ1７８ 脳血管内手術 ０ 10.6％

８ K2８２１ 水晶体再建術(眼内レンズを挿入する場合） ０ 59.2％

９ K358 上顎洞諦骨洞根本手術 ０ 9.8％

1０ K4７６５
乳腺悪性腫瘍手術（乳房切除術（腋窩鎖骨下部郭漬を伴うも
の）・胸筋切除を併施しないもの）

０ 9.8％

1１ K５１３ 胸腔鏡下肺切除術 ０ 12.6％

1２ K５１４１ 肺悪性腫瘍手術(肺葉切除又はこれに満たないもの） ０ 14.3％

1３ K5１４－２２ 胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術(リンパ節郭漬を伴うもの） ０ 8.7％

1４ K549 経皮的冠動脈ステント留置術 ０ 17.4％

1５ K552-22
冠動脈､大動脈バイパス移植術(人工心肺を使用しないもの）
(２吻合以上のもの）

０ 18.7％

1６ K5５５１ 弁置換術(１弁のもの） ０ 21.5％

1７ K6３３５ へルニア手術(鼠径ヘルニア） ０ 26.4％

1８ Ｋ6５７２ 胃全摘術(悪性腫瘍手術） ０ 7.5％

1９ Ｋ672 胆嚢摘出術 ０ 21.1％

2０ Ｋ672-2 腹腔鏡下胆嚢摘出術 ０ 50.7％

2１ Ｋ７１８ 虫垂切除術 ０ 24.3％

2２ Ｋ７１９３ 結腸切除術(全切除､亜全切除又は悪性腫瘍手術） ０ 12.2％

2３ K8０１１ 膀胱単純摘除術(腸管利用の尿路変更を行うもの） ０ 33.4％

2４ K843 前立腺悪性腫瘍手術 ０ 16.3％

2５ K872-2 腹腔鏡下子宮筋腫摘出(核出)術 ０ 35.0％

2６ K8８８１ 子宮附属器腫瘍摘出術(両側)開腹によるもの ０ 25.8％

2７ Ｋ8８８２ 子宮附属器腫瘍摘出術(両側)腹腔鏡によるもの ０ 46.9％

計 ６ 1３ ８ 21.7％



[三□表６

手術に必要な人件費および医療材料費

単位：円
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０
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７
１
１
０
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７
８
８

６
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６
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８

必
必
材
手

Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ

２．１２

、②Ｎ②ｘ２

Ｄ①Ｎ②×１

、②Ｎ② ４４２７２０ ５１６２５ ４９４３４５ ３１６０００ １．５６

、③Ｎ②ｘ２

Ｄ③Ｎ②×２

時間､人件費は手術報酬に関する外保連試案［第６版］から引用

Ｄ：医師Ｎ：看護師他

１
２
３
４

註
註
註
註

数×１０

－１４１－

区分番号 必要人員×■手術時間
人件費

Ａ

材料費

Ｂ

費用

Ａ＋Ｂ

手術料

Ｃ

Ａ＋Ｂ

Ｃ

１ KO79-21 Ｄ①Ｎ②×４ 389,120 37,855 426,975 208,000 2.05

２ KO８１１ Ｄ②Ｎ②×２ 193,440 39,688 233,128 1５０，０００ 1.55

３ KO8２１ Ｄ③Ｎ②×４ 512,840 42,448 555,288 223,000 2.49

４ Ｋ1６４１ 、②Ｎ②×４ 386,880 59,712 446,592 244,000 1.83

５ Ｋ1６９２ Ｄ②Ｎ②×８ 1,144,960 65,991 1,210,951 820,000 1.48

６ Ｋ1７７２ Ｄ②Ｎ②×１０ 1,268,400 66,979 1,335,379 841,000 1.59

７ Ｋ1７８ 、②Ｎ④×５ 743,000 43,188 786,188 409,000 1.92

８ K2８２１ 、②Ｎ②×１ 126,840 71,607 198,447 121,000 1.64

９ K358 Ｄ②Ｎ②×３ 176,370 1４，１７２ 190,542 145,000 1．３１

1０ K4７６５ Ｄ②Ｎ②×４ 386,880 26,639 413,519 271,000 1.53

1１ K513 、②Ｎ②×５ 634,200 47,159 681,359 375,000 1.82

1２ K5１４１ 、②Ｎ②×６ 761,040 52,748 813,788 369,000 2.21

1３ K5１４－２２ 、②Ｎ②×６ 761,040 50,465 811,505 580,000 1.40

1４ K549 Ｄ②Ｎ④×２ 232,320 38,191 270,511 220,000 1.23

1５ K5５２－２２ Ｄ③Ｎ④×６ 923,100 167,827 1,090,927 897,000 1.22

1６ K5５５１ Ｄ③Ｎ④×６ 923,100 122,666 1,045,766 570,000 1.83

1７ K6３３５ 、①Ｎ②×１ 41,250 14,574 55,824 55,300 1．０１

1８ K6５７２ 、③Ｎ②×４ 593,480 43,684 637,164 583,000 1.09

1９ K672 、②Ｎ②×３ 290,160 32,140 322,300 152,000 2.12

2０ K672-2 Ｄ②Ｎ②×２ 193,440 102,998 296,438 203,000 1.46

2１ K７１８ 、①Ｎ②×１ 48,390 1５，１１０ 63,500 62,100 1．０２

2２ K7１９３ 、③Ｎ②×４ 512,840 39,882 552,722 327,000 1.69

2３ K8０１１ Ｄ③Ｎ②×５ 641,050 119,404 760,454 358,000 2.12

2４ K843 、②Ｎ②×４ 442,720 51,625 494,345 316,000 1.56

2５ K872-2 、②Ｎ②×４ 386,880 88,657 475,537 253,000 1.88

2６ K8８８１ Ｄ③Ｎ②×２ 186,540 23,997 210,537 93,000 2.26

2７ K8８８２ Ｄ③Ｎ②×２ 186,540 87,266 273,806 186,000 1.47



匡．表7

手術料に包括される材料費率

手術件数上位1ｏ病院について（中間値）

回
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Ⅲ
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１
１
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１
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０
０
０
１
１
１
１
２
３

４
５
５
５
５

５
５
６
６
６
６
７
７
８
８
８
８
８

Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ

Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ

Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ
Ｋ

O～１０％②１０～２５％③２５％～※①

－１４２－

材料費率

区分番号 術式 ① ② ③ (%）

１ ＫＯ79-21 靭帯断裂形成手術(関節鏡下によるもの）（十字靭帯） ０ 24.5％

２ KO８１１ 人工骨頭挿入術(股） ０ 26.0％

３ ＫＯ8２１ 人工関節置換術(膝） ０ 27.3％

４ Ｋ1６４１ 頭蓋内血腫除去術(硬膜外のもの） ０ 26.6％

５ Ｋ1６９２ 頭蓋内腫瘍摘出術(その他のもの） ０ 7.8％

６ Ｋ1７７２ 脳動脈瘤頚部クリッピング(２箇所以上） ○ ８９％

７ Ｋ1７８ 脳血管内手術 ０ 10.8％

８ K2８２１ 水晶体再建術(眼内レンズを挿入する場合） ０ 52.4％

９ Ｋ358 上顎洞筋骨洞根本手術 ０ 7.1％

1０ K4７６５
乳腺悪性腫瘍手術（乳房切除術（腋窩鎖骨下部郭漬を伴うも
の）・胸筋切除を併施しないもの）

０ 14.8％

1１ Ｋ５１３ 胸腔鏡下肺切除術 ０ ９０％

1２ Ｋ５１４１ 肺悪性腫瘍手術(肺葉切除又はこれに満たないもの） ０ 13.9％

1３ Ｋ５１４－２２ 胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術(リンパ節郭清を伴うもの） ○ 11.1％

1４ Ｋ549 経皮的冠動脈ステント留置術 ０ 20.1％

1５ K552-22
冠動脈､大動脈バイパス移植術(人工心肺を使用しないもの）
(２吻合以上のもの）

０ 35.2％

1６ K5５５１ 弁置換術(１弁のもの） ０ 17.3％

1７ K6３３５ へルニア手術(鼠径ヘルニア） ０ 23.7％

1８ K6５７２ 胄全摘術(悪性腫瘍手術） ○ 8.0％

1９ K672 胆嚢摘出術 ０ 27.8％

2０ K672-2 腹腔鏡下胆嚢摘出術 ０ 32.4％

2１ K７１８ 虫垂切除術 ０ 20.8％

2２ K７１９３ 結腸切除術(全切除､亜全切除又は悪性腫瘍手術） ０ 17.3％

2３ K8０１１ 膀胱単純摘除術(腸管利用の尿路変更を行うもの） ０ 334％

2４ K843 前立腺悪性腫瘍手術 ０ 17.6％

2５ Ｋ872-2 腹腔鏡下子宮筋腫摘出(核出)術 ０ 447％

2６ Ｋ8８８１ 子宮附属器腫瘍摘出術(両側)開腹によるもの ０ 28.0％

2７ K8８８２ 子宮附属器腫瘍摘出術(両側)腹腔鏡によるもの ０ 62.5％

計 ５ 1１ 1１ 23.3％



五表８

手術料に包括される医療材料費率の分布
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１
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２
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－１４３－

材料費率（施設数）

区分番号 術’式
①ｏ～1ｏ粥 ②１０～２５％ ③２５～50髄 ⑤５０～１００粥 ⑥100％～

合計

１ ＫＯ79-21 靭帯断裂形成手術(関節鏡下によるもの）（十字靭帯） ８ 2１ ９ １ １
4０

２ ＫＯ８１１ 人エ骨頭挿入術(股） ２ 3１ 3３ ７ 0
7３

３ KO8２１ 人エ関節置換術(膝） 1０ 4１ 1９ ０ ０
7０

４ Ｋ1６４１ 頭蓋内血腫除去術(硬膜外のもの） 1３ 1１ 2１ ２ ０
4７

５ Ｋ1６９２ 頭蓋内腫瘍摘出術(その他のもの） 3４ 1５ 0 0 0
4９

６ Ｋ1７７２ 脳動脈瘤頚部クリッピング(２箇所以上） 3４ 1３ １ ０ 0 4８

７ Ｋ1７８ 脳血管内手術 1４ 1２ ４ ０ ０ 3０

８ K2８２１ 水晶体再建術(眼内レンズを挿入する場合） ０ 0 1９ 4３ ２
6４

９ K358 上顎洞筋骨洞根本手術 2７ 1３ ９ ２ ０
５１

1０ K4７６５
乳腺悪性腫瘍手術（乳房切除術（腋寓鎖骨下部郭清を伴う
もの）・胸筋切除を併施しないもの）

3２ 2３ ８ 0 0

6３

1１ K513 胸腔鏡下肺切除術 2１ 2０ 1０ 0 ０
5１

1２ K5１４１ 肺悪性腫瘍手術(肺葉切除又はこれに満たないもの） 1２ 2２ ５ ０ ０
3９

1３ K5１４－２２ 胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術(リンパ節郭清を伴うもの） 1６ 1３ ０ ０ ０
2９

1４ Ｋ549 経皮的冠動脈ステント留置術 ９ 2４ ４ １ ０
3８

1５ K552-22
冠動脈､大動脈バイパス移植術(人エ心肺を使用しないもの）
(２吻合以上のもの）

４ 1６ ３ ８ 0

3１

1６ K5５５１ 弁置換術(1弁のもの） １ 2０ 1０ ２ ０ 3３

1７ K6３３５ へルニア手術(鼠径ヘルニア） ２ 3５ 3１ 1２ ０
8０

1８ K6５７２ 胃全摘術(悪性腫癌手術） 5２ 2１ ５ ０ ０
7８

1９ K672 胆嚢摘出術 ９ 3２ ２１ ８ １
7１

2０ K672-2 腹腔鏡下胆嚢摘出術 ４ 1１ 2５ 3６ ５
8１

２１ K718 虫垂切除術 ５ 3６ 2８ ８ １
7８

2２ K7１９３ 結腸切除術(全切除､亜全切除又は悪性腫瘍手術） 3４ 2８ 1０ ４ 0
7６

2３ K8０１１ 膀胱単純摘除術(腸管利用の尿路変更を行うもの） １ ６ ５ ４ 0
1６

2４ K843 前立腺悪性腹痛手術 1１ 3０ 1４ １ 0
5６

2５ K872-2 腹腔鏡下子宮筋腫摘出(核出)術 ０ ３ ９ ５ １
1８

2６ K8８８１ 子宮附属器腫瘍摘出術(両側)開腹によるもの ３ 2６ 2３ ８ １
6１

2７ K8８８２ 子宮附属器腫瘍摘出術(両側)腹腔鏡によるもの ３ ４ 1７ 1２ ５ ４１
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手術料に包括される医療材料費率(中間値）

前回調査との比較
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超音波凝固切開装置加算（2,000点）に関して

安全に手術を行うため、最近超音波凝固切開装置を使用する施設が増加しているが、

診療報酬において加算（K931:2000点）が認められているのは、胸腔鏡下または腹腔鏡

下による手術に限定されている。臨床的にはもっと幅広く使用されている印象がある

ため、今回の調査では、加算の有無に拘らず報告して頂くこととした。その結果をま

とめたのが表１０である。これをみると、乳腺悪性腫瘍手術（K４７６５)、肺悪性腫瘍手

術（K５１４１）冠動脈、大動脈バイパス移植術（K552-2)、胄全摘術（K６５７２)、胆嚢

摘出術（K672)、結腸切除術（７１９３)、前立腺悪性腫瘍手術（K843）など、呼吸器外

科、腹部外科領域以外にもかなり広範囲に使用されている実態が明らかとなった。超

音波凝固切開装置の使用目的からもみても、胸腔鏡下または腹腔鏡下手術に限定する

ことは、安全な医療の提供と、手術時間の短縮など臨床医の立場から大変不合理であ

ｇ，

り、早期に診療報酬を改訂するべきであると考える。

－１４５－



超音波凝固切開装置の使用実態

Ｅ■表１ｏ

Ｉ
Ｉ
〕
←
①
Ｉ

注：Ｏ加算可 ★加算不可

K4７６５ K513 K５１４１ Ｋ5１４－２２ K552-22 Ｋ6５７２ K672 K672-2 K718 Ｋ７１９３ K843 K872-2 Ｋ8８８２

３ ★

６ ０

９ ★ ★

1６ ★ ★

1７ ★ ★

2０ ★

2６ ○ ★

4２ ★

4３ ★

4６ ★ ★

4７ ○

4８ ００

4９ ★ ★ ★

5０ ０

5１ ○

5２ ０

5４ ★ ０ ★ ０ ★

5５ ０

5７ ０ ★

5８ ★

6０ ★ ★ ０

6３ ★ ０ ★ ★ ０

6６ ０ ０
6７ ★ ★ ★ ０ ★

6９ ０ ★ ０

7３ ０

7４ ★ ★

7５ ０

7６ ★

7７ ★ ★ ★ ★

7８ ★ ○

7９ ★

8２ ★Ｉ
8５ ０



ｏ，自動縫合器・吻合器関係集計結果

調査対象手術のうち、自動縫合器・吻合器加算が算定可能な５手術において、実際

使用したものの購入金額を中間値で出したものが表１１である。ここで注目されるの

は、胸腔鏡下肺切除術（K513)、胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術（K514-2）と結腸切除術（719

３）において、それぞれ16／4３（37.2%)、８／2６（30.8％）および20／5５（36.4％）と、

購入金額が１０o％を超える施設がかなりの数に見られたことである。採算を度外視して

でも安全性をより重視している施設が多いためと思われるが、健全な状態ではないの

１

で、実態を反映した診療報酬に改善すべきである。
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自動縫合器・吻合器の使用実態

□表１１

』
吟
、

2,500×使用限度個数４＝10,000
2,500×使用限度個数６＝15,000

2,500×使用限度個数４）＋(自動吻合器加算5,500×使用限度個数２）＝２１，０００

自動縫合器加算
自動縫合器加算
(自動縫合器加算

１
Ｊ
１

１
２
３

＊
＊
＊

区分番号 ｶﾛ算点数

Ａ

回答施設数

Ｂ

金額

(中間値）

Ｃ
■■■■■

￣

割合

Ｃ

Ａ×１０
×１００

割合が100％を
超える施設数

割合(船）

胸
部
外
科
領
域

K513

Ｋ５１４１

Ｋ5１４－２２

自動縫合器

*1）１０，０００

自動縫合器
＊2）１５，０００

自動縫合器

*2）１５，０００

4３

3３

2６

96,6001 96.60％

92,39416160％

134,369189.58％

'6１ 37.21％

船４２
●

４２８

8１ 30.77％

腹
部
外
科
領
域

K6５７２

K7１９３

自動縫合器＋自動吻合器

(上配のうち、自助縫合器のみについて）

自動縫合器

＊3）21,000

*1）１０，０００

*1）１０，０００

7０

7０

5５

113,100153.86％

60,4861 60.49％

87,465 87.47％

4１ 5.71％

1３ 18.57％

2０ 36.36％



おわりに

現在の医療の現場に要求されているのは、医療の質の向上と安全である。そ

して医療の技術は日進月歩である｡診療報酬の改訂は２年ごとであるがこれに

は国民の医療における要望が反映されなければいけない｡今回の日本病院会医

療経済・税制委員会の「手術時の医療材料に関する調査」では、この問題点が

指摘され､手術時の安全と質の確保が病院の負担の上に担保されていることが

改めて証明された｡この結果を踏まえ､日本病院会は以下の事項を厚生労働省、

各政党に申し入れをするべきである。

医療材料費に関して、現行の診療報酬体系は手術をすればするほど費用

がかさむ仕組みであり、医療機関に多大な負担を押し付けるものである。

早急に是正されたい。

１．

手術料は人件費を加味した適正な技術料の評価とし、医療材料費は手術

料と切り離して、別個に償還可能とすること。

２．

自動縫合器・吻合器、超音波凝固切開装置等については、さらに臨床使

用実態に則した体系にあらためること。

３．
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社団法人日本病院会医療経済・税制委員会

(施設名）(氏名）(区分） (職名）

山本修 済生会神奈川県病院会 名誉院長長

郎
安
宏
一
人
孝
優
雄

康
令

伸
昭
寿

昭

澤
口
原
藤
村
難
原
下

池
関
崎
伊
大
加
梶
山

中野総合病院担当副会長 理事長

委員長 院長東京都保健医療公社大久保病院

永寿総合病院

大雄会第一病院

副委員長

委員

委員

委員

委員

委員

理事長

理事長

麻酔科教授

院長

理事長

経営顧問

帝京大学医学部付属溝口病院

東京都職員共済組合青山病院

板倉病院

本多病院

福田浩 名誉院長オブザーバー 上飯田リハビリテーション病院

以上医療経済・税制委員会で集計、検討を重ねた結果を委員会報告といたします。崎原

副委員長、加賀谷委員をはじめ、委員の皆様には細部に亘っての検証を積み重ねていただ

きこの結論に至りましたことに感謝いたします。又、書類作成に当たりご苫労戴きました

日本病院会企画部の皆様有難うございました。

平成１９年１０月２５日

日本病院会医療経済・税制委員会

委員長関口令安
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２－１医療経済・税制委員会病院経営分析調査小委員会

１．開催回数２回

２．出席者数延べ12人

３．協議項目

（１）平成１８年度病院経営分析調査について

（２）その他

４．総評

病院経営分析調査の具体的作業主体として当小委員会が設置された。調査表案作成、回収調

査表の入力、確認、集計、報告書案の作成等をおこなう。平成１８年度病院経営分析調査の回収

結果は、調査表を発送した2,538病院に対して、609病院より回答を得た（回収率24.0％)。うち

定点観測病院については、７８病院の発送に対し、６９病院から回答（回収率88.5％)。現在、回収

された調査表について集計作業中であり、報告書のとりまとめは来年度に持ち越しとなった。

３地域医療委員会

１．開催回数５回

２．出席者数延べ30名

３．協議事項

１）今後の活動について

①日本病院会：平成20年度事業計画（重点項目）について

②来年度の本委員会の活動テーマについて

２）当面の諸問題

①医師不足

②看護師不足（７対１問題を含む）

③地域医療支援病院

④地域医療ネットワーク、集約化の問題点

⑤病院経営問題

３）委員からの意見提案について

①院内保育所・託児施設の現状等に係る調査について

②地域における精神科医療の問題点について

４）その他

①新潟県の提案：外国人医師のへき地医療特区について

②いわゆる「混合診療」について

③次期診療報酬改定について

④後期高齢者医療制度について

４．その他

１）意見交換：疾病又は事業ごとの医療体制について

厚生労働省医政局指導課医療計画推進指導官 伊東芳郎

２）「疾病又は事業ごとの医療体制」「医療法人制度改革のその後」に関する説明会の開催
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５．総評

医療機能,情報提供制度について、平成20年度中には省令・告示で定める全ての情報をインタ

ーネットで公表する。また、４疾病５事業に関する医療連携体制について、例えば脳卒中では

急』性期･回復期･維持期といった医療機能を明示して各医療機能を担う病院の名称を記載する。

そのような状況を踏まえ、地域医療の再生に向けた検討を行う。

○医師不足に係る問題について

過去１年以内の地方紙の記事を参考資料にして意見交換を図る。

○「疾病又は事業ごとの医療体制」「医療法人制度改革のその後」に関する説明会について

医療経済・税制委員会との合同で開催する。参加施設148病院、参加者数193名。

1）講演「疾病又は事業ごとの医療体制について」

厚生労働省医政局指導課医療計画推進指導官

2）講演「医療法人制度改革のその後について」

厚生労働省医政局指導課医療法人指導官

伊東芳郎

金森，勝徳

○来年度の本委員会の活動テーマについて

（継続検討課題）

①勤務医不足の対応

②高齢者医療の充実

③地域医療ネットワーク，集約化の問題点，地域医療崩壊を防ぐ対応

④地域医療とＩＴ化

(新規検討課題）

⑤地域の精神科医療

⑥女性医師、看護師確保対策

・調査「院内保育所の現状」等

４統計情報委員会

Ｌ回数/出席者数

第１回平成19年12月25日（火）午後1時30分～３時20分

２．協議事項

１）当委員会の今後の活動について

２）その他

３．総評

当委員会はこれまで継続して、病院運営実態分析調査（全

日本病院会 7名

当委員会はこれまで継続して、病院運営実態分析調査（全国公私病院連盟との合同調査）と

診療報酬改定影響度調査を実施していた。しかし、日病協が新たに発足し、中医協委員を擁し

ている団体として診療報酬絡みの調査を行うことになり、実際に18年度は会員病院に対して、

日病と日病協それぞれに診療報酬改定影響度調査を行った｡20年度に関しては定かではないが、
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このような事態を避けるために、当委員会は影響度調査に代わる調査として、次年度からＤＰＣ

を取り上げることになった。後褐するように、準備病院を含めると、日病会員病院のうち既に

４割弱の病院がＤＰＣによる支払方式を選択していること、現在、調整係数に替わる新たな医療

機関係数が求められていることによる。

４．齊藤委員長作成の「DPCについての調査（案)」

１．病院からみたＤＰＣ

（１）経営状況に及ぼす影響

１）現状での収益性

・コストに見合う点数付けがなされているか

・出来高算定と比べてどうか

２）収益にプラスが大きい領域

・包括評価十出来高評価

（包括評価＝診断群分類毎の１日当たり点数×医ソ

・診療科別にみてプラスが大きい、例えば外科等

・診療行為のうちプラスが大きい、例えば入院基フ

３）プラスの小さい領域

（２）DPC病院で収益を向上させる経営と組織のあり方

（３）経営状況を離れても有用なシステムか：その理由

１）透明'性

２）ベンチマーク分析

３）結果責任

４）査定がない拡大裁量権

５）厳選した診療

（４）ＤＰＣに相応しい病院機能

ｌ）適切なデータ提出とコーディング

２）強化された病診療連携

３）慢性患者の少ない患者層

（５）ＤＰＣが病院組織と職員の心理・行動に及ぼす影響

（６）その他

ｌ）ＤＰＣとクリテイカルパスの活用

２）コーディング：事務の役割、医師の役割

３）ＤＰＣ対象となって良かったか

４）ＤＰＣ対象病院として改善すべき点があるか

２．わが国の医療制度としてのＤＰＣ

（１）急性期疾患に限定し続けるか

日当たり点数×医療機関別係数×入院日数）

例えば外科等

例えば入院基本料等

l）慢性期疾患（回復期リハビリ、療養病床、精神病床）との線引き

2）急性期疾患とはどの様な疾患か：データ数、平均在院日数、短算２）急性期疾患とはどの様な疾患か：データ数、平均在院日数、短期の病態変動、救急

車受け入れ数、放射線治療、がん化学療法、手術数

(2)わが国の急性期病院にどこ迄拡大するか
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(3)病院機能評価をＤＰＣ診療報酬に反映させるか

１）看護基準

２）平均在院日数

３）病理診断

４）画像診断管理

５）救命救急入院

６）麻酔管理

(4)コーディングの適切度を制度として如何に確認するか：アップコーディングの回避

(5)アウトライヤーを減らすためにＤＰＣ外だしを増やすと出来高に近づく。

その限度は

(6)診断群分類は精微化と簡素化とどちらが重要か

(7)－疾患一入院毎の診療報酬（DRG-PPS）について

DPC対象病院・準備病院に占める日病会員の割合

平成20年１月１５日現在

５．

※日病会員のうちＤＰＣ対象病院の占める割合３７．２％

（平成１９年12月１４日現在の日病会員数2,683）

日病会員数2683の内、

ＤＰＣ対象病院数

９９８(37.2％）

※準備病院も含む

日病のＤＰＣ対象病院数998

※準備病院も含む

日病のＤＰＣ対象病院数998

※準備病院も含む

ＤＰＣ対象病院

1429の内、

日病会員数998(69.8％）

※準備病院も含む
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NＯ 年度一対象/準備 対象病院数 日病会員 害Ｉ合

① 15年度一対象 8２ 3９ 47.6％

② 16年度一対象 6２ 5６ 90.3％

③ 18年度一対象 216 1８７ 86.6％

④ 20年度一対象 3７１ 2６７ 72.0％

小計 (対象病院） 7３１ 5４９ 75.1％

⑤ 19年度一準備 698 449 64.3％

総計 1，４２９ 998 69.8％



予防医学委員会

・人間ドック施設認定小委員会

１．開催回数１２回

２．出席者延べ数137名

３．協議項目

１）人間ドック健診施設機能評価について

①申請状況、施設審査について

②認定施設の新築移転における認定継続審査について

③人間ドック健診施設機能評価票Ver2.0について

④パイロットスタディについて

⑤VerLOの更新について

⑥各ワーキンググループ開催報告について

⑦サーペイヤー委員会の開催について

⑧サーペイヤー候補者・応募者の審査について

⑨サーベイヤーの謝金について

⑩海外施設の機能評価受審について

⑪民間企業からの依頼について

２）二日ドック指定施設の申請内容変更について（新築移転等に伴う）

３）健保連等との指定契約について

４）厚生労働科学研究健康科学総合研究事業について

○特定健診・特定保健指導施設機能評価について

｜
■
●

・
Ａ

ｌ．」【己】》

５）特定健診・特定保健指導各関係団体による打合せ会について（日本医師会主催）

Ｂ、健診事業に関する意見交換会（健保連）

１．開催回数１回

２．出席者延べ数名

３．協議項目

①平成20年度の各種人間ドックに関する契約について（別紙）

②特定健診・特定保健指導の実施に向けた各団体の取組状況について

③来年度の基本検査項目について

④その他
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EiJ7i盃~'’一日ドック・=曰ドックに関する契約書

＊下線文が新規に追加したもの

健康保険組合(以下「組合」という）が、その被保険者及び被扶養者(以下「被保険者等」という）

を対象に行う一日ドック・二日ドック（ただし組合が直接契約等により独自に禾'１用する場合を除

く）に関し、健康保険組合連合会(以下「甲」という）と日本病院会（以下「乙」という）及び日本

人間ドック学会（以下「丙」という）は、次のとおり契約を締結する。

第1条この契約は、甲、乙及び丙が協議して行う一日ドック・二日ドックについて、希望する

組合の被保険者等が利用するために必要な事項を定めるものである。

第２条一日ドック・二日ドックの検査項目等は、甲乙丙協議のうえ別に定める。

第３条乙及び丙は、この契約による一日ドック・二日ドックの実施を申し出た健診施設の施設

その他の面から実施が適当であるかを総合的に審査判断し、甲と協議のうえ実施健診施設を指

定（以下「指定施設」という）し、期間を定め見直す。

第４条この契約による一日ドック・二日ドックの実施を希望する組合の申し込みは、原則とし

て当該組合が直接、指定施設に対して行う。

第５条この契約によって行う指定施設の検査費用は、甲が調査するものとする。

第６条一日ドック・二日

結果を通知するとともに、

ドックを実施した指定施設は、すみやかに当該被保険者等に対し検査

翁杳結果の涌知芹求６１ CＤｌＥ

当該結果を通知するものとする。

二言ナる;f:合諾電磁Ｅ１己録Ｉするよ￣女めるもする

第７条この契約による一日ドック・二日ドックの実施に必要な諸手続き、利用の申込み、費用

の請求及び支払い、その他この契約に定められていない実施細目に関しては、甲乙丙協議のう

え別に定める。

第８条甲、乙及び丙は、この契約に基づく業務の遂行上知り得た双方の機密を他に一切漏らし

てはならない。

また乙及び丙は､指定施設に対して、次の各号について通知し、その遵守を求めるものとする。

①個人情報保護に関する法令等を遵守し、個人'情報の保護に万全を期すこと。

②指定施設の責に帰すべき事由により、個人情報の漏えい等が生じた場合、当該指定施設はそ

－１５６－



の損害の責任を負うこと。

③甲、乙及び丙から、個人情報に関する管理状況等の検査について要請があれば、これに応じ

ること。

なお、甲は、上記事項につき了解を得られない場合、これを指定解除することができる。

第９条乙及び丙の指定施設は、被保険者等に対して、「高齢者の医療の確保に関する法律」（昭

和57年法律第80号)第23条及び平成19年厚生労働省令第157号第３条に基づく被保険者等が自ら

の健康状態を自覚し、健康な生活習'慣の重要｣性に対する関心と理解を深めるために必要な情報

を提供するものとする。

第１０条甲、乙及び丙は、この契約による一日ドック・二日ドックの実施について著しく支障を

来したとき、又は変更等の必要ありと認めたときは、その都度協議して対応を決定する。

第11条この契約の円滑な実施を図るため、甲乙丙間に一日ドック・二日ドック運営のための協

議会を設け、随時検討を行う。

第12条この契約の有効期間は、平成20年４月１日から平成21年３月３１日までとする。この契約

満了１ヵ月前迄に、契約当事者のいずれかから意思表示がないときは、

おいて向う１年間順次契約を更新する。

有効期間満了の翌日に

この契約を証するため本書３通を作成し、三者記名押印のうえ各１通を保有する。

平成20年３月３１日

康健
会 保険組合連合会

長福岡道生

甲

乙社団法人日本病院

会長山本修

会

丙有限責任中間法人日本人間ドック学会

理事長奈良昌治

－１５７－



一日ドック・二曰ドックに関する協定書

＊下線文が新規に追加したもの

一日ドック・二日ドックに関する契約書第７条により、その実施細目に関し健康保険組合連合

会（以下「甲」という）と日本病院会（以下「乙」という）及び日本人間ドック学会（以下「丙」

という）との間に次の事項を協定する。

第1条被保険者及び被扶養者（以下「被保険者等」という）が一日ドック・二日ドックを利用

する健康保険組合（以下「組合」という）は、別紙様式第１号「健保連指定一日人間ドック・

一泊人間ドック申込書｣､或いは乙及び丙が指定した一日ドック･二日ドックを実施する施設(以

下「指定施設」という）が定める申込書に必要事項を記入し、少なくとも２週間前までに指定

施設に申し込む。

第２条前条の申込書により申し込みを受けた指定施設は、健診日を決定の上、申し込みをした

組合に対し、別紙様式第２号「健保連指定一日人間ドック・一泊人間ドック利用者通知書｣、或

いは乙及び丙が指定した一日ドック・二日ドックを実施する指定施設が定める通知書を送付す

るものとする。

第３条禾Ｉ用者通知書の送付を受けた組合は、当該通知書を被保険者等に交付する。交付を受け

た被保険者等は、受診当日、通知書を指定施設の受付に提示して受診する。

第４条指定施設は一日ドック・二日ドックに関する費用（以下「利用料」という）をとりまと

め、当該組合へ直接請求する。

第５条請求を受けた組合は、指定期日までに利用料を指定施設に対し支払う。

第６条乙及び丙が定める指定施設の指定期間は、指定を受けた日より原則として３年とし、施

設その他の面から総合的に審査半Ｉ断し、甲乙丙協議の上、３年に一度､一斉に指定更新を行う。

なお、３年毎の指定更新の途中で新たに指定を受けた施設の指定期間は、次回一斉指定更新ま

での残余期間とする。

２指定更新を行わない年度においては、乙及び丙は、甲に対し年度初めに指定施設一覧を提出

するものとする。

第７条乙及び丙は毎年検査結果の概況を統計的にとりまとめたうえ、甲に通知する。

第８条この協定の条項に規定のない事項については、必要に応じて協定当事者が協議のうえ定

める。なお、組合が個別に指定施設と手続き等の約定を交わし、一日ドック・二日ドックを実

施することについて、これを妨げない。

－１５８－



第９条この協定は協定当事者の何れかが必要と認めた場合には、

改めることができる。

当事者三者の合意のうえ随時

第10条この協定は平成20年４月１日より実施する。

この協定を証するため本書３通を作成し、三者記名押印のうえ各１通を保有する。

平成20年３月３１日

甲健康保険組合連合会

会長福岡道生

乙社団法人日本病院

会長山本修

会

丙有限責任中間法人日本人間ドック学会

奈良昌治理事長

－１５９－



－曰ドック基本検査項目表（新）

別紙１－１

－１６０－

区分 検査項目 備考

身体計測

長
重
度
Ｉ
囲

満
Ｍ

身
体
肥
Ｂ
腹

生理

定
図
数
査
査
査
査
査

測
検
検
検
検

電
拍

圧
底
圧
力
力

検能機吸

血
心
心
眼
眼
視
聴
呼

負待試験+ま任意=で邑実ぅiif（削除する）

簡易聴力

1秒率，％肺活量

Ｘ線 ●

超音波

胸部Ｘ線

上部消化管Ｘ線

腹部超音波

フィルム大角２枚，２方向．

冑Ｘ－Ｐ４Ｆ８枚以上（分割を含む)．

発泡剤，鎮痙剤，下剤の使用は任意とする．

検査対象臓器は胆のう・肝臓（脾臓を含む）

･膵臓・腎臓とする．但し 膵臓検出できない時はその旨記載すること．

生化学

総蛋白

ｺﾞ４－－－－忽－-----ｅ－

アルブミン

クレアチニン

尿酸

総コレス フー ロール

ＨＤＬコレステロール

ＬＤＬコレステロール

中‘性脂肪

総ビリルビン

ＡＳＴ（ＧＯＴ）

ＡＬＴ（ＧＰＴ）

γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ）

ＡＬＰ

血糖（空腹時）

ＨｂＡｌｃ

削除する

直接法とする（Friedewaldの計算式による算出でも可）

血液学

赤血球

白血球

血色素

へマトクリッ卜

血。、 板数

ＭＣＶ

ＭＣＨ

ＭＣＨＣ

血清学

ＣＲＰ

血液型（ＡＢＯ）

血液型（Ｒｈ）

梅毒反応

ＨＢＳ抗原

初回のみ必須

初回のみ必須

希望者のみ（梅毒脂質抗原使用法）

希望者のみ

尿

白
Ｈ
糖
酒
血
重

蛋
Ｐ
尿
沈
潜
比

(新規追加）

食後ﾗｳｭ望一ま~しい÷（削除する）

蛋白，潜血反応が陰性であれば省略可

便 潜血 免疫法で実施（２回法）

問診・診察 内科

特定健診』情報,提供 受診者すべてに提供（新規追加）

特定健診質問票２２項目 保険者にデータを提供（新規追加）

説明，教育，指導

オプション検査項目

★乳房触診十乳房画像診断（マンモグラフイー・超音波検査）★PSA（５０歳以上の男』性に）★HCV抗体

★ＣＴによる内臓脂肪面積計測★空腹時インスリン濃度（新規追加）



二曰ドック基本検査項目表（新）

別紙１－２

－１６１－

区分 検査項目 備考

身体計測

長
重
度
Ｉ
囲

満
Ｍ

身
体
肥
Ｂ
腹

生理

定
図
数
査
査
査
査

測
検
検
検
検

電
拍

圧
底
圧
力
力

血
心
心
眼
眼
視
聴

呼吸機能検査

負荷試験は任意で実施

簡易聴力

1秒率，％肺活量

Ｘ線 ●

超音波

胸部Ｘ線

上部消化管Ｘ線

腹部超音波

フイルム大角２枚，２方向

胃Ｘ－Ｐ４Ｆ８枚以上（分割を含む)．

発泡剤，鎮痙剤，下剤の使用は任意とする．

検査対象臓器は胆のう・肝臓（脾臓を含む）

･膵臓・腎臓とする．但し 膵臓検出できない時はその旨記載すること．

生化学

総蛋白

ブー亀一一一一一ｓ

クレアチニン

尿酸

総コレス フー

ＨＤＬコレス

ＬＤＬコレス

ロ－ル

フー

テ

ロール

ロール

中‘性脂肪

総ビリルビン

ＡＳＴ（ＧＯＴ）

ＡＬＴ（ＧＰＴ）

γ－ＧＴＰ

ＡＬＰ

血糖（75ｇブドー糖負荷試験）

ＨｂＡｌｃ

血清鉄

削除する

直接法とする（Friedewaldの計算式による算出でも可）

血糖３回（０，６０，１２０分）尿糖３回（０

ている場合は省略し「空腹時血糖」を実施

新規追加

女'性のみ

6０ 120分）明らかに糖尿病と判明し

血液学

球
球
素
卜
数
Ｖ
Ｈ
Ｃ

ツリ
板
Ｈ

血
血
色
ク
Ｃ
Ｃ

卜マ

、

Ⅲ
Ｃ

赤
白
血
へ
血
Ｍ
Ｍ
Ｍ

血清学

ＣＲＰ

血液型（ＡＢＯ）

血液型（Ｒｈ）

梅毒反応

抗ＨＢＳ原

初回のみ必須

初回のみ必須

希望者のみ（梅毒脂質抗原使用法）

希望者のみ

尿

白
Ｈ
糖
漬
血
重

蛋
Ｐ
尿
沈
潜
比

新規追加

蛋白，潜血反応が陰性であれば省略可

便 潜血 免疫法で実施（２回法）

病理 子宮頚部細胞診 女性のみ

問診・診察

内科

直已陽一診

寺定 建診 青報提供

特ズ三健診:質'問票２２項目

婦人科

削除する

受診者すべてに提供（新規追加）

保険者にデータを提供（新規追加）

女性のみ

説明，教育，指導

オプション検査項目

★乳房触診十乳房画像診断（マンモグラフイー・超音波検査）★PSA（５０歳以上の男`性に）★HCV抗体
★ＣＴによる内臓脂肪面積計測★空腹時インスリン濃度（新規追加）



診療情報管理±教育委員会

1．開催回数５回

２．出席者数２７名（延べ人数）

３．協議事項

(1)通信教育運営に関する件

第71,72期生の通信教育を開講し、計2,860名の受講を受入れた。

教育内容、教材、試験問題などの作成、検討は、昨年同様に基礎課程小委員会、専門課程

小委員会、分類小委員会で進めた。

(2)試験合否判定の件

①通信教育の試験

６．

平成19年９月２３日に開催した「平成１９年度前期全国一斉試験」（８地区９会場）および平

成19年度前期郵送試験（９月２５日～１０月５日実施）について、合否の判定を行った。

【会場試験】

(基礎課程189名専門課程1,913名合計2,102名）

【郵送試験】

(基礎課程1,124名専門課程1,285名合計2,409名）

－１６２－

科目 受験者 合格 不合格 合格率

基礎課程試験（学年制） ２ １ １ 50％

基礎課程試験（単位制） ７ ０ ７ ０％

基礎課程試験（再試験） 1８０ ９１ 8９ 50.5％

①基礎課程合計 １８９ 9２ 9７ 48.6％

専門課程試験（学年制） ７ ４ ３ 57.1％

専門課程試験（単位制） 7６ 1１ 6５ 14.4％

専門課程試験（国際疾病） 2２ ４ 1８ 18.1％

専門課程試験（再試験） 1．８０８ 1，１８９ ６１９ 65.7％

②専門課程合計 1，９１３ 1，２０８ 7０５ 63.1％

受験者総数（①＋②） 2，１０２

認定者総数 ※1,207

科目 受験者 合格 不合格 合格率

基礎課程試験（初回） 1，１０５ 1，０７４ 3１ 97.1％

基礎課程試験（再試験） 1９ 1６ ３ 84.2％

①基礎課程合計 Ｌ１２４ 1，０９０ 3４ 96.9％

専門課程試験（初回） 1，２８５ 1，１０２ 1８３ 85.7％

②専門課程合計 1，２８５ 1，１０２ 1８３ 85.7％

受験者総数（①＋②） 2,409 2，１９２ ２１７ 90.9％



平成１９年度後期郵送試験（平成19年12月１１日～２１日実施）および平成20年２月１６日に開

催した「平成19年度後期全国一斉試験」（３会場）について、合否の判定を行った。

【郵送試験】

(基礎課程１，２２７名専門課程1,349名合計２，５７６名）

【会場試験】

（基礎課程93名専門課程721名合計814名）

※前回基礎課程試験不合格者８名の内、今回合格５名を含む。基礎課程試験不合格者２

名を除く。

平成20年２月１７日に開催した第１回「診療情報管理士認定試験」について、下記の通り

合否の判定を行った。会場：１５地区16会場、スタッフ総勢93名。

【認定試験】

(基礎分野2,844名専門分野3,104名分類法3,104名合計3,108名）

－１６３－

科目 受験者 合格 不合格 合格率

基礎課程試験（初回） 1，１９７ 1，１９０ ７ 99.4％

基礎課程試験（再試験） 3０ 3０ ０ １００．０％

①基礎課程合計 1，２２７ 1，２２０ ７ 99.4％

専門課程試験（初回） 1，１７８ 1，０５２ 1２６ 89.3％

専門課程試験（再試験） 1７１ 1４２ 2９ 83.0％

②専門課程合計 1，３４９ 1，１９４ 1５５ 88.5％

受験者総数（①＋②） 2，５７６ 2,414 1６２ 93.7％

科目 受験者 合格 不合格 合格率

基礎課程試験（初回単位制） ３ １ ２ 33.3％

基礎課程試験（再試験） 9０ 3３ 5７ 36.6％

①基礎課程合計 9３ 3４ 5９ 36.5％

専門課程試験（学年制） ２ １ １ 50.0％

専門課程試験（単位制） 2５ ０ 2５ ０％

専門課程試験（初回国際疾病） ８ ３ ５ 37.5％

専門課程試験（国際疾病） 1９ ９ 1０ 47.3％

専門課程試験（再試験） 667 3１５ 3５２ 47.2％

②専門課程合計 7２１ 328 3９３ 45.4％

受験者総数（①＋②） 814

認定者総数 ※331

試験 受験者 合格 不合格 合格率

第１回認定試験 3，１０８ 1．６５５ 1，４５３ 53.2％



(3)「診療情報管理士」認定証授与式について

①第67回（第24回）

日時平成19年11月１７日（士）１７：３０～２０：００

場所東京・アルカディア市ケ谷３Ｆ「富士東」（懇親会３Ｆ「富士西｣）

認定者今回認定者1,208名

認定者総累計14,620名（診療情報管理士13,404名診療録管理士1,21〔

②第68回（第25回）

日時平成20年５月２４日（士）１７：００～２０：００（予定）

場所東京・ロイヤルパーク３Ｆ「ロイヤルホール」（懇親会２Ｆ「春海｣）

診療録管理士1,216名）

｢診療情報管理士」認定試験受験に関する専門学校、大学の指定ついて(4)

① 専門学校

ア．書類審査２校

イ．視察１０校（平成20年度、視察予定３校）

学校名：東北文化学園専門学校

視察日：平成１９年１０月１２日

視察者：鈴木莊太郎委員

学校名：大原簿記公務員医療専門学校（福岡校）

視察日：平成19年11月１５日

視察者：武田隆久委員

早稲田速記医療福祉専門学校

平成19年11月２２日

木村満委員

学校名

視察日

視察者

学校名：国際医療管理専門学校（名古屋校）

視察日：平成19年11月２２日

視察者：武田隆久委員

専門学校国際医療福祉総合学院

平成１９年11月２７日

大道道大委員

学校名

視察日

視察者

学校名：仙台医療福祉専門学校

視察日：平成19年12月１４日

視察者：鈴木莊太郎委員
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学校名：姫路経営医療専門学校

視察日：平成20年１月２９日

視察者：鈴木莊太郎委員

学校名

視察日

視察者

福岡医療秘書福祉専門学校

平成20年１月３１日

大道道大委員

学校名

視察日

視察者

麻生医療福祉専門学校

平成20年２月９日

鈴木莊太郎委員

大原簿記公務員専門学校（小倉校）

平成20年２月２２日

中村洋一委員

学校名

視察日

視察者

学校名：熊本YMCA学院

視察日：平成20年４月以降を予定

視察者：

学校名：福岡医健専門学校

視察日：平成20年４月以降を予定

視察者：

学校名：名古屋医専

視察日：平成20年４月以降を予定

視察者：

ウ．認定校１０校（日本病院会役員会承認）

・東北文化学園専門学校（宮城）

・大原簿記公務員医療専門学校福岡校（福岡）

・早稲田速記医療福祉専門学校（東京）

・国際医療管理専門学校名古屋校（愛知）

診療情報管理士科

医療管理３年制学科

医療経営情報科

診療情報管理士専攻科診療』情報管理士専攻科（下記、各２年過

程修了者対象）

メディカルクラーク学科（２年課程･女子）

ホスピタルマネージメント学科（２年課

程・男女）

医療秘書福祉学科

医療'情報管理学科

･専門学校国際医療福祉総合学院（広島）

･仙台医療福祉専門学校（宮城）
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･姫路経営医療専門学校（兵庫）

･福岡医療秘書福祉専門学校（福岡）

･麻生医療福祉専門学校福岡校（福岡）

･大原簿記公務員専門学校小倉校

･大阪医療技術学園専門学校

･仙台医療福祉専門学校

診療情報管理学科

診療情報管理士科

診療情報管理士科

医療管理３年制学科

言語聴覚士学科

医療秘書学科

エ．認定総数３９校42学科

②大学

ア．書類審査１大学

イ．視察２大学（平成20年度、視察予定１大学）

大学名：小松短期大学

視察日：平成19年11月９日

視察者：鈴木莊太郎委員

西武文理大学

平成19年12月８日

中村洋一委員

大学名：

視察日：

視察者：

学校名：京都創成大学

視察日：平成20年４月以降を予定

視察者：

ウ．認定２大学（日本病院会役員会承認）

・小松短期大学（石川）地域創造学科（診療情報管理ステージ）

・西武文理大学（埼玉）健康福祉マネジメント学科

エ．認定総数１５大学

(5)認定試験について

平成20年度認定試験は、平成20年７月に公示、平成21年２月１５日を実施予定とした。

４．総高平

今年度の通信教育71期、７２期とも1,000名を超える募集があった。今年度の通信教育71期、７２期とも1,000名を超える募集があった。例年通り、全国７地区８会場

でスクーリングを前期、後期と開催。今年度より受講生の利便Jl1生を考慮し、スクーリング同時開

催のコーディング勉強会を設け、多くの受講生の参加を得た。

今年度７月生使用の基礎課程テキストから、「皮層」と「精神」の分野を追加し、ＩＣＤのすべて

の分野を網羅することとなった。

昨年に続き、全国７会場の全スクーリング講師による「講師会」を開催し、教育の基本方針を
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確認し、意見交換を図った゜また、ＩＣＤコーディング教育の標準化を目的とし、通信教育、大学、

専門学校などの「分類法」科目を指導する講師を対象に「分類法指導者のための勉強会」を開催

し、活発な意見交換が行われた。

平成20年２月１７日には、全国16会場で第１回の「診療』情報管理士」認定試験を実施し、３，０００

名以上の受験者数となった。

基礎課程小委員会

１．開催回数３回

２．出席者数13名（延べ人数）

３．協議事項

(1)教科書の改訂

平成19年度前期から診療情報管理テキストＩに、「精神および行動の障害」を７章に、「皮

層および皮下組織の疾患」を11章に追加した。

(2)リポート問題の修正・改訂の検討

・リポート問題集〔ドリル形式、解答付、提出問題付〕の修正・作成

７章に「精神および行動の障害」の問題を10問、１１章に「皮層および皮下組織の疾患」

の問題を７問作成し追加した。

100設問×10科目＋110設問十107設問＝1,217設問く回答数約6,000〉

－平成17年度前期（第67期生）

・提出用問題の作成

各章５設問×12科目＝60設問く回答数1,200〉－平成19年度前期（第71期生）

各章５設問×１２科目＝60設問く回答数1,200〉－平成19年度後期（第72期生）

(3)基礎課程試験問題の作間・作成

・新カリキュラム前期’2科目（全国一斉試験）

後期12科目（郵送試験）

12科目（全国一斉試験）

・旧カリキュラム編入７科目（全国一斉試験）

(4)認定試験問題の作間（延べ人数11名）

１０月２日（火）１０：００～１７：００

１２月７日（金）９：３０～１１：３０

１２月１７日（月）１４：００～１５：００

１２月２２日（士）１３：００～１６：００

１月９日（水）１３：００～１５：００

専門課程小委員会

１．開催回数７回（作間委員会含む）

２．出席者数５５名（延べ人数）

３．協議事項

（１）教科書の修正・改訂の検討
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平成21年度前期（第73期生）に使用する診療情報管理テキストⅢ改訂の検討を行った。

(2)リポート問題の修正・改訂の検討

・リポート問題集〔ドリル形式、解答付、提出用問題付〕の作成

各章60設問×８科目＝480設問程度く回答数約2,400〉－平成１８年度前期（第67期生）よ

り使用

・提出用問題の作成

各章５設問×８科目＝40設問く回答数200〉－平成19年度前期（第69期生）

各章５設問×８科目＝40設問く回答数200〉－平成１９年度後期（第70期生）

(3)専門課程試験問題の作間・作成

・新カリキュラム前期・認定７科目（全国一斉試験）

後期７科目（全国一斉試験）

．'日カリキュラム前期・認定３科目（全国一斉試験）

(4)認定試験問題の作間（延べ人数18名）

１０月２２日（月）１０：００～１７：００

１１月１日（木）１３：００～１７：００

１１月１７日（士）１０：００～１５：００

１２月７日（金）１３：００～１４：００

１２月２０日（木）１７：３０～１８：３０

(5)第２回診療情報管理士の現況調査およびアンケートを実施した。（報告書３月発刊予定）

中間報告を、第33回日本診療録管理学会総会において中村委員長が発表した。

集計結果の各件数等は以下のとおりである。

・総認定者数13,706名

・発送件数12,492名

・発送除外1,214名（診療情報管理士より移行分1,015名、その他199名）

・回答状況〔発送数12,492件（１００％)〕

・回答数4,162件（33.3％）

・返戻数1,576件（12.6％）

・未回答数6,754件（54.1％）

分類小委員会

１．開催回数４回

２．出席者数３３名（延べ人数）

３．協議事項

（１）教科書の修正・改訂の検討

平成18年度前期（第69期生）に使用する診療'情報管理テキストⅣ「分類法」の正誤表を作

成した。

（２）リポート問題の修正・改定の検討

・リポート問題集〔ドリル形式、解答付、提出問題付〕の作成

ICD-lOコード問題（各章30問)、９CM，１０コード問題（各章２～５問)、サマリー問題（各
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章５問)、原死因問題（９問）－平成18年度前期（第67期生）より使用

･提出用問題の作成

ICD-10コード問題（全章合わせて20問)、９CM，１０コード問題（全章合わせて１０間)、

サマリー問題（全章合わせて２問)、原死因問題（２問）－平成19年度前期（第69期生）

ICD-lOコード問題（全章合わせて20問)、９CM，１０コード問題（全章合わせて10間)、

サマリー問題（全章合わせて２問)、原死因問題（２問）－平成19年度後期（第70期生）

(3)分類法試験問題の作間・作成

・新カリキュラム前期・認定５科目（全国一斉試験）

後期５科目（全国一斉試験）

.'日カリキュラム前期・認定２科目（全国一斉試験）

(4)認定試験問題の作間（延べ人数24名）

１０月２４日（水）１０：００～１７：００

１１月３０日（金）１０：００～１７：００

１２月７日（金）１１：００～１２：３０

１２月２１日（金）１５：００～１６：００

１月８日（火）１３：００～１８：３０

く診療情報管理士認定試験に関する説明会＞

１．日時平成19年７月２日（月）１５：４５～１７：３０

２．場所社団法人日本病院会５Ｆ会議室

３．出席者数６９名（認定大学（15大学）・指定専門学校（30校）・その他（24校)）

４．説明内容「平成19年度診療情報管理士認定試験の実施」

「診療情報管理士認定試験受験指定規定の変更」など

く全国一斉講師会＞

１．日時平成19年12月１日（士）１３：３０～１７：００

２．場所社団法人日本病院会５Ｆ会議室

３．出席者数４８名（委員７名、全国７会場スクーリング講師41名）

４議題「診療’情報管理課程通信教育に関する現状報告」

『WHO-FIC教育委員会、国際認定・パイロットテスト」

『認定試験の概要説明」

「各分野のグループディスカッション』など

く分類法指導者のための勉強会＞

１．日時平成20年２月３日（日）９：００～１７：００

２．場所社団法人日本病院会５Ｆ会議室

３．出席者数５３名（委員７名、各講師22名、指定大学・指定専門学校講師24名）

４．参加対象・診療情報管理課程通信教育「分類法」講師

・診療情報管理課程通信教育「コーディング勉強会」講師
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･診療情報管理士指定大学・指定専門学校「分類法」講師

｢オリエンテーション～診療情報管理士通信教育と分類法教育の現状について～」

｢模擬講義」

『コーディング勉強会アンケート結果について』

｢グループディスカッション」など

５．議題

７．病院経営管理者教育委員会

１．開催回数１回

２．出席者数１４名（オブザーバー２名含む延べ人数）

３．協議事項

通信教育内容の確認

前期委員会の検討結果報告

新体制委員会における病院経営管理者教育について

平成１９年度通信教育事業報告

通信教育事業について

４．総評

上記協議事項を含み今後の活動、２年次後期試験結果等それぞれ検討議論をおこなった。シ

ラバス内容については現行との比較、単位、進め方、方向J性、実施要綱の項目の検討をおこな

った。詳細については継続検討をおこなうこととした。

土井章弘氏を副委員長として、埼玉県厚生連幸手総合病院長井坂茂夫氏、医療法人大雄会法

人本部長松廣耕三氏を委員として追加することとなった。

名称については、現体制では「病院経営管理者養成」のまま実施する。今後、現役勤務の講

師へ依頼していきたいとの意見にまとまった。

日本病院会のホームページ上に受講生サイトやメーリングリストを設置することを今後検討。

８事務管理者委員会

１．開催回数１回

２．出席者数１９名（オブザーバー５名含む延べ人数）

３．協議事項

平成19年度の活動、平成20年度の活動についての検討、アンケート調査詳細検討

第１回事務管理者研修会開催報告、診療報酬改定について、来年度の予定について

４．総評

平成19年度の活動としては、診療報酬改定の方向性を見極めて病院経営に関する話題を中心

とした研修会を病院経営管理者協議会と合同開催として企画し､下記のとおり開催した｡また、

診療報酬改定の内容が具体化した後に、検証する委員会の開催や個々の病院に対する具体的な

影響や病院経営上注意が必要と思われる事項を集約して会員病院に対して広報する材料を提供

すること等を病院経営管理者協議会理事をオブザーバーとして加え検討した。

また、平成20年度の活動について、以下のとおり活動内容を検討した。

診療報酬改定後の早い時期に、改定の影響について現場の意見を早急に収集し纏める。
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事務レベルでの影響度速報アンケート等を実施する。（内容としては、広範囲な項目のものと

せず、目的と対象を絞って簡単な内容のもの）検討については病院経営管理者協議会の協力も

想定。

６月頃には、上記資料を基にし、また具体的な影響発表を含めた研修会（第１回）を計画や

病院経営管理者協議会と合同の研修会の開催。

その他､指示により事務部門として得られるデータの集約､検討をおこなうことを確認した。

事務管理者研修会報告

1．主催社団法人日本病院会事務管理者委員会

病院経営管理者協議会

２．日時平成20年１月２５日（金）１２：３０～１６：３０

３．会場東京・アルカディア市ケ谷（私学会館）「富士」

４．参加数331名（会員328名、会員外２名）

５．プログラム（敬称略）

総合司会：社団法人日本病院会事務管理者委員会委員長

病院経営管理者協議会会長佐合茂樹

１２：３０～１２：４０開会挨拶

社団法人日本病院会副会長佐藤眞杉

１２：４０～１３：５０講演：「医療制度改革の動向」

伊東芳郎先生

（厚生労働省医政局医療計画推進指導課指導官）

座長：病院経営管理者協議会副会長望月眞－

１３：５０～１５：１０講演「DPC(Diagnosis-ProcedureCombination）の行方」

－決めるのは誰か－

西岡清先生

（横浜市立みなと赤十字病院院長・中央社会保険医療協議会（中医協）ＤＰＣ評価分科会会長）

座長：病院経営管理者協議会副会長永易卓

１５：１０～１６：３０講演：「生命輝かそう日本のホスピタリスト２０年改定と今後の病院経営」

邉見公雄先生

（赤穂市民病院院長・中央社会保険医療協議会（中医協）委員）

※中医協公聴会及び総会開催のため急遅代理講演として実施

石井暎禧先生

（医療法人財団石心会理事長・中央社会保険医療協議会（中医協）前委員）

座長：社団法人日本病院会常任理事小川嘉誉

１６：３０ 閉会

病院経営管理者協議会について

１）総会開催１回

２）理事会開催回数３回（延べ人数36名）

－１７１－



３） 研修会開催回数開催回数２回（参加者数：第１回60名、第２回（事務管理者委員会と共催による

開催）331名）

「JHAC」発刊１２－２号

（会員以外配布先：日本病院会常任理事・理事、各大学図書館等）

ついて正会員：297名（平成20年３月１７日現在）

賛助会員：1件（〃）

事務管理者委員会に佐合会長が委員長となり、病院経営管理者協議会

としては、全面的に協力してゆくことが確認された。

平成19年度第57回日本病院学会（茨城開催）ワークシヨップとして下記のとおり開

催した。

日時平成19年６月１５日（金）１３：３０～１５：３０

会場つくば国際会議場２階中ホール（Ｂ会場）

アーマ 「混迷を抜け出す病院経営の実践と倉I造」

収容人員200名

内容座長・パネリスト（発表順・敬称略）

中井洋一京都桂病院（京都府）事務長

阿部憲一筑波記念病院（茨城県）事務長

島森万二青磁野リハビリテーション病院（熊本県）事務長

長谷川均霞ヶ関南病院（埼玉県）専務理事

（座長）

小川嘉誉総合病院多根病院理事長（日本病院会常任理事）

佐合茂樹木沢記念病院

病院長補佐（病院経営管理者協議会会長）

平成20年度第58回日本病院学会(山形開催)のワークシヨップを下記のとおり企画、

打合せ会をおこなった。

日時平成20年７月４日（金）９：３０～１１：３０

会場山形国際ホテルスプレンダー（第10会場）

アーマ 「DPCH寺代lこ適応する病院経営手法の提案」

収容人員280名

座長・パネリスト（発表順・敬称略）

諸星敏廣相模原協同病院（神奈川県）事務部長

椛島博彰相澤病院（長野県）診療情報管理センター診療情報管理課課長

河野文彦若草第一病院（大阪府）健康情報部部長

内田智久美原記念病院（群馬県）事務部医事課主任

（座長）

小川嘉誉総合病院多根病院理事長（社団法人日本病院会常任理事）

佐合茂樹木沢記念病院病院長補佐（病院経営管理者協議会会長）

４）機関誌

5） 組織について

6）その他

－１７２－



中小病院委員会

１．開催回数４回

２．出席者数延べ20人

３．協議項目

（１）今後の委員会の運営について

（２）情報交換会について

（３）シンポジウムについて（第58回日本病院学会・山形県）

（４）その他

９．

1）第57回日本病院学会シンポジウムについて

開催場所：つくば国際会議場Ｃ会場３階中小ホール300（シアタ

開催日：平成19年６月１５日（金）

テーマ：中小病院の生きる道を探る

座長

土井章弘（岡山県・岡山旭東病院院長）

シンポジスト

中村定敏（福岡県・小倉第一病院理事長・院長）

望月智行（埼玉県・川越胃腸病院理事長・院長）

平林宏之（茨城県・いちはら病院院長）

討議

①小規模病院における経営努力と成果

②小規模病院経営のキーワードは「人づくり」

③中小病院生き残りをかけて

④中小病院（200床以下）に関するアンケート調査

⑤その他

(シアター324）

2）第８回中小病院情報交換会について

開催日時平成20年２月９日（士）１４時～１７時

開催場所アークホテル岡山３Ｆ「牡丹の問」

参加者141名

総合司会岡山県病院協会事務長部会長

開会挨拶

岡山県病院協会会長

日本病院会副会長

中小病院委員の紹介

（特別講演）

アーマ 「地域医療を担う中′｣､病院への期待

講師厚生労働省保険局医療課企画官

座長岡山県病院協会会長

佐藤能之

幸
早
］
県

士井

佐藤

弘
杉

～DPCの位置づけ～」

宇都宮啓

士井章弘
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（シンポジウム）

アーマ 「地域医療を担う病院の経営戦略」

～医療制度改革をどう生き抜くか～

司会岡山県病院協会議長金田道弘

シンポジスト

医療法人明芳会佐藤病院院長小松原正吉

医療法人誠和会倉敷紀念病院院長小出尚志

財団法人共愛会芳野病院理事長藤本宗平

コメンテーター

医療法人情翠会牧病院理事長牧恭彦

医療法人財団天心堂天心堂へつぎ病院理事長松本文六

閉会挨拶日本病院会常任理事梶原優

3）第58回日本病院学会シンポジウムについて

開催場所：ホテルメトロポリタン山形第２会場（４Ｆ霞城ＡＣ）

開催曰：平成20年７月４日（金）

アーマ：中小病院は地域医療を守る

座長

士井章弘（岡山県：岡山旭東病院院長）

シンポジスト

生野弘道（大阪府：守口生野記念病院理事長）

荏原光夫（神奈川県：高田中央病院理事長・院長）

松本文六（大分県：天心堂へつぎ病院理事長）

布施明（山形県：寒河江市立病院院長）

コメンテーター

梶原優（千葉県：板倉病院理事長）

佐藤眞杉（大阪府：佐藤病院理事長）

今回のシンポジウムは各シンポジストに自病院の状況等及び取り組み等を１５分程度紹介してい

ただき、質疑応答後、全体討議をおこなうものとする。また、４月中旬に中小病院に関する調査

を実施し、シンポジウムにて結果報告する予定。
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臨床研修委員会

１．開催回数３回

２．出席者数１６名

３．協議項目

１）第１回医師臨床指導医養成委員会（仮称）

1０．

日時：平成19年４月１６日（月）

議題

①平成19年度から「臨床研修指導医養成講習会」の主催が四病院団体から日本病院

会となり平成19年度以降においては年４回開催することになった。

②平成19年度開催は下記通り実施した。

・第１回：平成19年６月８日（金）～１０日（日）

．第２回：平成19年９月７日（金）～９日（日）

・第３回：平成19年12月７日（金）～９日（日）

・第４回：平成20年３月１４日（金）～１６日（日）

③平成20年度開催予定

・平成20年６月６日（金）～８日（日）

・平成20年９月１２日（金）～１４日（日）

・平成20年12月５日（金）～７日（日）

・平成21年３月６日（金）～８日（日）

④その他各委員からの提案として

・講習会の開催日を現在３日としているが、２日間での開催はできないのか、或い

は金、士、日曜日の開催日を平日に開催が可能であるのかの提案があった。

・厚生労働省の「医師の臨床研修に係る指導医講習会の開催指針」においては定員

が50名以内となっているが、毎回の応募者が１００名前後いりことから、定員を増

やすことは可能であるかとの意見があった。

２）第１回臨床研修委員会

日時：平成19年７月９日（月）

議題

①平成19年度の臨床研修委員会と臨床研修指導医養成講習会の進め方及び内容等に

ついて

②初期研修の評価について

・アンケート調査（処遇、勤務時間、指導医、病院経営等）

・マッチング、募集定員の制限

・制度見直しへの提言

③指導医養成講習会のあり方について

④後期研修への取り組みについて

・総合医

・専門医制度への要望

⑤医師不足の問題について
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・マグネットホスピタルの役割

・日本医師会からの提言

３）第２回臨床研修委員会

日時：平成20年３月４日（火）

議題

①平成21年度臨床研修指導医養成講習会の開催日を確定した。

・第１回：平成21年６月２２日（金）～２３日（日）

.第２回：平成21年９月２２日（金）～２３日（日）

・第３回：平成21年12月８日（金）～１０日（日）

・第４回：平成21年３月８日（金）～１０日（日）

②専門医制度における後期研修について

③平成20年度における「臨床研修指導医養成講習会」及び「臨床研修委員会」の運

営方針と方向性について検討

４．総評

・平成16年度より新臨床研修制度が始まり、各病院でも行ってのプログラムに沿った卒後

研修が行われるようになった。この研修はプライマリ・ケアの基本的な能力を取得する

ことを目的とし、全ての医師が受けるべきとされているが、臨床医は一定の専門医領域

をもって患者に医療を提供しており、研修修了後に専門領域の基礎的な研修を行う必要

がある。以上の状況を踏まえ臨床研修委員会の中で今後は専門医制度に伴う後期研修の

内容について検討していく。

１１．医療安全対策委員会

１．開催回数２回

２．出席者数延べ14名

３．協議事項

・平成20年度本委員会の運営方針について

・平成20年度医療安全管理者養成講習会開催企画およびその実施について

・その他

12．救急医療委員会

１．開催回数５回

２．出席者数３５名

３．協議項目

ｌ）第１回救急医療委員会

日時：平成19年７月１８日（水）

議題

①平成19年度第１回救急医療委員会の開会に伴い、山本会長より所信表明があり、

今までの委員会では「防災」を中心に議論がされてきたが、これからは救急医療に

特化した医療現場で問題になっている医師不足や地域医療等についての議論を進め
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て欲しいとの方針が語られた。

②救急医療に特化した防災対策について

③救急医療は患者のために何をやっていくのか

④日本の救急医療は特殊であり、１次、２次、３次の救急体制をとって病院を分担

しているが、そのままでいいのか見直しが必要である。

⑤地方の機関病院が救急医療をやるとき医師不足（マンパワー）の問題

⑥環境問題（当直、日勤、勤務時間等）の見直し

⑦小児科救急、精神科救急の問題点

⑧以上の問題点について「アンケート調査」を実施し、医療現場の問題点を把握す

ることにした。

２）第２回救急医療委員会

日時：平成19年８月２４日（金）

議題

①平成20年７月３日（木）、４日（金）に山形で開催される第58回日本病院学会にお

いて「救急医療に関する」シンポジウムをおこなうことになった。テーマは今回実

施する「救急医療アンケート調査」の集計結果を中心におこなうことにした。

②アンケート調査の調査項目は以下である。

・一般救急医療における役割

・小児救急医療における役害'１

・周産期・母子救急における役割

・救急医療施設における施設基準等の取得状況

・常勤医師数、常勤看護師数等のマンパワーの状況

・地域救急医療制度の問題点

・救急医の労働時間と報酬

③調査対象施設は全会員施設の約2,700施設についてアンケート調査を実施する。

３）第３回救急医療委員会

日時：平成20年１月８日（火）

議題

①平成19年１０月に実施した「救急医療アンケート調査」（対象施設：2,533施設、回

収施設：437施設、回収率：１７．３％、調査項目：３７項目）がまとまり、項目を集約し

た様式にまとめる等の集計方法について検討をおこなった。

②具体的は病床区分、地域別、政令都市別、設置主体別等に分けて最終結果を集計

することにした。

③救急医療アンケート調査の今後の活用については平成20年７月４日に山形で開催

される第58回日本病院学会のシンポジウムで内容を報告する。その他「日本病院会

雑誌」への掲載あるいは関係機関への資料の配付、説明等を積極的におこなってい

く。

④第58回日本病院学会にむけての検討を行った。シンポジウムのテーマは「病院医

療の崩壊と救急医療（仮称)」を予定し、座長１名にシンポジスト５名を決定した。
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４）第４回救急医療委員会

曰時：平成20年２月８日（金）

議題

①救急医療アンケート調査の集計方法について再度見直しも含め議論をした。地域

別（６ブロック）、病床別、センター別（救命救急センター、高度救命救急センター、

二次救急輪番病院等）等に分けて集計することにした。

②第58回日本病院学会でおこなうシンポジウムの座長は高橋正彦委員長、島崎修次

委員がなり、シンポジストは邊見弘委員、石川清委員、前川和平委員、山田至康委

員、吉井宏委員の５名に変更になった。それぞれのシンポジストのテーマは邊見委

員（災害医療と救急体制について)、石川清委員（救命センターの医療崩壊と救急医

療の診療報酬について)､前川和平委員(白河総合病院等の地方の救急医療について)、

山田至康委員（アンケート調査の結果を踏まえての患者の意見、教育等)、吉井宏委

員（横浜市の救急医療の取り組みについて）でおこなうことにした。

５）第５回救急医療委員会

日時：平成20年３月１０日（月）

議題

①救急医療アンケート調査の活用について

②救急医療アンケート調査の集計方法について

・前々回、前回に引き続き最終的なまとめ方について再検討を行った。

③平成20年度以降に於ける委員会の活動等について

・今回の診療報酬の改訂を受けて救急医療における診療報酬が各病院でどのような

影響あるかを見極めてから問題点を検討することとした。

４．総評

・平成１９年度からは救急医療委員会となり、今までの防災を中心とした委員会から医療に

特化した委員会となり１９年度は５回の委員会が開催された。今年度は平成20年７月４日

（金）に山形で開催される第58回日本病院学会のシンポジウムで報告するため「救急医

療アンケート」を実施し、各病院における救急医療の現場の問題点を把握し発表するこ

とにしている。平成20年度においては診療報酬改定が行われたので救急医療にどのよう

な影響が有るかを見極めてから救急医療委員会が検討することにしている。

13．感染症対策委員会

１．開催回数１回

２．出席者数延べ７名

３．協議事項

・本委員会の運営方針について

・ICS(InfectionControlStaff）養成のための感染制御講習会の実施について

・昨今の感染症対策、関連情報について

・その他
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１．｜OＳ（lnfectionControlStaff）養成のための感染制御講習会

1）目的

看護師、薬剤師、臨床検査技師、臨床工学技士、滅菌技士を対象（医師も受講可）にＩＣＴ

（感染対策チーム）の一員として、医療現場で発生する種々の問題に対処でき、またそれ

ぞれの立場で情報収集を行い、伝えることにより、各職場間の調整役を努めることが出来

1３－

る職員の養成を行う。

2）実施内容

第１クール

日時：平成19年６月１６日（士）１３：００～１８：００

日時：平成19年６月１７日（日）９：００～１２：３０

会場：東商ホール

参加人数：524名（６月１６日：529名、６月１７日：524名）

第２クール

日時：平成19年11月３日（士）１３：００～１８：００

日時：平成19年１１月４日（日）９：００～１２：３０

会場：昭和大学上條講堂

参加人数：516名（11月３日：519名、１１月４日：516名）

第３クール

日時：平成20年２月１６日（士）１３：００～１７：５０

日時：平成20年２月１７日（日）９：００～１２：３０

会場：昭和大学上條講堂

参加人数：503名（２月１６日：506名、２月１７日：506名）

|Ｔシステム委員会

開催回数３回

1４．

１．開|崔'且'数３口

２．出席者数延べ16名

３．協議事項

○携帯版「健康日記（仮称)」の対応について

○緊急調査「レセプト電算システム状況調べ」○緊急調査「レセプト電算システム状況調べ」の実施・報告について

○今後の活動・委員会のあり方について

４．その他

○ＩＴシステム関連ショールーム見学会

・ＮＴＴコムウェア（株）（千葉県千葉市：ＮＴＴ幕張ピル）

・ＮＴＴ東日本（株）（東京都千代田区：東京大手町ショールーム）

５．総評

第１回（通算第９回）平成19年７月２４日

出席者村上、大道、武田、森

議題１．携帯版「健康日記（仮称)」の対応について

２．緊急調査「レセプト電算システム状況調べ」の実の実施について
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３．今後の活動について

第２回（〃第10回）平成19年11月６日

出席者村上、大道、上塚、大江、神野、武田、森

議題１．レセプト電算システム状況調べの調査報告について

２．１Ｔシステム関連ショールーム見学会について

３．その他

．’Ｔシステム委員会のあり方について

・テレビ会議について

第３回（〃第１１回）平成20年１月２９日

出席者大道、森（一般参加）中野（京都きづ川病院)、宮井、安藤（森之宮病院）

内容ＬＩＴシステム関連ショールーム見学会

・ＮＴＴコムウェア（株）

・ＮＴＴ東日本（株）

○平成20年４月からオンライン請求が義務化される400床以上の病院（会員551病院）に対してレ

セプト電算処理に対応する医事業務支援システムの追加的な改修・組替費用に関する調査を実

施。264病院（47.9％）から回答を得たが、各病院で導入態様が異なる、確認試験の回数が一様

でない、ＤＰＣに対応している等の理由から、新たにレセプト電算システムを導入した97病院を

対象に導入費用を算出したところ、１病院あたりの平均導入額は770万７千円であった。

○ショールーム見学会では、Tangible-3D（握手モデル）やハイビジョン映像コミュニケーシ

ョン（ＴＶ会議システム）などを実際に体験しながら見学した。技術の進歩は目を見張るものが

あるので、今後は、医療の分野へどのように導入していくかが課題となってくる。

１５ホスピタルショウ委員会

１．国際モダンホスピタルシヨウ2007委員会

１）開催回数６回

２）協議事項①国際モダンホスピタルシヨウ2008企画、運営について

②付帯セミナーの実施について

③その他の関連事項について

１６病院幹部医養成委員会

１．開催回数５回

２．出席者数延べ30名

・第１回（東京)、第２回（名古屋）

・平成20年度第１回セミナー企画

・２０年度の運営方針について

・その他

｢医療の質を考えるセミナー」企画
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ニュース編集委員会

１．開催回数１１回（編集委員会２回、編集会議９回）

２．出席者数延べ60人

３．協議項目

日本病院会ニュースのあり方、発行・編集体制および紙面構成など

４．総評

新たな委員会として再編されたニュース編集委員会では、「日本病院会ニュース」の見直し

計画を、これまでの編集体制を踏まえて策定、実現可能な部分から順次実行を図る方針で取

り組んできた。編集部を担当者１名十外部補助者１名の計２名体制とし、体制の強化の第一

歩とした。委員会は役割と目的に応じて、２種類の会議体を設けることにした。「ニュース編

集委員会」は当委員会としての基本的取り組みやニュースのあり方、編集全般などを検討す

るため年４回位開催する。また二つ目は「ニュース編集会議」というもので、毎月１回定日

に開催し、１～２ヵ月先の具体的な掲載記事の検討、当面の企画立案、発行紙面の評価など

を行う。両会議を有効に活用し、中身の濃い紙面作りをめざす方針が確認された。本年度の

成果としては、紙面の全体的な方向I性がある程度定まったことから、定日発行もほぼ軌道に

乗り、さらに紙面や記事内容についても、おおむね見直し計画に沿った内容で進んできてい

る。今後は、現在の紙面内容に加え、親しみやすい紙面、会員・読者も参加できるような開

かれた紙面などが課題とされた。

1７．

当委員会でこれまで確認をみた内容は、おおむね次のとおりである。

■「日本病院会ニュース」の理念・編集体制・編集方針

○理念：日本病院会の理念や活動方針に基づき、その活動状況や取り組み、医療政策の

方向'性や対応などを会員や医療界、行政等に広く迅速に伝達し、日本病院会の役割実績

と行動実績をアピールしていく。原貝|Iとして、月２回の発刊とし、常任理事会、理事会、

各種委員会の討議決定内容や医療界の最新の話題、論説・解説、さらには一般投稿など

も加え、会員に開かれた、親しみやすい情報伝達のための新聞とする。そのためには迅

速』性、正確J性、普遍性を旨とし、内容ある記事の取材・作成、読みやすい紙面構成を目

指していく。

○宮崎担当畠'１会長の「日本病院会ニュース」に対する要望として、まず速報性を第一に

重視する方針が伝えられた。正確な報道に努めることは当然だが、綿密な記事にこだわ

って迅速な報道が後回しになってはニュースの本来の役割が損なわれるとされ、ある程

度整った内容をもって迅速に掲載することを重視することと、同時に、今日のようなめ

まぐるしい医療情勢にあっては、日病の主張をはっきり打ち出すような紙面が望ましい

とされた。
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○編集体制および編集方針

○中期編集計画

－１８２－

新委員会体制 担当副会長

委員長

畠'１委員長

論説委員

編集協力委員

宮崎忠昭副会長

藤原秀臣理事

原義人理事

畠'１会長・正畠'１会長会議（「主潮」執筆）

各種委員会委員長

編集方針 編集理念

ニュース発行内容

題字変更

主潮

連載物

インタビュー

投稿

※（別掲）

● １０日号…役員会号、２５日号…一般記事

･特集号…１月、８月、（紙質考慮、カラー印刷）

いずれ変えたい

毎号

第１弾は宇沢弘文氏

会長談話コーナー

コメディカル分野を含め促進（｢職域通信｣）

編集委員会等 ･編集委員会（編集全般検討。年４回、１，４，７、１０月開催）

･編集会議（毎月開催。編集委員会と重なる月は合同開催）

その他 ･宇沢氏の連載完結後の冊子（別冊）発行

･編集デスク体制の確認（明確化）

題字検討 変更可能ならば検討

ニュース発行内容 月２回（１０日、２５日）

１月、８月は１回（特集号）（カラーも企画）

紙面構成の統一化（概略） １面

２面

３面

●

●

●

●

●

●

医療改革、医療関連ニュース、主要な会務↓盾報、

無影灯

主潮、シリーズ連載、解説、中医協、会務等

学術課関連、学会、厚労省情報、委員会報告等

４面：行事案内、投稿、論壇、

せ欄等

= メディカル投稿、お知ら

寄稿依頼、原稿入手 主潮、委員会報告、シリーズ、無影灯

(各種予定表作成、依頼状作成）

紙面でＰＲ、ホームページ活用

ニュースソース、取材 記事作成、デスク業務効率化、記者クラブ等との連携

編集会議 毎月開催（主題決定、紙面レイアウト検討）

紙面害Ｉ付、印刷、郵送 迅速化と効率化



１７－１．雑誌編集委員会

１．開催回数１２回

２．出席者数６０名

３．協議項目

１）毎月第４木曜日に開催し、次号に向けて掲載記事の内容について

２)掲載記事は３ケ月以内の記事を掲載するようにし、４ケ月以上経過した題材については、

原則掲載しないことにした

３）各学会、セミナー等で講演された講師等からは必ず雑誌掲載に当たり「承諾書」で了承

を得てから掲載手続きを進めることを再度徹底することにした。

４）新春座談会について、平成20年１月号に掲載するがテーマは「医療機関の機能分化と連

携」で開催し、会長以下３名でおこなった。

５）第57回日本病院学会において一般公募した演題の中から、各座長から推薦された演題の

中から優秀・優良演題を選ぶため各常任理事にお願いすることにした。

６）2007NO26JapanHospitalを１２月７日に作成し、発行した。2008NO27JapanHospitalは７月

に発行予定である。

７）昭和29年第１巻の創刊から平成19年12月号の全冊数（約650冊、38,000ページ）をデータ

ベースとしてＰＤＦ化に整理をした。

４総評

・平成19年度より新たに「雑誌編集委員会」としてスタートさせ'盾報発信の役割を充実さ

せ、当会が行っている各研究会、講習会、セミナー或いは常設のコラム等をもうけて会

員病院への情報の伝達をより早く、多く伝えるようにさらに努力し、読みやすい雑誌を

目指していく。

１８インターネット委員会

Ｌ開催回数３回

２．出席者数延べ28名

３．協議事項

１．医療機能情報公表制度について

２．情報収集と提供体制についての検討

３．ＴＶ会議の実施およびユピキタスネットワークなどの情報分析

４．日病ロゴマークの検討

５．視察調査について

７．日本病院学会でのシンポジウム企画について

４．総評

,情報提供のあり方およびニーズを把握した調査および活動をしていきたい。

19．総務委員会

ｌ開催回数

２．出席者数

23回

役員157名（講師を含む）
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3．協議項目当面の諸問題への対応に関する事項（約450項目を協議、対応）

４．総評

委員会は会長を除く副会長（６名）の構成であり、趣旨が円滑な会務運営を目的としてい

ることから、「総務委員会」＝「会長・副会長会議」として開催された。通常、会議は、役員

会前日、当日として開催していたが、あまりにも検討議題が多く、第二木曜、役員会前日、

当日として本年度は開催した。基本的には、会長・副会長会議と総務委員会は分離し開催す

ることを取り決めたが、本年度は、会長副会長会議の中での対応処理とした。

20．民間病院部会

１．開催回数１回

２．出席者数９名

３．協議項目

（１）「患者の病院選択動向調査」の集計結果について

（２）「看護師入退職状況および採用コスト|こっての調査」について

（３）今後の活動方針について

４総評

１８年度からの継続事業である、２つの調査について集計･分析を行い､報告書をまとめた。

主な傾向として､病院の外来患者は病院をかかりつけ医としてとらえているとの結果となり、

その旨を厚労省の審議会等に示した。

また、部会長は今後の活動方針として日病の会員増強に取り組むことを示し、２０年度より

活動詳細を検討していく。

21．倫理委員会

諸般の都合により、今年度は委員会を開催していない。

２２国際委員会

１．開催回数３回

２．出席者数延べ16名

３．協議事項

１．２００７年第１回、第２回アジア病院連盟（ＡＨＦ）理事会開催について

２．IHF韓国Congress2007の開催協力について

３．ＩＨＦおよびAHFの2007年分会費の支払いについて

４．アジア病院連盟・山本修三会長の本年度の連盟運営についての協議

４．総評

ＡＨＦ山本会長の２年の任期では、特に会長国としての活動についての評価が高く、また、

立候補したIHF理事選挙においてはアジア地区各国の強力なバックアップもあり、高得

票で新理事に選出された。今後はアジア地区の諸問題を含むＩＨＦとの相互関係も重視し

各国間の交流をさらに深めていきたい。
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第５研究会

１．「疾病又は事業ごとの医療体帝11」「医療法人制度改革のその後」に関する１

１．開催回数１回

２．開催概要

開催要領主催（社）日本病院会

地域医療委員会、医療経済・税制委員会

開催日平成１９年１１月１６日（金）

会場日本青年館「大ホール」

講師ｌ）講演「疾病又は事業ごとの医療体制について」

厚生労働省医政局指導課医療計画推進指導官

２）講演「医療法人制度改革のその後について」

厚生労働省医政局指導課医療法人指導官

参加者数193名

に関する説明会

伊東芳郎

金森勝徳

２診療報酬改定説明会

開催回数

開催概要

(東京会場）

開催要領

開催日

会場

講師

２回●
●

『
’
０
０
－
（
叩
／
《
］

共催全国公私病院連盟，（社）日本病院会

平成20年３月１０日（月）

東京・東京国際フォーラム「ホールＡ」

社会保険診療報酬改正点の説明

厚生労働省保険局医療課企画官

3,262名

宇都宮 啓

参加者数

(神戸会場）

開催要領 共催（社）日本病院会，全国公私病院連盟

後援兵庫県病院協会，（社）兵庫県私立病院協会

平成20年３月１３日（木）

神戸・ワールド記念ホール

社会保険診療報酬改正点の説明

厚生労働省保険局医療課企画官

2,835名

開催日

会場

講師

宇都宮 啓

参加者数
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第６セ ナー＝
、

病院長・幹部職員セミナー

日時：平成19年８月２日（木）１３：３０～１７：３０

８月３日（金）９：００～１７：００

会場：アルカディア市ヶ谷富士

参加者：333名（262施設）

プログラム：

基調講演「病院、入院・外来患者へのアンケート調査の結果報告」

～病院はどのようにして選ばれるのか～

江戸川病院理事長加藤正弘

１

シンポジウム「患者が“診る，,～国民の求める病院とは～」

シンポジスト： 日本病院会会長

弁護士

厚生労働省医療安全推進室室長

山本

加藤

佐原

修
良
康

夫
之

座長：（社）日本病院会副会長大井禾|」夫

基調講演「このままでいいのか？曰本の医療」

講師：済生会栗橋病院副院長兼外科部長本田宏

座長：（社）日本病院会副会長池澤康郎

講演「曰本の医療の問題点～アメリカとの対比で分析する～」

講師：新潟大学脳研究所統合脳機能研究センターセンター長・教授中田力

座長：（社）日本病院会副会長佐藤眞杉

講演「曰本の医療の問題点～諸外国との対比で分析する～」

講師：慶應義塾大学医学部教授池上直已

座長：（社）日本病院会副会長村上信乃

講演「どうなる曰本の医療」

講師：国立保健医療科学院院長篠崎英夫

座長：（社）日本病院会代議員会議長加藤正弘
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２医療の質を考えるセミナー

第１回

日時：平成１９年４月２０日（金）

会場：昭和大学病院臨床講堂

参加者数：２１６名（183施設）

１０：００～１６：４５

基調講演１「総合的な患者相談窓ロのシステム構築について」

昭和大学病院副院長有賀徹

シンポジウム１「総合的な患者相談窓口のシステム構築」

シンポジスト：

昭和大学病院総合相談センター畠'１センター長樋口比登実

済生会横浜市東部病院副院長山室渡

福井県済生会病院主任メディカルコーディネーター増永佐智恵

座長：昭和大学病院総合相談センター有賀徹

公立昭和病院病棟部長責田岡正史

基調講演２「退院調整に関する諸問題について」

厚生労働省医政局総務課保健医療技術調整官菊岡修

シンポジウム２「退院調整に関する諸問題」

シンポジスト：

熊本市立熊本市民病院神経内科部長

小牧市民病院副院長（脳神経外科）

昭和大学病院総合相談センター主任（退院調整看護師）

名古屋第二赤十字病院医療社会事業係長（MSW）

コメンテーター：昭和大学リハビリテーション医学診療科教授

座長：中村記念病院診療本部長

昭和大学病院看護部長

郎
久
え
恵
澄
二
恵

き

洋
義
ゆ
理
正
譲
幾

橋本

木田

石原

坂本

水間

中川原

市川

第２回

日時：平成１９年１０月１９日（金）９：００～１６：１０

会場：名古屋第二赤十字病院研修ホール

参加者数：１１１名（８６施設）

基調講演「マグネットホスピタルについて」

日本赤十字社事業局看護部長浦田喜久子

座長：名古屋第二赤十字病院副院長安藤’疸三郎

シンポジウム「マグネットホスピタルを目指して」
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シンポジスト：

トヨタ記念病院病院長

名古屋第二赤十字病院看護部長

医療法人偕行会名古屋共立病院総務局長

コメンテーター：長崎県立島原病院副病院長兼医療局長

座長：名古屋第二赤十字病院副病院長

公立昭和病院病棟部長

垣
岡
原
永
藤
岡
田

稲
片
清
徳
安
里
貝

春夫

笑美子

義徳

能拾

'垣三郎

正史

基調講演「プレホスピタルトリアージについて」

愛知医科大学附属病院高度救命救急センターセンター長野口

座長：昭和大学病院副病院長有賀

宏
徹

シンポジウム「救急医療が崩壊する！」

シンポジスト：

｢名古屋第二赤十字病院の救急医療の現状と問題点」

名古屋第二赤十字病院救急・総合内科部長

｢安城更生病院における救急医療の現状と問題点」

安城更生病院救急部長

｢愛知県における－次救急医療の取り組み」

社団法人愛知県医師会理事

｢愛知県における産婦人科救急医療の現状と問題点」

名古屋第一赤十字病院産婦人科部長

コメンテーター：市立堺病院副病院長

座長：名古屋第二赤十字病院副病院長

小牧市民病院副病院長

野口善令

鈴木和広

牧靖典

章

順一朗

洋

義久

石川

横田

長谷川

木田

３．臨床研修指導医養成講習会

１）目的

・新医師臨床研修制度の発足に伴い、・新医師臨床研修制度の発足に伴い、各病院で指導を担当する研修責任者・指導者の養成を

行うことを目的とする。

臨床研修指導医養成講習会を開催し､臨床研修責任者(各診療科で臨床研修を統括する者)、

臨床研修指導者（各診療科で実際に研修医を指導する者）対象にそれぞれにカリキラムの

作成､研修プログラムの具体的運用､及び研修医と指導者の評価が出来る能力開発を行う。

また、各病院等での診療場面での適切な指導法や効果的なフィードバックの与え方ができ

る能力の開発を目指す。

２）実施内容

①第１回：平成１９年６月８日（金）～１０日（日）

・受講修了者：４９名

・場所：（社）日本病院会５回会議室
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住所、千代田区一番町１３－３

④第２回：平成１９年９月７日（金）～９日（日）

・受講修了者：４９名

・場所：同上

⑤第３回：平成１９年１２月７日（金）～９日（日）

・受講修了者：４８名

・場所：同上

⑥第４回：平成２０年３月１４日（金）～１６日（日）

・受講修了者：４９名

・場所：同上

救急医療セミナー

･平成１９年度より防災を中心とした救急医療でなく、救急医療を医療に特化した内容を検討

するようになったこと、また、それに伴いセミナーの名称が「救急医療防災セミナー」か

４．

ら「救急医療セミナー」となったことなどによりセミナー開催の予定はなかった。

－１８９－



第７予防医学活動

人間ドックが我が国に誕生して，５３年を経ています。その間に人間ドックの形式も交通機関の

発達と同様にスピード化が進み，一週間から二日ドックへ，更には日帰りコースの一日ドックが

普及している現況です。

有限責任中間法人日本人間ドック学会・社団法人日本病院会予防医学委員会は，1959年（昭和

34年）に－泊二日の短期人間ドックが発足以来，優良施設の指定と共にその禾U用状況を調査し，

毎年発表してまいりました。

第26回日本人間ドック学会1985年（昭和60年）の宿題報告を契機として，人間ドック検査成績

についても全国調査の必要性が認識されるようになりました。その後，毎年日本人間ドック学会

の際に予防医学委員会より報告が行われ，２３年目を迎えました。

全国集計の内容は日本人間ドック学会誌「人間ドック」並びに日本病院会雑誌に掲載し，学会

員及び優良指定病院長並びに施設長に配布しております。

このたび，第48回日本人間ドック学会学術大会の際に，人間ドック実施状況調査とともに全国

集計成績の要点を抜粋して「人間ドックの現況」を作製し，ご希望の方々に広く配布することに

いたしました。

なお，2004年９月より，人間ドックの名称を下記のとおりに変更いたしました。

－曰ドック（－曰病院外来ドック，曰帰りドック，半日ドック等）

二曰ドック（－泊人間ドックおよび三曰以上ドックも含む）

今回の全国調査資料は一日と二日ドック合計で返信率は88％で，対象の人間ドック受診者数は

295万人で前年より約24万人増加しています｡2005年４月より日本総合健診医学会が日本病院会よ

り独立したために昨年は一時減少しましたが，今回は増加のきざしが見えています。

本資料が，各病院・施設の機能評価の一環としてご利用いただき，人間ドックの質的向上に役

立つことを期待しております。
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1．人間ドック指定病院および指定施設（2007年１月現在）

都道府県別一覧表
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二日ドック指定施設数

一日ドック指定施設数

機能評価認定施設数

＊二日ドック指定施設は一時休止，指定辞退した施設は含んでいない。

＊二日ドック指定ベッド数は1,833室である。

＊機能評価認定施設ベッド数は442室，別にホテルドック契約は619室である。

＊機能評価認定施設では

一日のみ指定２４施設

二日のみ指定２施設

両方指定９８施設

指定契約なし８施設

合計132施設
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二日 日
機能

評価
二日 －日

機能

評価
二日 －日

機能

評価

北海道 ８ ５ ４ 石川県 1０ １ ０ 岡山県 ９ ３ ４

青森県 ６ ０ ２ 福井県 ４ 1 1 広島県 １２ ５ ８

岩手県 ６ １ １ 山梨県 ５ １ １ 山口県 1５ ０ ２

宮城県 ３ ３ ２ 長野県 ６ ０ ６ 徳島県 1 1 1

秋田県 ５ ０ １ 岐阜県 ６ ３ ２ 香)||県 ４ １ ２

山形県 ２ ０ ０ 静岡県 2２ ４ ４ 愛媛県 ６ ０ ２

福島県 1５ １ ０ 愛知県 １１ ９ ７ 高知県 ２ ３ １

茨城県 1７ ６ ２ 三重県 ６ １ ３ 福岡県 3９ ８ ５

栃木県 ８ ２ ２ 滋賀県 1０ １ １ 佐賀県 1 ０ １

群馬県 1９ １ ２ 京都府 2２ ４ ４ 長崎県 ２ ０ ０

埼玉県 １３ ２ ５ 大阪府 2２ 1７ 1４ 熊本県 ４ １ ２

千葉県 3６ ６ ４ 兵庫県 2４ ２ ２ 大分県 ０ ４ １

東京都 6０ 3９ 2１ 奈良県 ２ ０ １ 宮崎県 ３ ０ ０

神奈)||県 3１ 1３ ７ 和歌山県 ３ ０ ０ 鹿児島県 ３ １ ０

新潟県 1８ ６ 1 鳥取県 ２ ０ ０ 沖縄県 ０ １ ３

富山県 ２ １ ０ 島根県 ３ ０ ０ 計 508 1５８ 1３２



２人間ドック指定病院・施設経営主体別一覧（2006年）
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一日ドック

施
設
数 ％

機能評価

施
設
数 ％

二日ドック

施設

数
％

一日ドック

施設

数
％

機能評価

施設

数
％

独立行政法人

(国立病嚇鰐）
３ 0.6 ０ 0.0 1 0.8

船保会
３ 0.6 ０ ０．０ ４ 3.0

その他公的 ０ ０．０ ０ 0.0 ０ 0.0 健保及び連合 ５ 1．０ １ 0.6 １ 0.8

国（その他） ２ 0.4 ３ １．９ ０ 0.0 共済及び連合 1３ 2.6 1 0.6 ２ 1．５

都道府県 ６ 1．２ ０ 0.0 ０ 0.0 国保組合 ０ 0.0 ０ 0.0 ０ 0.0

市町村 4４ 8.7 ４ 2.5 ３ 2．３ 公益法人 4６ 9．１ 5９ 3７．３ 2５ 1８．９

日赤 3４ 6．７ １ 0.6 ７ 5．３ 医療法人 2４１ 4７．４ 6４ 40.5 ６１ 46.2

済生会 2６ 5．１ ０ 0.0 ２ 1．５ 学校法人 ６ 1．２ ６ 3.8 1 0.8

北海道

社会事業協会
０ 0.0 ０ 0.0 ０ 0.0 会社 ５ 1．０ ３ １．９ ６ 4．５

厚生連 2６ 5.1 ３ 1．９ ５ 3．８ その他法人 1４ 2.8 ０ 0.0 ５ 3.8

国保連 ０ 0.0 ０ ０．０ ０ 0.0 個人 1４ 2.8 ９ 5．７ ５ 3.8

全社連 1８ 3.5 ３ 1．９ ４ 3.0

厚生団 ２ 0.4 1 ０．６ ０ 0.0 合計 508 1００ 1５８ 1００ 1３２ 1００
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最近１０年間の各種人間ドック・健診受診者数の推移４

7000000 ＋その他の健診

一生活習慣病健診

十一曰ドック

ーヨーニ曰ドック

6391,9166,406,082

6000000

5,350,226

5,597,311

5000000

4,933,351

4,290,272 4,120588

」
①
⑭

4,373,563
人

数4000000
4,011,8603,925,002＿

3,801,2453,735,442
3,598,509 3,544470 3,557,624

2.942.268

3,527,997

2.999,550

3,428,107
3,006,638

3000000

9,662Ｕｒ
2,45 8４

2000000

1000000
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3８ 。４℃

０

9年１０年１１年１２年１３年

平成年別

14年１５年１６年１７年１８年



5．人間ドック実施状況調査（平成1ｓ年１月１曰から12月３１曰）

(1)二日ドック指定施設508施設中446施設

(単位：人数）

〔)０．７４ 4．００６

5５．９４ 9９９．６７８

5８．５０９

(2)一日ドック指定施設158施設中139施設

(単位：人数）

〔)．７０６

４００．Ⅱ

4］００］Ｃ 0８３．３０

４７６．］ＯＬ

9Ｍワｑノ４］５．８ 8．２０２

(3)機能評価認定施設132施設中120施設

(単位：人数）

9．８６

9６．８９９

－１９４－

受診者数（工Z成１８年１月～１２月）

男 性 女』性 計

平成17年１月～12月

計

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

１００，７４１

3１，２４５

(31.0％）

3４，００６

7，９３６

(23.3％）

1３４，７４７

3９，１８１

(29.1％）

１２６，３２１

3７，９３０

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

5３２，９９５

１６６，０３７

(31.2％）

3３１，９３６

9９，１３５

(29.9％）

8６４，９３１

2６５，１７２

(30.7％）

6１５，７９３

2２１，８０６

/△～＝－
口口 6３３，７３６ 3６５，９４２ 999,678 7４２，１１４

と
一 三活習 慣病健診 544,782 3５７，００７ 9０１，７８９ 7８９，７４５

その他の健診 7６８，５０９ 6０８，６３０ 1，３７７，１３９ １，２４７，５０５

受診者数（平成18年１月～12月）

男 性 女’性 口

平成17年１月～12月

計

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

2０，８５９

8，３３３

(39.9％）

9，８４７

3，９５６

(40.2％）

3０，７０６

1２，２８９

(40.0％）

2９，５７０

1０，７６１

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

6５２，４３２

2６７，９４２

(41.1％）

400,163

1５９，１１１

(39.8％）

１，０５２，５９５

4２７，０５３

(40.6％）

8８４，８９８

3９２，２３０

合百一 6７３，２９１ 410,010 1，０８３，３０１ 914,468

と
’ 三活習 慣病健診 9２３，７５９ 5５２，３４５ 1，４７６，１０４ 1，３３４，９１８

その他の健診 1，４１５，８５７ 9４２，３４７ 2，３５８，２０４ 2，０８９，５４４

受診者数（平成１８年１月～12月）

男 性 女’性 計

平成17年１月～12月

計

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

6２，７１１

2８，５９４

(45.6％）

2２，７７４

8，８１３

(38.7％）

8５，４８５

3７，４０７

(43.8％）

8１，５３６

3６，０４６

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

5２２，２７５

2６９，８３２

(51.7％）

3２９，８６１

１４９，５９０

(45.3％）

8５２，１３６

４１９，４２２

(49.2％）

7３９，３２０

3５５，０７３

合計 584,986 3５２，６３５ 9３７，６２１ 8２０，８５６

と
一

三活習 慣病健診 3９６，８９９ 2３１，８４６ 6２８，７４５ 5４５，３２１

その他の健診 3６３，９６４ 2７４，２５６ 6３８，２２０ 4９７，２９３



(4)その他施設624施設

(単位：人数）

３００８７１７６６７８７７

－１９５－

受診者数（平成１８年１月～１２月）

男 性 女

ｆ
二

一
奎
一

ロ

平成17年１月～12月

計

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

3６，３２７

1４，１３９

(38.9％）

1２，５３４

3，７１７

(29.7％）

4８，８６１

1７，８５６

(36.5％）

4９，３６２

2０，９５３

日

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

3００，７８７

1２９，３２６

(43.0％）

1７６，６７８

6０，７５５

(34.4％）

477,465

1９０，０８１

(39.8％）

4３０，５３２

1６３，６１２

合口 3３７，１１４ 1８９，２１２ 526,326 479,894

と
’

三活習 慣病健診 3８０，９２７ 2４７，５９０ 6２８，５１７ 5３０，６０９

その他の健診 459,473 3４３，５９７ 8０３，０７０ 7２３，５８１



６人間ドック項目別成績調査の回答状況

(1)二曰ドック実施病院のアンケート返信数（2006年）－地域別比較一

(2)－曰ドック実施施設のアンケート返信数（2006年）－地域別比較一

(3)機能評価認定施設のアンケート返信数（2006年）－地域別比較一

－１９６－

ブロック

』
Ｐ
『 旨定病 完数 返 言数 ％

北海道 ８ ８ 1００．０

東北 3７ 3４ ９１．９

関東・甲信越 2１３ 1８５ 8６．９

｜
夕

辻 海．北 塵 6１ 5３ 8６．９

近畿 8３ 、
7４ 8９．２

に 。 ヨ ● 四国 5４ 4８ 8８．９

九州・沖縄 5２ 4４ 8４．６

計 5０８ 446 8７．８

ブロック 二旨定施設・病院数 返信数 ％

北海道 ５ ４ 8０．０

東北 ５ ４ 8０．０

関 少 １
● 甲 言越 7６ 6４ 8４．２

〆
后 ミ 海.北 塵 2０ 1９ 9５．０

近畿 2４ 2１ 8７．５

に ． ［］．四国 1３ 1２ 9２．３

九州・沖縄 1５ １５ 1００．０

計 1５８ １３９ 8８．０

ブロック 旨定施設・病院数 返 ノ言数 ％

北海道 ４ ４ 1００．０

東北 ６ ６ 1００．０

関東・甲信越 ５１ 4８ 9４．１

東海・北 塵 1７ 1４ 8２．４

近畿 2２ 1９ 8６．４

に ． 国.四国 2０ 1９ 9５．０

九州・沖縄 １２ １０ 8３．３

計 １３２ 1２０ 9０．９



(4)施設別・アンケート返信内容の比較（2006年）

５０８ ８７８

１５８

７９８ 、９

(5)人間ドックアンケート調査返信施設の受診者数比較（2006年）

(単位：人数）

８７１２①二Ｅ

７０８②一日 ５９．６ピ

O２０６０Ｃ

曰本人間ドック学会･曰本病院会指定二曰ドック実施病院並びに

－曰ドック実施施設のアンケート返信状況一年度別比較一

■

『〃。。〃・・

％
Ⅲ
１

8０

院数

設数
５6０返

信
率

０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０

６
５
４
３
２
１
０

5３
5０７ 508485

4０

病
院
数
．
施
設
数

3８１函

1９９ 1９５2０
1５４ 1５８■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

1１２
7５

０

1984年1988年1992年1996年2005年2006年

－１９７－

総数
アンケート ●

項目別統計返信数
％

癌症例統計

返信数
％

日 指定病院 5０８ 446 8７．８ 3５０ 6８．９

日

】
Ｐ
『

▲
〆

ﾖ定施設 1５８ 1３９ 8８．０ 1１８ 7４．７

機能

評価
認定施設・病院 1３２ 1２０ 9０．９ 1１４ 8６．４

ロ 7９８ 7０５ 8８．３ 582 7２．９

男'性受診者数 女‘性受診者数 総受診者数
項目別対象

受診者数

がん症例対象

受診者数

① 日ドック １８４，３１１ 6６，６２７ 2５０，９３８ 2３８，７１２ 1，０２８

② 日ドック １，７０７，７０２ １，０６１，９６０ ２，７６９，６６２ 2，７０８，５３８ 5，７８９

合計 1，８９２，０１３ １，１２８，５８７ 3，０２０，６００ 2，９４７，２５０ 6，８１７



8-1．アンケート調査による受診者の動向一年別・年代別比較一

８－２アンケート調査による受診者の動向一年別比較一

一卜総計

Ｃ
Ｏ
０
０
０
Ｃ
Ｏ
Ｏ
０
０
Ｃ
ｏ
ｏ
０
０
０
０
０

４
２
Ｏ
Ｓ
６
４
２
０
８
６
４
２
０
８
６
４
２

３
３
３
２
２
２
２
２
１
１
１
１
１

受
診
者
数
（
万
人
）

295

267

237

1６７

9０

4１

1984年198ｓ年1992年1996年2005年2006年

－１９８－

調査

年別

年別

３９歳以下 40～４９歳 50～５９歳 ６０歳以上 計

1984年 89,045名 163,944名 127,122名 33,637名 413,748名

1９８８ １８７，２５９ 3５０，１７７ 274,844 8５，７１７ 8９７，９９７

1９９２ 2９７，２５７ 6６０，１１４ 5２２，６８４ １９１，１２１ 1，６７１，１７６

1９９６ 4２５，００７ 8９２，７５１ 7４３，７６２ 3１１，０８７ 2，３７２，６０７

2005 486,815 8２１，７８７ 9０７，７３０ 4５５，３１２ 2，６７１，６４４

2006 5４１，５７７ 8９０，３３０ 1，０１０，１３８ 5０５，２０５ 2，９４７，２５０



日本人間ドック学会□曰本病院会指定病院・施設の実態調査（１－ｓ）

1～2．有限責任中間法人日本人間ドック学会・社団法人日本病院会指定の二日ドック指定病院数

は508で，経営主体別に比較しますと，医療法人が全体の約半数近くを占め，次いで公益法人，

市町村，赤十字のｌ|頂です。一日ドック指定施設数は158で，医療法人と公益法人が過半数を占め

ています。機能評価認定施設総数は132で，医療法人が約半数近くを占め，次いで公益法人の順

です。

3．最近10年間の二日ドック指定病院数は1997年より横ばい状態でしたが，2005年より減少の傾向

を示し，今回は前年と比べ横ばいです。

一方，一日ドック指定施設は||直調に増加していましたが，2005年以後は減少しています。

また，機能評価認定施設（－日と二日ドック実施が過半数）の数が前年より増加しているの

が注目されます。

4～5．最近１０年間の各種人間ドック，健診受診者数の推移について，人間ドック指定病院・施設

とそれ以外の日病会員病院を総合して比較してみました。

二日ドックと一日ドックは前年より増加,人間ドックの総合計は約302万で前年より約31万人

増加しています。生活習慣病健診もやや増加，その他の健診は前年より減少，健診と人間ドッ

クを併せると約1,040万人（前年より約58万人減）に達しています。

6．二日ドック実施病院の全国集計のためのアンケート返信状況を2006年について調査しますと，

446病院より通知を頂き，返信率は87.8％（前年より３．９％減）となりました。

一日ドックのアンケート返信状況を調べますと，139施設より通知を頂き，指定施設の返信率

は88.0％で，前年より４．９％増加しています。また，機能評価認定施設の返信率は90.9％を占め

ています。

7.二日ドック実施病院および－日ドック実施施設の調査表返信状況を年度別に比較してみますと，

二日ドックは減少傾向を示し，一日ドックは前年より増加したために，2006年は両群とも88％

で同率です。

8．アンケート調査表から人間ドックの受診者数を年別に比較してみました。

返信数の増加につれ，二日ドック，一日ドック共にほぼ平行して増加傾向を示しており，今

回は前年より２８万人増加して295万人です。

－１９９－



第８診療情報管理課程通信教育（旧診療録管理課程通信教育）

1．入学状況

・第71(23)期生入学

（１）開講月日平成19年７月１日

（２）入学者数1,552名（ただし、専門課程編入生113名含む）

（３）受講料100,000円（年額）

・第72(24)期生入学

（１）開講月日平成１９年１月１日

（２）入学者数1,308名（ただし、専門課程編入生158名含む）

（３）受講料100,000円（年額）

２卒業状況

・第66(23)回生卒業

（１）卒業者数721名男253名、女468名

（２）卒業式典平成19年４月２８日（士）

同会場東京：アルカディア市ケ谷

・第67(24)回生卒業

（１）卒業者数1,208名男449名、女759名

（２）卒業式典平成１９年11月１７日（士）

同会場東京：アルカディア市ケ谷

３受講者人員数状況

・入学者数

（１）診療録管理課程 5,355名（第１回昭和47年７月～第48回平成８年１月）

男1,155名女4,200名

23,167名（第49(1)回平成８年７月～第72(24)回平成２

男8,211名女14,956名

28,522名

男9,366名女19,156名

(第49(1)回平成８年７月～第72(24)回平成20年１月）

女14,956名

(2)診療情報管理課程

(3)通算

・卒業者数

（１）診療録管理士 2,231名（第１回昭和49年９月～第43回平成７年１０月）

男392名女1,839名

13,404名（第44(1)回平成８年４月～第67(24)回平成19年11月）

ただし、特別補講（第46(3)回860名、第50(7)回77名）を含む

男4,266名女9,138名

15,635名（両資格保持者1,015名含む）

男4,658名女10,977名

受講者総数8,121名（平成20年２月末現在）

(2)診療情報管理士

(3)実数

･受講者数

－２００－



68(20)期以前

69(21)期

71(23)期

名
名
名

９
８
６

９
３
１

６
２
５

２
１
１

70(22)期

７２(24)期

1,411名

1,263名

集中スクーリング及び試験実施状況

(1)前期

第７１回スクーリング期日

北海道：平成19年10月１２日（金）～１７日

宮城：平成19年９月１６日（月）～１８日

平成19年11月１１日（日）～１３日

東京：平成19年10月１７日（水）～２２日

愛知：平成19年11月１９日（月）～２４日

大阪：平成１９年９月２５日（火）～３０日

岡山：平成19年８月１９日（日）～２１日

平成19年８月２０日（月）～２２日

福岡：平成19年８月２３日（木）～２８日

平成19年11月２２日（木）～２７日

スクーリング会場及び参加者数（延べ人数）

４．

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

水
火
火
月
士
日
火
水
火
火

Ｉ
Ｉ
Ｉ
く
く
く
く
Ｉ
Ｉ
く

基礎課程

専門課程

基礎課程

専門課程

－２０１－

会場地 会場 課程 参加者数

北海道 北海道自治労会館
基礎課程

専門課程

3４３

415

宮城 仙台国際センター
基礎課程

専門課程

5８９

570

東 京 笹)||記念会館
基礎課程

専門課程

2，４６４

2，３６９

愛知 愛知産業貿易館
基礎課程

専門課程

６１２

658

大阪 天満研修センター
基礎課程

専門課程

1，５９４

1，６３６

岡山 )||崎医療福祉大学
基礎課程

専門課程

3９０

4７７

福岡①
九州医療センター（８

月）

基礎課程

専門課程

8２２

８１４

福岡②
九州医療センター（１１

月）

基礎課程

専門課程

7７９

7３２

合計（延べ総人数） 1５，２６４



蕊
！

日

８地区：平成19年 ９月２３日（日）

会場及び受験者数

LＴ
郵送試験実施日 平成19年９月２５日～10月５日

基礎課程1,124名

専門課程1,285名

受験者数

(2)後期

第７２回スクーリング期日

北海道：平成20年５月１０日

宮城：平成20年４月２６日

平成20年４月２７日

東京：平成20年４月２２日

愛知：平成20年３月２５日

大阪：平成20年２月２３日

平成20年２月２７日

岡山：平成20年３月１８日

平成20年３月１９日

福岡：平成20年３月１３日

平成20年４月１２日

１
１
１
１
１
１
１
１
１
Ｊ
１

士
士
日
火
火
士
水
火
水
木
士

く
ｌ
く
く
く
く
く
く
く
く
く

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
ｊ

木
月
火
日
日
月
金
木
金
火
木

く
く
Ｉ
く
１
く
Ｉ
く
Ｉ
Ｉ
Ｉ

日
日
日
日
日
日
日
日
日
日
日

５
８
９
７
０
５
９
０
１
８
７

１
２
２
２
３
２
２
２
２
１
１

一
一
へ
一
一
へ
へ
へ
へ
へ
へ

基礎課程

専門課程

基礎課程

専門課程

基礎課程

専門課程

－２０２－

会場地 会場 基礎 専門 受験者合計

北海道 北海道自治労会館 ６ 8８ 9４

宮城 東北文化学園専門学校 ６ 1０１ 1０７

東 京 国士舘大学 7６ 6５１ 7２７

愛知 藤田保健衛生大学短期大学 1３ 1０６ 1１９

大阪 天満研修センター 4５ 449 494

岡山 川崎医療福祉大学 ７ 1２１ 1２８

福岡 国立病院機構九州医療センター 2９ 1９１ 220

福岡 南近代ピル ０ 1６４ 1６４

沖縄 とよみの杜 ７ 4２ 4９

合計（延べ人数） 1８９ 1，９１３ 2，１０２



スクーリング会場及び参加者数（延べ人数）

会場試験日

全国３地区：平成20年２月１６日（士）

試験会場及び受験者数

郵送試験実施日

受験者数

平成１９年12月１１日～１２月２１日

基礎課程1,227名

専門課程1,349名

－２０３－

会場地 会場 課程 参加者数

北海道 北海道自治労会館
基礎課程

専門課程

301（見込み）

336（見込み）

宮城 仙台国際センター
基礎課程

専門課程

544（見込み）

634（見込み）

東 京 笹)||記念会館
基礎課程

専門課程

2,267（見込み）

2,164（見込み）

愛知 愛知県産業貿易館
基礎課程

専門課程

5７５

585

大阪 天満研修センター
基礎課程

専門課程

1，６１１

1，７０８

岡山 )||崎医療福祉大学
基礎課程

専門課程

４１３

5６１

福岡① 九州医療センター（３月）
基礎課程

専門課程

5８０

6３７

福岡第二 南近ビル（３月） 専門課程 3３９

福岡② 九州医療センター（４月）
基礎課程

専門課程

731（見込み）

718（見込み）

会場地 会場 基礎 専門 受験者合計

東 京 国士舘大学 4９ 3１３ 362

大阪 天満研修センター 2６ 240 2６６

福岡 南近代ビル 1８ 1６５ 1８３

合計（延べ人数） 9３ 718 ８１１



診療情報管理士認定試験

試験日

全国15地区：平成20年２月１７日（日）

５．

区

指定専門学校専門課程編入試験

試験曰

全国８地区：平成19年９月２３日（日）９：３０～１１：２５

）会場、参加校数、受験者数

６．

(1)

－２０４－

会場地 会場 受験者合計

北海道 北海道自治労会館 2０１

宮城 東北文化学園専門学校 1６０

栃木 国際医療福祉大学 1７３

東 京 国士舘大学 778

新潟 国際メディカル専門学校 4６

愛知 藤田保健衛生大学短期大学 2０６

三重 鈴鹿医療科学大学 5８

大阪 天満研修センター 624

広島 RCC文化センター 1１４

広島Ⅱ 国際医療福祉総合学院 3８

岡山 )||崎医療福祉大学 １４８

■＿

局 知 高知医療センター 4２

福岡 南近代ピル 3２５

熊本 熊本県青年会館 5６

鹿児島 鹿児島ハイテク専門学校 １１７

沖縄 とよみの杜 2２

合計 3，１０８

会場 参加校数 受験者数

藤田保健衛生大学短期大学 １ ８

天満研修センター ２ ５

広島国際大学（国際教育センター） 1 4０

合計 ４ 5３



７指定大学「診療情報管理±」認定試験

旧カリキュラムの認定試験は、今年度で終了となる。

試験日

全国８地区：平成19年９月２３日（日）９：３０～１６：１５

(1)会場、参加校数、受験者数

－２０５－

会場 参加校数 受験者数

藤田保健衛生大学短期大学 1 1

)||崎医療福祉大学 ２ 3９

合計 ３ 4０



８コーディング勉強会（｢分類法」補講授業）

１）開催地、回数、日時

１１１

1１１９

１１１９88

１１１９

１１１９

１１２０

Ｈｌ９８

１１１９８

１１１９

Ｈ１９

1１１９：

１１１９

Ｉｌｌ９

Ｈｌ９

１１１９

－２０６－

No. 会場地 教室数
問題

番号等
会場 日時

参加

者数

１ 北海道 １ １ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．６．１６ １３：３０～１６：３０ 2７

２ 北海道 １ ２ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．７．２１ １３：３０～１６：３０ 3０

３ 北海道 １ ３ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．８．１８ １３：３０～１６：３０ 2５

４ 北海道 １ ４ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．９．１５ １３：３０～１６：３０ 2５

５ 北海道 ２ iiMｽｸｰﾘﾝｸﾞ|可時雛 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．１０．１４ １３：３０～１６：３０ 5０

６ 北海道 １ ５ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．ｌＬｌ７ １３：３０～１６：３０ 1７

７ 北海道 1 ６ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ２０．Ｌｌ９ １３：３０～１６：３０ 1５

８ 北海道 １ ７ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．２．９ １３：３０～１６：３０ １１

９ 北海道 １ ８ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 Ｈ１９．３．１５ １３：３０～１６：３０ ７

1０ 岩手 １ ２ 南昌病院 Ｈ１９．８．２５ １３：００～１６：００ 2５

１１ 岩手 １ ８ 岩手医科大学付属病院 Ｈ１９．１０．２０ １３：００～１６：００ 1７

1２ 宮城 １ １ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．６．２ １３：３０～１６：３０ 1８

1３ 宮城 １ ２ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．７．２１ １３：３０～１６：３０ 1７

1４ 宮城 1 ３ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．８．４ １３：３０～１６：３０ 2２

１５ 宮城 １ ４ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．９．１ １３：３０～１６：３０ 2２

1６ 宮城 ２ iiMｽｸｰﾘﾝｸﾞ|iil時雛 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．１１．１０ １３：３０～１６：３０ 6１

1７ 宮城 １ ５ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．１２．１５ １３：３０～１６：３０ 2９

1８ 宮城 １ ６ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ２０．１．１９ １３：３０～１６：３０ 2９

1９ 宮城 １ ７ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ２０．２．９ １３：３０～１６：３０ 2４

2０ 宮城 1 ８ 仙台医療秘書福祉専門学校 Ｈ２０．３．２２ １３：３０～１６：３０ 1０

２１ 福島 １ ５ 郡山市「ビッグアイ」市民プラザ Ｈ１９．７．７ １３：３０～１６：３０ 2４

2２ 福島 １ ６ 郡山市「ビッグアイ」市民プラザ Ｈ１９．８．４ １３：３０～１６：３０ 2２

2３ 福島 １ ７ 郡山市「ビッグアイ」市民プラザ Ｈ１９．１Ｌ１７ １３：３０～１６：３０ 1４

2４ 福島 1 ８ 郡山市「ビッグアイ」市民プラザ Ｈ２０．１．２６ １３：３０～１６：３０ ９

2５ 東京 ２ １ 日本病院会 Ｈ１９．５．１１ １３：３０～１６：３０ 5９

2６ 東京 ２ ２ 日本病院会 Ｈ１９．６．１１ １３：３０～１６：３０ 3９

2７ 東京 ２ １ 日本病院会 Ｈ１９．６．２３ ９：３０～１２：３０ ６１

2８ 東京 ２ ２ 日本病院会 Ｈ１９．６．２３ １３：３０～１６：３０ 5７

2９ 東京 ２ ３ 日本病院会 Ｈ１９．７．９ １３：３０～１６：３０ 4８

3０ 東京 ２ ３ 日本病院会 Ｈ１９．７．２１ ９：３０～１２：３０ 6０



Ｈ１９

ＩＩｌ９

ＩＩ１９

ＩＩｌ９

１１２０

１１２０：

１１１９

１１１９

1１１９：

Ｈ１９８

１１１９：

－２０７－

3１ 東京 ２ ４ 日本病院会 Ｈ１９．７．２１ １３：３０～１６：３０ 6０

3２ 東京 ２ ５ 日本病院会 Ｈ１９．８．４ ９：３０～１２：３０ 5８

3３ 東京 ２ ６ 日本病院会 Ｈ１９．８．４ １３：３０～１６：３０ 5９

3４ 東京 ２ ４ 日本病院会 Ｈ１９．８．６ １３：３０～１６：３０ 2９

3５ 東京 ２ ７ 日本病院会 Ｈ１９．９．１ ９：３０～１２：３０ 5８

3６ 東京 ２ ８ 日本病院会 Ｈ１９．９．１ １３：３０～１６：３０ 5６

3７ 東京 ２ ５ 日本病院会 Ｈ１９．９．３ １３：３０～１６：３０ 4６

3８ 東京 ４ liiMｽｸｰﾘﾝｸﾞﾄﾞWi雛 笹)||記念会館 Ｈ１９．１０．１６ ９：３０～１２：３０ 1０５

3９ 東京 ４ iiMｽｸｰﾘﾝｸﾞliil時雛 笹)||記念会館 Ｈ１９．１０．１６ １３：３０～１６：３０ 1２７

4０ 東京 ２ １ 日本病院会 Ｈ１９．１Ｌ３ ９：３０～１２：３０ 6０

4１ 東京 ２ ２ 日本病院会 Ｈ１９．１１．３ １３：３０～１６：３０ 6０

4２ 東京 ２ ６ 日本病院会 Ｈ１９．ｌＬ２６ １３：３０～１６：３０ 3６

4３ 東京 ２ ７ 日本病院会 Ｈ１９．１２．１４ １３：３０～１６：３０ 4９

4４ 東京 ２ ８ 日本病院会 Ｈ２０．１．１８ １３：３０～１６：３０ 4６

4５ 東京 ２ ３ 日本病院会 Ｈ２０．１．１９ ９：３０～１２：３０ 5４

4６ 東京 ２ ４ 日本病院会 Ｈ２０．１．１９ １３：３０～１６：３０ 5６

4７ 東京 ２ ５ 日本病院会 Ｈ２０．２．９ ９：３０～１２：３０ 5１

4８ 東京 ２ ６ 日本病院会 Ｈ２０．２．９ １３：３０～１６：３０ 5１

4９ 東京 ２ ７ 日本病院会 Ｈ２０．３．８ ９：３０～１２：３０ 1７

5０ 東京 ２ ８ 日本病院会 Ｈ2０．３．８ １３：３０～１６：３０ 1４

5１ 新潟 １ ５ 国際メディカル専門学校 Ｈ１９．６．１０ １３：００～１６：００ ５

5２ 新潟 １ ６ 国際メディカル専門学校 Ｈ１９．９．９ １３：００～１６：００ 1６

5３ 新潟 1 ７ 国際メディカル専門学校 Ｈ１９．１１．１８ １３：００～１６：００ ４

5４ 新潟 １ ８ 国際メディカル専門学校 Ｈ２０．１．１９ １３：００～１６：００ ７

5５ 愛知 １ １ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ１９．６．２３ １３：３０～１６：３０ 2７

5６ 愛知 1 ２ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ１９．７．２１ １３：３０～１６：３０ 2３

5７ 愛知 １ ３ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ１９．８．２５ １３：３０～１６：３０ 2２

5８ 愛知 1 ４ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ１９．９．２９ １３：３０～１６：３０ 2１

5９ 愛知 １ ５ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ１９．１０．２７ １３：３０～１６：３０ 5２

6０ 愛知 ３ iiiiMｽｸｰﾘﾝｸﾞlijl時雛 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ１９．１１．１８ １３：３０～１６：３０ 5７

6１ 愛知 １ ６ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ１９．１２．１５ １３：３０～１６：３０ 1９

6２ 愛知 １ ７ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ２０．１．１９ １３：３０～１６：３０ 2７

6３ 愛知 １ ８ 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ２０．２．２４ １３：３０～１６：３０ ５



Ｈ１９

ＩＩｌ９

Ｈｌ９

１１１９：

Ｈ１９８

Ｈｌ９

Ｈｌ９

１１１９：

Ｈ１９８

Ｈ１９

Ｈ２０

Ｈ２０

Ｈ２０

Ｈ１９８

Ｈ２０：

１１１９

Ｈｌ９：

１１１９

１１１９

－２０８－

6４ 愛知 ３ 鯛ｽｸｰﾘﾝｸﾞ鵬繩 名古屋ウエルネス医療福祉専門学院 Ｈ２０．３．２４ １３：３０～１６：３０ 3６

6５ 大阪 ２ ７ 天満研修センター Ｈ１９．５．１３ ９：３０～１２：３０ 5７

6６ 大阪 ２ ８ 天満研修センター Ｈ１９．５．１３ １３：３０～１６：３０ 5６

6７ 大阪 ２ １ 天満研修センター Ｈ１９．６．２４ ９：３０～１２：３０ ６１

6８ 大阪 ２ ２ 天満研修センター Ｈ１９．６．２４ １３：３０～１６：３０ 5１

6９ 大阪 ２ ３ 天満研修センター Ｈ１９．７．８ ９：３０～１２：３０ 5４

7０ 大阪 ２ ４ 天満研修センター Ｈ１９．７．８ １３：３０～１６：３０ 5６

7１ 大阪 ２ ５ 天満研修センター Ｈ１９．８．２５ ９：３０～１２：３０ 5４

7２ 大阪 ２ ６ 天満研修センター Ｈ１９．８．２５ １３：３０～１６：３０ 5２

7３ 大阪 ４ liiMｽｸｰﾘﾝｸﾞliilW雛 天満研修センター Ｈ１９．９．２４ ９：３０～１２：３０ 1１７

7４ 大阪 ４ liiMｽｸｰﾘﾝｸﾞ|iilI1i雛 天満研修センター Ｈ１９．９．２４ １３：３０～１６：３０ 9５

7５ 大阪 ２ ７ 天満研修センター Ｈ１９．１０．２１ ９：３０～１２：３０ ５１

7６ 大阪 ２ ８ 天満研修センター Ｈ１９．１０．２１ １３：３０～１６：３０ 2０

7７ 大阪 ２ 1 天満研修センター Ｈ１９．１１．１８ ９：３０～１２：３０ 5７

7８ 大阪 ２ ２ 天満研修センター Ｈ１９．１１．１８ １３：３０～１６：３０ 5６

7９ 大阪 ２ ３ 天満研修センター Ｈ１９．１２．１６ ９：３０～１２：３０ 5２

8０ 大阪 ２ ４ 天満研修センター Ｈ１９．１２．１６ １３：３０～１６：３０ 5３

8１ 大阪 ２ ５ 天満研修センター Ｈ２０．１．２０ ９：３０～１２：３０ ６１

8２ 大阪 ２ ６ 天満研修センター Ｈ２０．１．２０ １３：３０～１６：３０ 5８

8３ 大阪 ４ 糊ｽｸｰﾘﾝｸﾞnIWiiM 天満研修センター Ｈ２０．２．２６ ９：３０～１２：３０ 7５

8４ 大阪 ４ 鯛ｽｸｰﾘﾝｸﾞnl1i雛 天満研修センター Ｈ２０．２．２６ １３：３０～１６：３０ 7８

8５ 大阪 ２ ７ 天満研修センター Ｈ１９．３．９ ９：３０～１２：３０ 3４

8６ 大阪 ２ ８ 天満研修センター Ｈ１９．３．９ １３：３０～１６：３０ 3２

8７ 高知 １ ３ 高知医療センター Ｈ１９．８．１１ １４：００～１７：００ 2７

8８ 高知 １ ４ 高知医療センター Ｈ２０．１．２６ １４：００～１７：００ 2５

8９ 岡山 ２ liiMｽｸｰﾘﾝｸﾞIjWi雛 )||崎医療福祉大学 Ｈ１９．８．１９ １３：３０～１６：３０ 6６

9０ 岡山 ２ 微ｽｸｰﾘﾝｸﾞ同時雛 )||崎医療福祉大学 Ｈ２０．３．１８ １３：３０～１６：３０ 4６

９１ 広島 １ ３ 広島市医師会臨床検査センター Ｈ１９．６．９ １３：００～１６：００ 1９

9２ 広島 1 ４ 広島市医師会臨床検査センター Ｈ１９．７．２８ １３：００～１６：００ 3０

9３ 広島 １ ５ 広島市医師会臨床検査センター Ｈ１９．１１．１７ １３：００～１６：００ 3３

9４ 広島 １ ６ 広島市医師会臨床検査センター Ｈ１９．１２．１５ １３：００～１６：００ 2４

9５ 広島 １ ７ 広島市医師会臨床検査センター Ｈ２０．１．１９ １３：００～１６：００ 2３

9６ 福岡Ｉ ２ ２ 渕上医療福祉専門学校 Ｈ１９．６．１６ １３：３０～１６：３０ 5８



Ｈｌ９

１１１９

１１１９

Ｈ１９

１１１９：

１１１９：

Ｈ２０

１１１９

１１１９

Ｈ１９：

Ｈ１９：

１１２０

2）参加者総数

４，７８１名（延べ人数）

－２０９－

9７ 福岡Ｉ ２ ５ 渕上医療福祉専門学校 Ｈ１９．１０．２７ １３：３０～１６：３０ 5５

9８ 福岡Ｉ ３ 鯛ｽｸｰﾘﾝｸﾞ|ijl時繩 渕上医療福祉専門学校 Ｈ１９．１１．２４ １３：３０～１６：３０ 8４

9９ 福岡Ｉ ２ ６ 渕上医療福祉専門学校 Ｈ１９．１２．１５ １３：３０～１６：３０ 4７

1００ 福岡Ｉ ２ ８ 渕上医療福祉専門学校 Ｈ２０．２．９ １３：３０～１６：３０ 4９

1０１ 福岡Ⅱ ２ １ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．５．２６ １３：３０～１６：３０ 6４

1０２ 福岡Ⅱ 1 ３ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．７．１４ １３：３０～１６：３０ ６

1０３ 福岡Ⅱ ４ iilWｽｸｰﾘﾝｸﾞﾛ時iWii 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．８．２５ １３：３０～１６：３０ 1４３

1０４ 福岡Ⅱ ２ ４ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 Ｈ１９．９．８ １３：３０～１６：３０ 6１

1０５ 福岡Ⅱ ２ ７ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 Ｈ２０．Ｌｌ９ １３：３０～１６：３０ 5６

1０６ 福岡Ⅱ ３ 棚ｽｸｰﾘﾝｸﾞ同時繩 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 Ｈ２０．３．１５ １３：３０～１６：３０ 8０

1０７ 大分 1 ５ 大分県厚生連鶴見病院 Ｈ１９．７．２１ １３：００～１６：００ 2３

1０８ 大分 １ ６ 大分県厚生連鶴見病院 Ｈ１９．９．８ １３：００～１６：００ ２１

1０９ 大分 １ ７ 大分県厚生連鶴見病院 Ｈ１９．１２．２２ １３：００～１６：００ 2０

1１０ 大分 １ ８ 大分県厚生連鶴見病院 Ｈ２０．Ｌ２６ １３：００～１６：００ 2７

111 熊本 １ ５ 済生会熊本病院 Ｈ１９．７．２８ １３：３０～１６：３０ 2８

1１２ 熊本 １ ６ 済生会熊本病院 Ｈ１９．９．８ １３：３０～１６：３０ 2７

113 熊本 １ ７ 済生会熊本病院 Ｈ１９．１２．１５ １３：３０～１６：３０ 1９

1１４ 熊本 １ ８ 済生会熊本病院 Ｈ２０．Ｌｌ９ １３：３０～１６：３０ 2７

1１５ 沖縄 １ ６ おもととよみの杜ふれあいホール Ｈ１９．８．１１ １３：３０～１６：３０ 1３

1１６ 沖縄 １ ７ おもととよみの杜ふれあいホール Ｈ２０．１．２６ １３：３０～１６：３０ 1４

１５地区 199教室 １７会場 4，７８１



第９病院経営管理者養成課程通信教育

1．入学状況

・第30(9)回生入学

（１）開講式平成19年７月１日

（２）入学者数５３名

（３）受講料480,000円（年額）

２卒業状況

.第２8(7)回生卒業

（１）卒業者数３６名（男30名女６名）

（２）卒業式典平成19年９月２９日（士）

会場東京：アルカディア市ヶ谷（私学会館）

３受講者人員数状況（平成20年Ｓ月３１曰現在）

・入学者の総数

［第１回～第30(9)回生］

累計835名

男745名

女９０名

・認定者の総数

［第１回～第28(7)回生］

累計536名

男485名

女５１名

・現受講者の総数

第29(8)回生４０名

第30(9)回生４７名

その他（留年生）２２名

４修了試験、集中スクーリング及び試験実施状況

（１）修了試験（２年次後期試験）

・期別第28回生

・期日平成19年６月２２日（金）

・会場日本病院会会議室

(2)スクーリング（上記修了試験以外の各年次各期末試験はスクーリング１日目開始前に開催）

・前期平成19年７月９日（月）～１３日（金）

７月１６日（月）～２０日（金）

・延出席者数２年次生［第29(8)回生］632名（１０科目）

１年次生［第30(9)回生］477名（９科目）

－２１０－



･後期 平成19年１月１４日（月）～１８日（金）

１月２１日（月）～２５日（金）

２年次生［第29(8)回生］478名（11科目）

１年次生［第30(9)回生］551名（11科目）

･延出席者数

単位取得状況

･修了試験（２年次後期）

１）期別第28(7)回生

２）試験期日平成19年６月２２日（金）

３）会場日本病院会会議室

４）受験者数３６名

５）単位取得者数３６名

.l年次後期

１）期別第29(8)回生

２）受験者数４０名

３）単位取得者数４０名

.l年次前期

１）期別第30(9)回生

２）受験者数４７名

３）単位取得者数４７名（見込）

・２年次前期

ｌ）期別第２９(8)回生

２）受験者数４０名

３）単位取得者数４０名（見込）

(3)

－２１１－

期日 ７月９日 ９日 １０日 11日 １２日 １３日 １６日 １６日 １７日 １８日 １９日 ２０日

曜日 月 月 火 水 木 金 月 月 火 水 木 金

内容
試験

[＃２９１年次前期］

スクーリング

[＃２９２年次前期］

オリエンテーション

[＃３０１年次前期］

スクーリング

[＃３０１年次前期］

会場 東京 アルカディア市ヶ谷・ＴＦＴビル（11日のみ）

期日 １月１４日 １４日 １５日 １６日 １７日 １８日 ２１日 ２１日 ２２日 ２３日 ２４日 ２５日

曜日 月 月 火 水 木 金 月 月 火 水 木 金

内容
試験

[＃２９２年次前期］

スクーリング

[＃２９２年次後期］

試験

[＃３０１年次前期］

スクーリング

[＃３０１年次後期］

会場 東京：アルカディア市ヶ谷「伊吹」



第１０第57回日本病院学会

１．開催日時

平成19年６月１４日（木）～１５日（金）

２．開催会場

つくば国際会議場（エポカルつくば）

３．学会長

藤原秀臣（総合病院土浦協同病院病院長）

（日本病院会茨城県支部支部長）

４．テーマ

「医療と社会の豊かな共生と新たな創造」

５．開催内容

■学会長講演

■会長講演

■招待講演

■特別講演

■記念講演

■教育講演

■市民公開講座

■シンポジウム

■ワークショップ・パネルディスカッション

■一般演題

■ランチョンセミナー

題
題
題
題
題
題
題
題
題
題
題

１
１
１
４
１
１
１
７
皿
旧
Ⅳ

５

合 計 565題

６．参加者数 延べ4,600人

－２１２－



第、－１日本診療録管理学会

日本診療録管理学会理事会

、開催回数３回

、出席者延べ数６７名

・協議項目

ｌ）平成18年度事業報告の件

２）平成１９年度事業計画の件

３）平成18年度収支決算報告・監査報告の件

４）平成19年度収支予算の件

５）日本診療録管理学会委員会審議の件

①編集委員会

②生涯教育委員会

③国際疾病分類委員会

④定款規約検討委員会

⑤倫理委員会

６）理事・監事・評議員の「改選」に関わる件

７）名誉会員の推薦の件

８）役員退任の件

９）第33回学術大会（平成19年度）決算報告・監査報告の件

１０）平成20年度事業計画の件

11）平成20年度収支予算の件

12）第36回学術大会の件

１３）日本診療録管理学会の名称の件

１４）長期会費未納者の件

15）会費値上げの件

16）平成20年度厚生労働科学研究費補助金疾病及び関津保健

１
２
３

Ａ

平成20年度厚生労働科学研究費補助金疾病及び関連保健問題の国際疾病分類研究事業

「医療における情報活用を行う上での適切な疾病分類に関する研究」（主任研究者＝今

村知明・奈良県立医科大学教授）

その他１７）

曰本診療録管理学会評議員会

開催回数１回

Ｂ，

１．開|崔に|数１回

２．出席者９９名（出席：６０名、委任状：３９名）

３．協議項目

１）平成18年度事業報告案の件

２）平成18年度収支決算報告案、同監査報告の件

３）第３２回学術大会（平成18年度）決算報告・監査報告の件

４）平成19年度事業計画案の件

－２１３－



平成19年度収支予算案の件

委員会の審議の件

①生涯教育委員会

②定款規約検討委員会

名誉会員の推薦の件

役員の退任の件

第35回学術大会の件

医療ＩＴ推進協議会入会の件

曰本診療録管理学会の理事・監事・評議員の「改選」に関する件

5）

6）

１
１
１
１
１
１

７
８
９
ｍ
ｕ
ｕ

その他

Ｏ支部長会

１．開催回数１回

２．出席者８名

３．協議項目

１）支部設置の経緯と確認

２）各支部長からの現地の状況について

３）その他

、編集委員会

１．開催回数３回

２．出席者延べ数２１名

３．協議項目

１）会誌「診療録管理」第19巻２号、３号編集の件

２）会誌「診療録管理」第20巻１号編集の件

３）学術大会特集号取り扱いの件

４）学術大会一般演題の件

５）今後の委員会活動の件

６）査読協力委員の件

７）学術大会のプログラム委員会への協力の件

８）優秀論文の件

９）日本診療録管理学会ロゴマークの件

１０）その他

Ｅ生涯教育委員会

１．開催回数３回

２．出席者延べ数２２名

３．協議項目

１）平成19年度年間スケジュール計画の件

－２１４－



２）診療情報管理士生涯教育研修会開催の件（春：第２８，２９，３０回、秋：第３１回、冬：第32,

33回）

３）第３回｢診療情報管理士指導者｣認定の件

４）第３回｢診療情報管理士指導者｣試験及び採点．合否の件

５）第４回｢診療情報管理士指導者｣認定の件

６）「診療情報管理士のためのやさしい統計学」出版の件

７）今後の研修会のあり方の件

８）その他

Ｆ国際疾病分類委員会

ア）国際疾病分類委員会

１．開催回数４回

２．出席者延べ数４０名

３．協議項目

１）社会保障審議会統計分科会「疾病、傷害及び死因分類専門委員会」の件

２）平成19年度厚生労働科学研究費補助金統計情報総合研究事業の協力の件

３）国際疾病分類委員会および診療情報管理の体制協力医師（診療情報管理士・通信教育

講師）との体制づくりの件

４）ICD-10アップデート意見出しの進捗報告の件

５）今後の協力者の件

６）各担当作業の件

７）外科系学会社会保険委員会連合の件

８）パイロットテストの件

９）その他

イ）ＩＣＤの向上に関する協力者会議

１．開催回数１回

２．出席者数２６名

３．協議項目

１）講演「IＣＤの動向について」

首藤健治(厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態･保健統計課疾病障害死因分類調

査(ICD)室長）

２）今後の取り組みの件

３）その他

ウ）平成19年度厚生労働科学研究費補助金による研究事業の協力

研究課題名：｢我が国の統計における死因及び傷病構造の把握精度の向上を図るための具体

的な方策についての研究」

１．開催回数３回

－２１５－



２．出席者数３０名

３．協議項目

１）ＩＣＤの諸問題に関する全国調査について

２）今後のデータ分析の件

３）平成１９年度研究報告書の件

４）その他

Ｇ、倫理委員会

１．開催回数1回

２．出席者５名

３．協議項目

１）診療録記載指針の件

２）疫学研究に関する倫理指針の件

３）診療情報管理士業務指針の件

４）その他

Ｈ定款規約検討委員会

1．開催回数１回

２．出席者７名（出席：３名、委任状

３．協議項目

ｌ）当学会の会貝U、施行細貝Ｉなどの件

２）今後の日本診療録管理学会のあり方の件

３）理事会に関する運営内規案の件

４）用語の統一の件

５）その他

４名）

I、診療情報管理士指導者認定

１．第３回「診療情報管理士指導者」認定事前講習会、検定試験

１）日時：平成１９年７月１５日（日）１３：００～１６：００

２）会場：日本病院会５階第１会議室

３）スケジュール：１３：００～１３：１５オリエンテーション

１３：１５～１４：１５事前講習会

講師／阿南誠（日本診 生涯教育(日本診療録管理学会理事・

委員会委員）

１４：15～１４：３０休憩

１４：３０～１５：００認定試験

１５：００～１５：１５休憩

１５：１５～１６：００論文試験

２．第３回「診療,情報管理士指導者」認定者発表

－２１６－



１）

２）

３）

日時：平成１９年９月１３日（木）日本診療録管理学会平成１９年度総会にて発表

会場：ホテルグランヴィア京都

第３回「診療情報管理士指導者」認定者（五十音||頂）

枝光尚美、片寄順子、塩塚康子、難波淳子、橋本昌浩以上５名

Ｊ診療情報管理士生涯教育研修会

○第２８，２９，３０回診療情報管理士生涯教育研修会

第28回生涯教育研修会

第29回生涯教育研修会

－２１７－

日時 平成19年６月３０日（士）９:00～１７：００

会場 大阪医専１０階マルチホール

参加者数 342名

プログ フ ム

1．診療情報管理士のためのやさしい解剖学Ⅲ「筋骨格系」土井基之（(財)操風会岡山旭東病院畠'１院長）

２．患者等への医療に関する,情報提供の推進について（医療機能情報提供制度と広告規制の見直し）

菊岡修一（厚生労働省医政局総務課保健医療技術調整官・医事課医師資質向上対策室長（併任)）

３．平成17,18年度厚生労働科学研究費補助金統計,情報高度利用総合研究事業「我が国の統計における死因及

び傷病構造の把握精度の向上並びに国際比較の可能`性向上に関する具体的研究」総合研究報告

西本寛（国立がんセンターがん対策'情報センターがん,情報・統計部院内がん登録室室長）

４．シンポジウム

①がん登録の立場から稲垣時子（国立病院機構金沢医療センター医療'情報管理室）

②ＤＰＣの立場から小坂清美（日本生命済生会付属日生病院診療情報管理室・医事サービス部）

③電子カルテ環境の立場から森英彦（橋本市民病院医事情報課診療情報係課長補佐兼係長）

５．診療,情報管理に関するＱ＆Ａ

渡辺佳代（大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター診療情報管理室）

阿南誠（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

日時 平成19年７月７日（士）９：００～１７：００

会場 笹川記念会館２階国際会議場

参加者数 389名

プログラム

1．診療,情報管理士のためのやさしい解剖学Ⅲ「筋骨格系」土井基之（(財)操風会岡山旭東病院畠'１院長）

２．患者等への医療に関する情報提供の推進について（医療機能情報提供制度と広告規制の見直し）

菊岡修一(厚生労働省医政局総務課保健医療技術調整官・医事課医師資質向上対策室長(併任)）

３．平成17,18年度厚生労働科学研究費補助金統計,情報高度利用総合研究事業「我が国の統計における死因及び

傷病構造の把握精度の向上並びに国際比較の可能,性向上に関する具体的研究」総合研究報告

)||合省三（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

４．シンポジウム

①がん登録の立場から佐久間智裕（千葉労災病院病歴室院内がん登録担当）

②ＤＰＣの立場から鎌倉由香（昭和大学病院診療録管理室主任）

③電子カルテ環境の立場から脇田紀子（聖路加国際病院医療情報センター

医療情報解析室・診療情報管理室マネージャー）

５．診療I情報管理に関するＱ＆Ａ須貝和則（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）



第30回生涯教育研修会

○第３１回診療情報管理士生涯教育研修会ランチョンセミナー

○第32,33回診療情報管理士生涯教育研修会

第３２回生涯教育研修会

－２１８－

日時 平成19年７月２８日（士）９：００～１７：００

会場 国立病院機構九)､ﾄ|医療センター３階講堂

参加者数 261名

プログ フ ム

1．診療情報管理士のためのやさしい解剖学Ⅲ「筋骨格系」土井基之（(財)操風会岡山旭東病院副院長）

２．患者等への医療に関する情報提供の推進について（医療機能情報提供制度と広告規制の見直し）

飯村康夫（厚生労働省医政局医政局総務課薬事,情報専門官）

３．平成17,18年度厚生労働科学研究費補助金統計,情報高度利用総合研究事業「我が国の統計における死因及

び傷病構造の把握精度の向上並びに国際比較の可能,性向上に関する具体的研究」総合研究報告

三木幸一郎（北九州市立門司病院内科部長・医療'情報管理室長）

４．シンポジウム

①がん登録の立場から佐藤元美（静岡県立静岡がんセンター診療情報管理室主幹）

②ＤＰＣの立場から大山純代（済生会福岡総合病院診療情報管理室主事）

③電子カルテ環境の立場から塩塚康子（公立学校共済組合九州中央病院医事課医事係長）

５．診療,情報管理に関するＱ＆Ａ秋岡美登惠（国立病院機構九州医療センター

医療情報管理部医療情報管理係長）

阿南誠（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

日時 平成19年９月１３日（木）１２：３０～１４：００

会場 ホテルグランヴイア京都３Ｆ源氏の間

参加者数 475名

プログ フ ム 1．診療`情報管理士のためのやさしい解剖学シリーズⅣ「呼吸器」

小阪真二（島根県立中央病院呼吸器外科部長）

日時 平成20年１月２６日（士）９：００～１７：００

会場 広島ＪＡピル１０Ｆ講堂

参加者数 249名

プログ フ ム

１．診療,情報管理士のためのやさしい解剖学シリーズＶ「循環器」

松本万夫（埼玉医科大学循環器内科教授）

２．医療安全管理と診療，情報管理

澤純子（九州大学医学研究院基礎医学部門医療経営・管理学講座准教授）

３．シンポジウム「DPCにおけるＩＣＤコーディングを考える」

阿南誠（日本診療録管理学会副理事長・生涯教育委員会委員長.

国立病院機構九)'ﾄ|医療センター医療情報管理部医療'情報管理室長）

枝光尚美（大阪府立母子保健総合医療センター診療情報管理室主任）

塩塚康子（公立学校共済組合九州中央病院医事課医事係長）

松浦はるみ（公立玉名中央病院診療情報管理室室長）



第33回生涯教育研修会

－２１９－

日時 平成20年２月２日（士）９：００～１７：００

会場 笹川記念会館２階国際会議場

参加者数 553名

プログ フ ム

1．診療,情報管理士のためのやさしい解剖学シリーズＶ「循環器」

高橋長裕（千葉市立青葉病院副院長）

２．医療安全管理と診療`情報管理

長谷)||友紀（東邦大学社会医学/医療政策・経営学科教授）

３．シンポジウム「DPCにおけるＩＣＤコーディングを考える」

阿南誠（日本診療録管理学会副理事長・生涯教育委員会委員長．

国立病院機構九)､ﾄ|医療センター医療情報管理部医療情報管理室長）

上田京子（国立病院機構仙台医療センター医療情報管理室室長）

鎌倉由香（昭和大学病院診療録管理室主任）

久富洋子（アイネット・システムズ株式会社医療』情報システム企画グループマネージャー）



第1１－２第33回日本診療録管理学会学術大会

１．会期平成19年９月１３日（木）～１４日（金）

２．開催地京都（ホテルグランヴィア京都）

３．学術大会長武田隆男（武田病院グループ会長）

４．テ－マ「患者本位の医療と診療録管理における国際協力」

－診療記録のあり方と「ICD」普及支援一

５．演題

１）学術大会長講演１題

２）招待講演１題

３）基調講演ｌ題

４）教育講演ｌ題

５）特別講演１題

６）公開講座１題

７）シンポジウム ２題

８）指定演題１０題

９）一般演題口演112題

１０）ポスターセッション８０題

６．参加者2,151人（延べ4,197人）

７．プログラム

１）学術大会長講演座長：大井利夫（日本診療録管理学会理事長）

９月１３日（木）９：３０～１０：００

「患者本位の医療と診療録管理」武田隆男（武田病院グループ苔

２）招待講演座長：山本修三（社団法人日本病院会会長）

９月１４日（金）９：００～１０：００

「医療制度改革と診療情報の重要性」篠崎英夫（国立保健医療科と

会長）

(国立保健医療科学院 院長）

3）基調講演座長：辻井憲一（厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課

疾病傷害死因分類調査室室長）

９月１３日（木）１０：００～１１：００

「診療情報管理における国際協力：ＷＨＯ分類およびターミノロジー・ファミリー」

ベデルハン・ウースタン（世界保健機関測定・保健情報システムコーディネーター）

４）教育講演座長：武田隆久（武田病院グループ理事長）

９月１４日（金）１０:００～１１：００

「これからの診療情報管理士」大井未Ⅱ夫（日本診療録管理学会理事長）

５）特別講演座長：橋本恵（木津屋橋武田病院院長）

９月１４日（金）１１：００～１２：００

「医療事故防止と診療録管理」寺野彰（学校法人燭協学園理事長、燭協医科大学学弓

燭協大学法科大学院教授、弁護士）

６）公開講座座長：武田隆男（武田病院グループ会長）

９月１４日（金）１３：３０～１４：３０

燭協医科大学学長、

弁護士）

－２２０－



「花のこころ」池坊由紀（華道家元池坊次期家元）

７）シンポジウムＩ

共同座長：ロバート・ヤコブ（世界保健機関測定・保健情報システム医療技官）

首藤健治（WHO-FIC普及委員会共同議長、

国立循環器病センター運営局政策医療企画課課長）

９月１３日（木）９：３０～１０：００

「アジア・パシフイックにおける診療情報管理の普及」

シンポジスト：マライカ.Ｆ・クレイン．Ｆ・ウランクリケ（オランダ）

（WHO-FIC普及委員会共同議長、WHO-FIC協力センターセンター長）

ペニー・アルボン（オーストラリア）

（WHO-FICオーストラリア協力センター長、オーストラリア保健福祉研究所所長）

アショク・クマル（インド）

（保健家族福祉省保健情報中央局局長）

ソエワルタ・コセン（インドネシア）

（国立保健研究・開発研究所科学研究委員会委員長）

スキル・キム（韓国）

（韓国カトリック大学医学部予防医学科准教授、国民保健情報標準化チーム議長）

ライラノール・イブラヒム（マレーシア）

（マレーシア保健省企画開発課情報システムユニット次長）

コメンテーター：ベデルハン・ウースタン

（世界保健機関測定・保健情報システムコーディネーター）

８）シンポジウムⅡ

座長：鈴木莊太郎（東邦大学医療センター大森病院院長付常勤顧問）

須貝和貝|」（特定医療法人ジャパンメディカルアライアンス法人本部医療保険部）

９月１４日（金）１４：３０～１６：３０

「診療情報管理の目指すべきこと～診療情報管理士の役割～」

シンポジスト：行政の視点から

井内努（厚生労働省医政局医事課課長補佐）

病院管理の視点から

大道道大（特定医療法人大道会森之官病院副理事長・院長）

診療情報管理士の視点から

阿南誠（独立行政法人国立病院機構九州医療センター企画課

業務医療情報部診療情報管理室室長）

アカデミックな視点から

西本寛（国立がんセンターがん対策'情報センター

がん情報・統計部院内がん登録室室長）

－２２１－



第１２国際モダンホスピタルショウ2007

国際モダンホスピタルショウ２００フ実施概要

国際モダンホスピタルショウ2007は、“健康増進で築く豊か

な医療と福祉－新しい地域ケアの姿をめざして，,のﾒｲﾝテー

マにより７月11日(水)～13日(金)の3日間、東京ビッグサイト（東京

国際展示場)の東4.5.6ホール(会場面積26,000㎡･展示面

積8,000㎡）を使用して開催した｡会期中3日間の来場者数は

77,600名､出展社数368社を数えた。

今回は企画展示として『予防医療時代の健診ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」

を展開した。

さらに展示コーナーとして、「快適な病院づくりのために－

空調衛生･省エネコーナー｣、｢EHR構築に向けて－医療連携

ﾈｯﾄﾜｰｸコーナー」「病院アメニティを求めて－“食，，の提案

コーナー｣､最新の医療・看護・福祉等に関する書籍を即売

する｢ブックコーナー｣を設けた。

また会期中は､ホスピタルショウ･ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ､出展社プレゼン

テーションセミナー、企画展示内オープンステージなど81セッション

のセミナーを実施､のべ7,200名を超す聴講者を集めた。

国際モダンホスピタルシヨウ２００７開催要綱

n名称国際モダンホスピタルショウ2007

回主催社団法人日本病院会／社団法人日本経営協会

圃テーマ「健康増進で築く豊かな医療と福祉－新しい地域ケアの姿をめざして」

皿会期2007年７月11日(水)～13日（金）３１E|問圃開場時間午前10時～午後5時

画面積会場面積:26,000㎡展示面積:8,000㎡回出展社数368社〔前回392社〕

回来場者数77,600人〔前回76,700人〕いずれも3日間延べ

画会場東京ピッグサイト東展示棟4.5.6ホール／会議棟〒135-0063束京都江東区有明３－２１－１

m後援総務省､消防庁､外務省､文部科学省､厚生労働省､経済産業省､環境省､東京都､(独)日本貿易振興機構、

（鮒対日貿易投資交流促進協会､(社)日本医師会&)日本歯科医師会､(|<t)日本薬剤師会､鮒日本看護協会､側医

療`情報システム開発センター､(鋤日本医薬'情報センター､側医療機器センター､側医療関連サービス振興会､㈹全

国自治体病院協議会､(＃t)全日本病院協会､棚日本精神科病院協会､棚日本医療法人協会､全国公私病院連盟、

（初日本病院薬剤師会､(|<川本栄養ごtf会､(袖日本放射線技師会Ｍ)日本臨床衛生検査技師会､(社)日本作業療法

士協会､(社)日本理学療法士協会it)全国社会保険協会連合会､(財)日本訪問看護振興財団､鮒日本医療機能

評価機構､ＮＨＫ､棚日本民間放送連盟､アメリカ大使館商務部､中■華人民共和国駐日本国大使館〈順不同）

皿協賛社会福祉法人全国社会福祉協議会、日本医療機器産業連合会､棚日本画像医療システム工業会､㈱電子情

報技術産業協会､日本薬科機器協会､日本医療産業同友会､日本医用機器工業会､日本医療器材工業会､日

本理学療法機器工業会､日本医用光学機器J二業会､㈱日本分析機器工業会爾棚日本衛生検査所協会､棚日本

衛生材料工業連合会､棚日本ホームヘルス機器協会､㈱日本医療福祉建築協会､㈱全国消防機器協会､保健

医療福祉情報システム工業会､(社)東京都医療社会事業協会､(社)日本臨床工学技士会､東京商工会議所､㈱テ

クノエイド協会､(社)全国老人保健施設協会､(社)日本医学放射線学会､(財)日本救急医療財団､有限責任中間法人

日本医療情報学会(順不同）

囮展示内容①医療環境設備･機器②医療機器･材料③医療情報システム④看護支援関連

⑤ヘルスケア･リハビリ支援関連⑥病院運営サポート･サービス⑦人材教育､図書など

囮企画展示「予防医療時代の健診イノベーション｣<企画:ホスピタルショウ委員会保健･医療･福祉部会〉

回展示コーナー●EHR構築に向けて－医療連携ネットワークコーナー●病院アメニティを求めて－``食,，の提案コーナー

●快適な病院づくりのために－空調衛生･省エネコーナー●ブックコーナー

－２２２－



展示規模・来場者数

2007年

2006年

2005年

2004年

2003年

会場面積

会場面積

会場面積

会場面積

会場面積

社
社
社
社
社

８
２
５
９
６

６
９
６
５
１

３
３
３
３
３

展示面積

展示面積

展示面積

展示面積

展示面積

26,000㎡

26,000㎡

24,000㎡

23,000㎡

19,000㎡

２
，
２
ｍ
．
ｍ
２
ｍ
３
ｍ

ｎ
ｖ
〈
Ｕ
〈
Ｕ
ハ
リ
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Ｕ

ｎ
Ｕ
ｎ
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リ
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Ｕ
０
Ｊ
川
云
Ｑ
〉
ｎ
ｂ

ｎ
５
巧
』
勺
Ｉ
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Ｄ

、来場者数

会期3日間の来場者数と近年の来場者数推移は以下のとおりである。

200ﾌ年(第３４回）200ｓ年(第ＳＳ回）

第１日７月11日㈹19,500人(曇り一時雨）第１日７月12日伽19,000人(曇り）

第２日７月12日(７k）28.600人(曇りときどき雨）第２日７月13日（木）28,500人(晴れのち曇り）

第３日７月13日㈱29,500人(曇り）第３日７月14日（金）29,200人(晴れときどき曇り）

合計77,600人

園国際モダンホスビタルショウ来場者数推移

合計76,700人

[単位:人］０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０

５
５
？
け
り
９
，
■

０
０
０
０
０
０
０
０

８
７
６
５
４
３
２
１

hiii騏鮖:;総ﾂﾚ６１ﾋﾞｼﾞi蕊1Ｗr鰯K蝿
【１９０【）ｂ９／【】【

うＨ９Ｏ【

2００１２００２２００３２００４２００５２００６２００７［年度］

図海外来場者

2007年度の海外来場者の詳細は以下のとおりである。

11ケ国･地域から225名の来場者があった｡(2006年度は16ケ国･地域184名）

７月11日伽

７月１２日（木）

７月13日㈱

114名

７２名

３９名

合計225名

国･地域の明細は次の通りである(五十音順）

アメリカ合衆国､イスラエル､インド､英国､カナダ､韓国､シンガポール､台湾､中国､ニュージーランド､ベトナム。

－２２３－



分野別出展社数

、医療環境設備･機器Ｂｓ社

十 i＝
回医療機器･材料Ｓﾌ社

回医療情報システム１４５社

１６社

囚看護支援関連４２社

回へルスケア･リハビリ支援関連５４社

篭
二￣

回病院運営サポート･サービスＢＳ社

鳶
回人材教育､図書Ｂ社

７社 ｌ社その他の人材教育､図書医療･看護等に関する書籍

－２２４－

空調･エネルギー設備･機器 15社

給排水衛生設備･機器 2社

防災･セキュリティ設備･機器 7社

病室･手術室用設備･機器 16社

患者搬送設備･機器 2社

ハウスキーピング設備･機器 3社

院内物流設備･機器 7社

薬剤部門設備･機器 6社

給食設備･機器 5社

医療廃棄物処理設備･機器 6社

予防衣･用品 7社

衛生設備･機器 5社

駐車場設備 2社

建築･設計 5社

事務関連設備･機器 13社

通信.,情報設備 15社

受付業務関連設備 14社

インテリア･建築資材 5社

自動販売機 l社

その他の医療環境設備･機器 8社

検査機器 11社

放射線診断･画像診断装置 4社

治療用機器 4社

中央材料室用機器 3社

生体情報装置 3社

ディスポーザブル 9社

その他の医療機器･材料 10社

病院管理支援システム 47社

診療支援システム 68社

物流･物品管理支援システム １６社

薬剤関連システム 15社

画像関連システム 43社

リスクマネジメント関連システム 16社

地域医療`情報システム 24社

医療`情報ネットワーク 27社

病院経営支援システム １８社

その他の医療』情報システム 24社

看護用品･機器 12社

看護支援システム 19社

訪問看護用品･機器 3社

訪問看護支援システム 4社

セーフテイ用品･機器･システム 13社

その他の看護支援関連 2社

健診関連 19社

予防医療､健康管理機器･システム 11社

リハビリ･介護予防 5社

食関連 5社

検診車両･福祉車両 2社

介護､施設関連 17社

コミュニケーション機器 3社

移動支援機器 3社

その他のへルスケア・リハビリ支援関連 4社

検体検査 l社

給食業務 l社

医療用具等の滅菌消毒 2社

寝具類洗濯･賃貸 l社

院内清掃 2社

院内物流管理 4社

医事業務代行 2社

医業経営コンサルティング １０社

人材派遣･人材紹介 4社

`患者サービス・アメニティ 9社

教育･研修 3社

その他の病院運営サポート・サービス 5社



広報・ＰＲ活動

主催者ならびに出展社から､病院関係者､ユーザーに対し50万部の招待状が発送されたほか､ニュースレリース､各種印刷物を

作成し､積極的なパブリシティ活動を展開するとともに業界専門紙・誌の広告を通じて来場者動員に努めた，

、ポスター(制作部数:３，ｓ００部）

（樹日本病院会会員病院および出展社､後援轍協賛団体を中心に配布。

ロﾛ

図招待状(制作部数:SOOpOO部）

（社)日本病院会会員病院､後援･協賛団体､ホスピタルショウ委員会委員､出展社および

行政機関､公的機関､保健福祉関係施設､医療関係学会等に配布。

圃専門紙・誌広告

「病院新聞」

「看護管理」

２月8日付号､６月21日付号

７月10日付号

囚インターネットホームページ

ホスピタルショウホームページにより年間を通して最新の展示会`情報を提供した｡また、

出展製品ホームページとのリンクを設定｡出展製品・分野別出展社一覧はホームページ

上に掲載した｡また､「出展社Web"見どころ"｣も掲載した｡(URL:http://www・noma、

orjp/hs/）

童■iJIii11ilIiiiiiili11I回国際モダンホスビタルショウ２００フガイド(発行部数:ＳＯＣＯ0部）

会期中､招待状持参者に無料配布｡来場者のｶﾞｲﾄﾞとして､また､病院経営に役立つ情

報誌として刊行。

①会場案内図②企画展示／展示コーナー

③セミナープログラム ④出展社の見どころ

⑤分野別出展社一覧⑥出展社名簿

体裁:Ａ４判本文193頁

画記者会見ならびに記者クラブ資料入れ

事務局ではく下記のとおり記者会見ならびに記者クラブへの資料入れを行なった。

、報道資料の配信

下記のニュースリリースを報道関係者に配信した。

－２２５－
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平成19年１月26日㈱ 会見 グランドアーク半蔵門 一般紙･専門紙誌

平成19年６月５Ｍ(） 〃 日本病院会 〃

平成19年７月５日嗣 資料入れ 厚生労働記者会 一般紙･テレビ

平成19年７月５日(木） ﾉﾉ 厚生日比谷クラブ 専門紙誌

日ｈ□時 内 :蕊37！

HlF

爵 蕊jJl1iJiil霧 蕊 鷺

平成19年１月15日(１W） 記者説明会ならびに新春講演会案内

平成19年１月26日㈱

平成19年５月８日㈹

平成19年５月18日㈱

平成19年５月１８日(金）

平成19年６月５日(ﾀﾉ|（）

平成19年７月５日附

平成19年７月17日(火）

出展申込受付開始に関するﾘリース

出展社決定に関するﾘリース

ポスターデザｲﾝ完成に関するﾘリース

開催内容決定に関する記者説明会案内

開催内容決定に関するﾘリース

開幕に関するﾘリース

閉幕に関するﾘリース



パブリシティ結果(200ﾌ年ｓ月２日現在）

、テレビ

･テレビ東京｢株式ワイドクロージングベル｣(７月11日（水）１５:30～）

ヘ零紺｡…零

図一般紙･専門紙誌の記事掲載一覧

圃全体

テレビ

地方紙

病院･医療専門紙誌

経済･工業紙/その他業界専門紙誌

インターネットマガジン

件
件
件
件
件

１
１
４
７
５

４
８
１

148件合 計

－２２６－

ＯＡﾗｲﾌ､ビジネス･マシンニュース２件

ハウスウェア １件

ユニバーサル新聞､日本病院会ニュース､ジャパンフードサイエンス、

オフィスマガジン､情通新聞､ビジネス･マシンニュース、等１７件

病院新聞､保健産業事報､病院経営､新聞之新聞､日本流通新聞、

ＯＡライフ､関西文具時報､東商新聞、等１５件

月刊新医療､寝装リビングタイムス､家具新聞､ＯＭＮＩ－ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ等６件

日本病院会雑誌､CLIPS､家具新聞､ビジネスマシンニュース、

旬刊ステイショナー､Webオフィスマガジン､見本市展示会通信等９件

石鹸日用品新報､シューズﾎﾟｽﾄ､月刊文具､月刊事務用品､オフィスマガジン、

関西文具時報､家具新聞､BPnetevent等１２件

病院新聞､保健産業事報､寝装リビングタイムス､週刊粧業､日医

日本病院会ニュース､フジサンケイビジネスアイ､てんぽ流通新聞、

－－

－－■ ｣ユ－ス 、

繊維ニュース､家具週報､BPnetevent等２５件

相模経済新聞､病院新聞､JapanMedicine､日刊薬業､日本病院会ニュース､ナース専科、
薬事ｌＥｌ報､ITビジョン､日経へルスケア､日経メディカル､Pbase3、

病院新聞.com､Web薬事ニュース､Tech-On､ソフトバンクピジネス＋ＩＴ等５８件

月刊新医療､INNERVISION２件

媒体別

地方紙 １件

病院･医療専門紙誌 ４４件

経済･工業紙/その他業界専門紙誌 ８７件

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄマガジン 15件

内容別

開催説明会･受付開始 ３４件

ﾎﾟｽﾀｰ完成･出展社決定 ３５件

開幕･閉幕 ２０件

付帯事業 １２件

特集:日経メディカル､日経へルスケア､病院新聞､』ａｐａ、 Medicin

ＩＴビジョン､Ｅ＆Ｃ､ＯＭＮＩ－ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ､Tech-On、

ｅ、

ソフトバンクビジネス＋IＴ １４件

催事案内３２件
$鞠f瀦盤HHf翻鰯甥鏡難踊祷塑勧､踊鍵萄湖閑$HPE鵠&蝿騨日引田田虫ﾛ額鐘濁騨撚瀦日露謹燕發簿灘;鯛露鎚臨騒蕊§鶴:職i邸翻癖露懲騒:譲蕊路騒懸錘瀧日謝騨

>潔對薙蕩冬R蕊懸誕盟露嚢潔選溌HH藷篭露盤HH閣騨睡聞…路HEH蕗難露蕊鑓溺罰鐇漣増溌増灘輯懸ｳ鋼顯灘錐馨蕊溌蕊f鱒塞瀧療f曙::銭:群;《識f:篭

鶴,,plNl

:k:屯･Plhl
-■Jh、ﾛ１



開会式

開幕初日(ﾌ月１１曰)午前9時３０分から､開会式が東京ビッグサイト案展示棟内で挙行され､関係者多数が出席した。

(以下､敬称略･順不同）

●開会式のプログラム

主催者挨拶

社団法人日本経営協会

社団法人日本病院会

茂木友三郎

山本修三

〈
変
〈
率

長
長

来賓挨拶

松谷

唐澤

宝住

久常

有希雄

鮮人

与一

節子

ｊ

様
様
様
様

厚生労働省

社団法人日本医師会

医政局長

会長

(代読：副会長

会長社団法人日本看護協会

出展社代表挨拶

代表取締役
社長 池川充洋様株式会社ケアコム

ホスピタルショウ委員長挨拶

里村洋ホスピタルショウ委員会 委員長

テープカット

雄
一
子
洋
郎
三
一

希
一一一

有
与
節
充
友
修
洋

厚生労働省

社団法人日本医師会

社団法人日本看護協会

株式会社ケアコム

社団法人日本経営協会

社団法人日本病院会

ホスピタルショウ委員会

医政局長

副会長

会長
代表取締役
社長

会長

会長

委員長

松谷

宝住

久常

池川

茂木

山本

里村

様
様
様
様
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主催者企画展示

ホスビタルショウ委員会保健･医療･福祉部会による企画展示を実施した。

企画展示に連動した出展社を募り､オープンステージとともに連日来場者に好評を博した。

２「健診スペース」エリア

読書やパソコン等、自分の好きなことをしていられる自

由な雰囲気の待ち合いと､その周囲を鰯むように検査室や、

保健指導室を模したスペースを作り、検査機器、測定器、

健診システムをはじめ、健診着、保健指導に役立つ、栄養

指導キット、家庭向け体組成計、ＷＥＢを利用した健康支

援サービス等の展示を行った。

｢予防医療時代の健診イノベーション」
〈企画:ホスピタルショウ委員会保健･医療･福祉部会〉

'ｌｉｍｊ壜i})ｉ会場:東5ﾎｰﾙ辮騨健蓬．:i1l1p､ﾙｽｹヮｰＹ

２００８年度から開始される健診とその結果に基づく保健指導

の義務化をふまえ、待ち合いスペースぃ各種検査室を再現し、

待ち時間のストレスや検査への不安を和らげることに配慮した

待ち合い空間を中心に、革新著しい検査機器や測定機器、管

理栄養士による栄養指導の実践、健診着、健診や健診業務を

支援するIＴシステム等を展示した。

事例紹介コーナーでは、時代の流れに柔軟に対応し、予防

医療や健康増進をリードしている医療機関や健保組合、自治

体の取り組みを紹介した。健診業務の効率化のためのIＴ活

用をはじめ、‘患者にもスタッフにも負担の少ない健診を実現す

るための独自の取り組みや工夫、健康づくりの支援プログラム

等についての紹介は、来場者の関心も非常に高かったようでメ

モを取る姿や、熱心に質問する人の姿が多く見られた。

主催者企画展示と連動するかたちで展開した、「予防医療時

代の健診イノベーション~健診・予防医療コーナー」では検査

関連、保健指導プログラムサービス、食事指導サービス、健

診システム、保健指導支援システム等に関する提案が出展社

から積極的になされ、来場者の注目を集めた。保健指導室を

再現したスペースでは管理栄養士の方々にご協力いただき、栄

養指導に関する来場者の質問に答えたり、実際に指導に使っ

ている教材を紹介したりした。また、健診…予防医療セミナー

ステージでは、３日間を通して、本コーナー出展社によるオー

プンステージセミナーと主催者セミナーを実施し、連Ｈ、立ち

見による聴講者が後を絶たないほどの盛況だった。

○スタッフルーム

レ健診システム

＊１０年以上の経験と実績を誇る自動判定機能をフル活

用し、保健指導の省力化を実現する製品をご紹介。

協力：㈱ハーディ

＊自動判定機能により、検査結果の値から複合的に判定

できるシステムをご紹介。

協力：㈱ナイス

＊受診者データを包括的に管理し、円滑なフオローアッ

プを支援するシステムをご紹介。

協力：㈱アルファインターナショナル

○尿検査

，採尿カップ・ラック

＊女性にやさしい採尿しやすいデザインの採尿カップ

をご紹介。

協力：アズワン㈱

○身体測定

し身長計協力：㈱エルクコーポレーション

レ体重計協力：㈱タニタ

レメジャー

○血液検資

し採血用腕枕協力：アズワン㈱

し駆血帯協力：㈱イマムラ

○循環器検萱

し血圧脈波検査装置協力：フクダ電子㈱

○超音波検責

し超音波診断装置協力：島津メディカルシステムズ㈱

し診察台協力：パラマウントベッド㈱

○保健指導

し内臓脂肪計測ＰＣソフト協力：Ｎ２システム㈱

＊簡藝単に正確な内臓脂肪量を計測できる、腹部ＣＴ写

真による内臓脂肪計測ＰＣソフトをご紹介。

しからだカルテ協力：㈱タニタ

＊家庭用健康測定機器とそのデータを利用したＷＥＢ

健康支援サービスをご紹介。

し栄養指導実践協力：富士産業㈱、産業栄養指導者会

1.特定健診・保健指導

「国民の健康を支えるために標準的な健診・保健指導

プログラム」

協力：ＮＰＯ法人日本人閲ドック健診協会

有限責任中間法人日本人間ドック学会

社団法人日本病院会

－２２８－



○オプション検査

し脳年齢計協力：㈱エルクコーポレーション

＊脳のストレス度や疲れ具合を計測して休養や雄活習

‘慣の見直しに役立つ機器をご紹介。

し骨密度計協力：㈱エルクコーポレーション

＊コンパクトな超音波骨密度測定装置をご紹介。

し睡眠時無呼吸症候群検査キット

協力：フジ・レスピロニクス㈱

○待ち合い・アメニティ

レ患者呼び出しシステム協力：島津エス・デイー㈱

＊検査室や待ち時間を予測して知らせることで、受診

者へのストレスを軽減するための機器をご紹介。

し検査室サイン協力：㈱コトブキ

＊ユーザ－ご自身が表示を作成し、情報の差し換えを

容易にしたサインシステムを提案した。

し待ち合い用ベンチ協力：㈱コトブキ

＊待ち時間からくるストレスや、検査への不安を和らげ

る、開放的で自由な雰囲気の待ち合いを演出した。

し健診着協力：ナガイレーベン㈱

し光触媒人工観葉植物協力：社会福祉法人東京リハビリ協会

し医療法人社団明芳会池袋ロイヤルクリニック

リラクゼーションルームを併設し、健診の結果が出るま

での待ち時間に対するストレス緩和のための独厨の取り組

みをご紹介した。

し社会福祉法人聖隷福祉事業団聖隷保健事業部

受診者一人一人のことを考えた生活、栄養、運動等の細

かな指導のための教材、支援材料と健康管理サポートシス

テムのデモをご紹介した。
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主催者企画と連動するかたちで展開した。検査関連、保

健指導プログラムサービス、食事指導サービス、健診シス

テム、保健指導システム等について出展社から提案がなさ

れた。
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フクダ電子㈱

ＡＮＷＡＧｌＮＧＤＯＣＴＯＲＳ㈱

㈱マーステクノサイエンス

㈱日立製作所

㈱日立メディコ

㈱トップビジネスシステム

㈱メッドコム

㈱ラムテック

㈱フューチャー・ウエイブ

旭化成㈱

シスメックス㈱

日本アグフア・ゲバルト㈱

㈱ハーディ

Ｃ－２４

Ｃ－２５

Ｃ－２Ｓ

Ｃ－２７
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３事例紹介エリア

時代の流れに対応し、先進的に予防医療、健診に取り組

んでいる健診センターや医療機関、健保組合、地域の特色

ある取り組みや独自の工夫を紹介した。

し神奈川県藤沢市・藤沢市保健医療財団

個別相談を軸に既存保健事業を活用しながら多様な参加形

態を可能とする健康総合支援型プログラムをご紹介した。

しトヨタ自動車健康保険組合

健診･保健指導の効果的な展開に向けた取り組みとして、

健診と健康学習会を兼ね備えた「健康支援センター｣､個々

人の生活習慣の特徴を確認できる「健康支援プログラム｣、

健康への努力・結果を応援（ポイント化）する「るぷる」

をご紹介した。

し社団法人東京都教職員互助会三楽病院

メタポリック検査を含む人間ドック、健診データはもと

よりメンタルヘルスまでのデータを蓄積してこれらを総合

的に分析し、定期的な健康診断から健康教室にいたるまで

一貫したサービスを提供しております。その実績と取り組

みをご紹介した。
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健診・予防医療セミナーステージ

事例セミナーと健診・予防医療コーナー出展社プレゼンテーションセミナーを開催した。場所：東京ビッグサイト東５ホール

－２３０－
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１０：４０

▼

１１：1０

｢健診・予防医療」に関するビデオ上映

｢健康診断とその活用」財団法人産業医学振興財団

｢健診結果から今の自分のからだを知る」社団法人日本家族計画協会

１１：３０

▼

１２：００

｢血圧脈波検査と心電図検査が

一つに

~検査の効率化を促進する先進の１台」

フクダ電子㈱

｢保健指導支援システム

ＷＥＬＬＮＥＳＳ２１のご紹介」

㈱トップビジネスシステム

｢生活習慣病予防・改善のための

末梢血管血流測定」

㈱フューチャー・ウエイブ

１２：３０

▼

１３：００

｢こうすれば、特定健診・保健

指導は簡単に実施できる
～DocHardyによる自動化・省力化のアブ

ﾛｰﾁ」

㈱ハーデイ

｢オープンで標準的な健康情報

蟇盤の構築と統合型健康支援

サービスについて」

ヘルスケア基盤整備事業推進

コンソーシアム代表幹事

【１本赤十字社

熊本健康管畷センター

111島英敏氏

｢藤沢市個別健康支援プログラムの

実際

~特定保健指導への取り組み」

藤沢il7保健医療センター

管理栄養士、健康運動指導士

鈴木佳子氏
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３

１
１

｢"プロウェル,，で実現する

|Ｔ＋対面による継続的な

健康管理支援」

シスメックス(槻

｢生活習慣病リスクシミュレー

ションについて」

㈱1J立製作所／

㈱日立メディコ

｢フィルムレス・システム実現

~紹介患者様へ検資ﾃﾞｰﾀの渡し方」

㈱ラムテック

０
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：
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：

４
４
１
１

｢生活習慣病リスクシミュレー

ションについて」

㈱日立製作所／

㈱日立メディコ

｢生活習慣病予防・改善のための

末梢血管血流測定」

㈱フューチャー・ウエイブ

｢保健指導支援システム

ＷＥＬＬＮＥＳＳ２１のご紹介」

㈱トップビジネスシステム

帥
刈

：
▼
：

５
５
１
１

｢お－人おひとりの健康を

支援する」

社会福祉法人聖隷福祉事業団

聖隷保健事業部

保健師平野幸子氏

｢新しい健診への取り組み
～サプリ・ビタミン・メタボリックドックの

ご提案」

ＡＮＴＩ－ＡＧＩＮＧＤＯＣＴＯＲＳ(槻

｢血圧脈波検査と心電図検査が

－つに

~検査の効率化を促進する先進の１台」

フクダ電子㈱

１５：５０

▼

１６：２０

｢フィルムレス・システム実現｜「こうすれば、特定健診・保健

~紹介悪者様へ検萱ﾃﾞｰﾀの渡し方」

㈱ラムテック

指導は簡単に実施できる

～DocHardyによる自動化・省力化のアブ

｜ローチ」

㈱ハーディ

｢``プロウェル，，で実現する

|Ｔ＋対面による継続的な

健康管理支援」

シスメックス㈱



日本病院会コーナー

②日本病院会の新体制における活動基本方針

③|]本病院会会員の状況，（]本病院会の役員

構成）

卿!]本病院会の事業案内

⑤社団法人日本病院会の事業案内

⑥日本病院会の沿革

②日本病院会組織図

⑧会員の状況，事務所

⑨日本病院学会

⑩診療情報管理士の養成①．②

⑪日本診療録管理学会

⑫病院経営管理者養成課程通信教育（l腓事；

⑬有限責任中間法人岡本人間ドック学会

●日本病院会コーナー

【パネル展示】

⑮ご来場の皆さまへ

※今年のホスピタルショウは通算3411ｉｉｉで｡テーマを｢健

康増進で築く豊かな医療と福祉－新しい地域ケアの姿

をめざして」といたしました。医療は国民のもの，

患者さんのものという原点に立って，良質な医療を．

安心して受けることが出来るようにする。当然のこと

ではありますが，そこにはいろんな間題が含まれてい

ます。どうか関係の皆さまには，このホスピタル

ショウから大いに学び，併設のカンファレンス．セミ

ナーも参加されて，実Ｉ)の多い－［|となりますようお

祈りいたします。

(常任理事会

(脳←事務長養成課程）

－２３１－



展示コーナー

、｢EHR構築に向けて－医療連携ネットワークコーナー」

医療情報システムゾーンで実施。２５社が出展。展示内容は、ＥＨＲ関連、電子カルテ、画像ネットワークシステム、セキュ

リティシステム等医療連携を支援する情報システム関連。

また、コーナーに隣接する医療連携ネットワークセミナーステージでは､主催者セミナーと医療連携ネットワークコーナー

出展社プレゼンセミナーが行われた。３Ｈ間で合計２７セッションが開催され、参加人数は延べ1,900名であった。

医療連携ネットワークセミナー

医療連携ネットワークコーナー出展社によるプレゼンセミナーを開催した。場所：東５．６ホール

－２３２－
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１０：００

▼

１１：００

｢医療連携ネットワーク』に関するビデオ上映

｜「|ntegratingtheHealthcareEnterpｒｉｓｅ医療情報統合化への挑戦」有限責任中間法人日本ｌＨＥ協会
｢医療｜Ｔ支えるあなたの健康～生涯型健康記録をつくろう～」保健医療福祉'情報システム工業会

ゴー-－

１１：００１

▼’

１１：３０

｢ＤＰＣ準備に向けた取り組み

~業務改善と経営改善」

ニッセイ情報テクノロジー㈱
－．－－－－－－－￣･…T一再－－－－－－－…－－劃一一一……－－－一一……￣￣￣￣－－－－－－－－

㈱久保田`情報技研

１１：

▼

3５１

１２：０５

｢ＥＨＲの最先端事例

``ゆめ病院”のご紹介」

Ｔ
ｌ
「
ｉ
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ゆめ病院事務長

久保田俊雄氏

｢地域連携における画像配信
~了

｢画像処理ソフトウェア

ソリューション｜開発システムの医療業界に

~サービス向上とコスト削減」

コドニックス・リミテッド㈱

｢高度画像診断医療機器共同利用、

病診連携システムと

遠隔画像診断サービス」

メダシス・ジャパン㈱

おける活用方法」

｢ｌＨＥの提案による

㈱プロトン

地域医療連携ソリューション」
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システムのご紹介」

ケアストリームヘルス㈱
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｢特定健診のＡＳＰ化

~地域の医療連携と健診での活用をめざして」

(槻アップルドクター

｢地域連携における画像配信

ソリューション

~ｻｰﾋﾞｽ向上とコスト削減」

コドニックス・リミテッド㈱

｢セキュアーなシステム構築と

地域医療の発展に向けた

事例紹介」

サン・マイクロシステムズ㈱

｢ｌＨＥの提案による地域医療連携

ソリューション」

放射線医学総合研究所

安:藤裕か氏

｢患者様にとってのオンリーワン！

医院のブランドカをアップする

-ＣＩＭＡシリーズ」

㈱テクノプロジェクト／

㈱システムバンガード

『医療９健康情報の有効活用法

~特定健診を中心に」

オーダーメイド創薬(槻
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１４：２５

｢コダックPoint-of-CareCR

システムのご紹介」

ケアストリームヘルス㈱

㈱久保田情報技研

｢ＥＨＲの最先端事例

"ゆめ病院,，のご紹介」
ゆめ病院事務長

久保田俊雄氏

｢高度画像診断医療機器共同利用、

病診連携システムと

遠隔画像診断サービス」

メダシス・ジャパン㈱

１４：３０

▼

１５：００

｢オープンなシステムと医療連携

(英国での事例のご紹介)」

サン・マイクロシステムズ㈱

｢ＡＳＰ型ＥＨＲで先行するセコム、

社会システムと次世代ＥＨＲ」

セコム医療システム㈱

｢MEDl-Papyrusでの診断書作成

と地域医療連携」

ニッセイ情報テクノロジー㈱
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｢地域診療支援システムと

健康へルスケア

ポータルサイトについて」

㈱ヴァイタス

｢ついに出た１災害からデータを

守るＷＥＢ電子カルテ

‐ＣｌＭＡシリーズ」

㈱テクノプロジェクト

｢特定健診のＡＳＰ化

~地域の医療連携と健診での活用をめざして」
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｢医療・健康情報の有効活用法

~電子ｶﾙﾃを中心に」

オーダーメイド創薬㈱

｢画像処理ソフトウェア

開発システムの医療業界に

おける活用方法」

㈱プロトン

ｒｌＨＥの提案による地域医療連携

ソトリユーシヨン」

静岡県立綜合病院

法橋一生氏



図｢快適な病院づくりのために－

空調衛生･省エネコーナー」

医療機器、環境設備ゾーンで実施。１２社が出展。出展

内容は、空調システム、消臭・除菌等の空調衛生関連と、

省エネ等。

｢空調衛生・省エネセミナー」

本コーナー出展社によるプレゼンテーションセミナーを

実施した。

K-1草津電機㈱

｢加熱酸化チタンの超麗速触媒反応を利用した感染性医療

廃棄物処理」

滋賀医科大学外科学講座教授谷徹氏

滋賀医科大学社会医学講座医学博士山本好男氏

し日時：７月１２日嗣１１：００－１１：３０

レ参加者数：３８名

ｂ場所：東京ビッグサイト東６ホールセミナールーム

K－２《ＥＭＡ》エンバイラメンタルメディカルアライア

ンス

｢ノロウイルス対策１清掃でカゼと下痢を無くす感染対策」

ＥＭＡ会長小山智弘氏

し日時：７月１３日（金）１１：００－１１：３０

レ参加者数：８５名

し場所：東京ピッグサイト東６ホールセミナールーム

四ブックコーナー

医療･介護･福祉等に関する書籍の即売を８社（１４区画）

の出展があり、東ホールにて開催した。

回１丁セミナー

ｓ－１ｎＨＥとは」

京都医療科学大学医療科学部放射線技術学科教授

細羽実氏

＊ＩＨＥ（IntegratingtheHealthcareEnterprise）ヘルス

ケア分野における医療情報統合活動。

Ｐ日時：７月１１日㈹１１：００－１１：３０

＞参加者数：２８名

し場所：東京ピッグサイト東６ホールセミナールーム

S－２「国際医療福祉大学における遠隔画像診断」

国際医療福祉大学放射線医学センター准教授

小野木雄三氏

レ日時：７月１３日㈱１５：４５－１６：３０

レ参加者数：４０名

し場所：東京ビッグサイト東６ホールセミナールーム

図｢病院アメニティを求めて－"食，，の提案コーナー」

健診・ヘルスケアゾーンで実施。１０社が出展。出展内

容は食事サービス、クックチル等の調理システムや食の店

舗、ホットベーカリー、コーヒーショップ､サテライトキッ

チン、保温プレート・カート笠へ

騨麹露i1H鐘&鰯蕊i鱗!；:!i；鰯イ司雨､劇!、
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カンファレンス／出展社プレゼンテーションセミナー

圃卜ビック１

｢患者等への医療に関する情報提供の推進について」

厚生労働省鷹政局総務課薬:事情報専門官

飯村康夫氏

▼}】時：７月１１Ｍ（)１５：３０～１６：３０

▼参加者数：８４名

▼場所：東京ビッグサイト会議棟606

《スヒﾚショ ンファン

｢これからの医療制度化における病院の役割｣と題したオー

プニングセッションを皮切りに、看護体制の構築、中堅規

模病院における電子カルテシステムの導入、予防医療と健

診のこれから、院内物流、ＤＰＣなどに関する１１本のカン

ファレンスやシンポジウムを３日間で開催した。いずれの

セッションについても、積極的に質問する姿や各講師と

`情報交流する姿が見受けられ、関心の高さがうかがえた。

３日間のホスピタルショウカンファレンス参加者総数は

17818名だった。

四|Ｔフォーラム１

｢電子カルテシステムの導入効果とデータ活用」

～３００床～４００床規模病院の実践から

1．「電子カルテを用いた診療体系の構築」

東京共済病院（419床）医療情報管理室室長

田村博之氏

２．「電子カルテ導入の負担の軽減と医療の鬘向上のための

システム活用」

橋本市民病院（300床）副院長ｉｉｌｊｎ孝氏

ａ「電子カルテが公立病院にもたらす医療の質向上と費用

対効果」

箕面『ijiZ病院（317床）医務局長、小児科部長

１１１本威久氏

し日時：７月１１Ｍ(水)１３：００～１６：４５

レ参加者数：２６０名

し場所：東京ビッグサイト会議棟６０７．６０８

回トピック２

｢レセプト完全オンライン化に向けての現況と体制構築」

社会保険診療報酬支払基金情報管理部部長

安藤清寛氏

しＨ時：７月１２１](ね１１：００～１２：００

Ｐ参加考数：２１９穂

し場所：東京ビッグサイト会議棟6０７．６０８

、オープニングセッション

｢これからの医療制度下における病院の役割」

棚日本病院会会長１１１本修重

し[１時：７月ｌＭＭＱ１１：００～１２：００

レ参加者数：２０９名

し場所：東京ビッグサイト会議棟6０７．６０８

回シンポジウム

｢患者中心の医療のための相談窓口機能のありよう」

●基調講演

｢患者中心の医療とは」

日本大学医学部社会医学講座医療管理験部門教授

大道久氏

●パネルディスカッション

｢これからの病院経営に求められる患者への視点」

司会：

}｣本大学医議部社会医索講座医療管理学部門教授

大道久氏

～信頼される退院支援をめざして

東京大学医学部附属病院地域医療連携部看護マネー

ジャー 柳澤愛子氏

図看護セッション

｢急性期看護体制の構築とモチベーションアップの具体策」

Ｉ「定着率を高め、やりがいと活力を生む職場づくりの試み

～８５％のナースが転職を考えている！～

(医財）献心会川越胃腸病院理事長・院長

望月智行氏

２．「看護師にも選ばれる病院を目指して」

～仕事と子育て両立支援策と新人教育体制～

(賊厚生年金事業振興綱ｉ大阪厚生年金病院副看護部長

高橋弘枝氏

し日時：７月ｌＭ１(水)１３：００～１５：００

，参加者数：１２３名

し場所J東京ビッグサイト会議棟606

－２３４－



～安全優先の体制確立と医療事故対応マネジメント

(学)慈恵大学参事

東京慈恵会医科大学准教授安田信彦氏

～メディエーションスキルの重要性

(鮒新田塚医療福祉センター福井総合病院医療安全対策部

部長林里都子氏

～医療福祉相談の現場から見える課題一求められる．

提供できるサービスとは？

日本大学医学部附属板橋病院医療ソーシャルワーカー

棚東京都医療社会事業協会監事荷見千草氏

し日時：７月１２日(木)１３：３０～１６：３０

レ参加者数：１３６籍

し場所：東京ビッグサイト会議棟6０７．６０８

レロ時：７月１３日(金)１３：００～１４：００

ﾚ参加者数：４２名

し場所：東京ビッグサイト会議棟606

囮病院経営フォーラム

｢ＤＰＣ対応で取り組むべき現実的課題への具体策」

1．「ＤＰＣ制度のゆくえ」

':'１央社会保険医療協議会ＤＰＣ評価分科会会長

横浜il丁立みなと赤十字病院院長ｉｉｉ岡清氏

２．「ＤＰＣ対応のためのコスト管理・削減のコツ」

社会福祉法人恩賜財団済生会熊本病院副院長・事務長

正木義博氏

３「診療情報管理±の役割と医師をサポートする体制のあ

りよう」

～診療情報管理±、医事職員の役割～

(独）国立病院機構九州医療センター医療情報室長

阿南誠氏

４「ＤＰＣを用いた診療プロセスとパスの評価」

東京医科歯科大学大学院医療情報システム学分野

准教授伏見清秀氏

し日時：７月１３日(金)１３：００～１６：１５

レ参加者数：３１１名

し場所：東京ビツグサイト会議棟6０７．６０８

皿スペシャルセッション

｢新たな局面を迎えた予防医療と健診のこれから」

1．「予防医療時代の健保組合のあり方」

トヨタ自動車健康保険組合事務長小野政秀氏

２「健診を含む統合医療データを活用した予防医療の実際」

三楽病院病院長瀬戸'１１峰平氏

>日時：７月１３日鯛１０：３０～１２：３０

レ参加者数：２１１名

し場所：東京ビッグサイト会議棟６０７．６０８

回1Ｔフォーラム２

｢物品管理から物流システムへの転換ｊ

聖路加国際病院予防医療センター事務チーフ

(前・物品管理センター勤務）板丼明氏

ら日時：７月１３日(金)１１：００～１２：００

レ参加者数：１５７名

し場所：東京ビツグサイト会議棟６０６

、トピック４

｢退院調整をどう適切にすすめるか」

1ＪＧａｐを埋める退院医療とは」

～東大病院における退院支援の実践から

東京大学医学部附属病院地域医療連携部講師

長野宏一朗氏

2．「退院患者を受け取る在宅医としての視点」

～在宅支援診療の現場からの送り手への提言

貝坂クリニック副院長高野学美氏

し日時：７月１３日㈱１４：３０～１６：３０

レ参加者数：６６名

し場所：東京ビッグサイト会議棟606

回トピック３

｢東海地区における脳卒中連携医療の推進」

～患者・市民中心の連携医療の確立に向けて～

名古屋大学大学院医学系研究科脳神経外科教授

吉田純氏

－２３５－



[Ａ-5］メディカル・データ。ビジョン㈱

｢医療制度改革の今後を予測する」

国際医療福祉大学医療経営管理学科

，日時：７月１２日(木)１２：４５～１４：４５

Ｐ参加者数：３６７名

し場所：６０５．６０６会議室

更士フレゼンプーシヨン＝

高橋泰氏

出展社が自社ブースの展示だけでは十分に伝えきれな

い、新製品・技術・サービスの内容やユーザー事例な

どの効果的な発表の場として、出展社プレゼンセミナ一

Ａコース、Ｂコースを開設した。Ａコースは、東京ビッグ

サイト会議棟６Ｆで１０セッションを開催し、延べ1,614名

が参加した。Ｂコースは東６ホール主催者事務室に

東ホールセミナールームをつくり１０セッションを開催し、

延べ約９１０名が参加した。

[A-S］東芝メディカルシステムズ㈱

｢電子カルテデータの２次利用によるプライマリーケアへ

の寶献」

柴田内科クリニック院長藤田保健衛生犬・隆・客員講師

柴田,恒洋氏

し日時：７月１２日(木)１５：１５～１６：００

レ参加者数：１８５名

し場所：605.606会議室
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[A－７］東京電力㈱

｢臨床栄養に貢献するおいしく・やさしく・美しい嚥下食」

浜松大学健康プロデュース学部准教授金谷節子氏

㈱ＴＡＭプランニング代表取締役谷孝之氏

し日時：７月１３日㈱１１：３０～１２：１５

レ参加者数：９０名

し場所：６０５会議室

[Ａ２］㈱フューチヤー・ウエイブ

｢生活習慣病予防・改善のための末梢血管血流測定」

㈱フューチャー・ウエイブ代表取締役太田雅也氏

▼日時：７月１１日(jＭ２：４５～１３：３０

▼参加者数：４０名

▼場所：６０５会議室

[ＡＢ］東芝メディカルシステムズ㈱／

東芝住電医療情報システムズ㈱

｢ＥＨＲに向けて～失敗しないための５つのキーワード」

アリゾナ大学客員教授／ひがしやま病院内科岡崎宣夫氏

東芝メディカルシステムズ(槻医療ソリューション担当部

長相田聡氏

しＨ時：７月１３【Ｉ（金）１２：４５～１３：３０

＞参加者数：１２３名

し場所：６０５会議室

[A-S］メディカル・データ・ビジョン㈱

｢DPC環境下の戦略的病院経富:質､コスト､効率性の探求」

し日時：７月１１日㈱１４：００～１４：４５

レ参加者数：１９５名

し場所：６０５会議室

[A-g］㈱ハーディ

｢健診システムによる特定健診・特定保健指導の省力化」

㈱ハーディ代表取締役社長失後昭彦氏

し日時：７月１３日(金)１４：００～１４：４５

レ参加者数：１５７名

し場所：６０５会議室

[Ａ４］㈱MedicalCUBlC

｢高齢化社会に対応する医療機関の経営戦略！

～成功する療養型病床の転換」

アントケアホールディング㈱経常企画部コンサルティ

ングチーフマネージャー 山下友利氏

し[］時：７月１２日嗣１１：３０～１２：１５

レ参加者数：１９９名

し場所：６０５．６０６会議室

[Ａ-10］サン・マイクロシステムズ㈱

｢医療システムの将来像と海外での先進事例のご紹介」

政策推進営業本部本部長（兼）情報セキュリティ統括責

任者金沢工業大学客熨教授中村彰二朗氏

し日時：７月１３日（金）１５：１５～１６：００

レ参加者数：１００名

し場所：６０５会議室

－２３６－
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[８６］㈱船井総合研究所

｢次世代型病院戦略。今こそ院長は何をすべきか！」

(株Mil筒井総合研究所経営コンサルタント主任)||崎光雄氏

し日時：７月１２日(桐１４：３０～１５：１５

レ参加者数:９５名

し場所Ｊ東６ホール・セミナールーム

[B－７］リプライス㈱

r`患者様視点のサービス，'を具体化する‐ネコの目システム

～待合状況がわかると患者様の来院環境が劇的に変わります」

し日時：７月１２Ｈ(７Ｍ５：４５～１６：３０

＞参加者数：７８名

し場所：東６ホール・セミナールーム

[Ｂ２］富士フィルムメディカル㈱

｢実践的な医療連携サービス」

富士フィルム㈱メディカルシステム事業部畜脹

，日時：７月１１［】(水)１３：１５～１４：００

，参加者数：４０名

し場所：東６ホール・セミナールーム

舟橋毅氏

旧-B］曰本シンボルテクノロジー㈱／

センティエント・ヘルスｃジャパン㈱

｢経営戦略としての院内サプライチェーンと在庫クオリティ

をどう寶理するか」

センティエント・ヘルス・ジャパン㈱セールス＆マーケ

ティング病院セールスマネージャー相沢幸広氏

＞日時：７月１３日（金）１２：００～１２：４５

，参加者数：９４名

し場所：東６ホール・セミナールーム

[Ｂａ］㈱船井総合研究所

｢医療と経営の融合」

㈱船井総合研究所グループマネージャー

経営コンサルタント次長藤原懐一郎氏

し日時：７月１１日(７Ｍ４：３０～１５：１５

レ参加者数：８６名

し場所：東６ホール・セミナールーム

[B-4］㈱アイリック

『病院経営の鍵を握る職員定着率の向上！なぜ職員満足度

調査が必要なのか！」

多摩大学医療リスクマネジメントセンター教授真野俊樹氏

し日時：７月１２日（木）１２：００～１２：４５

レ参加者数：１０２名

し場所：東６ホール・セミナールーム

旧-9］日本シンボルテクノロジー㈱／アイニックス㈱

｢医薬品バーコードの概要と対応リーダーの紹介」

アイニックス㈱代表取締役自動認識コンサルタント

平本純也氏

レロ時：７月１３日㈱１３：１５～１４：００

レ参加者数：８５名

し場所：東６ホール・セミナールーム

[B-5］㈱ケアコム

｢重症度・看護必要度の活用による傾斜配置」

杏林大学医学部付属病院看護部長福井

>日時：７月１２日(木)１３：１５～１４：００

レ参加者数：１２６名

し場所：東６ホール・セミナールーム

[B-10］㈱ケアコム

｢重症度・看護必要度の活用による傾斜配置」

杏林大学医学部付属病院看護部長福井

レlEI時：７月１３日(金)１４：３０～１５：１５

レ参加者数：１２５名

し場所：東６ホール・セミナールーム

トシ子氏

トシ子氏

鞭鞭
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第１３国際活動

(1)ＡＨＦｕＦＨ関係（国際委員会）

1．アジア病院連盟（AHF）

2007年第２回AHF理事会(ソウル/韓國)においてAHF会長が山本修三から韓國に引き継がれた。

今後２年間（2009年１０月３１日まで）はAHFImmediatePastPresidentとしてAHF公務を行ってい

く。

理事は各国３名以内、日本からは山本会長、秋山国際委員長、星和夫副委員長、の３名が理事

となっている。

AHF理事会は2007年６月（香港）および'1月韓國２回の開催。

COEXConventionandExhibitio、Center，Seoul，Koreaにて開催。

NewPresidentofAHF（2009-2011）

次期会長にインドネシアのYahya会長が決定。会長職についてはＡＨＦ理事会の継続性という観

点から見て、自国の病院協会会長を辞してもＡＨＦ理事長の座を退く必要はないということで再確

認された。

FinancialStatement

会長より収支決算報告。ＡＨＦの会計年度は１月～12月であるため中間報告とはなるが、承認さ

れて後任のＫｉｍ先生に引き継がれることとなった。

RevisionofAHFConstitution(Expenditure）

ＡＨＦへの渡航費、宿泊費に関する規約改正の意見があり、次回理事会で引き続き協議。

NextAHFBoardofGovernors’Ｍｅｅｔｉｎｇ

次回理事会の開催は、次期会長のＫｗａｎｇＴａｅＫｉｍ先生に委ねられた。2008年11月にソウルで開

催予定。

２国際病院連盟（lHF）

IHF2007年韓国Conference（November6-8,2007ｉｎSeoul）においては、特別講演関連協力そ

して日本国内へのConference周知を積極的に行った。

第２回理事会において、山本日病会長がＩＨＦ理事選に立候補し当選。今後も諸外国の状況、特

にアジアの代表国としてGoverningCouncilMeetingにおいて反映すべく努力していく。

※IHF35thWorldHospitalCongressにおいて、山本会長および堺副会長が以下のテーマで

講演を行った。

－２３８－



に投稿/推薦依頼があり、※WorldHospitals＆HealthServices］2008年３月発行号（季刊）に
，,

堺委員長が受けることとした。テーマは“HealthcareSystemofJapan

（参考）

山本会長講演：

Activitiesｏｆ/apa〃ﾑﾉbSpitaL4ssociaZio〃i〃sUpporZofMG/１９．・

ＲＱｒ坊ehvisio/］ａ"Q／ZznPZezz7entatio〃ｏｆ､、、

海外視察研究会

諸般の事情により開催を見送った。

Ｓ、
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＠JLユーNecessityofRevisioMnd
lmplementatIonoflCD
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③jL坐.JapanHospitaIAssociation
andItMainActivities

ｅａｔｎｏｒｍａｔｉｏｎＭａｎａｅｒ
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堺副会長講演：

ＴＨＥ］ＡＰＡＮＥＳＥＨＥＡＬＴＨＣＡＲＥＳＹＳＴＥＭ

lntroduction

〕ａｐａｎｈａｓｂｅｅｎｃｏｎｓｉｄｅｒｅｄｔｏｈａｖｅｒｅｌativelygoodhealthstatuswithlowhealth

expenditureHoweventheJapanesehealthcaresystemneedstobｅｒｅｆｏｒｍｅｄｄｕｅｔｏ

ｒｅｃｅｎｔａｇｉｎｇsociety,economicpressures，ａｎｄｏｔｈｅｒｐｒｏｂＩｅｍｓ，

Ｉｎｔｈｉｓｐａｐｅｎｃｕｒｒｅｎｔｓｔａｔｕｓｏｆｔｈｅ〕ａｐａｎｅｓｅｈｅａｌｔｈｃａｒｅｓｙｓｔｅｍｉｎｃｌｕｄｉｎｇｈｅａｌth

insurancesystem，healthcarefinancing，ｒｅｉｍｂｕｒｓｅｍｅｎｔｍｅｔｈｏｄａｒｅｒｅｖｉｅｗｅｄandrecent

healthcarereformbytheｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｎｄｃｈａｌｌｅｎｇｅｓｉｎｐｒｏｖｉdinghealthcareare
discussed．

Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅｓｔａｔｕｓ

OrganizationforEconomicCo-operationandDevelopment（OECD）healthdataZOO7

showedthat］apanspent80％ofitsGrossDomesticProduct（ＧＤＰ）ｏｎｈｅａＩｔｈｉｎＺＯＯ４

ｗｈｉｃｈｗａｓＺＺｎｄａｍｏｎｇｔｈｅＯＥＣＤｃｏｕｎｔｒｉｅｓ・Ｌｉｆｅｅｘｐｅｃｔａｎｃｙｗａｓ８Ｚｙｅａｒｓａｎｄｉｎｆａｎｔ
ｍｏｒｔａｌｉｔｙｒａｔｅｗａｓ２．８ｄｅａｔｈｓｐｅｒｌ,OOOlivebirths,ｂｏｔｈｗｅｒｅｒａｎｋｅｄｎｕｍｂｅｒｏｎｅＯｎｔｈｅ

ｏｔｈｅｒｈａｎｄｈｕｍａｎｒｅｓｏｕｒｃｅｓｗｅｒｅｎｏｔｓｕfficient,ｎｕｍｂｅｒｏｆｐｈｙｓｉｃｉａｎｓａｎｄｎｕｒｓｅｓｗｅｒｅＺ

ａｎｄ９ｐｅｒｌ,ＯＯＯｐｏｐｕｌａｔｉｏｎｓrespectively・Acutecarehospitalsbedswere8,Ｚｐｅｒｌ,ＯＯＯ

ｐｏｐｕｌａｔｉｏｎｓｗｈｉｃｈｗｅｒｅｏｖｅｒｔｗｉｃｅｏｆＯＥＣＤａｖｅｒａｇｅ．

HealthcareSystem

ＴｈｅＪａｐａｎｅｓｅｈｅａｌｔｈｃａｒｅｓｙｓｔｅｍｉsbasicallyanegalitariansystemwｉｔｈｕｎｉｖｅｒｓａｌ

ｃｏｖｅｒａｇｅａｎｄｉｔｉｓｈｉｇhlyregulatedbythegovernment．Ｐrovidersarepredominantly

private，８０％ｏｆｈｏｓｐｉｔａＩｓａｎｄｇ５９/bofclinicsbeingprivate．Ｈospitalmustoperateas

not-for-ｐｒｏｆｉｔｅｎｔｉｔｉｅｓａｎｄｔｈｅｔｏｐｏｆａｈｏｓｐitａｌｍｕｓｔｂｅａｐｈｙｓｉｃｉａｎ．

HealthlnsuranceSystem

ｌｎｌｇ６１，ｈｅａｌｔｈｉｎｓｕｒａｎｃｅｗａｓｅｓｔａｂｌｉｓｈｅｄｆorall，ｅｎａｂｌｉｎｇａｎｙｏｎｅｔｏａｆｆｏｒｄｎｅｃｅｓｓａｒy

medicalcareltbasicaIlyconsistｓｏｆｔｈｒｅｅｓｕｂｓｙｓｔｅｍｓ，ｉｎｓｕｒａｎｃｅｆｏｒｅｍｐＩｏｙｅｅｓ

(governmentmanagedhealthinsurance，societymanagedhealthinsurance)，

community-basedinsurance(nationalhealthinsurance),andnationalhealthprogramfor

theeIderly，Ｔｈｅｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔｍａｎａｇｅｄｈｅａｌｔｈｉｎｓｕｒａｎｃｅｈａｓｏｎｅｉｎｓｕｒｅｒｂｕｔｓｏｃｉｅｔｙ

ｍａｎａｇｅｄｈｅａｌｔｈｉｎｓｕｒａｎｃｅｈａｓｏｖｅｒｌ,Ｓ００ｉｎｓｕｒｅｒｓａｎｄｎａｔｉｏｎａｌｈealthinsurancehasover

l,８００insurers､Theservicesarebasicallybenefitｓｉｎｋｉｎｄａｎｄｂｅｎｅｆｉｔｓａｒｅｅｓｓｅｎｔｉａｌlｙｔｈｅ

ｓａｍｅｆｏｒａｌＩｉｎｓｕｒａｎｃｅｐｌａｎｓ、Ｔｈｅｅｑｕａｌｉｔｙｏｆｂｅｎｅｆｉｔｓｉｓａｃｈｉｅｖｅdbydifferentialsubsidies

fromtaｘｒｅｖｅｎｕｅａｎｄａｐｏｏｌｉｎｇｆｕｎｄｆｏｒｔｈｅｅｌｄｅｒｌｙ

Ｎｅｗｔｙｐｅｏｆｉｎｓｕｒａｎｃｅ，theLong-termCarelnsuranceSysｔｅｍｗａｓｉｍｐｌｅｍｅｎｔｅｄｉｎＡｐｒｉｌ

ＺＯＯＯｔｏhelpcopingwiththeagingpopulation・TOqualifyforthisinsurance,ｐatientsmust

becertifiedasinneedｏｆａｌｏｎｇ－ｔｅｒｍｃａｒｅｂｙａｒｅｇｉｏｎａＩｒｅｖｉｅｗｂｏａｒｄＴｈｅｐａｔｉｅｎｔｍｕｓｔｂｅ

ｏＩｄｅｒｔｈａｎ６５ｏｒｂｅｔｗｅｅｎ４０ａｎｄ６４ｗｉｔｈｏｎｅｏｒｍｏｒｅｏｆａｌｉｓｔｏｆｓｐｅｃｉｆｉｃｃｏｎｄｉｔｉｏｎｓｓｕｃｈ

ａｓｄｅｍｅｎｔｉａａｎｄｃｅｒｅｂｒｏｖａｓｃｕlardiseases，Ｔｈｉｓｎｅｗｓｙｓｔｅｍｗａｓｉｎｔｒｏｄｕｃｅｄｔｏｓｅｐａｒａtｅ

ｆｒｏｍｔｈｅｅｘｉｓｔｉｎｇｓｙｓｔｅｍａｎｄｗｏｕｌｄｃｕｔｔｈｅｉｎｃｒｅａｓｉｎｇｃｏｓｔｓｏｆｍｅｄｉｃａｌｔｒｅａｔｍｅｎｔｓｆｏｒｔｈｅ

ｅｌｄｅｒｌｙａｎｄｉｍｐｒｏｖｅｔｈｅｑｕａｌｉｔｙｏｆｅｌｄｅｒｌｙｃａｒｅ．

－２４５－



HealthcareFinancing

ＩｎＺＯＯ４，ｊａｐａｎｓｐｅｎｔ３Ｚ､１trillionyenonhealthcare，ｏｆｗｈｉｃｈ５０９/bwerecoveredby

insurance(employer309′6,employeeZOq′6),369/bbythegovernment(national２５％,local

11％)，ａｎｄ１４％bythepatientsco-payments，ＩｎｔｈｅｓｅＺ５ｙｅａｒｓ，thegovernment

coveragedecreased５％whilethepatient'scoverageincreased59/6．

ReimbursementMethod

Allprovidersreceivereimbursementthroughapoint-feesystem・Ａｓｉｎｇｌｅｐａｙｍｅｎｔ

ｓｙｓｔｅｍｉｓｓｅｔｂｙｔｈｅｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔｗｈｉｃｈｉｓａｐｐｌｉｅｄｔｏａｌｌｈｅａｌｔｈｉｎｓｕｒａｎｃｅｐｌａｎｓａｎｄｔｏ

ｖｉｒｔｕａIlyallproviderswhichisfee-for-serviceinnature、Ivledicalproceduresand

mediciｎｅｓａｒｅａｓｓｉｇｎｅｄａｎｕｍｂｅｒｏｆｐｏｉｎｔｓ，ｉｎｗｈｉｃｈｏｎｅｐｏｉｎｔｉｓｗｏｒｔｈｌＯｙｅｎ，

Anewcase-mix-basedinclusivepayｍｅｎｔｓｙｓｔｅｍ，ＤｉａｇｎｏｓｔｉｃＰｒｏｃｅｄｕｒｅＣｏｍｂｉｎａｔｉｏｎ

(DPC),forinpatientcarewasintroducedi、２００３.ThissystemiscloselymirrortheDRＧ

ｓｙｓｔｅｍｂｕｔｉｔｉｓａｐｅｒｄｉｅｍｓｙｓｔｅｍ，inspiringshorterhospitalstay、

ＲｅｉｍｂｕｒｓｅｍｅｎｔｉｓｃｏｎｄｕｃｔｅｄｂｙｔｈｅｕｎｉｆｏｒｍｎａｔｉｏｎａｌｆｅｅｓｃｈｅｄｕｌｅｌｅｄｂｙtheCentral

SocialMedicalCouncil(CSMC)anditisrevisedeverytwoyears・ＴｈｅＣＳＭＣｃｏｎｓｉｓｔｓｏｆ３０

ｍｅｍｂｅｒｓ,７fromproviders，７frompayers,６ｆｒｏｍpublicinterestrepresentatives,ａｎｄｌＯ

ｓｐｅｃｉａＩｉｓｔｓＴｈｅＣＳＭＣｄｅｃｉｄｅｓｗｈａｔｔｏｉｎｃｌｕｄｅａｎｄｈｏｗｍｕｃｈｔｏｉｎｃｌｕｄｅｉｎｔｏｔｈｅｆｅｅ

ｓｃｈｅｄｕｌｅ，allocatespointsforeachmedicalproceduresandmateriaIs,ＴｈｅｃｏｕｎｃｉｌａＩｓｏｓｅｔ

ａｒａｔｅｃａｐｔｏｌｉｍiｔｔｈｅｏｖｅrallcostincrease．

HealthcareReform

ＩｎＤｅｃｅｍｂｅｒＺＯＯ５，ｔｈｅ］ａｐａｎｅｓｅｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｎｎｏｕｎｃｅｄｔｈｅ〃ＯｕｔIineofMedicalCare

SystemReform″ｔｏｍａｉｎｔａｉｎｕｎｉｖｅｒｓａｌｈｅａｌｔｈｉｎｓｕｒａｎｃｅｃｏｖｅｒａｇｅａｎｄｔｏｍａｋｅｉｔ
ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅｉｎｔｈｅｆｕｔｕｒｅ，Ｔｈｅｍａｉｎｆｒａｍｅｗｏｒｋｉｓａｓｆｏｌｌｏｗｓ．

・Comprehensiveeffortstocontainmedicalexpenditureincrease

・Establishmentofanewmedicalsysteｍｆｏｒｔｈｅｅｌｄｅｒｌｙ

・Ｒｅｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎａｎｄｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎｏｆexistinginsurersinprefecturalbasis
・Others

TOcontainmedicalexpenditureincrease，ｉｔｉｓｅｍｐｈａｓｉｚｅｄｔｏｐｒｅｖｅｎｔＩｉｆｅ－stylerelated

diseasesandtoshortenhospitalstays、Howevenpreventiveinterventionｗｏｕｌｄlikelyto

increasemedicaIcosts，Ｓｈｏｒｔｅｎｉｎｇｏｆｈｏｓｐｉｔａｌｓｔａｙｍｉｇｈｔｃｏｎｔａｉｎｈｏｓｐｉｔａｌｃｏｓｔｓｂｕｔｉｔ

ｗｏｕｌｄｉncreasecostsoutsidethehospitals

Thesemeasuresｍａｙｂｅｅｆｆｅｃｔｉｖｅｆｏｒｓｈｏｒｔｔｅｒｍ，ｍｉｃｒｏ－ｌｅｖｅｌｐｒｏｂｌｅｍｓｂｕｔｉｔｗｏｕｌｄｎｏｔ

ｓｏＩｖｅｌｏｎｇｔｅｒｍ，macro-levelproblems．

ＣｕｒｒｅｎｔＣｈａｌｌｅｎｇｅｓｉｎＰｒｏｖｉｄｉｎｇＨｅalthcare

Ｈｏｓｐｉｔａｌｓｉｎａｄｖａｎｃｅｄｃｏｕｎｔｒｉｅｓａｒｅｆａｃｉｎｇｔｈｅｓａｍｅｃｈａｌｌｅｎｇｅｓｊｄｅliveringhighquality

carewithhighefficiency,ｗｈｉｌｅｃｏｎｔａｉｎｉｎｇｃｏｓｔｓｉｎｌｉｇｈｔｏｆａｇｅｉｎｇｐｏｐｕｌａｔｉｏｎｓａｎｄｇｒｏｗｉｎｇ

ｄｅｍａｎｄａｎｄadvancesincostlytechnology，Ｔｈｅ］ａｐａｎｅｓｅｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｎｄｈｅａｌｔｈｃａｒｅ

providersaretakingstepstowardｓｔｈｅｓｅｃｈａｌｌｅｎｇｅｓ．

]ａｐａｎｈａｓｉｔｓｏｗｎｐｒｏｂｌｅｍｓａｓｗｅＩｌ、ＴｈｅｓｅｐｒｏｂｌｅｍｓａｒｅｒｅＩａｔｅｄｔotheJapanese

healthcaresystem，itsreimbursementmethod,therelationbetweenhospitalsandclinics，

－２４６－



andtherelationbetweenmedicalschoolhospitalsandnon-medicalschoolhospitalsThe

heaIthcaresysｔｅｍｉｓｏｎｅｏｆｃｏｍｐｌｅｘｓｙｓｔｅｍａｎｄｔｈｅｓeproblemsareinter-relatedeacｈ

ｏｔｈｅｒａｎｄｉｔｉｓｎｏｔｅａｓｙｔｏｎａｉｌｄｏｗｎｏｎｅｓｉｎｇｌｅｃａｕｓａｔｉｖｅｐｒｏｂｌｅｍａｎｄｔｏsolveallthe

problemsatonce､Thereforeitisimportanttoidentifyeachproblemwellandcaｔｅｇｏｒｉｚｅ

ｉｎｔｏｓｕｂｇｒｏｕｐｓａｎｄｔｏｓｔａｒｔｓｏｌｖｉｎｇｔｈｅｐｒｏｂｌｅｍｓｓｔｅｐｂｙｓｔｅｐ．

ＦｉｎａｎｃｉａｌＲｅｓｏｕｒｃｅｓ

Ｔｈｅ］ａｐａｎｅｓｅｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｎｎｏｕｎｃｅｄｔｏｒｅｄｕｃｅｇｒｏｗｉｎｇｎａｔｉｏｎａｌｄｅｂｔｂｙＺＯ１Ｚａｎｄｔｈｅ

ｍａｉｎｔａｒｇｅｔｈａｓｂｅｅｎｈｅａｌｔｈｅｘpenditurewithinsocialsecurity，becauseZ5percentsof

healthinsuranceexpenditureswerefinancedbynationaIgovernmenttaxes，However

recenthistoryshowsthaｔｃｏｓｔｃｕｔｄｏｅｓｎｏｔｈｅｌｐｍａｉｎｔａｉｎｉｎｇadesirablehealthcare

system．］ａｐａｎｉｓｓｐｅｎｄｉｎｇｏｎＩｙ８９/ｂｏｆＧＤＰａｎｄｔｈｅＪａｐａｎＨｏｓｐｉｔａｌAssociationconsiders

thattheexpｅｎｄｉｔｕｒｅｓｈｏｕｌｄｂｅｉｎｃｒｅａｓｅｄｕｐｔｏｔｈｅｌｅｖｅｌｏｆＯＥＣＤａｖｅｒａｇｅ、Ｏｔｈｅｒｗｉｓｅｉｔ

ｗｏｕｌｄｂｅｄｉｆｆｉｃｕｌｔｔｏｅｎｓｕｒｅｈｉｇｈｑｕａｌｉｔｙｈｅａｌｔｈｃａｒe－

ＭｅｄｉｃａｌｃｏｓｔｃontrolisdonebasicallybytheCentｒａｌＳｏｃｉａｌｌｖｌｅｄｉｃａＩＣｏｕｎｃｉｌｔｈｒｏｕｇｈ

ｕｎｉｆｏｒｍｎａｔｉｏｎａｌｆｅｅｓｃｈｅｄｕｌｅｌｔｗａｓｏｎｌｙｉｎＺＯＯ６ｗｈｅｎｔｈｅｒｅｐｒｅｓｅｎｔａtivesfromthe

hospitalassociationsjoinedthemembershipofthecounciLBeforethat,onlymembersof

the］apanMedicalAssociationwereconsiｄｅｒｅｄｔｏｒｅｐｒｅsentingprovidersandpricesettinｇ

ｈａｄｂｅｅｎｉｎｆａｖｏｒｏｆｃｌｉｎｉｃｓ，Ｉｔｉｓｎｏｔｅａｓｙｔｏｓｅｔｐｒｉｃｅｅｑｕａｌｌｙｂｅneficialforbothhospitals

andcliｎｉｃｓｓｉｎｃｅｔｏｔａｌａｍｏｕｎｔｏｆｈｅａｌｔｈｅｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅｉｓｓｅｔｂｙｔｈｅｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ・Ｄｅｓｐｉｔｅｏｆ

ｔｈｅｆａｃｔ,ｔｈｉｎｇｓａｒｅｂｅｔｔｅｒｎｏｗｂｅｃａｕｓｅｔｈｅｈospitalassociationshavechancesｔｏｅｘｐｒｅｓｓ

ｔｈｅｉｒｔｈｏｕｇｈｔｓｔｏｗａｒｄｔｈｅｄｅｃｉｓｉｏｎｍａｋｉｎｇｉｎｔｈｅｃｏｕｎｃｉｌ、Ｈｏｓｐｉｔａｌｓｓｈｏｕｌｄｂｅａｂｌｅｔｏｇｅｔ

ｒｅｖｅｎｕｅｎｏｔｂｙｔｈｅｖｏｌｕｍｅｏｆｔｈｅｓｅｒｖｉｃｅｓｂｕｔｂｙｔｈｅｑｕａｌｉｔｙｏｆｓｅｒｖｉｃｅｓｐｒｏｖｉｄｅｄ．

ＨｕｍａｎＲｅｓｏｕｒｃｅｓ

Ａｔｙｐｉｃａｌｃａｒｅｅｒｆｏｒａｙｏｕｎｇｐｈｙｓｉｃｉａｎｈａｄｌｏｎｇｂｅｅｎａｓｓuchthatfollowinggraduation

fromthemedicalschooI，hejoinedoneofthecIinicaldepartｍｅｎｔｓｏｆｈｉｓｏｗｎｍｅｄｉｃａｌ

ｓｃｈｏｏｌａｎｄｒeceivedbasicpostgraduatemedicaｌｔｒａｉｎｉｎｇｆｏｒｏｎｅｏｒｔｗｏｙｅａｒｓＨｅｗｏｕlｄ

ｔｈｅｎｂｅｓｅｎｔｔｏｏｎｅｏｆｔｈｅａｆｆｉｌiatedhospitalsforfurthertrai、ｉｎｇ，Ｔｈｉｓｄｅｃｉｓｉｏｎｗａｓｕｓｕａｌｌｙ

ｍａｄｅｂｙｃｈｉｅｆｏｆｈｉｓｄｅｐａｒｔｍｅｎｔｒｅｇａｒｄｌｅｓｓｏｆｈｉｓｗｉｓｈＨｅｍｉｇｈｔｒｅｔｕｒｎｔｏｈｉｓｍｅｄｉｃａｌ

ｓｃｈｏｏｌｆｏｒｆｕｒｔｈｅｒｔｒａｉｎｉｎｇｏｒｆｏｒｂａｓｉｃｏｒｃｌｉｎｉｃａｌｒｅｓｅａｒｃｈ，ｏｒｈｅｗｏｕｌｄｒｅｍａｉｎｉｎｔｈｅ

ａｆｆｉｌｉａｔｅｄhospitalormovetotheotheraffiIiatedhospital，Ｈｅｅventuallypassedthe

specialtyboaｒｄｉｎｈｉｓｆｉｅｌｄ，Intheaffiliatedhospitaltheseyoｕｎｇｐｈｙｓｉｃｉａｎｓｍｉｇｈｔｓｔａｙｆｏｒ

ｓｏｍｅｙｅａｒｓａｎｄｍｏｓｔｏｆｔｈｅｍｗｏｕｌｄｌｅａｖｅｔｈｅｈｏｓｐｉｔａｌｔｏｏｐｅｎｔｈｅｉｒｏｗｎｃｌｉｎｉｃｓ・Ｔｈｅ

ｃｈｉｅｆｓｏｆｔｈｅｃｌｉｎｉｃａｌｄｅｐａｒｔｍｅｎｔｓｉｎｔｈｅｍｅｄｉｃａｌｓｃｈｏｏｌｔｈｅｒｅｆｏｒｅｈａｄｇｒｅａｔｐｏｗｅｒ

ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｎｇｈｕｍａｎｒesourcestotheaffiliatedhospita1s、

ＩｎＡｐｒｉｌＺＯＯ４，ｔｗｏｙｅａｒｓｐｏｓｔｇｒａｄｕａｔｅｃｌｉｎｉｃａｌｔｒａｉｎｉｎｇｂｅｃａｍｅｍａｎｄａｔｏｒｙａｎｄｔｈｉｎｇｓ

havechangeddrastically，Ｎｏｗｇｒａｄｕａｔｉｎｇｓｔｕｄｅｎｔｓｃａｎｃｈｏｏｓｅanyhospitalstheywish

throughtheｍａｔｃｈｉｎｇｐｒｏｇｒａｍＭｏｒｅｔｈａｎｈａｌｆｏｆｔhecandidateshavechosen

postgradｕａｔｅｐｒogramsoutsideoftheirmedicaIschｏｏｌｓｌｖｌａｎｙｎｏｎ－ｍｅｄｉｃａｌｓｃｈｏｏＩ

ｈｏｓpitalsarewillingtoparticipateiｎｔｈｉｓｎｅｗｐｒｏｇｒａｍｇｉｖｉｎｇａｃｈａｎｃｅｔｏｉｍｐｒｏｖｅｔｈｅｉｒ

ｔｅａｃｈｉｎｇｓｋｉｌｌｓａｎｄｑｕａｌｉｔｙｏｆｃｌｉｎｉｃａｌｃａｒｅＨｏｗｅｖｅｒｔｈｉｓｃａｕｓｅｄｓｈｏｒｔａｇｅｓｏｆｙｏｕｎｇ

ｐｈｙｓｉｃｉａｎｓｉｎｔｈｅｍｅｄｉｃａｌｓｃｈｏｏｌｓａｎｄｍａＩ－ｄiｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎｏｆｙｏｕｎｇｐｈｙｓｉｃｉａｎｓｗｏｒｋｉｎｇｆｏｒｔｈｅ

ｒｅｇｉｏｎａｌｈｏｓｐｉｔａｌｓ

Ｆｏｌｌｏｗｉｎｇｍａｎｄａｔｏrypostgraduateclinicaltraining，ｔｈｅｍｏｓｔｏｆｙｏｕｎｇｐｈｙｓｉｃｉａｎｓａｒｅ

ｗｉｌｌｉｎｇｔｏｐｕｒｓｕｅｆｕｒｔｈｅｒｔｒａｉｎｉｎｇｉｎｔhespecialfields．］ａｐａｎｐｒｏｖｉｄｅｓａｌｍｏｓｔａｌＩｓｐｅｃｉａｌｔｙ

ｂｏａｒｄｓａｓｎｅｅｄｅｄａｎｄｅａｃｈｂｏａｒｄｈａｓｔhｅｉｒｏｗｎｒｅｇｕｌａｔｉｏｎｓＨｏｗｅｖｅＵｗedonothave

overallregulationsforspecialtytrainingsystemsyet、Ｔｈｉｓｈａｓｂｅｅｎｃａｕｓｉｎｇ
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mal-distributionofphysiciansamongspecialtiesPediatrics，obstetricsandgynecology，

anesthesiology，andemergencymedicineareamongthemostaffectedspecialties

lnternalMedicine，ｇｅｎｅｒａｌｓｕｒｇｅｒｙｍｉｇｈｔｂｅｉｎｃｌｕｄｅｄｉnthisgroupveryshortly・

Ｉｔｉｓｉｍｐｏｒｔａｎｔｔｏｅｓｔａｂｌｉｓｈｓｕｂｓｔａntialspｅｃｉａｌｔｙｔｒａｉｎｉｎｇｓｙｓｔｅｍｓｏａｓｔｏｅｎｓｕｒｅｑｕａｌｉｔｙ
ａｎｄｖｏｌｕｍｅｏｆｔｈｅｔｒａｉｎｅes．

HospitalResources

In〕apan，ａｐａｔｉｅｎｔｃａｎｃｈｏｏｓｅａｎｙｐｒｏｖｉｄｅｒｓａｓｔｈｅｙｗｉｓｈ，ｗｈｅｔｈｅｒｉｔｍｉｇｈｔｂｅａｃｌｉｎｉｃｏｒ

ａｈｏｓｐｉｔａｌＪａｐａｎｅｓｅｆｅｅｓｃｈｅｄｕｌｅｉｓｓｅｔｉｎａｗａｙｃｌｉｎｉｃｓａｒｅｉｎｆａｖｏ旧Howeverhospitals

havemorespeciaｌｉｓｔｓａｎｄｔｈｅｙａｒｅｅｑｕｉｐｐｅｄｗｉｔｈｍｏｒｅｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ・Pointfeesystemis

focusedonproceｄｕｒｅｓａｎｄｍｅｄｉｃｉｎｅｓｂｕｔｉｔｉｓｎｏｔｆｏｃｕｓｅｄonphysician'sclinicalskills・

Postgraduateclinicaltraininghaｓｂｅｅｎｗｅｉｇｈｅｄｍｏｒｅｏｎｔｈｅｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓｔｈａｎｔｈｅｐｒｉｍａｒｙ

ｃａｒｅａｎｄｍｏｓｔｏｆｔｈｅｐｈｙｓｉｃｉａｎｓｗｏｒｋｉｎｇｉｎｔｈｅｃＩｉｎｉｃｓｄｏｎｏｔｈａｖｅｆｕｌｌｔｒａｉｎｉｎｇｉｎｔｈｅ

ｐｒｉmarycaremedicinelikeUnitedKingｄｏｍＴｈｅｒｅｆｏｒｅｍｏｓｔｏｆｔｈｅｈｏｓｐｉｔａＩｓａｒｅｆｏｒｃｅｄｔｏ

ｓｅｅａｌｌｔｈｅｐａｔｉｅｎｔｓｗｈｏｎｅｅｄｔｈｅｐｒｉｍａｒｙｃare，thesecondarycare，andsometimesthe

tertiarycare・Ｔｈｅｈｏｓｐｉｔａｌｓａｒｅｎｏｔｒｉｇｉｄｌｙｃｌａｓｓifiedastheacutecarehospitalsorthe

chroniccarehospitalsyet、Abeautifulflowsystemofthepatientsfromtheacutecare

hospitaI，ｔｏｔｈｅｓｕｂａｃｕｔｅｃａｒｅｈｏｓｐｉｔａｌ，ｔｏｔｈｅｃｈｒｏｎｉｃｃａｒｅｈｏｓｐｉｔａｌ，ｔｏｈｏｍｅｃａｒｅｈａｓｎｏｔ

ｗｅｌｌｂｅｅｎｅｓｔａｂｌishedyet，

Ｕｎｄｅｒｔｈｅｓｅｃｉｒｃｕｍｓｔａｎｃｅｓｔｈｅｐａｔｉｅｎｔｓｔｅｎｄｔｏｖｉｓｉｔａｎｄｋｅｅｐｃｏｍｉｎｇｔｏthehospitals

HealthcareproviderｓｕｓｅｄｔｏｖａＩｕｅｎｏｔｏｎｑｕａｌｉｔｙｏｆｃａｒｅｂｕｔｏｎｔｈｅｖｏｌｕｍｅｓｏｆｃａｒｅ、Most

ofthehospitalsarefilledwiththeseoutpatientsandinｐａｔｉｅｎｔｓｗｈｉｌｅｆａｃｉｎｇｗｉｔｈｓｈｏｒｔａｇｅ

ｏｆｈｕｍａｎｒｅｓｏｕｒｃｅｓ、ＲｅｃｅｎｔｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎｏｆＤＰＣｒｅｉｍｂｕｒsementsystemencourages

hospitalｓｔｏｓｈｏｒｔｅｎｔｈｅａｖｅｒａｇｅｌｅｎｇｔｈｏｆstay・ＩｔｉｓｇｉｖｉｎｇｍｏｒｅｗｏｒｋＩｏａｄｓ，
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第１３国際活動

(2)ＷＨＯ関連事業報告(診療情報管理士教育委員会）

１．第１回改訂運営会議および関連行事

日程：2007年４月１６日（月）～２４日（火）

開催地：東京、小田原

会場：フォーリンプレスセンター、厚生労働省、ヒルトン小田原

詳細：４月１６日（月）

－１ＣＤ改訂運営会議記者会見

会見者：WHO、改訂運営会議委員、厚生労働省、日本病院会（山本修三会長）

－１ＣＤ改訂運営会議関係者との意見交換会

発表：「日本診療録管理学会におけるＩＣＤへの取り組み」（口頭発表）

４月１７日（火）、１８日（水）

－第１回ＩＣＤ改訂運営会議

参加者：WHO、改訂運営会議委員、厚生労働省

オブザーバー：ＩＣＤ専門委員会、日本病院会計34名

内容：改訂過程の概観説明、改訂のためのインターネットプラットフォーム開発

基準、改訂プラン討議、分野別専門部会（TAG）（精神、希な疾病、外因、

内科、新生物）の構成、段階・組織内容、その他の分野の開発・調整、

分類学、オントロジー（形而上学)、ターミノロジー（術語学）の共通課題、

パートナーシップと財源、多言語の開発、作業調整、他との連携など

４月１９日（木）、２０日（金）

－WHO企画実行委員会（非公開）

４月２３日（月）、２４日（火）

－WHOビジネスプラン会議

２WHO-FlC-lFHRO合同委員会/WHO-FlC教育委員会

日程：2007年５月９日（水）～５月１１日（金）

開催地：アメリカワシントンＤＣ

会場：ホリデーイン・ジョージタウン

参加者：WHO、IFHRO、教育委員会委員（８カ国）（日本：厚生労働省、日本病院会）計21名

内容：委任事項確認、国際訓練および認定プログラム（パイロットテスト、名誉トレーナ

ー)、パイロットテストに関するＡHIMA財団との契約更新、韓国における第１回認定

書授与、インターネットによる訓練ツールの開発、新たな死因コーダーの認証プロセ

ス、複合原因コーディングに関する訓練、財源、疾病コーダーおよびトレーナーのた

めの認定プロセス、広報活動（パンフレット作成、ＨＰ掲載など)、FDRＧとの共同事業、

IFHRO大会、2007年WHO-FICネットワーク会議
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３第１５回lFHRO（診療録協会国際連盟）大会および関連行事

日程：2007年５月２６日（士）～３１日（木）

開催地：韓国、ソウル

会場：COEＸコンベンションセンター

詳細：５月２６日（士）

－WHO-FIC-IFHRO合同プロジェクト会議

参加者：WHO-FIC教育委員会、WHO-FIC-IFHRO合同委員会計６名

オブザーバー：約30名

内容：WHO-FICおよびWHO-FIC教育委員会の概要説明、合同事業についての説明

一教育コミュニティー会議

５月２７日（日）

－IFHRO総会

参加者：IFHRO執行委員会５名ナショナルメンバー１６カ国

＊2006年９月より日本診療録管理学会がナショナルメンバー

オブザーバー 約40名

内容：財務報告、執行委員改選、次回2010年大会招致および決定など

５月２８日（月）～３０日（水）

－第15回IFHRO大会

参加者：３７カ国約１０００名

内容：３つの基調講演のほか、19カ国からの参加者による１０１演題の発表

発表：「日本でのＤＰＣシステムにおけるＩＣＤコーディングの問題点」（口頭発表）

「日本における診療情報管理士教育とＩＣＤ改訂・普及支援」（口頭発表）

５月３１日（木）

－病院視察

日時：５月３１日（木）

訪問先：セブランス病院（延世（ヨンセ）大学附属病院）

４ＮＣＣＨ（オーストラリア国際保健分類センター）大会２００７年講演

オーストラリア、ブリスベン、シドニー調査・視察調査

日程：2007年７月２５日（水）～８月３日（金）

開催地：オーストラリア、ブリスベンおよびシドニー

会場：ブリスベン・ヒルトン

詳細：７月２５日（水）

－コーディングワークショップ

参加者：約120名

７月２６日（木）、２７日（金）

－NCCＨカンファレンス

参加者：約280名

内容：８セッション、２３演題の発表
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発表：「日本でのコーディングについて」（口頭発表）

７月３０日（月）、３１日（火）

－ブリスベン調査・視察

●クイーンズランド科学技術大学

●ＮＣＣＨブリスベン

●ロイヤル・ブリスベン婦人病院診療情報サービス部

●ウィーズリー私立病院診療情報サービス室

●プリンセス・アレキサンドラ病院診療情報管理サービス部

８月１日（水）～３日（金）

－シドニー調査・視察

●シドニー大学

●NCCＨシドニー

●ロイヤル・プリンス・アルフレッド病院診療情報部

●ＨIMM（オーストラリア診療情報管理協会）

●リバプール病院臨床情報部

５第２回WHO-FlCアジア・バシフイツクネットワーク会議

日程：2007年９月１０日（月）、１１日（火）

開催地：京都

会場：ぱるるプラザ京都

参加者：１３カ国、１日目39名、２日目39名

内容：WHO-FIC普及委員会のもと、アジア・太平洋地域（WPRqSEARO）WHO-FIC普及委員会のもと、アジア・太平洋地域（WPRO、SEARO）へＩＣＤの普及を目的

とする。今回の会議の場で、ＩＣＦもアジェンダに加えられた。

現状分析、ケーススタディーに基づく意見交換、目標設定と評価のあり方、人材、財

源、今後の活動方針などが話し合われた。死因、疾病および障害、保健情報の３分野

について、ワーキンググループが立ち上げられた。事務局は引き続き日本病院会が担

当する。

６WHO-FlCネットワーク会議２００７トリエステ

日程：１０月２８日（日）～11月３日（士）

開催地：イタリア、トリエステ

会場：スタジオ・マリッティマ

参加者：４０カ国、159名

内容：ICD11改訂、インフォメーションパラドックスの問題、普及データベースの構築、コー

ダー・トレーナーのパイロットテストと国際認定、ＩＣＦ活用マニュアル、ICF-CY、ＩＣＦ

（2007年版）の開発、東洋医学分類（関連分類として認定）など

発表：「日本における死亡診断書の記載の正確』性について退院時要約との比較」（口頭発表）

「現況調査から見た診療情報管理士教育の方向性」（ポスター別紙）

「日本の教育者養成コースについて」（口頭発表）
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７．WHO-FlC教育委員会およびWHO-FlC-lFHRO合同事業電話会議

日時：2007年12月６日（木）１７：O0PM～（日本時間12月７日

2008年２月２６日（火）１７：０OPM～（日本時間２月２７日

参加者：WHO-FIC教育委員ほか

（金）７：００AM～）

（水）７：００AM～）

添付：WHO-FICネットワーク会議2007トリエステ発表ポスター

･ＤｉｒｅｃｔｉｏｎｆｏｒＨＩＭｓＴｒａｉｎｉｎｇ：Ｂａｓｅｄｏｎｔｈｅｒｅｓｕｌｔｓｏｆｔｈｅｃｕｒｒｅｎｔｓｉｔｕａｔｉｏｎｓｕｒｖｅｙ

以上
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ＳＵＭＭＡＲＹＯＦＹＥＡＲｚ：

ＭＡＪＯＲＡＣＴＩＶＩＴＩＥＳＯＦＷＨＯＪＨＡＣＯＬＬＡＢＯＲＡＴＩＯＮＯＮＷＨＯＦＩＣ

１Theactivitiesmthisprojecthavetwomainfbci：

①
⑪

:consistingupdateandrevisionofthelCD;annualupdateproccssMlyautomated;maiorlCDrevisionstarted】Ｔ【

Dlement2tionofICD:specificallyevaluationofICDimplcmcntatlon;coUaboratlonwithstakeholders；devclopmentofeducational
上hcirdissemination-globalimplcmcntatlonsupport,mparticularactlvluesofAsiaPacificNctworkhasbccnmatcrialsonthcICDandthcirdissemination-globalimplcmcntatlonsupport，

●

supported．

ｌ
ｍ
ｍ
ｍ
ｌ

IＭＰＲＯＶＥＭＥＮＴＯＦＩＣＤ

devclopmgandrunningWHOIntcrnetSiteonlCDUpdateandRevisionPlatfbrm-wcbsitehasbecndevclopedwithpropcrtools；ａ、

firstmcctlngsofRevisionStccringGrouphavcbeenorganized．

b，organizmgworkinggroupstomakesystemaucrevlewsofcertaintopicalareas,holdingexpcrtgroupmcctmgsonlmprovingthc
classificationandorganizingothereventscongruentwiththeseobjectives-TopicAdvisoryGroupson:MentalHealth,Injury＆Extcmal
Causes,RareDiseases,andOncologyhavebeenfbrmedPreparauonsfbrInternalMedicineTAGareunderway．

IＭＰＬＥＭＥＮＴＡＴＩＯＮＯＦＩＣＤ

ＡｎＡｓｉａＰａｃｉｆｉｃＮｃｔｗｏｒｋｏｆＷＨＯＦＩＣＣｏUaboratingCentrcswasinitiatcdandaspecificmcctingofthcsecountrleswcrehcldin
KyotoasweUasintheAnnualWHOFICNctworkMeetingwithapurposeofexchangeoftcchmcalmfbrmation,suchascoding
practlcesandtrainingactlvltlcs．

Ｃ、

ＷＨＯＡＮＤＪＨＡＣＯＬＬＡＢＯＲＡＴＩＯＮ



ListofachievedWHO-JHA
Comaborativeactivities

Ｙｅａｒ２

2007-2008

1.ImprovementofICD

1.1.1CompnationofproposalsonannualｕｐｄａｔｃｓｆｂｒＩＣＤ・TheseproposalswercallrcccivedbythcWEBplatfbrmbuntand
proccsscdmastandardworkUow・ThcannualmectingapprovcdXXupdaｔｅｓｔｏｌＣＤ．

lCDUpdaLteandRevisionP1atfbrm

1.1.2.Sta虻cddevclopmcntoflCD-11platfbrm､ThisplatfOrmisdcsigncdtocombmcdlffercntnationalmodlficationsand
spccialtyadaptauonssothatastandardcomparablcmechanismcouldservctobuildthclCD-11．

■

lCDUpdateandRevisionMeeting 1.2RevislonStceringGroupAnnualMeetings：

aFoUowuptothcPrcssConfercnceonICDRcvislon(AprUl6,2007Tokyo)withvariousPrcssagcnclcs．
b・FoUowuptothcMcctingwithJapancseMedicalSocictyRcprcscntativcs(Aprill6,2007,Tokyo）
c・RSGTcchnlcalmcctingwashcldmOdawaral6-18April200７－Mcctingrcportproduccdandrcgulartclcconfercnccs
organizcd／
dRSGmecungandpresentauonstotheWHOFICAnnualMcctinginTricste,Z80ctobcr‐３Novcmber2007国

、
①

2.ImplementationoflCD

AsiaPaciHcNetworkMeeting Z1AnnualMcctinghcldinKyoto,l0andllthScptcmbcr2007,additionalmcctinghcldmTricstc

ICDImplementationDatabase 2.2AdatabascoflCDimplcmentationhasbccnbunttobemadeavzlilableonline・Thisdatabascwillalsostmtifydifferent

levelsofncedandsupportfbrcachcountry,andlinkitwithmonitormgthcactivitiesofthcAsiaPacifIcNctwork
questlonnalrc．

SupporMbrEducationalAclivities ２．３０nlinclCDEducatiOnalTool:ＷＨＯhasbcendevclopmgastandardwcbbascdcurriculumtomakcthcICDtraining
morcstandardandavailablctolntcrestedparticsForthlspurpose,acoUcctionofcducationalmatcrialsfrorndiffercnt
coUaboratingccntrcswasdonctoscrvcfbranonlinctralningcourSc．

ＷＨＯＡＮＤＪＨＡＣＯＬＬＡＢＯＲＡＴＩＯＮ



ListofplannedWHO-JHA
CoUaborativeactivities

Year３ Furtller

2008-2009 Z009onwards

1.InlprovementofICD

lＣＤＵｐｄａｔｅａｎｄＲｅｖＭｏｎＰ１ａｔｆｂｒｍ 1.1.1CompUationofproposalsfbrlCD
updateandrcvisionbasedonevidence

1.1.2improvedWebbascdtooling
cnvironmcntmcluding

1.1.1CreationofICD-ZZDmだ

1.1.2TestingofIZD-ZZDrmT

1.1.3Creationoflinkagcstostandardizcd

tcrminologics

1.2RevisionStceringGroupAnnual
Mectings-2008AnnualMcctingisplanncd
mGcncva,SwitzerlandmAprilandinNew
Dclhl,IndiamOctober．

１．２RcvlsionStceringGroupAnnualMeetingslCDUpdateandRevisionMeeting

2.ImplementationoflCD’
四
ｍ
「
Ｉ

Ａｓｉａ PacificNetworkMeeting 2.1AnnualMeetingplannedfbrOctober
2008,inlndla．

2.1AnnualMccting(s)ofAsiaPaclfIcNctwork

2.2ICDImplcmcntationDatabascwillbc
madconllne,itwillhaveenhanceduscr

inter血cefOroutput

2.2.In-depthasscssmcntoflmplementauon

andidcntificationofbcst-pmctlccguidclincs

lCDImplementationDatabase

SupportfbrEducationalActMties ２．３０nlinelCDEducationalToolwmbe

madcavailablebymid2008．
2.3ContinuousQualityImprovcmentand
Evaluation

ＷＨＯＡＮＤ JＨＡＣＯＬＬＡＢＯＲＡＴＩＯＮ



ListofplannedWHOJHA
Comaborativeactivities

Ｙｅａｒ２

ＣＯSＴＳ
●

Ｆ〕mlanalions2007-2008

1.ImprovementoflCD ﾉﾘＭフルα"‘〃z｣、D〃ｏ/功０１(、

AddfUnctionalitytotheupdateandrcvisionplatfOrm,asgroupconccpts，
dcfinitions,andprcparcfOrimportofcxistingstructurcdcontcnt・
Orgamzcworkgroupsinfrastructurcandinput

1.1.compUationofcvidcnccandimprove
C

toollngenvlronmcnt

lCDUpdateandRevisionP1atfbrm 譲灘靭鰯
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ｔ
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1.2RcvisionStccringGroupMccting，
Tricstc/Gcncva2008

lＣＤＵｐｄａｔｅａｎｄＲｅｖＭｏｎＭｅｅｔｉｎｇ

灘Ｗ`‘んα此"ヅICD”伽`""“";の比ZwzzJim"』`ｲﾉﾉﾙJjtzf`６０肱,J７．，，M１，"`"/q／
議蕊ｅ血”幼"α/”□ん、コム｡刀妨ＦＩＣＤα"ｄ幼ＢｊＭｉＪＪ”〃α幼〃

2.ImplementationoflCD

2.1.AnnualMcctingconductcdinKyoto,l0

andllthScptcmbcr2007;１３countrles
●

CountriesParticipatmg:PAIDbyJHAgrant:Indoncsia,India,Laos，

Cambodia,RepublicofSouthKorca,Malaysia,PapuaNcwGumcaand
Victnam,MongoliajOTHERS:AustraliaJapan,Singaporc,ThaHand

AsiaPacifHcNetworkMeeting 鋤IXX）

四
ｍ
ｍ

2.2establishrncntofthedatabasc,onllne

qucsUonnalrc

蕊0109:iiAddmigmtedcontenttothcdatabaseandpilotthcstmcmrc,putwcb
議蕊蕊蕊bascdquestionnairconlinc,andbasicdataprcscntation

lCDImplementationDatabase

蕊蕊議蕊護鯉鱗Coordinationofrevicwcrsfbrtrainmgmaterials,lmkagctotrammgaod
蕊蕊蕊蕊露蕊蕊蕊蕊護蕊鍵蕊露certificationprogram

蕊蕊蕊溌蕊９０蝋ＳｕｂＴｏｔａｌ

SupportfbrEducationalActMties 2.3TrainmgandccrtifIcation

3蕊CIGiO蕊ＷＨＯPro亜ammeSuDDortCost

300,OOOOveraUTotal
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ListofplamedWHO-JHA
Comaborativeactivities

Ｙｅａｒ３

ＣＯSＴＳ2008-2009 Ｈｘｎｌａｎ２ｄｉＯｎｓ
●

1.ImDrovementofICD 2MＭJ/Fα〃〃z』fl7D〃ｏ/坊８１℃，

lCDUpdateandRevisionP1atfbrm L1CompnationofcvidencewithmtheICD-

10Plusplatfbrm

鰯卿帥 WOrkinggroupslnputthcrcsultsofsystcmatlcrcvicwsof
certalntopicalareasthatarebasedoncompnationsof
submissionsandsuggesuons・Holdingexpertgroupmeetings
onmprovingtheclassiHcationandorganlzmgotherevents
congrucntwiththescobjcctivcs,FUrtherstimulatesubmission
ofproposals;furtherdevelopingplatfbrmstructure

ICDUpdateandRevisionMeeting １.ZRcvisionStccringGroupAnnualMccting 鰯頚9０

2.ImplementationofICD `"如物"q/JCD”〃`"jtzZ7D〃`MhZ,01〃助"2J』/z'Ｍｚだ`ｂＭ７Ｊｙ

士zﾉＭＩＤ"〃q/MwzJ伽α/",α""/ＭｊＭ〔、α"川`か
z/XjJ””α的〃

■
、
①

AsiaPaciflcNetworkMeeting 2.1AnnualMcctlngplanncdSeptcrnbcr２００８ ContinueworkondevclopmganAsiaPacificNctwork:agree
ontelEmsofreference,ｓｅｔｕｐａｗｏｒｋｐｌａｎ;ｍvolvementof
additionalcountrics;implcmcntauonassessmcntandsetupa
web-basedplatfbrmfbrcommunicationamongthemembers．

麺;000

lCDImplEmentationDatabase 2.2MakcdatabasefUllyonline,stratificationof
difhcntlcvclsofnccdandsupportfbrcach
country,andljnkitwithmonitoringthc
actjvitlesofthcAsiaPacificNctwolEk，

advanccdprcscntationfeatures．

蕊頚鯉 Respondentsofquesuonnaires,onlineandofflinehave
generatedsumcientmfbrmauon-Moresophisticateddata
fiontendwillaUowselectionofspeciEcstrata,topicsand
countrles．

SupportfbrEducationalActMties ２．３０nlincICDEducationalTool 製鰯鯉籔pUottcsting,rcviewgroup

蕊醗鯉川};ｊｌＤＳｕｂＴｏｔａｌ

鰯､卿lillijlIWHOProgrammeSupportCost

300,OOOOveraUTotal
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ListofplannedWHO-JHA
Comaborativeactivities

Ｙｃａｒ４ａｎｄｌａｔｅｒ

;ｉＣＯＳＴＳ議鱗蝋Z009onwards ExD1anations

1.ImprovementoflCD 蕊繊蕊：蕊灘蕊蕊!〃Ｍｚ/Ｍ"’７，F別物〃０/幼eICD
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lCDUpdateandRevisionP1atfbrm 1.1.1Cre2tionofIZD-ZIDrZmT

1.1.2TcstingofJCD-ZIDrmT

1・L3Crcatlonofljnkagcstostandardizcd
tcrminologies

１．２RcvisionStceringGroupMectingICDUpdateandRevisionMeeting
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2.1AnnualMcctingsofAsiaPacificNctｗｏｒｋＡｓｉａＰａｃｉＨｃＮｅｔｗｏｒｋＭｅｅＵｎｇ

2.2.In-dcpthassessmcntofimplcmcntation

andidentificationofbcst-pmctlccguidcljncs
C

ICDImplementatlonassessment
■

2.3ContinuousQualitylmprovcmcntand
Evaluatio、

SupportfbrEducationalActivitie８

300,OOOOveraUTotal
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1．UpdateandRevisionprocessfbrHCD

WHOHeadquartershasgencmtcdastructurclnconsultationwithtlleWHOMemberStatcsandmultiPlcnon-
govemmcntalorganlzatlonsandscientificcommunityolEganlzatlonsｔｏｅｎｓｕｒｅｔｈａｔｔｈｅＩＣＤｒｃｖｉｓｉｏｎｉｓｂｒoadly
rcsponslvctotl1cmanydifferentaspectsofhealthcarc・ＴｈｃｗｏｒｋｗｉＵｂｅｍａｉｎｌｙｏｒｇａnizedbythcRevision
SteenngGroup,theTopicalAdvisoryGroupsandtlIeWorkgroupsasshownm丘gureanddescribedbclow・
JHASupportwillbeuscdfbrthcannualrncctingsofthcRcvisionSteejingGroup．

WHOannouncedthestartoftl1crevisionprocessl6April2007withaprcssconfとrenceandalcttcrofits
DirectorGeneraltotheMcmberStatcs.Ａsareactlontothepressconference,nationalandmtemationalmcdia
madcmtcrvlcws,gavcrcports,asＡＭＣＣ,NikkciMcdicaLMCNIntcmational,ChannclNcwsAsia,Radio
SmgaporclntcmationalJHA､Ncws,VoiccofAmcrica,JIHOInc.,ＳＨＫＡＩＨＯＫＥＮＳＨＵＮＰＯ,Healtll＆
WelfbueeStatisticsAssociation,RadioCanada,DcrPsychiater,ＷＨＯBulletin・Thcnumberofusersonthe
revisionplatfOrmmcreasedfiEom70toaround400.Severalp1Boposalsfbrrevisionandoffersfbrpartlclpatlon
wcrercceived．

InthecontextofthePrcssConfercnＣｅ,thcRSGandWHOmctwithrcprcscntativeofthcJapanesemedical
scientificsocictiesDとJakobandDrShutoopcncdtlnismcctingwithaMcfaddrcsstothcrclcvanceofthe
collabomtion・DrMurayamaandD亡Fujiwaraundel:lincdthcとclevanccofthcnewclassiBcationinthccontcxt
oftl1cJapancschcalthsystem,Ｔｈｅ亡eprescntatlvesofthcmdividualMcdicalScicntiBcSocicticsmtroduced
thcmsc]vcsandthe並possiblcHcldofcontribution・InconjunctionwiththcofHcialopening,thcRSGmetwith
rcprcscntatlvcsoftheJapancscMmstryofHcalth,LabourandWclfbLrcandallMcdicalScicntiHcSocicties・
Ficldsofcollabomtionwerccxplo正cdmmdividuakhscussionsandtllcJapancsccnthusiasticcXp正cssionof
lntcrcstmthcrcvisionwasmuchapprcciatcdbythcRSGThc血pancsemcdicalscicntiHcsocieticswillselcct
appropmtcmembe亡sthatdealwithcontentanｄarcproEcicntmEnglishThcsc正p亡cscntativcswilldigestthc
nationalmputandfOrwzuBdthercsultstothcdiffercntTAGandworkinggmups,asappropriatc・ＴｈｅＥＸｐｃｒｔ
ＣｏｍｍｌｔｔｃｅｏｎＩＣＤ,undcrtheStatisticalDjvisionofthcSociallnsuranceCouncnwiucoordinatcthescactivitics、

ConBrmationwasglvcntothcsupportofthcnewTAGfbrmtemalmedicmctllatischairedbyDrKentaro
Sugano・WHOSccrctanatandthcmembcrsoftheRSGcxpressedthcirappreciationofthcva1uablcsupportby
thcJapancscMinistryofHcalth,LabourandWclfhuEcandtllcJapancscHospitalAssociation．

ThcHrstmectmgofaRcvisionStceringGroupORSG)toovc亡scctllcrcvisiontookplacemJapan丘oml6to
l8AplEil2007・ＴＴ１ｅｃｏｍｍｉｔｔｅｅｉｓｃｈａｉｒｅｄｂｙＤｒＣｈｒｉstopherChuteandmcludesmcmbersoｆｔｌｌｅＷＨＯＦＩＣ
Ｎｅｔｗｏｒｋ,chairsofTopicAdvisoryGroupsandＷＨＯ・ThcRevisionSteeringGrouphasbeeｎｅｓｔａＭｓｈｅｄａｓａn
ovcrsightmcchanism,astllep1anning,andstcenngauthontymtherevisionprocessEachmainazeaofrevision
willbewodKedthroughaTopicAdvisoryGroup,andmultipleworkgmups(reportattachcd)．

DifICrentTopicAdvisoryGroups（rAGs)dealwithdiffercntaspcctsofICDastlncHcldsofrncdicmcand
he21thcarc．

ATAGfbrmcntalhealthhasbecnconvcnedundcrthcauspiccsofdlcWHODepartmentofMcntalHealth，
andSubstanccAbusc,hasstartcdworkAspecialhighliglltisthcagrccdahgnmcntbetwcenICDandDSMIV．

ＯＲＰＨＡＮＥＴ,andaEuropcanTaskfbrccfbrRarediseascsthatarcfUndedbythcEuropcanCommission,and
theFrenchGovernment，fbrmtheTAGfOrRareDiseases・Couaborationwitlltl1cUSNIHwillprovidc
additionalresources,andmput・Ｔｈｃｇｍｕｐｈａｓｃｏｍｐｕｅｄａｄａｔａｂａｓｅof7000phcnotypcsofrarcdiscases・Ｔhc
workofthisgroupwillmcludcthelCDchapterfbrmalfbrmatlons,geneticdiseases,andmalfbrmatlons．

n1eTAGfOrinjuriesandcxternalcauscswillthoroughly亡cvisctheanatomyaxlso正the“mtcnt,,ａｎｄ
"mechanism,,ofaccidentoftherelevantchaptcrｓｏｆｌＣＤ・ＣａｔｅｇｏｒｉｃｓｏｆｌＣＤ１１ｈａｖｅｔｏｂｃｍｌｉｎｅwiththc
lCECI（InternationalClassiBcationofExtcrnalcauscsofIniurics)，ＡＴＣ（drugs)，andPatientSafety
ClassⅢcation(undcZdcvclopmcnO・Thcgroupisbcmgfbrmed;jEesourccshavctobeidentiBcd．

ＷＨＯＡＮＤＪＨＡＣＯＬＬＡＢＯＲＡＴＩＯＮ
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ＴｈｃＡＰｍｃｅｔｍｇｉｎ町otofbcusedonstratcgesandactivitiesoftheAsiaPac過cnetwolkAnalysisoftlle
currcntsituationmhealthmfbrmationmtheｒｅｇｍｎｗａｓｆｂＵｏｗｅｄｂｙａｓｓｃｓｓｍｅｎｔｏｆｉmplementatlonstrategﾕcs
andfhndingapp1Boaches．

ThcAsiaPaciHcNctwork(APN)aimsatlmprovinghealthmfbrmationhoughconsistentimplcmentation
ｏｆｔｈｃＩＣＤ，ａｎｄｏｔｈｅｒｍｃｍｂｃｒｓｏｆｔｈｃＷＨＯ－ＦＩＣＡｐｐroachesfbrimplcmcntationhavctotakcmtoaccount
nationaldifferenccsofstagcofimplemcntatlonandmfiEastructurcFourworkinggroupsｏｆｔｈｅＡＰＮｗｉllcover
fburtopics：Lmortahty,zmorbidityandfUnctioning,３．healthmfbrmationsystcms；anadditionalgroupwill
speciHcallydealwithissuesarisingfromthesmallandscatteredstructuresmthePaciHcrcgion．

lmprovinghcalthmfbrmationwillaffectallstepsofthcmfOrmationchain,asdiagnosing,reporting,coding
andevaluation・Standardizationofallstcpsallowsdcvclopmentofrclevanttralnlngmaterials、AUactorsmthc
mfblEmationchainhaｖｅｔｏｂｅｔｍｉｎｅｄｆＯｒｔｈｅｉｒｔａｓｋ，mdependentlyfromtheirpmfessionalbackgmundFor
cxample,Codingphysiciansncedcodingtramng

Stepsarestandardizedmmortalitymfbrmation､Though,thcreisalackofcodingexperlencc・ThcWHO-
FICNetwo亡kmcoUabomtionwithlFHROhaslustcompilcdappropnatcmtcmationalmatemlsandcurricula
fbrtraining．

Nostandardscxist,ａｐａｒｔｌＣＤ,mmorbiditymfbm1ation,ａｓｓｈｏｗｎｍｔｌｌｅＳＥＡＲＯｗｏｌｋｓｈｏｐｏｎｃｏding,in
prcsentationsfromlndonesia,Thailand,PakistanandJapan,andmtllcsessionsofd1cworkinggmups・
Morbidityrcportinghastobestandardizedandimprovcd・ThisisthcbasisfbrmtcmationaUycomparabledata
anddevclopmentofmtcmationaltrainingfOrreportlng，mmorbidity・Compambledata，andcouection
mcthodologicswouldthcnallowcreationofastandarddataauditmctllodology・Existingsystcmsaredesigned
fbrmdividualnationalmfb1EmationSystems．

Sustainablcimplcmcntatlonandhcalthmfb1Emationsystemsrequlreactlvccommitmcntoftl1egovernmcnt
ofacountry、ExtcmalinitiativcswiUa]ｗａｙｓｎｃｅｄｏｗｎｆｍｄｉｎｇｆｂｒｄｃｌｊｖｃｒｙｏｆassistance、Organizationswith
activitiesmthisncldofhcaltllfbcusonfUndingmdividualproiectsOikcDFIDandAusAID),catalyzmghcalth
mfbnnationsystemsatcountrylcvcl旧ＭＮ),orhavccxpcncncemprovisionoffUndsandtrainingOICA)．

TheAPNwmcxplorcthescsourccsfbrfundingandtrainingfbrthcirsuitabⅢｔｙｔｏｔｈｅａｃｔｉｖｉｔｉｃｓｏｆｔｈｅ
ＨＭＮ,madditiontodirectfmdingfromWHO．

ThcWHO-EUROisconside1ingfbuowingtlleexamplcoftheRegionalNetworktoimprovctlne
hplemcntatlonoflCDmEuropeancountncs．

Att2Lchtnents

・RcportoftheHrstmcetingoftheRevisionStecringGroup

・ReportofthcWHO-FICNctworkAnnualMccting2007mTricste
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第Ⅲ広報

１．曰本病院会ニュースの発行く主な記事・寄稿〉

〈号数〉〈発行曰〉

753号４月１０曰

１）山本会長２期目の舵取り（役員改選）〃病院医療の再生〃掲げ新副会長に宮崎忠、堺

の両氏新常任理事８人、新理事28人

２）中山名誉会長が逝去四病協結成に尽力

３）役員退任に際して（寄稿）

４）「人間ドック健診情報管理指導士」の養成を開始日病とドック学会共同で

754号４月25曰

１）勤務医の過重労働実態判明地域医療委が勤務医関連調査約７割が週48時間超医師不

足の主因に挙げる病院管理者の９害'１が不足感離職後の医師補充困難に

開業予備群４割に

２）ＩＣＤ－ｌｌへの改訂事業開始（WHO-FIC）日本で第１回ＩＣＤ改訂運営会議開く

３）改正医療法が施行（厚労省が公示、通知）新しい医療計画導入を「疾患別医療連携」

の構築へ

４）医療構造改革で都道府県会議（厚労省）急性期は入院、専門外来のみに医療政策の方

向を説明今後の医療政策の検討の方向性（概要）

５）＜社会的共通資本としての医療－６＞（宇沢弘文氏・連載）「６、社会的共通資本とし

ての医療制度」

755号５月１０曰

ｌ）第57回日本病院学会開催迫る「医療と社会の豊かな共生と新たな創造」テーマに６月

１４～１５日、茨城県つくば市で藤原秀臣学会長の下、519題発表

２）日病協新議長に鮫島日精協会長医療費拡大と財源確保主張へ副議長は山本日病会長

地域医療崩壊の阻止を医療政策提言も視野統一要望６月上旬に

３）＜社会的共通資本としての医療－７＞（宇沢弘文氏・連載）「７、最適な国民医療費と

は何か」

756号５月25曰

１）勤務医不足問題国政に訴える（公明党が日病にヒアリング）医師総数を増やせ入院医

療重視に報酬転換も

２）国民医療を守る全国大会（国民医療推進協議会）関係者多数集結、６項目を決議

３）１９年度事業計画･予算を承認認定個人情報保護団体の事業等

４）第33回日本診療録管理学会学術大会〃患者本位の医療と診療録管理における国際協力〃

テーマに９月１３．１４日、京都で開催参加者・一般演題を募集

５）721名に認定証を授与（診療情報管理課程通信教育）

－２６４－



６）河野稔元副会長が逝去政治連盟等に尽力

７）＜社会的共通資本としての医療－８＞（宇沢弘文氏・連載）「８，市場原理主義が世界

を滅ぼしつつある」

757号

１）

２）

３）

６月１０曰

｢日本病院会活動基本方針」決まる「病院医療の再生と質の向上」（山本会長）

副会長の所信

医療費抑制政策の転換求める日病協が20年度改定項目を要望

758号６月25曰

１）第57回日本病院学会盛会に茨城・つくば市、延べ5,000人余「医療と社会の豊かな共生

と新たな創造」テーマに演題519題と多彩なプログラム

２）国際モダンホスピタルシヨウ20077月１１～１３日、東京ピッグサイトで「健康増進で築

く豊かな医療と福祉新しい地域ケアの姿をめざして」テーマに

３）＜社会的共通資本としての医療－９＞（宇沢弘文氏・連載）「９、イギリスのナショナ

ル・ヘルス・サービス」

４）中山耕作先生のご逝去を偲んで（寄稿・大道学顧問、堺常雄副会長）

759号

１）

７月１０曰

第48回人間ドック学会学術大会開催へ（中村治雄大会長が抱負）ドック従事者のレベル

アップへ８月３０．３１日、東京・日本橋で脳から足先まで血管の病気集中講義

く主潮＞「｢医療機能情報提供制度」の影響と活用」（大井禾Ｉ夫副会長）

｢第57回日本病院学会を開催して」（藤原秀臣学会長）

｢医療費の拡大」不可欠（四病協が診療報酬改定に向けて声明）

緊急医師派遣の実施へ（厚労省が中央会議で説明）派遣の枠組み決める２次医療圏の

中核病院に

医療機能強化型老健を創設（厚労省・委員会提言）夜間や看取りに対応転換促進には

追加支援措置

２）

３）

４）

５）

６）

760号

１）

７月２５曰

医療制度下の病院の役割示す（山本会長・国際モダンホスピタルシヨウ2007で講演）患

者・地域中心の連携を構築福祉目的税で公的医療費拡大求める

国際モダンホスピタルショウ2007盛会に内外368社、77,600人が来場

｢故中山先生お別れの会」多数の参加者でしめやかに

７対１看護の届出状況を報告（厚労省が中医協に、本年５月現在）814病院、１８万床に看

護職員の採用数も報告

社会医療法人等移行に非課税を（四病協が緊急要望）診療報酬に係る消費税の原貝Ｉ課税

等

く社会的共通資本としての医療－１０＞（宇沢弘文氏・連載）「10、日本の医療制度一そ

１
１
１

２
３
４

５）

６）

－２６５－



の１」

761号Ｓ月１０曰

１）規制改革推進３か年計画を集中議論（常任理事会）役員にアンケートもオンライン請

求化・医療費問題など

２）＜主潮＞「我国の診療報酬の変遷（上)」（池澤康郎副会長）

３）＜次期診療報酬改定に向けて＞（寄稿）「平成20年度診療報酬改定に向けて」（石井暎禧

中医協委員)、「低医療費政策からの脱却を－次期診療報酬改定への期待」（齊藤壽－日病協

診療報酬実務者会議委員長）

４）１９年度病院長・幹部職員セミナーの模様

５）第33回日本診療録管理学会学術大会９月１３～１４日、京都市で「患者本位の医療と診療

録管理における国際協力」テーマに200題の一般演題を発表

７）＜社会的共通資本としての医療-11＞（宇沢弘文氏・連載）「11、日本の医療制度~そ

の２」

762号

１）

９月１０曰

規制改革３か年計画への認識判明（常任理事会のアンケート調査）結果基に提言めざす

医師配置標準撤廃など公・私で差も

く次期診療報酬改定に向けて＞「診療報酬20年改定に臨む」（寄稿・邉見公雄中医協委員）

＜主潮＞「我国の診療報酬の変遷（下)」（池澤康郎副会長）

第48回日本人間ドック学会学術大会開く関係者多数が参加盛大に

く社会的共通資本としての医療-12＞（宇沢弘文氏・連載）「12、診療報酬点数表の問

題点」

医師養成機関〃MS〃の検討へ（四病協）都の設置構想契機に
１
１
１
１

２
３
４
５

６）

763号

１）

９月25曰

第33回日本診療録管理学会学術大会を開く京都に2,151人管理士の役割探る患者本

位の医療、国際化など要請

第２回アジア・パシフイックネットワーク会議京都に13カ国．３９人集うアジア圏に

IＣＤ普及めざす日本での受入れ教育検討へ

日病本部と支部の交流活動茨城県支部総会でシンポ開く

く主潮＞「勤務医不足対策について」（村上信乃副会長）

高齢者医療診療報酬の骨子案評価すべき項目列挙（社保審特別部会）

２）

Ｊ
１
１

３
４
５

764号１０月１０曰

１）病院収支の悪化傾向、改定前にも（17年度会員決算、１５年度と比較）黒字割合2.3ポイン

ト減の４割私的は9.2ポイント減の約５割に

２）３６名に認定証（病院経営管理者養成課程通信教育）通算536名

３）＜主潮＞「現実的でない看護必要度の導入－７対１看護の算定要件について」（佐藤眞杉副

－２６６－



会長）

4）診療報酬改定の議論開始（社保審・医療保険両部会）１１月に基本方針策定高齢者医療

の診療報酬も議論

５）点数評価の方向討議（中医協・診療報酬基本問題小委）７対１入院料に看護必要度を導

入小児と産科医療は重点評価

765号

ｌ）

１０月25曰

"病院医療の崩壊〃データで浮き彫り（日病協が現況調査）経営悪化と医師不足など

年度改定で複合的な悪循環公的医療費の枠拡大が不可欠収支増減、二極化も

20年度改定の要望（日病協）

＜主潮＞「防ごう地域医療の崩壊を」（宮崎忠昭副会長）

入院医療の質向上へ四病協が厚労省等に提案

中医協の関連

①18年度改定の検証結果報告地域パス、医療安全等特別調査８項目を集計

②高齢者医療も議論開始入院診療報酬の評価の方向

③処方せん様式変更等医療安全、心の問題等も議論

1８

１
１
１
Ｊ

２
３
４
５

766号

１）

１１月１０曰

患者の病院選び、かかりつけ重視（民間病院部会）意’恩決定項目を調査医師の助言、

受療経験、評判に重き

看護師の入退職状況調査まとむ（民間病院部会）中小病院、看護師確保が困難

く主潮＞「病院経営からみた人材と組織」（堺常雄副会長）

外来縮小の評価に反論（常任理事会）改定「基本方針」社保審の検討めぐり

骨格作りへ議論再開（死因究明等検討会）厚労省が第２次試案を説明

中医協の関連

①病院の収支悪化進む（調査で明白に）勤務医の負担軽減へ２０年度報酬改定の重点事

項

②勤務医の事務補助評価連携パスは脳卒中を追加

１
１
１
１
１

２
３
４
５
６

767号１１月25曰

１）混合診療反対の方針を再確認（常任理事会）東京地裁半Ｉ決めぐり１６年12月の本会「声

明」を堅持解禁論反対姿勢を貫く方針解禁で米映画「シッコ」の様相も民間保険の

台頭、保険診療の縮小も

２）＜主潮＞「lOOKLivesキャンペーン」（大井禾Ｉ夫副会長）

３）中医協の関連

①診療報酬改定各側が統一見解診療側、大幅引き上げを公益側も引き上げに理解

②診療報酬の改定幅を議論支払側が実調を分析

③後発医薬品の使用拡大へ処方せん様式を変更

－２６７－



768号

１）

１２月１０曰

病院医療確保に大幅引上げ要望（日病協）診療報酬改定率めぐり国の財政状況勘案し

てもなお必要

手術の材料費調査集計（医療経済・税制委）人件費含めると持ち出し

く主潮＞「混合診療にはならぬもの」（池澤康郎副会長）

問われる医師の負担軽減策次期改定で石井常任理事

医療崩壊阻止を訴える国民医療推進協が決起大会

診療報酬改定で意見書（中医協が厚労相に）マイナス改定回避を勤務医対策の重点評

価を提言

改定の基本方針を集約（社保審・２部会）勤務医の負担軽減策を最重視

１
１
１
１
１

２
３
４
５
６

７）

769号１月１０曰

１）医療危機、医師がリードし行動を（会長年頭所感）

２）新春座談会「これからの医療の展開一医療提供体制のあり方と医師の役割」

出席：山本修三会長、齊藤壽－.社会保険中央総合病院長、相川直樹・慶應義塾大学医学

部教授、渡辺俊介・日本経済新聞社論説委員、藤原秀臣・ニュース編集委員長（司

会）

３）第67回診療情報管理士通信教育認定式1,208人を認定、通算1.5万人規模に

４）＜社会的共通資本としての医療-13＞（宇沢弘文氏・連載）「13、日本の国民医療費」

５）診療報酬本体、０．３８％アップでは賛同できない（日病協）医療崩壊の現状は解消せず医

療荒廃進む責任は国に入院基本料で要望７対１は看護必要度等反映を

６）診療報酬本体は0.38％アップで決着全体では４期連続下げ

７）西村昭男理事の受章を祝う学会〃三冠王〃などで貢献

770号１月25曰

１）中医協関連

①診療報酬改定、両論併記で諮問（中医協で骨子提示）再診料が調整課題に診療所引

下げに開業医反発

②７対１に「看護必要度」ＤＰＣの調整係数引き下げ

２）「総合的に診る医師」病院も（四病協が要望）後期高齢者医療制度の外来医療

３）＜社会的共通資本としての医療-14＞（宇沢弘文氏・連載）「14、医療費抑制政策の政

治的・思想的背景~その１」

４）第58回日本病院学会の開催概要７月３～４日、山形市でメインテーマ「これからの医

療の向かうべき途」

５）自民党の死因究明制度案に、総論支持も各論に課題（日病役員調査）

６）「新年賀詞交歓会」開く国民のための医療提供体制を

771号２月１０曰

１）中医協関連

－２６８－



①病院の再診料引き上げへ勤務医対策に1,500億円シフト外来管理加算見直し等で

②病院勤務医支援に関する公益委員の提案

③医療クラークの評価へ

④10対１入院基本料アップ

＜主潮＞「医師等の負担軽減策を実行しよう-19.12.28厚労省通知に関連して」（佐藤眞杉

副会長）

＜特別寄稿＞「病院に於ける外来診療について」（村上信乃副会長）

レセプトオンライン請求400床以上のレセ電等病院４月から

く社会的共通資本としての医療-15＞（宇沢弘文氏・連載）「15、医療費抑制政策の政

治的・思想的背景~その２」

2）

３）

４）

５）

772号２月25曰

ｌ）中医協関連

診療報酬改定、新点数が確定（答申）勤務医支援に重点配分効果の検証求め附帯意見

も病院再診料は３点上げ

２）「診療報酬改定：新点数について－中医協答申の第一印象」齊藤壽－日病協診療報酬実務者

会議委員長

３）＜主潮＞「救急医療の危機」（宮崎忠昭副会長）

４）＜社会的共通資本としての医療-16＞（宇沢弘文氏・連載）「１６、医療費抑制政策の政

治的・思想的背景_その３」

773号

１）

Ｓ月１０曰

民間病院に厳しい改定を危`倶（加藤正弘民間病院部会長）「国の方策間違った方向」特

にケアミックス、療養型は展望得られず

財源論含め医療提供論検討へ（日病協）１０対１入院基本料など要望事項に一定成果

く主潮＞「診療報酬改訂はこれでよいか」（堺常雄副会長）

19年病院運営実態調査７割が赤字病院、回復に厳しさ

く社会的共通資本としての医療-17＞（宇沢弘文氏・連載）「17、国民皆保険制度の危

機－１」

１
１
１
１

２
３
４
５

774号

ｌ）

Ｓ月２５曰

医療本体0.42％アップでも不足（山本会長が所信、代議員会・総会で）病院医療再生な

し得ない早急に診療報酬改定の実態把握へ特に中小病院への取組み示唆

地域と交流拡大し支援活動充実へ

重点事項６項目を提示（代議員会・総会）２０年度事業計画案を承認

死因究明で第三次試案（厚労省が近日中）制度の仕組み明確化へ

く主潮＞「｢医療機能情報提供制度」全面施行迫る」（大井禾|｣夫副会長）

＜社会的共通資本としての医療-18＞（宇沢弘文氏・連載）「18、国民皆保険制度の危

機－２」

１
１
１
１

２
３
４
５
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7）診療報酬改定説明会を開く（日病・公私病連の共催）東京・神戸で各3,000人規模の参加

8）＜ハロー！委員会＞大道道大ＩＴシステム委員長

２発行回数

２２回（４頁建て１８回、６頁建て２回、８頁建て２回）

３．総評

４月に山本修三会長の２期目がスタートしたことに伴い､新執行部の考え方などを随時紹介。

特に山本会長が提唱した〃病院医療の再生〃、このための基本方針の策定については会長の所

信と併せて詳細に扱った。

年間を通して中心的に扱った問題は、社会問題化している勤務医不足問題（病院医療崩壊問

題)、２０年度診療報酬改定に対する中医協の動向と本会を始めとする病院側の取り組みなど。と

くに勤務医不足問題については、地域医療委員会が行った「医師確保に係る調査報告書」の厳

しい結果を754号（4/25）で伝えた。

また、日病協が傘下病院に行った「病院経営の現況調査」で〃病院医療の崩壊〃がデータと

して浮き彫りになった状況を765号（10/25）で大きく報じた。病院経営に関しては、民間病院

部会が調査した「患者の病院選択動向調査」で病院も〃かかりつけ〃機能を大きく果たしてい

る状況と患者が重視する病院選択のありようについて766号（11/10）で紹介した。

診療報酬改定の関連では、中医協の動向はもとより、病院側の要望事項について、大きく訴

えかける紙面構成を採った。とくに768号(12/１０)では日病協による統一要望の全貌を伝えた。

このほか、第57回日本病院学会をはじめとする三学会の開催状況、２０年４月に導入される医

療機能情報提供制度の動向、厚労省情報の提供などに努めた。

寄稿関係では、宇沢弘文東大名誉教授による大型連載「社会的共通資本としての医療」を年

間を通して掲載し、読者から反響を得た。

２曰本病院会雑誌の発行（主な記事・寄稿）

１）病院経営

・ＤＰＣと急性期病院の医療齋藤寿一

．医療におけるＩＴコストと資金調達渡邊博康

・未収金問題について崎原宏

・病院経営の改善につながる電子カルテの導入関口令安

・病院経営持続↓性を診るベンチマークの提案西田在賢

・シンポジウム「患者が診る国民の求める医療とは」

２）病院診療

・保険教室「医師のための保健診療手引き（第20版）

総合病院国保中央病院

・医療情報の標準化・電子紹介状と患者への情報提供一静岡県から全国へ

木村通男、城崎俊典

４月号

５月号

６月号

８月号

９月号

11月号

４月号

５月号

－２７０－



Ｓ）病院管理

・トピックス「病院におけるコストマネージメントを考えるＩＴツールを

とその効果の実例～医師業績評価制度の取り組みを例として」

三宅慎一

・トピックス「ＩＣタグの医療応用とユピキタス医療ＩＴの今後」

田中博

・基調講演「医療崩壊を食い止めろ、立ち上がれ病院管理者」

本田宏

・講演「日本の医療の問題点～諸外国との対比で分析する～」

池上直已

・基調講演「マグネットホスピタルについて」 浦田喜久子

４）特別企画・新春座談会

・医療機関の機能分化と連携

山本修三・池澤康郎・邊見公雄・星和夫

ら）医療経済・制度

・トピックス「制度としての健診と健診ビジネス」 奥真也

・疾病または事業ごとの医療体制について 伊藤芳郎

．「社会保障政策の課題」と対応の方法舛添要一

・講演「医療法人制度改革のその後について」 金森勝徳

ｅ）看護

・感染管理の実際日本に於ける感染管理の現状と課題

～看護師の立場から感染管理を考える」 雨宮みち

・シンポジウム「どう進めるか退院支援・地域医療関連一実践例から考

ＩＴツールを活用した経営分析

３月号

５月号

１月号

ロ
万
ロ
万

ロ
川
口
川

１
２

１月号

４月号

11月号

12月号

２月号

６月号

｢どう進めるか退院支援・地域医療関連一実践例から考える_」

８月号

・看護関連領域において、診療報酬改定がもたらしたもの

奥村元子

７）予防医学

・2006年人間ドック全国集計成績笹森典雄

Ｓ）学会

（第６回日本病院学会）

・シンポジウム「医療情報システムのピットフォール」

・シンポジウム「コラボレーションによる地域連携」

(第57回日本病院学会）

・学会長講演「医療の実践と社会の変革」 藤原秀臣

・シンポジウム「病院のこれからの情報発信を考える

－医療機能情報公表制度を踏まえて」

・第57回日本病院学会主要演題・一般演題プログラム

・招待講演「国民医療と医療政策をめぐって－少子高齢社会の医療」

８月号

８月号

７月号

７月号

９月号

９月号

９月号

１０月号

－２７１－



．特別講演「社会的共通資本としての医療」

．特別講演「お客様視点を重視した企業経営」

．特別講演「医療の質の向上と効率化の同時達成化可

能か？－求められる医療の質の可視化」

・シンポジウム「防ごう、病院医療の崩壊」

ｇ）巻頭言

・新執行部の発足に当たって

．新しい年度に当たって

・第57回日本病院学会開催にあたり

・参院選に反映したい医療費枠拡大の要求

・第48回日本人間ドック学会開催にあたって

・第33回日本診療録管理学会学術大会の開催にあたり

宇沢弘文

荒蒔康一郎

川渕孝一

号
号
号

月
月
月

０
０
０

１
１
１

12月号

本
澤
原
藤
村
田
井
上

山
池
藤
佐
中
武
堺
大
村

三
郎
臣
杉
雄
男
雄
夫
乃

修
康
秀
眞
治
隆
常
利
信

４月号

５月号

６月号

７月号

８月号

９月号

１０月号

１１月号

12月号

・嵐の中の病院医療

・終末期医療指針

・公立病院のあり方について

10）グラフ

・ハートライフ病院

・済生会熊本病院

・榊原記念病院

・成田赤十字病院

・牛久愛和総合病院

・第57回日本病院学会

・国際モダンホシピタルショウ2007

・済生会横浜市東部病院

・第33回日本診療録管理学会学術大会

・鶴岡市立荘内病院

・北摂総合病院

・富士吉田市立病院

．ＰＬ病院

11）蛸夏髄筆

・殺し文句

・団結出来るいしの条件

．ならぬことはならぬものです

・雁か枯木か顔付か

・南アフリカ旅行

・地域から学ぶこと－米どころ宮城から

・ゴコウのスリキレ

・医学教育大改革を急ごう

・独法化に関する想い

号
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号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
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月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
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５
６
７
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Ⅱ
皿
１
１
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夫
秀
宇
郎
晃
一
夫
郎
文

山
文
一
康
隆
利
一
啓
健

立
藤
沼
澤
橋
田
井
留
原

足
安
飯
池
石
今
大
岡
神
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格
也
一
宏
健
壽
博
三
郎
弘
和
彦

達
壽

千
正
洋
一
章
美
博

一一一
並曰

村
藤
藤
原
田
野
久
谷
井
山
村

木
近
齋
崎
関
高
高
武
士
士
遠
中

･サマ・タイムはるか

･脳は進化し続ける

.医療現場での患者の苦痛：三つの態様と対策

・コムスンの教訓（小泉改革の爪のあと）

･センテナリアン

・自転車通勤もまた楽しい

･犬とメタポリック・シンドローム

･今こそ立ち上がる時である

．広島平和の門

･古代ギリシャ・アスクレーピオス神殿に学ぶ

．植民地の医療

･YOSAKOIソーラン祭りをご存じですか

・シュミレーション・トレーニング・センター

－医療の質と安全に向けて－

．ＥＰＡによるアジアからの看護師、介護士の受入について

西村昭男

賀
木
谷
波
本
浦
宅
崎
崎
上
野
本
川

平
細
松
松
松
三
三
宮
宮
村
矢
山
古

悟
美
義
己
利
雄
三
昭
穂
乃
孝
一
一
一
身

聖
秀
之
隆
幸
祥
忠
瑞
信
修
修

・高知県人の金の使い道？

．新しいウオーキングの形一ノルデックウオーキング

・竹工作私のストレス解消法

・アッシジの夏

・暗雲低迷の夏を憂う

・本当の医師は不足なのか

・味噌汁考

・日本で最初の富岡製糸

・私と本

・医療過誤とパラシュート

・医療政策は政治でまる

・医師がプロフェショナルであることを想い返せなく

なったとき

12）連載

・歴史の旅一イタリア９（フィレンツェ）

・歴史の旅一イタリア１０（ピサ）

・歴史の旅一イタリア1１（ローマ(1)）

・歴史の旅一イタリア1２（ローマ(2)）

・歴史の旅一イタリア1３（ローマ(3)）

.歴史の旅一イタリア1４（ローマ(4)）

・歴史の旅一イタリア1５（ローマ(5)）

・歴史の旅一イタリア1６（ナポリとその近郊）

・歴史の旅一イタイア1７（カプリ島周辺）

和夫

和夫

和夫

和夫

和夫

和夫

和夫

和夫

和夫

星
星
星
星
星
星
星
星
星

４月号

５月号

６月号

７月号

８月号

９月号

１０月号

１１月号

12月号
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・歴史の旅一イタリア1８（エルコラーノ・フ

・歴史の旅一イタリア1９（サレルノ）

・歴史の旅一イタリア2０（

13）新入会院

・済生会横浜東部病院（神奈川県）

・大阪府立成人病センター（大阪府）

・四街道徳洲会病院（千葉県）

・新生病院（岐阜県）

・明石医療センター（兵庫県）

・総合母子保健センター愛育病院（東京都）

・苫小牧東病院（北海道）

・小原病院（鹿児島県）

・横浜旭中央総合病院（神奈川県）

・金隅病院（福岡県）

・済生会西小樽病院（北海道）

・大隅鹿屋病院（鹿児島県）

・太田病院（岐阜県）

・大阪南脳神経外科病院（大阪府）

・栗山中央病院（千葉県）

・千葉中央メデカルセンター（千葉県）

・十条リハビリテーション病院（京都府）

・高知大学医学部附属病院（高知県）

14）通教月報巻頭言

ポンペイ） 和夫

和夫

星
星 １月号

２月号

川城丈夫

今岡真義

原野和芳

今村健

澤井繁明

中林正雄

橋本洋一

小原該一

小田切統二

杉岡洋一

千葉俊三

井戸弘毅

佐々木祐茂

伊原郁夫

藤平威夫

中村孝雄

今村貞夫

倉本秋）

号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号
号

□
月
日
勾
口
洞
口
月
日
烈
日
ヨ
ロ
月
口
灯
口
月
□
月
□
月
□
月
ロ
灯
ロ
月
日
勾
日
型
ロ
月
日
勾

６
６
６
７
７
７
７
８
８
Ⅲ
Ⅱ
、
皿
１
１
１
２
２

･全員参画で丁寧な心を込めたケアができる人を育てたい

村上美好

佐合茂樹

中村丁次

高橋淑郎

小川嘉誉

山内一信

中村洋一

鈴木荘太郎

藤井良治

石丼孝宣

小峰健二

４月号

５月号

６月号

７月号

８月号

９月号

１０月号

11月号

１２月号

１月号

２月号

・病院における事務管理者の役割

・真のサービスとは

・バランスト・スコアカードの病院経営の道具

・病院経営管理者養成通信教育の役割

・医療を社会的なものととらえる視点

・医療機能情報提供制度を考える

・診療情報管理に関する想い

・医療保障はどこをめざすのか

.気がつくと病院開設主体も様変わり

・病院設備の事故防止について

15）支部だより

・東京都支部「定時総会で新役員を選出」

・北海道支部「平成19年度役員会・年次総会を終えて」

・茨城県支部報告

康郎

昭男

秀臣

池澤

西村

藤原

７月号

８月号

９月号
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･群馬県支部報告柴山勝太郎

･新潟県支部報告渡邊透

・千葉県支部報告柏戸正英

一番町だより

･平成18年度第１０回定例常任理事会・第３回定例理事会合同会議議事抄録

（平成19年１月１５日）

･平成18年度第１１回定例常任医事会議事抄録

（平成19年２月１４日）

･平成１８年度第１２回定例常任理事会・第４回定例理事会合同会議議事抄録

（平成19年３月２４日）

･平成19年度第１回定例常任理事会議事抄録

（平成19年４月２８日）

･平成１９年度第２回定例常任医事会・第１回定例理事会合同会議議事抄録

（平成19年５月２６日）

･平成１９年度第３回定例常任理事会・第２回定例理事会合同会議議事抄録

（平成19年６月１３日）

･平成19年度第４回定例常任理事会議事抄録

（平成19年７月２８日）

･平成１９年度第５回定例常任理事会議事抄録

（平成19年８月２９日）

･平成19年度第６回定例常任理事会議事抄録

（平成１９年９月２９日）

･平成19年度第８回定例常任理事会議事抄録

（平成19年１１月１７日）

･平成１９年度第７回定例常任理事会議事抄録

（平成19年１０月２７日）

･平成19年度第９回定例常任理事会議事抄録

（平成19年12月２０日）

その他

･平成19年度日本病院学会の関連学会等

･平成19年度第１回病院経営管理者協議会・研修会について

･平成19年度病院長・幹部職員セミナーの開催について

･第４8回日本人間ドック学会学術大会の開催について

･平成19年度病院長・幹部職員セミナー開催について

･本誌のグラフページ「病院紹介」の掲載病院募集のお知らせ

･寄稿「勤務医の診療外業務軽減への取り組み－医療秘書を導入して」

･寄稿「遙かなるネパールの棚田」

11月号

１２月号

１月号

１６）

４月号

５月号

６月号

７月号

８月号

９月号

１０月号

１１月号

１２月号

１月号

２月号

３月号

１７）
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月
月
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月
月
月
月
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５
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６
７
７
１
１
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第１５医療従事者無料職業紹介事業

平成19年度の無料職業紹介事業は、病院会ニュース、インターネットを利用し求人・求職募集

対応を実施した。本年度は、１２都道府県、14施設の会員から求人依頼を受けたが、求職の申請は

無く、医療機関への紹介ができなかった。

（参考／求職：１９年４月１日～20年３月３１日受付分）

県
道
県
〈
く
し
県
／

府
阪
海
野

１
城
野
京

鮠
大
北
長

、
鴨
茨
長
東

不

276

都道府県 経営主体 医師（診療科） 看護師 その他職種

大阪府 医療法人 精神科

北海道 医療法人 ○

長野県 特定医療法人 内科(医長・担当医）

埼玉県 医療法人 外科(整形外科系） ○ 薬斉Ｉ師・臨床工学技士

兵庫県 医療法人 内科・眼科

神奈川県 医療法人 内科(消化器）

茨城県 医療法人 内科

長野県 日赤 内科

東京都 医療法人 老健科

東京都 医療法人 内科

愛知県 医療法人 内科・婦人科

北海道 医療法人 ○

富山県 自治体 内科

千葉県 市町村 循環器・整形外科・眼科



第１６統計'情報室

１．平成19年度についても「病院運営実態分析調査」を実施

２．当調査は昭和56年から毎年、全国公私病院連盟と共同して実施。

病院の運営実態、経営実態を明らかにすることを目的に、例年６月を調査対象月に、両団

体の会員病院に対して行う

３．当会の調査対象病院は、全国公私病院連盟と重複している自治体、日赤、済生会、厚生連、

岡山県病を除く1,870の会員病院

４．本年度の調査回収病院数は355病院（回収率19.0％)、

全国公私病院連盟と併せ1,200病院（回収率35.2％）

５．集計結果にもとづいて以下の調査報告書をそれぞれ発行している

「病院概況調査報告書」（日本病院会発行）

「病院経営実態調査報告」（全国公私病院連盟発行）

「病院経営分析調査報告」（全国公私病院連盟発行）

別に、２月２０日に概要版（サマリー）を調査協力病院に送付。本概要は、全国公私病院達

盟が報告書発刊に先立ち例年作成しているもの

６．平成19年病院運営実態分析調査の概要（次頁に抜粋を掲載続けてコメントを付す）

－２７７－



１．調査の概要

この調査は、全国公私病院連盟と社団法人日本病院会が協力して例年６月を対象に実施してい

る共同調査で、病院運営の実態を把握して病院の運営管理改善の資料とするとともに、診療報酬

体系改善のための資料を得ることを目的としている。

調査の対象は、全国公私病院連盟に加盟している団体に所属する病院と社団法人日本病院会に

加入している病院であり、今回の調査において回答のあった病院数は1,200病院（調査票送付病院

数3,406病院）であり、その内訳は開設者別にみると、自治体病院594、その他公的病院266、私的

病院307、国立・大学付属病院等33であるが、国立・大学付属病院等の数値は、この概要における

掲載を省略し、集計には含まれていない。また、病院の種類別にみると、一般病院1,108、精神病

院57、結核病院２であるが、結核病院分の数値は総数の集計には含めているが、病院の種類欄で

の掲載は省略した。

なお、調査の結果は、「病院経営分析調査報告」「病院経営実態調査報告」「病院概況調査報告書」

の３報告書にまとめて、全国公私病院連盟および社団法人日本病院会から発刊される。

２資料利用上の注意事項

(1)調査における基礎数値は、６月分の集計数値または６月３０日現在の数値である。

(2)集計対象病院数が表によって異なるのは､回答がなかった設問を集計対象から除いているた

めである。

(3)概要の中で、「自治体」とは、都道府県・指定都市・市町村・組合等が開設する病院、「その

他公的」とは、日赤・済生会・厚生連・社会保険関係団体等が開設する病院、「私的」とは、

医療法人・個人等が開設する病院である。

(4)収益・費用は、当該年度６月中に調査対象病院が提供した医療サービスの対価（収益）およ

び、それを提供するために消費した対価（費用）について計上することを原貝Ｉとし、それ以

外は以下の①～④のように計上することにしている。

①前年度実績・当該年度中支払予定額の1/12額を計上した科目

ａ、前年度実績の1/12額を計上した科目

ア．費用科目医業費用中の資産減耗損および特別損失、法人税・住民税

イ．収益科目医業外収益中の受取禾Ｉ息配当金、その他の医業外収入および特別禾'１益、

他会計負担金・補助金等収入

ｂ・平成19年度１カ年間の支払予定額のl/12額を計上した費用科目

医業費用の経費中の租税公課、保険料および減価償却費（前年度末現在資産総額に基づ

いて算定された総額のl/12額)、研究・研修費、本部費分担金・役員報酬、医業外費用中の

支払利息

②臨時給与（賞与等）の計上方法

平成19年度本俸（基本給）×平成18年度賞与支給総額×１/１２を計上

平成18年度本俸（基本給）

③経費中の「光熱水費（燃料費を含む)」の計上方法

－２７８－



平成18年度間の消費量×平成19年６月の単価×ｌ/１２を計上

④給与費は、平成19年６月中の発生額で毎月きまって支給される給与額を計上したが、給与改

定等による給与の差額を６月中に支給した場合の差額支給分は除外している。

３調査結果の概要

（１）平均在院曰数

全病院でみると１８７０日（前年６月１９．６９日）となっており、開設者別にみると、自治体病院

は18.34日（前年６月18.74日）、その他公的病院は18.18日（前年６月18.35日）、私的病院は27.29

日（前年６月27.20日）である。

また、一般病院の病床規模別に平均在院日数の短い方から１１頂にみると、①500～599床15.36

日、②700床以上15.57日、③600～699床16.25日、④400～499床16.70日、⑤300～399床18.82

日、⑥200～299床20.32日、⑦１００～199床25.71日、⑧20～99床28.16日となっている。これを開

設者別病床規模別にみると表lのようになっている。（参考Pll）

表１一般病院の平均在院日数、開設者別、病床規模別

■
■田■岡■■研■■田■■囚■■田旧呵呵■田用
、田、旧■扇■■研■、■

(2)病床利用率

全病院でみると７６３８％（前年６月78.23％）となっており、開設者別にみると、自治体病院

は73.64％（前年６月76.20％)、その他公的病院は76.94％（前年６月80.05％)、私的病院は

81.67％（前年６月81.89％）である。

また、一般病院の病床規模別に病床未Ｉ用率の高い方から||直にみると、①700床以上81.61％、

②600～699床81.50％、③500～599床77.82％、④400～499床76.21％、⑤１００～199床75.43％、

⑥300～399床73.27％、⑦20～99床72.03％、⑧200～299床71.27％となっている。これを開設者

別病床規模別にみると表２のようになっている。（参考Ｐｌｌ）

表２一般病院の病床利用率、開設者別、病床規模別

５□０

￣￣円周用■－－－－－■■■■■■可
■n用■■■■■■刑『■■■■■■lIIIl■Ｆ■砠碑■■

００

－２７９－

総数
２０～

99床

１００～

199床

２００～

299床

300～

399床

400～

499床

５００～

599床

600～

699床
700床～

総数 1８．４０ 2８．１６ 2５．７１ 2０．３２ 1７．８２ 1６．７０ 1５．３６ 1６．２５ 1５．５７

自治体 1７．４８ 2９．３５ 2３．８５ 1７．５７ 1７．５１ 1６．１３ 1５．０４ 1６．２３ 1５．３７

その他公的 1７．８５ 4２．５０ 2２．８３ 2３．４０ 1８．３１ 1５．８６ 1５．８９ 1４．７７ 1５４２

私的 2３．１６ ２１．８６ 2９．９３ 2５．１０ 1７．８６ 2３．２６ 1６．３２ 2０．５２

総数
２０～

99床

１００～

199床

２００～

299床

３００～

399床

400～

499床

500～

599床

600～

699床
700床～

総数 7５．６０ 7２．０３ 7５．４３ 7１．２７ 7３．２７ 7６．２１ 7７．８２ ８１．５０ ８１．６１

自治体 7３．５６ 6７．８５ 7０．３９ 6５．５４ 7０．５１ 7５．４４ 7９．９１ 7９．４７ 8３．３９

その他公的 7９．８ 8３．３ 7９．０ 7７．８ 7８．３ 8１．０ 7８．６ 82.0 8２．２

私的 8０．５０ 7９．５２ 8１．０７ 8１．０５ 7８．４４ 8０．２９ 6６．７６ ９１．２９



（３）一般病院における100床当たり職員数

職員総数は124.0人（前年６月122.3人）となっており、職種別にみると、医師14.7人（前年

６月14.7人)、看護部門職員73.9人（前年６月７２．７人)、看護部門職員のうち看護師60.4人（前

年６月59.2人）となっている。その他、薬剤部門職員3.5人、放射線部門職員3.6人、検査部門

職員4.8人、リハビリ部門職員4.3人、栄養（食事）部門職員3.8人となっている。（参考Ｐ

ｌ３）

（４）６月中の１病院当たり入院患者数

全病院数でみると、６月中の１病院当たり入院患者数は、6,758人（前年６月6,983人）とな

っており、前年に比べて１病院１カ月当たり225人の減少である。これを年次別にみると(5)の

図１下の折れ線グラフのようになっている。（参考Ｐ23）

（５）６月中の１病院当たり外来患者数

全病院数でみると、６月中の１病院当たり外来患者数は、11,158人（前年６月12,017人）と

なっており、前年に比べてｌ病院１カ月当たり859人の減少である。これを年次別にみると図１上

の折れ線グラフのようになっている。（参考Ｐ23）

図１６月中の１病院当たり患者数、入院・外来別の年次推移

１５，０００
(単位：人）
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医師１人１曰当たり取扱い患者数(6)

入院の平均は6.4人（前年６月６．５人）となっている。診療科別でみると、入院で取扱う患者

が多いのは精神科18.0人、リハビリテーション科9,7人、肛門科9.6人、呼吸器科9.2人、整形外

科9.1人などで､少ないのは麻酔科0.2人､放射線科0.5人､歯科1.0人､皮膚科1.6人などである。

外来の平均は10.7人（前年６月１１．４人）となっている。診療科別でみると、外来で取扱う患

者が多いのは皮膚科22.6人、眼科211人、肛門科20.0人、耳鼻咽喉科１８１人、整形外科１６．０人、
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リハビリテーション科15.9人が多く、少ないのは麻酔科１４人、小児外科3.7人、心臓血管外科

3.1人、呼吸器外科2.9人、放射線科4.7人、外科6.3人、呼吸器科7.5人、婦人科7.9人、形成外

科7.9人、脳神経外科8.5人、循環器科8.7人、産婦人科9.9人で全て１０人未満である。（参考

Pl5）

(7)100床当たり収支金額

６月中の総費用は151,509千円（前年６月比・伸び率0.3％増)、医業費用は146,923千円（前

年６月比・伸び率0.2％増）となっている。また、医業費用のうち給与費は76,924千円（前年６

月比・伸び率・１．９％増)、材料費は37,149千円（前年６月比・伸び率4.0％減)、経費は22,119

千円（前年６月比・伸び率2.0％増）となっている。

なお、材料費のうち薬品費は22,444千円（前年６月比・伸び率4.9％減）となっており、経費

のうち委託費は10,530千円（前年６月比・伸び率0.8％増）となっている。

６月中の総収益は140,473千円（前年６月比・伸び率0.9％増)、医業収益は137,561千円（前

年６月比・伸び率0.8％増）となっている。また、医業収益のうち、入院収入は90,496千円（前

年６月比・伸び率1.6％増)、外来収入は41,449千円（前年６月比・伸び率１．４％減）となってい

る。

100床当たり収支金額を科目・年次別に見てみると表３のとおりであり、さらに、主な科目に

ついて年次別にみると図2,３のようになっている．（参考Ｐ24）

表３１００床当たり収支金額、科目・年次別

(金額単位：千円）

－２８１－

科目 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

総費用

Ｉ医業費用

1．給与費

２.材料費

うち薬品費

３.経費

うち委託費

４.減価償却費

５．資産減耗損

６.研究・研修費

７.本部費分担金･役員報酬

Ⅱ医業外費用

Ⅲ特別損失

総収益

Ｉ医業収益

１．入院収入

２．室料差額収入

３．外来収入

４．公衆衛生活動収入

５．医療相談収入

６．その他の医業収入

Ⅱ医業外収益

Ⅲ特別利益

総収益一総費用

医業収益一医業費用

総費用/総収益×1００

医業費用/医業収益×1００

病院数

平均病床数
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図２１００床当たり総費用/医業費用/給与費/材料費の年次推移

１６０，０００
(単位：千円）

１５０，０００

-←総費用
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図３１００床当たり総収益/医業収益/入院収入/外来収入の年次推移
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(8)100床当たり総収支差額および医業収支差額の状況

総費用は151,509千円（前年６月比・伸び率0.3％増）であるのに対して、総収益は140,437

千円（前年６月比・伸び率0.9％増）となっており、総収益から総費用を差し引くと△11,036

千円（前年６月△11,754千円）の赤字となっている。その結果、総費用対総収益比率は、１０７．８％

（前年６月108.4％）になっている。

医業費用は146,923千円（前年６月比･伸び率0.2％増）であるのに対して、医業収益は137,561

千円（前年６月比・伸び率0.8％増）となっており、医業収益から医業費用を差し引くと△9,362

千円（前年６月△10,103千円）の赤字となっている。その結果、医業費用対医業収益比率は、

106.8％（前年６月107.4％）になっている。総収支差額および医業収支差額を年次別にみると

図４のようになっている。

なお、この調査では、総費用は、医業費用十医業外費用十特別損失であるが、総収益は、医業

収益十医業外収益＋特別利益であり、不採算部門等の医療に対し地方公営企業法に基づき地方

公共団体が負担すべきものとされている負担金等を控除して集計している。

図４１００床当たり総収支差額、医業収支差額別の年次推移

△４，０００

(単位：千円）
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△４７４８

△５，４６２

△…Ｕ
＿△７，５２９
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△９，７８４△１０，０００
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□総収支差額泌医業収支差額△lL953

△14,000
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(9)医業収益100対収支金額割合

医業収益を100.0とした場合、総費用は１１０．１（前年６月１１０．６）で、前年に比して費用の割合

が減少している。総費用のうち給与費が55.9（前年６月54.3）と５割以上を占め、材料費は27.0

（前年６月28.3)であり、そのうち薬品費は16.3(前年６月１７．３)、経費は16.1(前年６月15.9)、

そのうち委託費は7.7（前年６月7.7）となっている。

また、総収益は102.1（前年６月102.0）となっているのに対して、入院収入は65.8（前年６

月６５．２)、外来収入は30.1（前年６月３０．８）となっている。（参考Ｐ28）

(10）医師１人１曰当たり診療収入

入院の平均は232千円（前年６月230千円）となっている。診療科別でみると、入院で比較的

高額なのは、心臓血管外科420千円、循環器科374千円、脳神経外科340千円、整形外科335千円、

肛門科304千円、呼吸器科285千円、神経内科267千円、精神科266千円などである。

外来の平均は109千円（前年６月１１０千円）となっている。診療科別でみると、外来で比較的

高額なのは、泌尿器科254千円、内科161千円、肛門科158千円、消化器科136千円、呼吸器科１３６

－２８３－



千円、眼科135千円、などである。（注：診療科の数は、集計客体に差があるので、診療科が極

端に少ない場合等は特異な値になることがある｡）（参考Pl7）

(11）患者１人１曰当たり診療収入

入院収入は36,020円（前年６月35,234円）となっており、前年に比べて786円の増加である。

外来収入は10,157円（前年６月9,650円）となっており、前年と比べて507円の増加である。こ

れを年次別にみると図５のようになっている。

図５患者１人１日当たり診療収入、入院・外来別の年次推移

４１，０００

(単位：円）
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入院では心臓血管外科の106,880円がとくに高額であるのに対して､最も少額なのは精神科の

14,792円、次いで神経科の25,991円である。外来では泌尿器科の17,254円をはじめ､放射線科、

呼吸器外科、呼吸器科、消化器科、内科、外科、循環器科、心臓血管外科、神経内科が１万円

を超えているのに対して、少額なのはリハビリテーション科の3,381円である。（注：診療科数

の集計客体に差があるので､診療科数が少ない科では高額な｛直になる場合がある｡）（参考P

l5）

図５－１主な診療科別の入院患者1人１日当たり診療収入、年次推移【平成15年→平成19年】
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図５－２主な診療科別の外来患者１人１日当たり診療収入、年次推移【平成15年→平成19年】
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(12）６月１カ月分の総収支差額からみた黒字・赤字病院の数の割合

（他会計負担金・補助金等は総収益から控除）

６月１カ月分の総費用と総収益の差額により黒字・赤字状況を半Ｉ別した場合の病院数の割合で

ある。

図６６月１カ月分の総収支差額からみた黒字・赤字病

院の数の割合（％）年次推移今回の調査において回答のあった病院

1,167病院のうち27.6％（322病院）の病院が

黒字となっていて、赤字病院数の割合は

72.4％（845病院）であった。これを年次別に

みると図６のようになっている。

開設者別でみると、自治体病院594病院のう

ち7.4％（44病院）が黒字となっていて、赤字

病院は92.6％（550病院）であった。（この場

合、不採算部門等の医療に対し、地方公営企

業法に基づき地方公共団体が負担すべきもの

とされている負担金等は総収益から除いて仮

定計算を行っているため、法令に基づく病院

決算時点での黒字・赤字とは異なる｡）その他

公的病院では、266病院のうち44.0％（117病

院）が黒字となっていて、赤字病院は56.0％

（149病院）であり、私的病院では、307病院

のうち５２４％(161病院)が黒字となっていて、

赤字病院は47.6％（146病院）であった。
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(13）常勤職員１人当たり平均給与月額

常勤職員１人当たり平均給与額は417千円であり、職種別にみると、医師１，００１千円、看護師

354千円、唯看護師346千円、看護業務補助者213千円、薬剤師400千円、その他の医療技術員354

千円、事務職員342千円、技能労務員281千円となっている。
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●１９年（６月）の病院経営収支は、「表３１００床当たり収支金額」に示されている通り、総費

用対総収益でみるとマイナス7.8％、医業収支ではマイナス6.8％である。対前年では、前者・

後者とも0.6％と僅少ではあるが収支改善をしている。

ただ、本調査は定点調査ではなく、毎年調査回答病院は異なる。しかし、回答病院の規模を

みると、両年の平均病床数が280床と282床と、平均してほぼ同じ規模の病院から回答がきてい

る。

なお、１９年の集計病院数は、表に示されている通り1,167病院、内訳は、一般病院が1,108、

精神病院57、結核病院２であり、一般病院が95％を占めるデータである。

開設主体別では自治体が594、その他公的が266、私的が307病院である。約半分が自治体病院

で占められている。

収支を開設主体別でみると、「自治体」は、総費用対総収益ではマイナス17.9％、医業収支は

マイナス16.0％となっており、前年比較では若干赤字幅が拡大している。

「その他公的」の数値は、総収支がマイナス0.3％、医業収支がマイナス0.1％、対前年では

若干ながら好転している。

「私的」は、総収支プラス1.5％、医業収支プラス１．８％、対前年では、両指標とも1.4％良く

なっている。

全体でみると、「自治体」の悪化傾向を、「その他公的」と「私的」でうすめ、前述したとお

り、昨年より０．６％と僅かながら収支改善を図っていると言える。

改めて指摘するまでもないが､収益のなかに､補助金収入･他会計負担金は含まれていない。

一般病院の100床当たり収支金額は、概要では病床規模別に表されている。同じ６月を対象に

実施された中医協・医療経済実態調査では、病床規模が大きくなれば大きくなるほど赤字幅が

大であったが、当調査ではどちらというと規模の大きいほど赤字幅は小さくなっている。因み

に医療経済実態調査では、「国公立を除く（参考)｣、「国公立（参考)」という括りで別掲されて

いる。

（その他患者の動向の変化ほか）

●１病院当たり外来患者数が図１に示されているが、年を追うごとに減少している。集計病院

の平均病床数が表示されている１５年以降をみても12％の落ち込みである。患者１人１日当たり

外来単価（図５）が12％上がっているので、外来収入自体は、図３でみる通り変化がない。機

能分化にもとづいた病診連携､病・病連携の推進によるものか､長期投薬が可能になった故か、

ここではデータがなく何とも言えない。

同様に、外来患者の実数が減っているためか、受診回数が減少している故かも定かでない。

●入院についてみると、一般病院の病床利用率の落ち込みが顕著であることがわかる。

１１頁に詳細が掲載されているが、最近発表された「平成18年病院報告の概況」をみても、一

般病床の病床利用率は78％である。１９年の８月分概数では75.3％である。平均在院日数の短縮

化が病床未Ｉ用率に及ぼす影響は、規模の大小に拘らず正の関係にある。ただその程度は規模が

大きいほど小さい。赤字幅が大病院ほど少ない要因の一つと言える。尚、ここでの病床利用率

計算の分母は許可病床数である。

●１００床当たり職員総数は12頁に示されている。特に、一般病院の職員総数は、自治体が119.4

人、その他公的が'29.1人、私的が130.5人である。巷間言われている「お役所仕事は非能率で

－２８６－



ある」と言われていることと異なり、自治体病院は少ない人数で運営されている。日本病院会

の他の調査でもこの傾向は窺える。

●一般病棟の看護単位が１０頁の表３で示されている。３交替が減り、２交替へシフトしている

様子がわかる。それよりも１５年からの調査で1,000近くも病棟数が減っていることに驚く。４頁

に示されているが、集計病院数、平均病床数も各年であまり大差ない。

－２８７－



第１７認定個人｣情報保護団体

１．苦情等処理件数

苦情処理依頼件数

相談・問い合わせ件数

依頼者内訳

１件（受診

６件

病院職員

受診者

その他

今年度は実施無し

(受診者より利用目的の制限に関する事項）

名
名
名

２
４
１

2．研修会の開催
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第１８四病院団体協議会

（庶務事項）

４月２５日（水） （財）医療情報システム開発センターからの平成19年度「クリティカルパス

情報交換委員会」委員の派遣依頼について、昨年度に引き続いて宮城敏夫・

浦添総合病院理事長を推薦。日本医師会医業税制検討委員会は、武田隆男・

前日病副会長から池澤康郎・日病副会長への派遣委員の交替を承認。医療情

報システム開発センタープライバシーマーク審査委員会は、武田隆男・前

日病副会長から宮崎忠昭・日病副会長への派遣委員の交替を承認。

平成１９年度四病協の運営方針・活動内容については、経済財政諮問会議が６

月に「骨太方針2007」を決める前、５月連休明けに病院医療の危機、医療費

の拡大等医療提供体制が危機的状況にあることを病院団体としてアピール

することで賛同を得る。

｢平成20年度税制改正要望の重点事項について（公益法人制度改革関係）（案)」

は、公益法人制度改革に伴う税制上の取扱い見直しにおいて特段の配慮を求

める趣旨の６項目を重点事項とすることで合意。

「平成20年度税制改正要望の重点事項について（公益法人制度改革関係)」を

唐澤iii羊人・日本医師会会長に提出。

「診療報酬改定に向けて（声明)」を、厚生労働記者会、厚生日比谷クラブに

投げ込む。

①消費税における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し、②医療機関に

対する事業税の特例措置の存続・拡充、③病院用建物等の耐用年数の短縮の

３項目を骨子とする「平成20年度税制改正要望の重点事項について（案)」

と、(1)経過措置型医療法人が社会医療法人や基金拠出型医療法人に移行す

る場合の非課税措置、(2)社会医療法人の医業収益非課税等の２項目を骨子

とする「平成20年度税制改正要望の重点事項について（医療法人制度関係）

（案)」のそれぞれを大筋で了承。

「医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望（案)」を日医医業税制

検討委員会ほか関係部署に提出することで合意。

「平成20年度税制改正要望の重点項目について｣、「医療法人制度改革に伴う

移行税制に関する緊急要望」を柳澤伯夫・厚生労働大臣に提出。

川平眞善・厚労省医政局指導課課長補佐は、環境省が「自動車から排出され

る窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特

別措置法」（以下、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法）の一部を改正（施行日平成20年１

月１日予定）するに伴い、対象を病院に限定して、改正の概要、局地汚染対

策、流入車対策等新たに課せられる内容を説明。

西澤・囚病協研修認定センター会長は、平成19年度第１回（６月２８日）理事

会議事録にもとづき解散に伴う決算報告を行い、残余財産は四団体で均等配

分すると発言。協議の結果、了承。四病協研修・認定センターの解散手続き

５月２３日（水）

５月２４日（木）

６月８日（金）

６月２７日（水）

７月１１日（水）

７月２５日（水）

－２８９－



を進めることで合意。

厚労省「医療における情報化推進の在り方に関する検討会（仮称)」の委員に

大井・日病副会長を推薦。

「医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書（案)」は、各団体の

了解が得られしだい、次回総合部会を待たずに厚労省保険局、医政局、各種

医療団体や国会議員に提出する。

「メディカルスクール検討会」を設置する。委員会担当団体は日精協，委員は

各団体から１名を推薦。

独立行政法人福祉医療機構の融資に関する要望書（案）は、独立行政法人福

祉医療機構の融資制度を見直し緩和することを柱に、①療養病床転換支援金

貸付制度（仮称）の対象施設を広げること、②現行の低利融資を維持するこ

との２項目を、－部手直しして要望する。

佐原康之・厚労省医政局総務課医療安全推進室長は、「診療行為に関連した死

亡に係る死因究明等のあり方に関する検討会」の検討状況を報告。

「医療安全対策委員会」を設置する。委員会担当団体は日病，委員は各団体か

ら３名を推薦。

｢医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書」を、舛添要一・厚生

労働大臣に提出。

｢平成20年度税制改正要望の重点項目について｣、「医療法人制度改革に伴う移

行税制に関する緊急要望」を、自民党に提出。

川平眞善・厚労省医政局指導課課長補佐は、都市計画法に基づく開発許可制

度運用指針の改正について概要を説明。

江崎崇・厚労省国民健康保険課課長補佐は、「未収金に関するアンケート調

査」の実施について概要を説明。

牧谷邦昭・環境省適正処理不法投棄対策室室長は、平成20年度も引続き産業

廃棄物適正処理推進センター基金への出えんを要請。

医療情報システム開発センター「プライバシーマーク審査委員会」の委員と

して、宮崎忠昭・日病副会長の継続を承認。

医療関係団体に打診のあった野口英世アフリカ賞（募金）に対する四病協と

しての対応方については、各団体の半Ⅱ断に任せることで合意。

『後期高齢者医療制度における「総合的に診る医師」について（要望)」を、

水田邦雄・厚生労働省保険局長に提出。

二川一男・厚労省医政局総務課長は、「医療安全調査委員会（仮称)」の創設

などを盛り込んだ「診療行為に係る死因究明制度等について」の概要を説明。

全日病は、「理事長の債務保証のあり方に関する勉強会」の委員を、西澤会長

から安藤副会長に変更。

医法協は、「メディカルスクール検討会」の委員を、豊田会長から日野副会長

に変更。

石井孝宜・公認会計士は、社会医療法人の会計・税務、特に法人税法上の取

８月２２日（水）

９月１９日（水）

１０月１１日（木）

１０月２２日（月）

１０月２４日（水）

１１月２８日（水）

１２月１９日（水）

１月１１日（金）

１月２３日（水）

２月２７日（水）

－２９０－



扱いについて説明。

四病協・社会保障財源のあり方勉強会（案）の設置について検討。各団体１

名ないし２名からなる委員会を核に総合部会の役員が参加できる仕組みに

する。名称と細部については、当日の意見を踏まえて医法協が素案をまとめ

３月２６日（水）

る。

平成20年度総合部会開催日程を了承。

(平成１９年度・諸会議の開催）
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第１回医療保険・診療報酬委員会

第１回医業経営・税制委員会

第４回理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

第１回総合部会

第２回治療費未払問題検討委員会作業部会

第２回医療保険・診療報酬委員会

第５回理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

第２回総合部会

第７回日医・四病協懇談会

第３回治療費未払問題検討委員会作業部会

第２回医業経営・税制委員会

第６回理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

第３回総合部会

第４回治療費未払問題検討委員会作業部会

第３回医療保険・診療報酬委員会

第３回医業経営・税制委員会

第７回理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

第４回総合部会

第８回日医・四病協懇談会

第５回治療費未払問題検討委員会作業部会

第４回医療保険・診療報酬委員会

第５回総合部会

第４回医業経営・税制委員会

第５回医療保険・診療報酬委員会

第１回メディカルスクール検討会（準備会）

第８回理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

第６回総合部会

第５回医業経営・税制委員会

第15回治療費未払問題検討委員会

第６回医療保険・診療報酬委員会

第２回メディカルスクール検討会（準備会）

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
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胆
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４月６日（金）

４月１１日（水）

４月２５日（水）

４月２５日（水）

４月２６日（木）

５月１１日（金）

５月２３日（水）

５月２３日（水）

５月２３日（水）

５月２４日（木）

６月１１日（水）

６月２７日（水）

６月２７日（水）

６月２８日（木）

７月６日（金）

７月１８日（水）

７月２５日（水）

７月２５日（水）

７月２５日（水）

７月３１日（木）

８月３日（金）

８月２２日（水）

９月５日（水）

９月７日（金）

９月１９日（金）

９月１９日（水）

９月１９日（水）

10月３日（水）

10月４日（木）

１０月５日（金）

１０月２４日（水）

－２９１－



第７回総合部会

第９回日医・四病協懇談会

第７回医療保険・診療報酬委員会

第６回医業経営・税制委員会

第１回医療従事者対策委員会

第９回理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

第８回総合部会

第１０回日医・四病協懇談会

第１回医療安全対策委員会

第７回医業経営・税制委員会

第８回医療保険・診療報酬委員会

第１回メディカルスクール検討会

第９回総合部会

第９回医療保険・診療報酬委員会

第１０回総合部会

第２回メディカルスクール検討会

第８回医療保険・診療報酬委員会

第10回医療保険・診療報酬委員会

第８回医業経営・税制委員会

第２回医療安全対策委員会

第２回医療従事者対策委員会

第１０回理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

第１１回総合部会

第３回メディカルスクール検討会

第１１回医療保険・診療報酬委員会

第９回医業経営・税制委員会

第１２回総合部会
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日精協

日医

全曰病

医法協

曰精協

法曹会館

曰精協

日医

日病

医法協

全日病

第一ホテル東京

※

全日病

日病

第一ホテル東京

全日病

全日病

医法協

日病

日精協

法曹会館

日病

第一ホテル東京

全曰病

医法協

日病

10月２４日

１０月２４日

１１月２日

11月７日

１１月２２日

11月２８日

１１月２８日

11月２８日

11月３０日

12月５日

１２月７日

12月１２日

12月１９日

１月４日

１月２３日

１月２４日

１月４日

２月１日

２月６日

２月８日

２月２２日

２月２７日

２月２７日

２月２８日

３月７日

３月１９日

３月２６日
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第９回総合部会は、ホテル・メトロポリタン・エドモントで開催。※１２月１９日（水）

(研修・認定センター関係）

６月28日（木）第１回理事会 日病 ５名

(担当（当番）団体一覧）

１．総合部会

平成19年４月～７月

８月～11月

平成19年12月～平成20年３月

２．医療制度委員会

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

日本病院会

日本精神科病院協会

日本医療法人協会

日本病院会

－２９２－



全日本病院協会

日本医療法人協会

日本精神科病院協会

日本病院会

日本精神科病院協会

日本精神科病院協会

日本医療法人協会

日本精神科病院協会

日本精神科病院協会

医療保険・診療報酬委員会

医業経営・税制委員会

医療従事者対策委員会

医療安全対策委員会

治療費未払問題検討委員会

７－１治療費未払問題検討委員会作業部会

医療法人に関する研究会

理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

メディカルスクール検討会

四病協・日医懇談会

平成19年５月、７月

１０月、１１月

平成20年１月、３月

特別委員会

１１－１三師会.四病協オンライン請求打合会

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人
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１１．

社団法人

社団法人

社団法人

日本病院会

日本精神科病院協会

日本医療法人協会

1２．

社団法人全日本病院協会

(研修・認定センター）

四病協総合部会（第４回、平成19年７月２５日（水）で研修・認定センターの解散手続き等を進

めることで合意。

－２９３－



(参考）

四病院団体協議会・委員派遣一覧

2０．３．３１

氏名団体名備考

Ⅲ』全二，、 ３７２
■■

－２９４－

団体名 委員会名 氏名 団体名 備考

厚生労働省

社会保障審議会医療部会

医療安全対策検討会議

医療用医薬品の流通改善に関する懇談会

｢臨床研究基盤整備研究」の事前評価委員会

医療施設体系のあり方に関する検討会

医療,情報提供のあり方等検討会

病院薬斉Ｉ師における薬剤師の業務及び人員

配置に関する検討会

終末期医療の決定プロセスのあり方に関す

る検討会

医療機関の未収金問題に関する検討会

医療における,情報化推進の在り方に関する

検討会（仮称）

村上信乃

佐々英逹

豊田堯

鮫島健

中村定敏

大塚量

長瀬輝誼

大井利夫

西澤寛俊

山崎学

大井利夫

須藤祐司

村上信乃

手束昭胤

豊田堯

山崎学

夫
厚
三
爾

利
頌
亮

丼
村
野
野

大
木
日
谷

崎原宏

木村厚

小森直之

山崎学

大井利夫

日病

全日病

医法協

日精協

全日病

医法協

日精協

日病

全日病

日精協

日病

医法協

日病

全日病

医法協

日精協

日病

全日病

医法協

日精協

日病

全日病

医法協

日精協

日病

13.7.25承認
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１．総合部会

第１回総合部会

日時平成19年４月２５日（水）２時～４時10分

会場日本病院会会議室

当番団体日本病院会

議事

〔承認事項〕

１．各団体からの依頼について

○平成19年度「クリティカルパス情報交換委員会」の委員の派遣について

・昨年度に引き続いて宮城敏夫・浦添総合病院理事長を推薦することを承認，委嘱期間は、

平成１９年４月１９日から平成20年３月３１日。

２．日病役員改選に伴う派遣委員の交替について

・日病役員改選に伴う日医および医療情報システム開発センター各委員会への派遣委員の交

替を承認。

①日本医師会医業税制検討委員会は、武田隆男・前曰病副会長から池澤康郎・日病畠'１会長。

②医療情報システム開発センタープライバシーマーク審査委員会は、武田隆男・前日病副

会長から宮崎忠昭・日病副会長。

〔報告事項〕

１．厚生労働省審議会等

（１）終末期医療の決定プロセスのあり方に関する検討会（第３回、４月９日）

（２）医療施設体系のあり方に関する検討会（第６回、４月２３日）

（３）医療用医薬品の流通改善に関する懇談会（第10回、３月２８日）

２．日本医療機能評価機構

（１）産科医療補償制度運営組織準備委員会（第２回、４月１１日）

３．四病院団体協議会

（１）四病協研修・認定センターの解散手続き等について

（２）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第４回、４月２５日）

－２９５－
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〔協議事項〕

１．平成19年度運営方針・活動内容について

２．「医療政策の経緯、現状及び今後の課題」について

・５月連休明けに病院医療の危機、医療費の拡大等医療提供体制が危機的状況にあることを

病院団体としてアピールすることで賛同を得る。

・四病協のあり方や今後の課題等について四会長が早急に話し合うことで合意。

３．各委員会からの提案事項

（１）医療保険・診療報酬委員会

４．日本医師会・四病協懇談会（５月２３日）

第２回総合部会

日時平成19年５月２３日（水）１時30分～３時20分

会場日本病院会会議室

当番団体日本病院会

議事

〔報告事項〕

１．声明（案）

・病院医療の危機、医療費の拡大等医療提供体制が危機的状況にあることを病院団体として

アピールする内容は了承。提出先は、柳澤伯夫・厚労相、水田邦雄・厚労省保険局長、松

谷有希雄・厚労省医政局長、および関係する課長クラス。提出時に厚生労働記者会、厚生

日比谷クラブで記者会見をすることで意見が一致。

２．日本医師会・四病協懇談会（５月２３日）

３．理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第５回、５月２３日）

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について

２．臨床研修医の給与について

・谷野・日精協副会長から問題提起された臨床研修医の給与に係る問題は四病協や日病協の

場のみで解決できるものではなく、日医、厚労省、文科省との関係も考慮に入れ、検討す

る必要があるとした。

３．「平成20年度税制改正要望の重点事項について（公益法人制度改革関係）（案)」について

・公益法人制度改革に伴う税制上の取扱い見直しにおいて特段の配慮を求める趣旨（７項目）

の「平成20年度税制改正要望の重点事項について（公益法人制度改革関係）（案)」のうち

６項目を重点事項とすることで合意。

第３回総合部会

日時平成19年６月２７日（水）

会場日本病院会会議室

当番団体日本病院会

議事

２時～４時
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〔報告事項〕

１．四病協「声明」提出

２．産科医療補償制度運営組織準備委員会（第３回、５月２３日）（第４回、６月２０日）

３．その他

（１）病院における薬剤師の業務及び人員配置に関する検討会（第２回、６月26日）

（２）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第６回、６月２７日）

〔協議事項〕

１．当面の諸問題について

・医療施設体系のあり方に関する検討会（第８回、平成19年６月２１日）資料にもとづき意見

交換。

２．平成20年度税制改正要望について

．①消費税における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し、②医療機関に対する事業税

の特例措置の存続・拡充、③病院用建物等の耐用年数の短縮の３項目を骨子とする「平成

２０年度税制改正要望の重点事項について（案)」と、(1)経過措置型医療法人が社会医療法

人や基金拠出型医療法人に移行する場合の非課税措置､(2)社会医療法人の医業収益非課税

等を骨子とする「平成20年度税制改正要望の重点事項について（医療法人制度関係）（案)」

は了承され、日医医業税制検討委員会ほか関係部署に提出することで合意。

３．日本医師会・四病協懇談会（７月２５日）について

４．その他

（１）野口英世アフリカ賞について

・他団体の反応を見極めてから四病協で検討し、足並みを揃えることで賛同を得る。

（２）四病協委員会について

・四病協の医療制度、医療保険・診療報酬、医業経営・税制、医療従事者対策の四委員会は、

従来どおり活動することで賛同を得る。

第４回総合部会

日時平成19年７月２５日（水）1時30分～３時30分

会場日本病院会会議室

当番団体日本病院会

議事

〔外部説明〕

○自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する

特別措置法の一部を改正する法律・施行令について

・川平眞善・厚労省医政局指導課課長補佐は、環境省が「自動車から排出される窒素酸化物

及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」（以下、自動車

ＮＯｘ・ＰＭ法）の一部を改正（施行日平成20年１月１日予定）するに伴い、対象を病院に

限定して、改正の概要、局地汚染対策、流入車対策等新たに課せられる内容を説明。

〔報告事項〕

１．前回総合部会（６月２７日）議事報告書

－２９７－



２．四病協研修・認定センターの解散手続き等

・西澤・四病協研修認定センター会長は、平成19年度第１回（６月２８日）理事会議事録にも

とづき解散に伴う決算報告を行い、残余財産は四団体で均等配分する旨発言。

協議の結果、了承，四病協研修・認定センターの解散手続きを進めることで合意。

３．医療用医薬品の流通改善に関する懇談会（第１１回、７月４日）

４．「医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望｣、「平成20年度税制改正要望の重点事項

について」提出

５．産科医療補償制度運営組織準備委員会（第５回、７月１７日）

６．理事長の債務保証のあり方に関する勉強会（第７回、７月２５日）

〔承認事項〕

○厚労省「医療における情報化推進の在り方に関する検討会（仮称)」について

・大井・日病副会長を委員として四病協から推薦することを承認。

〔協議事項〕

○当面の諸問題について

・医療施設体系のあり方に関する検討会（第９回、平成19年７月１８日）でとりまとめた「こ

れまでの議論を踏まえた整理」（最終版）にもとづき意見交換。

第５回総合部会

日時平成18年８月２２日（水）２時～３時30分

会場日本精神科病院協会会議室

当番団体日本精神科病院協会

議事

〔協議事項〕

１．医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書（案）について

・総合部会での指摘を踏まえて次回（９月７日）医療保険・診療報酬委員会に修正案を提示、

検討したのち各団体に諮る,了解が得られしだい､次回総合部会を待たずに厚労省保険局、

医政局、各種医療団体や国会議員に提出する旨賛同を得る。

２．メディカルスクール検討会の設置について

・メディカルスクール検討会を設置することで意見が一致。委員は各団体から１名，日精協

事務局に届出る。

３．日本医師会●四病協懇談会について（10月２４日）

４．その他

（１）独立行政法人福祉医療機構の融資に関する要望書（案）について

.「独立行政法人福祉医療機構の融資制度を見直し緩和すること」を柱に、①療養病床転換支

援金貸付制度（仮称）の対象施設を広げること、②現行の低利融資を維持することの２項

目を要望する内容に対して、豊田・医法協会長は指摘された箇所を手直しして、あらため

て西澤・全日病会長、佐藤・日病副会長、山崎・日精協畠'１会長に諮り、とりまとめること

で合意。

（２）医師法21条について

－２９８－



・医療現場の状況を踏まえて医師法21条に関する考え方について、次回総合部会で取り上げ

ることで賛同を得る。

〔報告事項〕

１．日医・四病協懇談会について（７月２５日開催）

２．日病協第35回代表者会議について（７月２７日開催）

３．病院における薬剤師の業務及び人員配置に関する検討会について（第３回、７月３０日開催）

４．医療機関の未収金問題に関する検討会について（８月３日開催）

第６回総合部会

日時平成19年９月１９日（水）２時～４時５分

会場日本精神科病院協会会議室

当番団体日本精神科病院協会

議事

〔外部説明〕

○死因究明制度の検討状況について

・佐原康之・厚労省医政局医療安全推進室長は、診療行為に関連した死亡に係る死因究明等

のあり方に関する検討会の検討状況を報告。

〔協議事項〕

１．医師法21条について

・医療安全対策委員会を設置することで意見が一致。委員会担当団体は日病とし、各団体よ

り委員として３名ずつを推薦する。

２．独立行政法人福祉医療機構の融資に関する要望書（案）について

．「療養病床転換支援金貸付制度（仮称)」の対象施設を、「当該療養病床を持つ医療機関」に

限らず、全ての医療機関に拡大すること。また、その際の貸付金禾|｣は低利であることの２

項目。要望事項の一部を修正し了承。

３．日本医師会・四病協懇談会（10月２４日）

〔報告事項〕

１．メディカルスクール検討会（準備会）（第１回、９月１９日）

２．医療用医薬品の流通改善に関する懇談会（第１２回、８月２８日）

３．医道審議会医師分科会医師臨床研修部会（第４回、９月６日）

４．医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書（案）について

５．社会保障審議会医療部会（第２回、９月１４日）

第７回総合部会

日時平成１９年10月２４日（水）１時30分～３時30分

会場日本精神科病院協会会議室

当番団体日本精神科病院協会

議事

〔外部説明〕
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○都市計画法に基づく開発許可制度運用指針の改正について

・川平眞善・厚労省医政局指導課課長補佐は、都市計画法に基づく開発許可制度運用指針の

改正について概要を説明。施行日は平成１９年１１月３０日。近日中に、医政局総務課長と指導

課長名で、各都道府県医政主管部（局）長あてに通知する。

〔報告事項〕

１．医療用医薬品の流通改善に関する懇談会（第13回、９月28日）

２．産科医療補償制度運営組織準備委員会（第８回、１０月９日）について

３．医療安全対策委員会「中間報告書」について

４．日本医師会：私立病院における地球温暖化対策自主行動計画策定プロジェクト委員会（１０月

１９日）

５．医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書について

６．自民党：厚生労働部会厚生関係団体委員会合同会議ヒアリング（10月２２日）

７．中央社会保険医療協議会

第Ｓ回総合部会

日時平成19年11月２８日（水）１時30分～３時35分

会場日本精神科病院協会会議室

当番団体日本精神科病院協会

議事

［外部説明］

１．未収金に関するアンケート調査について

・江崎崇・厚労省国民健康保険課課長補佐は、「未収金に関するアンケート調査」の実施に

ついて、調査対象は四病院団体に加入する全施設の中から無作為抽出した約3000病院，調

査事項は来月（12月）１カ月の診療にかかる窓口徴収されるべき診療費で、来年２月末日

に未収となっているもの等、概要を説明。

２．産業廃棄物適正処理推進センター基金への出えんについて

・牧谷邦昭・環境省適正処理不法投棄対策室室長は、①産業廃棄物適正処理推進センター基

金制度、②基金への出えんと活用状況等、③不法投棄の現状と対策・その効果、④不法投

棄対策の今後の方向等について説明。平成20年度も引続き産業廃棄物適正処理推進センタ

ー基金への出えんを要請。

［承認事項］

○医療情報システム開発センター「プライバシーマーク審査委員会」委員継続について

・四病協を代表して、宮崎忠昭・日病副会長の「プライバシーマーク審査委員会」委員の継

続（任期：平成20年１月１日～１２月３１日）を承認。

［報告事項］

1．社会保障審議会医療部会（第３回、１０月３１日・第４回、11月22日）

２．中央社会保険医療協議会

３．日本医師会・囚病協懇談会（１１月２８日）

［協議事項］
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１厚労省・医療用医薬品の流通改善に関する懇談会について

・仕切価の設定に不透明な部分があるので、メーカーに尋ね、その回答内容を踏まえて総合

部会で対応方を協議。

2．メディカルスクール検討準備会について

・各団体から委員として１名、そのほか中田力・新潟大学脳研究所総合脳機能研究センタ

ー教授、福井吹矢・聖路加国際病院院長、本田宏・埼玉県済生会栗橋病院副院長、金村

政輝・東北大学大学院医学系研究科准教授の計８名で本検討会を発足。

［その他］

１．平成１９年12月以後の開催日程について

２．前回総合部会：外部説明「開発許可制度運用指針の改正」保留回答について

３．社会医療法人に係る非課税措置等の創設について

・税制調査会議員の帰省の時をとらえ、四病協役員が手分けして社会医療法人に係る非課税

措置等の創設について陳,盾することを申し合わせる。

第９回総合部会

日時平成19年12月１９日（水）４時～５時15分

会場ホテル・メトロポリタン・エドモント３Ｆ「春琴」

当番団体日本医療法人協会

議事

［報告事項］

Ｌ社会保障審議会医療部会（第５回、１１月29日）

２．中央社会保険医療協議会

３．死因究明制度について

４．平成20年度税制改正について

［協議事項］

○野口英世アフリカ賞について

・医療関係団体に打診のあった野口英世アフリカ賞（募金）に対する四病協としての対応方

については、各団体の判断に任せることで合意。

第１０回総合部会

日時平成20年１月２３日（水）１時30分～３時15分

会場日本病院会会議室

当番団体日本医療法人協会

議事

［外部説明］

○死因究明制度について

・二川一男・厚労省医政局総務課長は、医療事故の原因究明・再発防止を担い、医療の透明

’性・信頼性の向上を図ることを目的とする「医療安全調査委員会（仮称)」（以下、調査委）

の創設などを盛り込んだ「診療行為に係る死因究明制度等について」（自民党：医療紛争処
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理のあり方検討会、平成１９年12月２１日）にもとづき、新制度の骨格（①委員会の設置、②

届出及び調査、③再発防止のための提言等、④民事手続との関係、⑤行政処分との関係、

⑥刑事手続との関係）などについて概要を説明。

［報告事項］

1．「後期高齢者医療制度における『総合的に診る医師」について（要望)」の提出報告

２．中央社会保険医療協議会

３．医道審議会医師分科会医師臨床研修部会（第６回、１２月１０日）

［その他］

○総選挙対策について

・四病院団体が連携して重点候補を応援する必要を提案。各団体の政治連盟担当役員が集ま

り、検討する。

第１１回総合部会

日時平成20年２月２７日（水）２時～３時50分

会場日本病院会会議室

当番団体日本医療法人協会

［報告事項］

１．中央社会保険医療協議会

２．医療情報の提供のあり方等に関する検討会

３．産科医療補償制度運営組織準備委員会

４．理事長の債務保証のあり方に関する勉強会の委員の変更について

５．メディカルスクール検討会の委員の変更について

［外部説明］

○社会医療法人の会計・税務について

・石井孝宜・公認会計士は、社会医療法人の会計・税務（特に法人税法上の取扱い）につい

て、①現時点の見直し状況、②社会医療法人制度の概要その要件と認定取消し、③税制上

の措置（案）のポイント、④社会医療法人の取消しを受けた場合の益金参入イメージなど

を骨子に説明。

［その他］

○日本医師会・四病院団体協議会懇談会の日程について

・３月２６日（水）に予定されていた日医・四病協懇談会は延期。４月以後については別途打

合せる。

○新検討会の設置について

・平成22年度診療報酬改定を視野に入れて、四病協に財源問題を検討する場を設けることで

賛同を得る。

第１２回総合部会

日時平成20年３月２６日（水）

会場日本病院会会議室

２時～４時
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当番団体日本医療法人協会

議事

［報告事項］

１．中央社会保険医療協議会について

２．四病協各委員会の活動状況について

［協議事項］

○四病協・社会保障財源のあり方勉強会（案）の設置について

・各団体１名ないし２名からなる委員会を核に総合部会の役員が参加できる仕組みにする，

名称と細部については当日の意見を踏まえて医法協が素案をまとめることで賛同を得る。

［その他］

○総合部会の平成20年度開催日程について

曰本医師会・四病院団体協議会懇談会

1．回数/出席者数

第１回平成19年５月２３日（水）午後４時30分～６時

第２回平成19年７月２５日（水）午後４時30分～５時50分

第３回平成１９年10月２４日（水）午後４時30分～５時40分

第４回平成19年11月２８日（水）午後４時30分～５時30分

２

日本医師会

日本医師会

日本医師会

日本医師会

名
名
名
名

３
２
２
３

１
１
１
１

２．協議事項

１）医療制度改革等について

①厚生労働省「医療政策の経緯、現状及び今後の課題について」

②日本医師会「グランドデザイン2007」

③骨太の方針2007について

２）今後の医療体制について

・医療施設体系のあり方に関する検討会「これまでの議論を踏まえた整理」を踏まえた今

後の医療提供体制

３）「緊急医師確保対策」に関する取組について（地域医療に関する関係省庁連絡会議）

４）後期高齢者医療制度について

５）平成20年度診療報酬改定について

６）療養病床から転換した介護老人保健施設について

７）その他

３．総評

当懇談会は、隔月（奇数月）に四病協総合部会終了後に開催。四病協は各団体それぞれ会長

と畠'1会長１名が出席、対して日本医師会は唐澤会長、竹嶋副会長、鈴木満常任理事をはじめ議

案に関連する常任理事が出席し、そのときどきの案件について意見交換を図り、医療提供者側

として相互の姿勢を確認しようとするもの。本年度は１月、３月の２回を休会とした。

当会の出席者は次の通り。
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佐藤眞杉畠'１会長、村上信乃副会長（司会）

山本修三会長、堺常雄副会長

山本修三会長、宮崎忠昭副会長

山本修三会長、村上信乃副会長

回
回
回
回

１
２
３
４

第
第
第
第

３医療制度委員会

一諸般の事情により、今年度は開催せず－

４医療保険・診療報酬委員会

１．開催回数１１回

２．出席者数延べ98名

３．協議事項

ｌ）中医協（等）報告について

２）平成20年度診療報酬改定の要望事項について

３）社保審・介護給付費分科会の報告

４）社保審・後期高齢者医療の在り方に関する特別部会の報告

５）第１回総合部会での要望書（案）検討結果について

６）今後の委員会活動（方針）について

７）「医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書」について

８）日病協「病院経営の現況調査」および「各団体の病院経営に関する調査結果要約（案)」

について

９）後期高齢者医療制度における主治医制度のあり方について

１０）後期高齢者医療制度における「総合的に診る医師」の要望書について

１１）平成20年度診療報酬改定結果に対する検証について

12）日病協診療報酬実務者会議からの連絡について

４総評

○毎月の委員会において、中医協等の報告を定期的に実施し、それらをもとに診療報酬に関する

様々な検討をしたうえで、今年度は下記２件の要望活動を行った。

○「医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書」（平成19年10月１１日）を、厚労相ほか

関係部局、国会議員、日本医師会に提出。１．医学部入学定員のさらなる増加、２．地域実情

を反映できる診療報酬体系の構築、３．「地域一般病棟」制度の創設、４．「精神科重症合併症

治療病棟」の新設一の４項目について提案した。

○「後期高齢者医療制度における「総合的に診る医師」について」（要望）（平成20年１月１１日）

を、厚労省保険局長に提出。後期高齢者医療制度の外来医療における「総合的に診る医師」は、

その機能を遂行するために､診療所と病院外来の医師を同じ取り扱いとすること－を要望した。

平成20年度診療報酬改定では、「後期高齢者診療料600点（月１回)」が新設されたが、算定

要件は「保険医療機関である診療所又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療

所が存在しない病院」とされた。
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医業経営・税制委員会

１．開催回数９回

２．出席者数延べ66人

３．協議項目

（１）平成20年度税制改正要望について

（２）持ち分のある社団医療法人の今後の永続I性、税制について

（３）次の法改正までについて

（４）消費税について

（５）平成20年度税制改正要望事項について

（６）新たな医療法人への移行時の移行税制と現時点での対応策について

（７）控除対象外消費税についての対策について

（８）日本医師会の平成20年度税制改正要点について

（９）新たな医療法人への移行時の移行税制と現時点での対応策について

（１０）厚労省・医療用医薬品の流通改善に関する懇談会について

（１１）自民党ヒアリングについて

（12）社会医療法人について

（13）平成20年度税制改正について

（14）中小企業の事業承継税制について

（１５）今後の活動について

（１６）【講演】今後の医業税制について（日本医師会常任理事今村聡）

（17）医業税制、特に控除対象外消費税について

（18）病院・診療所用の建物の耐用年数の短縮について

（19）昨年４月施行の医療法人制度改革で事業報告書の作成、閲覧が規定され、

５．

(19）昨年４月施行の医療法人制度改革で事業報告書の作成、閲覧が規定され、財産目録、

損益計算書、貸借対照表及び事業報告所と監事監査報告書を県または政令都市へ提出せ

ねばならなくなり、さらに監事監査報告書を除く提出書類と定款は請求があった場合、

閲覧に供しなければならないことについて

(20）中小企業の取引相場のない株式等に係る相続税の納税猶予制度について

(21）その他

４総評

○平成20年度税制改正に関する下記要望を厚労省及び関係団体に提出した。

①平成20年度税制改正要望の重点項目

Ｉ消費税における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し

Ⅱ医療機関に対する事業税の特例措置の存続・拡充

Ⅲ社会医療法人の医業収益非課税等

Ⅳ病院用建物等の耐用年数の短縮

②医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望

経過措置型医療法人が社会医療法人や基金拠出型医療法人に移行する場合の非課税

措置
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上記の平成20年度税制改正要望事項の結果は下記のとおり。

【消費税】消費税制における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し

→未実現、ただし、「社会保険診療報酬等に係る消費税のあり方の検討」と記載

【法人税】社会医療法人の医業収益非課税等

→国税で社会医療法人に係る非課税措置等の創設として実現

地方税の法人住民税で社会医療法人に係る税制上の特例措置の創設として実現

【事業税】医療機関に対する事業税の特例措置の存続・拡充

→地方税の事業税で社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置を存続、医療法人の自由診

療部分等に係る軽減税率の存続として実現

地方税の事業税で、社会医療法人に係る税制上の特例措置の創設として実現

「医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望」については、すべて未実現

○自民党厚生労働部会のヒアリングは、病院団体としてのまとまりを印象づけるために、四病

協として一本化して説明した。

○日医の今村聡・常任理事を招き、今後の医業税制に対する日医の考え方についてご講演い

ただき、意見交換をおこなった。

６医療従事者対策委員会

Ｌ回数/出席者数

第１回平成19年１１月２２日

第２回平成20年２月２２日

（金）午後１時～３時日本精神科病院協会６名

（金）午後１時～２時50分日本精神科病院協会９名

２．協議事項

１）看護職員に関する調査について

２）今後の委員会活動について

３）平成20年度看護職員確保対策予算について

３．総評

本委員会の当番団体は日本精神科病院協会である。

先ず、第１回の委員会では、７対１問題を契機に発生した看護師不足の実態把握のため、全

国の病院の入院基本料に係る施設基準を調べるという昨年度来の懸案事項について審議、諸般

の事情により見送ることに決定。今後の活動を厚労省担当官や関係職能団体の役員を招聰し、

医療従事者の抱えている構造的な問題点について検討することにする。この一環として、第２

回の委員会では、看護課の予算係を招致し、平成20年度看護職員確保対策予算について学習、

特に20年度予算は、厚労省あげて取り組んでいる医師確保対策に向け、助産師の産科診療所へ

の就業促進策、助産師外来開設の促進策が盛り込まれている旨を承る。

７．治療費未払問題検討委員会

１．開催回数１回

２．出席者数延べ９人
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３．協議項目

（１）マニュアル（案）について

（２）意見交換

（３）その他

４．総評

○作業部会との合同委員会を開催した。作業部会で作成された未収金発生防止マニュアル

案を検討し、若干の手直しを作業部会に求めることとした。今後、当委員会にて未収金発

生後の請求マニュアルを作成する。

○厚労省・医療機関の未収金問題に関する検討会への対応について検討し、応召義務の問

題を検討会にて整理することを求めることとした｡厚労省の検討会の議論を踏まえながら、

今後も委員会活動をおこなっていく。

７－１治療費未払問題検討委員会作業部会

１．開催回数４回

２．出席者数延べ１６人

３．協議項目

（１）マニュアルの項目について

（２）マニュアル（案）について

（３）その他

４．総評

未収金発生防止を目的としたマニュアル案を作成し、親委員会との合同委員会へ提出した。

当該マニュアル案が検討され、若干の修正を今後おこなう。

８理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

１．開催回数７回

２．出席者数延べ１０１人

３．協議項目

（１）理事長の債務保証のあり方について

（２）医療制度の改革について

（３）連帯保証人に依存しない融資制度について

（４）投資ファンドと病院の資金調達について

（５）理事長の債務保証のあり方に関する勉強会中間報告の取りまとめについて

（６）税制改正要望について

（７）今後の医療改革について

（８）社会医療法人について

（９）その他

４．総評

融資に際して、金融機関が理事長による連帯保証を条件としていることを廃止するための環
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境整備に向け、関係者を交えて検討をおこなった。

当勉強会にてとりまとめた中間報告の記述を－部修正し、来年度に最終報告書を作成する。

９メディカルスクール検討会

１．開催回数準備会２回、検討会３回計５回

２．出席者数延べ23名

３．協議事項

１）準備会

①今後の活動について

②委員構成について

③今後の予定

２）検討会

①講演「アメリカの医学教育制度についての現状と課題」

新潟大学脳研究所・統合脳機能研究センター長中田力

②意見交換

国立療養所多摩全生園園長（前厚労省医政局長）松谷有希雄

③今後の検討会の進め方

５．総評

崇高な理念の下､質の担保ができる医師の教育制度のあり方を考える趣旨で､準備会を２回、

その後検討会を３回開催した。

中田力・新潟大学脳研究所・統合脳機能研究センター長から「アメリカの医学教育制度に

ついての現状と課題」についてヒアリングしたのち、具体的な研修、医学部のカリキュラム、

医者の給料等について意見交換を行った。
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四病協委員会（担当団体、委員長）の推移（平成12年度～19年度）
(注）①担当団体

②委員長名

－３０９－

12年度 13年度 １４年度 １５年度 16年度 17年度 18年度 19年度

医療制度委員会

①
② 日病

奈良昌治

日病

奈良昌治

日病

奈良昌治

日病

奈良昌治

日病

池澤康郎

日病

池澤康郎

日病

池澤康郎

日病

池澤康郎

医療保険・診療報酬委員会

①
② 全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

診療報酬'1,委員会

①
② 全日病

猪口雄二

介護報酬小委員会

①
② 全日病

木下毅

介護保険小委員会

①
② 全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

医業経営・税制委員会

①
② 医法協

大塚量

医法協

大塚量

医法協

大塚量

医法協

大塚量

医法協

大塚量

医法協

大塚量

医法協

大塚量

医法協

大塚量

病院建物耐用年数実態調査委員会

①
② 医法協 医法協

資金調達のあり方に関する委員会

①
② 医法協

日野頌三

医法協

日野頌三

医療従事者対策委員会

①
② 日精協

高橋幸彦

日精協

秋山一郎

日精協

秋山一郎

日精協

秋山一郎

日精協

秋山一郎

日精協

秋山一郎

日精協

秋山一郎

日精協

秋山一郎

介護保険委員会

①
② 日病

)I|合弘毅

日病

)||合弘毅

日病

)||合弘毅

医療安全対策委員会

①
② 全日病

石原哲

全日病

石原哲

日病

大井利夫

｢民間病院等における診断群分類を

活用した調査」プロジェクト委員会

①
② 日病

山本修三

日病

山本修三

病院会計準則研究委員会
①
② 日病

石井孝宜

日病

石井孝宜

日病

石井孝宜

医療法人会計基準研究分科会

①
② 医法協

石井孝宜

医療法人会計基準研究委員会

①
② 医法協

豊田堯

医法協

豊田堯

会計基準策定小委員会

①
② 医法協

五十嵐邦彦

医療法人に関する研究会

①
② 医法協

豊田堯

医法協

豊田堯

高齢者医療制度・医療保険制度委員会

①
② 全日病

猪口雄二

医療制度改革検討委員会

①
② 全日病

猪口雄二

全日病

猪口雄二

８人委員会

①
② 日病

山本修三

日病

山本修三

日病

西澤寛俊

日病

西澤寛俊

治療費未払問題検討会

①
② 日精協

山崎学

日精協

山崎学

日精協

山崎学

治療費未払問題検討会作業部会

①
② 日精協 日精協

理事長の債務保証のあり方に関する

勉強会

①
② 日精協

山崎学

日精協

山崎学

病院建物耐震問題検討プロジェクト

委員会

①
② 日病

池澤康郎

日病

池澤康郎

メディカルスクール検討会

①
② 日精協

研修医給与問題検討委員会

①
② 日病

堺常雄

療養病床及び看護配置対策特別委員

会

①
② 全日病

三師会・四病協オンライン請求打合会

①
② 全日病

日医・四病協レセプトオンライン化作

業部会

①
② 全日病 全日病



第１ｇ日本病院団体協議会

会務報告

平成19年

４月２４日（火） 初回代表者会議で竹内議長が副議長である鮫島健・日本精神科病院協会会長

を次期議長に、山本修三・日本病院会会長を副議長に推薦｡各委員からの賛同、

および本人の承諾を得て、日病協３期目の執行部が決定。

鮫島議長、齊藤診療報酬実務者会議委員長外が、水田保険局長を通じて柳澤

厚労相に対する二つの要望書（①「医療費抑制政策からの転換を求める｣、②

「平成20年度診療報酬改定要望｣）を提出。①では「病院団体の総意として、

医療費抑制政策の転換」を求め、②では、１）入院基本料の見直し、２）手術

技術（料）の適正評価、３）後期高齢者医療のあり方一の３つの重点要望事項

のほか、５つの総括的提言と１５の一般要望事項について要望した。

日病協から病院代表として中医協に参画してきた石井暎禧委員、邊見公雄委

員が２年間の任期満了を迎え、邊見委員は継続、石井委員は退任。本協議会に

加盟の西澤寛俊・全日本病院協会会長が新たに中医協委員に任命された。邉見

委員は、総会、調査実施小委員会委員のほか、新たに保険医療材料専門部会委

員に、西澤委員は、総会および診療報酬基本問題小委員会委員に就任した。

山本副議長外が、外ロ医政局長、原保険局医療課長、木倉審議官を通じて舛

添厚労相、土田中医協会長、鴨下社保審医療部会長、糠谷同医療保険部会長

に対する調査報告書（｢病院経営の現況調査｣）を提出。調査の結果、前回のマ

イナス改定により、病院経営の悪化の状況、医師・看護師不足の深刻化等々、

医療を提供することが極めて困難な状況に陥っていることが明らかとなり、

１）医療費総枠の拡大、２）病院医療に対する診療報酬上の重点的評価、３）

産婦人科・小児科・救急医療等医療政策に関わる公私の区別のない補助対象の

拡大、４）大幅な増員による勤務環境の整備一の４項目に対して特段の配慮を

求めた。

山本副議長は自民党の医療紛争処理のあり方検討会に日病協を代表して出

席。「診療行為に関連した死亡の死因究明等のあり方に関する試案一第二次試

案一」に対してほぼ賛成することを表明したうえで、新設される医療安全調査

委員会（仮称）に届出が行われた場合は新しい制度の趣旨を踏まえて、医師法

21条の届出が不要となることが法制上明確にされるようにすることなど７項

目について要望した。

１０月３０日付けで日本医師会が改定率『プラス5.7％」の要望を公表したことを

受け、日病協として何らかのメッセージ等を発信するべきかを検討するために、

代表者会議、実務者会議合同会議の形式で、緊急打合せ会を実施。

社保審医療保険部会および同医療部会が平成20年度診療報酬改定の基本方針

を策定。平成18年度診療報酬改定の基本方針で示した「基本的な医療政策の方

向性｣、「４つの視点」等を基本的に継承しつつ、産科や小児科をはじめとする

６月７日（木）

９月２８日（金）

１０月１５日（月）

11月１日（木）

１１月６日（火）

12月３日（月）
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病院勤務医の負担軽減を重点的に図ることを緊急課題として位置付けた。

鮫島議長が、大臣秘書官を通じて舛添厚労相に対する要望書（｢平成20年度診

療報酬改定について（要望)｣）を提出。「国民が安心できる病院医療の供給体

制を平成20年度以降も引き続き確保していくことは、病院に関わる診療報酬に

ついて大幅な引き上げが達成されない限り不可能である」とし、壊滅の危機に

瀕している地域の病院医療の実態を直視したうえで、平成20年度診療報酬改定

率を決定するよう要望した。

平成20年度診療報酬改定幅が舛添厚労相と額賀財務相の事前閣僚折衝で決

着。全体改定率は▲0.82％（本体十0.38％、薬価▲1.1％、材料▲0.1％)。医

科は＋0.42％となった。

山口日本病院会事務局顧問が、八神保険局保険医療企画調査室長、野村医政

局看護課長を通じて水田保険局長、土田中医協会長、外口医政局長に対する

要望書（｢病院の看護師配置に関する要望書｣）を提出。平成18年度改定時に導

入された７対１看護配置基準を契機として深刻な看護師不足がもたらされた

ことから､１）入院基本料への看護必要度・患者重症度の反映、２）看護補助

者など看護師の業務を補佐、支援する者の評価一について求めた。

平成20年度診療報酬改定において本体部分が0.38％の引き上げとなったこと

を受け、診療報酬改定に向けた打合せ会を実施し、日病協の要望事項を踏まえ

た今後の対応について協議。

12月７日（金）

12月１８日（火）

12月１８日（火）

１２月２６日（水）

平成20年

１月１８日（金） 舛添厚労相から土田中医協会長に対して平成20年度診療報酬改定につい

て諮問。

土田中医協会長から舛添厚労相に対して平成20年度診療報酬改定について

答申。

平成20年度診療報酬改定内容が告示。

２月１３日（水）

３月５日（水）

※「平成20年度診療報酬改定要望」等、各種要望書（ゴシック体表記）については、後掲「要望・

提言」参照のこと。

会議報告

Ｉ代表者会議

第３２回代表者会議（平成１９年４月２４曰（火）、曰本病院会会議室）

１．日看協との懇談を実施。久常会長ほか役員より、「看護師確保定着推進事業」についての説

明。

２．当協議会の人事を検討。竹内前議長より、議長に鮫島日精協会長、副議長に山本日病会長

の推薦があり、全会一致で承認。本人の了承も得て、決定。

第３３回代表者会議（平成１９年５月２５曰（金）、曰本病院会会議室）

１．医療費の拡大を求める要望書「医療費抑制策からの転換を求める（要望)」の提出を決定。

２．日病協から推薦した塀秀人委員より、厚労省の「診療行為に関連した死亡に係る死因究明
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等の在り方に関する検討会」の開催報告。①死因究明のための調査組織、②診療関連死の届

出制度、③医療における裁判外紛争処理制度、④行政処分一それぞれのあり方が検討課題と

された。

第３４回代表者会議（平成１９年６月２２曰（金）、曰本精神科病院協会会議室）

１６月７日から１１日にかけて実施した日病協の要望書（①「医療費抑制政策からの転換を求

める｣、②「平成20年度診療報酬改定要望｣）の提出報告。

２．診療報酬実務者会議でフリーディスカッションを行った結果、病院医療の荒廃や崩壊に対

する見解を発信するために新しいワーキンググループを設置することとなった旨の報告。

第３５回代表者会議（平成１９年７月２７曰（金）、曰本病院会会議室）

１．厚労省の倉持医薬食品局安全対策課安全使用推進室長および渡辺健康局結核感染症課

長補佐から「インフルエンザに伴う異常な行動に関する調査」について概要の説明。

２．堺秀人診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討会委員が検討会

の進捗状況を報告。堺委員より調査組織への協力等について依頼があり、日病協は基本的に

賛成としたが、継続検討事項とした。

第３６回代表者会議（平成１９年Ｓ月２４曰（金）、曰本病院会会議室）

Ｌ「病院医療の実態ワーキンググループ」の猪口座長より病院経営の現況調査の実施要領等が

諮られ、了承。約１か月程度の短期間に調査、集計および報告まで実施するスケジュールを

公表。

２．中医協委員の団体推薦廃止後の対応方について鮫島議長より報告があり、その取り扱いを

議長及び副議長に一任。

第３７回代表者会議（平成１９年９月２５曰（火）、曰本病院会会議室）

１．厚労省の黒川社会保障カード推進室長から「社会保障カード」に関するこれまでの議論

の経緯と、近く立ち上げる社会保障カードの在り方に関する検討会の開催要綱の説明。

２．医療の質・安全学会より１１月２３日～２５日に東京国際フォーラムで開催の「医療の質・安全

学会第２回学術集会」の後援名義使用許可依頼があり、これを承諾。

３．中医協の石井委員、邊見委員が２年間の任期満了を迎えるため、挨拶。

第３８回代表者会議（平成１９年１０月２３曰（火）、日本病院会会議室）

１．山本副議長、齊藤診療報酬実務者会議委員長、猪口病院医療の実態ワーキンググループ座

長が実施した厚労省への「病院経営の現況調査」の提出について報告。１０月２６日の中医協・

調査実施小委員会において配布されることとなった。検討の結果、社保審医療部会への提出

も厚労省へ依頼する。

２．中医協委員となった西澤委員（新任)、邉見委員（再任）より挨拶。

３．山本副議長は、自民党の「医療紛争処理のあり方検討会」からヒアリングへの出席依頼が

あったことを報告。代表者会議はこれを認め、堺秀人厚労省検討会委員を介添人として、出

席する。

・平成20年度診療報酬改定に向けた緊急打合会（平成19年11月ｅ曰（火）、曰本病院会会議室）

１０月30日付けで日医が次期診療報酬の改定率｢プラス5.7％｣の要望を公表したことを受け、

日病協も病院に特化したメッセージ等を発信するかを検討することとした。出席した委員の

総意は「平成20年度改定では、診療報酬を3.16％引き上げ、平成18年度改定の前の状態に戻
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すことが不可欠である｣。

第３９回代表者会議（平成１９年１１月３０曰（金）、曰本病院会会議室）

Ｌ診療報酬実務者会議より、入院医療の看護師配置基準を検討するワーキンググループで中

医協の建議書に沿った形の「入院医療の７対１看護師配置基準に関する要望書」を作成した

旨の報告があり、代表者会議は提出、公表を概ね了承。

２．山本副議長が、医療安全全国共同行動"いのちを護るパートナーシップ"（日本版１００Ｋ）の

概要を報告。日病協として協力することを了承。

第４０回代表者会議（平成１９年１２月１８曰（火）、曰本病院会会議室）

１．政府・与党が診療報酬の本体部分を0.38％引き上げる方針としたことが報道され、それを

受けて本協議会の結論を｢本体部分がマイナス改定とならなかったことは良かったが､0.38％

の引き上げでは日本の医療の崩壊は救えない｣、「改定率に関わる人々の努力は評価するが、

改定率（結果）は評価できない」とした。

２．鮫島議長は「平成20年度診療報酬改定について（要望)」の提出について報告。

･平成20年度診療報酬改定に向けた打合せ会（平成19年12月26曰（水）、曰本病院会会議室）

次期診療報酬改定率が出されたことを受けて、今後の点数配分作業に向けての対応について

協議。

第４１回代表者会議（平成２０年１月２５曰（金）、曰本病院会会議室）

１．日病協事務局より「病院の看護師配置に関する要望書」の提出報告。

２．診療報酬実務者会議から、四病協が提出した「後期高齢者医療制度における総合的に診る

医師について（要望)」（要望内容：後期高齢者医療制度の外来医療における総合的に診る医

師はその機能を遂行するために、診療所と病院外来の医師を同じ取り扱いとすること）は妥

当であるとして、追認した旨の報告。

３．厚労省の岡本大臣官房参事官から診療行為に係る死因究明制度等についての説明および

意見交換。

第４２回代表者会議（平成２０年２月２２曰（金）、曰本病院会会議室）

１．中医協委員より、２月１３日に答申された平成20年度診療報酬改定についての報告。次期改

定の目玉として、産科、小児科等への重点配分や10対1入院基本料の評価の引き上げなどが

紹介された。

２．上原鳴夫医療の質・安全学会副理事長より医療安全全国共同行動（日本版100Ｋキャンペ

ーン）についての説明。

第４３回代表者会議（平成２０年Ｓ月２８曰（金）、曰本病院会会議室）

L西澤中医協委員より、３月２６日に開催された中医協の報告。総会において、薬事法の承

認が得られていない医薬品・医療機器の使用を伴う先進的な医療技術のうち、一定の要件の

下に行われるものについて、先進医療の一類型として保険診療との併用を認め、薬事法によ

る申請等に繋がる科学的評価可能なデータ収集の迅速化を図ることを目的として、高度医療

評価制度を創設することが了承された。

２医療安全全国共同行動（日本版100Ｋキャンペーン）への対応を図ることを目的とした会議

の委員を、各団体から１名ずつ選出する。

３．次期の代表者会議議長に山本畠'１議長を満場一致で選出。副議長の選任は新議長一任とし、
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４月の代表者会議において発表、正式決定する。診療報酬実務者会議委員長については、４

月の診療報酬実務者会議において、新議長出席のもと選出する。

Ⅱ診療報酬実務者会議

第２２回診療報酬実務者会議

日時平成19年４月１８日（水）１時～４時１０分

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第３１回、平成19年３月２３日）報告

・継続して、委員長に齊藤壽－・日本病院会常任理事、副委員長に佐藤裕俊・全国自治体病

院協議会参与が就く。

（２）中医協報告

（３）ワーキンググループ（以下、ＷＧ）報告

①高齢者医療のあり方に関するＷＧ

②DPCのあり方に関するＷＧ

（４）平成20年度診療報酬改定要望事項（案）について

・要望事項（案）は、Ｌ総括的提言、Ⅱ重点要望事項、Ⅲ、一般要望事項の３項目を柱

とする。

・重点要望事項は、「１入院基本料の見直し」と「２手術技術（料）の見直し」の２項目。

・一般的要望事項（14項目）のとりまとめ団体は、委員からの意見を踏まえて内容や表現に

ついて修文を行う。

第２３回診療報酬実務者会議

日時平成19年５月１６日（火）１時～４時

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第３２回、平成19年４月２４日）報告

・鮫島健・日本精神科病院協会会長が議長、山本修三・日本病院会会長が副議長に就く。

（２）中医協報告

（３）平成20年度診療報酬改定要望事項（案）について

．Ⅱ重点要望事項に「後期高齢者医療のあり方」を追加。

・一般要望事項に、「一般病棟入院基本料１（７対１）の見直し」を追加、計15項目とする。

（４）日本病院会「手術時の医療材料に関する調査集計結果（速報値)」について

く平成20年度診療報酬改定要望事項（案）＞

１．総括的提言

１病院医療の危機

２公的医療費の拡大

３診療報酬制度の激変の回避

４地域医療連携を踏まえた診療報酬体系

５医療技術の適正な評価
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Ⅱ重点要望事項

１入院基本料の見直し

２手術技術（料）の適正評価

３後期高齢者医療のあり方

Ⅲ、一般要望事項

１一般病棟入院基本料１（７対１）の見直し

２医療機関間の連携に対する評価

３１Ｔ化に対する評価

４外来看護加算の新設

５時間外・休日・深夜加算の評価の見直し

６患者が複数の診療科を受診した場合の初診料および再診料・外来診療料の見直し

７再診料及び外来診療料の格差是正

８精神関連要望事項

（１）精神病棟入院基本料の是正

（２）精神科重症合併症治療病棟の新設

９ＮＳＴ（栄養サポート）に対する評価

１０医療安全への点数評価

１１亜急性期入院医療管理料の見直し

１２在宅療養支援機能

１３リハビリテーション

１４小児科・産科連携診療の評価

（１）小児科関係

（２）産科関係

１５ＤＰＣ関連要望事項

（１）救急対応の検査に関するコスト

（２）病院機能と体制整備に応じた加点方式評価

（３）ＤＰＣ対象病院における急｣性期リハビリテーション

（４）精神科医療のＤＰＣ導入

（５）原価に基づく診療報酬の設定

（６）患者の状態による診療報酬の調整

（７）高額医薬品を使用する治療

（８）ＤＰＣ調査に係るシステム開発・改修費用に対する評価

第２４回診療報酬実務者会議

日時平成19年６月２０日（水）２時～４時

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第33回、平成19年５兵

（２）中医協報告

（３）「平成20年度診療報酬改定要望事項」等について

平成19年５月２５日） 報告
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．「平成20年度診療報酬改定要望事項」と「医療費抑制政策からの転換を求める（要望)」を、

６月７日（木）、厚労省に提出。

（４）今後の診療報酬実務者会議の活動について

第２５回診療報酬実務者会議

日時平成19年７月１８日（水）２時～４時

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第34回、平成19年６月２２日）報告

（２）中医協報告

（３）当面の諸問題について

。「病院の危機的状況の実態」について11団体の調査等を踏まえて取りまとめる。代表者会議

（７月２７日）の承認が得られたのち、猪口委員を中心にワーキンググループを立ち上げる

旨の提案がなされ、賛同を得る。

第２６回診療報酬実務者会議

日時平成19年９月１９日（木）２時～４時

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第35回・平成１９年７月２７日、第36回・平成19年８月２４

日）報告

（２）中医協報告

（３）病院医療の実態ワーキンググループ報告

・猪口・病院医療の実態ワーキンググループ座長が、「病院経営の現況調査」報告（案）にも

とづきの集計結果を説明。

第２７回診療報酬実務者会議

日時平成19年10月１７日（木）２時～４時

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第37回・平成１９年９月２５日）報告

（２）中医協報告

（３）「病院経営の現況調査」提出

・１０月１５日（月）、舛添要一・厚労相、水田邦雄・厚労省保険局長、土田武史・中医協会長等

に提出。

（４）当面の諸問題について

・代表者会議（10月２３日）の承認が得られたのち、日野委員を中心に入院医療の看護師配置

基準を検討するワーキンググループを立ち上げる旨の提案がなされ、賛同を得る。

（５）日病協のホームページ開設について

・事務レベルで担当団体ほか細部を詰める。

第２８回診療報酬実務者会議

日時平成１９年11月２１日（木）２時～４時
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会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第38回・平成19年１０月２３日）報告

（２）日本病院団体協議会平成20年度診療報酬改定に向けた緊急打合せ会（第１回・平成１９

年11月６日）報告

．「第16回医療経済実態調査（医療機関等調査）結果速報をもとに平成20年度診療報酬改定に

おいて要求すべき引き上げ幅を検討。その結果、国民が安心できる病院医療の提供体制を

引き続き確保していくためには、国の厳しい財政状況を斜酌しても、病院の経営状況を最

低限平成18年度診療報酬改定前の状況に戻す必要があると結論した。

（３）中医協報告

（４）ＤＰＣ対象病院の参入条件について

（５）当面の諸問題について

○入院医療の看護師配置基準について

（６）「混合診療」について

第２９回診療報酬実務者会議

日時平成１９年12月１２日（木）1時30分～３時45分

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第39回・平成１９年11月30日）報告

（２）入院医療の看護師配置基準について

・日野・入院医療の看護師配置基準を検討するワーキンググループ座長が、「病院の看護師配

置に関する要望書（案)」を提示。

（３）中医協報告

（４）当面の諸問題について

・安藤・高齢者医療のあり方に関するＷＧ座長が「後期高齢者医療制度と慢性期医療の方向性」

と題して、後期高齢者医療制度の運営、後期高齢者を総合的に診る取り組みｃ診療報酬、

転換型老健の機能・保険給付の考え方など現況分析を交えて説明。

第３０回診療報酬実務者会議

日時平成20年１月１６日（木）２時～４時05分

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議（第40回・平成19年12月１８日）報告

（２）中医協報告

（３）当面の諸問題について

○後期高齢者医療制度における外来医療について

第３１回診療報酬実務者会議

（第４２回代表者会議と合同開催）

日時平成20年２月２２日（金）１時～３時

会場日本病院会会議室
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議事

（１）中医協報告

（２）日本病院団体協議会代表者会議（第41回・平成20年１月２５日）報告

（３）診療行為に係る死因究明制度等について

・堺秀人・死因究明等の在り方に関する検討会委員は、検討会（第１２回・平成20年２月２０

日）の概要を報告。

（４）その他

○医療安全全国共同行動（日本版100Ｋキャンペーン）の提案について

○日病協事務諸経費の負担について

第３２回診療報酬実務者会議

日時平成20年３月１９日（水）２時～４時

会場日本病院会会議室

議事

（１）日本病院団体協議会代表者会議・実務者会議合同会議報告

（２）平成20年度診療報酬改定について

１１団体の代表委員がそれぞれ意見を述べる。主な意見は、

・今回の診療報酬改定は、限られた医療費枠の中での配分として病院に手厚い配慮がなされ

ている。しかし、基本的には先進諸外国に比較して極端に低く抑えられている医療費枠に

よって､到底満足できるものではない。日病協としては単に厚労省に対時するだけでなく、

今後、日病協独自のデータをもとに、広く与党、国民に社会保障費マイナス2200億円削減

を解消し、我が国の医療費総枠の拡大を強く求めて行くべきである。

・昨年６月に厚労省へ提出した「日病協・平成20年度診療報酬改定要望事項」は、入院基本

料の引き上げと手術料の引き上げ、そして激変の回避を重点要望事項とした。それを踏ま

え、全体の総括として、今回の改定で入院基本料は１０対１病院に31点の加算がされ、手術

料も高度のものでは大幅な引き上げがなされた。また、変化は前回の改定よりは少なく、

一定の成果があったと見ることができる。特に、激変の回避は大きな流れをもって活動し

ている病院の現場の混乱を避けるため、今後も恒常的に要望して行くべきである。今後の

要望においても重点要望事項を重視すべきである。

Ⅲワーキンググループ

３－１．高齢者医療のあり方に関するワーキンググループ

ー諸般の事情により、今年度は開催せず－

３－２ＤＰＣのあり方に関するワーキンググループ

１．開催回数１回

２．出席者数１３名

３．協議事項

１）中央社会保険医療協議会（平成19年４月１８日開催）について

２）平成20年度診療報酬改定に関する要望事項（DPC関連事項）について
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３）その他

４．総評

今年度も、１回の開催となり、本ワーキンググループの通算２回目の開催となる今回は、新

任の厚労省担当企画官にもご出席いただき情報交換等を行った。また、日病協のＤＰＣに関する

要望事項について検討し、分担を決定した。今後は、平成22年度改定に向け、係数等について

議論されるものと思われる。

３－３病院医療の実態ワーキンググループ

１．ワーキンググループ設置までの経緯

齊藤診療報酬実務者会議委員長が代表者会議において、日病協として６月７日に関係先に発

信したステイトメント「医療費抑制策からの転換を求める（要望)」の根拠資料となる「わが国

病院医療の全体像」がわかるデータとりまとめを図り、医療費枠の拡大に向け運動展開を行う

必要性を提案。

診療報酬実務者会議のもとに当ワーキンググループが設置され、座長に猪口全日病副会長が

就任する。構成メンバーは、団体として傘下病院の18年度経営収支データを既に確保している

－国立病院機構、全国公私病院連盟、全日本病院協会、日本精神科病院協会、日本病院会、日

本療養病床協会それぞれ１名から成る。

猪口座長は、厚労省が10月には発表する医療経済実態調査に先立ち当ワーキンググループが

行う調査「病院経営の現況調査」の集計結果をまとめたいとする。

２．回数/出席者数

第１回平成19年８月１０日（金）午後４時～５時30分全日本病院協会

第２回平成１９年９月１４日（金）午後６時～８時全日本病院協会

３．協議事項

病院経営の現況調査の実施

４．同調査の実施要領

ｌ）調査目的

病院経営の現況を把握し、今後の日病協の要望活動等の基礎資料とする

２）調査期間

平成19年８月２７日（月）～平成19年９月７日（金）

３）調査客体

日本病院団体協議会会員病院

４）調査方法

調査表を各団体から傘下の会員病院へ郵送又はＦＡＸにて送付、

回答は集計委託業者へ直接FAX

５）調査スケジュール

８月１０日（金）第１回ＷＧにて調査表（案）の検討

８月１３日～２３日調査表（案）の修正

８月２４日（金）第36回代表者会議において調査表提案

８月２７日（月）調査表送付

名
名
７
６

－３１９－



９月７日（金）調査表締め切り

９月１０日～集計

９月中旬第２回ＷＧ開催、調査報告書（案）の検討

９月１９日（水）診療報酬実務者会議に調査報告書（案）を提出

９月25日（火）第37回代表者会議に調査報告書（案）を提出

６）経費について

日病協各団体応分の負担とする

5．調査報告書（次頁に抜粋を掲載/調査表は報告書の巻末）

－３２０－



｢病院経営の現況調査」報告

②
□
］

平成Ｔｅ年－１０月

曰本病院団体協議会

国立大学附属病院長会議曰本私立医科大学協会

国立病院機構曰本精神科病院協会

全国公私病院連盟曰本病院会

全国自治体病院協議会曰本療薑病床協会

全曰本病院協会労働者健康福祉機構

曰本医療法人協会
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Ⅱ調査結果

１．調杳口答病院の属性

調査回答病院の属性として、開設主体別は「国立」（大学含む)、「自治体立｣、「公的｣、「医療法人｣、「個人｣、「その他」に分類した。私

立大学病院は「その他」に含まれている。調査回答病院は「医療法人」が最も多く１，eO2病院であり、「自治体立」４０４病院などであ

った。

許可病床数は平均値２ＳSOS、中央値１９９.○である。病床規模別では、200～４９９床（1,OS７病院)、次いで１００～１９９床（S２Ｓ

病院）が多かった。

病床種別では「一般のみ」（Ｓ１ｇ病院)、次いで「精神のみ」（e2e病院）が多かった。また、都道府県別では全都道府県から回答があ

った。

ｌ
堕
図
②
Ｉ

開設主体別回答数表１ (単位:回答数,％）１

表１－２許可病床数 (単位:病床数）

回答数平均Ｉ直中央l直最大Ｉ直最小値

２８３７２５３０８１９９０１５０５２０

回答数 構成比

国立（大学含む） 1３０ 4．６２

自治体立 404 14.36

公的 292 10.38

医療法人 1,602 56.93

個人 6９ 2．４５

その他 317 1１．２７

合計 2,814 100.00

回答数 平均値 中央値 最大値 最小値

許可病床合計 2,837 253.08 199.0 1,505 2０



表１ 病床規模別回答数 表１ ４病床種別別回答数３ (単位:回答数，％） (単位:回答数，％）

表１ ５都 （単位:回答数，％）

[LTi
単位:回答数，％）

：

道
県
県
県
県
県
県
県
県
県
県
県

海
森
手
城
田
形
島
城
木
尾
玉
葉

北
膏
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千

’
四
口
』
Ｉ

回答数 構成比

０ 宍、‐ ９９ 615 2１．６８

１００ Ｐ、ジ １９９ 828 29.19

２００ 二一 ４９９ 1，０８７ 38.32

５００以上 307 10.82

合計 2$８３７ 1００．００

回答数 構成比

一般のみ 819 28.87

一般のみ＋医療療養 558 19.67

医療療養のみ 250 8．８１

精神のみ 626 22.07

それ以外 584 20.59

合計 2,837 100.00

回答数 着成比

一
口
一 答数 着成比 回答数 着成比

北海道 1８５ 6.53 富山県 5０ 1.76 鳥取県 2１ 0.74

０
■

奇森県 3８ 1.34 石１１|県 3２ 1.13 島Ｉ 艮県 2６ 0.92

岩手県 4６ 1.62 福ヂ
■

■■ 県 2４ 0.85 岡山県 8２ 2.89

宮城県 5２ 1.83 山梨県 2０ 0．７１ 広島県 7９ 2.79

秋田県 4８ 1.69 長野県 6１ 2.15 山ロ県 5９ 2.08

山形県 2８ 0.99 岐阜県 4４ 1.55 徳島県 3４ 1.20

福島県 5６ 1.98 蒔岡県 8１ 2.86

‐
□
■

雪jIl県 2７ 0.95

茨城県 4４ 1.55 愛釘 県 1１４ 4.02 愛媛県 4５ 1.59

栃木県 3７ 1．３１ 三重県 3４ 1.20 高知県 4０ 1．４１

群 馬県 4３ 1.52 滋賀県 2６ ０９２ ネ高岡県 1３６ 4.80

埼玉県 8７ 3.07 京都府 5５ 1.94 佐賀県 4１ 1.45

『
一 ｐ

■■■葉県 8６ 3.03 大'１ 反府 1３５ 4.76 長崎県 5８ 2.05

東京都 1５８ 5.58 兵庫県 1００ 3.53 熊本県 8１ 2.86

神奈川県 9４ 3.32 奈良県 2２ 0.78 大分県 4５ 1.59

新潟県 7８ 2.75 和歌山県 3０ 1.06 宮崎県 4４ 1.55

鹿児島県 7３ 2.58

沖縄県 3５ 1２４

合計 2,834 100.00



一般病床の平均在院曰数

一般病床の平均在院日数は、中央|直で平成１７年度１９曰、平成１ｓ年度１８１曰であり、平均値は平成１７年度29.1ｓ曰、平成１ｓ

年度ＳＯｇｌＢであった。平均値には、一般病床に存在する、障害児（者）施設病棟、特殊疾患療養病棟などが含まれており数値が大き

２．

＜なる。従って、急性期入院の平均在院曰数は、中央値により近いと考えられる。

病床規模別・開設主体別にみても、平均在院曰数は短縮されている。

表２－１一般病床の平均在院日数（全体） (単位：回答数，％）

表２－２平成１７年度と平成１８年度の比較（全体）（単位:回答数％）Ｉ
②
ｐ
ｍ
ｌ

表２－３一般病床の平均在院日数（許可病床規模別） (単位：回答数，％）

回答数二F均値中央値回答数干均値中央値

４３０３１７１２１６０４３６３４４１２０６５

４７１３２３５２０００４７８３３２４１９４０

６５０２８７８１７７０６５３３１５１１７００

２６７２０１９１６８０２６８１９６５１５９０

回答数 平均値 中央値

平成１７年度 1,818 29.13 19.00

平成１８年度 1,835 3０９１ 1８１０

回答数 構成比

短縮された病院数 1，２５１ 6８８９

長くなった病院数 457 2５１７

変化なし病院数 108 5．９５

合計 1,816 1００．００

平成１７年度 平成１８年度

回答数 平均値 中央値 回答数 平均値 中央値

0～9９ 430 31.71 21.60 436 34.41 20.65

100～199 471 3２３５ 20.00 478 33.24 1９４０

200～499 650 2８７８ 17.70 653 31.51 17.00

500以上 267 20.19 16.80 268 19.65 15.90



表２－４平成１７年度と平成１８年度の比較（許可病床規模別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比

２５４５９２１３０３６４４７４７４７２９２２２０８２４０

１４１３２８７１３５２８７２１４６２２４６３５１３１１

３４７９３３２６８１３０４６２１２４４９

４２９１００００４７０１００００６５０１００００２６７１００００

表２－５一般病床の平均在院日数（開設主体別） (単位:回答数，平均在院日数，％）

回答数干均Ｉ直中央値回答数干均値中央Ｉ直

１２４４８２７２１６０１２４５１４４２０２５

３７０２５２２１８００３７１２３７４１７１０

２６１１９５６１７００２６２１８９１１６９０

②
四
つ

７７５３０５６２０００７８８３４３２１９００

２８２６３６２２０５２８２６６８２３５０

２４６２８．６９１８００２４８２８１８１６．９５

表２－６平成１７年度と平成１８年度の比較（開設主体別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

９６７７４２２７０７２９７１８３７０１１４８７６３００１８６４２９１８９７６８３

２６２０９７８５２２９７６１２３３７２２８２９５０９３２１４４２１７０７

２１６１１５４０５１７６５１５８７５０３５７１５６１０

１２４１００００３７０１００００２６１１００００７７３１００００２８１００００２４６１００００

0～9９

回答数 構成比

100～1９９

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

短縮された病院数 254 5９２１ 303 64.47 474 72.92 220 8２４０

長くなった病院数 1４１ 32.87 1３５ 28.72 1４６ 22.46 3５ 13.11

変化なし病院数 3４ 7．９３ 3２ ６８１ 3０ 4．６２ 1２ ４４９

合計 429 1００．００ 470 1００．００ 650 1００００ 267 1００００

平成１７年度

回答数 平均値 中央値

平成１８年度

回答数 平均値 中央値

国立 124 48.27 21.60 124 51.44 20.25

自治体立 370 25.22 18.00 371 23.74 17.10

公的 261 19.56 17.00 262 18.91 16.90

医療法人 775 30.56 20.00 788 34.32 19.00

個人 2８ 26.36 22.05 2８ 26.68 23.50

その他 246 28.69 18.00 248 28.18 16.95

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

短縮された病院数 9６ 77.42 270 7２９７ 183 70.11 487 63.00 1８ 64.29 189 76.83

長くなった病院数 2６ 2０９７ 8５ 22.97 6１ 23.37 228 29.50 ９ 3２１４ 4２ 17.07

変化なし病院数 ２ 1．６１ 1５ 4．０５ 1７ 6．５１ 5８ 7．５０ １ 3．５７ 1５ 6．１０

合計 124 100.00 370 1００００ 261 100.00 773 100.00 2８ 1００００ 246 1００．００



Ｓ・入院患者数延べ数（１ヶ月当たり）

病床規模別、開設主体別、入院患者延べ数は、平成１７年度に比較して平成１ｓ年度はＣＧＳ2％の病院で減少していた。このＩ頃向は、

病床種別のすべてにおいて同様の結果が得られたことから、入院患者数は全体に減少していると考えられた。

表３－１入院患者数延べ数（１ヶ月当たり）（全体）（単位:回答数％）

表３－２平成１７年度と平成１８年度の比較

（全体）（単位:回答数％）

②
囚
「

表３－３平成１７年度と平成１８年度の比較（許可病床規模別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比

１６７３２８１２５７３５６０３０４３０１３８０２７１２

３２４６３６５４５３６２７４７０３６９６７２１４７２５４

１８３５４１２１６６２０２０１０３４

５０９１００００７２２１００００１００９１００００２９５１００００

回答数 平均値 中央値

平成１７年度 2,537 6,579.14 5，２８２０

平成１８年度 2,545 6，４４２９４ 5,109.0

回答数 構成比

増えた病院数 808 31.87

減った病院数 1,694 6６８２

変化なし病院数 3３ 1．３０

合計 2,535 1００００

0～9９

回答数 構成比

100～1９９

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

増えた病院 167 32.81 257 35.60 304 30.13 8０ 27.12

減った病院 324 63.65 453 6２７４ 703 69.67 214 7２５４

変化なし病院 1８ 3．５４ 1２ 1．６６ ２ ０２０ １ 0．３４

合計 509 1００００ 722 100.00 1,009 1００．００ 295 100.00



表３－４平成１７年度と平成１８年度の比較（開設主体別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比 回答数構成比

４０３２７９８６２２９９６０２１６６５０１３６０７１９３０６５９５３２７６

８２６７２１２８８７７０１２１７７８３４８６０６１９２４１６６１３１９２６６２１

００００００００００００２８２０２２３２３３１０３

１２２１００００３７４１００００２７７１００００１３８９１００００６２１００００２９０１００００

表３－５平成１７年度と平成１８年度の比較（病床種別別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

２２３３０１４１６６３４８７４９２３７９２１５３８０５１５５２８２８

５１３６９３２２９９６２８２１４８７１８４３４１６０３５３９３７１７２

４０５４１１２３１９４３７９１５９００００

７４０１００００４７６１００００２０６１００００５６５１００００５４８１００００

函
国
の

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

増えた病院 4０ 32.79 8６ 22.99 6０ 21.66 501 36.07 1９ 3０６５ 9５ 32.76

減った病院 8２ 67.21 288 77.01 217 78.34 860 6１．９２ 4１ 6６１３ 1９２ 66.21

変化なし病院 ０ 0．００ ０ 0．００ ０ 0．００ 2８ ２０２ ２ 3．２３ ３ 1．０３

合計 1２２ 100.00 374 100.00 277 100.00 1,389 1００．００ 6２ 1００．００ 290 1００．００

－般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

増えた病院 223 3０１４ 1６６ 34.87 4９ 23.79 215 3８０５ 1５５ 2８２８

減った病院 513 69.32 299 6２８２ 1４８ 71.84 341 60.35 393 7１．７２

変化なし病院 ４ 0．５４ 1１ 2．３１ ９ 4．３７ ９ 1．５９ ０ ０００

合計 740 1００００ 476 1００．００ 206 1００．００ 565 100.00 548 1００．００



４外来患者数延べ数（１ヶ月当たり）

外来患者延べ数は、平成１７年度と比較して平成１ｓ年度は５９．９e％の病院で減少していた。この傾向は、病床規模別では同様であっ

たが、開設主体別では「国立」だけが増加しており、病床種別では「精神のみ」だけが増加していた

表４－１外来患者数延べ数（１ヶ月当たり） (単位：回答数，％）

表４－２平成１７年度と平成１８年度の比較（全体）

(単位：回答数，％）

四
国
①

表４－３平成１７年度と平成１８年度の比較（開設主体別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成ヒヒ回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

７５５８１４８４２０９０６１２０８９７１８４６０３３２４７７６１１７３７３８

５４４１８６３１７７８８６２３１７９１１８２５５２８８３５５２２４１９５６２３０

０００００２５００００１７１０９０００００３２

１２９１００００４０２１００００２９２１００００１５６０１００００６７１００００３１３１００００

回答数 平均値 中央値

平成１７年度 2,786 8，９６８８１ 3，３０８５

平成１８年度 2,793 8，６８８２２ 3，２６５０

回答数 構成比

増えた病院数 1，０９６ 39.35

減った病院数 1,670 59.96

変化なし病院数 1９ ０６８

合計 2,785 1００．００

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

増えた病院 7５ 58.14 8４ 2０９０ 6１ 20.89 718 46.03 3２ 47.76 1１７ 37.38

減った病院 5４ 41.86 317 78.86 231 79.11 825 52.88 3５ 52.24 1９５ 62.30

変化なし病院 ０ 000 １ ０２５ ０ 0．００ 1７ 1．０９ ０ 0．００ １ ０３２

合計 1２９ 1００００ 402 100.00 292 1００．００ 1,560 1００００ 6７ 100.00 313 100.00



表４－４平成１７年度と平成１８年度の比較（病床種別別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

２２７２８０９１７７３２０１６３２６６９４０３６６０７２２６３９１０

５７９７１６６３７２６７２７１６８７１１９２０１３２９５３５０６０５５

２０２５４０７２５２１２６０９８２０３５

８０８１００００５５３１００００２３６１００００６１０１００００５７８１００００

四
四
○

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

増えた病院 227 28.09 1７７ 32.01 6３ 2６６９ 403 66.07 226 39.10

減った病院 579 7１．６６ 372 67.27 1６８ 7１．１９ 201 32.95 350 60.55

変化なし病院 ２ ０２５ ４ 0．７２ ５ ２１２ ６ 0．９８ ２ 0．３５

合計 808 1００００ 553 1００．００ 236 1００．００ 610 100.00 578 100.00



Ｓ・平成１７年度と平成１ｓ年度の医業収支

本調査では、医業収支および総収支を調べたが、両者はほぼ同一の結果となったため、医業収支の結果をここに示す。

全体では、赤字病院は平成１７年度Ｓ７１１％、平成１ｓ年度４ｓ０２％と増加していた。

表５－２平成１８年度の医業収支（医業収益／医業費用）

（全体）（単位:回答数％）

表５－１平成１７年度の医業収支（医業収益／医業費用）

（全体）（単位:回答数％）

病床規模別では、すべての階層で平成１ｓ年度の赤字病院比率が増加しており、特に５００床以上の平成１ｓ年度赤字病院は、60.14％

に上った。

い
い
］

表５－４平成１８年度医業収支（医業収益／医業費用）

（許可病床規模別）（単位:回答数％）

表５－３平成１７年度医業収支（医業収益／医業費用）

（許可病床規模別）（単位:回答数,％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

黒字３５２５８８６５１４６３５４６０１５５６５１１６３９８６

赤字２４６４１１４２９５３６４６４７９４４３５１７５６０１４

合叶５９８１００００８０９１００００１０８０１００００２９１１００００

回答数構成比回答数構成比回答数成比回答数構成比

黒字４００６６７８５６３６９５９６６２６１２４１２４４２４７

赤字１９９３３２２２４６３０４１４１９３８７６１６８５７５３

合計５９９１００００８０９１００００１０８１１００００２９２１００００

回答数 構成比

黒字 1，５８３ 56.98

赤字 1，１９５ 43.02

合計 2,778 1００．００

回答数 構成比

黒字 1,749 62.89

赤字 1,032 37.11

合計 2,781 1００．００

0～9９

回答数 構成比

100～1９９

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

黒字 352 58.86 514 63.54 601 55.65 116 39.86

赤字 246 4１．１４ 295 3６４６ 479 4４３５ 1７５ 60.14

合計 598 100.00 809 1００００ 1，０８０ 1００００ 291 1００．００

0～9９

回答数 構成比

100～199

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

黒字 400 6６７８ 563 6９５９ 662 61.24 124 4２４７

赤字 1９９ 33.22 246 3０４１ 419 38.76 168 57.53

合計 599 1００００ 809 100.00 1,081 1００００ 292 1００００



開設主体別では、いずれも平成１ｓ年度の赤字病院比率が増加していた。特に平成１ｓ年度は「国立」６９２９％、「自治体立」９２７ｓ％

という高率に加え、「公的」もＳＳ､90％と平成１７年度に比べ過半数が赤字となった。

表５－５平成１７年度医業収支（医業収益／医業費用）（開設主体別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

表５－６平成１８年度医業収支（医業収益／医業費用）（開設主体別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

い
い
□

３９３０７１２９７２７１２０４１１０１１７３７４６７５２７８７９１５７５２３３

８８６９２９３７０９２７３１７２５８９０３９８２５３３１４２１２１１４３４７６７

１２７１００００３９９１００００２９２１００００１５７１１００００６６１００００３００１００００

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

黒字 4３ 33.86 4３ 1０７２ 1５８ 54.11 1，２６１ 80.32 5７ 85.07 1７４ 57.81

赤字 8４ 6６１４ 358 89.28 134 45.89 309 19.68 1０ 14.93 127 42.19

合計 127 100.00 401 100.00 292 1００．００ 1，５７０ 100.00 6７ 1００．００ 301 100.00

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

黒字 3９ 3０７１ 2９ 7．２７ 1２０ 4１．１０ 1，１７３ 74.67 5２ 78.79 1５７ 5２３３

赤字 8８ 69.29 370 92.73 1７２ 58.90 398 25.33 1４ 2１．２１ 143 47.67

合計 127 1００００ 399 100.00 292 1００００ 1，５７１ 100.00 6６ 1００００ 300 1００．００



病床種別でも、すべての種別で赤字病院が増加しており、平成１ｓ年度は「一般のみ」では過半数が、「一般十医療療薑」では40.51％
が赤字となった。

表５－７平成１７年度医業収支（医業収益／医業費用）（病床種別別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

４４６５５．３３３８２６８９５１８９７８．１０４７７７７４４２５５４５．２９

３６０４４６７１７２３１０５５３２１９０１３９２２５６座同５４７１
８０６１００００５５４１００００２４２１００００６１６１００00■祠ⅢＩ

表５－８平成１８年度医業収支（医業収益／医業費用）（病床種別別） (単位：回答数，％）

ｌ
い
い
い
Ｉ

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

黒字 446 55.33 382 68.95 189 78.10 477 77.44 255 45.29

赤字 360 44.67 1７２ 31.05 5３ 21.90 139 2２５６ 308 54.71

合計 806 1００００ 554 1００００ 242 100.00 616 100.00 563 100.00

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

黒字 390 48.27 329 59.49 1６５ 67.90 468 76.60 231 4１．０３

赤字 418 51.73 224 40.51 7８ 32.10 143 23.40 332 58.97

合計 808 1００．００ 553 100.00 243 1００００ 611 1００００ 563 1００．００



Ｓ・平成１ｓ年度の医業収支率における平成１７年度と比較した増減率

平成１ｓ年度の医業収支率における平成１７年度と比較した増減率は、－１％以上～－５％未満が２５．ｓ2％と最も多く、次いで＋１％以

上～＋５％未満が１８９７％、－１０％以上が１５．ｓ1％であった。－１％以上の医業収支悪化病院は、合計51.14％であった。

表６－１平成１８年度医業収支（全体）（単位:回答数％）

い
い
』

回答数 構成比

＋１０％以上 241 8．７４

＋５％以上～＋１０％未満 187 6．７８

＋１％以上～＋５％未満 523 18.97

＋１％以上～－１％未満 396 14.36

１％以上～－５％未満 698 25.32

－５％以上～－１０％未満 276 10.01

１０％以上 436 15.81

合計 2,757 100.00



病床規模別では、中小規模病院に－１０％以上の病院が多く、大規模ほど増減幅が少ない。

表６－２平成１８年度医業収支（許可病床規模別） (単位：回答数，％）

ロ答数構成比ロ答数構成比ロ答数構成比ロ答数構成比

４５７５８６８８４６１１４１０６１１４４９１

５０８４２６０７４６６２５７７１５５２６

９０１５１５１４８１８４１２１０１９５５７５２６３２

６１１０２７９９１２３１１７２１６０１６４２２４６

１４９２５０８１９１２３７６２７１２５２３８７３０５３

７５１２６３９１１１３２９５８８５１５５２６

１２４２０８８１４７１８２８１５０１３９７１５５２６

５９４１００００８０４１００００１０７４１００００２８５１００００

ｌ
い
い
、
Ｉ

0～9９

回答数 構成比

100～1９９

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

＋１０％以上 4５ 7５８ 6８ 8．４６ 114 10.61 1４ 4．９１

＋５％以上～＋１０％未満 5０ 8．４２ 6０ 7．４６ 6２ 5．７７ 1５ 5．２６

＋１％以上～＋５％未満 9０ 15.15 148 18.41 210 19.55 7５ 26.32

＋１％以上～－１％未満 6１ 10.27 9９ 12.31 1７２ 16.01 6４ 2２４６

１％以上～－５％未満 149 25.08 1９１ 23.76 271 25.23 8７ 30.53

－５％以上～－１０％未満 7５ 12.63 9１ 11.32 9５ 8．８５ 1５ 5．２６

１０％以上 124 20.88 1４７ 18.28 1５０ 13.97 1５ 5．２６

合計 594 1００．００ 804 1００．００ 1，０７４ 1００．００ 285 1００００



開設主体別では、－１０％以上は「医療法人」に多く（１８１２％)、次いで「公的」（１５．Ｓ1％)、「|固人」（１５ｓＳ％）の111頁であった。

表６－３平成１８年度医業収支（開設主体別） (単位：回答数，％）

ロ塞数構成比ロ垂数構成比口達数構成比ロ逵数構成比ロ塞数構成比ロ塞数構成比

８６３０１３３２６２５８５９１６８１０８０１０１５３８１５５０７

７５５１１８４５１１５５１５１２２７８４２３０８２１７０９

３５２７５６７０１７５４５０１７１８２９４１８８９１６２４６２５７１９２６

２９２２８３５７１４２９４８１６４９１９３１２４０９１３８５５６１８９２

３６２８３５１３１３２８３７９２７１５３５９２３０７１２１８４６７６２５６８

８６３０６６１６５４２８９６２１３８８８７６９２３２７９１２

４３１５４４１１０３４６１５８１２８２１８１２１０１５３８４４１４８６

１２７１００００３９９１００００２９１１００００１５５６１００００６５１００００２９６１００００

い
い
①

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

＋１０％以上 ８ 6．３０ 1３ 3．２６ 2５ 8．５９ 1６８ 10.80 1０ 15.38 1５ 5．０７

＋５％以上～＋１０％未満 ７ 5．５１ 1８ 4．５１ 1５ 5．１５ 1２２ 7．８４ ２ 3．０８ 2１ 7．０９

＋１％以上～＋５％未満 3５ 2７５６ 7０ 17.54 5０ 17.18 294 18.89 1６ 24.62 5７ 19.26

＋１％以上～－１％未満 2９ 2２８３ 5７ 14.29 4８ 16.49 1９３ 12.40 ９ 13.85 5６ 18.92

１％以上～－５％未満 3６ 28.35 1３１ 32.83 7９ 27.15 359 23.07 1２ 18.46 7６ 25.68

－５％以上～－１０％未満 ８ 6．３０ 6６ 16.54 2８ 9．６２ 138 ８８７ ６ 9．２３ 2７ 9．１２

１０％以上 ４ 3．１５ 4４ 1１．０３ 4６ 15.81 282 18.12 1０ 15.38 4４ 14.86

合計 127 1００．００ 399 1００．００ 291 1００．００ 1，５５６ 100.00 6５ 1００．００ 296 1００．００



病床種別では、「医療療養のみ」において、－１○％以上が２５４２％であり、－１％以上が７２．５％と際立っていた。

表６－４平成１８年度医業収支（病床種別別） (単位：回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

６７８３９４３７７６１０４１７８３１３７０３８６８１

５８７２６４２７５８１３５４２４８７９２２６４６６

１７０２１２８７８１４０８２１８７５１４２２３４３１１２２００７

１１４１４２７７０１２６４２２９１７８１１３３７１０９１９５３

２０７２５９１１２６２２７４７２３０００１２２２０１３１７１３０６５

７９９８９７４１３３６４１１７０８３７６１１４５８０６

１０４１３０２１２１２１８４６１２５４２９３１５３５５７１０２２

’
四
四
「
Ｉ

７９９１００．００５５４１００００２４０１００．００６０６１００００５５８１００．００

一般のみ

回答数 構成比

一般＋医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

＋１０％以上 6７ 8．３９ 4３ 7．７６ 1０ 4．１７ 8３ 13.70 3８ 6．８１

＋５％以上～＋１０％未満 5８ 7．２６ 4２ 7．５８ 1３ 5．４２ 4８ 7．９２ 2６ 4．６６

＋１％以上～＋５％未満 170 21.28 7８ 14.08 2１ 8．７５ 1４２ 23.43 112 20.07

＋１％以上～－１％未満 114 14.27 7０ 1２６４ 2２ 9．１７ 8１ 13.37 109 19.53

１％以上～－５％未満 207 25.91 126 2２７４ 7２ 30.00 1２２ 20.13 1７１ 30.65

－５％以上～－１０％未満 7９ 9．８９ 7４ 13.36 4１ 17.08 3７ 6．１１ 4５ 8．０６

１０％以上 104 13.02 1２１ 21.84 6１ 2５４２ 9３ 15.35 5７ 10.22

合計 799 1００．００ 554 100.00 240 1００．００ 606 1００．００ 558 1００．００



７．平成１５年度末と比較した平成１ｓ年度末の医師数（常勤換算）

平成１５年度末と比較した医師数（常勤換算）は、Ｓ１ＢＳ％の病院で減少していた。

表７－１平成１５年度末と比較した平成１８年度末の医師数（全体）

(単位:回答数，％）

い
い
の

病床規模別では、Ｓｏｏ床以上においてｅ9.1％の病院で医師数が増加しており、減少した病院を大きく上回っていた。

表７－２平成１５年度末と比較した平成１８年度末の医師数（許可病床規模別）（単位:回答数,％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

１３７１６７５２１５１９９４１００３３２２

１５０１８３４２５０２３１９１０８３５８８

２５１３０６８２２５２０８７３５１１６３

１５４１１４３１７４８２１９２０３２４２１３９５

１２３０１３７１６７５１６９１５６８１６５３２

６１０１００００８１８１００００１０７８１００００３０１１００００

回答数 構成比

１０％以上増 530 18.88

１％ 宍～ ９％増 615 21.91

増減なし 767 27.32

１％ 戸、‐ ９％減 498 17.74

１０％以上減 397 14.14

合計 2,807 1００．００

0～9９

回答数 構成比

100～199

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

１０％以上増 7８ 1２７９ 137 1６７５ 215 19.94 100 33.22

１％ 鈩筥‐ ９％増 107 17.54 150 18.34 250 23.19 108 35.88

増減なし 256 41.97 251 30.68 225 20.87 3５ 11.63

１％ へ‐ ９％減 9４ 15.41 1４３ 17.48 219 20.32 4２ 13.95

１０％以上減 7５ 1２３０ 137 16.75 169 15.68 1６ 5．３２

合計 610 100.00 818 100.00 1,078 100.00 301 1００００



開設主体別では、減少病院はいずれでも高率に認めるが、特に「国立」「自治体立」では減少病院数が増加病院数を上回っていた。

表７－３平成１５年度末と比較した平成１８年度末の医師数（開設主体別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

１９１５０８７１１７５７７８２６８０２８１１７７６６８７０７０２２４４

３４２６９８９０２２２８６２２１３１３３４２１１１１４２０２９７８２５００

１９１５０８７１１７５７３１１０６５５５３３４９６３８５５０７５１１６３５

２６２０６３８８２１７８６１２０９６２４６１５５５３４３５６７２１４７

２８２２２２８４２０７９５９２０２７１６８１０６２８１１５９４６１４７４

１２６１００００４０４１００００２９１１００００１５８２１００００６９１００００３１２１００００

い
い
①

病床種別においても、すべての病床種別で高率に減少病院が存在する。

表７－４平成１５年度末と比較した平成１８年度末の医師数（病床種別別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

１７４２１４８８４１５１９２３９３５１１５１８５５１３４２３１８

２０１２４８１１２３２２２４３３１３４１１１３１８２３１４５２５０９

１７０２０９９１４１２５５０１２９５２４４２３１３７２６９６１６６１

１４３１７６５１１３２０４３３６１４６３９９１５９７１０７１８５１

１２２１５０６９２１６６４２５１０１６６２１０００９６１６６１

８１０１００００５５３１００００２４６１００００６２０１００００５７８１００００

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

１０％以上増 1９ 15.08 7１ 17.57 7８ 26.80 281 17.76 ６ 8．７０ 7０ 22.44

１％ Ｐ、ジ ９％増 3４ 26.98 9０ 22.28 6２ 21.31 334 21.11 1４ 20.29 7８ 25.00

増減なし 1９ 1５０８ 7１ 17.57 3１ 10.65 553 34.96 3８ 55.07 5１ １６３５

１％ 伊、‐ ９％減 2６ 20.63 8８ 21.78 6１ 20.96 246 15.55 ３ ４３５ 6７ 21.47

１０％以上減 2８ 2２２２ 8４ 20.79 5９ 2０２７ 168 10.62 ８ Ⅱ５９ 4６ 14.74

合計 126 100.00 404 1００００ 291 100.00 1,582 100.00 6９ 100.00 312 100.00

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

１０％以上増 174 21.48 8４ 1519 2３ 9．３５ 115 18.55 134 2３．１８

１％ Ｐ～ ９％増 201 24.81 123 22.24 3３ 1３４１ 113 1８２３ 145 25.09

増減なし 170 20.99 1４１ 25.50 129 52.44 231 3７．２６ 9６ １６．６１

１％ Ｐ､‐ ９％減 143 17.65 113 20.43 3６ 1４６３ 9９ 15.97 107 １８．５１

１０％以上減 122 15.06 9２ 16.64 2５ 10.16 6２ 10.00 9６ 1６６１

合計 810 10000 553 100.00 246 1００００ 620 10000 578 1００．００



Ｓ、平成１７年度末と比較した平成１ｓ年度末の耆護師数（常勤換算）

平成１７年度末と比較した看護師数（常勤換算）は、Ｓ３１２％の病院で減少していた。

表８－１平成１７年度末と比較した平成１８年度末の看護師数（常勤換算した数）（全体）

(単位:回答数，％）

い
』
○

病床規模別では、どの階層においても減少病院が高率に存在するが、ｓｏ○床以上では６２９５％の病院で看護師がt曽加していた。

表８－２平成１７年度末と比較した平成１８年度末の看護師数（常勤換算した数）（許可病床規模別）（単位回答数,％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

６５１０７１９６１１７２１０８１０００２６８５２

１７５２８８３２６２３１９９３９５３６５７１６６５４４３

１６９２７８４１６２１９７８２１９２０２８３７１２１３

１５３２５２１２２４２７３５３１０２８７０７４２４２６

４５７４１７５９１６４８４４４２０６６

６０７１００００８１９１００００１０８０１００００３０５１００００

回答数 構成比

１０％以上増 295 10.49

1％～９％増 998 35.50

増減なし 587 20.88

１％ 軒、ザ ９％減 761 27.07

１０％以上減 1７０ 6．０５

合計 2,811 100.00

0～9９

回答数 構成比

100～199

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

１０％以上増 6５ 1０７１ 9６ 11.72 108 10.00 2６ 8．５２

１％ デー ９％増 1７５ 28.83 262 31.99 395 36.57 166 54.43

増減なし 169 27.84 162 1９７８ 219 2０２８ 3７ 1２１３

１％ Ｐ、ジ ９％減 153 2５２１ 224 27.35 310 2８７０ 7４ 24.26

１０％以上減 4５ 7．４１ 7５ 9１６ 4８ 4．４４ ２ 0．６６

合計 607 1００．００ 819 1００００ 1，０８０ 100.00 305 1００．００



開設主体別では、「国立」においては５８９２％の病院で看護師がt曽加しており、次いで「公的」の増加が多かった。

表８－３平成１７年度末と比較した平成１８年度末の看護師数(常勤換算した数)（開設主体別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

９６９８１６３９６１８６２１２０４１２８８１０１４７１３４１０８６

６７５１９４１３８３４１６１３４４６２１５０６３１９４１５２２０６１３０４１５３

２６２０１６７４１８３２４８１６５５３６６２３１１２２３２３５４７１５０２

２４１８６０１５３３７８７７０２４１４４０７２５６９１６２３５３８６２７４８

３２３３２３５６９２０６９０１０１６３８５７３５１６５１１

１２９１００．００４０４１００００２９０１００００１５８４１００．００６８１００００３１３１００．００

い
』
〕

病床種別では、すべての病床種別で高率に減少病院が存在する。

表８－４平成１７年度末と比較した平成１８年度末の看護師数(常勤換算した数)(病床種別別）（単位:回答数％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

９２１１３３５１９２１１７６８８８４１３６１５１８７８

３１７３９０４１８９３４１２５２２１０５１９０３０７９２５０４３０３

１４６１７９８１０３１８５９７５３０３６１５９２５７７１０４１７９０

２１０２５８６１５８２８５２８３３３６０１５８２５６１１５２２６１６

４７５７９５３９５７２０８１０２６４２１２４４１３

８１２１００００５５４１００００２４７１００００６１７１００００５８１１００００

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

１０％以上増 ９ 6．９８ 1６ 3．９６ 1８ 6．２１ 204 12.88 1０ 14.71 3４ 10.86

１％ Ｐ、ジ ９％増 6７ 51.94 138 34.16 134 46.21 506 31.94 1５ 22.06 130 4１５３

増減なし 2６ 2０１６ 7４ 18.32 4８ 16.55 366 23.11 2２ 3２３５ 4７ 15.02

１％ ￣￣ ９％減 2４ 18.60 153 37.87 7０ 24.14 407 25.69 1６ 23.53 8６ 27.48

１０％以上減 ３ 2．３３ 2３ 5．６９ 2０ 6．９０ 1０１ 6．３８ ５ 7．３５ 1６ 5．１１

合計 129 100.00 404 100.00 290 1００．００ 1,584 1００．００ 6８ 1００００ 313 1００．００

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

１０％以上増 9２ 11.33 5１ 9．２１ 1７ 6．８８ 8４ 13.61 5１ 8．７８

１％ 戸田ゴ ９％増 317 39.04 189 34.12 5２ 21.05 1９０ 30.79 250 4３０３

増減なし 1４６ 17.98 103 18.59 7５ 30.36 159 25.77 104 17.90

１％ Ｆ、‐ ９％減 210 25.86 158 2８５２ 8３ 3３６０ 158 25.61 1５２ 26.16

１０％以上減 4７ 5．７９ 5３ 9．５７ 2０ 8．１０ 2６ 4．２１ 2４ ４１３

合計 812 100.00 554 100.00 247 1００００ 617 1００００ 581 1００００



９．平成１ｓ年度中の医師募集状況

全病院のうち、平成１ｓ年度中に医師募集を行った病院は、７２５１％あった。しかし、「採用予定数より少なかった」（502ｓ％)、「全

く採用できなかった」（２s.e○％）と、予定通り採用できない病院は７５ss％にのぼり、医師採用の困難さが明らかとなった。

病床規模別では、どの階層でも医師採用の困難な状況が見受けられ、開設主体別・病床種別でもすべてにおいて医師採用が困難な状況

を認めた。

表９－１平成１８年度中の医師募集（全体） 表９－２「あり」の場合（全体）

(単位:回答数，％） (単位:回答数，％）

回答数構成比

四
ト
ロ

表９－３「あり」の場合（許可病床規模別） (単位:回答数，％）

回答数構成比 回答数構成比回答数構成比回答数構成比

５１４７１０１８４２０２３７７２８９

９５２７８６１０６１９５２１６５１９５７６７２７６９

９０２６３９２５７４７３３４９１５８２４１５２６２８１

１５１４４２８１７０３１３１１６７１９８１１６６６１

３４１１００００５４３１００００８４３１００００２４２１００００

回答数 構成比

あり 1，９９１ 72.51

なし 755 27.49

合計 2,746 1００．００

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた 4２ 2．１３

採用予定数とおり採用できた 433 2１．９９

採用予定数より少なかった 990 50.28

まったく採用できなかった 504 25.60

合計 1，９６９ 1００００

0～9９

回答数 構成比

100～1９９

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた ５ 1．４７ 1０ 1．８４ 2０ ２３７ ７ ２８９

採用予定数とおり採用できた 9５ 27.86 106 19.52 165 19.57 6７ 27.69

採用予定数より少なかった 9０ 2６３９ 257 47.33 491 58.24 1５２ 62.81

まったく採用できなかった 1５１ 44.28 170 31.31 167 19.81 1６ 6．６１

合計 341 1００００ 543 1００００ 843 100.00 242 1００００



表９－４「あり」の場合（開設主体別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

１０８２００００２０８５３５３３２００００４１７７

２５２０４９３６１２７７２９１２２９２８４２６９２１１３４３８４７２０８０

７９６４７５１５３５４２６１５７６６５３４４８４２４６１３４０６３１３０５７５２

１７１３９３９３３２９８４８２０３４２８８２７３０８２５００４５１９９１

１２２１００００２８２１００００２３６１００００１０５５１００００３２１００００２２６１００００

表９－５「あり」の場合（病床種別別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

１２１９８６１４９２１６１１４３６７８１７６

１２０１９８０７５１８６１３８３０６５１１８３０９７８２１８０２

３３６５５４５２００４９６３３３２６６１１３４３５１７２８７６３０８

１３８２２７７１２２３０２７５１４１１３１１５３０１８７８１７１４

６０６１００００４０３１００００１２４１００００３８１１００００４５５１００００

い
』
②

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた １ ０８２ ０ 000 ２ 0．８５ 3５ 3．３２ ０ 000 ４ 1．７７

採用予定数とおり採用できた 2５ 2０４９ 3６ 1２７７ 2９ 1２２９ 284 2６９２ 1１ 3４３８ 4７ 20.80

採用予定数より少なかった 7９ 64.75 1５３ 54.26 1５７ 66.53 448 42.46 1３ 40.63 1３０ 57.52

まったく採用できなかった 1７ 13.93 9３ 32.98 4８ 20.34 288 27.30 ８ 25.00 4５ 19.91

合計 1２２ 100.00 282 100.00 236 100.00 1,055 1００００ 3２ 100.00 226 100.00

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた 1２ 1．９８ ６ 1．４９ ２ 1．６１ 1４ 3．６７ ８ 1．７６

採用予定数とおり採用できた 1２０ 19.80 7５ 18.61 3８ 30.65 118 30.97 8２ 1８０２

採用予定数より少なかった 336 55.45 200 49.63 3３ 26.61 134 35.17 287 63.08

まったく採用できなかった 138 22.77 1２２ 3０２７ 5１ 4１．１３ 1１５ 30.18 7８ 1７１４

合計 606 100.00 403 100.00 124 100.00 381 100.00 455 1００００



１０．平成１ｓ年度中の看護師募集状況

全病院では、ｇ６ｏＳ％の病院が平成１ｓ年度中に看護師を募集しているが、「採用予定数より少なかった」「全く採用できなかった」は

合計ｅ６．７７％と極めて高率であった。

表１０－１平成１８年度中の看護師募集（全体） 表１０－２「あり」の場合（全体）

(単位:回答数，％） (単位:回答数，％）

回答数構成比 回答数

い
←
』

病床規模別では、いずれの階層においても看護師採用の困難を認めた。

表１０－３「あり」の場合（許可病床規模別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

11２０６１９２５４２９２８９７２４６

１７３３２４０２２５３００４２９３２９１５９８３４３９

３２０５９９３４８３６４４９６７３６６９７１８０６３１６

３０５６２２２２９４１０１００００００

５３４１００００７４９１００００１００５１００００２８５１００００

回答数 構成比

あり 2,624 9６０８

なし 107 3．９２

合計 2,731 100.00

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた 6６ ２５７

採用予定数とおり採用できた 789 3０６６

採用予定数より少なかった 1,656 64.36

まったく採用できなかった 6２ ２４１

合計 2,573 1００００

0～9９

回答数 構成比

100～199

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた 1１ ２０６ 1９ ２５４ 2９ 2．８９ ７ 2．４６

採用予定数とおり採用できた 173 32.40 225 30.04 293 29.15 9８ 34.39

採用予定数より少なかった 320 59.93 483 6４４９ 673 66.97 180 63.16

まったく採用できなかった 3０ 5．６２ 2２ 2．９４ 1０ 1００ ０ 0．００

合計 534 100.00 749 1００．００ 1,005 100.00 285 100.00



開設主体別では、いずれの開設主体でも看護師採用の困難を認めるが、「国立」のみが他の開設主体を上回り、過半数の病院で看護師を

採用できていた。

表１０－４「あり」の場合（開設主体別） (単位:回答数，％）

ロ答数構成比ロ答数構成比口答数構成比ロ答数構成比ロ答数構成比ロ答数構成比

６４６９７２０６８３０８３５２３８２３３３８２６９

５９４６０９１１４３３６３７７２９６２４２７２９０３１７２８３３８９２９９７

６３４９２２２０９６１６５１７１６５７７９６７６５７４３８６３３３１９６６５９９

００００９２６５４１５４４２２８６３５００４１３５

１２８１００００３３９１００００２６０１００００１４７１１００００６０１００００２９７１００００

②
Ｐ
、

病床種別では、いずれにおいても看護師採用の困難を認めた。

表１０－５「あり」の場合（病床種別別） (単位:回答数，％）

口答数構成比ロ答数構成比ロ答数構成比ロ答数構成比口答数構成比

２０２７３９１７４５２２９１８３１９１４２５９

２２９３１２８１０９２１０４６４２９３６２１６３８２３１７１３１６７

４７５６４８９３７６７２５９１３５６１９３３２１５６８１３４９６４６３

８１０９２４４６３１４６４２１０１７７６１１１

７３２１００００５１８１００００２１８１００００５６５１００００５４０１００００

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた ６ 4．６９ ７ ２０６ ８ 3．０８ 3５ 2．３８ ２ 3．３３ ８ ２６９

採用予定数とおり採用できた 5９ 46.09 114 33.63 7７ 29.62 427 29.03 1７ 28.33 8９ 29.97

採用予定数より少なかった 6３ 49.22 209 61.65 1７１ 65.77 967 65.74 3８ 6３３３ 196 65.99

まったく採用できなかった ０ 0．００ ９ ２６５ ４ 1．５４ 4２ ２８６ ３ 5．００ ４ 1．３５

合計 128 1００００ 339 100.00 260 100.00 1,471 100.00 6０ 1００．００ 297 1００００

一般のみ

回答数 構成比

一般＋医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

採用予定数以上に採用できた 2０ 2．７３ ９ 1．７４ ５ ２２９ 1８ 3．１９ 1４ 2．５９

採用予定数とおり採用できた 229 3１．２８ 109 21.04 6４ 29.36 216 3８２３ 1７１ 31.67

採用予定数より少なかった 475 64.89 376 7２５９ 1３５ 61.93 321 5６８１ 349 64.63

まったく採用できなかった ８ 1．０９ 2４ 4．６３ 1４ 6．４２ 1０ 1．７７ ６ 1．１１

合計 732 1００００ 518 1００００ 218 100.00 565 1００００ 540 1００．００



１１．平成１Ｇ年度以降の病床休止もしくは返還の状況

平成１ｓ年度以降の病床休止もしくは返還の状況は、全病院の１８６７％（５２１病院）が「あり」と回答している。さらにその病院数

は、平成１ｓ年度に急増しており、平成１９年度もその傾向が続いている。

表１１－１平成１６年度以降の病床休止もしくは返還

（単位:回答数，％）

表１１－２「あり」の場合（全体）

(単位:回答数，％）

回答数病床数平均値中央値

３９１２０３３０８５２７０

９５３４９４ ４００

１１５４９０５４２６５３６０

４７７１８４２２３８６２３５０

い
←
①

これを病床規模別に見ると、病床規模の大きい病院ほど比率が大きくなっている。

表１１－３平成１６年度以降の病床休止もしくは返還（許可病床規模別） (単位:回答数，％）

回答数構成比 回答数構成比回答数構成比

一■翻一■所Ⅵ
￣■田圃一■画nＦ￣、、
￣■Ｈｍ－■冊､■冊■■而

回答数 構成比

あり 521 1８６７

なし 2,269 81.33

合計 2,790 1００００

回答数 病床数 平均値 中央値

平成１６年度 3９ 1，２０３ 3０８５ 27.0

平成１７年度 9５ 3,494 3６７８ 40.0

平成１８年度 228 8,820 3８６８ 34.5

平成１９年度 1１５ 4,905 4２６５ 3６０

合計 477 18,422 3８６２ 35.0

0～9９

回答数 構成比

100～199

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

あり 6２ 1０２３ 9９ 1２１６ 269 25.21 9１ 30.03

なし 544 89.77 715 87.84 798 74.79 212 69.97

合計 606 100.00 814 100.00 1,067 100.00 303 1００００



開設主体別では、「国立」「自治体立」「公的」のⅡ|頁でその比率が高い。

表１１－４平成１６年度以降の病床休止もしくは返還（開設主体別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

３９３０２３１２１３０１０７４２６１５１９１１２１１１３１９７０７９２５２４

９０６９７７２８１６９９０２０９７３８５１３８６８７８９５３８０３０２３４７４７６

１２９１００００４０２１００００２８３１００００１５７７１００００６６１００００３１３１００００

病床種別では、「精神のみ」「一般のみ」の'''百でその比率が高い。また、「医療療寶のみ」は診療報酬改定が平成１ｓ年７月からであり、

平成１９年になってから比率が高くなるのに対し、他の病床種別では、多くの病院が平成１ｓ年度中に休止もしくは返還を行っている。

看護基準の変更に対する対応が困難であったことがその主因と考えられる。い
←
「

表１１－５平成１６年度以降の病床休止もしくは返還（病床種別別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

あり 3９ 30.23 1２１ 30.10 7４ 2６１５ 1９１ 12.11 1３ 19.70 7９ 25.24

なし 9０ 69.77 281 69.90 209 73.85 1,386 87.89 5３ 80.30 234 74.76

合計 129 1００００ 402 100.00 283 100.00 1，５７７ 100.00 6６ 100.00 313 100.00

一般のみ

回答数 構成比

一般＋医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

あり 138 17.04 8１ 14.73 1６ 6．５３ 108 17.65 178 3１．０６

なし 672 8２９６ 469 8５２７ 229 93.47 504 8２３５ 395 6８９４

合計 810 1００００ 550 1００．００ 245 100.00 612 1００００ 573 1００００



表１１－６「あり」の場合（病床種別別） (単位:回答数，％）

４７７ ３９．７５ １０１ １２６３ 000 ００４０５ １２０

９２３ 1６００２５ ３６９２ ４４２ ３６８３ １６０４００ ３５５

６４ ２４８０ ３８７５ ３５０ ３２ １６１ ３６２８ ３５．５ ５７ ９５０ １００

２３ ９９９ ４３４３ ４１．０ ２３８６２０ ８１４ ４０７０ ３９５ 1６７ ２４．０

１２４ ４８７９ ３９３５ ３８０ ７２ ２５１８ ３４９７ ２９０ １５ ２５６ １７．０７ １２０

回答数 病床数 平均値 中央値 回答数 病床数 平均値 中央値

９７ ２４２５ ２４５ ５２８ ３５２０ ２８０

１９ ５６３ ２９６３ ３３０ ３７ ５３４ ４１４６ ４１０

②
』
②

５５ １８０４ ３２８０ ２５０ ７１ ３３１８ ４６７３ ４８０

１６ ４１４ ２５８８ １５０ ４９ ２５１１ ５１２４ ４３．０

９４ ２８７８ ３０６２ ２４５ １７２ ７８９１ ４５．８８ ４３０

一般のみ

回答数 病床数 平均値 中央値

一般十医療療養

回答数 病床数 平均ｲ直 中央値

医療療養のみ

回答数 病床数 平均値 中央値

平成１６年度 1２ 477 39.75 40.5 ８ 1０１ 12.63 1２０ 0 ０ 000 ００

平成１７年度 2５ 923 36.92 40.0 1２ 442 3６８３ 3５５ ２ 3２ 1６００ 16.0

平成１８年度 6４ 2,480 38.75 35.0 3２ 1，１６１ 36.28 35.5 ６ 5７ 9．５０ 1００

平成１９年度 2３ 999 43.43 4１．０ 2０ 814 40.70 39.5 ７ 167 23.86 24.0

合計 124 4,879 39.35 38.0 7２ 2,518 34.97 29.0 1５ 256 17.07 1２０

精神のみ

回答数 病床数 平均値 中央値

それ以外

回答数 病床数 平均値 中央値

平成１６年度 ４ 9７ 24.25 24.5 1５ 528 35.20 2８０

平成１７年度 1９ 563 29.63 33.0 3７ 1,534 41.46 41.0

平成１８年度 5５ 1，８０４ 32.80 25.0 7１ 3,318 46.73 48.0

平成１９年度 1６ 414 25.88 15.0 4９ 2,511 5１．２４ 43.0

合計 9４ 2,878 3０６２ 24.5 1７２ 7,891 45.88 43.0



１２．平成１６年度以降に休止した診療科

平成１Ｇ年度以降に何らかの診療科を休止した病院は、全体の１５．了S％（4ｓｇ病院）に上る。診療科で最も多いのは産婦人科（７１病

院）であり、次いでﾉ小児科（Ｇ７病院）などであり、複数回答を合わせると６２２科に上った。

表１２－１平成１６年度以降に休止した診療科（全体）

（単位:回答数，％）

表１２－２「あり」の場合の休止した診療料（全体） (単位:回答数，％）

回答数回答数

四
Ｐ
①

回答数 構成比

あり 439 15.78

なし 2,343 84.22

合計 2,782 1００．００

回答数

眼科 2５

耳鼻ﾛ因喉科 3３

気管食道科 ４

皮膚科 3３

泌尿器科 2１

肛門科 ９

リハビリテーション科 ９

放射線科 ８

麻酔科 2９

歯科 2５

その他 1１１

合計 622

回答数

内科 1１

呼吸器科 2３

消化器科 1０

循環器科 1６

小児科 6７

精神科 3４

神経科 ８

外科 2２

整形外科 3１

脳神経外科 2２

産婦人科 7１



病床規模別では、２０○～499床に最も多く見られ、Ｏ～９９床、Ｓ○○床以上では少なかった。

表１２－３平成１６年度以降に休止した診療科（許可病床規模別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

７７１２８１１２４１５２０１９４１８２５４４１４５７

５２４８７１９６９２８４８０８６９８１７５２５８８５４３

６０１１００００８１６１００００１０６３１００００３０２１００００

開設主体別では、「自治体立」に多く、「公的」「国立」と続く。科別では「医療法人」のﾉ｣l児科（S４病院)、「自治体立」の産婦人科（２６

病院）・小児科（１５病院)、「公的」の産婦人科（１７病院）などが際立つ。

②
、
○

表１２－４平成１６年度以降に休止した診療科（開設主体別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

0～9９

回答数 構成比

100～1９９

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

あり 7７ 12.81 124 15.20 194 18.25 4４ 1４５７

なし 524 87.19 692 84.80 869 81.75 258 85.43

合計 601 100.00 816 100.00 1,063 100.00 302 100.00

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

あり 2９ 2２４８ 109 27.46 6６ 22.92 1７５ 1１．１７ ３ 4．４８ 5４ 17.36

なし 1００ 77.52 288 72.54 222 77.08 1,392 88.83 6４ 9５５２ 257 8２６４

合計 129 1００．００ 397 100.00 288 1００００ 1,567 100.00 6７ 100.00 311 100.00



表１２－５「あり」の場合の休止した診療料（開設主体別） (単位:回答数）

ｌ
い
、
」
Ｉ

国立

回答数

自治体立

回答数

公的

回答数

医療法人

回答数

個人

回答数

その他

回答数

内科 １ １ ０ ８ ０ １

呼吸器科 ２ ６ ５ ９ ０ １

消化器科 １ ４ ０ ４ ０ １

循環器科 １ ３ １ ５ １ ４

小児科 ６ 1５ ６ 3４ ０ ６

精神科 １ ９ ６ 1２ １ ５

神経科 １ ３ ０ ４ ０ ０

外科 １ ４ ５ 1１ ０

整形外科 ４ ６ ５ 1２ ０ ４

脳神経外科 ２ ７ ５ ７ ０ １

産婦人科 ３ 2６ 1７ 1４ ０ 1１

眼科 １ ９ ４ ９ ０ ２

耳鼻ﾛ因喉科 １ 1０ ３ 1４ ０ ５

気管食道科 １ １ １ ０ ０ １

皮膚科 ２ ８ ８ 1４ ０ １

泌尿器科 １ ４ ４ 1０ ０ ２

肛門科 ０ １ １ ５ ０ ２

リハビリテーション科 ０ １ ０ ６ ０ ２

放射線科 ０ １ ０ ６ ０ １

麻酔科 ３ ６ １ 1６ ０ ３

歯科 ６ ７ １ ５ ０ ５

その他 ９ 2４ 1８ 4４ １ 1４

合計 4７ 1５６ 9１ 249 ３ 7３



病床種別では、「一般のみ」「一般十医療療慧」に多く見受けられた。

表１２－６平成１６年度以降に休止した診療科（病床種別別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

１
画
ｍ
ｍ
ｌ

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

あり 169 2１．１０ 1１１ 20.11 3３ 13.58 1９ ３１１ 107 1８６１

なし 632 78.90 441 79.89 210 8６４２ 592 96.89 468 81.39

合計 801 1００００ 552 100.00 243 100.00 611 100.00 575 100.00



１ｓ・平成１６年度以降の救急指定・救急輪番制などの取り下げの状況

全体では、１０９病院（S､９５％）が取り下げを行っている。

表１３－１平成１６年度以降の救急指定・救急輪番制などの取り下げ（全体）

（単位:回答数，％）

回答数構成比

ｌ
い
、
い
Ｉ

病床規模別では、中小規模で取り下げの比率が高い。

表１３－２平成１６年度以降の救急指定・救急輪番制などの取り下げ（許可病床規模別）（単位回答数,％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

３６６１１４６５７１２４２２６０９９

５５３９３８９７５９９４２９１０３９９７７４３０１９９０１

５８９１００００８０５１００００１０６３１００００３０４１００００

回答数 構成比

あり 109 3．９５

なし 2,652 96.05

合計 2,761 100.00

0～9９

回答数 構成比

100～199

回答数 構成比

200～499

回答数 構成比

500以上

回答数 構成比

あり 3６ 6．１１ 4６ 5．７１ 2４ ２２６ ３ ０９９

なし 553 93.89 759 9４２９ 1,039 97.74 301 99.01

合計 589 100.00 805 100.00 1,063 100.00 304 1００００



開設主体別では、「(固人」「公的」「医療法人」「自治体立」の|||頁で比率が高く、「国立」では低い。

表１３－３平成１６年度以降の救急指定・救急輪番制などの取り下げ（開設主体別） (単位:回答数，％）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

２１５７１５３７４１１３８２６３４０６３４４８１２３９３

１２５９８４３３８６９６２６２７７９６１８１４８７９５９４６４９５５２２９３９６０７

１２７１００００４０１１００００２８８１００００１５５０１００００６７１００００３０５１００００

病床種別に見ると、「一般のみ」「一般十医療療贄」「医療療薑のみ｣、の比率が高い。

１５７７病院中91病院（ら.７７％）が取り下げを行っている。

四
ｍ
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表１３－４平成１６年度以降の救急指定・救急輪番制などの取り下げ（病床種別別） (単位:回答数,妬）

回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比回答数構成比

４４５４９３４６２０１３５７０１１１８１１２２

７５７９４５１５１４９３８０２１５９４３０５９７９８１９５６９９８７８

８０１１００００５４８１００００２２８１００００６０８１００００５７６１００００

国立

回答数 構成比

自治体立

回答数 構成比

公的

回答数 構成比

医療法人

回答数 構成比

個人

回答数 構成比

その他

回答数 構成比

あり ２ 1.57 1５ 3.74 1１ 3.82 6３ 4.06 ３ 4.48 1２ 3.93

なし 1２５ 98.43 386 96.26 277 96.18 1,487 95.94 6４ 9５５２ 293 96.07

合計 1２７ 100.00 401 1００００ 288 100.00 1,550 100.00 6７ 100.00 305 100.00

一般のみ

回答数 構成比

一般十医療療養

回答数 構成比

医療療養のみ

回答数 構成比

精神のみ

回答数 構成比

それ以外

回答数 構成比

あり 4４ 5.49 3４ 6.20 1３ 5.70 1１ 1．８１ ７ 1.22

なし 757 94.51 514 93.80 215 94.30 597 98.19 569 98.78

合計 8０１ 1００．００ 548 100.00 228 100.00 608 100.00 576 100.00



１４．現時点における今後の運営方針

全体では、「診療所への転換を検討」４ｓ病院、「介護施設（－部含む）ヘの転換を検討」２７４病院、「閉院を検討」２０病院であった。

表１４－３閉院を検討（全体）表１４－１診療所への転換を検討（全体）

（単位:回答数，％） (単位:回答数，％）

且｢

１００００

表１４－２介護施設（一部含む）への転換を検討（全体）四
ｍ
ｍ

(単位:回答数，％）

回答数構成比

２７４９１００００

回答数 構成比

あり 2０ ０７４

なし 2,674 99.26

合計 2,694 1００００

回答数 構成比

あり 4８ 1．７７

なし 2,657 98.23

合計 2,705 100.00

回答数 構成比

あり 274 9．９７

なし 21475 90.03

合計 2,749 1００００



Ⅲ調査のまとめ

曰本病院団体協議会に力0盟する１１団体の全病院を客体とし、平成１９年Ｓ月から９月にかけ、「病院経営の現況調査」を行った。回答

数は２，ＳＳ７病院であり、全国の病院Ｓ,Ｓ７Ｓに対する回答病院が占める割合はＳ2.0％であった。

平成１７年度に比較して、平均在院曰数は短縮されており、入院患者延べ数.外来患者延べ数も減少していた。

全体の赤字病院は､平成１７年度:Ｓ７．１１％より平成１ｓ年度:４ｓ.02％に増加していた｡病床規模別では､Ｓ○○床以上の赤字が６０１４％

と高率であった。また「自治体立」：92.7s％、「国立」：ｅ929％、「公的」：ＳＳ・go％が赤字であった。

平成１７年度と比較した増減率は、－１％以上が51.14％であった。中小規模には－１０％以上の病院が多かった。病床種別では、医療

療養病床において－１％以上が７２５％、－１０％以上が２５４２％と著しく高率であった。

平成１５年末と比較した医師数（常勤換算）は、ｓ１ＢＳ％の病院で減少し、平成１７年度末と比較した看護師数（常勤換算）は、ｓ３１２％

の病院で減少していた。

平成１ｓ年度中の医師募集は７２．５１％の病院が行い､そのうち｢採用予定数より少なかった｣ＳＯ２Ｓ％､｢全く採用できなかった｣２５eo％

と、医師の採用は極めて困難な状況であった。

言護師募集は９Ｇ.Cs％の病院が行い、そのうち「採用予定数より少なかった」64.s６％、「全く採用できなかった」２．４１％と、看護師

の採用も極めて困難な状況であった。

平成１Ｇ年度以降の、「病床休止もしくは返還」の状況は、全病院の１ｓ６７％（s２１病院）が「あり」と回答している。またその病院数

は、平成１ｓ年以降に急増している。「病床休止もしくは返還」しているのは、病床規模では大きい病院ほど比率が高く、開設主体では「国

立」「自治体立」「公的」の'''百で比率が高く、病床種別では「精神のみ」「一般のみ」の順で比率が高かった。

平成１ｓ年度以降に「何らかの診療科を休止した」病院は、全体の１ｓ､7S％（４sｇ病院）に上る。診療科で最も多いのは産婦人科（７１

病院）であり、次いで小児科（Ｇ７病院）などであり、複数回答を合わせるとｅ２２科に上った。開設主体別では「医療法人」「自治体立」

「公的」「国立」のⅡ|頁に比率が高かった。

平成１ｓ年度以降に「救急指定・救急輪番制などの取り下げ」を行った病院は、全体では１○ｓ病院（s､９５％）であった○病床規模では、

中小規模に多く、開設主体別では、「個人」「医療法人」「公的」「自治体立」の111頁で比率が高く、「国立」では低い。

「現時点における今後の運営方針」は、「診療所への転換を検討」４ｓ病院、「介護施設（－部含む）ヘの転換を検討」２７４病院、「閉院

を検討」２０病院を認めた。いずれも中小規模が中l11jlである。開設主体別では、「診療所への転換を検討」は「医療法人」２Ｓ病院、「自治

体立」１０病院であった。また、病床種別では、「医療療慧のみ」は「診療所への転換を検討」２４病院（１１．７１％)、「介護施設（－部含

む）ヘの転換を検討」ｇｅ病院（４１２○％)、「閉院を検討」７病院（３４ｱ％）と過半数の病院が他施設への転換・廃院を検討しているこ

●

●
●

●

●
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とが判った。

以上、今回の調査結果の概要である。その結果、平成１７年度に比較して平成１ｓ年度の病院経営状況は著しく悪化していた。それは、５００

床以上の病院のｅ○％以上が赤字であり、「自治体立」のｇ○％以上が赤字となり、中小規模では過半数の病院の経営が前年度より悪化してい

ることなどに示されている。

また、常勤医師の減少した病院が高率に存在し、採用は極めて困難という結果になった。それは、臨床研修医の研修必修化、開業医の急増、

勤務医の仕事量増加による疲弊など、多くの要因により勤務医の減少および採用困難が起きていることを示すものである。一方、看護師の減

少した病院も高率に存在し、採用も極めて困難という結果になった。看護師は従来入職・退職が多く、各病院においては看護師募集が常態化

していたが、平成１ｓ年診療報酬改定における看護基準の大幅変更により、さら|こ多くの病院が耆護師募集をしたため採用困難がより顕著に

なったことを示すものである。

療贄病床再編の最中にある医療療慧病床は、介護施設への転換・診療所への転換・廃院を検討している病院が過半数を占めており、介護保

険施設における受け皿を早急に準備する必要性を強く認めた。

医師・看護師不足は、結果として病床休止・返還（５２１病院)、診療科休止（4ｓｇ病院)、救急指定・救急輪番制取り下げ（１０９病院）と

いう形に表れた。特に、産婦人科・小児科を筆頭に合計ｅ２２科の診療休止や、１００を超える病院の救急指定・救急輪番制取り下げは、地t或

医療の継続・維持を困難にし、病院医療さらに曰本の医療提供体制を崩壊してしまうことを強く示唆するものである。

また結果からは、平成１ｓ年診療報酬改定が病院経営を悪化させたことは明らかになってあり、さらに医師・看護師不足により病院・診療

科・救急医療の継続を困難にしている。早急に医師・看護師の増員を図るとともに、次期診療報酬改定における病院医療に対する＋分な報酬

増、都道府県・地域の実情に合わせた産婦人科・小児科・救急医療などに対する公私の区別の無い補助など、多面的な施策が必要である。

病院が劣悪な経営状態から脱却し、医療の質・安全の向上、全国における医療提供体制の整備を行うことは急務である。国民が納得できる

病院医療の構築と、医療従事者の医療に対する「誇り」を取り戻すためには、少なくとも先進国における平均的な国民医療費（対ＧＤＰ比）

が必要である。
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Ｖ・調査票
股間１１．平成１８年度末の医師数（常勤換算した数）について（平成１５年度末と比較して）

①１０％以上増②１％～９％増③増減なし

④１％～９％減⑤１０％以上減

｢病院経営の現況調査」調査票

記号に○をお付けください部に記入および該当する以下の股間について、下

設問１２．平成１８年度末の石腰師数（常勤換算した数）について（平成１７年度末と比較して）

①１０％以上増②１％～９％増③増減なし

④１％～９％減⑤１０％以上減

股間１．都道府県名

股間２．医療機関名

股間１３．平成１８年度中の医師募集について

①あり②なし

↓
「①あり」の場合

ａ、採用予定数以上に採用できた

ｃ・採用予定数より少なかった

②自治体立

⑤個人

③公的

⑥その他

股間３．開股主体①国立（大挙含む）

④医療法人

股間４．宜院の許可病床数についてご記入ください。（該当病床がない場合は必ずＯをご記入ください.） ｂ・採用予定数とおり採用できた

。、まったく採用できなかった

設問１４．平成１８年度中の看窟師募集について

①あり②なし

↓
『①あり」の場合

ａ・採用予定数以上に採用できた

ｃ，採用予定数より少なかった

股間５．一般病床の平均在院日数（診療報酬上の算定方法に基づいて計耳してください.）

（１）平成１７年度日

（２）平成１８年度日

ｂ、採用予定数とおり採用できた

。、まったく採用できなかった股間６．入院患者数延べ数（１ヶ月当たり）

（１）平成１７年度人

（２）平成１８年度人

四
ｍ
ｍ 設問１５．平成１６年度以降の病床休止もしくは返還について

①あり②なし
股間７．外来患者数延べ数（１ヶ月当たり）

（１）平成１７年度人

（２）平成１８年度人

↓
｢①あり」の場合 木止した年度平威

設問１６．平成１６年度以降に休止した診療科について

①あり②なし

↓
「①あり」の培合、休止した診療科に○を付けてください。（複数回答可）

股間８．平成１７年度の医収支及び鹿収支について

※他会肘負担金拍助金は除いて出してくたさい．（股間９段間１０も同じ）

①黒字

①黒字

②赤字

②赤字

（１）医業収支（医業収益／医藁只用）

（２）総収支（総収益／緯費用）

ｃ、消化器科ｄ・循環器科ｅ、小児科

ｈ・外科ｉ・整形外科ｊ・脳神経外科

、、耳鼻咽喉科ｎ．気管食道科

ｑ・肛門科ｒ・リハビリテーション科

ｕ・■科ｖ・その他（ ）

内科ｂ・呼吸器科

精神科９．神経科

産婦人科１．眼科

皮膚科ｐ、泌尿器科

放射線科ｔ，麻酔科

●
□
Ｂ
■
●

ａ
ｌ
ｆ
ｋ
ｏ
Ｓ

股間９．平成１８年度の医薬収支及び鰹収支について

（１）医業収支（医藁収益／医藁費用）

（２）総収支（総収益／総費用）

①黒字

①黒字

②赤字

②赤字

股間１０．平成１８年度の医薬収支（医業収益／医薬費用）率および総収支（総収益／緯費用）率について

平成１７年度と比較した増減率の該当箇所に○をご記入下さい。
設問１７．平成１６年度以降の救急指定・救急輪番制などの取り下げについて

①あり②なし

設問１８．現時点での宜院の今後の運営方針について

（１）診療所への転換を検肘①

（２）介蛮施設（－部含む）への転換を検討①

（３）閉院を検討①

な
な
な

②
②
②

し
し
し

あり

あり

あり

以上です。ご協力ありがとうございました。

一般病床 医療療養病床 精神病床 結核病床 感染症病床 合計

床 床 床 床 床 床

＋10％以上
＋５％以上～

＋10％未西

＋１％以上～

＋5％未酒

＋１％未満～

－１％未西

－１％以上～

－５％宋君

－５％以上～

-10％宋君
-10％以上

平成18年度

医藁収支

平成18年度

総収支



３－４入院医療の看護師配置基準を検討するワーキンググループ

Ｌワーキンググループ設置までの経緯

齊藤診療報酬実務者会議委員長が代表者会議において、１８年度改定により新たに７対１の看

護配置基準が設定され、これを契機に全国で看護師不足問題が発生した。いま一度原点に立ち

返り、病院医療における看護のあり方、看護職の役割を、病院団体当事者として意見とりまと

めできないかと問題提起。

診療報酬実務者会議のもとに、「入院医療の看護師配置基準を検討するワーキンググループ」

を設置、座長に日野医法協副会長が就任する。

２．回数/出席者数

第１回平成19年11月２２日（木）午後２～４時飯田橋レインボーピル

第２回平成19年12月１１日（火）午後２～３時30分アルカディア市ケ谷

名
名
８
８

３．協議事項

当ワーキンググループ要望（案）について

４．要望案

診療報酬実務者会議報告の項参照

Ⅳ、事務連絡会議

第６回平成１９年６月８日（金）日本病院会会議室

Ｖ要望・調査等（内容は本報告書の「要望・提言」に掲載）

（要望）

月日種別内容

平成19年

６月７日要望平成20年度診療報酬改定要望について

６月７日要望医療費抑制政策からの転換を求める（要望）

１２月７日要望平成20年度診療報酬改定について（要望）

１２月１８日要望病院の看護師配置に関する要望書

（調査）

平成19年

１０月１５日病院経営の現況調査報告

（その他の活動）

平成１９年

1１月１日ヒアリング自民党：医療紛争処理のあり方検討会

Ⅵ．曰本病院団体協議会委員派遣一覧

20.3.31現在

団体名

－３５９－

団体名 委員会名 氏名 備考

厚生労働省
診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に

関する検討会
堺秀人 19.3.23承認



曰本病院団体協議会代表者会議出席者名簿

’
１
２
３
４
５
６
７
８

河野武谷
山本

武谷小池

錦木宮崎
河野

小山田

Ｉ
い
つ
Ｃ
ｌ

１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
１
１

改定向け打合会

１９１２２６ 池
川
藤
野
井
藤
林

小
星
宮
須
谷
大
安
小灘 爾

豊瓦
鮫島

一
．
人
「

｜
藤
見
秀
一

厩
隆
堺
Ｉ 「

第３２回
19.4.24

第３Ｓ回
1９．５２５

第S４回
1９．６２２

第３５回
1９．７２７

第３６回
19.8.24

第３７回
1９．９２５

第３Ｓ回
19.10.23

１ 国立大学 １
ワ

７
，
■
■

陶属病院長会議 河野 武谷 河野 武谷 河野 武谷 武谷 小池 武谷 小池 河野 小池 河野 武谷
２ 独立行政法人国立病廃機構 矢崎 宮1Ｎ； 鈴フ こ 鈴木 宮蝿 鈴木 ； 鈴木 ； 鈴木 山本
３ 全国公私病屍連盟 竹内

陸一一一一一

ノ
二

寸内 星 ノ
二

Ｉ ■

内 星 星
Ｌ－－－－

星
←￣

ノ

ロ
ロ
■
｜
Ｃ
ｌ

＿■.

■

内 星 ノ

日
｝
ご
▽
１

■

内 星
４

！
。 :団法人全園 =治‘本病 境 猛議会 宮川 小山田 小山田 宮川 宮川 宮ｊＩｌ 小山田 宮川 小山田 宮川

５

■
ｊ
● 生団法人全曰本病 癌会 西澤 手束 西澤 西澤 猪口 西澤 猪ロ 西澤 猪ロ 西澤 西澤

６

■
●
。

心
。 :団法人日本医療法人‘謡会 豊田 須藤 須藤 豊田 須藤 豊田 須藤 豊田 須 iｉ 豊田 須藤 豊田 須藤

７ 止団法人曰本私立医科大学協会 小山 小山

８ 生団法人曰本精神科病院協会 鮫島 長瀬 鮫島 谷野 鮫島 長瀬 鮫島 谷野 鮫島 谷野 鮫島 谷野 鮫島 谷野
９ 生団法人日本病院会 山本 山本 佐藤 池澤 山本 大井 山本 村上 山本 佐藤 山本 堺常雄

1０ 日本療養病床協会 木下 安藤 安藤 木下 木下 木下 安藤 安藤 木下 安藤
1１ 独立行政法人労働者健康福祉機構
その他

鶴田
齊藤
邉臭
小川

石井

久常

楠本

中村

齊藤
石弁

堺秀人
邊見
上田

鶴田

佐藤
石井

鶴田
石弁

倉持
堺秀人

渡辺

齊藤
石弁

堺秀人
邊見

中林

齊藤
石井

黒jll

邊見

大竹

中林

齊藤
邊見

緊急打合せ会
1９．１１．６

第３９回
1９．１１．３０

第４０回
19.1218

改定向け打合会

1９１２．２６

第４１回
2０１２５

第４２回合同
20222

第４Ｓ回
2０３２８

１ 国立大学 Ｉ Ｉ病 境長会議 坂本 小池 河野 小池 武谷 小池 河野 武谷 武谷 市川 河野 小池
２ 独立行政法人国立病境機構 矢崎 鈴木 宮崎 鈴木 宮崎 鈴木 進藤 鈴木
３ 全国公私病境連盟 竹内 中本 」寸内 星 ノ ｹ内 星 竹内 星 」寸内 星 ノ Ｉ ■

内 星
４ 社団法人全国自治’本病 境協議会 小山田 宮川 小山田 小山田 宮川 小山田 宮川 宮川 小山田 宮川
５ 社団法人全曰本病院協会 猪口 西澤 猪口 安藤 西澤 猪ロ 西澤 猪ロ 西澤
６ 社団法人曰本医療法人協会 曰野 塊田 豊田 須藤 須藤 豊田 須藤 豊田 須藤 豊田

ご
夕
菟 團藤

７ 社団法人日本私立医科大学協会 小山 小山 小山 小山 小山
８ 社団法人曰本精神科病院協会 長瀬 平川 鮫島 谷野 鮫島 谷野 鮫島 谷野 鮫島 谷野 鮫島 谷野
９ 社団法人日本病院会 池澤 石井 山本 佐藤 山本 堺常雄 山本 山本 大井 山本 村上 山本 大井
1０ 曰本療養病床協会 木下 安藤 木下 安藤 木下 安藤 木下 安藤
1１ 独立行政法人労働者健康福祉機構 中林 中林 伊藤 深尾 深尾 小林
その他 齊藤

遇晃

齊藤

邊見
堺秀人

曰野 杏藤
邊見

齊藤
邉見

齊藤
岡本 佐原

邊見

堺秀人
上原

藤
見
崎
瀬

齊
邉
高
棚

堺秀人
大野太
大野英



曰本病院団体協議会診療報酬実務者会議出席者名簿

’
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
１
１

小池康永渡辺

佐藤

山本 猪ロ ｌ猪ロ山本｜猪ロ

山本

鑿襄|鑿深尾縢鑿鶴田深尾

石井邊見｜石井邊見｜石井邊見｜石井邊見｜石井邊見

’
四
①
』
Ｉ

第３０回
２０１１６

１F
篠原

山本

社団法人曰本精神科病院協会

独立行政法人労働者健康福祉機構

第２２回
1９．４１８

第２３回
19.5.16

第２４回
19.6.20

第２５回
19.7.18

第２Ｇ回
1９．９１９

第２う回
1９．１０．１７

第２Ｓ回
1９．１１．２１

１ 国立大学 蠅属病 境長会議 (欠 常） 康永 渡辺 渡辺 小池 伏見 小池 犬見｜渡辺 小池
２ 独立行政法人国立病院機構 進藤 進藤

ム
一 ■■

■■■尾 進藤

ノ
ー ￣

ﾛ■■尾 進藤 進藤 山本 進藤 山本 進藤 山。 民

３ 全国公私病房連盟 篠原 篠原 (欠席） 篠原 篠原 篠原 篠原
４ 花:団法人全国自治‘本病 屍 癌議会 佐藤 佐藤 遠藤 佐藤 宮川 佐藤 佐藤 佐藤
５ 社団法人全曰本病院協会 山本 猪ロ 猪口Ｉ 猪ロ 山本 猪ロ 猪口Ｉ 猪ロ 山本
６ 社団法人曰本医療法人協会 曰野 武田 日野 曰野 曰野 武田 武田 曰野 曰野 武田
７ 社団法人曰本私立医科大学協会 小山 大野 小山 大野 小山’ 小山 山本 山本 (欠席） 山本１
８ 社団法人曰本精神科病院協会 平jIl 平川 (欠席） 平川 (欠席） 平jll 平jIl

９ 社団法人曰本病院会 池澤 齊藤 池澤 齊藤 齊藤 池澤 齊藤 池澤 齊藤 池澤 齊藤 齊藤 石井
1０ 曰本療養病床協会 安藤 武久 安藤 武久 木下 武久 木下 武久 木下 武久 木下 武久
1１ 独立行政法人労働者健康福祉機構 鶴田 深尾 鶴田 深尾 鶴田 深尾 鶴田 深尾 中林 深尾 深尾 中林

その’也 石井 邉見 石井 邊見 石井 邊見 石井 邊見 石井
ご
叉

:晃 西澤 邊見

第29回
19.12.12

第ｓｏ回
20.1.16

第３１回
202.22

第S２回
203.19

１ 国立大学 ･属病 院長会議 犬見 渡辺 渡辺 坂本 小池 犬見 小池
２ 独立行 女法人国立病 ；;機 ： 進藤 山本

Ｃ
ご
■
Ｐ 藤 山本 進藤 山本

、
Ｉ

Ｌ
呂
二 藤

３ 全国公私病院連盟 篠原 篠 原 星 篠 原
４ 社団法人全国自治体病院協議会 佐藤 佐藤 宮)|Ｉ 佐藤 佐藤
５ 社団法人全日本病院協会 猪ロ 山本 山本 猪ロ 山本 猪ロ 山本
６ 社団法人曰本医療法人協会 曰野 武田 曰野 武田 曰野 曰野
７ 社団法人日本私立医科大学協会 小山 山本 山本 小山 山本 山本
８ 社団法人曰本精神科病院協会 平川 平川 長瀬 平川 平川

９ 社団法人曰本病院会 齊藤 石井 齊藤 石井 石井 齊藤 石井
1０ 日本療養病床協会 (欠席） 木下 武久 木下 安藤 木下
1１ 独立行政法人労働者健康福祉機構 深尾 中林 深尾 (欠席） 中林 深尾

その他 西澤 邊見 西澤 西澤 邊見 西澤 邉見
鮫島 安藤 安藤



第２０要望・提 －

１＝Ｉ

要望内容

（曰本病院会として提出した要望等）

内容種別月日

平成19年

要望平成20年度税制改正に関する要望

要望自民党：平成20年度税制改正に関する要望

要望自民党：平成20年度予算・税制改正に関する要望

要望民主党：平成20年度税制改正に関する要望

要望公明党：平成20年度予算・税制改正要望について

８月２７日

９月２１日

10月２２日

11月７日

１１月１２日

（調査等）

平成１９年

病棟閉鎖・病床削減および診療科の廃止に係る調査

病院経営分析報告書（平成17年度の決算分析）

病院経営分析調査（平成18年度の決算分析）

患者の病院選択動向調査報告書

看護師の入退職状況に関する調査報告書

手術時の医療材料に関する調査報告書

調査報告「レセプト電算システム状況調べ」

８月１０日

９月２９日

９月２１日

10月２７日

１０月２７日

１０月２７日

11月６日

平成20年

２月２日平成19年病院運営実態分析調査報告（第１６統計情報室 Ｐ、257）

（その他の活動）

平成19年

１０月２２日ヒアリング自民党：平成20年度予算・税制改正要望

11月１２日ヒアリング公明党：平成20年度税制改正及び予算要望

－３６２－



(四病院団体協議会として提出した要望等）

種別 内容月日

平成１９年

平成20年度税制改正要望の重点事項について

（公益法人制度改革関係）

診療報酬改定に向けて

医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望

平成20年度税制改正要望の重点項目について

医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書

自民党：医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望

自民党：平成20年度税制改正要望の重点項目について

民主党：医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望

民主党：平成20年度税制改正要望の重点項目について

要望５月２４日

明
望
望
書
望
望
望
望

案
声
要
要
提
要
要
要
要

６月８日

７月１１日

７月１１日

１０月１１曰

10月２２日

１０月２２日

11月７日

１１月７日

平成20年

要望 後期高齢者医療制度における「総合的に診る医師」について１月１１日

（その他の活動）

平成19年

１０月22日ヒアリング自民党：平成20年度予算・税制改正に関する要望

－３６３－



（曰本病院団体協議会として提出した要望等）

月日種目|Ｉ内容

平成19年

６月７日要望平成20年度診療報酬改定要望について

６月７日要望医療費抑制政策からの転換を求める（要望）

12月７日要望平成20年度診療報酬改定について（要望）

12月１８日要望病院の看護師配置に関する要望書

（調査等）

平成19年

10月１５日病院経営の現況調査報告

(その他の活動）

平成19年

ヒアリング 自民党：医療紛争処理のあり方検討会１１月１日

－３６４－



曰病会発第８１号

平成１９年８月２７日

厚生労働大臣柳澤伯夫殿

露
社団法人日本病

会長山本修

日本病院

平成２ｏ年度税制改正に関する要望

標記に関して別添の通り意見を取りまとめましたので提出いたします。

記

税制改正要望

重点要望項目 1項目

要望事項

国税 ４項目

地方税 S項目

以上

－３６５－



曰病会発第１１２号

平成１９年９月２１日

自由民主党本部

政務調査会税制調査会殿

霞
社団法人日本病

会長山本修

曰本病院

平成２０年度税制改正に関する要望

標記に関して別添の通り意見を取りまとめましたので提出いたします。

記

税制改正要望

1項目重点要望項目

要望事項

国税

地方税

4項目

3項目

以上

－３６６－



曰病会発第１４７号

平成１９年１１月７日

民主党

厚生労働ネクスト大臣山田正彦殿

鑿Ｉ
人
山

法団
長

社
会 曰本病

本修

院

平成２ｏ年度税制改正に関する要望

標記に関して別添の通り意見を取りまとめましたので提出いたします。

記

税制改正要望

重点要望項目 1項目

要望事項

国税 ４項目

地方税 ３項目

以上

－３６７－



平成２ｏ年度税制改正に関する重点要望項目

【国税】

1．医業及び介護に係る消費税については社会保険診療報酬及び介護保険介護報酬に係る非課税

制度を見直し、消費税制度の在り方にも合致する原則課税に改めること。

《理由》

現行、最終消費者である患者に転嫁できない仕入れ消費税相当分は、社会保険診療報酬及び介

護保険介護報酬に加算され、中間段階である医療機関、施設には、益税は勿論、損税も発生しな

いシステムを敷いているとのことである。

厚生労働省は、社会保険診療報酬に消費税分として１．５３％の点数加算しているというが、

医療機関が購入する医薬品や医療材料、医療器具、病院用建物増改築や委託業務の際に係る支払

消費税がこの割合を上回った場合は、非課税制度であるが故に還付の手続きをとることができな

い。介護保険法の規定に基づく居宅介護サービスの支給に係る居宅サービス及び施設介護サービ

ス費の支給に係る施設サービス等も同様である。つまり医療機関がその分の差額を負担する、い

わば損税が発生することになる。

このような不合理を是正するため、社会保険医療及び介護保険介護報酬も消費税の体系に組み

入れ、医療機関、施設に損税が生じないように措置を講じられることを強く要望する。

その際、正確な税額計算を実行できるように、インボイス方式採用を求めるものである。

－３６８－



平成２ｏ年度税制改正に関する要望

【国税】

1．医療法人については公益法人の収益事業と同一の法人税率を適用するとともに、特定医療法

人については、非課税とすること。

併せて、特別医療法人、社会医療法人の法人税についても非課税とすること。

《理由》

①医療法人は医療法を根拠とし、剰余金の配当が禁止されるなど営利追求が認められない法

人である。このような制約を受けているにも拘わらず、営利法人と同様の税率が課せられて

いるという不合理が生じている。また、公益法人の行う医療保健業と何ら差異がないにも拘

わらず、税率においては均衡を欠いており、極めて不公平である。したがって、医療法人の

法人税率（現行３０％）は公益法人のそれと同率の２２％に是正すべきである。

②特定医療法人、特別医療法人並びに社会医療法人は社会福祉法人と同じように高い公益性

と非営利性が求められているので、法人税を非課税とすべきである。

２病院建物を耐震構造に強化した場合の改繕費については、当該年度の損金処理を可能

にすること。

《理由》

現在、災害発生時の医療提供体制の確保・充実は焦眉の急である。病院が建物を耐震構造に改

造した場合に要した費用については、当期の所得の計算上、全額を損金に算入できるよう税制面

の配慮をお願いしたい。

－３６９－



３医療機器の特別償却制度の対象となる機器の範囲を拡大すること。

また電算ソフト取得費については、当該年度の損金に算入できるようにすること。

《理由》

医療機器については技術革新が著しく、経済的使用可能年数と法定耐用年数との乖離が生じて

いるのが現状である。法定耐用年数を大幅に短縮すべきである。

更に、医療機器の特別償却の対象となる範囲は｢直接医療用に供される機器･装置並びに器具・

備品」と限定されているが、医療サービスを提供するうえで必要欠くことのできない間接的なも

のにも特別償却制度の適用範囲を拡大すべきである。（<例〉救急車、患者担送車、解剖台、死体

保存庫、自動カルテ抽出機など｡）

また、医療情報の提供を促進させるためにも、税制面での特例措置を図るべきである。電子カ

ルテシステムや医療情報システムに係るソフト等を購入した場合、当該年度の損金に算入できる

よう図られたい゜

４．病院用建物の耐用年数を短縮すること。

《理由》

病院用建物は、医学の進歩に対応した機能的構造をもった施設が要求されているにもかかわら

ず、それに適応できず、かつ老朽化が進んでいるのが現状である。平成１０年度改正で建物耐用

年数は３９年に短縮されたが、医療の進歩に応じた安全で快適な医療環境を確保するには未だ十

分な減価償却が行えない状況である。

－３７０－



【地方税】

１ョ医療機関における社会保険診療報酬に係る事業税非課税の特例措置を存続すること。

また、この特例措置は開設者を問わず、全ての民間医療機関に適用すること。

《理由》

公的医療機関に比較して税負担という出費を余儀なくされている民間医療機関に、更に税負担

の加重を強いることは、経営の悪化を招き医療事業の健全性を損なう恐れがある。

２民間病院の直接その用に供する固定資産については、公的医療機関と同様に固定資産税及び

不動産取得税を非課税とすること。

《理由》

地域医療を担う民間病院も、公的病院と同様に社会的に位置づけられるものである．殊に、介

護保険制度が施行した現在では、介護関連施設の整備を求められていることからも、この非課税

措置は必要である。

３介護老人保健施設について、固定資産税及び不動産取得税を非課税とすること。

《理由》

高齢化社会の進展や介護保険制度の施行に伴って、介護老人保健施設の整備は社会的な要請で

ある。これらの施設の普及を促進し、制度の円滑な確立を期すためにも税制面からの誘導措置は

不可欠である。

－３７１－



日病会発第１３４号

平成１９年１０月２２日

自由民主党

政務調査会厚生労働部会長

組織本部厚生関係団体委員長

衛藤晟一殿

大村秀章殿

↓雪屋社団法人日本病

会長山本

院

修

平成２ｏ年度予算 税制改正要望について●

予算要望 ３項目

税制改正要望 ８項目

重点要望

国税関係

地方税関係

１項目

４項目

３項目

－３７２－



曰病会発第１５０号

平成１９年１１月１２日

公明党政務調査会厚生労働部会

部会長渡辺孝男

部会長代理古屋範子

殿
殿

審匡
社団法人日本病

会長山本

院

修

平成２ｏ年度予算 税制改正要望について●

予算要望 ３項目

税制改正要望 ８項目

重点要望

国税関係

地方税関係

１項目

４項目

３項目

－３７３－



平成２ｏ年度予算要望

我が国の病院医療ならびに地域医療提供体制は、崩壊の危機に瀕し

ています。

すなわち、２４時間体制で医療を提供し続ける勤務医は、過重労働

による疲弊が増大しています。その結果、勤務医の診療所開設志向が

高まり、病院においては医師不足によって閉鎖される診療科も現れ、

国民が安心して受けられる医療の提供体制をとることが困難となる

などの状況に陥っています。

多大な被害を受けるのは、他でもない国民です。

我が国の医療は、国民皆保険制度の下、全国民に等しく良質で安全

な医療が提供されなければなりません。

医療は年金・教育・介護と共に社会的共通資本だとする考え方は、

医療を金儲けの手段ではないという考え方と表裏一体です。医療は一

見無駄と思われる回路を持たなければ、安全と質の高さを保証できま

せん。

第５次医療法改正の趣旨でもある良質で安心・信頼のできる医療サ

ービスの提供を実現するためには、病院、診療所、在宅医療等を含め

た地域における医療連携体制の確立が重要であり、国策として取り組

まれる必要があります。

以上の点を踏まえて、下記の施策の推進を強く求めます。

記

１．国民総医療費を、少なくとも日本を除くＧ６の対ＧＤＰ比平均

１０．７％（２００５年）まで増やすこと。

２国民人口１０万人当たりの現場に働く医師数を、Ｇ６の平均値

２９０人に増やすこと。

３．公立・公的病院と同様に救急医療を行っている民間病院に、自治

体等が公立病院と見合った補助金を出すこと。

－３７４－



平成２０年度税制改正に関する重点要望項目

【国税】

1．医業及び介護に係る消費税については社会保険診療報酬及び介護保険介護報酬に係る非課税

制度を見直し、消費税制度の在り方にも合致する原則課税に改めること。

《理由》

現行、最終消費者である患者に転嫁できない仕入れ消費税相当分は、社会保険診療報酬及び介

護保険介護報酬に加算され、中間段階である医療機関、施設には、益税は勿論、損税も発生しな

いシステムを敷いているとのことである。

厚生労働省は、社会保険診療報酬に消費税分として１．５３％の点数加算しているというが、

医療機関が購入する医薬品や医療材料、医療器具、病院用建物増改築や委託業務の際に係る支払

消費税がこの割合を上回った場合は、非課税制度であるが故に還付の手続きをとることができな

い。介護保険法の規定に基づく居宅介護サービスの支給に係る居宅サービス及び施設介護サービ

ス費の支給に係る施設サービス等も同様である。つまり医療機関がその分の差額を負担する、い

わば損税が発生することになる。

このような不合理を是正するため、社会保険医療及び介護保険介護報酬も消費税の体系に組み

入れ、医療機関、施設に損税が生じないように措置を講じられることを強く要望する。

その際、正確な税額計算を実行できるように、インボイス方式採用を求めるものである。

－３７５－



平成２０年度税制改正に関する要望

【国税】

1．医療法人については公益法人の収益事業と同一の法人税率を適用するとともに、特定医療法

人については、非課税とすること。

併せて、特別医療法人、社会医療法人の法人税についても非課税とすること。

《理由》

①医療法人は医療法を根拠とし、剰余金の配当が禁止されるなど営利追求が認められない法

人である。このような制約を受けているにも拘わらず、営利法人と同様の税率が課せられて

いるという不合理が生じている。また、公益法人の行う医療保健業と何ら差異がないにも拘

わらず、税率においては均衡を欠いており、極めて不公平である。したがって、医療法人の

法人税率（現行３０％）は公益法人のそれと同率の２２％に是正すべきである。

②特定医療法人、特別医療法人並びに社会医療法人は社会福祉法人と同じように高い公益性

と非営利性が求められているので、法人税を非課税とすべきである。

２病院建物を耐震構造に強化した場合の改繕費については、当該年度の損金処理を可能

にすること。

《理由》

現在、災害発生時の医療提供体制の確保・充実は焦眉の急である。病院が建物を耐震構造に改

造した場合に要した費用については、当期の所得の計算上、全額を損金に算入できるよう税制面

の配慮をお願いしたい。
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３医療機器の特別償却制度の対象となる機器の範囲を拡大すること。

また電算ソフト取得費については、当該年度の損金に算入できるようにすること。

《理由》

医療機器については技術革新が著しく、経済的使用可能年数と法定耐用年数との乖離が生じて

いるのが現状である。法定耐用年数を大幅に短縮すべきである。

更に、医療機器の特別償却の対象となる範囲は｢直接医療用に供される機器･装置並びに器具・

備品」と限定されているが、医療サービスを提供するうえで必要欠くことのできない間接的なも

のにも特別償却制度の適用範囲を拡大すべきである。（<例〉救急車、患者担送車、解剖台、死体

保存庫、自動カルテ抽出機など｡）

また、医療情報の提供を促進させるためにも、税制面での特例措置を図るべきである。電子カ

ルテシステムや医療情報システムに係るソフト等を購入した場合、当該年度の損金に算入できる

よう図られたし､。

4．病院用建物の酎用年数を短縮すること。

《理由》

病院用建物は、医学の進歩に対応した機能的構造をもった施設が要求されているにもかかわら

ず、それに適応できず、かつ老朽化が進んでいるのが現状である。平成１０年度改正で建物耐用

年数は３９年に短縮されたが、医療の進歩に応じた安全で快適な医療環境を確保するには未だ十

分な減価償却が行えない状況である。
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【地方税】

１．医療機関における社会保険診療報酬に係る事業税非課税の特例措置を存続すること。

また、この特例措置は開設者を問わず、全ての民間医療機関に適用すること。

《理由》

公的医療機関に比較して税負担という出費を余儀なくされている民間医療機関に、更に税負担

の加重を強いることは、経営の悪化を招き医療事業の健全性を損なう恐れがある．

２民間病院の直接その用に供する固定資産については、公的医療機関と同様に固定資産税及び

不動産取得税を非課税とすること。

《理由》

地域医療を担う民間病院も、公的病院と同様に社会的に位置づけられるものである。殊に、介

護保険制度が施行した現在では、介護関連施設の整備を求められていることからも、この非課税

措置は必要である。

３介護老人保健施設について、固定資産税及び不動産取得１３tを非課税とすること。

《理由》

高齢化社会の進展や介護保険制度の施行に伴って、介護老人保健施設の整備は社会的な要請で

ある。これらの施設の普及を促進し、制度の円滑な確立を期すためにも税制面からの誘導措置は

不可欠である。
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患者の病院選択動向調査サマリー

より患者本位の医療提供に役立てることを目的に、入院患者及び外来患者に対し、病院

の選択理由や評価について調査した。

調査対象一会員病院の中から了承の得られた５７病院（公２２、私３５）の１９年５月の調

査曰（１日）時点の入院・外来患者全員。

調査方法一患者に調査票を手渡し配布

調査内容一入院・外来・受診経路、病院選択方法、病院選択が重視した点、満足度等

回収状況一入院10,886/13,063人回収率83.3％

外来16,010/21,468人回収率74.6％

（調査結果）

病院選択の経路と手段

どういう経路で入院したかにおいては、「いつもかかっていた医師が勧めた」に僅差

で「以前より当院にかかっていた」が二位で「家庭や知人が勧めた」が三位、とな（ＪＩＴ

を含め広告媒体によるものは殆どゼロでありました。

「以前より当院にかかっていた」という病院医師にかかりつけ医的機能を求める割合

は公私を問わず中小病院より500床以上の大病院において高かった。

外来患者においては「以前より当病院にかかっていた」が突出して高く、「近かった」

「家族や知人が勧めた」「いつもかかっている医師が勧めた」が続いている。入院同様、

外来患者についても一般情報に頼る人は少数派になっている。

外来患者のうち､「いつも当病院にかかっていた｣を選んだのは総計で50.9％であり、

200床未満51.2％、200～500床未満48.4％、500症以上52.6％であった、病院の外来患

者のうち半数以上がかかりつけ医的､主治医的機能を病院医師に求めていることが明ら

かとなった。

病院選択で重視した点は、入院、外来とも「診療実績が多い、医療レベルが高い」「専

門医がいる」「良い医師がいる」が上位３項目となった。病院の規模や開設者、食事、

情報公開の程度などは、重視の割合が低かった。病院の満足度は入院・外来とも約２Ｂ

で「期待通りである」であり、期待に反したのは２％以下であったが公的より私的がや

や成績が良かった。

以上より「病院医師の主治医機能」と「公私病院間に差がない」の２点が現時点での

患者様の病院に対する認識として、特記すべきものといえる。
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看護師の入退職状況に関する調査サマリー

本調査は、看護師の入退院状況について１８年４月に７：ｌ入院基本料が導入された影

響を明らかにすることを目的として実施した。

調査対象は「患者の病院選択動向調査」を行った５７病院十l病院のうち、協力の得ら

れた４９病院は（公17、私32）

調査内容－１８年４月と１９年４月の入職者数、この間の入退職者数など

調査結果－１８年４月に比べ、１９年４月の新卒採用者数は公的においては平均２５．４人

から３５．８人と40.9％も増加したのに対し､私的では２０．２人から18.6人へと-8.4％の減

少であった。

１９年４月の看護師新卒採用の達成率は公的で54.4％、私的で42.0％であり、200床未

満で22.2％、500床以上で５２．０％であった。

一方、１８年４月１日から１９年３月３１日の間の退職者比率は公的で10.0％に対し、

私的は142％と高かった。

以上より、公的病院より私的病院が、又、大病院より中小病院がより看護師確保が困

難となっている実状が浮き彫りとなっている。
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調査報 告

レセプト電算システム状況調ベ

平成１９年１１月

社団法人日本病院

ＩＴシステム委員会

会
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はじめに

平成２０年４月より４００床以上の病院の診療報酬のオンライン請

求が義務付けされる。以後順次拡大され、いずれ全医療機関においてオ

ンライン請求が求められることとなる。それに伴って個々の医療機関で

はオンライン可能な環境整備を進めなければならない。

集まった情報は容易に集計でき、今までサンプリングでしか推計でき

なかった医療費統計が実数で判断できる。統計結果を行政が恋意的に操

作することは厳に戒めなければならないが、医療動向を判断するには最

もよいデータに違いない。また、自院のベンチマーキングや治療結果と

のリンクによる標準治療の判断基準の作成も期待できる。

２０年度より対象となる４００床以上の病院では中小病院よりも比

較的ＩＴ化が進んでいるので、オンライン化への移行はたやすいと思わ

れていた。しかし、中にはオンライン化するためシステムの全面的な見

直しが必要であったり、多額な費用を要したケースもあるという。そこ

で委員会では４００床以上の会員病院を対象とし「レセプト電算システ

ム状況調べ」をおこなった。結果は以下に示すとおりであるが、オンラ

イン請求導入費用のばらつきは予想以上に大きく、病院におけるＩＴ化

の複雑な経過もその要因になっているように思えた。今後システム整備

を要求される中小の病院に対しては早い時期に医療情報を含めた標準

化が示され、医療機関が導入しやすくまた国民にも分かりやすい情報提

供ができるような全国統一されたシステムが望まれる。

平成１９年１１月６曰

1.団法人日本病院会

ＩＴシステム委員会

委員長大道道 大
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I、調査の概要

｢レセプト電算システム状況調べ」1．調査の名称

２調査の実施主体 社団法人日本病院会ＩＴシステム委員会

名簿は巻末に掲載

３.調査に至った経緯 平成18年度厚生労働省調査｢医療のIT化に係るコスト報告書」

によると､レセプト電算処理に対応する医事業務支援システム

の追加的な改修･組替費用は､回答47病院のうち追加的受用

が発生したと答えた１７病院の平均で7,209,462円である。

更に､この平均的追加費用には､部分的改修等費用から全く

の新規購入等費用まで含まれると注釈されている。

オンライン請求の穣務化を目前に控え､上記調査の母数が少な

いこと､回答にバラつきが多いことを勘案して、当会でも同様の

調査を行いレセ電に要する実際額を捕捉することにした。

病院にとってＩＴ化に要する費用は経営を圧迫するほど多額に

なっている｡その一端を調べることで､導入が円滑に図られる

よう診療報酬上の評価､国庫補助の増額につなげる根拠資料

4.調査の目的

とする.。

曰本病院会会員病院のなか400床以上の５５１病院５調査の対象

S・調査の内容 別掲

平成19年８月６日～８月31日ﾌ．調査期間

ファックスによる記名式回答８調査の方法
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Ⅱ回答状況

１．回答数(率）

264（264/55147.9％）

2.公私別回答状況(全国数との比較）

回答数全国数割合

公的１８７４７６39.3％

私的７７３６３２１２％

計２６４８３９３１５％

※全国数は､平成17年医療施設調査の病院数(平成17年10月１曰現在)である。

３都道府県別回答状況
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4.規模別回答状況

回答数 全国数 割合

400床未満

400～４９９床

ＢＯＯ～ｅｇｇ床

Ｓｏｏ～ｅｇｇ床

700～フ９９床

Ｓｏｏ～Ｓｅｅ床

900床以上

計

１
８
４
９
９
３
０
４

９
７
３
１
１
２
６
２

354

207

123

５４

３４

６７

８３９

27.7％

35.7％

31.7％

35.2％

38.2％

29.9％

31.5％
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Ⅲ集計結果

１．請求方法

摘要

①出来高紙ベース

②出来高電子媒体

③出来高オンライン

④DPC紙ベース

⑤DPC電子媒体ベース

⑥DPCオンライン

⑦出来高紙ベース(入院)と出来高電子媒体(外来）

⑧出来高紙ベースとDPC紙ベース

⑨出来高電子媒体とDPC紙ペース

⑩出来高オンラインとDPC紙ベース

⑪出来高電子媒体とDPC電子媒体

⑫出来高オンラインとDPC電子媒体

⑬出来高オンラインとDPCオンライン

合計

1-1．請求方法(出来高･ＤＰＣの別）

①出来高算定病院数

（DPC準備病院を含む）

②DPC算定病院

割合

２０１％

9.8％

33.3％

2.7％

0.8％

１４．０％

0.4％

5.7％

1.5％

０４％

1.5％

0.4％

9.5％

100.0％

３
６
８
７
２
７
１
５
４
１
４
１
５
４

数
５
２
８

３
１

２
６
２

鐘
巨回

1６８ 63.6％

36.4％9６

1-2.請求方法(オンライン実施率）

オンライン請求実施病院 1５０ 56.8％

1-3.請求方法(外来と入院を同一方法と仮定/ご参考）

①出来高紙ベース

②出来高電子媒体

③出来高オンライン

④DPC紙ベース

⑤DPC電子媒体ベース

⑥DPCオンライン

⑦出来高紙ベース(入院)と出来高電子媒体(外来）

⑨出来高電子媒体とDPC紙ベース

⑩出来高オンラインとDPC紙ベース

⑫出来高オンラインとDPC電子媒体

合計

20.1％

9.8％

33.3％

8.3％

2.3％

23.5％

0.4％

1.5％

0.4％

0.4％

１０００％

３
６
８
２
６
２
１
４
１
１
４

５
２
８
２

６
６２
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2.レセプト電算システム導入費用の集計にあたって

2-1.はじめに

レセプト電算システムは､各病院で導入態様が異なり、費用を正確に捉えることは

難しい｡加えて､病院によって確認試験の回数も一様でなく､ＳＥ体制にも差があり、

そのうえ､DPCに対応している病院もあり、問題を更に複雑にしている。

そのため､導入費用の集計にあたって､悪意的に回答用紙を判断し､次の類型に

分け､①新たにレセプト電算システムを導入した病院のみを対象に集計した。

なお､正確性を期すため全集計表を参考までに巻末に添付し閲覧に供する。

2-2．導入態様の類型

①新たにレセプト電算システムを導入した病院

②電子カルテ､オーダリングシステムの導入等何等かの事由より医事･会計システ

ムを更新､その際にレセ電が組み込まれた病院

（従って､費用はかかっていない､含んでいる､分けることは出来ないとする回答が

ある一方で､医事会計システムの更新費用を記入している回答も見受けられた）

③レセ電を外注またはレセ電用ソフトをリース契約している病院

④その他詳細不明､無回答

⑤未だ導入していない病院

2-3.5つの類型のどれに入るか判断した基準

回答用紙に注書きされた内容により区分した。

特に､注書きがなかった回答で金額が僅少､逆に大きいものについては④に含めた。

また､詳細の不明な回答もこれに含めた。

逆に､注書きがなく導入費用に0円を明記した回答は②に区分した。

更に､今後オンライン化を予定している病院(見積り含む)で､金額が明示されている

回答は①から④の何れかに区分し､金額の未記入な回答は⑤に区分した。

従って､新規にレセ電を導入した回答のみを①に寄せた。

2-4.400床以上の病院におけるレセ電オンライン義務化の時期(ご参考）

⑤の回答が多いことから厚生労働省担当課に再確認した処、

・400床以上でレセプト電子請求を行っているか､又はレセプト文字データ変換ソフト

の適用が可能な病院は平成20年４月から義務化

・レセプトコンピュータを使用し紙媒体で請求している病院は平成22年４月から

゛手書きレセプトで請求している病院は平成23年４月から義務化

－３８７－



3.導入費用集計結果

①先ずレセ電の導入態様の類型化により、

①新たにレセプト電算システムを導入した病院９７

②電子カルテ､オーダリングシステムの導入等何等かの事由より

医事会計システムを更新､その際にレセ電が組み込まれた病廠５８

③レセ電を外注またはレセ電用ｿﾌﾄをリース契約している病院２

④その他詳細不明､無回答９０

⑤未だ導入していない病院１７

の回答であった。

このうち､①新たにし七竃を導入した97病院だけを取り上げ､｢出来高｣請求の病院

と､「出来高｣･｢DPC｣請求病院に分けて集計する｡次にこれらの病院のうち､審査ソ

フトルセプト博士｣を活用している､活用していない､無回答に分けてそれぞれ集計

する。

②病院数

９７

③１病院当たり平均導入額(単位/千円）

７７０７

④「レセプト博士｣に係る費用を除いた1病院当たりの平均導入費(ご参考）

６８７５

※｢レセプト博士｣の費用欄に金額のない２回答は集計から除いた

－３８８－
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⑤「レセプト博士｣に係る費用額

「レセプト博士｣を使用していると答えた病院は①新たにレセプト電算システムを導入

した97病院のうち１５病院のほか､②と④を併せて31病院があった。

３１病院のなか､「レセプト博士｣ではなく｢マイティチェッカー｣を使用しているとの回答

がs病院､又､金額が明示されていない回答がe病院あった。

これ以外に､リース契約が１(月額27万円)、更新費用に含んでいるため0円との回

答が1あり、差引き｢マイティチエッカー｣を含め金額が明示されている回答は2Sであ

る。

その平均金額は６７ｓ万５千円(百円単位切り捨て)であった。

⑥オンライン化に係る費用

本回答に金額が明示されているが､大半の回答が回線接続料､月額回線使用料、

専用の端末代と注書きされている｡なかには接続料は無料との回答があった。

そのため本項に係る集計はしないことにする。

⑦その他

○レセ電を外注していると回答した病院が１（月額14万5千円)、レセ電用ソフトを

リースしている病院が１（月額5万2500円)あった。

○DPC導入により、出来高電子媒体から入院分を紙ペースに戻した病院が２，

新病院情報システム稼動に伴い出来高電子媒体を紙ベースに戻した病院が1．

○DPC適用病院に求められているEファイル､Ｆファイルについては､レセ電に関

係するものではないので､連絡があった病院に対しては､導入費用から除くよう

お願いした。

○導入費用に地域差は見受けられなかったが､近隣病院は比較的に近い金額で

導入している。

○導入費用を開設主体別にみると､国立病院機構が平均424万円と少ない金額で

導入している。

○前頁に記載したレセ電導入費用の平均額は､出来高算定の場合､68病院で

704万3千円である｡しかし､これには金額的にバラつきがあり､最大1700万円から

最小120万円の平均である｡導入費用のバラつき発生要因は､各病院の対応能力

を除くと､既存システムの改修の程度によると思われる。

医事会計システムの改修費､オーダリングシステム改修費､電子カルテ改修費等

である｡オーダリングシステムや電子カルテを導入していない病院は必然的に導

入費用は僅少となる。

－３８９－



4．自由意見欄のまとめ(なるべく原文を引用）

○電子化加算の点数アップを希望する｡少なくとも廃止しないでいただきたい(多数意見)。

○国の施策によるシステム対応費は全て病院側に重く圧し掛かる｡国の施策によるIT化には診療報酬上の

評価をお願いしたい｡今回のレセ電にしても､ルセスタ｣はDPCに対応していないので使えない。

レセスタを入れても将来的にはメーカー提供のものに入れ替えが必要とのこと。

○電子カルテ､レセ電､DPC導入に伴い､院内はシステムだら|ﾅ｡院内の省力化には寄与せず収入も増えず、

ドクターの負担が増えるばかり｡ITに関する国の施策は､ITメーカーの儲け話になっているだけではないか。

○医療と名がつくだけで医療にかかるシステムが異常に高い(競争が少ないことも原因だが､複雑な医療シ

ステムにならざるを得ないため、「レセプト博士｣のように他の会社が入りにくい)。現場の負担が大きい。

○本当に必要なのは､本来の医療機能を維持発展させ､国民の医療に対する信頼を確保するため、

どのようにIT化を進めていくか､そのために国がどのような支援を行っていくかという視点ではないか。

○医事システム算定ロジック､マスターの統一と改定時の一括ソース配信

○電算メーカーが販売している電子レセプトチェックシステムの配布を国が行ってもらいたい。

○医科と歯科の導入に差がある、月遅れ分､返戻分については未導入｡これでは効果が得られないのでは

○システム環境を診療報酬で評価すれば､よりIT化が進むと考える。

○電子カルテ化には巨額の開発費がかかるが､それを病院ごとに開発､負担するのは非効率と考える。

将来的には電子データのプラットホーム化等を国として考えて欲しい。

○医療データは究極の個人情報､セキュリティが完壁か､－部利権目的に利用されないか。

○保険情報こそIT化すべき｡保険が切れても保険証を回収していない。

○レセプト博士を運用のなかに取り入れ､医事課職員の月初めの残業が大幅に減った。

○電子レセプト､オンライン請求､電子カルテ等国によるIT化施策が急速に進められるなかで､一向に解消さ

れないのが医事請求業務の煩雑さです｡点数表の仕組みが複雑であるため､オーダリングシステムを取り

入れても－々診療データの修正作業を必要とします｡DPCの導入等思い切った制度改革は進められていま

すが､出来高対象を残したままでは請求方法は複雑になるばかりです｡今後､国がIT化を進めていくなかで、

是非検討していただきたいのがレセプト電算システムに耐えうる点数表を念頭に､レセプト電算システムと

電子レセプト､更には電子カルテが一体となり得る点数表の改正をしていただきたいということです。

そのうえで国が主体となって各メーカーとシステムの開発に乗り出し､医療費改定時においては改定パッ

ケージ(国が作成）の入れ替えのみで新しい点数表に対応できるようなシステムの構築をお願いしたいと。

思います。

○最も望むのは統一された仕様､データベースの構築､及びシステム開発､支援です。

－３９０－



曰病会発第７８号

平成１９年８月６曰

会員各位

社団法人日本病院会

会長山本修

レセプト電算システム状況調べ（お願い）

拝啓時下益々ご清祥のことと拝察申し上げます。

平素、何かとご高配戴き誠にありがとうございます。

さて、今般、中医協基本問題小委員会において、「レセプト電算処理に対応する医事業務

支援システムの追加的な改修・組替費用」の調査結果が報告されました。回答４７病院の

うち、追加的費用が発生したと答えた病院は１７施設（３６．２％）で、その平均的追加

費用（回答病院１３施設）は7,209,462円でありました。一方で、追加的費用が発生しなか

ったと回答した病院が２９施設（６１．７％）もありました。

ＩＴ化の推進は趣旨として大いに賛成するものでありますが、なにぶんにも多くの出費

が生じ、病院経営を圧迫している処です。当会が加入している曰本病院団体協議会の平成

２０年度診療報酬改定要望書にもその項目を盛り込み要望していますが、今回の厚労省調

査では結果にバラつきがあるうえ、集計病院数も多くありません。

つきましては、特に、平成２０年４月からオンライン化が義務付けられている４００床

以上の病院に対し、下記の通りその導入にあたり要した費用額を調査したいと考えます。

趣旨ご賢察のうえ、宜しくご協力＜ださいますようお願いいたします。

敬具

記

○提出方法 別添をＦＡＸで８月３１曰（金）までにご送付ください

ＦＡＸ（０３）３２３８－６７８８

郵送の場合／〒102-0082東京都千代田区一番町１３－３

社団法人曰本病院会ＩＴシステム委員長大道道大宛

葱（０３）３２６５－００７７

本調査は紙媒体から電子媒体、またオンラインによりレセプト請求を行

うシステム移行に要した費用（レセプト電算対応パッケージ費用）を求

めるものであり、点数改定や電子カルテ等導入と同時に組入れられた場

合は、これらに要した費用は取り除いてください。

以上

※本調査の病院名、個々のデータは公表いたしません

○注記事項

－３９１－



ＦＡＸ（０３）３２３８－６７８８曰病企画部／中谷・高瀬へ

レセプト電算システム状況調べ

総病床数 床病院名

所属回答者氏名

智 ＦＡＸ

○導入状況（貴院の状況によって該当する項目に○印、数値をご記入してください）

Ｌ現在（１９年８月１曰）の請求方法

①出来高紙ベース ②出来高電子媒体ベース ③出来高オンライン

④ＤＰＣ紙ベース ⑤ＤＰＣ電子媒体ペース ⑥ＤＰＣオンライン

１－２.電子請求・オンライン請求導入に伴ってレセプト電算にかかるシステムを更新し

ましたか（１８年１月～１９年７月）

①はい→設問１－３へ②いいえ→設問Ⅱ

１－３．更新に伴った導入費用をご記入ください

※上記費用には「レセプト博士」を、（①含む 円②含まない）

Ⅱ導入費用

・貴院の導入過程に適したケース（２つに跨る場合あり）を下記より選び、導入時期・

従来システムに追加した導入額をご記入ください

・貴院がＤＰＣ準備病院の場合は出来高、ＤＰＣ何れの導入についてもご記入ください

(ケース１）

出来高紙ベース 出来高電子媒体ベース→出来高オンライン－ケ

導入時期年月導入時期年月

導入費用 導入費用 円

－３９２－



(ケース２）

出来高紙ベース 出来高オンライン一ケ

導入時期年月

導入費用 円

(ケース３）

出来高紙ベース ＤＰＣ電子媒体ベース→ＤＰＣオンライン→

導入時期年月 導入時期年月

導入費用 円導入費用 円

(ケース４）

出来高電子媒体ベース→ＤＰＣ電子媒体ペース→ＤＰＣオンライン

導入時期年月導入時期年月

導入費用 円導入費用 円

○ＩＴを活用して医療サービスや病院経営に取り組んでいる事例、ＩＴに関する国の施

策に対するご意見等をお寄せください。

…………ご協力ありがとうございました…………

－３９３－



平成１９年６月７日

厚生労働大臣

柳澤伯夫殿

日本病院団体協議

議長鮫島 dｉＭｉｉｉ

iiiil

平成２０年度診療報酬改定要望について

標記について、別添の通りとりまとめましたので提出Ｗ

よろしくお取り計らいくださいますようお願い致します。

りまとめましたので提出いたします。

上以

－３９４－



望事項平成２ｏ年度診療報酬改定

平成１９年６月

日本病院団体協議会

②
①
、

国立大学附属病院長会議

国立病院機構

全国公私病院連盟

全国自治体病院協議会

全日本病院協会

日本医療法人協会

日本私立医科大学協会

曰本精神科病院協会

日本病院会

日本療養病床協会

労働者健康福祉機構
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総括的提言

１病院医療の危機

わが国の病院医療は今、荒廃の危機に瀕している。平成１８年度に示された医療制度改革の骨子となる患者の視点の重

視、安全と満足を保障する医療の提供とはむしろ逆の方向に病院医療の現場が進みつつある。多くの病院では医師と看

護師の不足が顕著となっており、過重労働による疲弊が増大している。医師は診療所開設を指向し、看護師は家庭に入

るなど病院を離職する傾向が持続している。この深刻な現象は、積年の医療費抑制策により、病院経営が窮迫して人件

費を切り詰めざるをえない実態に起因するものであり、平成１８年度診療報酬のマイナス改定を契機として急加速中で

あって、医療の崩壊が憂慮される事態に至っている。平成２ｏ年度の診療報酬改定では、地域医療の一環を担う病院医

療のこの危機的な実態を十分に踏まえた上で､入院基本料の大幅な引き上げを軸に患者の視点に立った病院医療の達成

につながる内容とすることを強く提言する。

囚
＠
ｍ

２公的医療費の拡大

ＯＥＣＤの統計によれば､平成１５年のわが国の対ＧＤＰ比総医療費は加盟３０か国中１ｓ位の低医療費政策が持続

している。それにも拘わらず平成１８年度の診療報酬改定ではマイナス３．１６％の過酷な医療費削減が行われた。政

府が希求する経済の成長や国家の繁栄はこれを支える国民の健康が保障されてはじめて可能であり、社会保障費は医療、

福祉の規模と内容に見合った弾力的な拡大が強く期待される。厚生労働省におかれてはこの厳しい現実を直視され、医

療費を含む社会保障費は抑制よりはむしろ拡大が国家の繁栄のために重要であり、国の政策として必須の選択であるこ

とを医療の現場を踏まえた馨鐘として強く主張して頂きたい。



ｓ診療報酬制度の激変の回避

平成１８年度診療報酬改定では紹介加算の削除や７対１の看護基準による入院基本料の導入など大きな改変が導入

され、多くの病院で混乱や軋礫を招くこととなった。国民皆保険制度の基盤となる保険医療は多くの複合的要因で支え

られており急激な制度の改変は継承されて来た地域医療や、病院の経営体制に過大な変更を迫ることとなる。医療は本

来、国民生活の基盤を安定的に支えるものであり診療報酬制度については激変を避けて継続性を重視し、制度の変更は

それが地域医療にもたらす影響を慎重に予測、吟味した上で、十分な周知、準備期間を経て緩徐に実施することを提言

する。

４地域医療連携を踏まえた診療報酬体系

今後、わが国の医療が患者の安心と満足とを達成するためには、地域において診療所、病院、療養病床、あるいは在

宅医療など切れ目のない充実した地域医療連携体制が重要である。その点でよりきめの細かい、都市部あるいはへき地

等の地域特性を反映した診療報酬体系が地域医療を支える必要がある。その中で、医療機関相互の患者の紹介、情報提

供あるいは地域連携クリティカルパスの実践など地域医療連携の基軸となる活動を診療報酬の上でもより適切に評価

することを提言する。
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５医療技術の適正な評価

わが国の保険制度においては長いあいだ検査や薬剤など給付される「物」に対する評価が中心となって来た。しかし

ながらこれらの「物」は国民が期待する医療行為の一端に過ぎず、医療の質を真に決定するのはこれを支える医療者の

判断や専門的技術であるとの視点が乏しかった｡特に国民の期待が強い手術を始めとした専門性の高い医療技術をより

適切に評価した診療報酬を、平成２０年度診療報酬改定には十分に反映させることを提言する。

平成１９年６月

日本病院団体協議会



重点要望事項１

入院基本料の見直し

診療報酬改定の基本的役割は、変化する医療状況にあって、それに即応した報酬を定めることである。現在もっと

も喫緊の課題は、病院医療の危機に重点的に対応した診療報酬の見直しである。これまでの中医協の議論においても、

急性期医療の経営の困難さが認識され、そこへの重点的配分の必要性は多くの委員が認識するところであったが、前回

改定ではマイナス改定と入院料の内部での配分組み替えであったため、入院医療の内部矛盾が深まっただけで、全般的

な入院医療の危機は解決されず、むしろ深まっている。

今回は、適正な入院医療費用をまかなえるように正攻法の改定をすべきである。そのため重点的に入院基本料を引き

上げることを要望する。

なお、これまで平均在院日数、そして看護要員数により、診療報酬がランク付けされてきたが、先の中医協の建議に

より、患者の疾病・病態を重視した報酬体系が提案されている。これを今後は入院基本料全般の考えとすべきである。

さらに一般・療養・結核・精神という病棟種別により異なる報酬も、高齢患者の増加とともに、合併症等が増加し、病

態と病棟種別による診療報酬との触酪が増大している。これも同様な見地に立って再検討するとともに、現状において

も、実態に即して、格差を是正すべきである。

Ｐ
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重点要望事項２

手術技術（料）の適正評価

今、若手医師の意識が大きく変わった。生命に直結する様な手術を行う診療科を避ける傾向である。産婦人科だけで

なく、心臓血管外科や脳神経外科は勿論、一般消化器外科も志望者が激減し、麻酔医不足なども加わって緊急手術から

の撤退や、業務縮小、さらには廃止のところも続発している。今後、無手術地区が増えるのは必定である。これはハイ

リスクローリターンの現在の診療報酬体系に問題があるのは一目瞭然で、成功報酬が低い割りに、上手くいかなかった

ときには訴訟や逮捕、送検まであるのだから、皆二の足を踏む。技術習得時間つまり一人前になるのに時間がかかり、

多くの人手を要す大きな手術や難易度の高い手術、生命に係る手術にこそ手厚い診療報酬を求めたい。

整形外科や、泌尿器科、小児外科、眼科、耳鼻科、口腔外科、移植外科等々の全ての診療科の手術総額が１兆円（う

ち３割が保険医療材料、差し引き７千億円）というのは余りにも技術軽視で、介護保険のヘルパー費用と同じ位という

のは寂しい限りである。手術は以前、術前術後の入院料や薬剤差益で、その技術料の低さ（または不足）をどうにか補

ってきた。しかし、その２つとも、入院日数の短縮、薬価差の限りない減少で、今は昔の話である。

さらに、微生物の除去、感染性の廃物物処理等手術室の維持管理費、手術看護師の養成、サプライ技術者などの配置

に伴う人件費増と、ますますコストが嵩み、手術から撤退する医療機関すら出現している。

その上、最近の手術ではデイスポ製品（使い捨て手術材料）が多数使用されるようになり、中には手術料の保険点数

に占める購入価格の割合が５０％を超える材料、さらに手術によっては１００％を超える材料がある。

このような実態を踏まえて、「物から技へ、システムへ」という我々の理想である診療報酬体系へ向け、手術技術料

の適正評価すなわち大幅増額を求めるものである。
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重点要望事項３

後期高齢者医療のあり方

適正な医療を受ける権利は、年齢によって差別されるものであってはならない。後期高齢者については、在宅療養支

援診療所、療養病床あるいは亜急性期や急性期の医療機関の切れ目のない連携によって、つねに疾病状態の改善を目指

す行き届いた医療をチームによって提供することが基本である。後期高齢者の疾病状態を、完全な回復が困難であると

いう理由で､尊厳死や｢在宅でのみとり」など、人生の終末に短絡させることがあってはならず､患者の意思を尊重し、

多様な選択肢があることが望ましい。そして、十分な保険医療の給付が保障されなくてはならない。介護を必要とする

後期高齢者の医療が、厳しい住宅事情を抱える我が国で、社会的な活動責任を担う家族への過大な負担に依存しつつ、

安易に在宅で展開されることは、結果において社会の活性や経済の成長さえも妨げる要因となりうるものである。その

点で、医療費の削減のみに目を向けて、実態から乖離した在宅医療を推進することには特に慎重であることが強く望ま

れる。
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一般要望事項１

一般病棟入院基本料１（７対１）の見直し

関連区分コード：Ａ１００

一般病棟入院基本料１（７対１）については、重症度・看護度を評価した体系となるよう、施設基準を見直すこと。

前回診療報酬改定の時に、厚生労働省が急性期入院医療について「実態に対応し、より手厚い看護体制を評価するな

ど、メリハリを付けた適切な評価」を行い、併せて「救急医療等について評価を行う」と述べている当初の趣旨にそっ

て、救急患者の受け入れが常時可能なところに対して算定する。
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－般要望事項Ｚ

医療機関間の連携に対する評価について

患者が安心して質の高い医療を安全かつ効率的に受けられる医療連携システムの推進には病院は多大のエネルギー

を費やしてきた。

しかし、前回の改定では診療情報提供側の診療所の評価のみを残して、受け入れる病院の評価を無くしてしまったこ

とは、医療連携の推進では大きな後退である。病診連携と病病連携を患者の移動数等で表現して評価（連携量、連携率

などの表現）して欲しい。

ついては、患者の紹介の受け入れと逆紹介を推進するために各病院が設置している医療連携室の職員、ＭＳＷ等の多

くの人件費、設備費、諸費用を負担し、地域医療に合致した医療制度の確立に多大な努力を払っている病院の評価を強

く要望する。
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一般要望事項Ｓ

ＩＴ化に対する評価

関連区分コード：ＡＯＯＯ（初診料加算）

電子化加算

レセプトの電算処理（電子化）については、診療報酬請求事務の効率化並びに医療のＩＴ化（以下「ＩＴ化」という｡）

を集中的に推進してゆく目的から新たに診療報酬上の評価が行われたところである。

ＩＴ化は、診療報酬請求事務の精度向上だけでなく、将来、診療情報の解析により患者サービスの向上、医療安全へ

の貢献、さらに医療の質の向上にも寄与することから積極的に推進すべきであると考える。

しかしながら、近年における急速な医療環境の変化のため、ＩＴ化には多大な費用が必要となり、投資コストに見合

う収益が確保できないことから普及・進展が遅れている。また、ＩＴ技術の急速な進歩の中で病院は、恒常的に高額な

情報関連機器及びシステムの更新をせざるを得ず、これら経常費用が病院経営を圧迫している。
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ＩＴ化は、本来、医療資源の効率的配分を目的とした環境整備であって、医療行為に直接、関与しないことから患者

に費用負担を転嫁すべきでないとの考えもあるが、ＩＴ化に伴う利益は、広く患者が享受することとなるので、受益者

負担の原則から診療報酬上で評価することはやむを得ないと考える。

現行診療報酬制度おいて、ＩＴ化に対する評価は、初診患者に対する電子化加算（３点）として認められているが、

前述のとおり初診患者だけがその恩恵を受けるものでないことから再来患者及び入院患者についても一定の費用負担

（入院基本料加算等）を求めるべきであると考える。また、ＩＴ化が医療の質を向上させ、病院機能を高めることから

診療報酬上の病院機能評価としても加算を検討すべきであると考える。



(コスト試算）

A病院(ＳＳＯ床)の場合(外来患者2000人/曰､初診患者300人/曰､再診息者1,700人/日外来実日数245日）

電子加算に係る収入電子カルテ導入に係る経＝

①
②
③
④

⑤
⑥
⑦

電子化加算

年間初診料算定件数

３点/人

73,500件/年

416,500件/年

本導入経費(保守料を含む）1,300百万円

２００百万円

1,500百万円

５年

その他必要経費

合計(①＋②）

耐用年数

年間外来診療料算定件数

一
○
①

(導入経費にかかる単年度あたりの支出）

③÷④＝３００百万円

(現行）

⑤×⑥＝

(全外来患者に算定範囲を拡大）

⑤×(⑥＋⑦)＝

２百万円/年

(参考)患者一人当たりの年間コスト

露，｡o百万円÷(300人×2妬曰)=4.M円,人
外来

全数300百万円÷(２，０００人×245曰)＝612円/人

１５百万円/年



一般要望事項４

外来看護加算の新設

関連区分コード：Ａ（初・再診料）

外来診療に対する看護師配置への加算の新設を要望する。

外来診療における看護師の業務は、入院患者の在院日数の短縮に伴う外来患者の重症化、在宅療養指導への看護師

の関与、外来化学療法の実施などにより、外来看護師が行う業務が専門化すると共に業務量も増加してきている。現

在、外来看護師の配置については診療報酬上の加算がなく、人件費等を考慮すると手厚い配置を行うことが困難な状

況にある。

このため、外来看護師の配置状況に合った「外来看護加算」の新設を要望する。

』
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一般要望事項ｓ

時間外・休曰・深夜加算の評価の見直し

関連区分コード：AOOO～ＡＯＯ２（初診料・再診料・外来診療料）

時間外、休日、深夜の診療応需体制の充実・確保は、国民皆保険制度の基本である。一方で、これらの時間帯に勤務

する者の健康管理、職場環境の整備に努めることは管理者の責務である。

多くの病院では時間外の診療体制として、通常の診療の延長ではなく新たな勤務シフトを組み、地域住民の夜間救急

ニーズに応えている。当該時間帯の診療に関わる業務負担が大きいことから、初・再診・外来診療料に係る現在の加算

点数の増点を図られるよう要望する。

また、週休２日制が一般となっている今日、土曜休診としている医療機関での当該曰診療は、休日加算の対象となる

よう要望する。

』
○
の

【参考】

時間外・休日・深夜加算（点数）

所定点数時間外休日深夜所定点数 時間外 休日 深夜

初診料 270 8５ 250 480

(６歳未満） 342 200 365 695

再診料（病院） 5７ 6５ 190 4コ０

(６歳未満） 9２ 135 260 590

外来診療料 7０ 6５ 190 420

(６歳未満） 105 135 260 590



一般要望事項６

患者が複数の診療科を受診した場合の

初診料および再診料・外来診療料の見直し

関連区分コード：ＡＯＯＯ～ＡＯＯ２

平成１８年度の診療報酬改定により、同一医療機関において、同一曰に複数の診療科を受診した場合は、２科目の診

療科の初診に限り１科目の初診２７０点の２分の１に相当する１３５点が算定できるようになった。このことは、病院

の高度・専門医療がやっと評価された結果である。

しかしながら、未だに同一曰に限らず複数科受診の際の各科の専門性、コストの評価がなされていない。病院の生命

ともいえる主機能である各科の専門性、各科協調による高度医療に是非相応の評価を要望する。

一
○
℃



一般要望事項７

再診料及び外来診療料の格差是正

関連区分コード：ＡＯＯ１～ＡＯＯ２

初診料については平成１８年度改定により、病院の評価を引き上げて、病院と診療所の点数が統一された。

しかし再診料については診療所７１点に対し２００床未満の病院は５７点とかなりの格差があり、また２００床以上の

病院の外来診療料は検査、処置のかなりの部分が包括化されているにもかかわらず７ｏ点と低い。

病院は高額医療機器と密度の高いマンパワーを配置しているにもかかわらず診療所より再診料が低いのは全く不合

理である。

』
］
①



一般要望事項ｓ

精神関連要望事項

(1)精神病棟入院基本料の是正

関連区分コード：Ａ１０３

精神科入院基本料は一般科に比べて著しく低く、このことが精神科医療の発展や質の確保に大きな影響を及ぼし

ていることは､平成１４年の社会保障審議会障害者部会精神障害分会でも指摘され､早急な改善が求められている。

また、精神科救急．急性期治療については将来一般科並みの入院基本料を設定した上でＤＰＣの導入を図るぺく準

備が進んでいる。さらに、自殺対策、児童思春期問題、司法精神医学、高齢者対策、そして退院促進、地域生活

支援推進のためにも、早急な精神科入院基本料の一般科病棟との格差是正が必要である。

僧一
一

一

精神病棟入院基本料を、精神科疾患特異性を考慮した上で、一般科と同等の評価とすること。

特定入院料については、服薬指導、栄養指導、理学療法、言語聴覚療法、摂食機能療法等は、制度の発足当時、

包括範囲内には想定されておらず、包括から除外し別算定にすること。

精神科病棟における児童思春期管理加算では、小児科の入院医学管理料より低く適切な管理運営が困難である

ため、病棟単位もしくはユニット単位での特定入院料（仮称：児童・思春期精神科入院医学管理料）として新

設することを要望する。

●
●

●



(2)精神科重症合併症治療病棟の新設

関連区分コード：Ａ１０Ｓ

認知症や慢性期の精神障害者の多くは高齢者であり合併症も多い。このような患者が重症な身体的疾病に罹患し

た場合、合併する精神疾患が重症であれば、一般病棟での診療は困難であり精神科病棟で管理せざるをえない。し

かし､現行の精神科入院基本料は身体疾患のみの看護に関わる点数より低く抑えられており、実状と乖離している。

精神疾患と重症身体疾患の双方の需要を満たす「精神科重症合併症治療病棟」の新設を病棟単位もしくはユニット

単位で要望する。

』
】
口



一般要望事項ｇ

ＮＳＴ(栄養ｻﾎﾟｰﾄ)に対する評価

関連区分コード：Ａ２３３（栄養管理実施加算の引き上げ）

入院時から管理栄養士等が患者の栄養状態を評価し､適切な栄養管理の下で入院加療を行うことは､疾病の早期回復、

合併症予防、薬剤の適正使用、在院日数の短縮等に効果が認められ、ひいては、医療資源の効率的活用（医療費削減）

並びに医療の質の向上に寄与することとなる。加えて患者にとっては、退院時に適切な栄養指導が受けられることによ

り“退院後の療養生活の質が向上，，するなどメリットは大きいと考える。

平成１８年度医療費改定において「栄養管理実施加算」が新設されたことにより、病院内では、ＮＳＴの設置など複

数の異なる職種の医療者の関与(チーム医療)が促進されるとともに「入院食事療養」の“質の転換，，が図られた゜しか

しながら、「入院時食事療養費の見直し（１食単位)｣、「特別管理加算の廃止｣、「特別食加算の弓|き下げ」等、入院食事

療養に対する診療報酬上の評価が著しく下がった結果、病院経営は圧迫され、食事サービスの低下が危倶されている。

今後、高齢化社会が進展し、重症患者の増加が見込まれる中で、入院食事療養並びに栄養管理の重要性は増大する。

今回の｢栄養管理実施｣に係る加算点数１２点/曰は、栄養管理計画書の作成、退院時栄養指導等、関与する医療者の専門

知識、技術に対するコスト評価として低すぎると考える。ＮＳＴの活動を促進し、医療の質の向上を図るという観点か

らも医療者の技術料評価として適正な加算をすべきであると考える。

（参考）栄養管理実施に係る入院患者一人当たりの医療者(人件費)のコスト試算

※糖尿病の急性増悪患者の血糖コントロールを目的として入院。（入院期間１４曰）

医師（＠時給6,300円） 入院時評価・指導１０分（栄養ﾁｪｯｸ、指導依頼）1,050円…①

看護師（＠時給2,700円） 栄養評価表作成３０分（問診等） 1,350円…②

管理栄養士（＠時給1,900円）専門的栄養評価３０分（評価ｼｰﾄﾁｪｯｸ）

嚢議;作成護鴎ii;１１．｝:雛}ｏ栄養指導計画書作成５０分（作成、評価）

』
】
②

合計（①＋②＋③）

一曰当たりの単価：6,833円÷１４日間＝488円/曰

6,833円



一般要望事項１０

医療安全への点数評価

関連区分コード：Ａ（Ａ－１００，２３４）

医療安全、感染防止、褥疽予防等の適切な評価

平成３年に医療廃棄物の処理が病院の義務とされた。発信は厚生労働省ではなく、費用の裏付けのないスタートであ

った。環境保全として考えられたことであるが、今では「医療安全」の重要項目になっている。

その後、医療レベルが上がるにつれて義務が多種多様になってきて、必要な費用が増加し続けている。具体的には、

管理・運営、教育・研修、ＩＴ化、等のことである。これらは医療提供機関にとって新しい技能である。技能修得に要

する管理職と一般職員の時間給を考慮すれば莫大なものとなってきている。

削減され続けている診療報酬から、対策費用を捻出することは、もはや限界に達している。掲題に係る費用について

は、診療報酬により適切な評価をお願いしたい。

←
］
←



一般要望事項１１

亜急性期入院医療管理料の見直し

関連区分コード：Ａ３０８－２

今後の医療提供体制において、急性期入院医療の平均在院日数はさらに短縮されていくと考えられる。しかし、急性

期入院加療後に在宅医療や介護保険施設に直結することは困難な場合が多く、急性期以降の入院医療を提供する病棟・

病院がより必要となる。また、在宅療養や介護保険施設において入院を要する状態となったとき、すべての患者が基幹

型急性期病院に適合するものではなく、地域において利用者の状態を配慮した入院医療を提供する病棟・病院の需要も

増大すると考えられる。

現行の亜急性期入院医療管理料の対象患者は、「急性期治療を経過した患者、在宅・介護施設からの患者であって症

状の急性増悪した患者」とされているが、病床数は原則一般病床の１０％であり、診療報酬は一部を除き一律包括点数

となっている。今後は患者の状態に柔軟に対応できる制度となり、地域における医療機関・介護施設・在宅療養などの

連携型病棟・病院になることが望まれる。

上記の理由により、亜急性期入院医療管理料を下記のように変更することを要望する。

』
］
、

1）施設運用単位

現行は一般病床の１０％が原則となっているが、病棟もしくは病院単位で運用すること。

2）診療報酬支払い方式

①リハビリテーション・病状不安定・繰り返し入院などは、状態別包括支払い方式とすること。

②Ⅷ慢性疾患増悪・軽度～中等度の急性期疾患などは出来高払い方式とし、将来的には疾患別．重症度別包括支払

い方式（ＤＰＣ準拠）とすること。



一般要望事項１２

在宅療養支援機能

関連区分コード：ＢＯＯ４

療養病床は、主に高齢者を対象とした急性期病院の後方支援や、リハビリテーション、ターミナルケアなどの入院機

能を持ち、高齢者について他の施設では担えない役割を果たしている。すなわち、療養病床は「地域支援型高齢者（慢

性期）医療拠点」の位置づけにふさわしく、在宅医療においても大きな戦力としての機能を併せ持っている。

そこで、療養病床の外来部門に在宅療養支援機能の診療報酬新設を要望する。また、高齢者の在宅からの緊急入院に

対応するため、その受け皿として療養病床への入院を評価する新たな診療報酬の設定を要望する。

』
」
⑪



一般要望事項１ｓ

リハビリテーション

発症後各期のリハビリテーションについて、下記のように要望する。

1）急性期～回復期リハビリテーション（医療保険）

①発症後２週間程度までの急性期病院で行われるリハビリテーションは個別の出来高払いとする。また、発症に伴

う専門的技術も要求されるため、急性期加算を新設する。

②発症後４か月までを早期回復期リハビリテーションとし、施行限度単位は１日ｇ単位までとする。

③発症後８か月までを後期回復期リハビリテーションとし、施行限度単位は１日４単位までとする。

』
］
「

2）慢性期リハビリテーション（医療保険・介護保険）

①発症後９か月～１４か月（最長ｅか月間）を慢性期リハビリテーション（除外規定疾患を除く）とし、施行限度

単位は１日３単位までとする。

②後期高齢者医療保険の理念にも「後期高齢者の心身の特性等にふさわしい医療を促し、患者の尊厳を大切にした

医療が提供されるように」とあるように、重症高齢患者にもターミナルリハビリテーションとして、少なくとも

週に３回計３単位程度のリハビリテーションは必要である。

③慢性期リハビリテーションにおいては、ＰＴ、ＯＴ、ＳＴに加え、医師、看護師、介護福祉士、医療ソーシャルワ

ーカー、管理栄養士などが協調してリハピリプラン作成を行うことも有効であるため、「チームリハビリテーシ

ョン」の評価が必要である。



一般要望事項１４

小児科・産科連携診療の評価

（１）小児科関係

｢地域連携小児夜間・休日診療料加算」の新設

現行の「ＢＯＯ１－２－２地域連携小児夜間・休日診療料」は、小児科を標袴する保険医療機関が、地域の小児科

医と契約を結んで、夜間、休日に小児の診療が可能な体制を保つ場合に算定できるが、契約を結んで協力体制をとった

診療所には特段の報酬が設定されていないために、協力を申し出る診療所を確保することが困難である。本加算は、地

域連携小児夜間．休日診療への積極的参加を促すために、地域の小児科を専ら担当する診療所その他の保険医療機関に

あって参加登録した医師が、６歳未満の小児を診療した場合、当番曰にかかわらず、また初診、再診にかかわらず１診

察当たり点数を加算する。

←
〕
、

（２）産科関係

｢産科連携診療加算」の新設

産科医師の確保が困難な地域について、診療機能を集約化・重点化してハイリスク分娩を中心とした産科医療を担う

病院として都道府県知事が設定した「連携強化病院」と、必要に応じ連携強化病院に一定の機能を移転する「連携病院」

で行う当該診療に対する点数評価を新設すること。



一般要望事項１５

ＤＰＣ関連要望事項

ＤＰＣにおける診療報酬については以下の８項目を提案・要望する。

（１）救急対応の検査に関するコスト

緊急入院を要する場合は、同一疾患群分類であっても診断がついていないため、予定入院に比して、入院初期に検査

料等多額のコストが必要である。緊急入院の場合は、起算時間を初診時とした入院後２４時間（午前０時をまたがる場

合は、最長２日間）に限りＤＰＣより除外し、診療報酬を出来高とすべきである。

』
］
①



（２）病院機能と体制整備に応じた係数の評価

救命救急センターで救急患者を受け入れる場合、救急専門医だけでなく、ＣＣＵ、ＳＣＵ、ＮＩＣＵ等の整備の程

度及び人工透析の専門医等の配置によってその病院機能は大きく異なり、現行のＤＰＣでは評価されていない。

このような体制整備は、病院の医療の質の確保に対する取組む姿勢であり、採算性を犠牲にし、構築している。医

療安全についても各病院での取組み方法は異なっているが、多くの設備投資と人員配置が必要であり、その機能に応じ

た基礎的な診療報酬を包括して一括定額として支払うべきである。このような病院機能を評価するには下記のような項

目を用いることが望ましい。

■夜間救急体制について

①救急患者の受入れ実績（１次．２次・３次）

②救急車の受入れ実績（年間）

③救急専任医師の常勤配置数

④一般宿日直医師の常勤数

⑤夜間休日の緊急手術等の実績

』
口
○

■病院施設・機能・人員配置等について

①専門医療職の常勤配置数

名診療科専門医師、放射線診断医師、病理医師、麻酔医師、専門看護師、薬剤師、臨床検査技師、

診療放射線技師、厚生労働省認定資格である手話通訳士、ＭＳＷ

■地域連携について

①他院より紹介患者の受入れ数（率）

②逆紹介患者の数（率）



（３）ＤＰＣ対象病院における急性期リハビリテーション

現在、ＤＰＣ対象病院で行われている急性期リハビリテーションにおいて、発病後２週間に適切なリハビリテーショ

ンが行われるならば、その後の医療費や介護費用の大幅な節約が可能となる。

ＤＰＣ対象病院が、急性期リハビリテーションを積極的に行うことにより、充実した急性期リハビリテーションの提供

が促進されることになるため､今後の超高齢者時代の医療全体を見渡しながらＤＰＣ制度を以下のとおり改善していた

だきたい。

①急性期リハビリテーションの必要性を重視し、ＤＰＣ対象病院での急性期リハビリテーションの充実を促進する

施策を考慮していただきたい。

②急性期リハビリテーションは、特にベッドサイドでの訓練の必要性や、患者にとって突然の機能の喪失に対する

モチベーションの低下など、回復期リハビリテーションに比べて、リハビリテーション導入期に多くの困難を伴

うことに鑑み、個別のリハビリテーション点数のみではなく、発病後２週間以内は大幅な急性期加算を導入して

いただきたい。

③ＤＰＣ対象病院入院中の急性期リハビリテーションについて､短期成功報酬として急性期リハビリテーション改

善評価を考慮されたい。

一
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（４）精神科医療のＤＰＣ導入

わが国の精神科医療は､認知症をはじめ自殺や児童思春期などの問題等､精神科医療に対する社会的なニーズが､質．

量ともに増大し、早急な対応を求められているが、ＤＰＣにおいては、精神科が対象から除外されているために、一般

診療科と精神科の医療費の格差がさらに拡大している。

今後もこの傾向が継続された場合､臨床研修､医師養成における教育に歪みが生じることや､精神科診療はもとより、

重い合併症を持ち併診を必要とする精神疾患患者へのふさわしい医療の提供が困難となることが懸念される。

そこで、精神科医療に関する適切な診療報酬体系を構築するための根拠や、精神科医療全体の発展に必要なデータ集

積などの検討を行うためにも、精神科がＤＰＣに参画することが必要であることから、以下のとおり要望する。

①精神科医療にＤＰＣを導入し、一般診療科と共通した診療報酬の適正な評価をいただきたい。

②主要診断群「ＭＤＣ１６」分類をより精繊化し、精神科を独立したＭＤＣとして設定していただきたい。
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（５）原価に基づく診療報酬の設定

現在のＤＰＣの診療報酬体系は、診療報酬点数の出来高を参照して設計されているが、当該疾患に投下される診療行

為の原価を基準とした診療報酬に改めること。

ただし、医療の質の向上に寄与することが望まれる部分については、国民医療全体への向上を鑑み、加算点数を付与

するよう設計されるべきである。

（６）患者の状態による診療報酬の調整

患者の看護必要度、要介護状態、認知機能の低下の有無等によって看護、介護の人的コストが異なる。出来高点数に

は評価が難しい事項であり、ケースミックス調査を実施し、調査結果に基づいた診療報酬が設定されるべきである。

全
図
②

（７）高額医薬品を使用する治療

高額な医薬品、中でも新たに薬価収載や効能追加した医薬品を使用した治療は、現行の診断群分類点数を大きく超え

ることとなり、治療に支障を来たす例があると職かれている。特に難病を対象とした薬剤が使用できないことは、ＤＰ

Ｃ対象病院においては、症例対象の絞込みを行わざるを得ず、患者の視点に立った場合、数少ない治療手段の一つを奪

うことにもなる。このことから、高額な医薬品を使用する治療については、早急にその診断群分類を新設し、点数を設

定するか、あるいは出来高での評価をしていただきたい。更に、今後、高額な医薬品が薬価収載された際には、速やか

に出来高で評価する制度設計をしていただきたい。



（８）ＤＰＣ調査に係るシステム開発・改修費用に対する評価

ＤＰＣに関する調査開始以来、年々内容の変更があり、その都度システム開発・改修による病院の経費負担が増大

している｡社会的要請に応えている事柄であり、病院負担ではなく､公的な経費措置があって然るべきと思われるので、

適切な評価を要望する。

Ｆ
ｍ
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平成１９年６月７日

厚生労働大臣

柳澤伯夫殿

曰本病院団体協

議長鮫島

医療費抑制政策からの転換を求める（要望）

我が国の病院医療ならびに地域医療提供体制は崩壊の危機に瀕している。

すなわち、２４時間体制で医療を提供し続ける勤務医は、過重労働による疲弊

が増大している。その結果、勤務医の診療所開設志向が高まり、病院においては

医師不足によって閉鎖される診療科も現れ、国民が安心して受けられる医療の提

供体制をとることが困難となるなどの状況に陥っている。多大な被害を受けるの

は他でもない国民である。

第５次医療法改正の趣旨でもある良質で安心・信頼のできる医療サービスの提

供を実現するためには、病院、診療所、在宅医療等を含めた地域における医療連

携体制の確立が重要であり、国策として取り組まれる必要がある。

全国公私病院連盟と日本病院会の合同調査「平成１８年病院運営実態分析調

査」によると、１８年６月調査時点で、良質で安全な入院医療のコストに見合う

診療報酬の点数設定がなされていないため、７２．８％の病院が赤字となっており、

医療機関の維持はきわめて困難をきたしている。

地域医療の一環を担う病院医療のこのような実態を十分に踏まえ、国民の視点

に立ったうえで平成２０年度診療報酬改定に臨み、プラス改定とされることを強

く要望する。

国民の健康無くして国家の繁栄、経済の成長はあり得ず、その国民の生活をさ

さえる社会保障制度、とりわけ医療分野は健康に深く関わるものであるという点

から考えても、医療費は抑制よりもむしろ拡大されるべきであり、曰病協は病院

団体の総意として、医療費抑制政策の転換を求める。

以上

－４２５－

＝ム

富



平成１９年１２月フ曰

厚生労働大臣

舛添要 殿

曰本病院団体協議会

議長鮫島

平成２ｏ年度診療報酬改定について（要望）

日本病院団体協議会では、平成１９年１０月に加盟１１病院団体を対象

に「病院経営の現況調査」を実施しました。その結果、平成１ｓ年度の

病院収支は平成１フ年度に比して更に悪化し、調査対象２，アブＢ病院中

１，１９５病院（４３．０％）が赤字決算となりました。勤務医について

は、医師募集を行った１，９９１病院のうち全く医師を採用できなかった

病院がＳＯＳ施設（２５６％）に達し、連鎖的に産科や小児科をはじめ

とする診療科の閉鎖も相次いでいます。国民の健康を支える病院医療は

地域における妊婦への救急対応の遅れで象徴されるように、その崩壊スパ

イラルが平成１８年度の診療報酬引き下げを発端として確実に進行しつ

つあります。この状況を踏まえ中医協においてもこのほど「平成２０年度

に更なるマイナス改定を行う状況にはない」として意見の一致を見たとこ

ろであります。

日本病院団体協議会では今回発表された「第１ｓ回医療経済実態調査

（医療機関等調査）結果速報」の内容も含めて平成２０年度診療報酬改定

について慎重な検討を行いました。その結果、国の厳しい財政状況を勘案

しても、国民が安心できる病院医療の供給体制を平成２Ｏ年度以降も引き

続き確保していくことは、病院に関わる診療報酬について大幅な引き上げ

が達成されない限り不可能であると結論しました。

壊滅の危機に瀕している地域の病院医療の実態を直視され、平成２ｏ年

度診療報酬改定率を決定されることを強く要望します。

－４２６－
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曰本病院団体協議会

議長鮫島健

河野陽一

矢崎義雄

竹内正也

小山田悪

西澤寛俊

豊田莞

小川秀興

鮫島腱

山本修三

木下穀

伊藤庄平

国立大学附属病院長会議

独立行政法人国立病院機構

全国公私病院連盟

社団法人全国自治体病院協議会

社団法人全曰本病院協会

社団法人日本医療法人協会

社団法人日本私立医科大学協会

社団法人曰本精神科病院協会

社団法人日本病院会

曰本療養病床協会

独立行政法人労働者健康福祉機構

常置委員会委員長

長
長
長
長
長
畏
長
長
長
長

事
会
会
会
会
会
会
会
会
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理
理
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平成１９年１２月１ｓ日

中央社会保険医療協議会

会長土田武史殿

曰本病院団体協議会

議長鮫島

病院の看護師配置に関する要望書

平成１９年１０月に曰本病院団体協議会が実施した「病院経営の

現況調査」では、平成１ｓ年度に看護師募集を行った、２Ｓ２４

病院のうち１，フ１ｓ病院（ｅ６Ｂ％）で採用数は予定を下回り、

平成１フ年度末に比較してｓ３．１％の病院で看護師数が減少して

いるという、深刻な看護師不足が起こっていることが明らかとなっ

た。平成１ｓ年度診療報酬改定において導入されたフ対１看護配置

基準を契機として招来された事態である。平成２ｏ年度診療報酬改

定では看護師について以下の２事項を要望する。

１．入院基本料への看護必要度・患者重症度の反映

フ対１入院基本料の施設基準については、看護職員の数だけでIま

なく、求められる看護技術、救急患者や重症者など手厚い看護を必

要とする者の入院状況、平均在院日数の短縮を図っていることなど、

病院における看護必要度・患者重症度を反映した、新たな施設基準

を導入すること。

２看護補助者など看護師の業務を補佐、支援する者の評価

看護業務の他職種職員による分担、支援を促進するために、７対

１および１ｏ対１の看護職員を配置する病院についても看護補助加

算の算定を認めること。

以上

－４２８－
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平成１９年１０月１５日

厚生労働大臣

舛添要 殿

曰本病院団体協

議長鮫島

議一

｢病院経営の現況調査」報告について

日本病院団体協議会では、先般、平成２０年度の診療報酬改定に向け

ての要望事項をとりまとめ、貴省に提出させていただいたところであり

ます。

病院運営をとりまく状況は前回のマイナス改定により極めて厳しい

ものであると認識しており、会員病院から経営悪化、医師不足、看護師

不足、病棟閉鎖などの問題が報告されておりますｂ

このような状況を踏まえて、今般、病院経営の実態把握のため本協議

会に加盟する１１団体の全会員病院を対象に、「病院経営の現況調査」を

実施いたしました。

本日、別添のとおりとりまとめましたのでご報告申しあげます。

調査の結果、病院経営の悪化の状況、医師・看護師不足の深刻化等々、

病院医療崩壊の実態が明らかになり、国民が等しく、安心して受けられ

る医療を提供することは極めて困難な状況に陥っています。

このような状況を早急に改善するため下記項目についてご理解を賜

り、特に平成２０年度診療報酬改定にあたり、特段のご配慮をお願い申

しあげます。

記

１．医療費総枠の拡大

２．病院医療に対する診療報酬上の重点的評価

３．産婦人科・小児科・救急医療等医療政策に関わる公私の区別のない

補助対象の拡大

４．大幅な増員による勤務環境の整備

以上
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曰本病院団体協議会

日本病院団体協議会

｢病院経営の現況調査」報告より明らかになった問題点

１．医業収支の状況

平成１７年度と比較して、

ていた･

診療報酬改定があった平成１８年度は赤字病院の割合が６％増ｶﾛし

平成17年度医業収支 平成18年度医業収支

赤字

病院，

1,032

,37％

赤字

病院，

1,032

,37％ 。
引
引黒字

病院，

１，７４９

，６３％

２．平成１８年度中の医師募集の状況

採用予

定数以回答のあった2,746病院のうち、

72％の病院が医師募集を行って

いるが、そのうち、予定通り採

用できた病院は１８％であり、

54％の病院が採用予定数より少

ない、あるいは全く採用できな

い状況であった。

S・平成１８年度中の看護師募集の状況

採用予

定数以回答のあった２，７３１病院のうち、

96％の病院が看護師募集を行ってい

るが、予定通り採用できた病院は

31％であり、６５％の病院は採用予定

数に達していない状況であった。

まったく 募集なし

採
な

－４３０－



曰本病院団体協議会

４平成１６年度以降の病床休止もしくは返還の状況

回答のあった2,790病院のうち、平成１６年度以降に病床休止もしくは返還を行った病院は、

521病院（19％）であった。

年度別にみると、診療報酬改定があった平成１８年度以降に件数が増加していた。

平成１６年度以降の病床休止
もしくは返還

平成１６年度以降の病床休止もしくは返還

（年度別件数）

０
０
０
０
０
０

５
０
５
０
５

２
２
１
１

あり，

５２１，

１９％

なし

2,269,

81％

平成１ｓ年度平成１７年度平成１Ｂ年度平成１９年度

S，平成１６年度以降に休止した診療科の状況

回答のあった2,782病院のうち、平成１６年度以降に診療科を休止した病院は439病院(16％）

であった。

診療科別にみると、産婦人科（７１件)、小児科（６７件）が多かった。

平成１６年度以降に休止した診療科(上位１０件）

平成１６年度以降に休止した

診療科

０
０
０
０
０
０
０
０
０

８
７
６
５
４
３
２
１ UlFIii]Ｉ

あり，

４３９，

１６％

あり，

４３９，

１６％

ｎ門二門科
なし

2,343,

84％

産
婦
人
科

締
神
科

皮
膚
科

麻
酔
科

歯
科

小
児
科

整
形
外
科

眼
科

耳
鼻
咽
喉
科

呼
吸
器
科
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曰本病院団体協議会

e・平成１６年度以降の救急指定・輪番制の取り下げの状況

回答のあった２，７６１病院のうち、平

成１６年度以降に救急指定･輪番制を

取り下げた病院は109病院あった。

平成１６年度以降の救急指定・

救急輪番制などの取り下げ

あり，

０

〔
ｕ
Ｕ
ｗ
語
佃

z今後の運営方針について

回答病院における現時点にお|ナる今後の運営方針|こついて調査したところ、「診療所への転換

を検討」している病院は４８病院、「介護施設（－部含む）への転換を検討」している病院は２７４

病院、「閉院を検討」している病院は２０病院であった。

舶一・イゼー灘|繊薯義ｉｌ醗1Iiiiii蝋篝鐵瀞～鯛艤…
１７７ ２７４ ９．９７ 0７４あり

２６５７ ９８２３ ２４７５ ９００３ ２６７４ ９９２６なし

合計 ２７０５ １００００ ２７４９ １００．００ ２６９４ ｌＯＯＯＯ

以上より明らかになった問題点としては、

＞病院経営の悪化および医師・看護師の採用困難

＞それに伴う病床休止・返還、診療科の休止、救急指定等の取り下げの存在

＞診療所・介護施設への転換、閉院を検討している病院の存在

などが挙げられる。

医療の質・安全の向上、全国における医療提供体制の整備を行うことは急務である。次期

診療報酬改定にお|ナる病院医療に対する十分な報酬増、都道府県・地域の実情に合わせた産

婦人科・小児科・救急医療などに対する公私の区別の無い補助など、多面的な施策が必要で

ある。

以上
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平成１９年１０目

白本病院団体協議会

本調査は、曰本病院団体協議会に加盟する１１団体の全病院を客体として、平成１９年

８月から９月にかけて実施した。回答数は2,837病院であり、全国の病院８，８７８に対す

る回答病院が占める割合は３２．０％である。

I・調査結果の概要

１．平成１７年度に比較して、平均在院日数は短縮されており、入院患者延べ数.外来

患者延べ数も減少していた。

２.全体の赤字病院は､平成17年度37.11％から平成18年度43.02％に増加していた。

病床規模別では、５００床以上の赤字が60.14％と高率であった。また「自治体立」

92.73％、「国立」69.29％、「公的」58.90％が赤字であった。

３．平成１７年度と比較した増減率は、「－１％以上」が51.14％であった。中小規模に

は「-10％以上」の病院が多かった。病床種別では、医療療養病床において「－１％

以上」が７２．５％、「-10％以上」が25.42％と著しく高率であった。

４．平成１５年末と比較した医師数は、31.88％の病院で減少し、平成１７年度末と比較

した看護師数は、33.12％の病院で減少していた。

５．平成１８年度中の医師募集は72.51％の病院が行い、そのうち「採用予定数より少

なかった」50.28％、「全く採用できなかった」25.60％と、医師の採用は極めて困難

な状況であった。

６．看護師募集は96.08％の病院が行い、そのうち「採用予定数より少なかった」

64.36％、「全く採用できなかった」２．４１％と、看護師の採用も極めて困難な状況で

あった。

７．平成１６年度以降の、「病床休止もしくは返還」の状況は、全病院の18.67％（521

病院）が「あり」と回答している。またその病院数は、平成１８年以降に急増してい

る。「病床休止もしくは返還」しているのは、病床規模では大きい病院ほど比率が高

く、開設主体では「国立」「自治体立」「公的」の順で比率が高く、病床種別では「精

神のみ」「一般のみ」の順で比率が高かった。

８．平成１６年度以降に「何らかの診療科を休止した」病院は、全体の15.78％（439

病院）に上る。診療科で最も多いのは産婦人科（71病院）であり、次いで小児科（６７

病院）などであり、複数回答を合わせると６２２科に上った。開設主体別では「医療

法人」「自治体立」「公的」「国立」の順に比率が高かった。

9．平成１６年度以降に「救急指定・救急輪番制などの取り下げ」を行った病院は、全

体では１０９病院（3.95％）であった。病床規模では、中小規模に多く、開設主体別

では、「個人」「医療法人」「公的」「自治体立」の順で比率が高く、「国立」では低い。

病床種別に見ると、「一般のみ」「一般十医療療養」「医療療養のみ｣、の比率が高く、

1577病院中９１病院（5.77%）が取り下げを行っている。
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平成１ｓ年１０月

曰本病院団体協議会

10．「現時点における今後の運営方針」は、「診療所への転換を検討」４８病院、「介護

施設（－部含む）への転換を検討」274病院、「閉院を検討」２０病院を認めた。いず

れも中小規模が中心である。開設主体別では、「診療所への転換を検討」は「医療法

人」２８病院、「自治体立」１０病院であった。また、病床種別では、「医療療養のみ」

は「診療所への転換を検討」２４病院（11.71％)、「介護施設（－部含む）への転換

を検討」９６病院（41.20％)、「閉院を検討」７病院（3.47％）と過半数の病院が他施

設への転換・廃院を検討していることが判った。

Ⅱ調査結果のまとめ

平成１７年度に比較して平成１８年度の病院経営状況は著しく悪化していた。それは、

500床以上の病院の６０％以上が赤字であり、「自治体立」の９０％以上が赤字となり、中

小規模では過半数の病院の経営が前年度より悪化していることなどに示されている。

また、常勤医師の減少した病院が高率に存在し、採用は極めて困難という結果になっ

た。それは、臨床研修医の研修必修化、開業医の急増、勤務医の仕事量増加による疲弊

など、多くの要因により勤務医の減少および採用困難が起きていることを示すものであ

る。一方、看護師の減少した病院も高率に存在し、採用も極めて困難という結果になっ

た｡看護師は従来入職･退職が多く、各病院においては看護師募集が常態化していたが、

平成１８年診療報酬改定における看護基準の大幅変更により、さらに多くの病院が看護師

募集をしたため採用困難がより顕著になったことを示すものである。

療養病床再編の最中にある医療療養病床は、介護施設への転換・診療所への転換・廃

院を検討している病院が過半数を占めており、介護保険施設における受け皿を早急に準

備する必要性を強く認めた。

医師・看護師不足は、結果として病床休止・返還（521病院)、診療科休止（439病院)、

救急指定・救急輪番制取り下げ（109病院）という形に表れた。特に、産婦人科・小児

科を筆頭に合計６２２科の診療休止や、１００を超える病院の救急指定・救急輪番制取り下

げは、地域医療の継続・維持を困難にし、病院医療さらに曰本の医療提供体制を崩壊し

てしまうことを強く示唆するものである。

また、結果からは、平成１８年診療報酬改定が病院経営を悪化させたことは明らかにな

っており、さらに医師・看護師不足により病院・診療科・救急医療の継続を困難にして

いる。早急に医師・看護師の増員を図ろとともに、次期診療報酬改定における病院医療

に対する＋分な報酬増、都道府県・地域の実情に合わせた産婦人科・小児科・救急医療

などに対する公私の区別の無い補助など、多面的な施策が必要である。

病院が劣悪な経営状態から脱却し、医療の質・安全の向上、全国における医療提供体

制の整備を行うことは急務である。国民が納得できる病院医療の構築と、医療従事者の

医療に対する「誇り」を取り戻すためには、少なくとも先進国における平均的な国民医

療費（対ＧＤＰ比）が必要である。

以上
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病院医療の崩壊スパイラル

平成Ｔ９年で０月

曰本病院団体協議会
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平成１９年５月２４日

轤四
睾鱸

曰本医師会

会長唐澤iii羊人殿

四病院団体協議

社団法人日本 )丙一院一室子

会長山本修三

社団法人全日本病院協会

会長西澤寛俊

社団法人曰本医療法人協会

会長豊田堯

社団法人日本精神科病院協会

会長鮫島健

平成２０年度税制改正要望の重点事項について

（公益法人制度改革関係）

現在、公益法人制度に対して抜本的な改革が進められております。これに連動して

課税上の取扱いも見直しが行われることになっており、与党の平成１９年度税制改正

大綱は「平成２０年中に予定される新制度施行までの問に、それに対応した税制上の

措置を講ずる」としています。

われわれ四病院団体協議会は病院団体の集まりですが、法人格の面では民法第３４

条に基づく４つの法人を構成員としており、公益法人制度改革に伴う税制上の取扱い

見直しにおいて、別紙の通り要望いたします。

なにとぞ実現に向けて、特段のご配慮をいただきたいと存じます。
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(別紙）

（１）四病院団体協議会に加盟する４団体のいずれかが公益認定を受けた場合におい

て、当該公益認定を受けた法人を法人税法及び所得税法上の特定公益増進法人と

し、寄付をした者に対する優遇措置（損金算入限度の拡大、寄付金控除）を講じ

ていただきたい。

また、地方税法の個人住民税についても、寄付金控除の対象としていただきた

い。

(所得税法第７８条第２項第３号、所得税法施行令第２１７条、法人税法第３

７条第４項、法人税法施行令第７７条、地方税法第３４条第１項、同第３１４

条の２第１項）

（２）四病院団体協議会に加盟する４団体のいずれかが公益認定を受けた場合におい

て、当該公益認定を受けた法人に資産を寄付したときには、寄付をした者に対す

るみなし譲渡所得課税及び相続税について優遇措置（課税対象からの除外）を講

じていただきたい。

（租税特別措置法第４０条、同第７０条）

（３）四病院団体協議会に加盟する４団体のいずれかが公益認定を受けた場合におい

て、当該公益認定を受けた法人の行う本来の公益活動については、従来と同様、

法人税の課税対象から除外されたい。

（法人税法第７条）

（４）四病院団体協議会に加盟する４団体のいずれかが公益認定を受けた場合におい
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て、当該公益認定を受けた法人の行う収益事業は本来の公益活動を支えるもので

ある以上、従来通り軽減税率を存続されたい。

（法人税法第６６条）

（５）四病院団体協議会に加盟する４団体のいずれかが公益認定を受けた場合におい

て、当該公益認定を受けた法人が収益事業に属する資産から収益事業以外の事業

に金銭を支出するときは、従来通りこれを収益事業に係る寄付金とみなす制度を

存続されたい。または、これに代わるものとして、収益事業と非収益事業との損

益通算制度を創設していただきたい。

（法人税法第３７条第５項）

（６）四病院団体協議会に加盟する４団体のいずれかが公益認定を受けた場合におい

て、当該公益認定を受けた法人の利子・配当収入については、収益事業に属する

ものを除き、源泉所得税及び法人税の非課税措置を存続されたい。

（法人税法第６８条第２項、所得税法第１１条）
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診療報酬改定に向けて(声明）

我が国の医療は、国民皆保険制度の下、全国民に等しく良質で安全な医療が

提供されなければなりません。

病院は国民のニーズに応える良質な医療を提供すべ〈、医療の質の向上、医

療安全の推進、診療情報の提供・推進に必死に努めています。

しかし、平成１４年度、１６年度、１８年度と度重なる診療報酬改定の引き下げと、

医師・看護師の確保困難の諸要因により、地域医療は崩壊を招き、医療提供体

制の地域格差、病院格差をきたし、国民・地域住民が等しく、安心して受けられる

医療を提供することは極めて困難な状況に陥っています。

そのような中で、平成１５年の我が国の対ＧＤＰ比総医療費は、ＯＥＣＤの統計

によれば、加盟３０か国中１８位で、今も低医療費政策が持続しています。

政府が希求する経済の成長や国家の繁栄は、これを支える国民の健康が保

障されてはじめて可能であり、医療、福祉の規模・内容と国民の要望に見合った

社会保障費の確保が必要です。

今後、更なる医療の質の向上を目指し、医学の進歩を現場の医療に反映・実

践していくためには、相当程度の公的財源は不可欠であり、公的医療費拡大の

施策の推進を強く求めます。

平成１９年ｅ月

四病院団体協議

社団法人曰本病院会

会長山本修三

社団法人全曰本病應

会長西澤寛僧

社団法人日本医療法

会長豊田堯

社団法人日本精神科

会長鮫島腱

全曰本病院協会

西澤寛俊

曰本医療法人協会

豊田堯

日本精神科病院協会

鮫島健
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平成１９年７月１１日

厚生労働大臣

柳澤伯夫殿

四病院団体協議

社団法人日本
，△～ＥＤＩ、‐
会長山本修三

社団法人全曰本病院協会

会長西澤寛俊

社団法人日本医療法人協会

会長豊田堯

社団法人曰本精神科病院協会

会長鮫島健

平成２０年度税制改正要望の重点事項について

すべての国民の幸福の基盤である生命や身体の安全を保持しつつ、公正で活力のあ

る高齢社会を実現するためには、医療および福祉の整備・充実が欠かせません。その

社会的重要性から、医療･福祉は強い公共性を有し、さらに非営利性が要請されます。

我々は医療の公共性と非営利性を重視し、これに立脚した医療を展開することによ

り、医療人としての責務に応えたいと考えます。そのためには、各種制度の整備が不

可欠ですが、租税制度がその重要な一環であることは言うまでもありません。

このため四病院団体協議会は平成２０年度税制改正に関して、別紙のとおり重点的

な要望事項を掲げましたので、その実現に向け格段のご配慮をお願いいたします。
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平成１９年１０月２２曰

自由民主党

政務調査会厚生労働部会長

衛藤晟一

組織本部厚生関係団体委員長

大村秀章

殿

殿

四病院団体協議会

社団法人曰本病院 会

会長

社団法人

会長

社団法人

会長

社団法人

曰本医療M玉火桶

会長鮫島健

平成２０年度税制改正要望の重点事項について

すべての国民の幸福の基盤である生命や身体の安全を保持しつつ、公正で活力のあ

る高齢社会を実現するためには、医療および福祉の整備・充実が欠かせません。その

社会的重要性から､医療.福祉は強い公共性を有し､さらに非営利性が要請されます。

我々は医療の公共性と非営利性を重視し、これに立脚した医療を展開することによ

り、医療人としての責務に応えたいと考えます。そのためには、各種制度の整備が不

可欠ですが、租税制度がその重要な一環であることは言うまでもありません。

このため四病院団体協議会は平成２０年度税制改正に関して､別紙のとおり重点的

な要望事項を掲げましたので、その実現に向け格段のご配慮をお願いいたします。
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平成１９年１１月７日

民主党

厚生労働ネクスト大臣

山田正彦殿

四病院団体協議会

社団法人日本病院会

会長

社団法人全

会長

社団法人曰

会長

社団法人日

両１１菫

会長鮫島健

平成２０年度税制改正要望の重点事項について

すべての国民の幸福の基盤である生命や身体の安全を保持しつつ、公正で活力のあ

る高齢社会を実現するためには、医療および福祉の整備・充実が欠かせません。その

社会的重要性から、医療･福祉は強い公共性を有し、さらに非営利性が要請されます。

我々は医療の公共性と非営利性を重視し、これに立脚した医療を展開することによ

り医療人としての責務に応えたいと考えます。そのためには、各種制度の整備が不

可欠ですが、租税制度がその重要な一環であることは言うまでもありません。

このため四病院団体協議会は平成２０年度税制改正に関して、別紙のとおり重点的

な要望事項を掲げましたので、その実現に向け格段のご配慮をお願いいたします。
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(別紙）

１消費税における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し

医療および介護に係る消費税について､社会保険診療報酬および介護報酬の非課

税を見直し、消費税制度のあり方に合致する原則課税に改められたい。あわせて患

者、利用者負担への配慮を要望する。

（消費税法（昭和６３．１２．３０法律１０８）第６条、第２９条、別表第一関係）

【理由］

１）医療機関は仕入消費税が上乗せされた薬品や医療用材料等を購入しているが、

社会保険診療報酬の決定は厚生労働大臣の権限に属するうえ、消費税が非課税と

されていることから、仕入消費税分を転嫁できない。

これをカバーするため、社会保険診療報酬には仕入消費税の一部を補填するこ

ととされているものの、そのような画一的補填方式には個々の医療機関の仕入税

額まで考慮されていないことから、補填額が仕入税額に満たない場合、その部分

は損失（損税）として、医療機関が負担せざるを得ない状態が続いている。

すなわち、画一的補填方式は個別性の強い医療機関の消費税負担の実態になじ

まず、税負担の公平性が損なわれているのが現状である。

また、介護保険における非課税の居宅介護サービス費や施設介護サービス費に

ついても同様の事態が生じている。事業者たる医療機関に、非課税制度のゆえに

転嫁できない消費税負担を強いる、現在の矛盾を解消されたい。

2）医療を原則課税に改めることは、「薄く広く負担を求める」という消費税制度

の理念に合致する。

3）原則課税に移行し、不明瞭な補填方式を解消するなら、医療機関のいわれなき

負担は解消し、透明性が確保される。

4）社会保障制度としての社会保険診療、介護サービスのあり方に鑑み、患者や利

用者の負担に配慮した施策もあわせて講ずるべきである。

－４４３－



１１医療機関に対する事業税の特例措置の存続・拡充

医療機関に対する事業税について、特例措置を次のように存続・拡充されたい。

１）社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置を存続させるとともに、本非謀

税措置を医療機関開設者の種類を問わず、すべての民間医療機関に適用する。

Ｚ）医療法人を特別法人として位置付けることによる事業税の軽減措置を存続さ

せる。

(地方税法（昭和２５．７．３１法律２２６）第７２条の２３，第７２条の２４の

７，第７２条の４９のＳ関係）

由］

現行の社会保険診療報酬は、国民皆保険下で医療水準を維持するための最低限

の措置であり、社会保険診療の特質や、診療報酬支払基金の性格からみて、これ

に事業税を課すことは適当ではない。

[理

１）

2）公的医療機関に比較し、税負担という差別を余儀なくされている私的医療機関

に、さらに税負担の加重を強いることは、経営の悪化を招き、医療事業の健全性

を損ねることは明らかである。

3）上記と同様の理由から、本非課税措置の対象に、医療生協立の病院（８１病院）

を含めるべきである。

４）社会保険診療報酬以外の医療法人に対する軽減措置についても、以上と同様の

理由により存続させるべきである。また、将来、事業税の課税方式の見直しが行

われることがあっても、医療法人の高い公益性に照らし、引き続き事業税におけ

る特別法人とし、課税上の配慮を講ずるべきである。

－４４４－



111社会医療法人の医業収益非課税等

公益性の高い医療を担う社会医療法人について、次の措置を儲じられたい。

①保健・医療に係る収益は、法人税法上非謀税とするとともに、それ以外の収益

に関しては軽減税率を適用していただきたい。

②社会医療法人を税法上の特定公益増進法人とし、これらに対して寄付が行われ

た場合､寄付をした側については支出額の一定部分を所得税法上の寄付金控除

の対象または法人税法上の損金として取り扱うとともに、寄付金を純資産の部

の資本剰余金に組み入れた場合には益金不算入としていただきたい。

③社会医療法人に資産を寄付したときには､寄付をした者に対するみなし譲渡所

得課税および相続税について優遇措置（課税対象からの除外）を膳じていただ

きたい。

（医療法（昭和２３．７．３０法律２０５）第４２条の２，法人税法（昭和４０．

３．３１法律３４）第７条、第３７条第４項、第６６条、法人税法施行令（昭和４

０．３．３１政令９７）第７７条、所得税法（昭和４０．３．３１法律３３）第７

８条第２項第３号、所得税法施行令（昭和４０．３．３１政令９６）第２１７条、

租税特別措置法（昭和３２．３．３１法律２６）第４０条、第７０条等関係）

[理由］

１）社会医療法人の担う医療サービスは公益性が高く、通常提供される医療サービ

スと比較して、継続的な提供に困難を伴うものであるにもかかわらず、地域社会

にとってなくてはならない医療サービスである。このような保健・医業を税制面

から支えるためにも、非課税とされたい。

2）社会医療法人は法人の財産が個人に帰することがなく、公的な運営が確保され

ている公共性・公益性のきわめて高い医療法人であり、その存続・発展を図るこ

とは公益の増進に資する。社会医療法人を特定公益増進法人とすることにより

一般医療法人がこれらに移行することを促し、医療の非営利性を徹底することは、

今後の高齢社会を支えるためにぜひとも必要である。

3）社会医療法人は公益性の高い医療を提供するなど、今後の地域医療の主要な担

－４４５－



い手となることが期待されており、運営面においても経営の透明性が確保されて

いる。資産家が亡くなった際に、相続財産により地域医療に貢献するというイン

センテイブを付与する等措置することで、こうした公共性の高い医療機関の経営

基盤の強化に資することができる。

－４４６－



Ⅳ病院用建物等の耐用年数の短縮

病院･診療所用の建物、附属設備および医療用機器の耐用年数を短縮されたい。

（法人税法第２条第２３号、第３１条、法人税法施行令第４８条、第５６条、減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０．３．３１蔵令１５）別表第一関係）

[理由］

病院･診療所用の建物および附属設備については、医学・医術の進歩に対応した

構造や機能が要求され、陳腐化の激しいのが実情である。医療用機器についても、

性能等の進歩に伴い、実際の使用年数は法定耐用年数よりも短くなっている。

平成１０年度税制改正において、建物の減価償却方法が定額法に限定された際に

耐用年数も短縮されたが､医療の質の向上を図ｂ、快適な医療環境を確保するには、

いまだ十分とは言えないため、これら減価償却資産の耐用年数をさらに短縮された

い。

要望年数は下表の通りであるが、このうち建物については、平成１６年に四病院

団体協議会と日本医師会の実施した実態調査によっても裏付けられたところであ

る。

－４４７－

現行耐用年数 要望耐用年数

病院・診療所用建物
■■￣￣■■￣￣￣￣■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■！■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣■■－－￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋

コンクリート造のもの

D￣￣￣￣￣■■￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣■■￣

３９年

ロ‐￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣－－￣￣■

３１年

医療用機器
＝￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣'■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣●■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣■■■■￣■■￣￣￣￣￣l■■￣￣￣￣￣

ファイバースコープ
■■￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣----￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣●■￣￣■■■■￣■■

人工腎臓透析装置
Ｐ￣￣■■￣￣￣￣■■■■■■￣￣￣￣■■￣￣■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣■■￣

その他のもの（主として金属製のもの）

、￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣Ⅱ■■'■■￣￣￣￣￣￣￣■■■■

Ｓ年

７年
￣￣￣■■■■￣￣￣￣●■￣￣■■■■￣￣￣￣￣￣￣

１０年

■￣￣￣￣￣￣￣--￣￣￣￣￣l■■￣￣￣■■ﾛ

３年

５年

８年



平成１９年７月１１曰

厚生労働大臣

柳澤伯夫殿

四病院団体協議

社団法人日本 。宮

会長山本修三

社団法人全曰本病院協会

会長西澤寛俊

社団法人日本医療法人協会

会長豊田堯

社団法人日本精神科病院協会

会長鮫島健

医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望

医療法人は地域医療の重要な担い手であり、医療崩壊が社会問題となりつつある現

在において、その育成、強化は喫緊の課題となっております。

平成１９年４月から施行された医療法人制度改革は、その一環として、医療法人の

非営利性の明確化など規律の見直しを行うとともに、救急医療、小児医療など地域で

必要な医療の提供を担う医療法人を新たに社会医療法人として位置付け、医療法人の

機能を従来以上に高めようとしております。

今般の改正を十分に生かし、医療法人の発展を図るためにも、税制面でも別紙に掲

げた事項を早急に実現されますよう強く要望いたします。

－４４８－



平成１９年１０月２２曰

由民主党

政務調査会厚生労働部会長

衛藤晟一

組織本部厚生関係団体委員長

大村秀章

白

殿

殿

四病院団体協議会

社団法人日本病院

会長山本修

会

社団法人

会長

社団法人

会長

社団法人

全日本病院楠

週.－－１－

会長鮫島健

医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望

医療法人は地域医療の重要な担い手であり、医療崩壊が社会問題となりつつある現

において、その育成、強化は喫緊の課題となっております。在において、

平成１９年４月から施行された医療法人制度改革は、その一環として、医療法人の

非営利性の明確化など規律の見直しを行うとともに救急医療、小児医療など地域で

必要な医療の提供を担う医療法人を新たに社会医療法人として位置付け、医療法人の

機能を従来以上に高めようとしております。

今般の改正を十分に生かし、医療法人の発展を図るためにも、税制面でも別紙に掲

げた事項を早急に実現されますよう強く要望いたします。

－４４９－



平成１９年１１月７曰

民主党

厚生労働ネクスト大臣

山田正彦殿

四病院団体協議会

社団法人曰本病院

会長山本修

会

社団法人全日

会長西

社団法人曰本

会長豊

社団法人日本〉

会長鮫

、

矢擢

日本精神科病院協会

鮫島健

医療法人制度改革に伴う移行税制に関する緊急要望

医療法人は地域医療の重要な担い手であり、医療崩壊が社会問題となりつつある現

在において、その育成、強化は喫緊の課題となっております。

平成１９年４月から施行された医療法人制度改革は、その一環として、医療法人の

非営利性の明確化など規律の見直しを行うとともに、救急医療、小児医療など地域で

必要な医療の提供を担う医療法人を新たに社会医療法人として位置付け、医療法人の

機能を従来以上に高めようとしております。

今般の改正を十分に生かし、医療法人の発展を図るためにも、税制面でも別紙に掲

げた事項を早急に実現されますよう強く要望いたします。
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(別紙）

経過措置型医療法人が社会医療法人や

基金拠出型医療法人に移行する場合の非課税措置

今般の医療法人制度改革により医療法人の非営利性が明確化された結果、今後は

持分ある社団医療法人の設立が認められなくなり、既存の持分ある社団医療法人は

経過措置型医療法人として、当分の間存続が認められるにすぎないこととされた。

ついては改正法の実効性を担保するためにも、経過措置型医療法人が非営利性を

明確化させた新たな医療法人（社会医療法人や基金拠出型医療法人）に移行する場

合、課税関係が発生しないように措置されたい。

（医療法（昭和２３．７．３０法律２０５）第６章、良質な医療を提供する体制の

確立を図るための医療法等の一部を改正する法律（平成１８．６．２１法律８４）

附則第１０条第２項、法人税法（昭和４０．３．３１法律３４）第２２条、第９３

条等関係）

[理由］

今般の医療法人制度改革は、医療法人の非営利性の明確化を図叺医療の公共性に

より相応しい医療提供体制を整備することが趣旨である。

改革の趣旨を実現するためには、全医療法人の９８％を占める持分ある社団医療法

人に、早急に新たな医療法人類型への移行を促す必要があり、そのための環境を整備

しなければならない。

移行に伴い課税問題が発生するのでは､新たな医療法人類型は絵に描いた餅に終わ

ってしまう。医療法人制度改革の趣旨を徹底するためには、移行時に課税関係が生じ

ないよう措置する必要がある。

－４５１－



平成１９年１０月１１日

厚生労働大臣

舛添要 殿

←曰本病Ｚｒ叩，

会長西澤寛俊

社団法人日本医療法人協会

会長豊田秦

社団法人日本精神科病院協会

会長鮫島健

医療提供体制および診療報酬のあり方に関する提案書

昨今の病院における医師不足・看護師不足は、かつて無いほど病院医療の

荒廃を招いている。今後さらに高まる超高齢社会および若年層の減少のなか、

入院医療の質を向上させ、かつ効率的に提供するために、下記を提案する。

記

１．医学部入学定員のさらなる増加

２．地域の実情を反映できる診療報酬体系の構築

３．「地域一般病棟」制度の創設

４．「精神科重症合併症治療病棟」の新設

－４５２－



1．医学部入学定員のさらなる増加

現在、全国各地から医師不足の声が強まっている。その中でも産科・小児科・

救急の事態は深刻であり、産科においてはいくつかの致命的な事故が起き、国

民に強い衝撃を与えた。

近年、医学・医療の急速な進歩や国民の健康への希求の高まり等により、医

師の仕事の密度は大変濃くなっている。病院医師は勤務時間が長い上に、当直

明けの勤務も恒常的になっているが、新臨床研修制度に端を発した大学医局の

医師引き上げで、医師の労働条件はさらに過酷となった。

疲弊した医師は病院から立ち去り、医療体制に繕い切れない綻びが目立って

きている。我が国の人口当たり医師数は、ＯＥＣＤ諸国の平均のわずかに３分

の２に過ぎず、医師不足問題は医師の偏在だけではなく、絶対数の不足にも起

因している。問題解決には、各都道府県のさまざまな工夫とともに、根本的に

は医師数の増加が不可欠と考える。

「緊急医師確保対策」により一部の医学部における定員増が発表されたとこ

ろであるが、現状の医師不足は深刻であり、現行の定員増の案は不十分である

といわざるを得ない。

早急かつ大幅な医学部入学定員の増加、とくに医師不足地域における医学部

の確実な定員増加、を提案する。

－４５３－



2．地域の実情を反映できる診療報酬体系の構築

医療機関の運営は、都道府県や地域によりその実情は大幅に異なる。人口過

疎地域においては、人手不足や医師・看護師の地域偏在などにより、医師・看

護師不足となり診療を休止せざるを得ない病院が数多く存在している。

一方、好景気を背景にした大都市圏における人件費や物価の高騰は、運営費

用を押し上げ多くの病院が赤字経営に陥っている。

このような状況を改善させるためには、

・診療報酬における地域加算の見直し

・都道府県や地域による、実情を加味した人件費の補助

・医師・看護師等の不足地域における診療報酬上の人員基準緩和

・都市部における施設基準（面積等）の緩和

など、様々な方法が考えられる。

このような都道府県や地域の実情を反映できる診療報酬体系の構築を提案する。

－４５４－



３．「地域一般病棟」制度の創設

今後の医療提供体制において、急性期入院医療は包括支払い方式（ＤＰＣ方

式）に収敏されていくとともに、平均在院口数はさらに短縮されていくと考え

られる。しかし、急性期入院医療から在宅医療や介護保険施設に直結すること

は困難な場合が多く、また在宅療養や介護保険施設において入院を要する状態

となったとき、すべてが（ＤＰＣ方式）急性期入院医療に適応するものでもな

い。

これらを地域において連携する、亜急性期入院医療・地域連携型入院医療が

必要であり、その役割を担う「地域一般病棟」制度の創設を提案する。

｢地域一般病棟」の機能は以下のとおり。

く役割＞

地域における急性期以降の入院医療、地域医療・在宅療養・介護保険施設の

後方支援などの連携型入院を基軸とし、利用者の状態を配慮した医療を提供す

る。

また、後期高齢者医療制度においては、地域連携の中心となる。

＜対応疾患＞

急性期病棟よりリハビリテーション、病状不安定などの患者を受け入れる。

（post-acute）

また、地域医療・在宅療養・介護保険施設の後方支援として、肺炎・脳梗塞

再発・骨折など、軽度～中等度の急性期疾患・慢性疾患増悪・繰り返し入院な

どの患者を２４時間体制で受け入れる。（sub-acute）

＜人員基準等＞

医師・看護師は現行の一般病棟の基準以上とし、病棟または病院単位で運営

する。リハビリテーションスタッフ、医療ソーシャルワーカーを配置する。

＜診療報酬支払い方式＞

リハビリテーション・病状不安定・繰り返し入院などは状態別包括支払い方

式、慢性疾患増悪・軽度～中等度の急性期疾患などは疾患別・重症度別包括支

払い方式（ＤＰＣ準拠）とする。

－４５５－



４「精神科重症合併症治療病棟」の新設

精神科病床の機能分化が進む中、重度な精神症状があり、かつ、重度な身体

合併症(癌、脳神経疾患、血糖コントロールが困難な糖尿病、さらには自殺未遂

などによる全身火傷や墜落外傷等により、入院医療が必要な身体疾患)を持つ患

者が増加してきている。このような患者は現在の精神疾患のみを想定した病床

機能分化の中には存在せず、しかるに激しい精神症状があるため身体症状悪化

時にも一般病院や療養病棟には入院できず、精神科病院の中で対応せざるをえ

ない状態にある。さらに、自立に向けた試みも身体合併症のために不可能であ

り、精神科病院で不安定ながら命を存続しているのが現状である。多くの患者

は、障害老人の日常生活自立度判定基準ではランクＢ以上の重度の障害を持っ

ており、平成20年３月に廃止される特殊疾患療養病棟に入院している患者に匹

敵する重度の障害を有する精神障害者である。

重度な生活習慣病もしくは、重度の障害を持つ精神障害患者に対する入院医

療が可能な「精神科重症合併症治療病棟」の新設を提案する。

＜看護基準＞

看護職員と看護補助は１０：１（そのうち、５０％以上が看護職員）

＜入院料＞

特殊疾患療養病棟２に入院精神療法を加えた点数（1,970点程度）

以上

－４５６－



平成２０年１月１１日

厚生労働省保険局長

水田邦雄殿

四病院団体協冒義会人
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長豊田堯

日本精神科病院協会

長鮫島億

後期高齢者医療制度における「総合的に診る医師」について（要望）

後期高齢者医療制度の創設に伴い、平成20年度診療報酬改定において、外来医

療における「総合的に診る医師」の導入が検討されている。この制度は、慢性疾

患を対象としており、「人頭払い制」への移行を意図したものではない。そして、

基本的には診療所の医師が受け持つとされている。

しかしながら、病院団体から発表されている調査では、多くの外来患者が病院

外来の医師を「主治医若しくはかかりつけ医」と認識している、という現状が示

されている。

このため、後期高齢者医療制度の外来医療における「総合的に診る医師」は、

その機能を遂行するために、診療所の医師に限らず病院外来の医師も受け持つ

必要がある。よってここに下記を要望する。

記

後期高齢者医療制度の外来医療における「総合的に診る医師」は、

その機能を遂行するために､診療所と病院外来の医師を同じ取り扱い
とすること。

以上
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平成１９年９月

(社）全曰本病院協会

｢後期高齢者の外来主治医に関する調査」結果（抜粋）

1．調査概要

･調査目的：会員病院における後期高齢者医療の実態把握

･調査対象：会員全病院（2,197）

･調査対象月：平成１９年６月

･調査方法：レセプトにおける老人保健法適用患者を対象に調査

･郵送による自計記入方式

･回収率：945/2,197＝43.0％

２．調査結果より抜粋

･全日病会員病院を受診する７５歳以上外来患者数について

*実患者数とは、調査月に当該医療機関を1回でも受診した患者数、受診間隔および

月間の外来診療日数を２５日として推計したもの。

以上

－４５８－

調査回答病院の老人保健法適用レセプト総枚数

＝75歳以上で外来通院している実患者数
595,388人

未回答病院も同じと仮定した患者数 1,399,161人（Ａ）

患者調査（H17年厚生労働省）より推計した

病院外来実患者数
4,714,210人（Ｂ）

患者調査（H17年厚生労働省）より推計した

全外来案患者数（歯科診療所を除く）
12,081,105人（Ｃ）

病院外来実患者数／全外来実患者数（歯科診療所除く）

(Ｂ/Ｃ）
39.0％

全曰病会員病院／全病院（Ａ/Ｂ） 29.7％

全曰病会員病院／全医療機関（Ａ/Ｃ） 11.6％



社団法人日本病院 会 定款

昭和27年５月６日施行

昭和51年12月４日名称変更認可

平成17年６月８日一部変更認可

第１章名称および事務所

（名称）

第１条この会は、社団法人日本病院会（英文名

JapanHospitalAssociation略称JHA)という。

(事務所）

第２条この会は、事務所を東京都千代田区一番町１３

番地３におく。

第２章目的および事業

（目的）

第３条この会は、日本全病院の一致協力によって病

院の向上発展とその使命遂行とを図り、社会の

福祉増進に寄与するを目的とする。

（事業）

第４条この会は、前条の目的を達成するため、次に

第３章会員

（会員の種類）

第５条会員を分けて次の３種とする。

正会員この会の目的および趣旨に賛同し入

会した病院の代表者。

２正会員をもって民法上の社員とす

る。

特別会員病院の向上発展に寄与するため、学

識経験者等にして、理事会において

推せんしたるもの。

賛助会員この会の目的および趣旨に賛同し入

会した正会員・特別会員以外の法人

または個人。

（入会または退会）

第６条この会に入会しようとする者は、会長あて所

定の入会申込書を提出しなければならない。

２正会員ならびに賛助会員の入会承認は常任

理事会が行うものとし、特別会員の入会承

認は理事会が行うものとする。

３次の各号の１に該当する会員は、退会した

ものとみなす。

①本人から退会の申入れがあったとき。

②会員たる資格を喪失したとき。

（会費）

第７条会員は、総会の議を経て別に定めた会費を納

入しなければならない。

２会費は、毎年度の７月末日までに納入しな

ければならない。

（臨時会費）

第７条の２会長は、緊急やむを得ない事情ありと認

めたときは、代議員会の承認を経て臨時会費を

徴収することができる。

（既納会費および拠出金）

第８条既納の会費又は拠出金は、その理由の如何を

問わずこれを返還しない。

（戒告又は除名）

第９条会員で、この会の名誉を段損し、又は目的達

成に反するような行動があったときは、会長は

理事会ならびに代議員会の議決を経て、戒告又

掲げる事業を行う。

lわが国の医療制度殊に病院制度の調査研究

に関する事項

２病院の管理運営および施設の改善向上に関

する事項

３病院関係者の教育、指導および医療職員の

養成確保に関する事項

４病院の公衆衛生および地域社会活動に関す

る事項

５病院資質の向上、医師の教育研修および病

院施設の調査研究に関する事項

６社会保障制度および医療保険制度、その他

病院関係諸法規の調査研究に関する事項

７税制、金融その他病院財政一般に関する事

項

８病院用品の調査研究に関する事項

９病院事業の国際的活動に関する事項

１０病院事業に関して政府その他の関係機関並

びに団体との連絡協議に関する事項

11学会および病院大会に関する事項

１２病院機能評価に関する事項

１３機関誌その他の刊行物発行に関する事項

１４病院の広報活動に関する事項

１５医療従事者の職業紹介に関する事項

１６その他この会の目的達成のため必要な事業

－４５９－



（よ除名することができる。

２前項の処分がなされるに当たっては、当該

処分を受ける会員に理事会ならびに代議員

会において弁明する機会が与えられる。

第４章役員

（役員の種類）

第10条この会に、次の役員を置く。

会長１名

副会長６名以内

理事６０名以上６６名以内

（内若干名を常任理事とする｡）

監事３名

代議員110名以上130名以内

２会長および副会長は理事とする。

（役員の職務）

第11条会長は、この会を代表し、会務を統理する。

２副会長は、会長を補佐し、会長が事故ある

ときはその職務を代理する。

３理事は、理事会を組織し、業務を執行する。

４常任理事は、会長の指示を受けて、常務を

掌理し、会長および副会長がともに事故あ

るときは、会長が指名した者が、会長の職

務を代理する。

５監事は、民法第59条の職務を行う。

６代議員は、代議員会を組織して、この定款

に定めた事項を審議する。

（役員の選任）

第12条代議員は別に定める規定により選出する。

２理事および監事は、正会員のなかから代議

員会において選出する。但し、監事３名の

うち1名については、会員以外から、代議

員会の承認を得て、会長が委嘱する。

３会長、副会長および常任理事は、理事の互

選とする。

４理事および監事は、この会の代議員を兼ね

ることはできない。

５監事は、理事を兼ねることができない。

（役員の任期および解任）

第13条役員の任期は、３年とし、再任を妨げない。

２役員に欠員が生じ業務の執行に支障がある

とみとめられる場合に補欠の役員を選出す

る。補欠により、就任した役員の任期は、

前任者の残任期間とする。

３役員は、任期満了後といえども、後任者の

就任するまではその職務を行う。

４役員が任期中退任した場合の後任者の選出

は定款第12条による。

５役員は、この会を退会したとき解任された

ものとする。

６役員は、任期中といえども、この会の名誉

を穀損し、又は目的趣旨に反するような行

動があったときは、会長は理事会ならびに

代議員会の議決を経て、その役員を解任す

ることができる。

７前項の処分がなされるに当たっては、当該

処分を受ける役員に理事会ならびに代議員

会において弁明する機会が与えられる。

第５章名誉会長、名誉会員、顧問、

参与および委員

（名誉会長）

第14条この会に、名誉会長を置くことができる。

２名誉会長は、多年会長の職にあって、この

会に顕著な功労ある者を総会の承認を経て

推戴する。

（名誉会員）

第14条の２この会に、名誉会員をおくことができる。

２名誉会員は、多年本会の会員にして功労あ

る者を総会の承認を経て推せんする。

３名誉会長、名誉会員は随時会議に出席する

ことができる。

（顧問および参与）

第14条の３この会に、顧問および参与を置くことが

できる。

２顧問および参与は、この会に功労ある者、

又は学識経験ある者の中から、代議員会の

承認を経て、会長が委嘱する。但し、その

任期は役員の任期と同じとする。

３顧問および参与は。会議に出席し、意見を

述べることができる。但し、表決に加わる

ことができない。

（委貴）

第15条会長は、事業達成のため必要なる部会、委員

会を、理事会の議決を経て設置し、その会を構

成する委員を、正会員又は正会員以外の者に委

嘱することができる。

２委員は、会長から委託された事項を処理す

る。

第６章事務局および出版部

（設置）

第16条この会に、会務の円滑、迅速かつ適正なる処

理を図るため事務局および出版部を設置する。

（組織）

第16条の２この会に、事務局長および必要な職員を

置く。

２事務局および出版部の組織は、常任理事会

の護を経て会長が別に定める

－４６０－



（意見申述）

第22条会長、副会長、理事および監事は、代議員会

に出席して意見を述べることができる。

（会議の定足数）

第23条会議は、その会議を構成する正会員又は役員

の過半数の出席がなければ、これを開会するこ

とができない。但し、再招集のときは、この限

りでない。

（会議の議決）

第24条会議の議事は、この定款に別段の定めある場

合の外、出席者の過半数の同意をもって、これ

を決する。可否同数のときは、議長が、これを

決する。

（書面表決および委任表決）

第25条やむを得ない理由のため会議に出席できない

正会員または役員は、あらかじめ通知された事

項についてのみ書面をもって表決をなし、また

は代理人に委任して表決することができる。

（書面審理）

第26条会長または代議員会議長は、簡単な事項また

は急を要する事項については、書面または口頭

をもって賛否を求め会議に代えることができる。

（総会付議事項）

第27条総会には、この定款に規定してあるものの外、

次の各号に掲げる事項を付議する。

ｌ事業計画の承認

２その他会長が付議した事項

（代議員会審議事項）

第28条代議員会は、この定款に規定してあるものの

外、次の各号に掲げる事項を審議する。

ｌ総会に提出する事項

２理事会において必要と認めた事項

（理事会付議事項）

第29条理事会には、この定款に規定してあるものの

外、次の各号に掲げる事項を付議する。

１歳入歳出予算の認定並びに決算の承認

２事業計画の承認

３その他会長が付議した事項

第８章資産および会計

（資産の構成）

第30条この会の資産は、次の各号に掲げるものによ

り構成される。

ｌ設立当初寄付された別紙財産目録記載の財

産

２会費および寄付金

３事業に伴う収入

４その他の収入

（任免）

第16条の３会長は、理事会の承認を経て、事務局長

の任免を行う。

２事務局および出版部の職員の任免は、常任

理事会の議を経て、別に定めるところによ

り、会長がこれを行い、理事会に報告する

ものとする。

第７章会議

（会議の種類）

第17条会議は、総会、代議員会、理事会および常任

理事会の４種とする。

（総会の種類および開催時期）

第18条総会は、定期総会および臨時総会の２種に分

ける。

２定期総会は毎年１回、臨時総会は必要ある

場合に、会長が招集し、会長が、その議長

となり、副議長は議長が指名する。

３正会員の３分の２以上から、会議の目的た

る事項を示し、臨時総会招集の要求があっ

たときは、会長は、３０日以内に、これを招

集しなければならない。

（代議員会の種類および開催時期）

第19条代議員会は、定期代議員会および臨時代議員

会の２種に分ける。

２定期代議員会は毎年１回、臨時代議員会は

必要ある場合に、会長が招集する。

３議長および副議長は、代議員の互選により

選出し、その任期は役員の任期と同じとす

る。

４代議員の３分の２以上から、会議の目的た

る事項を示し、臨時代議員会招集の要求が

あったときは、会長は、２０日以内に、これ

を招集しなければならない。

（理事会の種類および開催時期）

第20条理事会は、定期理事会および臨時理事会の２

種に分ける。

２定期理事会は、毎年４回開催し、臨時理事

会は、会長が必要と認めたとき随時これを

招集し、会長が、その議長となる。会長が

事故あるときは、副会長が議長となり、会

長および副会長がともに事故あるときは、

会長が指名した理事が議長となる。

３理事の３分の２以上から、会議の目的たる

事項を示し、臨時理事会招集の要求があっ

たときは、会長は、２０日以内に、これを招

集しなければならない。

（常任理事会）

第21条常任理事会の運営は別に定めるところによる。
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（資産の管理）

第31条この会の資産は、理事会の議決を経て、会長

がこれを管理する。

２資産のうち現金は、日本郵政公社、確実な

る銀行又は信託会社に預入、若しくは信託

し、又は国債その他確実な有価証券に替え

保管するものとする。

（経費の充当）

第32条この会の経費は、資産を以て支弁する。

（剰余金の処分）

第33条削除

（予算および決算）

第34条この会の毎年度の歳入歳出の予算は、年度開

始前に理事会の認定を経て、代議員会および総

会の議決を得るものとし、歳入歳出決算は、事

業年度終了後２カ月以内に、その年度末財産目

録と共に、監事の監査を経て、理事会の承認に

付し代議員会および総会の承認を求めるものと

する。

（特別会計）

第35条この会は、代議員会の議決を経て、特別会計

を設けることができる。

（事業年度）

第36条この会の事業年度は、毎年４月１日に始まり

第９章定款の変更および解散

（定款の変更）

第37条この定款は、総会において出席者４分の３以

上の同意による議決を経て、主務官庁の認可を

得なければこれを変更することができない。

（解散）

第38条この会は、民法第68条に規定する場合、総会

において総会員の４分の３以上の同意による議

決を経て、主務官庁の認可を得て、解散するこ

とができる。

（解散残余財産の処分）

第39条前条により解散した時の残余財産は、総会の

議決を経て、主務官庁の認可を得て、この会の

類似の目的を持つ他の団体に寄付するものとす

る。

（施行細則）

第40条この定款施行について必要な細則は、理事会

の議決を経て、会長が、これを定める。

附 則

ｌこの定款は昭和27年５月６日から施行する。

２この定款は昭和29年７月１日から施行する。

３この定款は昭和32年１月17日から施行する。

４この定款は昭和39年２月４日から施行する。

５この定款は昭和43年１月１７日から施行する。

６この定款は昭和45年７月16日から施行する。

７この定款は昭和49年８月26日から施行する。

８この定款は昭和51年12月４日から施行する。

９この定款は昭和54年７月１８日から施行する。

１０この定款は昭和55年２月１日から施行する。

lｌこの定款は昭和63年８月４日から施行する。

１２この定款は平成７年６月１日から施行する。

ｌ３この定款は平成１０年９月18日から施行する。

ｌ４この定款は平成15年９月４日から施行する。

ｌ５この定款は平成17年６月８日から施行する。

翌年３月３１日に終わる。
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社団法人曰本病院会定款施行細則

社団法人日本病院会定款第４０条の規定によ

る施行細則を次の如く定める。

（正会員の承認）

第１条社団法人日本病院会定款（以下定款と

いう）第５条の規定に定める病院の代

表者は、当該病院が代表として届け出

た医師とし、常任理事会で承認した者

とする。

（入会届の様式）

第２条定款第６条の規定による入会届は第１

号様式による。

（退会届の様式）

第３条定款第６条の規定による退会届は第２

号様式による。

（会費）

第４条定款第７条の規定による年額会費はっ

床数別会費はつぎによる。

焉鰄｝床につきⅢ
結核病院一床につき130円

一般病院にある結核病床も

１３０円で計算する。

ただし、６００床をもって上限

とする。

人間ドック健診施設の会員

５０，０００円

個人の会員 会費免除

特別会員Ａ

Ｂ

賛助会員Ａ 株式会社等主として会社組織

の会員100,000円

社団法人・財団法人・その他の

法人および個人経営的な企業の

会員５０，０００円

正会員として入会することが困

難な病院の代表者で個人的に入

会した会員３０，０００円

個人的に入会した会員

２００００円

Ｂ

ぎに定める額とする。但し事業年度の

中途で入会した会員の当該年度の会費

は下記算式による月割計算の額とする。 Ｃ

入会した月以降３月までの月数
会費×

1２ ，

正会員基本会費と病床数別会費の合

計額とする。ただし、病床数

が５０床以下の正会員につい

ては病床数別会費を免除する。

また、病床数が５０床を超え

100床以下の正会員について

は病床数別会費に替えて一律

６，０００円を基本会費に加算し

た額とする。基本会費は２０

床から２００床まではｌ病院

７８，０００円(月６，５００円×１２)、

２０１床以上３００床までは

８４，０００円(月７，０００円×１２)、

３０１床から４００床までは

１０４０００円、４０１床から５００

床までは114,000円、５０１床

から600床までは124,000円、

６０１床以上は134,000円。病

(会長代行）

この会に会長代行をおくことができる。

会長代行は副会長の中から会長が指名し、

会長不在等の時に会長の職務を代行する。

第５条

（会長、顧問および参与の再任）

第５条の２会長の再任については、特別の事情

がある場合を除き、２期を限度とする。

２顧問および参与の再任については､原則と

して、２期を限度とする

（選挙規程）

第６条選挙規程は別に定める。

（代議員の選出）

第７条代議員は各都道府県毎に正会員のうちか

ら会員５０名迄は２名、５０名又はその端
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数を増す毎に１名の割で理事会が選出す

る。

２前項の定数は公私病院の均衡をはかるも

のとする。

３公私の区別はつぎのとおりとする。

公とは､医療法第７条の２第１項各号に掲

げる者に国立病院等を加えたもの。

私とは公を除いたもの。

附則

Ｌこの細則は昭和２９年７月１日から施行する。

２.この細則は昭和３２年１月１７日から施行する。

３.この細則は昭和５１年１２月４日から施行する。

４.この細則は昭和54年７月１８日から施行する。

５.この細則は昭和５８年２月２６日から施行する。

６.この細則は昭和５８年１１月２６日から施行する。

７．この細則は昭和５９年４月１日から施行する。

８．この細則は昭和６０年４月１日から施行する。

９.この細則は昭和６２年１１月２８日から施行する。

10.この細則は昭和６３年１１月２６日から施行する。

11．この細則は平成７年６月１７日から施行する。

12．この細則は平成７年１１月２５日から施行する。

13．この細則は平成１５年９月４日から施行する。

14．この細則は平成１７年６月８日から施行する。

15．この細則は平成１８年４月１日から施行する。

16．この細則は平成１８年７月６日から施行する。

（理事の選出）

第８条理事ならびに常任理事の数は公私病院の

均衡をはかるものとする。

２理事の定年は原則として７８歳とする。

なお、任期途中に定年に達した場合には当

該任期中はその職務を行う。

（常任理事の選出）

第９条理事のうち常任理事の数は１９名以内とす

る。

（補欠役員の選出）

第１０条理事又は監事に欠員が生じた場合､会長

は、当該役員の残任期間について後任の

候補者を代議員会あるいは臨時代議員会

に推薦し、承認を求めることができる。

（常任理事会の運営）

第１１条定款第２１条の規定による常任理事会の

運営は理事会の議を経て会長がこれを定

める。

２常任理事会は毎月１回以上開催する。

３監事、代議員会議長、副議長、各種委員

会委員長及び支部長は、常任理事会に出席

することができる。ただし、表決に加わる

ことはできない。

（支部の設置）

第１２条日本病院会に支部を置くことができる。

２支部の単位は都道府県別又はブロック別

とする。ブロックは北海道、東北、関東、

甲信越、北陸、東海、近畿、中国、四国、

九州とする。
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社団法人曰本病院会選挙規程

に関する業務を行うため選挙管理委員会を置く。

１．選挙管理委員会は選挙告示前に組織し､選挙

業務終了後に解散する。

２．選挙管理委員会の委員は５名とし､委員の任

命は常任理事会の議を経て会長が委嘱する。

３．選挙管理委員会に委員長を置く。委員長は委

員の互選による。

２選挙管理委員会の業務は次のとおりとする。

1．第１条に定める選挙人名簿の作成に関する

こと。

２．投票に使用する用紙を予め定めておくこと。

３．選挙会場における投票の管理･開票およびそ

の結果の発表に関すること。

４．その他選挙が厳正かつ公正に行われるため

に必要な措置。

（無効投票）

第９条次の各号の１に該当する投票は無効とする。

１．正規の投票用紙を用いていないもの。

２．候補者でない者の氏名が記載してあるもの。

（当選者）

第１o条各選挙において､投票によって選挙を行ったと

きは有効投票の上位から順次当選者とする｡ただ

し、得票数が同数であるときは、同数である得票

者に開票立会人が銭をひかせてこれを決する。

２第１条第２項の規定により立候補し選出され

た者が第２項に定める事実を欠くに至った場合

には、役員に就任することはできない。

（選挙人名簿）

第１条第一次選挙人名簿は､選挙前年の１２月１日をも

って作成し､第二次選挙人名簿は２月１日をもっ

て作成する。

２この名簿には、選出される役員（理事および監

事）の任期開始のとき、正会員となる者を含む。

３この名簿には､当年度限りで正会員資格を失う

ことが確実な者は登載しない。

４過去三年間会費を納入していない会員は選挙

人名簿から除外する。

（選挙権および被選挙権）

第２条選挙権および被選挙権を持つ者は本規程第１

条の選挙人名簿登載者に限る。

２選挙の委任代理は認めない。

（理事および監事の選出）

第３条理事および監事の選出は単記無記名投票､また

は制限連記無記名投票によって行う。ただし、代

議員会の議を経たときはこの限りでない。

（代議員会議長および副議長の選出）

第４条代議員会議長および副議長の選出は､代議員の

互選によって行う。

（選挙の期日と告示）

第５条任期満了による選挙は当該年度末に新代議員

会で行う。

２選挙の告示は選挙前年の１２月１日に会長が行

う。

（役員の立候補届出）

第６条理事または監事に立候補しようとする者は､所

定の期日までに正会員３名以上の推薦状(第４号

様式）を付して所定の様式（第３号様式）により

会長に立候補の届出をしなければならない。

２任期開始のとき正会員となる者が理事または

監事に立候補しようとするときは､別に定める様

式(第６号様式）により当該病院の現正会員から

の申立を必要とする。

（役員の立候補届出の締切）

第７条立候補届出の締切は選挙期日の６週間前とす

る｡会長は選挙期日の２週間前に立候補者の氏名

を正会員に通告しなければならない。

（選挙管理委員会）

第８条理事、監事、代議員会議長および副議長の選出

付則

この規程は昭和27年６月８日から施行する。

この規程は昭和28年６月８日から施行する。

この規程は昭和32年１月１７日から施行する。

この規程は昭和51年12月４日から施行する。

この規程は昭和54年７月１８日から施行する。

この規程は昭和63年11月２６日から施行する。

この規程は平成７年６月１７日から施行する。

この規程は平成18年７月６日から施行する。
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皇鶴箕淵：(順不同）社団法人日本病院会役員名簿

会長、副会長、常任理事 20年３月３１日現在

経営主体
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長野赤十字病院
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8601

164-

8607

573-

1124

430－

8558

322-

8550

289-

2511

380-

8582

01３－

８６１０

３７１－

００１４

２１２－

００１３

２７３－

０００５

162-

8655

169-

0073

223-

0066

485-

8520

446-

8510

601-

1495

550-

0024

536－

0025

673-

0862

703-

8265

700－

0915

819-

8555

860-

0008

861-

4193

横浜市神奈)||区富家町6-6

中野区中央4-59-16

枚方市養父東町65-1

浜松市中区住吉2-12-12

鹿沼市下田町1-1033

旭市イの1326

長野市若里5-22-1

横手市駅前町1-30

前橋市朝日町3-21-36

｣||崎市幸区堀)||町580

ソリツドスクエア東館4Ｆ

船橋市本町2-10-1

新宿区戸山1-21-1

新宿区百人町3-22-1

横浜市港北区高田西2-6-5

小牧市常普請１－２０

安城市住吉町2-2-7

京都市伏見区石田森南町28-1

大阪市西区境川1-2-31

大阪市城東区森之宮2-1-88

明石市松ケ丘4-1-32

岡山市倉田567-1

岡山市鹿田本町3-16

福岡市西区生の松原3-18-8

上

本市二の丸1-5

熊本市近見5-3-1

045-432-1111

(045-432-1119）

03-3382-1231

(03-3381-4799）

072-864-1811

(072-868-3844）

053-474-2222

(053-475-7596）

0289-64-2161

(0289-63-6076）

0479-63-8111

(0479-62-5593）

026-226-4131

(026-228-8439）

0182-32-5121

(Ol82-33-3200）

0２７－２２４－４５８５

(027-243-3380）

0４４－５１１－２２６６

(044-540-1135）

047-431-2662

(047-432-3882）

03-3202-7181

(03-3207-1038）

0３－３３６４－０２５１

(03-3364-6217）

0４５－５９２－５５５７

(045-592-9200）

0568-76-4131

(0568-76-4145）

0５６６－９７－８１１１

(0566-98-6191）

075-572-6331

(075-571-8877）

0６－６５８１－１０７１

(06-6581-2520）

06-6969-0111

(06-6969-8001）

078-917-2020

(078-914-1877）

O8６－２７６－３２３１

(086-274-1028）

0８６－２２５－３８２１

(086-234-2639）

092-881-1331

(092-881-1333）

0９６－３５３－６５０１

(096-325-2519）

0９６－３５１－８０００

(096-326-3045）



理事

経営主体

－４６８－

役職名
都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ 住所 TEL（FAX）

事理
Ｉ

Ｉ
Ｊ

１
ｌ

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

ｌ
Ｉ

Ｉ
ｊ

ｊ
Ｉ

Ｉ
ｌ

ｌ
ｌ

Ｉ
ｌ

ｌ

ｌ
Ｉ

ｌ
ｌ

ｌ
ｊ

Ｉ
ｌ

ｌ
ｌ

Ｉ
ｌ

ｌ
ｌ

ｌ
Ｉ

ｌ
ｌ

Ｉ
Ｉ

ｊ
Ｉ

ｌ
Ｉ

ｌ
ｌ

北海道

ﾉノ

ﾉノ

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

ﾉノ

埼玉県

東京都

〃

ﾉノ

ﾉノ

神奈)||県

ﾉノ

新潟県

石)||県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

大阪府

兵庫県

〃

憲
己
男
崇
格
弘
允
夫
彦
臣
夫
人
修
宏
安
司
－
透
司
夫
紘
文
人
彦
義
義
夫

紀
哲

昭
正

由
正
秀
昌
義

令
憲
佳

哲
孝
實
啓
正
幸
之
久
卓

田
波
村
木
村
下
崎
我
橋
原
藤

井
原
口
納

部
田
澤
田
原
谷
立
谷
原
原

々

吉
松
西
佐
木
宮
濱
有
高
藤
遠
原
中
崎
関
新
中
渡
山
相
山
神
渋
足
松
藤
藤

市立札幌病院

手稲渓仁会病院

時計台記念病院

岩手県立中央病院

宮城病院

秋田赤十字病院

済生会山形済生病院

大原綜合病院

茨城西南医療センター

病院

総合病院土浦協同病院

さいたま市立病院

青梅市立総合病院

九段坂病院

永寿総合病院

大久保病院

大口東総合病院

東名厚木病院

新潟南病院

石)||県立中央病院

相澤病院

木沢記念病院

静岡県立総合病院

社会保険中京病院

桑名市民病院

松谷病院

兵庫県立尼崎病院

あさぎり病院

市町村

医療法人

医療法人

都道府県

国立病院機槙

日赤

済生会

公益法人

厚生連

厚生連

市町村

市町村

共済及連合

公益法人

公益法人

医療法人

医療法人

医療法人

都道府県

医療法人

医療法人

都道府県

全社連

市町村

医療法人

都道府県

医療法人

060-

8604

006-

8555

060-

0031

020－

0066

989-

2202

010-

1495

990-

8545

960-

8611

306－

0433

300-

0053

３３６－

８５２２

１９８－

００４２

１０２－

００７４

１１０－

８６４５

１６０－

８４８８

２２１－

００１４

２４３－

８５７１

９５０－

８６０１

９２０－

８５３０

３９０－

８５１０

５０５－

８５０３

４２０－

８５２７

４５７－

８５１０

５１１－

０８１９

５７３－

０１２６

６６０－

０８２８

６７３－

０８５２

札幌市中央区北１１条西13-1-1

札幌市手稲区前田1条12-1-40

札幌市中央区北１条東1-2-3

盛岡市上田1-4-1

亘理郡山元町高瀬字合戦原

1００

秋田市上北手猿田字苗代沢

222-1

山形市沖町79-1

福島市大町6-11

猿島郡境町2190

士浦市真鍋新町１１－７

さいた主市緑区三室2460

青梅市東青梅4-16-5

千代田区九段南2-1-39

台東区東上野2-23-16

新宿区歌舞伎町2-44-1

横浜市神奈)||区入江2-19-1

厚木市船子232

新潟市中央区女池神明1-7-1

金沢市鞍月東2-1

松本市本庄2-5-1

美濃加茂市古井町下古井590

静岡市葵区北安東4-27-1

名古屋市南区三条１－１－１０

桑名市大字北別所435

枚方市津田西町1-29-8

尼崎市東大物町1-1-1

明石市朝霧台1120-2

０１１－７２６－２２１１

(011-726-7912）

0１１－６８１－８１１１

(011-685-2998）

０１１－２５１－１２２１

(011-231-5433）

０１９－６５３－１１５１

(019-653-2528）

0２２３－３７－１１３１

(0223-37-3316）

018-829-5000

(018-829-5255）

0２３－６８２－１１１１

(023-682-0123）

024-526-0300

(024-526-0342）

0280-87-8111

(0280-86-7702）

029-823-3111

(029-823-1160）

0４８－８７３－４１１１

(048-873-5451）

0４２８－２２－３１９１

(0428-24-5126）

0３－３２６２－９１９１

(03-3264-5397）

03-3833-8381

(03-3831-9488）

0３－５２７３－７７１１

(03-5273-7748）

045-401-2411

(045-431-5857）

0４６－２２９－１７７１

(046-228-0396）

025-284-2511

(025-284-2080）

076-237-8211

(076-238-5366）

0263-33-8600

(0263-32-6763）

0574-25-2181

(0574-26-2181）

054-247-6111

(054-247-6140）

0５２－６９１－７１５１

(052-692-5220）

0５９４－２２－７１１１

(0594-24-1506）

0７２－８５９－３６１８

(072-859-1685）

06-6482-1521

(06-6482-7430）

0７８－９１２－７５７５

(078-913-6763）



経営主体

－４６９－

役職名
都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ

住所 TEL（FAX）

事理
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

奈良県

和歌山県

〃

ﾉノ

広島県

徳島県

ﾉノ

高知県

福岡県

ﾉノ

ﾉノ

熊本県

大分県

沖縄県

奥村秀弘

青木洋三

小西裕

成）|｜守彦

土谷晋一郎

片岡善彦

武久洋三

細木秀美

吉田 博

今泉暢登志

岡留健一郎

高野正博

松本文六

石井和博

天理よるづ相談所病院

橋本市民病院

日本赤十字社

和歌山医療センター

桜ヶ丘病院

士谷総合病院

徳島赤十字病院

博愛記念病院

細木病院

公立八女総合病院

福岡赤十字病院

済生会福岡総合病院

高野病院

天心堂へつぎ病院

大浜第一病院

人
村
赤
人
人
赤
人
人
村
赤
会
人
人
人

法
法
法

法
法

法
法
法

町
町

生
益

療
療

療
療

療
療
療

公
市
日
医
医
日
医
医
市
日
済
医
医
医

632-

0015

648-

0005

640-

8558

649－

0316

730-

8655

773-

8502

770－

8023

780-

8535

834-

0034

815-

8555

810-

0001

862-

0924

879－

7７６１

９０２－

８５７１

天理市三島町200

橋本市小峰台2-8-1

和歌山市小松原通4-20

有田市宮崎町841-1

広島市中区中島町3-30

小松島市小松島町字井利ノロ

103番地

徳島市勝占町惣田９

高知市大膳町3７

八女市高塚540-2

福岡市南区大楠3-1-1

福岡市中央区天神1-3-46

熊本市帯山4-2-88

大分市中戸次二本木5956

那覇市安里1-7-3

0７４３－６３－５６１１

(0743-63-1530）

0７３６－３７－１２００

(0736-37-1880）

073-422-4171

(073-426-1168）

0737-83-0078

(0737-83-0079）

082-243-9181

(082-241-1865）

0885-32-2555

(0885-32-6350）

088-669-2166

(088-636-3061）

088-822-7211

(088-825-0909）

0９４３－２３－４１３１

(0943-22-3185）

0９２－５２１－１２１１

(092-522-3066）

O9２－７７１－８１５１

(092-716-0185）

096-384-1011

(096-385-2890）

0９７－５９７－５７７７

(097-597-7231）

098-866-5171

(098-864-1874）



代議負

－４７０－

都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ 住所 TEL

北海道

ゴニ

円

坐Ｉ

>Ｅ７

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

〃

ﾉノ

森

手

宮城

〃

秋田

ﾉノ

山形

ﾉノ

福島

ﾉノ

茨城

ﾉノ

ﾉノ

栃木

ﾉノ

群馬

〃

埼玉

〃

ﾉノ

千葉

東

〃

〃

ﾉノ

ﾉノ

〃

〃

〃

〃

京

神奈)|’

〃

ﾉノ

ﾉノ

新潟

〃

〃

下沢英

赤坂嘉宣

小笠原篤夫

高田竹人

坂田優

淀野啓

阿部正隆

遠山美知

桃野哲

志村早苗

大渕宏道

白山公幸

′|、田隆晴

仁科盛之

前原和平

本田雅人

池田成昭

岡裕爾

永井庸次

宮原保之

島田和幸

柴山勝太郎

山崎學

原澤茂

米島秀夫

小島武

鈴木

/］ 、

郎

林繁樹

花岡和明

亀田信介

設楽信行

石原直毅

加賀谷寿孝

石橋秀雄

加藤正弘

石橋晃

別所隆

坂田壽衛

小林泉

渡辺史朗

士屋俊品

薄田芳丸

濱齊

栗山赤十字病院

KKR札幌医療センター

小笠原クリニック札幌病院

函館五稜郭病院

三沢市立三沢病院

鳴海病院

北上済生会病院

遠山病院

仙台赤十字病院

光ヶ丘スペルマン病院

山本組合総合病院

藤原記念病院

山形県立中央病院

三友堂病院

白河厚生総合病院

竹田綜合病院

水戸医療センター

日立総合病院

水戸総合病院

大田原赤十字病院

自治医科大学附属病院

公立富岡総合病院

サンピエール病院

埼玉県済生会)||口総合病院

秀和綜合病院

堀ノ内病院

千葉医療センター

千葉県救急医療センター

井上記念病院

亀田総合病院

東京都立広尾病院

南多摩病院

青山病院

目蒲病院

江戸)||病院

救世軍ブース記念病院

伊勢原協同病院

社会保険横浜中央病院

小林病院

湘南第一病院

西新潟中央病院

信楽園病院

木戸病院

日赤

共済及連合

医療法人

社会福祉法人

市町村

公益法人

済生会

医療法人

日赤

公益法人

厚生連

医療法人

都道府県

公益法人

厚生連

公益法人

国立病院機構

社
"△～
＝『

会社

日赤

学校法人

市町村

医療法人

済生会

医療法人

医療法人

国立病院機構

都道府県

医療法人

医療法人

都道府県

国保連

共済及連合

医療法人

社会福祉法人

その他法人

厚生連

全社連

医療法人

個人

国立病院機構

社会福祉法人

医療生協

069-1513

062-0931

005-0850

040-8611

033-0001

０３６－８１８３

024-8506

０２０－０８７７

９８２－８５０１

983-0833

０１６－００１４

０１０－０２０１

990-2292

９９２－００４５

９６１－０９０７

９６５－８５８５

３１１－３１９３

３１７－００７７

312-0057

３２４－８６８６

３２９－０４９８

３７０－２３９３

３７０－０８５７

332-8558

344-0035

352-0023

２６０－８６０６

２６１－００１２

260-0027

296-8602

１５０－００１３

193-0832

１５０－０００１

146-0092

１３３－００５２

１６６－００１２

２５９－１１３２

２３１－８５５３

２５０－００１１

２５２－０８０４

９５０－２０７４

９５０－２０８７

９５０－０８９１

夕張郡栗山町朝日3-2

札幌市豊平区平岸1条6-3-40

札幌市南区石山東7-1-28

函館市五稜郭町38-3

三沢市中央町4-1-10

弘前市品)||町1９

北上市花園町1-6-8

盛岡市下ノ橋町6-14

仙台市太白区八木山本町2-43-3

仙台市宮城野区東仙台6-7-1

能代市落合字上前田地内

潟上市天王字上江)''4７

山形市青柳1800

米沢市中央6-1-219

白河市横町114

会津若松市山鹿町3-27

東茨城郡茨城町桜の郷280

日立市城南町2-1-1

ひたちなか市石川町20-1

大田原市住吉町2-7-3

下野市薬師寺3311-1

富岡市富岡2073-1

高崎市上佐野町786-7

)||口市西)||口5-11-5

春日部市谷原新田1200

新座市堀ノ内2-9-31

千葉市中央区椿森4-1-2

千葉市美浜区磯辺3-32-1

千葉市中央区新田町1－１６

鴨｣||市東町929

渋谷区恵比寿2-34-10

八王子市散田町3－１０－１

渋谷区神宮前5-53-3

大田区下丸子3-23-3

江戸｣||区東小岩2-24-18

杉並区和田1-40-5

伊勢原市桜台2-17-1

横浜市中区山下町268

小田原市栄町1-14-18

藤沢市湘南台1-19-7

新潟市西区真砂1-14-1

新潟市西区新通2099

新潟市東区上木戸5-2-1

０１２３－７２－１０１５

０１１－８２２－１８１１

０１１－591-1200

0138-51-2295

0176-53-２１６１

０１７２－３２－５２１１

０１９７－６４－７７２２

０１９－６５１－２１１１

０２２－２４３－ｌｌｌｌ

Ｏ２２－２５７－０２３１

０１８５－５２－３１１１

018-878-3131

023-685-2626

0238－２４－３７００

０２４８－２２－２２１１

０２４２－２７－５５１１

０２９－２４０－７７１１

０２９４－２３－ｌｌｌｌ

Ｏ２９－２７２－５１１１

０２８７－２３－ｌｌ２２

０２８５－５８－７１０３

０２７４－６３－２１１１

０２７－347-1177

048-253-1551

048-737－２１２１

０４８－４８１－５１６８

０４３－２５１－５３１１

０４３－２７９－２２１１

０４３－２４５－８８００

０４－７０９２－２２１１

０３－３４４４－１１８１

０４２６－６３－０１１１

０３－３４００－７２１１

０３－３７５９－８８８８

０３－３６７３－１２２１

０３－３３８１－７２３６

0463-94-2111

０４５－６４１－１９２１

０４６５－２２－３１６１

０４６６－４４－７１１１

０２５－２６５－３１７１

025-260-8200

０２５－２７３－２１５１



－４７１－

都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ

住所 TEL

富

ﾉノ

山

石ノ|｜

福丼

〃

山梨

ﾉノ

長野

〃

岐阜

〃

静岡

〃

ﾉノ

愛知

－

－

〃

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

重

滋賀

京

ﾉノ

ﾉノ

〃

都

大阪

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

兵庫

〃

ﾉノ

ﾉノ

奈良

ﾉノ

和歌山

〃

鳥取

〃

島根

ﾉノ

岡山

平
竝
誠
人
孝
雄
英
夫
健
彦
寿
悟
夫
功
孝
こ
久
彦
行
夫
洋
明
郎
紘
郎
人
義
道
邦
毅
晃
雄
春
吉
史
良
宏
信
悼
夫
助
篤
史

ひ
八

次
之

良
正
康
英
良
寿

俊
英
聖
達
和

晴
泰
武
正
俊

伸
克
生
真
弘
宏

秀
梅
俊
敦
立

好
丈
龍

堯

能
地
口
村
口
澤
口

藤
波
賀
井
野
野
良
山
林
田
藤
上
藤
見
水
鍋
矢
岡
野
岸
原
山
内
浦
田
川
井
脇
本
田
島
野
藤
本

木
泉
西
菊
野
中
江
中
小
関
加
松
平
平
荻
矢
千
横

、

ｌ

ノ
損
加
濱
加
能
清
真
吉
今
生
根
福
鍋
竹
松
安
今
桜
森
山
武
野
河
内
大

富山市民病院

西能病院

金沢西病院

福井赤十字病院

中村病院

富士吉田市立病院

加納岩総合病院

諏訪赤十字病院

城西病院

岐阜赤十字病院

松波総合病院

三島社会保険病院

藤枝平成記念病院

総合病院聖隷三方原病院

春日井市民病院

東海市民病院

横山胃腸科病院

小林記念病院

鈴鹿中央総合病院

遠山病院

長浜赤十字病院

琵琶湖病院

社会保険京都病院

嵯峨野病院

八幡中央病院

星ヶ丘厚生年金病院

大阪府成人病センター

守口生野記念病院

愛仁会リハビリテーション病院

ベルランド総合病院

姫路赤十字病院

豊岡病院

姫路第一病院

広野高原病院

済生会中和病院

奈良西部病院

国保日高総合病院

和歌浦中央病院

鳥取県立中央病院

野島病院

益田赤十字病院

松江記念病院

岡山労災病院

市町村

医療法人

医療法人

日赤

医療法人

市町村

医療法人

日赤

医療法人

日赤

医療法人

全社連

医療法人

社会福祉法人

市町村

市町村

医療法人

医療法人

厚生連

医療法人

日赤

医療法人

全社連

公益法人

医療法人

全社連

その他法人

医療法人

医療法人

医療法人

日赤

市町村

医療法人

医療法人

済生会

医療法人

市町村

医療法人

都道府県

医療法人

日赤

医療法人

労働者健康

福祉機構

９３９－８５１１

930-0884

920-0025

９１８－８５０１

915-0068

403-0005

405-0018

392-8510

３９０－８６４８

５０２－８５１１

５０１－６０６２

４１１－０８０１

426-8662

433-8558

４８６－８５１０

４７７－００３３

460-0012

447-8510

５１３－８６３０

514-0043

526-8585

520-0113

６０３－８１５１

６１６－８２５１

６１４－８０７１

573-8511

537-8511

570-0002

569-1115

599-8247

670-8540

668-8501

671-0234

651-2215

633-0054

630-８２０７

６４４－８６５５

６４１－００５４

６８０－0901

682-0863

698-8501

690-0015

7０２－８０５５

富山市今泉北部町2-1

富山市五福末広町1130

金沢市駅西本町6-15-41

福井市月見2-4-1

越前市天王町4-28

富士吉田市上吉田6530

山梨市上神内)''1309

諏訪市湖岸通り5-11-50

松本市城西l-5-16

岐阜市岩倉町3-36

羽島郡笠松町田代185-1

三島市谷田字藤久保2276

藤枝市水上123-1

浜松市北区三方原町3453

春日井市鷹来町1-1-1

東海市中ノ池3-1-1

名古屋市中区千代田3-11-20

碧南市新)||町3-88

鈴鹿市安塚町山之花1275-53

津市南新町17-22

長浜市宮前町14-7

大津市坂本1-8-5

京都市北区小山下総町2７

京都市右京区鳴滝宇多野谷９

八幡市八幡五反田39-1

枚方市星丘4-8-1

大阪市東成区中道l-3-3

守口市佐大中町6-17-33

高槻市古曽部町1-3-11

堺市中区東山500-3

姫路市下手野1-12-1

豊岡市戸牧1０９４

姫路市御国野町国分寺１４３

神戸市西区北山台3-1-1

桜井市阿部323

奈良市今小路町２

御坊市薗116-2

和歌山市塩屋6-2-70

鳥取市江津730

倉吉市瀬崎町2714-1

益田市乙吉町イ103-1

松江市上乃木3-4-1

岡山市築港緑町1-10-25

Ｏ７６－４２２－ｌｌｌ２

076-441-2481

０７６－２３３－１８１１

０７７６－３６－３６３０

0778-22-0618

０５５５－２２－４１１１

0553-22-2511

０２６６－５２－６１１１

0263-33-6400

058-231-2266

０５８－３８８－０１１１

０５５－９７５－３０３１

054-643-1230

053-436-1251

０５６８－５７－００５７

０５６２－３３－５５００

０５２－３３２－１８１１

０５６６－４１－３００１

０５９－３８２－１３１１

０５９－２２７－６１７１

０７４９－６３－２１１１

０７７－５７８－２０２３

０７５－４４１－６１０１

075-464-0321

０７５－９８３－０１１９

072-840-2641

０６－６９７２－１１８１

06-6906-ｌｌＯＯ

Ｏ７２－６８３－ｌ２１２

０７２－２３４－２００１

０７９－２９４－２２５１

0796-22-6111

0792-52-0581

０７８－９９４－１１５５

0744-43-5001

0742-26-0277

０７３８－２２－１１１１

０７３－４４４－１６００

０８５７－２６－２２７１

０８５８－２２-6231

0856-22-1480

0852-27-8111

0８６－２６２－０１３１



－４７２－

都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ 住所 TEL

山
島

口
島

媛
知

岡
賀
崎

本
分

崎
島
縄

ｊ

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃
〃

〃
〃

〃
〃
児

徳
佐
長

大
宮

鹿
沖

ヒ
ヒ
油

岡
広

山
香

愛
一
同

福
首
ハ

〃

/］ 、 出尚志

佐能量雄

田義則

長崎孝太郎

水田英司

西田一也

大木崇

矢野勇人

/］ 、 )|｜裕道

小）|｜維

渕上忠彦

宮田信

森下

島津栄

安井久喬

江頭啓介

原寛

河野仁志

楠本征夫

蒔本恭

東大弼

吉田仁爾

明石光伸

高 田三千尋

小柳左門

千代反田晋

大勝洋祐

高 良英

安里哲好

倉敷紀念病院

光生病院

尾道総合病院

長崎病院

小野田赤十字病院

阿知須同仁病院

東徳島病院

碩心館病院

香jlI県済生会病院

総合病院回生病院

松山赤十字病院

松山市民病院

高知病院

島津病院

浜の町病院

さくら病院

原土井病院

佐賀県立病院好生館

長崎市立市民病院

田上病院

熊本赤十字病院

表参道吉田病院

大分県厚生連鶴見病院

大分記念病院

都城病院

千代田病院

大勝病院

沖縄赤十字病院

ハートライフ病院

医療法人

医療法人

厚生連

医療法人

日赤

医療法人

国立病院機構

医療法人

済生会

医療法人

日赤

公益法人

国立病院機構

医療法人

共済及連合

医療法人

医療法人

都道府県

市町村

医療法人

日赤

医療法人

厚生連

医療法人

国立病院機構

医療法人

医療法人

日赤

医療法人

710-0803

700-0985

722-8508

733-0003

756-0889

754-1277

779-0105

7７３－００１４

７６１－８０７６

７６２－０００７

７９０-8524

790-0067

780-8507

780-0066

81０－８５３９

８１４－０１４２

８１３－８５８８

８４０－８５７1

850-8555

851-0251

861-8520

860-0855

874-8585

870-0854

885-0014

883－0052

890-0067

900-8611

901-2492

倉敷市中島831

岡山市厚生町3-8-35

尾道市古浜町7-19

広島市西区三篠町1-11-12

山陽小野田市須恵東

山ロ市阿知須4241-4

板野郡板野町大寺字大向北１－１

小松島市江田町字大江田44-1

高松市多肥上町1331-1

坂出市室町3-5-28

松山市文京町１

松山市大手町2-6-5

高知市朝倉西町1-2-25

高知市比島町4-6-22

福岡市中央区舞鶴3-5-27

福岡市城南区片江4-16-15

福岡市東区青葉6-40-8

佐賀市水ｹ江1-12-9

長崎市新地町6-39

長崎市田上2-14-15

熊本市長嶺南2-1-1

熊本市北千反畑町2-5

別府市大字鶴見4333

大分市羽尾９組５

都城市祝吉町5033-1

日向市鶴町2-9-20

鹿児島市真砂本町3-95

那覇市古波蔵4-11-1

中頭郡中城村伊集208

086-465-0011

086-222-6806

0848－22-8111

082-237-3271

0836-88-0221

0836-65-5555

088-672-1171

08853-2-3555

087-８６８－１５５１

０８７７－４６－１０１１

０８９－９２４－ｌｌｌｌ

Ｏ８９－９４３－ｌｌ５１

０８８－８４４－３１１１

０８8-823-2285

092-721-0831

092-８６４－１２１２

０９２－６９１－３８８１

０９５２－２４－2171

095-822-3251

0958-26－8186

096-384-2111

09６－３４３－６１６１

０９７７－２３－７１１１

０９７－５４３－5005

0986-23-4111

0982-52－7111

099-253-1122

098-853－3134

098-895-3255



監事

代議員会議長・副議長

;i二

黒iI

－４７３－

役職名
都道

府県名
氏名 施設名 経営主体

ｌ
Ｔ

住所（下段 自宅住所） TEL（FAX）

監事

ﾉノ

ﾉノ

千葉県

島根県

東京都

英
久
宜

正
正
孝

戸
川
井

柏
中
石

柏戸病院

島根県立中央病院

石井公認会計士事務所

所長

医療法人

都道府県

2６０－

８６５６

６９３－

８５５５

１００－

００１３

千葉市中央区長ｶﾄﾄ'2-21-8

出雲市姫原4-1-1

千代田区霞ヶ関3-6-14

三久ピル９Ｆ

043-227-8366

(O43-224-4868）

0８５３－２２－５１１１

(0853-21-2975）

0３－３５８０－１７７０

(03-3580-1771）

役職名
都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ

住所（下段：自宅住所） TEL（FAX）

代議員会

議長

代議員会

畠'|議長

都
県
京
井

東
福

加藤正弘

野口正人

江戸)||病院

福井赤十字病院

その他法人

日赤

133-

0052

９１８－

８５０１

江戸)||区東小岩2-24-18

福井市月見2-4-1

0３－３６７３－１２２１

(03-3673-1223）

0776-36-3630

(0776-36-4133）



顧問

ＴＥＬ（FAX

参与

Ｔ ＴＥＬＦＡＸ

－４７４－

役職名 氏名

ｌ
Ｔ

住所 TEL（FAX）

問顧
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

學
眞

雄
男
治
哉
郎
郎
純
治
人

忠
隆
昌
雄
一
鴻
正
俊
稗

道
内

田
田
良
羽
下
水
田
川
澤

藤
大
登

依
武
奈
丹
鴨
清
後
古
唐

医療法人大道会理事長

土浦協同病院名誉院長

岡山赤十字病院名誉院長

（医療法人社団良友会）

介護老人保健施設藤崎苑施設長

武田病院グル－プ会長

足利赤十字病院名誉院長

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

参議院議員

日本医師会会長

536-

0023

３１１－

３５１６

700-

0823

6００－

８５５８

lOO-

8982

100-

8981

100-

8982

100-

89８１

１０２－

８９６２

１１３－

８６２１

大阪市城東区東中浜1-5-1

(なめがた地域総合病院）名誉院長

行方市井上藤井98-8

岡山市丸の内２－１－２８

京都市下京区塩小路通西洞院東入

東塩小路町841-5

千代田区永田町2-1-2

衆議院第二議員会館211

千代田区永田町2-2-1

衆議院第一議員会館429

千代田区永田町2-1-2

衆議院第二議員会館301

千代田区永田町2-2-1

衆議院第一議員会館429

千代田区永田町2-1-1

参議院議員会館531

文京区本駒込2-28-16

06-6962-9621

(06-6963-2233）

0299-56-0600

(0299-37-4111）

086-222-4628

(086-222-4628）

0７５－３６１－１３３５

(075-361-7602）

03-3508-7011

(03-3508-3811）

03-3508-7129

(03-3591-3227）

0３－３５０８－７０５１

(03-3508-3211）

0３－３５０８－７３１５

(03-3508-3315）

03-3508-8531

(03-5512-2531）

03-3946-2121

(03-0946-6295）

役職名 氏名

ｌ
Ｔ 住所 TEL（FAX）

与参
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

二
榮
文
彦
雄
麿
二
昭
朗
子
雄
介

一ユ
弘
重
良
史
雄
芳

節
義
俊

賀
崎
沢
下
天
久
谷
山
田
常
崎
辺

伊
岩
宇
鴨
行
高
武
戸
松
久
矢
渡

日本病院薬剤師会会長

日本医療機能評価機構理事

東 京 大学名誉教授

国立国際医療センター名誉総長

医事評論家

自治医科大学学長

東 京 大学医学部附属病院院長

慶應義塾大学病院院長

日本医業経営コンサルタント協会会長

日本看護協会会長

独立行政法人国立病院機構理事長

日本経済新聞社論説委員

'50-

0002

154-

0016

１１３－

００３３

329-

0498

１１３－

８６５５

１６０－

８５８２

１０３－

０００４

１５０－

0００１

１５２－

８６２１

１００－

８０６５

渋谷区渋谷2-12-15

日本薬学会長井記念館８Ｆ

世田谷区弦巻2-18-20-408

文京区本郷7-3-1

下野市薬師寺3311-1

文京区本郷7-3-1

新宿区信濃町3５

中央区東日本橋1-1-7

東日本橋スカイピル3Ｆ

渋谷区神宮前5-8-2

目黒区東が丘2-5-21

千代田区大手町1-9-5

03-3406-0485

(03-3797-5303）

03-3706-7535

0３－３８１２－２１１１

0285-44-8417

(0285-44-5019）

03-5800-8600

(03-5800-9830）

0３－３３５３－１２１１

(03-3357-2773）

03-5822-6996

(03-5822-6991）

03-5778-8831

(03-5778-5601）

0３－５７１２－５０５１

(03-5712-5081）

0３－５２５５－２００４

(03-5255-2651）



(社）曰本病院会支部名簿

－４７５－

支部名 支部長名

ｌ
Ｔ 住所 TEL

北海道

ブロ ツク支部
西村昭男

0６０－

０００５

札幌市中央区北5条西5-2-12住友生命札幌ピル７Ｆ

カレスアカデミー内
０１１－２０７－１３３１

茨城県支部 藤原秀臣
3００－

００５３

土浦市真鍋新町11-7

士浦協同病院内
029-823-3111

群馬県支部 柴山勝太郎
3７０－

２３９３

富岡市富岡2073-1

公立富岡総合病院内
0２７４－６３－２１１１

千葉県支部 柏 Ｆ１ 正英
2６０－

８６５６

千葉市中央区長１１ﾄﾄ'2-21-8

柏戸病院内
043-227-8366

東京都支部 池澤康郎
1６４－

８６０７

中野区中央4-59-16

中野総合病院内
O３－３３８２－ｌ２３１

新潟県支部 渡部透
9５０－

８６０１

新潟市女池神明1-7-1

新潟南病院内
0２５－２８４－２５１１

福井県支部 三浦將司
9１８－

８５０３

福井市和田中町舟橋7-1

福井県済生会病院内
0776-23-1111

愛知県支部 福田浩三
460-

0008

名古屋市中区栄4-14-28

愛知県病院協会内
0５２－２６３－０８００

和歌山県支部 成)|｜守彦
6４０－

８３１９

和歌山市手平2-1-2

県民交流プラザ和歌山ビッグ愛6Ｆ

和歌山県病院協会内

073-436-0437

山口県支部 水田英司
7５３－

０８１１

山口市吉敷3325-1

山口県病院協会内
0８３９－２３－３６８２

■＝

局 知県支部 細木秀美
7８０－

０９２８

高知市越前町1-10-17

特定医療法人仁生会本部内
088-820-4100

長崎県支部 福井｜|頂
8５１－

０３０１

長崎市深堀町1-11-54

長崎記念病院内
0９５－８７１－１５１５

熊本県支部
■－

局 野正博
8６２－

０９２４

熊本市帯山4-2-88

高野病院内
0９６－３８４－１０１１



(社）曰本病院会委員会委員長名簿

担当部署
選
釜
師
騰

－４７６－

委員会 担当副会長 委員長 担当部署

総務委員会 池澤康郎 池澤康郎 総務課

倫理委員会 大井利夫 近藤達也 総務課

国 際委員会 堺常雄 堺常雄 総務課

公益法人制度見直しに係る

プロジ 二二 クト委
ロ

貝 会

池澤康郎 池澤康郎 総務課

民間病院部会 堺常雄 加藤正弘 総務課

医療制度委員会 堺常雄 邊見公雄 企画課

医療経済・税制委員会 池澤康郎 関口令安 企画課

地域医療委員会 村上信乃 林雅人 企画課

統計 盾報委員会 池澤康郎 齊藤壽 企画課

ＩＴシステム委員会 村上信乃 大道道大 企画課

中小病院委員会 佐藤眞杉 士井章弘 企画課

医療安全対策委員会 大井利夫 宮崎久義 学術研修課

救急医療委員会 宮崎忠昭
■-

局 橋正彦 学術研修課

感染症対策委員会 村上信乃 佐藤眞杉 学術研修課

病院幹部医養成委員会 堺常雄 有賀徹 学術研修課

事務管理者委員会 佐藤眞杉 佐合茂樹 通信教育課

臨床研修委員会 堺常雄 岡留健一郎 学術研修課

予防医学委員会 宮崎忠昭 宮下正弘 学術研修課

診療情報管理士教育委員会 大井利夫 大井利夫 通信教育課

病院経営管理者教育委員会 佐藤眞杉 小）|｜嘉誉 通信教育課

雑誌編集委員会 宮崎忠昭 星和夫 広報課

－－

￣￣ ユ －ス編集委員会 宮崎忠昭 藤原秀臣 広報課

イン夕 Ｌ_－ ネット委員会 大井利夫 武田隆久 学術研修課



名簿委 員会 委 員

Ｉ総務企画に関する委員会

1．総務委員会 (担当副会長：池澤康郎）

－４７７－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 池澤康郎

中野総合病院理事長

〒164-8607中野区中央4-59-16

TELO3-3382-1231ＦＡＸＯ３－３３８１－４７９９

委員 大井利夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855O鹿沼市下田町１－１０３３

TELO289-64-2161FAXO289-63-6076

委員 堺常雄

総合病院聖隷浜松病院院長

〒430-8558浜松市住吉2-12-12

TＥＬＯ５３－４７４－２２２８ＦＡＸＯ５３－４７５－７５９６

委員 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-l811FAXO72-868-3844

委員 宮崎忠昭

長野赤十字病院名誉院長

〒380-8582長野市若里5-22-1

TELO26-226-4131FAXO26-228-8439

委員 村上信乃

総合病院国保旭中央病院名誉院長

〒289-2511旭市イの１３２６

TＥＬＯ４７９－６３－８１１１ＦＡＸＯ４７９－６２－５５９３

委員 小林桂雄

社団法人日本病院会事務局長

〒102-8414千代田区一番町１３－３

ラウンドクロス－番町ピル２階

TＥＬＯ３－３２６５－００７７ＦＡＸＯ３－３２３０－２８９８



２倫理委員会 (担当副会長：大井禾11夫）

区分

－４７８－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 近藤達也

国立国際医療センター院長

Ｔｌ６２－８６５５ 新宿区戸山1-21-1

TELO3-3202-7181ＦＡＸＯ３－３２０７－ｌＯ３８

委員 堺常雄

総合病院聖隷浜松病院院長

〒430-8558浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

委員 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-l811FAXO72-868-3844

委員 高久史麿

自治医科大学学長

〒329-0498栃木県河内郡南河内町薬師寺3311-1

TＥＬＯ２８５－４４－２１１１ＦＡＸＯ２８５－４４－５０１９

委員 寺野彰

燭協医科大学学長

T321-0293栃木県下都賀郡壬生町北小林８８０

TＥＬＯ２８２－８６－１１１１FAXO282-86-5678

委員 福井吹矢

聖路加国際病院院長

TlO4-8560中央区明石町９－１

TＥＬＯ３－３５４１－５１５１FAXO3-3544-0649

委員 森岡恭彦

日本赤十字社医療センター名誉院長

〒l50-8935渋谷区広尾４－１－２２

TELO3-3400-1311ＦＡＸＯ３－３４０９－１６０４



(担当副会長：堺常雄）３国際委貝会

区分

－４７９－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 堺常雄

総合病院聖隷浜松病院院長

T430-8558浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

委員 秋山洋

虎の門病院顧問

TlO5-8470港区虎ノ門2-2-2

TＥＬＯ３－３５８８－ｌｌｌｌＦＡＸＯ３－３５８２－７０６８

委員 有我由紀夫

財団法人大原綜合病院理事長

〒960-861l福島市大町６－１１

TELO24-526-0300FAXO24-526-0342

委員 大井禾|」夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855O鹿沼市下田町１－１０３３

TELO289-64-2161FAXO289-63-6076

委員 土谷晋 郎

士谷総合病院理事長

T730-8655広島市中区中島町３－３０

TELO82-243-9181ＦＡＸＯ８２－２４３－９２０１

委員 星和夫

ベトレヘムの園病院病院長

T204-0024清瀬市梅園3-14-72

TELO424-91-2525FAXO424-95-2878



４民間病院部会 (担当副会長：堺常雄）

区分

－４８０－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

部会長 加藤正弘

江戸)||病院理事長

〒l33-OO52江戸｣||区東小岩2-24-18

TＥＬＯ３－３６７３－ｌ２２１ＦＡＸＯ３－３６７３－ｌ２２９

部会員 相澤孝夫

相澤病院理事長･院長

T390-8510松本市本庄2-5-1

TＥＬＯ２６３－３３－８６００ＦＡＸＯ２６３－３２－６７６３

部会員 石橋晃

ブース記念老人保健施設グレイス施設長

〒166-0012杉並区和田1-40-15

TELO3-3380-l248FAXO3-3380-1206

部会員 柏 Ｆ１ 正英

柏戸病院理事長

〒260-8656千葉市中央区長洲2-21-8

TＥＬＯ４３－２２７－８３６６FAXO43-224-4868

部会員 木野昌也

北摂総合病院院長

〒569-8585高槻市北柳)||町6-24

TＥＬＯ７２－６９６－２１２１ＦＡＸＯ７２－６９０－３０６１

部会員 崎原宏

永寿総合病院理事長

〒llO-8645台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８

部会員 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-1811FAXO72-868-3844

部会員 中佳

東名厚木病院理事長

〒243-857l厚木市船子２３２

TELO46-229-l771FAXO46-228-0396

部会員 福原毅

特別･特定医療法人生長会理事長

〒594-007l和泉市府中町2-1-3南海和泉府中ピル４Ｆ

TELO725-40-2187FAXO725-41-7201
Ｉ｡■■刀●⑪●Ｓｑ－ヱー■■亡凸｡■●■Ｃ●●ｂ●■Ｃ●⑭opmP-■－■■■■｡■Ｃ■●■｡■｡－ｍ－勺■F●■■■■◆白●■●■●の●●●｡■●●■■ウ■｡■ｅＣ－Ｃ■●｡●①－－几●■■■｡■句貯■■早甲⑤￣■－■－Ｐ－■■○Ｆ｡●申■￣■■■■■■■缶一○■■■の■￣巳●ﾛ●●●ﾛ●＆■■■■■●Ⅲ￣■のﾛ■■区●■●■●Ｐｏｐ⑪｡F￣□■甲⑤p■お印可■●■｡■●P印■｡■町■■■p●■●匂■白ユロ■●■●●●ｂ■●ご●■の白■血色■■ウ征●■｡■●■■■４●■●■｡＆｡p⑤P印守早⑤姓●白･Ｆｏｐ■｡■●己年甲一■￣Ｐ■￣■￣五■■。白▲■■｡■￣■｡■p■●■■￣■■■⑤■￣■￣古■■■■B占古■白ｂ■■■■●■■■｡■の■■●■ﾛ



５公益法人制度見直しに係るプロジェクト委員会

区分

－４８１－

区分 氏名 施設名 主所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 池澤康郎

中野総合病院理事長

〒l64-8607中野区中央4-59-16

TELO3-3382-1231FAXO3-3381-4799

委員 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-1811FAXO72-868-3844

委員 堺常雄

総合病院聖隷浜松病院院長

〒430-8558浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

委員 大井禾|」夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855O鹿沼市下田町1-1033

TＥＬＯ２８９－６４－２１６１FAXO289-63-6076
＿__ﾆﾆｰｰｰ｡Ｕ･=■ｗ⑤ザ・ロー印･もＰＣ●･●■▽●▽Ｐ勺･凸ＰＣ■・ＤＣ■｡ｃかｗｃ－Ｃの中のｗ－●の●■P-●･●●｡⑪の－●･ＴＣＣ｡●ｳＱＯｐ●ＢＴ●屯-●ザ-□●ﾛ●一拍･-ひの●●｡-勺■--CCcC-o-●の①●－ｓの句｡p■■●■Dspの⑭●甲●●■匂のむき●勺●▽●⑪●■?●ﾜ｡P●■●｡◆●⑰■⑪ＣＵｃ守凸■●■のＳＴ●Ｐｂ▽ﾛ●のけｅｗ■●･▽●゛●■ﾛc●｡⑪●ﾏ●●■口のcり●け｡▽P■●ＷＷ●■ゆりの６．℃●●=●●｡U●や□■の｡■｡●ヰウロ句宇｡■Ｗ●ゆ■U●●凸■⑥●｢｡▽のｳﾞ▲せ●守か｡ﾜ｡｡▲●｡"も□もひ｡､▲⑪●◆か中●わり●ず▲●-●｡■｡c■｡④一年ｃｃ●｡

委員 村上信乃

総合病院国保旭中央病院名誉院長

〒289-2511旭市イの１３２６

TELO479-63-8111FAXO479-62-5593

委員 宮崎忠昭

長野赤十字病院名誉院長

〒380-8582長野市若里5-22-1

TELO26-226-4131FAXO26-228-8439

委員 石井孝宜

社団法人日本病院会監事

〒lO2-8414千代田区一番町１３－３

TＥＬＯ３－３２６５－００７７ＦＡＸＯ３－３２３０－２８９８

委員 五十嵐邦彦

社団法人日本病院会公認会計士

〒lO2-8414千代田区一番町１３－３

TELO3-3265-0077FAXO3-3230-2898

委員 事務局長
社団法人日本病院会事務局長

TＥＬＯ３－３２６５－００７７ＦＡＸＯ３－３２３０－２８９８



Ⅱ医療政策･病院経営に関する委員会

１．医療制度委貝会 (担当副会長：池澤康郎）

区分

－４８２－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 邉見公雄

赤穂市民病院院長

〒678-0232赤穂市中広１０９０

TＥＬＯ７９１－４３－３２２２ＦＡＸＯ７９１－４３－０３５１

畠'|委員長 石井暎禧

医療法人財団石心会理事長

〒212-0013）||崎市幸区堀)||町５８０ソリツドスクエア東館４階

TＥＬＯ４４－５１１－２２６６ＦＡＸＯ４４－５４０－１１３５

委員 今岡真義

大阪府立成人病センター総長

〒537-8511大阪市東成区中道1-3-3

TＥＬＯ６－６９７２－１１８１ＦＡＸＯ６－６９８１－３０００

委員 齊藤壽

社会保険中央総合病院院長

〒169-0073新宿区百人町3-22-1

TELO3-3364-0251ＦＡＸＯ３－３３６４－６２１７
■●●■p￣■■由り白干●■￣P■●●■｡Pい●▲■▲●●■■■Ｃ■●■●■■■■■■●ＤＣ■①●●■●■已印■■■●■●■⑪●■●巳●■｡■■B■■■●●Ｃ■●■■の■●●■｡■●●白■Ｂ●●■●■。■■●￣●■■■●■Ｃ■●ﾛロ■●P■■●●合一■■●■｡｡▲■●■｡●●P●■■■印ｑ▲●●｡＆●●q●■●■｡●●ﾛ■■甲●■●●●■こけ句P■■｡￣■｡■■■■■｡■｡●△●■□■■Ｂ■ｅＵ●■●●●■■■･■q●U●■●■■■｡●■●■■々■□■■■ＰＧ●■｡■■■■■■■□●■｡■●■■Ｂ■●■●心の■●の■■■｡■｡■●Ｂ●■●■■■■●■■■｡■■■■●C●ﾛ■｡■J----■r･---■■可----p□■■cU-■●■■●--p●台ﾆｰq

委員 齋藤英彦

名古屋セントラル病院院長

〒453-0801名古屋市中村区太閤3-7-7

TELO52-452-6683ＦＡＸＯ５２－４５２－３１９０

委員 中佳

東名厚木病院理事長

T243-8571厚木市船子２３２

TELO46-229-1771FAXO46-228-0396

委員 三浦幸雄

東北労災病院院長

〒981-8563仙台市青葉区台原4-3-21

TＥＬＯ２２－２７５－１１１１ＦＡＸＯ２２－２７５－４４３１
■ｏＳｍｐ■■■の●eB印●■■①●Ｃ■■●●･▲⑥▲｡▲もｃｃ●■●●｡▲■白白●■●●●●●●●■●●■勺■｡▲●■Ｇ■●●■●■｡■●凸■■■ＰＧＣ■●■●●■●■の■■凸｡■■■■■■□□､■■＆守占■●●ＣＣＰ⑤●■■■０台■■■■■⑰■ロロq●｡■●■■｡■｡●■P■■｡●■●■●●●｡｡■G■■●●●●｡●■■■白■●｡■■｡｡｡■句■●ごニー■●■■ｐ●●巳●■●▲ぜ■●●｡■■｡●｡｡こ●■の｡●い●▲⑤▲■●■ひ■P已守凸宇■＝■■｡●ＣＧ⑰■●■■■■■ＣのＳＣｅＣ●●ｐ●｡■の己●●￣●■■●Ｓｃ■｡■｡●●｡●■■●｡●■Ｐ▽●■■■●■■▲▽--二二■巳やＳ･q-J▲●▲■Ｃ■し-_二●●■r二二=守ら■▲■■■■①｡■●ﾆｰｰ‐ﾛq④0行一n-二

委員 山岡義生

医学研究所北野病院院長

〒530-8480大阪市北区扇町2-4-20

TELO6-6312-8831FAXO6-6312-8867

アドバィ

ザ￣
大隈暁子

大隈暁子公認会計士事務所所長

〒170-0002豊島区巣鴨４－３－１３

TＥＬＯ３－６４１３－６７２１ＦＡＸＯ３－６４１３－６７２１
■｡￣●巳●Ｕ●■■■■Ｃ●Ｃ▽｡■■｡ＣＣＰ■甲ロー￣Ｕ●｡｡●印一℃▲や●■●=■＆●■マニマ■■■■凸■■￣■■■■●●●■■■■■▲■■＝｡｡■｡■■ウｃｃＣｐの■P■■■可のＵＣＳＣ￣■●●のび●可の｡Ｐ■､ロヴ●■●Ｃ●■｡｡●｡⑪●ｂＣＣＣｂＧ甲P■ＣＧ｡●凸一●●■●■●や凸｡■￣■■■■q甲の⑤●や印甲｡●□Bp■■●｡●わ●●■●◆●○ｓ■■⑤■｡□｡■の■印■印ご■凸■▲｡●■ご■●■ｐ■■●■●｡●■の白●■■Ｃｇｃ■●い●■●■Ｃ－■●●●■｡■●Ｕ●●■●■の■●■■ｑ●の●▲Ｕ凸■ロも午ｓａＣ■●口｡■■ｂ●■●｡●●■●ﾛ=.----■●d----■F--●●｢｡――_●■甲■■｡■■■-℃I--■●己.

アドバィ

ザ￣
小長井良浩

小長井良浩法律事務所所長

〒420-0018静岡市葵区士太夫町22-1
TＥＬＯ５４－２５２－０７６６ＦＡＸＯ５４－２５２－Ｏ７３０

｡￣ＣＰＳ⑪｡●ゲロのＣＰＳ子●◆￣守凸●●◆■■い▲■の｡の｡■■■▲●②｡■中■､■Ｂザ◆●■甲■■｡■●●｡｡●Ｐ■■⑤与り｡凸■▲￣■●■｡｡■P■■■■■●ク①ＰＳ■●￣●｡PやPじひ巳か①ＣＧ●●■⑪口■も■▲勺●･凸Ｓ●色ｳ巳⑪■▼●●●や｡■④らげ■■●■二℃。■の■■■や●■Ｐ■■=PSP●●ＣＴｐ－Ｐ■●●●●｡●●｡Ｓ一■DLC■｡▲■■句■や■■●■ＴＢＰ●■ＳＳＰＣｅ●●凸■■■ｐＧＣ甲●●Ｃ●い■■■い■｡●▲Ｃ■｡Ｐ￣■■■■■■●｡○の⑪Ｐｂ『=－－ｅ▲■■●二℃いら●▲●▲●■●▲い■GP--月矼二=字--凸▲[=-Ｃ●●T-_巴中PＧＰｄ_P｡ｐq■_ｐｓＤｂＰｎ－=▲｡●[＝--■ＰＢ●■し.---

アドバィ

ザL＿￣

高橋正明

大和総研経営戦略研究所教育事業部次長

〒135-0041江東区冬木１４－５大和総研別館

TELO3-5620-4332ＦＡＸＯ３－５６２０－５６１４
■▲句●●▲■ﾛ●□｡■■￣の⑥■■●■■■。■●白●■巳■●●■⑥の●■■■■■●■●●の■■■■■●■●●白▲●▲●●のe●■■■■●●ＯＧ｡■■●▲●■●Ｐ●二■■■●■■■勺二■P守■■■■甲●⑤■■■■■⑤■ＯＧ■■▲●■q⑤｡■■■S■■■●■｡｡●●●●●■●■●△｡｡｡①■■■■■Ｃﾛ●白q●｡■句■▲守口■｡B●｡｡●￣■■■■F■●■｡■●■○二■■●●甲■■￣Ｐ●■ＧＤＢ｡■甲＆■い■pGP■●●①■■p●▲■B■｡△●■■▲●■■■■●■｡■■■■■甲■■Ｃｅ勺■■□￣Ｐ｡●●□■●＆●●■白■｡▲●■■■｡｡ｍ●■-=----.--一二二■に二二--■L--ゆﾛ■■■L----==----■ａｎ__ニロ●■■■--



1－（１）．診療報酬小委員会 (担当副会長：池澤康郎）

区分

－４８３－

区分 氏名 力E設名 』主所／ＴＥＬ･ＦＡＸ

委員長 大石洋司

済生会横浜市東部病院中央I后報管理部門部長

Ｔ２３０－００１２ 横浜市鶴見区下末吉3-6-1

TELO45-576-3000FAXO45-576-3525
■■■●●｡｡■■■●■■●■●Gロロロ中■■■■こむ■●■●ｂ■■｡■巳■■｡■■p■■①■ＣＣｂＣ｡￣■●凸■●■ＣｃＣｂ凸■■■⑥ｅＢ●白●b￣￣■■や可●午●■●●●●●い■■■●け｡■■■●b■■●●■●■●■ウ巳凸●●●■￣■｡p●■●■■●｡■■●℃●pPp■●■●■■■ＣＰＣ■■■｡●■●■■■■■■◆■●ﾛｂ■■■■●■●■｡●■■■●■b■●■●丘の早年pGp■●●●●●■己●●●■｡■●■▲■●●●α--■●Ｐｂ■■巳■p可=_ﾛﾛｰｰｰ■ﾆｰｰ■■--■●ロﾛ●白■●I■■■勺■ﾛ

委員 秋山貴志

東名厚木病院医事課主任

Ｔ２４３－８５７１ 厚木市船子２３２

TELO46-229-l771FAXO46-228-0396

委員 荒岡茂

医療法人財団石心会本部資材部次長

〒212-0013川崎市幸区堀)||町580ソリツドスクウエア東館４階

TＥＬＯ４４－５１１－２２６６ＦＡＸＯ４４－５４０－ｌｌ３５

委員 市川立美

東京都立豊島病院医事専門副参事

〒l73-0015板橋区栄町33-1

TELO3-5375-l234FAXO3-5944-3534

委員 岡田明禾リ

南多摩病院医事課長

〒193-0832人王子市散田町３－１０－１

TELO42-663-0111FAXO42-662-5890

委員 乙津良夫

東京都保健医療公社大久保病院医事課長

〒l60-8488新宿区歌舞伎町2-44-1

TＥＬＯ３－５２７３－７７１１FAXO3-5273-7712

委員 高水間英文

中野総合病院医事課長

〒l64-8607中野区中央4-59-16

TＥＬＯ３－３３８２－ｌ２３１ＦＡＸＯ３－３３８１－４７９９

委員 /」 、 林章浩

永寿総合病院医事課長

〒110-8645台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８

委員 佐藤讓

榊原記念病院事務管理部畠'１部長

〒l70-0002豊島区巣鴨4-3-13

TＥＬＯ４２－３１４－３１１１ＦＡＸＯ４２－３１４－３１５３



－４８４－

委員 城谷直哉

)||崎幸病院医事課主任

〒212-0021）||崎市幸区都町３９－１

TELO44-544-4611FAXO44-549-4858

委員 鶴田 毅

多摩丘陵病院事務部三'1部長

〒194-0297町田市下小山田町１４９１

TELO42-797-151FAXO42-797-0596

委員 徳
、

氷 貴志

救世軍ブース記念病院医事課長

〒166-0012杉並区和田1-40-5

TELO3-3381-7236ＦＡＸＯ３－５３８５－０７３０
■0●■●●●●■ﾛ■■■｡●ｑ▲●■●■■⑩●●●●面ら｡Ｂ■●■①●￣■■●己■■●■●巴■▲｡Ｂ●P■●巳●●●■■ＢｂＢ●甲■●＆●●●●●●■●●｡□●の｡■■■■●●●B■■■●■Ｂ■■■｡■●の●■Ｇ●■●｡｡■●■●●●■●●■ＧＢ｡■■●●ﾛ■●■●■●■｡●白■●●■●印可■印Ｐ■●｡▲｡□■●■●■●印中●｡●●■■￣■qBq●■Ｇ■■＆●●●■■■■ＧｑＣ●●●●ら●●｡ご●○の①●のDCC■■■●白白●①B■●＆●●■■■■■■q●■｡■●p■Ｓ■■■●■●●Ｃａ●Ｐ■■■⑪■Ｏ●●●｡●●■●●●●●｡□●Ｂ●の■■■●●句■■■■■Ｂ●B■■－＆■●■Ｓ■ｓｏ●の●己■Ｂ■凸｡●■●＆●Ｂ●●ＧＢ●ウ●●■●●①●L_二‐●S1----■●ぞ三一

委員 中村靖人

赤羽中央総合病院医事課長

〒115-0044北区赤羽南2-5-12

TELO3-3902-0348ＦＡＸＯ３－３９０２－１５５２
ＤＣの■ロ■の可●0●■●①守●中｡●■■□Ｃ■●ヤー■の｡●｡■｡●●●■｡●Ｃ●■●●台●●●●■■■■■■■●ウー｡白■■■､｡■Ｃｅ●｡つい■9勺■●■①￣｡●bCU●ＣＤ●●の■■｡●■●⑤白●■□■ｃｃ●●●●け●ｂＣＵ■①｡■､●■●勺①■●Ｃ■ｂＣｃＰ●ＵＣ■｡■●■●●■●ｓＯｂ｡｡ｐ■□●ｂ□■●●●｡●■白●■●⑩●●●｡●●凸●■●■●Ｕ□｡■b■■■●｡●□●■●●■ＣＯ●ご●｡●わ｡b●■巳■■□い●わ●｡■■■●■●■■■ロ■ＤＣ■■■●①●句ＣＧ■｡●●■①①●｡●b●■●●■●Ｕ■■●■■●P■ご■■●●■■■●ぜ●Ｕ●ｂＬ＝ﾆｰｰ■Ｃご▲ﾆﾆｰｰｰ■●■4----●ら｡r鄙勺■■■[ﾆｰ‐のＵ■Ｂ[ﾆｰ●■■ﾆｰｰｰｰｰ●●卍--

委員 原口 博

武蔵野赤十字病院企画課長

〒l80-8610武蔵野市境南町1-26-1

TELO422-32-3111FAXO422-32-3525
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委員 福田晴

救世軍ブース記念病院医事課主任

〒166-0012杉並区和田1-40-5

TELO3-3381-7236FAXO3-5385-0730
ﾛＣＳＣ●●■●■■Ｐ甲｡■●■●●●□F甲■●■●□印Ｐ●勺■■■●P●■甲印□●■●■■■ＣＣＣ■●P●｡●■●■■○＄■pq巳｡●■■■句ら｡P･巳■●p□■■巳●Ｂ■■■●■●■やp■■●●■●甲のの□p●■甲●■ｑけ●■●■■■巴中◆●●●●●●●｡●■｡｡●●■◆巳■●｡■●■●□●■●■■■■■Ｓ■●り●■■＆■ＣＯ●●●｡●■●■■■●句□●●●■■Ｂ■■●ＣＯＯ■■■■■■●■●は●■■■●■■ｅ●Ｃ■①●ｂＣｑｂ■■■■●●■●Ｕ□■■■■●■●の●■■■■■●●０｡■●■●や■■●Ｃ■●~､●■■l■■■●■■■F■､■=ﾄ●二--.1●⑪l■■_勇一､■■'印_l■■､■=--Ⅱご~､■●ニーⅡ

委員 持田勇治

東京都済生会中央病院医事担当課長

〒108-0073港区三田1-4-17

TＥＬＯ３－３４５１－８２１１FAXO3-457-7949
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２医療経済・税制委員会 (担当副会長：池澤康郎）

区分

－４８５－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 関口令安

東京都保健医療公社大久保病院院長

〒l60-8488新宿区歌舞伎町2-44-1

TＥＬＯ３－５２７３－７７１１FAXO3-5273-7748

副委員長 崎原宏

永寿総合病院理事長

〒110-8645台東区東上野2-23-16

TＥＬＯ３－３８３３－８３８１ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８

委員 伊藤伸

大雄会第一病院理事長

〒491-8551-宮市羽衣１－６－１２

TELO586-72-l211FAXO586-24-8853

委員 大村昭人

帝京大学医学部付属溝口病院麻酔科教授

〒213-8507）||崎市高津区溝口3-8-3

TELO44-844-3333FAXO44-844-0468

委員 加賀谷寿孝

東京都職員共済組合青山病院院長

〒l50-0001渋谷区神宮前5-53-3

TELO3-3400-7211FAXO3-3486-0930

委員 梶原優

板倉病院理事長

〒273-0005船橋市本町2-10-1

TELO47-431-2662FAXO47-432-3882

委員 山下昭雄

本多病院経営顧問

〒289-0312千葉県香取市本郷７７２

TELO478-82-3181FAXO478-83-0245

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 福田浩三

上飯田リハビリテーション病院名誉院長

〒462-0802名古屋市北区上飯田北町３－５７

TELO52-916-3681FAXO52-991-3543



２－（１）．病院経営分析調査小委員会

区分

－４８６－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 大石洋司

済生会横浜市東部病院中央情報管理部門部長

〒230-0012横浜市鶴見区下末吉3-6-1

TELO45-576-3000ＦＡＸＯ４５－５７６－３５２５

副委員長 大鷲雅昌

中野総合病院経理課長

〒l64-8607中野区中央4-59-16

TELO3-3382-7768ＦＡＸＯ３－３３８１－４７９９

委員 尾崎優子

医療法人財団石心会本部総務課

〒212-0013）||崎市幸区堀川町580ソリツドスクエア東館４階

TＥＬＯ４４－５１１－２２６６ＦＡＸＯ４４－５４０－ｌｌ３５

委員 小幡正

永寿総合病院経理課長

〒110-8645台東区東上野2-23-16

TＥＬＯ３－３８３３－８３８１ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８
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委員 佐藤賢治

とうめい厚木クリ
￣￣

￣￣ ツタ事務長

〒243-857l厚木市船子２２４

TELO46-229-3377FAXO46-229-1935
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委員 佐藤富子

東京都保健医療公社大久保病院企画係長

〒l60-8488新宿区歌舞伎町2-44-1

TＥＬＯ３－５２７３－７７１１ＦＡＸＯ３－５２７３－７７４８



３地域医療委員会 (担当副会長：村上信乃）

区分

－４８７－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 林雅人

秋田県厚生連平鹿総合病院総長

〒013-8610横手市駅前町１－３０

TＥＬＯｌ８２－３２－５１２１FAXOl82-33-3200

副委員長 渡部透

新潟南病院院長

〒950-8601新潟市女池神明1-7-1

TELO25-284-2511FAXO25-284-2080

委員 中島豊爾

岡山県精神科医療センター院長

〒221-8601岡山市鹿田本町３－１６

TELO86-225-3821FAXO86-234-2639

委員 夏川周介

長野県厚生連佐久総合病院院長

T384-0301長野県南佐久郡臼田町臼田１９７

TＥＬＯ２６７－８２－３１３１ＦＡＸＯ２６７－８２－７５３３

委員 松本文六

天心堂へつぎ病院理事長

〒879-7761大分市中戸次三本木５９５６

TＥＬＯ９７－５９７－５７７７ＦＡＸＯ９７－５９７－７２３１

委員 真鍋克次郎

八幡中央病院理事長

〒614-8071人幡市八幡五反田３９－１

TＥＬＯ７５－９８３－０１１９FAXO75-971-0670

委員 山室渡

済生会横浜市東部病院地域医療担当畠'１院長

〒230-0012横浜市鶴見区下末吉3-6-1

TＥＬＯ４５－５７６－３０００ＦＡＸＯ４５－５７６－３５２５

委員 吉田哲憲

市立札幌病院院長

〒060-8604札幌市中央区北十一条西１３－１－１

TＥＬＯ１１－７２６－２２１１ＦＡＸＯ１１－７２６－７９１２



(担当副会長：池澤康郎）４統計情報委員会

区分

－４８８－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 齊藤壽

社会保険中央総合病院院長

〒l69-0073新宿区百人町3-22-1

TELO3-3364-0251ＦＡＸＯ３－３３６４－６２１７

委員 安藤文英

西福岡病院理事長

〒819-8555福岡市西区生の松原3-18-8

TＥＬＯ９２－８８１－ｌ３３１ＦＡＸＯ９２－８８１－１３３３
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委員 今村知明

奈良県立医科大学健康政策医学講座教授

〒634-852l橿原市四条町８４０

TELO744-22-3051FAXO744-22-0037
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委員 大道道大

森之宮病院院長

〒536-0025大阪市城東区森之宮2-1-88

TELO6-6969-9621ＦＡＸＯ６－６９６９－５１２１
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委員 須古博信

済生会熊本病院院長

〒861-4193熊本市近見5-3-1

TELO96-351-8000FAXO96-326-3045
P①■￣●凸●▲●Ｃ￣｡Ｓ⑤いの●●●●▲｡■句●｡●●｡Ｐ●▲ＣＯ｡◆ＣＣＣ■｡￣￣■●ｃＣＣＰＣｏＣＣＳ￣ＣＧＤＳＣＧ。｡￣●Ｃ●Ｃ￣●｡●｡●｡□￣●①ＰＣ●●｡●早凸ヰー｡‐■｡●▲●凸●●｡￣Ｐ●◆凸｡■￣｡｡●■の▲｡＆｡■｡Ｐ■｡▲●△●●■■｡●も●Ｃ◆￣￣●｡●●｡●のら●凸●●●●ｑ凸｡●Ｃ●▲●■ｃｃ｡｡▲ひら甲已守ｃＣｅｍ▲Ｌ●＆●■｡△｡●ｃｃ＆●▲●▲■■Ｃａ①凸｡□＆勺●守凸●旱Ｃｐ｡●｡●■●▲■●■ロ｡⑰巴■▲｡▲｡△口ﾆｰｰﾆｰPBC-÷------＝----●1---二二一_し●Ｌ_勺Cq---■に--●■てﾆｰ■｡L●｢

委員 田中和夫

全国社会保険協会連合会事業部室長

〒lO8-0074港区高輪3-22-12

TELO3-3445-0800FAXO3-3445-4781
ﾛ■の■●■●■｡■｡■●キロゥ■●■■■●｡｡●●●●￣■●｡ＢＣ●■凸●■●■■■●ｂ●凸凸凸●●■●●の｡｡●●｡●■●凸■￣ｂ●●●･りの勺･●■●■■｡■年●＝●可●｡⑤一■●寸●ゼロ●●●￣｡●ひけＣｅ●ぜ●■｡｡■●■●■●●の｡■｡●Ｃ●凸●●゛■ｒ■の白一白一■￣の●｡■■●●■●■●ｐ●■■■■●■●Ｐ●■■■●●●Ｃ●●か巾●ロ■⑪●■●■Ｃ百●■ＰU■●■■●●■●■●■■■■｡■■■｡p⑪印■■可●■●＝￣□●●⑪●●｡■●■●■ロ■■｡■■■ＣｐＣ●■■⑪●句■｡●■●＄●●年●●●■●■●■●●■●□●■p■■●■■●■-白■1-■■q-●■0■戸｡■「一二

委員 細田洋 郎

埼玉社会保険病院院長

〒330-0074さいたま市浦和区北浦和4-9-3

TELO48-832-4951FAXO48-833-7527
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委員 三浦幸雄

東北労災病院院長

T981-8563仙台市青葉区台原4-3-21

TＥＬＯ２２－２７５－１１１１ＦＡＸＯ２２－２７５－４４３１
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９１Ｔシステム委員会 (担当副会長：村上信乃）

区分

－４８９－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 大道道大

森之宮病院院長

〒536-0025大阪市城東区森之宮2-1-88

TELO6-6969-9621FAXO6-6969-5121

委員 上塚芳郎

東京女子医科大学医療･病院管理学教授

〒162-8666新宿区河田町８－１

TＥＬＯ３－３３５３－８１１１FAXO3-3356-0441

委員 大江和彦

東京大学医学部教授

〒113-8655文京区本郷7-3-1

TＥＬＯ３－３８１５－５４１１ＦＡＸＯ３－５８０３－ｌ８０３

委員 神野正博

医療法人財団董仙会恵寿総合病院理事長

〒926-8605七尾市富岡町９４

TELO767-52-3211FAXO767-52-7483

委員 武田隆久

医療法人医仁会武田総合病院理事長

Ｔ601-1434京都市伏見区石田森南町28-1

TELO75-572-6331ＦＡＸＯ７５－５７１－８８７７

委員 森功

医療法人医眞会八尾総合病院理事長

〒581-0036八尾市沼１－４１

TELO72-948-2500FAXO72-948-2544



１０．中小病院委員会 (担当副会長：佐藤眞杉）

区分

－４９０－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 土井章弘

岡山旭東病院院長

〒703-8265岡山市倉田567-1

TELO86-276-3231ＦＡＸＯ８６－２７４－ｌＯ２８

委員 生野弘道

守口生野記念病院理事長

〒570-OOO2守口市佐太中町6-17-33

TELO6-6906-llOOFAXO6-6902-9021

委員 荏原光夫

高田中央病院理事長・院長

〒223-0066横浜市港北区高田西2-6-5

TELO45-592-5557ＦＡＸＯ４５－５９２－５６１７

委員 梶原優

板倉病院理事長

〒273-0005船橋市本町2-10-1

TELO47-431-2662FAXO47-432-3882

委員 成川守彦

桜ヶ丘病院理事長・院長

〒649-0316有田市宮崎町841-1

TELO737-83-0078FAXO737-83-0079

委員 牧恭彦

牧病院理事長

〒535-0022大阪市旭区新森7-10-28

TELO6-6953-0120FAXO6-6958-2630

委員 松本文六

天心堂へつぎ病院理事長

〒879-7761大分市中戸次二本木５９５６

TＥＬＯ９７－５９７－５７７７ＦＡＸＯ９７－５９７－７２３１



Ⅲ、教育･研修に関する委員会

１．医療安全対策委員会 (担当副会長：大井禾１１夫）

－４９１－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 宮崎久義

国立病院機構熊本医療センター病院長

〒860-0008熊本市二の丸１－５

TＥＬＯ９６－３５３－６５０１ＦＡＸＯ９６－３２５－２５１９
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委員 児玉安司

三宅坂総合法律事務所弁護士

Ｔ１００－００１１ 千代田区内幸町2-1-4日比谷中日ピル６階

TELO3-3500-2914FAXO3-3500-2741

委員 坂本すが

東京医療保健大学看護学科教授学科長

〒141-8648品川区東五反田4-1-17

TＥＬＯ３－５４２１－７６５５ＦＡＸＯ３－５４２１－３１３３

委員 中島和江

大阪大学医学部附属病院中央クオリティマネジメント部教授

〒565-0871吹田市山田丘２－１５

TＥＬＯ６－６８７９－５１１１ＦＡＸ

委員 福永秀敏

国立病院機構南九州病院病院長

〒899-5293鹿児島県姶良郡加治木町木田１８８２

TELO995-62-2121ＦＡＸＯ９９５－６３－１８０７

委員 宮崎瑞穂

前橋赤十字病院病院長

〒371-0014前橋市朝日町3-21-36

TELO27-224-4585ＦＡＸＯ２７－２４３－３３８０

委員 村上信乃

総合病院国保旭中央病院名誉院長

〒289-2511旭市イの1326

TＥＬＯ４７９－６３－８１１１ＦＡＸＯ４７９－６２－５５９３



(担当副会長：宮崎忠昭）２救急医療委員会

区分

－４９２－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 高橋正彦

茨城西南医療センター病院院長

〒306-0433茨城県猿島郡境町２１９０

TELO280-87-8111FAXO280-86-7702

委員 石川情

名古屋第二赤十字病院院長

〒466-8650名古屋市昭和区妙味町２－９

TELO52-832-ll21ＦＡＸＯ５２－８３２－１１３０

委員 島崎修次

杏林大学救命救急センター教授

〒l81-8611三鷹市新川6-20-2

TELO422-47-5511FAXO422-42-4866

委員 邊見弘

国立病院機構災害医療センター院長

〒190-0014立)||市緑町３２５６

TELO42-526-5511FAXO42-526-5531

委員 前原ポロ平

白河厚生総合病院院長

〒961-0907白河市横町114

EmaiZ
●

●

TELO248-22-2211FAXO248-22-2218

委員 山田至康

''1頁天堂大学浦安病院救急診療科教授

〒279-002l浦安市富岡2-1-1

TＥＬＯ４７－３５３－３１１１ＦＡＸＯ４７－３５３－３１３８

委員 吉井宏

済生会神奈)||県病院院長

〒221-860l横浜市神奈川区富家町6-6

TＥＬＯ４５－４３２－ｌｌｌｌＦＡＸＯ４５－４３２－ｌｌｌ９



３感染症対策委員会 (担当副会長：村上信乃）

区分

－４９３－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

Ｔ５７３－ｌｌ２４ 枚方市養父東町65-1

TELO72-864-l811FAXO72-868-3844
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委員 岡部信彦

国立感染症研究所所長

〒162-864Ｏ新宿区戸山1-23-1

TＥＬＯ３－５２８５－ｌｌｌｌＦＡＸＯ３－５２８５－ｌｌ５０
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委員 木村哲

東京逓信病院病院長

Ｔ１０２－８７９８ 千代田区富士見2-14-23

TEL:03-5214-7000ＦＡＸ:03-5214-7600
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委員 小林寛伊

東京医療保健大学学長

Ｔ１４１－８６４８ 品川区東五反田4-1-17

TELO3-5421-7656ＦＡＸＯ３－５４２１－３１３３
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委員 末永裕之

小牧市民病院病院長

〒485-8520小牧市常普請１－２０

TELO568-76-4131FAXO568-76-4145
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委員 土谷晋 郎

土谷総合病院理事長

〒730-8655広島市中区中島町３－３０

TELO82-243-9181FAXO82-243-9201

委員 毛禾'１昌史

東和病院病院長

〒l20-0003足立区東和4-7-10

TELO3-3629-8111FAXO3-3629-9456



(担当副会長：堺常雄）４病院幹部医養成委員会

区分

－４９４－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 有賀徹

昭和大学病院畠'１病院長

〒142-8666品)||区旗の台1-5-8

TELO3-3784-8744FAXO3-3784-6880

畠'１委員長 安藤,恒三郎

日本赤十字社事業局技監

〒105-8521束京都港区芝大門1-1-3

TELO3-3437-7738ＦＡＸＯ３－３４３８－ｌ３３９

委員 木田義久

小牧市民病院畠'1病院長

〒485-8520小牧市常普請１－２０

TＥＬＯ５６８－７６－４１３１ＦＡＸＯ５６８－７６－４１４５

委員 責田岡正史

公立昭和病院病棟部長

〒l87-8510小平市天神町2-450

TELO42-461-0052FAXO42-464-8602

委員 徳永能治

長崎県立島原病院畠'１病院長兼診療部長

〒855-0861島原市下)||尻町７８９５

TＥＬＯ９５７－６３－１１４５ＦＡＸＯ９５７－６３－４８６４

委員 中)I|原讓

中村記念病院脳卒中センターセンター長

〒060-8570札幌市中央区南１条西１４

TＥＬＯｌｌ－２３１－８５５５ＦＡＸＯｌｌ－２３１－８３８７

委員 横田’１頂 朗

市立堺病院副病院長

〒590-0064堺市堺区南安井町1-1-1

TELO72-221-l700FAXO72-225-3404



５事務管理者委員会 (担当副会長：佐藤眞杉）

区分

－４９５－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 佐合茂樹

木沢記念病院病院長補佐

〒505-0034美濃加茂市古井町下古井５９０

TELO574-24-1454FAXO574-26-2181

委員 大石洋司

済生会横浜市東部病院中央'情報管理部門部長

T230-0012横浜市鶴見区下末吉3-6-1

TELO45-576-3000FAXO45-576-3525

委員 小川嘉誉

総合病院多根病院理事長

〒550-0024大阪市西区境)'’1-2-31

TELO6-6581-lO71FAXO6-6581-2520

委員
、

氷 易卓

わかくざ竜間リハビリテーション病院事務局長

〒574-0012大阪府大東市大字龍間’580

TELO72-869-0116FAXO72-869-0135

委員 正木義博

済生会熊本病院畠'1院長・事務長

〒861-4193熊本市近見5-3-1

TELO96-351-8000FAXO96-326-3045

委員 望月眞

熊本整形外科病院事務局長

〒862-0976熊本市九品寺1-15-7

TELO96-366-3666ＦＡＸＯ９６－３６２－２４１３



(担当副会長：堺常雄）６臨床研修委員会

区分

－４９６－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 岡留健 郎

福岡県済生会福岡総合病院院長

〒810-000l福岡市中央区天神1-3-46

TＥＬＯ９２－７７１－８１５１ＦＡＸＯ９２－７１６－０１８５

委員 青木洋三

橋本市民病院院長

〒648-0005橋本市小峰台2-8-1

TELO736-37-l200FAXO736-37-l880
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委員 葛西龍樹

福島県立医科大学医学部総合診療･地域医療部(家庭医療学）教授

〒960-1295福島市光が丘’

TELO24-547-l515ＦＡＸＯ２４－５４７－ｌ５１６
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委員 佐々木崇

岩手県立中央病院院長

〒020-0066盛岡市上田1-4-1

TＥＬＯｌ９－６５３－ｌｌ５１ＦＡＸＯｌ９－６５３－２５２８
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委員 松波己

手稲渓仁会病院院長

〒006-8555札幌市手稲区前田１条12-1-40

TＥＬＯ１１－６８１－８１１１ＦＡＸＯ１１－６８５－２９９８

委員 松本隆禾|Ｉ

八千代病院理事長・院長

〒446-85１０安城市住吉町2-2-7

TELO566-97-8111FAXO566-98-6191
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委員 宮崎瑞穗

前橋赤十字病院院長

〒371-0014前橋市朝日町3-21-36

TELO27-224-4585FAXO27-243-3380
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委員 山田實紘

木沢記念病院理事長・院長

〒505-0034美濃加茂市古井町下古井５９０

TＥＬＯ５７４－２５－２１８１ＦＡＸＯ５７４－２６－２１８１



７予防医学委員会 (担当副会長：宮崎忠昭）

区分

－４９７－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 宮下正弘

秋田赤十字病院院長

〒010-1495秋田市上北手猿田字苗代沢222-1

TELOl8-829-5000FAXOl8-829-5255

委員 末永裕之

小牧市民病院院長

〒485-8520小牧市常普請１－２０

TELO568-76-4131FAXO568-76-4145

委員 関健

城西病院理事長・総長

〒390-8648松本市城西1-5-16

TELO263-33-6400FAXO263-33-9920

委員 濱田正行

三重県厚生連鈴鹿中央総合病院院長

〒513-863O鈴鹿市安塚町山之花1275-53

TＥＬＯ５９３－８２－ｌ３１１ＦＡＸＯ５９３－８４－ｌＯ３３

委員 松木康夫

新赤坂クリ
￣￣

￣ ツク名誉院長

〒106-0032港区六本木5-5-1六本木ロアピル１１階

TＥＬＯ３－５７７０－ｌ２６１ＦＡＸＯ３－５７７０－ｌ２６７

委員 三浦將司

福井県済生会病院院長

〒918-8503福井市和田中町舟橋７－１

TＥＬＯ７７６－２３－ｌｌｌｌＦＡＸＯ７７６－２８－８５１８

委員 山門實

三井記念病院総合健診センター所長

TlOl-0024千代田区神田和泉町’

TELO3-5687-6331ＦＡＸＯ３－５６８７－６３３２



７－（１）．人間ドック施設認定小委員会

区分

－４９８－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 宮下正弘

秋田赤十字病院院長

〒010-1495秋田市上北手猿田字苗代沢222-1

TELO18-829-5000ＦＡＸＯ１８－８２９－５２５５

委員 松木康夫

新赤坂クリニック名誉院長

〒106-0032港区六本木5-5-1六本木ロアピル１１階

TＥＬＯ３－５７７０－１２６１ＦＡＸＯ３－５７７０－ｌ２６７

委員 山門實

三井記念病院総合健診センター所長

〒101-0024千代田区神田和泉町１

TELO3-5687-6331FAXO3-5687-6332



ｓ診療情報管理士教育委員会 (担当副会長：大井禾１１夫）

区分

－４９９－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 大井禾'１夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855O鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-63-6076

委員 大道道大

森之官病院院長

〒536-0025大阪市城東区森之宮2-1-88

TELO6-6969-0111FAXO6-6969-8001

委員 木村満

青梅慶友病院院長

〒198-0014青梅市大門1-681

TELO428-24-3020ＦＡＸＯ４２８－２４－３０８４

委員 鈴木荘太郎

東邦大学医療センター大森病院院長付常勤顧問（産業医）

〒143-8540大田区大森西5-21-16

TELO3-3762-4151ＦＡＸＯ３－３７６５－３１８１

委員 武田隆久

医療法人医仁会武田総合病院理事長

〒601-1434京都市伏見区石田森南町２８－１

TＥＬＯ７５－５７２－６３３１ＦＡＸＯ７５－５７１－８８７７

委員 須貝和貝|」

埼玉総合病院病歴管理室

〒345-0025埼玉県北葛飾郡杉戸町清地2-2-11

TＥＬＯ４８０－３３－ｌ３１１ＦＡＸＯ４８０－３２－５２１０

委員 中村洋

茨城県立医療大学保健医療学部人間科学センター長

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140FAXO298-40-2240



Ｓ－（１）．基礎課程小委員会

区分

－５００－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 木村満

青梅慶友病院院長

〒198-0014青梅市大門1-681

TELO428-24-3020FAXO428-24-3084

委員 大塚秋 郎

済生会宇都宮病院畠'１院長

〒321-0974宇都宮市竹林町911-1

TELO28-626-5600FAXO28-626-5640

委員 大道道大

森之宮病院院長

〒536-0025大阪市城東区森之宮2-1-88

TELO6-6969-0111FAXO6-6969-8001
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委員 )|｜合省三

大阪南脳神経外科病院畠'１院長

〒589-001l大阪狭山市半田5-2610-1

TELO72-366-5757FAXO72-367-9615

委員 鈴木荘太郎

東邦大学医療センター大森病院院長付常勤顧問（産業医）

〒143-8540大田区大森西5-21-16

TELO3-3762-4151ＦＡＸＯ３－３７６５－２５１７
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委員 武田隆久

医療法人医仁会武田総合病院理事長

〒601-1434京都市伏見区石田森南町２８－１

TELO75-572-6331ＦＡＸＯ７５－５７１－８８７７
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委員 吉田晃治

西日本病院総院長

〒862-0934熊本市八反田3-20-1

TＥＬＯ９６－３８０－１１１１FAXO96-380-0539
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s－（２）．専門課程小委員会

－５０１－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 中村洋

茨城県立医療大学保健医療学部人間科学センター長

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140FAXO298-40-2240
P■■●巴の●｡｡＝｡Ｐ凸守凸已●■ウ●杏｡⑰▲●■｡●ｂ●｡｡白●の●■わ■●●｡■白の■■￣合口｡｡●④■｡￣■￣わ■■ヴニ■巳●■￣⑤わゅ■P印守Ｓ■⑤■の■●①ヴ●■｡?●￣のｃＳｂＣＳ－Ｃｐ●◆ＣＣＣ｡｡｡●●●｡ご●｡■わ●●●●●の●◇●■■｡●Ｐ｡Ｐ▲｡●｡●のヮ｡④￣ザ●凸●●ＰＣ◆●午ＣＴＧ勺●■●弓⑰●｡●ヮ●▽●甲ＧｓＣ●●●｡●ご●勺の＝●巴｡●⑪●p●■●ｂα●｡｡｡●守凸●ｐ七○■佇凸の▲●●や￣①凸■ｃｃ⑰▲凸｡●の｡◆●■－■●古いわいも－●●句守｡ごぃ勺●｡●●●ＣＦＣ⑪◆゛の｡●●ｐ●っ●｡●｡●●●■●■ゅ－℃■＝－℃P①Ｐ｡Ｐ－▽＆｡●｡●○Ｃ－Ｐの●●①●わ●■か●ウーマ●■－■－■●■L_中ｆ--二

委員 阿南誠

国立病院機構九州医療センター医療情報管理部医療情報管理室長

Ｔ８１０－００５６ 福岡市中央区地行浜1-8-1

TＥＬＯ９２－８５２－０７００ＦＡＸＯ９２－８４７－８８０２

委員 入江真行

和歌山県立医科大学先端医学研究所医学医療情報研究部准教授

〒641-8509和歌山市紀三井寺811-1

TELO734-41-O663FAXO734-41-0663

委員 枝光尚美

大阪府立母子保健総合医療センター診療`盾報管理室主任

〒594-1101和泉市室堂町８７０

TＥＬＯ７２５－５６－１２２０ＦＡＸＯ７２５－５６－５６８２

委員 須貝和貝|」

埼玉総合病院病歴管理室

〒345-0025埼玉県北葛飾郡杉戸町清地2-2-11

TELO480-33-l311FAXO480-32-5210

委員 長澤哲夫

広島国際大学医療福祉学部医療経営学科教授

Ｔ７２４－０６９５ 東広島市黒瀬学園台555-36

TELO823-70-4559FAXO823-70-4612

委員 西本寛

国立がんセンターがん対策情報センターがん情報･統計部院内がん登録室長

Ｔ１０４－００４５ 中央区築地5-1-1

TELO3-3542-2511FAXO3-3547-8584

委員 信川益明

杏林大学医学部総合医療学教室准教授

〒l81-8611三鷹市新)''6-20-2

TELO422-44-4154FAXO422-44-4154
Ｄ▲■■■▲■Ｐ■●■●＆￣■￣Ｐ｡のＣ与ら●Ｓ－ＣＣ○○ＰＳ■△■早■■￣ら￣の■￣＆｡■◆い●ｐ①Ｐ■⑤⑨■巴宇Ｇ￣○ＣＰｑＰｃ印●句Ｂ･ひ●p●●●ＰＧ●●Ｃｅ●ひＣｐＣＣＳＣＳＣｐ￣のｃＣｃＣ■｡▲●●●●●●■●▲｡●●●｡●●￣■●●し巴｡Ｐ￣ロ■￣■亡●■Ｂごｐ■■■￣巳■巳■■⑤ヮ｡ｐ巴｡①｡■中Ｂ●｡■Pニー■ｍＢＣ■｡S￣のＣＰｃＰ■｡■●ｐＣｐＧゅ■Ｃ已印ＳＣＢｃＣｃＣ▲●■｡■●｡■ﾛ▲っ且●△｡▲○ケ●の｡｡■●▲■△■Ｐ■の●■▲●１台■●ひ●ヮ＆●ｑｐＳ⑤●Ｃｐｍ戸已ＣＳ－■Ｃ二｡●Ｃ夕●ＰＣＰ■■己■●●の■宇白●■■■白■－P｡Ｐ凸一●－□⑪Ｐ■■巳●ｃｃ二■①｡■◇ひ●の●⑤■●●●■◇●●④●｡▲■｡I■｡_

委員 三木幸 郎

北九州市立門司病院内科部長

〒800-0021北九lll市門司区南本町3-1

TＥＬＯ９３－３８１－３５８１FAXO93-372-2945



Ｓ－（Ｓ）．分類小委員会

－５０２－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 須貝和貝|」

埼玉総合病院病歴管理室

〒345-0025埼玉県北葛飾郡杉戸町清地2-2-11

TELO480-33-l311ＦＡＸＯ４８０－３２－５２１０

委員 上田
ロ－

月Ｉ 子

国立病院機構仙台医療センター情報管理部医療情報管理室室長

〒983-852O仙台市宮城野区宮城野2-8-8

TＥＬＯ２２－２９３－ｌｌｌｌＦＡＸＯ２２－２９３－０７３５

委員 鎌倉由香

昭和大学病院診療録管理室

〒l42-8666品川区旗の台1-5-8

TELO3-3784-8319ＦＡＸＯ３－３７８４－８７６８

委員 倉部直子

北海道情報大学経営'盾報学部医療』情報学科准教授

〒069-8585江別市西野幌５９－２

TＥＬＯ１１－３８５－４４１１ＦＡＸＯｌｌ－３８４－０１３４

委員 小坂清美

日本生命済生会附属日生病院診療情報管理室課長

Ｔ５５０－００１２ 大阪市西区立売堀6-3-8

TELO6-6543-3581ＦＡＸＯ６－６５３２－６４８２

委員 久富洋子

アイネット･システムズ株式会社医療情報システム企画グループ

〒542-0081大阪市中央区南船場2-9-8シマノ住友生命ピル3Ｆ

TＥＬＯ６－６２８２－１０４６FAXO6-6282-1244

委員 松浦はるみ

公立玉名中央病院診療'盾報管理室

〒865-0064玉名市中１９５０

TELO968-73-5000ＦＡＸＯ９６８－７３－２８６７

アドバイザー 五十嵐よしゑ

関西国際大学医療経営学科非常勤講師



９病院経営管理者教育委員会 (担当副会長：佐藤眞杉）

区分

－５０３－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 小ノ|｜嘉誉

総合病院多根病院理事長

〒550-0024大阪市西区境川1-2-31

TELO6-6581-lO71FAXO6-6581-2520

畠'１委員長 士丼章弘

岡山旭東病院院長

〒703-8265岡山市倉田567-1

TELO86-276-3231FAXO86-274-lO28

委員 井坂茂夫

埼玉県厚生連幸手総合病院病院長

〒340-0114幸手市東4-14-24

TELO480-42-l211ＦＡＸＯ４８０－４３－２４０３

委員 中村洋

茨城県立医療大学保健医療学部人間科学センター長

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140FAXO298-40-2240

委員
、

氷 易卓

わかくさ竜間リハビリテーション病院事務局長

Ｔ５７４－００１２ 大阪府大東市大字龍間’580

TELO72-869-0116ＦＡＸＯ７２－８６９－０１３５

委員 松廣耕三

医療法人大雄会法人本部部長

〒491-8551-宮市桜1-9-9

TＥＬＯ５８６－７２－ｌ２１１ＦＡＸＯ５８６－７１－００１７

委員 プロ 原禾|」武

明舞中央病院理事長・院長

〒673-0862明石市松が丘４－１－３２

TＥＬＯ７８－９１７－２０２０ＦＡＸＯ７８－９１４－ｌ８７７



Ⅳ､情報発信に関する委員会

１．雑誌編集委員会 (担当副会長：宮崎忠昭）

区分

－５０４－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 星和夫

ベトレヘムの園病院病院長

〒204-0024情瀬市梅園3-14-72

TELO424-91-2525ＦＡＸＯ４２４－９５－２８７８

委員 遠藤昌夫

さいたま市立病院病院長

〒336-8522さいたま市緑区三室２４６０

TELO48-873-4111FAXO48-873-5451

委員 崎原宏

永寿総合病院理事長

〒llO-8645台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８
ＤｃＣＳｃ■ＣＢＣ■●Ｐ▲白▲■■●△｡■｡＆｡Ｐ■●己●■●■●ごらゆ■＄■⑤■印■印■｡Ｐ■●●●■｡■●｡①●■｡■●●印●□ＰＳの■⑤●⑤■｡□Pppの｡●⑤｡■●■●■■Ｐ■Ｐ■●■①巳●Ｐ■●■の■●Ｂ●■のり⑪｡■｡■￣●●■●■●●■■白●▲●■ロﾛ｡●▲●■●■●●｡■■■■●■ｏ●￣申･伊■□■●■｡■■■●■■⑪■●■●＆｡■■巳■｡■●■●■●■●■■■□の■●中●●●●■●４●こ■●⑤S●幻ＣＰｃ守已●■￣●○のい●■■巳･■●⑪Ｆ－毛ｐ＆●早■■－－－■■｡■●■●■●■●の△｡■Ｓ■●印■■■■■ｐ■●■□■‐■◆ｐ■むらｅユ｡■●□■●●□■⑰巳与ら■■Ｓｃもの■｡■●巴●●●■B●■●Ｓｃ■●●■■●●■●■■■●■●■■

委員 佐合茂樹

木沢記念病院病院長補佐

〒505-0034美濃加茂市古井町下古井５９０

TELO574-24-l454ＦＡＸＯ５７４－２６－２１８１

委員 関口令安

東京都保健医療公社大久保病院病院長

〒l60-8488新宿区歌舞伎町2-44-1

TＥＬＯ３－５２７３－７７１１ＦＡＸＯ３－５２７３－７７４８

委員 濱崎允

済生会山形済生病院病院長

〒990-8545山形市沖町７９－１

TELO23-682-1111ＦＡＸＯ２３－６８２－０１２３



ス編集委員会 (担当副会長:宮崎忠昭）２．二１

－５０５－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 藤原秀臣

茨城県厚生連総合病院土浦協同病院院長

〒300-0053士浦市真鍋新町１１－７

TＥＬＯ２９８－２３－３１１１ＦＡＸＯ２９８－２３－ｌｌ６０
■寺▲‐■凸⑪■の●＝｡⑤●｡｡●ｐＳＦｂ●の●●や凸●●も⑰■■●?●わ｡Ｕ●①ワ●◆ロヤ●ご●勺ひＱｃＣ守●す●▽●◆◆Ｃ守已ｐｃ守凸Ｕ■｡●●｡●Ｐ●⑪●Ｕ●■●｡●｡P●■●守凸Ｓｃ■⑰ＧＣｃ●■巴●●●ｑ幻●●●●ｅＳ□いのら●●ご●｡‐｡●●●のＤＣ④●▽●勺■｡Ｕ●●｡▽●P●ＣＧＣ●ＳＴＳ①▲ＣＣＵＢ中のＳＦ●ザ凸守■■の■■●か■句●巳Ｃｑ●●■｡Pの■●■Ｐｂ●■｡いけ■⑪■ロ■■凸勺ウーウ｡▼い▽曲■Ｃ■P■ワニ▽●Ｐのご凸■α①ヤ●け●守●守●も●■Ｐ｡Ｃ●｡■Ｕ●むげ凸④●ず■＝凸b凸■中ｑｐｑ▼凸Ｔ■■●●■凸ひ●▼ｃＴＰびぁも｡●ヴＧＴ●Ｐｂ弓●■ｐ■ﾛ▲④●｡■勺の｡●Ｓ●白び●●■し■も●■--ＰＳ-----PCU

畠'|委員長 原義人

青梅市立総合病院事業管理者

Ｔｌ98-0042 青梅市東青梅４－１６－５

TELO428-22-3191FAXO428-24-5126
b■▲｡■やＳＧＰ▲●▲｡▲①●○ケ⑤Ｐｃ守凸●■｡◆●ＤＣｐＣＰ▲●＆｡●●●ｓｏ▲凸▲●▲｡●ＣｐＣｐＳＰｃＣｃ■●巴ひＱｐＱ□▲｡◆わ△Cの｡⑱■⑤●＝●◇の■の●●ＣｃＣＣｅＣｐｃ◆｡｡ＳＣＣ●●●ロ①●ｓＰｃＣｃ⑰●■●①ケＧＣｃＣ●｡●￣のＳＳＣ●Ｓｃ●ＰＳ●ＳＧｐＧｐＣＣ▲■■●●白び｡●▲Ｃ■ヤニ■●■ＰＣ●▲●△●▲●▲■ひららq●▲■▲■ｊｂＰ印印●守凸ロ｡●●や●‐ひ■ウ▲守■句伊①グニウＳ▽●守凸■二℃ＰＳｐＧｍＢ－▲｡＆■ひらｐ●勺｡Ｃ■｡■＆■■●▲ロ▲Ｃ●■■■むらの凸寸▲むぃ●ｐＱＧＳｐ■p■む゛｡●可｡｡Ｐ４印●むら⑪ＣＳｃＣ寺Ｃのら●■●凸■のら●■の｡●■■Ｇｃｐ■●▲■▲｡■わ●Ｌ--_○一●＝二一Icq

委員 網野寛子

(社）東京都看護協会東京都ナースプラザ所長

〒l62-0815新宿区筑士八幡町4－１７

TELO3-3359-3355FAXO3-3260-9066
｢●■●⑰⑪P■■征●■●●のp●ろq○・甲■、□ＣＰＣゆ■●｡●■●■●巳●■■●●●■●■●■の■■印■⑪■◆Ｓｃ■￣￣■●●●■●巳●ｂＣｂ■ｐＳの■●Ｂ■Ｐのつ■●■■■■■●凸●●■●の■■■ＰＣ■●●■･■｡｡●■●■■Ｐ●●■●P句ｐ■■■い●｡■⑤■⑰ＰＣＣ●●■●●●■●■●■■■０■の白■●わ●⑪■ｂ■●■●■●■●■■ｂ■●■●●●■いわ■ｐｑ⑪■｡■｡P■■印の■白■甲｡●■￣び￣－－｡■●■●■●か●■●●■●＝●ｂ●■●凸■■■ＣＦＳ■●●●■■■■●■●■■■●｡■●■■p白け■p●ゆ●●■●■●■●■⑪古山一■●凸■■■ＰｑｐｓＣ■●■｡■●■■■■●■■■白■Ｃ■●ｂ■●■●■●■●●--j■■■■●-､Ⅱ

委員 加賀谷寿孝

東京都職員共済組合青山病院院長

〒l50-0001渋谷区神宮前5-53-3

TＥＬＯ３－３４００－７２１１FAXO3-3486-0930

委員 谷野浩太郎

株式会社社会保険研究所編集長

〒101-0047千代田区内神田2-4-6ＷＴＣ内神田ピル

TELO3-3252-7701FAXO3-5256-9020

委員 松本隆禾|」

八千代病院理事長・院長

〒446-85１０安城市住吉町2-2-7

TELO566-97-8111FAXO566-98-6191



(担当畠l]会長：大井利夫）３インターネット委員会

－５０６－

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 武田隆久

医療法人医仁会武田総合病院理事長

〒601-1434京都市伏見区石田森南町２８－１

TＥＬＯ７５－５７２－６３３１ＦＡＸＯ７５－５７１－８８７７

委員 石）|｜顕弘

医療法人社団カレスサッポロ時計台記念病院医事部長

〒060-0031札幌市中央区北１条東1-2-3

TＥＬＯｌｌ－２５１－ｌ２２１ＦＡＸＯｌｌ－２３１－５４３３

委員 神野正博

医療法人財団董仙会恵寿総合病院理事長

〒926-8605七尾市富岡町９４

TＥＬＯ７６７－５２－３２１１ＦＡＸＯ７６７－５２－７４８３

委員 坂巻壽

東京都立駒込病院血液内科部長

〒113-8677文京区本駒込3-18-22

TＥＬＯ３－３８２３－２１０１ＦＡＸＯ３－３８２２－５６０３

委員 中村洋

茨城県立医療大学保健医療学部人間科学センターセンター長

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140ＦＡＸＯ２９８－４０－２２４０

委員 濱田正行

三重県厚生連鈴鹿中央総合病院病院長

〒513-863O鈴鹿市安塚町山之花1275-53

TELO593-82-l311ＦＡＸＯ５９３－８４－１０３３

委員 山田』恒夫

財団法人医療情報システム開発センター研究開発部長

T113-0024文京区西片1-17-8Ｋｓピル３階

TELO3-5805-8203ＦＡＸＯ３－５８０５－８２１１



四病院団体協 議会

四病院団体協議会各団体の会長

＜事務局＞

〒102-8414束京都千代田区一番町13-3

TELO3-3265-0077ＦＡＸＯ3-3230-2898

http://www・hospital､ｏｒ・ｊｐ

日本病院会

TlOl-8378東京都千代田区三崎町3-7-l2

TELO3-3234-5165ＦＡＸＯ3-3234-5206

http://www､ajha・ｏｒ・ｊｐ

全日本病院協会

〒102-0071束京都千代田区富士見2-6-12

TELO3-3234-2438ＦＡＸＯ３－３２３４－２５０７

http://www・ajhc・ｏｒ・ｊｐ

日本医療法人協会

〒108-8554束京都港区芝浦3-l５－ｌ４

ＴＥＬＯ３－５２３２－３３１１ＦＡＸＯ３－５２３２－３３０９

http://www・nisseikyo・ｏｒ・ｊｐ

日本精神科病院協会

－５０７－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

会長
山本修三

日本病院会

Ｔ１０２－８４１４ 東京都千代田区一番町１３－３

TＥＬＯ３－３２６５－００７７FAXO3-3230-2898

全日本病院協会

会長
西澤寛俊

西岡病院

ＴＯ６２－００３４ 北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TＥＬＯｌｌ－８５３－８３２２ＦＡＸＯ１１－８５４－２５７７

日本医療法人協会

会長
豊田 堯

秋田東病院

ＴＯｌＯ－０８２３ 秋田県秋田市山内字丸木橋167-3

TＥＬＯｌ８－８２７－２３３１ＦＡＸＯ１８－８２７－２３１８

日本精神科病院協会

会長
鮫島健

鮫島病院

〒840-052ｌ佐賀県佐賀郡富士町大字小昌|])''272

TELO952-64-2231FAXO952-64-2233



部 会総 合

氣町ＣすIｲｰ1-7ｍ

〔)７２－８６４－１８ 〕７２－８６８－３８４４

－５０８－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

会長
山本修三

日本病院会

〒lO2-8414東京都千代田区一番町13-3

TELO3-3265-0077FAXO3-3230-2898

日本病院会

畠'|会長
池澤康郎

中野総合病院

〒l64-8607東京都中野区中央4-59-16

TELO3-3382-1231FAXO3-3381-4799

日本病院会

畠'1会長
佐藤眞杉

佐藤病院

〒573-1124大阪府枚方市養父東町65-1
TELO72-864-1811FAXO72-868-3844

日本病院会

副会長
堺常雄

総合病院聖隷浜松病院

〒430-8558静岡県浜松市住吉2-12-12
TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

日本病院会

畠'|会長
大井利夫

上都賀総合病院

〒322-855O栃木県鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-63-6076

日本病院会

畠'1会長
村上信乃

総合病院国保旭中央病院

〒289-2511千葉県旭市イの1326

TELO479-63-8111FAXO479-62-5593

日本病院会

畠'|会長
宮崎忠昭

長野赤十字病院

〒380-8582長野県長野市若里5-22-1

TELO26-226-4131FAXO26-228-8439

全日本病院協会

会長
西澤寛俊

西岡病院

〒062-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52
TELO11-853-8322FAXO11-854-2577

全日本病院協会

副会長
手束昭胤

手束病院

〒779-3233徳島県名西郡石井町石井字石井434
TELO88-674-OO24FAXO88-674-6159

全日本病院協会

畠'１会長
安藤

■－

局 朗

永生病院

〒193-0942東京都八王子市椚田町583-l５

ＴＥＬＯ４２６－６１－４１０８ＦＡＸＯ４２６－６１－１３３１

全日本病院協会

畠'|会長
猪口雄

寿康会病院

〒l36-0073東京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151FAXO3-3646-1295

日本医療法人協会

会長
豊田 堯

秋田東病院

〒010-0823秋田県秋田市山内字丸木橋167-3
TELOl8-827-2331ＦＡＸＯ１８－８２７－２３１８

日本医療法人協会

畠'|会長
須藤祐司

嬉泉病院

〒l25-0041東京都葛飾区東金町1-35-8

TELO3-3600-9007FAXO3-3600-9010

日本医療法人協会

畠'1会長
近藤脩

仁厚会病院

〒243-0018神奈)||県厚木市中町3-8-11
TELO46-221-3330FAXO46-221-1650

日本医療法人協会

畠ﾘ会長
日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本医療法人協会

副会長
大塚量

福岡記念病院

〒814-0002福岡県福岡市早良区西新1-1-35
TELO92-821-4731FAXO92-821-6449

日本精神科病院協会

会長
鮫島健

鮫島病院

〒840-052l佐賀県佐賀郡富士町大字小畠１１)''272
TELO952-64-2231FAXO952-64-2233

日本精神科病院協会

副会長
長尾卓夫

高岡病院

〒670-006l兵庫県姫路市西今宿5-3-8

TELO792-93-3315FAXO792-94-5311

日本精神科病院協会

副会長
谷野

■_

品 爾

谷野呉山病院

〒930-0103富山県富山市北代5200

TELO76-436-5800FAXO76-436-1041

日本精神科病院協会

畠'１会長
山崎學

サンピエール病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

TＥＬＯ２７－３４７－１１７７FAXO27-347-2850



医療制度委員会

※委員長

－５０９－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

畠'１会長

※

池澤康郎

中野総合病院

〒164-8607束京都中野区中央4-59-16

TELO3-3382-1231FAXO3-3381-4799

日本病院会

理事
中佳

東名厚木病院

〒243-8571神奈)||県厚木市船子232

TELO46-229-l771FAXO46-228-0396

日本病院会

理事
原義人

青梅市立総合病院

〒l98-0042東京都青梅市東青梅4-l6-5

TELO428-22-3191FAXO428-24-5126

全日本病院協会

常任理事
小松寛治

本荘第一病院

〒015-8567秋田県本荘市出戸町字岩渕下1１０

TELOl84-22-0111FAXOl84-22-0120

全日本病院協会

常任理事
飯田修平

練馬総合病院

〒l76-0005東京都練馬区旭丘2-41-1

TELO3-5988-2200FAXO3-5988-2250

全日本病院協会

医療の質向上委員会

委員

宮城敏夫

浦添総合病院

〒901-2132沖縄県浦添市伊祖4-16-1

TELO98-878-0231ＦＡＸＯ９８－８７７－２５１８

日本医療法人協会

畠'１会長
近藤脩

仁厚会病院

Ｔ２４３－ＯＯｌ８ 神奈)||県厚木市中町3-8-11

TELO46-221-3330FAXO46-221-1650

日本医療法人協会

常務理事
加納繁照

総合加納病院

〒531-0041大阪府大阪市北区天神橋7-5-26

TＥＬＯ６－６３５１－５３８１ＦＡＸＯ６－６３５１－０７１９

日本医療法人協会

医業経営管理部会部会員
高橋幹怡

片倉病院

〒755-0151山ロ県宇部市大字西岐波229-3

TELO836-51-6222FAXO836-51-4440

日本精神科病院協会

畠'１会長
長尾卓夫

高岡病院

〒670-006l兵庫県姫路市西今宿5-3-8

TELO792-93-3315ＦＡＸＯ７９２－９４－５３１１

日本精神科病院協会

常務理事
花井忠雄

ときわ病院

〒005-0853北海道札幌市南区常磐３条1-6-1

TＥＬＯ１１－５９１－４７１１ＦＡＸＯｌｌ－５９１－０９２２

日本精神科病院協会

常務理事
中村宏

酒田東病院

〒998-0878山形県酒田市こあら3-5-2

TELO234-22-9611FAXO234-22-7389



医療保険・診療報酬委員会

※委員長

－５１０－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

畠'１会長
佐藤眞杉

佐藤病院

〒573-1124大阪府枚方市養父東町65-1

TELO72-864-l811ＦＡＸＯ７２－８６８－３８４４

日本病院会

常任理事
齊藤壽

社会保険中央総合病院

Ｔｌ６９－００７３ 東京都新宿区百人町3-22-1

TELO3-3364-0251ＦＡＸＯ３－３３６４－６２１７

日本病院会

代議員
生野弘道

守口生野記念病院

Ｔ570-0002 大阪府守口市佐太中町6-17-33

TELO6-6906-1100FAXO6-6902-9021

全日本病院協会

副会長

※

猪口雄

寿康会病院

Ｔｌ３６－００７３ 東京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151ＦＡＸＯ３－３６４６－１２９５

全日本病院協会

理事
鉾之原大助

市比野記念病院

Ｔ８９５－ｌ２０３ 鹿児島県薩摩郡樋脇町市比野3079

TELO996-38-l200FAXO996-38-0715

全日本病院協会

医療保険・診療報酬

委員会委員

山本登

菊名記念病院

〒222-0011神奈)||県横浜市港北区菊名4-4-27

TELO45-402-7111FAXO45-432-2742

日本医療法人協会

副会長
日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本医療法人協会

常務理事
武田隆久

武田総合病院

〒601-1434京都府京都市伏見区石田森南町28-1

TELO75-572-6331ＦＡＸＯ７５－５７１－８８７７

日本医療法人協会

医療・介護保険部会

部会員

土谷晋一郎

士谷総合病院

〒730-8655広島県広島市中区中島町3-30

TELO82-243-9191ＦＡＸＯ８２－５０４－ｌ３５３

日本精神科病院協会

常務理事
長瀬輝誼

高月病院

Ｔｌ９２－０００５ 東京都八王子市宮下町178

TＥＬＯ４２－６９１－ｌｌ３１ＦＡＸＯ４２－６９１－ｌ７１７

日本精神科病院協会

理事
冨松愈

三池病院

〒837-092l福岡県大牟田市大字三池855

TELO944-53-4852ＦＡＸＯ９４４－５３－０１１７

日本精神科病院協会

医療経済委員会

委員長

平ノ|’
、＿ロ‐

ｉ旱

平川病院

〒l92-0152東京都八王子市美山町1０７６

TＥＬＯ４２－６５１－３１３１ＦＡＸＯ４２６－５１－３１３３



医業経営・税制委員会

※委員長

－５１１－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

副会長
堺常雄

総合病院聖隷浜松病院

〒430-8558静岡県浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

日本病院会

理事
関口令安

東京都保健医療公社大久保病院

Ｔｌ60-8488 新宿区歌舞伎町2-44-1

TＥＬＯ３－５２７３－７７１１FAXO3-5273-7748

日本病院会

理事
崎原宏

永寿総合病院

ＴｌｌＯ－８６４５ 東京都台東区東上野2-23-16

TＥＬＯ３－３８３３－８３８１ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８

全日本病院協会

常任理事
/I 、 松寛治

本荘第一病院

〒015-8567秋田県本荘市出戸町字岩渕下110

TＥＬＯｌ８４－２２－０１１１FAXOl84-22-0120

全日本病院協会

常任理事
松村耕三

村松総合病院

〒970-8026福島県いわき市平字小太郎町1-1

TＥＬＯ２４６－２３－２１６１FAXO246-22-2475

全日本病院協会

常任理事
中村康彦

上尾中央総合病院

〒362-8588埼玉県上尾市柏座1-10-10

TELO48-773-1111ＦＡＸＯ４８－７７３－７１２２

日本医療法人協会

畠'1会長

※

大塚量

福岡記念病院

Ｔ814-0002 福岡県福岡市早良区西新1-1-35

TＥＬＯ９２－８２１－４７３１FAXO92-821-6449

日本医療法人協会

常務理事
小田原良治

小田原病院

Ｔ892-0844 鹿児島県鹿児島市山之口町8-1

TELO992-23-7531FAXO992-23-9694

日本医療法人協会

医業経営管理部会

部会員

小森直之

医療法人恵仁会

〒607-8162京都府京都市山科区椥辻海道36-67

TＥＬＯ７５－５９１－ｌｌ３１FAXO75-593-4498

日本精神科病院協会

理事
千葉潜

青南病院

〒039-1104青森県八戸市大字田面木字赤坂16-3

TELO178-27-2016FAXO178-70-lO36

日本精神科病院協会

病院管理委員会

委員長

佐久間啓

あさかホスピタル

Ｔ９６３－０１９８ 福島県郡山市安積町笹)||字経坦4５

TELO24-945-l701FAXO24-945-l735

日本精神科病院協会

病院管理委員会

委員

塚本

吉祥寺病院

〒182-0011束京都調布市深大寺北町4-17-1

TELO424-82-9151ＦＡＸＯ４２２－３１－６０２１



医療従事者対策委員会

※委員長

－５１２－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

高'１会長
宮崎忠昭

長野赤十字病院

〒380-8582長野県長野市若里5-22-1

TELO26-226-4131FAXO26-228-8439

日本病院会

常任理事
小)|｜嘉誉

多根総合病院

〒550-0024大阪府大阪市西区境川l-2-31

TELO6-6581-lO71ＦＡＸＯ６－６５８１－２５２０

全日本病院協会

副会長
手束昭胤

手束病院

〒779-3233徳島県名西郡石井町石井字石井434

TELO88-674-0024FAXO88-674-6159

全日本病院協会

常任理事
大橋正實

耳鼻咽喉科麻生病院

〒007-084O北海道札幌市東区北40条東1-1-7

TＥＬＯ１１－７３１－４１３３ＦＡＸＯ１１－７３１－４９８６

全日本病院協会

常任理事
中村定敏

小倉第一病院

〒803-0844福岡県北九州市小倉北区真鶴2-5-12

TELO93-582-7730FAXO93-592-7689

日本医療法人協会

常務理事
武田従信

山之内病院

〒297-0022千葉県茂原市町保３

TELO475-25-ll31FAXO475-24-5645

日本医療法人協会

常務理事
小林武彦

小林記念病院

〒447-0863愛知県碧南市新)||町3-88

TELO566-41-0004FAXO566-48-5157

日本医療法人協会

理事
宮永忠彦

等潤病院

〒121-0075束京都足立区一ツ塚4-3-4

TELO3-3850-8711FAXO3-3858-9339

日本精神科病院協会

常務理事 秋山

※

郎

両毛病院

〒327-0843栃木県佐野市堀米町1648

TELO283-22-6150FAXO283-22-6159

日本精神科病院協会

看護 ．． メディカル委員会

委員長

南良武

木島病院

〒597-0044大阪府貝塚市森892

TELO724-46-2158FAXO724-47-0600

日本精神科病院協会

看護 。． メディカル委員会

副委員長

山田雄飛

薫風会山田病院

Tl88-0012東京都西東京市南町3-4-10

TELO424-61-0005FAXO424-67-4658



治療費未払問題検討委員会

※委員長

治療費未払問題検討委員会作業部会

－５１３－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

理事
崎原宏

永寿総合病院

ＴｌｌＯ－８６４５ 東京都台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381FAXO3-3831-9488

全日本病院協会

常任理事
木村厚

木村病院

T116-0001東京都荒)||区町屋2-3-7

TELO3-3892-3161ＦＡＸＯ３－３８９２－３１１９

日本医療法人協会

医業経営管理部会部会員
小森直之

医療法人恵仁会

Ｔ６０７－８１６２ 京都府京都市山科区椥辻海道36-67

TＥＬＯ７５－５９１－ｌｌ３１FAXO75-593-4498

日本精神科病院協会

副会長

※

山崎學

サンピエール病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

TＥＬＯ２７－３４７－１１７７ＦＡＸＯ２７－３４７－２８５０

日本精神科病院協会

理事
千葉潜

青南病院

ＴＯ３９－ｌｌＯ４ 青森県八戸市大字田面木字赤坂１６－３

TELOl78-27-2016ＦＡＸＯ１７８－７０－ｌＯ３６

日本精神科病院協会

病院経営管理委員会

委員

山本紘世

鶴見台病院

〒874-0838大分県別府市大字鶴見4075-4

TELO977-22-0336FAXO977-26-4081

弁護士 木之元直樹

木之元総合法律事務所

〒lO5-0001東京都港区虎ノ門5-l2-l3白井ピル８階

TELO3-5473-9130ＦＡＸＯ３－５４７３－９１７０

公認会計士 田中怡樹

淡青社

ＴｌＯ２－００９３

ス３階

東京都千代田区平河町2-16-15北野アーム

TELO3-3265-7042FAXO3-3265-0622

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会 松沢秀治

永寿総合病院

〒110-8645束京都台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８

全日本病院協会 福井聡

木村病院

〒ll6-0001東京都荒)||区町屋2-3-7

TELO3-3892-3161ＦＡＸＯ３－３８９２－３１１９

日本医療法人協会
■－

局 木 男

嬉泉病院

〒l25-0041葛飾区東金町1-35-8

TＥＬＯ３－３６００－９００７ＦＡＸＯ３－３６００－９０１０

日本精神科病院協会 内田健

医療法人社団欣助会吉祥寺病院

〒l82-0011調布市深大寺北町4-17-1

TＥＬＯ４２－４８２－９１５１FAXO42-482-8260



医療法人に関する研究会

※委員長

理事長の債務保証のあり方に関する勉強会

－５１４－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

畠'|会長
堺常雄

総合病院聖隷浜松病院

〒430-8558静岡県浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

全日本病院協会

会長
西澤寛俊

西岡病院

〒062-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TELOll-853-8322ＦＡＸＯｌｌ－８５４－２５７７

日本医療法人協会

会長

※

豊田 堯

秋田東病院

TOlO-0823秋田県秋田市山内字丸木橋167-3

TELOl88-27-2331FAXOl88-27-2318

日本精神科病院協会

畠'１会長
山崎學

サンヒ゜エール病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

TＥＬＯ２７－３４７－ｌｌ７７ＦＡＸＯ２７－３４７－２８５０

公認会計士 五十嵐邦彦

監査法人エムエムピージ－.エーマック

〒104-0061東京都中央区銀座8-ll-11TK銀座８丁目ピル２階

TELO3-5537-3375FAXO3-5537-3376

公認会計士 石井孝宜

石井公認会計士事務所

〒105-0001束京都港区虎の門1-2-20虎の門l9MTピル7Ｆ

TELO3-3580-l770ＦＡＸＯ３－３５８０－ｌ７７１

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

畠'１会長
佐藤眞杉

佐藤病院

〒573-1124大阪府枚方市養父東町65-1

TELO72-864-l811FAXO72-868-3844

日本病院会

畠'1会長
堺常雄

総合病院聖隷浜松病院

〒430-8558静岡県浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

全日本病院協会

副会長
安藤

■－

局 朗

永生病院

〒193-0942束京都八王子市椚田町583-l5

TELO426-61-4108ＦＡＸＯ４２６－６１－ｌ３３１

日本医療法人協会

会長
豊田 堯

秋田東病院

〒010-0823秋田県秋田市山内字丸木橋167-3

TELOl88-27-2331FAXO188-27-2318

日本精神科病院協会

畠'１会長
山崎學

サンピエール病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

TＥＬＯ２７－３４７－ｌｌ７７ＦＡＸＯ２７－３４７－２８５０

日本精神科病院協会

理事
千葉潜

青南病院

〒O39-llO4青森県八戸市大字田面木字赤坂16-3

TELOl78-27-2016ＦＡＸＯ１７８－７０－ｌＯ３６



メディカルスクール検討会

曰本医師会・四病院団体協議会レセプトオンライン化作業部会

－５１５－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

畠'１会長
堺常雄

総合病院聖隷浜松病院

Ｔ４３０－８５５８ 静岡県浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

全日本病院協会

会長
西澤寛俊

西岡病院

〒062-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TELOll-853-8322ＦＡＸＯ１１－８５４－２５７７

日本医療法人協会

畠'１会長
日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本精神科病院協会

畠'１会長
山崎學

サンピエール病院

Ｔ３７０－０８５７ 群馬県高崎市上佐野町786-7

TＥＬＯ２７－３４７－ｌｌ７７ＦＡＸＯ２７－３４７－２８５０

センター長 中田 力

新潟大学脳研究所・統合脳機能研究センター

〒951-8585新潟市旭町通1-757

TELO25-227-0683ＦＡＸＯ２５－２２７－０８２２

院長 福井吹矢

聖路加国際病院

ＴｌＯ４－８５６０ 東京都中央区明石町9-1

TELO3-3541-5151FAXO3-3544-0774

畠'I院長 本田 宏

済生会栗橋病院

〒349-1105埼玉県北葛飾郡栗橋町五反田714-6

TELO480-52-3611FAXO480-52-0954

准教授 金村政輝

東北大学大学院医学系研究科

Ｔ９８０－８５７５ 仙台市青葉区星陵町2-1

TＥＬＯ２２－７１７－７５９９ＦＡＸＯ２２－７１７－８０４１

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

常任理事
梶原優

板倉病院

〒273-0005干葉県船橋市本町2-10-1

TELO47-431-2662FAXO47-432-3882

全日本病院協会

常任理事
飯田修平

練馬総合病院

〒176-8530束京都練馬区旭丘1-24-1

TELO3-5988-2200FAXO3-5988-2250

日本医療法人協会

畠'１会長
日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TＥＬＯ７２２－３５－５８００ＦＡＸＯ７２２－３７－８９０８

日本精神科病院協会

常務理事
千葉潜

青南病院

〒039-1104青森県八戸市大字田面木字赤坂16-3

TELO178-27-2016ＦＡＸＯ１７８－７０－ｌＯ３６



医療安全対策委員会

※委員長

－５１６－

役職 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本病院会

畠'|会長

※

大井利夫

上都賀総合病院

〒322-855O栃木県鹿沼市下田町1－１０３３

TELO289-64-2161FAXO289-63-6076

日本病院会

畠'|会長
村上信乃

総合病院国保旭中央病院

〒289-2511千葉県旭市イの1326

TELO479-63-8111ＦＡＸＯ４７９－６２－５５９３

日本病院会 小松秀樹

虎の門病院

〒105-8470束京都港区虎ノ門2-2-2

TＥＬＯ３－３５８８－ｌｌｌｌＦＡＸＯ３－３５８２－７０６８

全日本病院協会

常任理事
飯田修平

練馬総合病院

〒176-0005束京都練馬区旭丘2-41-1

TELO3-5988-2200FAXO3-5988-2250

全日本病院協会

常任理事
中村定敏

小倉第一病院

〒803-0844福岡県北九州市小倉北区真鶴2-5-12

TELO93-582-7730ＦＡＸＯ９３－５９２－７６８９

全日本病院協会

常任理事
徳田禎久

禎心会病院

〒007-0844北海道札幌市東区北44条東8-1-6

TＥＬＯｌｌ－７１２－ｌｌ３１ＦＡＸＯｌｌ－７５１－０２３９

日本医療法人協会

畠'１会長
近藤脩

仁厚会病院

〒243-0018神奈)||県厚木市中町3-8-11

TELO46-221-3330FAXO46-221-l650

日本医療法人協会

医療・介護保険部会

部会員

土谷晋一郎

土谷総合病院

〒730-8655広島県広島市中区中島町3-30

TELO82-243-9191ＦＡＸＯ８２－５０４－ｌ３５３

日本医療法人協会

医療安全対策部会

部会員

r－

局 橋幹治

片倉病院

〒755-015l山口県宇部市大字西岐波229-3

TELO836-51-6222FAXO836-51-4440

日本精神科病院協会

常務理事
中村宏

酒田東病院

〒998-0878山形県酒田市こあら3-5-2

TELO234-22-9611FAXO234-22-7389

日本精神科病院協会

医療問題委員会

委員長

東司

小阪病院

〒577-0809大阪府東大阪市永和2-7-30

TELO6-6722-5151ＦＡＸＯ６－６７２２－５１２１

日本精神科病院協会

病院経営管理委員会

委員

佐久間啓

あさかホスピタル

〒963-0198福島県郡山市安積町笹)||字経坦4５

TELO24-945-l701FAXO24-945-l735



曰本病院団体協 議会

代表者会議

－５１７－

団体名
代表者

氏名
所在地/TEL・ＦＡＸ 連絡先

国立大学附属病院長会議
常置委員会委員長

河野陽

〒113-0033束京都文京区本郷3-25-13

グランフオークスＶ本郷ピル７階

TELO3-5684-1601FAXO3-5684-l602

事務局長

小室 |真

独立行政法人

国立病院機構

理事長

矢崎義雄

〒l52-8621東京都目黒区東が丘2-5-21

TELO3-5712-5050FAXO3-5712-50８１

医療部医療課

医療企画専門職

田中克典

5７１２－５０７４

全国公私病院連盟
会長

竹内正也

Ｔｌ５０－０００１ 東京都渋谷区神宮前2-6-1

食品衛生センター４階

TELO3-3402-3891FAXO3-3402-4389

事務局長

長谷川洋夫

(社)全国自治体病院協議会
会長

小山田 惠

TlO2-8556東京都千代田区紀尾井町3-27

岡'|堂会館６階

TELO3-3261-8555FAXO3-3261-l84５

事務局長

遠藤舅

(社)全日本病院協会
会長

西澤寛俊

〒101-8378束京都千代田区三崎町3-7-12

情話会ピル６階

TELO3-3234-5165FAXO3-3234-520６

事務局長

富樫雄

(社)日本医療法人協会
会長

豊田 堯

TlO2-0071東京都千代田区富士見2-6-12

ＡＭピル3Ｆ

TELO3-3234-2438FAXO3-3234-2507

事務局長

秋保紘宇

(社)日本私立医科大学協会
会長

小川秀興

TlO2-0073東京都千代田区九段北4-2-25

私学会館別館１階

TELO3-3234-6691FAXO3-3234-0550

事務局長

小栗典明

(社)日本精神科病院協会
会長

鮫島健

〒lO8-8554東京都港区芝浦3-15-14

TELO3-5232-3311FAXO3-5232-3309

事務局長

護摩所文雄

(社)日本病院会
会長

山本修三

ＴｌＯ２－８４１４ 東京都千代田区一番町13-3

ラウンドクロス－番町ピル２階

TELO3-3265-0077FAXO3-3230-2898

事務局顧問

山口和英

日本療養病床協会
会長

木下毅

Ｔｌ60-0022 東京都新宿区新宿１－１－７

コスモ新宿御苑ピル9Ｆ

TELO3-3355-3120FAXO3-3355-3122

事務局長

猿原孝行

独立行政法人

労働者健康福祉機構

理事長

伊藤庄平

Ｔ２１２－００１３ 神奈)||県川崎市幸区堀)||町580

ソリッドスクエア東館

TELO44-556-9831FAXO44-556-9917

業務課長

中村恭



診療報酬実務者会議

－５１８－

団体名 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

国立大学附属病院長会議 坂本徹

東京医科歯科大学医学部附属病院院長

〒113-8519束京都文京区湯島1-5-45

TELO3-5803-5600

国立大学附属病院長会議 /」 、 池創

東京大学医学部附属病院企画経営部部長

〒113-8655東京都文京区本郷7-3-1

TＥＬＯ３－５８００－８７１６ＦＡＸＯ３－５８００－８７６５

独立行政法人

国立病院機構
山本光昭

独立行政法人国立病院機構本部医療部長

Tl52-8621東京都目黒区東が丘2-5-21

TELO3-5712-5050ＦＡＸＯ３－５７１２－５０８１

独立行政法人

国立病院機構
進藤政臣

国立病院機構長野病院院長

Ｔ 386-86１０長野県上田市緑が丘1丁目２７番地21号

TEL（0268）22-1890FAXO268-24-6603

全国公私病院連盟

顧問
星和夫

青梅市立総合病院名誉院長

〒l50-0001東京都渋谷区神宮前2-6-1

TELO3-3402-3891

全国公私病院連盟

副会長
篠原寛休

松戸整形外科病院名誉院長

〒271-0043千葉県松戸市旭町1-161

TELO473-44-3171

全国自治体病院協議会

副会長
宮）|’信

飯田市立病院名誉院長

〒395-8502長野県飯田市八幡町438

TＥＬＯ２６５－２１－ｌ２５５

全国自治体病院協議会

参与

○

佐藤裕俊

社団法人全国自治体病院協議会参与（診療報酬対策委員長）

〒102-8556東京都千代田区紀尾井町3-27剛堂会館６階

TＥＬＯ３－３２６１－８５５５

全日本病院協会

畠'１会長
猪口雄

寿康会病院理事長

〒136-0073束京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151

全日本病院協会

医療保険・診療報酬

委員会委員

山本登

菊名記念病院理事長

〒222-0011神奈)||県横浜市港北区菊名4-4-27

TELO45-402-7111

日本医療法人協会

畠'|会長
日野頌三

医療法人頌徳会理事長

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TＥＬＯ７２２－３５－５８００

日本医療法人協会

常務理事
武田隆久

武田総合病院理事長

〒601-1434京都府京都市伏見区石田森南町28-1

TＥＬＯ７５－３６１－ｌ３５１

日本私立医科大学協会

病院部会担当理事
小山信彌

東邦大学医学部心臓血管外科学教授

Ｔｌ４３－８５４１ 東京都大田区大森西6-11-1

TELO3-3762-4151



（◎委員長○副委員長）

－５１９－

団体名 氏名 施設名住所/TEL・ＦＡＸ

日本私立医科大学協会

医療事務研究会

運営委員

山本慎

慶應義塾大学病院医療事務室課長

Tl60-8582東京都新宿区信濃町3５

TＥＬＯ３－３３５３－ｌ２１１

日本精神科病院協会

常務理事
長瀬輝誼

高月病院理事長

〒192-0005束京都八王子市宮下町178

TＥＬＯ４２６－９１－ｌｌ３１

日本精神科病院協会

医療経済委員会

委員長

平)|’
、．H－

V旱

平)||病院

〒192-0152束京都八王子市美山町1076

TＥＬＯ４２６－５１－３１３１ＦＡＸＯ４２６－５１－３１３３

日本病院会

常任理事

◎

齊藤壽

社会保険中央総合病院院長

〒169-0073束京都新宿区百人町3-22-1

TELO3-3364-0251

日本病院会

常任理事
石井暎禧

医療法人財団石心会理事長

〒212-0013神奈)||県ﾉ||崎市幸区堀)||町580

TELO44-511-2266

ソリッドスクエア東館４階

日本療養病床協会

会長
木下毅

光風園病院院長

〒752-0928山口県下関市長府才)''2-21-2

TELO832-48-0254

日本療養病床協会

昌'1会長
武久洋三

医療法人平成博愛会博愛記念病院理事長

〒770-8023徳島県徳島市勝占町惣田９

TELO88-669-2166FAXO88-669-3604

独立行政法人

労働者健康福祉機構
中林圭

独立行政法人労働者健康福祉機構理事

〒212-0013神奈)||県)||崎市幸区堀)||町580

TELO44-556-9831

ソリッドスクエア東館

独立行政法人

労働者健康福祉機構
深尾立

千葉労災病院院長

Ｔ２９０－０００３ 千葉県市原市辰巳台東2－１６

TＥＬＯ４３６－７４－ｌｌｌｌ



高齢者医療のあり方に関するワーキンググループ

(◎座長）

－５２０－

団体名

(役職名）
氏名 連絡先住所/TEL・ＦＡＸ

全国公私病院連盟

(理事）
遠山正博

佐倉厚生園園長

〒285-0025千葉県佐倉市鏑木町320

TELO43-484-2161FAXO43-484-l825

全国自治体病院協議会

(参与）
佐藤裕俊

全国自治体病院協議会参与

〒102-8556束京都千代田区紀尾井町3-27（剛堂会館）

業務第一部

TELO3-3261-8555ＦＡＸＯ３－３２６１－ｌ８４５

全日本病院協会

(副会長）
猪口雄

寿康会病院理事長

〒136-0073束京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151FAXO3-3646-l295

日本医療法人協会

(副会長）
日野頌三

医療法人頌徳会理事長

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本精神科病院協会

(医療経済委員会委

貝長）

平ノ|’
、ロ－

Y旱

平川病院院長

〒l92-0152東京都八王子市美山町1076

TELO42-651-3131ＦＡＸＯ４２－６５１－３１３３

日本病院会

(理事）
崎原宏

永寿総合病院理事長

ＴｌｌＯ－８６４５ 東京都台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381ＦＡＸＯ３－３８３１－９４８８

日本療養病床協会

(畠'|会長）

◎

安藤
■－

局 朗

永生病院院長

〒193-0942束京都八王子市椚田町583-15

TELO426-61-4108ＦＡＸＯ４２６－６１－ｌ３３１

日本療養病床協会

(畠'１会長）
武久洋二

博愛記念病院理事長

〒770-8023徳島県徳島市勝占町惣田９

TELO88-669-2166FAXO88-669-3604

日本療養病床協会

(常任理事）
/」 、 鯖覚

鹿島病院院長

〒690-0803島根県松江市鹿島町大字名分243-1

TELO852-82-2627FAXO852-82-3064



DPCのあり方に関するワーキンググループ

(◎座長）

－５２１－

団体名

(役職名）
氏名 連絡先住所/TEL・ＦＡＸ

国立大学附属病院長会議 坂本徹

東京医科歯科大学医学部附属病院院長

〒113-8519束京都文京区湯島1-5-45

TELO3-5803-5600

全国公私病院連盟

(常務理事）
中村哲也

板橋中央総合病院理事長・院長

Ｔｌ74-8691 東京都板橋区小豆沢2-12-7

TＥＬＯ３－３９６７－ｌｌ８１ＦＡＸＯ３－３９６７－ｌ４２５

全国公私病院連盟

(理事）
三宅祥三

武蔵野赤十字病院院長

Ｔｌ８０－８６１０ 東京都武蔵野市堺南町1-26-1

TELO422-32-3111FAXO422-32-3525

全国自治体病院協議会

(副会長）
宮)|’信

全国自治体病院協議会畠'１会長（飯田市立病院名誉院長）

Ｔ102-8556

業務第一部

東京都千代田区紀尾井町3-27（岡'１堂会館）

TＥＬＯ３－３２６１－８５５５ＦＡＸＯ３－３２６１－ｌ８４５

全日本病院協会

(理事）
古城資久

赤穂中央病院理事長

〒678-024l兵庫県赤穂市惣門町52-6

TＥＬＯ７９１－４５－１１１１ＦＡＸＯ７９１－４５－ｌｌ２４

日本医療法人協会

(医療･介護保険部会員）
土谷晋一郎

土谷総合病院理事長

〒730-8655広島県広島市中区中島町3-30

TELO82-243-9191FAXO82-504-l353

日本私立医科大学協会

(病院部会担当理事）

◎

小山信彌

東邦大学医学部心臓血管外科学教授

Ｔｌ４３－８５４１ 東京都大田区大森西6-11-1

TＥＬＯ３－３７６２－４１５１

日本私立医科大学協会 佐藤裕之

||頂天堂大学医学部病院管理学助教授

Ｔｌｌ３－８４２１ 東京都文京区本郷2-1-1

TＥＬＯ３－３８１３－３１１１ＦＡＸＯ３－５８０２－ｌｌ４４

日本私立医科大学協会 田中正貴

北里大学病院事務部次長

Ｔ２２８－８５５５ 神奈川県相模原市北里1-15-1

TＥＬＯ４２－７７８－８１１１FAXO42-778-9371

日本病院会

(医療制度委員会委員）
三浦幸雄

東北労災病院院長

Ｔ９８１－８５６３ 宮城県仙台市青葉区台原4-3-21

TELO22-275-llllFAXO22-275-4431

日本療養病床協会

(畠'|会長）
武久洋三

博愛記念病院理事長

〒770-8023徳島県徳島市勝占町惣田９

TELO88-669-2166FAXO88-669-3604

独立行政法人

労働者健康福祉機構
深尾立

独立行政法人労働者健康福祉機構（千葉労災病院院長）

〒212-0013神奈)||県)||崎市幸区堀)||町580

ソリッドスクエア東館医療事業部

TELO44-556-9831FAXO44-556-9917



病院医療の実態ワーキンググループ

(◎座長）

－５２２－

団体名

(役職名）

氏名 連絡先住所/TEL・ＦＡＸ

独立行政法人

国立病院機構
鈴木英明

独立行政法人国立病院機構医務担当理事

〒152-8621東京都目黒区東が丘2-5-21

TELO3-5712-5060ＦＡＸＯ３－５７１２－５０８１

全国公私病院連盟

常務理事
中村哲也

医療法人社団明芳会板橋中央総合病院理事長・総院長

〒174-8691束京都板橋区小豆沢2-12-7

TＥＬＯ３－３９６７－ｌｌ８１ＦＡＸＯ３－３９６７－ｌ４２５

全日本病院協会

畠'1会長

◎

猪口雄

寿康会病院理事長

〒136-0073束京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151FAXO3-3646-l295

日本精神科病院協会

医療経済委員会委員
松本善郎

たなか病院畠'１院長

〒839-1213福岡県久留米市太郎原町１２６７

TELO942-43-7629FAXO942-43-2705

日本病院会

医療制度委員会委員
中佳

東名厚木病院理事長

〒243-857l厚木市船子232

TELO46-229-l771FAXO46-228-O396

日本療養病床協会

副会長
武久洋三

医療法人平成博愛会博愛記念病院理事長

〒770-8023徳島県徳島市勝占町惣田９

TELO88-669-2166FAXO88-669-3604



入院医療の看護師配置基準を検討するワーキンググループ

(◎座長）

－５２３－

団体名

(役職名）
氏名 連絡先住所/TEL・ＦＡＸ

国立大学附属病院長会議 山本修

千葉大学医学部附属病院畠'|病院長

〒260-8677干葉県千葉市中央区亥鼻1-8-1

TELO43-226-2220FAXO43-224-3830

独立行政法人

国立病院機構
山本光昭

独立行政法人国立病院機構本部医療部長

〒152-8621東京都目黒区東が丘2-5-21

TELO3-5712-5074ＦＡＸＯ３－５７１２－５０８４

全国公私病院連盟

(畠Ｉ会長）
須古博信

済生会熊本病院院長

〒861-4193熊本市近見5-3-1

TELO96-351-8000FAXO96-359-0457

全国自治体病院協議会

(常務理事）
遠藤昌夫

さいたま市立病院院長

〒336-8522埼玉県さいたま市緑区三室2460

TELO48-873-4111ＦＡＸＯ４８－８７３－５４５１

全日本病院協会

(畠'|会長）
猪口雄

寿康会病院理事長

〒136-0073束京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151ＦＡＸＯ３－３６４６－ｌ２９５

日本医療法人協会

(畠'１会長）

◎

日野頌三

医療法人頌徳会理事長

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本私立医科大学協会

(病院部会担当理事）
ﾉ｣、山信彌

東邦大学医学部心臓血管外科学教授

〒l43-8541東京都大田区大森西6-11-1

TELO3-3762-4151FAXO3-3765-6659

日本精神科病院協会

(看護・コメディカル

委員会委員長）

南良武

木島病院理事長・院長

〒597-0044大阪府貝塚市森892

TELO72-446-2158FAXO72-447-0600

日本精神科病院協会

(医療経済委員会

委員長）

平）|’
、．Ｂ-

得

平)||病院病院長

〒192-0152東京都八王子市美山町1０７６

TELO426-51-3131ＦＡＸＯ４２６－５１－３１３３

日本病院会

(常任理事）
石井暎禧

医療法人財団石心会理事長

〒212-0013神奈川県)||崎市幸区堀)||町580

ソリッドスクエア東館４階

TＥＬＯ４４－５１１－２２６６ＦＡＸＯ４４－５４０－１１３５

日本療養病床協会

(理事）
富家隆樹

富家病院理事長

〒356-005l埼玉県ふじみ野市亀久保2197

TELO49-264-8811FAXO49-266-2287

独立行政法人

労働者健康福祉機構
中林圭

独立行政法人労働者健康福祉機構医療事業･産業保健担当理事

〒212-0013神奈)||県)||崎市幸区堀ﾉ||町580

ソリッドスクエア東館19階

TELO44-556-0862FAXO44-556-9917
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